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序文

　地球環境戦略研究機関（IGES）が IGES 白書シリーズで意図しているのは、IGES と世界各

地の協力研究機関による広範な調査・研究成果を集約し、持続可能な開発を促進する上で

重要な課題について世界の政策決定者に向けて発表していくことである。持続可能な消費

と生産（SCP）の必要性は持続可能な開発に欠かせない要素として長い間捉えられてきたが、

これまでその注目の大半は、クリーナープロダクション（生産工程における取り組み）に注

がれてきた。また、経済開発及び貧困削減の方が消費パターンの転換に比べて優先的に取

り組むべき問題として捉えられていたため、アジアにおける持続可能な消費に関する研究

は比較的少なかった。

　一方、アジア太平洋地域は急速な経済発展を遂げており、都市に増えている新興中産階

級は、グローバルに展開する広告やメディアが作る「良い暮らし」のイメージに影響を受け、

従来の消費パターンを変え始めている。増加を続けるアジア太平洋地域の人口が平均的な

アメリカ人やヨーロッパ人のように消費を続ければ、その消費に対応するだけの資源は地

球ひとつでは足りず、環境悪化を止めることはできないであろう。そのため、先進国が現

在の消費パターンを抜本的に変えるだけでなく、途上国も独自の持続可能な消費の道筋を

模索する必要があると考えられる。

　IGES 白書 III は、大きく 5 部構成となっている。第 1 部では、持続可能な消費によって

もたらされる持続可能な生産がアジア経済における構造変化を引き起こし、好循環を生み

出すことで継続して持続可能な消費を推し進めることができる、という全体的な仮説を提

唱する。第 2 部では、こうした変化を起こすために適切なインセンティブを創出する上で、

消費者、コミュニティー、地方政府、民間企業といった主要なステークホルダーに期待さ

れる役割や、中央政府の政策上の役割を検討する。第 3 部では、農業、林業、水資源、そ

してエネルギーという 4 つの主要セクターにおける持続可能な消費と生産を検討する。第

4 部では、気候変動と地域統合という分野横断的テーマを検討する。そして最後に、第 5
部では、これらの様々な要素をまとめ、持続可能な消費と生産の実現が早急に求められて

いるアジア太平洋諸国を支援するような、一貫した政策オプションを提示する。

　IGES 白書 III の主な目的は、以下の通りである。

（i）  アジア太平洋地域にとって非常に重要な持続可能な開発に関する政策アジェンダ―

持続可能な消費と生産―に焦点を当てる。

（ii）  アジア太平洋地域における持続可能な消費と生産の現状を概観した上で、顕在化し

つつある問題を明らかにし、さらにこの地域ですでに採用されてきた実効性のある

政策手法をレビューする。

（iii）  現在実施されている IGES の研究プログラムから、持続可能な消費と生産を促すよ

うな広範な政策提言を適宜分析かつ抽出する。

（iv）  今後 10 年間にわたりアジア太平洋地域で重要となり得る、持続可能な消費と生産

に関する政策研究アジェンダを明らかにする。

　IGES 白書 III は、2010 年 7 月 12 日～ 13 日に横浜で開催される第 2 回持続可能なアジア

太平洋に関する国際フォーラム（ISAP2010）で正式に発表される予定である。
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　本書の作成に当たり、初期草案の段階から建設的なコメント及び提案をお送りいただい

たピアレビューアーの方々に厚く御礼を申し上げる。さらに、草案を校閲し、大変貴重な

アドバイスを提供して頂いた IGES 理事及び評議員諸氏にも感謝申し上げたい。また、そ

れぞれの研究活動に従事しながら、さらに本書のために不断の努力を傾けた各章の執筆者

にも深く謝意を表する。この 1 年間、草案の作成作業及び主要なコンセプトの精査は IGES
の一連のリトリートによって行われたが、その際、森島昭夫 IGES 特別研究顧問からは、

常に適切かつ有意義なアドバイスを頂いた。草案作成プロセスは、森秀行所長、ロバート・

キップ氏、そしてピーター・キング氏のコーディネートの下、IGES のすべてのプロジェク

トが参加して行われた。最後に、IGES 事務局と担当の編集者及び翻訳者諸氏の協力のおか

げで、本書が刊行される運びとなった。アジア太平洋地域における持続可能な消費と生産

に関する政策協議に対して、本書が真の意味で貢献を果たすことを切に願っている。

2010 年 5 月　葉山にて

地球環境戦略研究機関（IGES）  理事長

浜中裕徳
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はじめに

　IGES 白書 III では、ますます重要性を増している持続可能な消費と生産の問題に焦点を

当てる。アジア太平洋地域に暮らす人びとの多くは、先進国の消費者が何十年もの間行っ

てきたように物やサービスを消費するのは、今度は自分たちの番であると捉えている。そ

して、先進国の消費者が従来の消費行動を許されている中で、新たに得た「富」によって消

費を行う自分たちが批判されるのは倫理的におかしいと感じている。都市化が進むアジア

太平洋地域で消費行動の転換が進んでいる一方、同地域の急増する人口が平均的アメリカ

人やヨーロッパ人のように物やサービスを消費することは、物理的に考えて事実上不可能

である。その消費に対応するだけの資源を確保するには地球がいくつも必要であり、新た

に生みだされる廃棄物を許容することは難しい。

　アジア太平洋地域で持続不可能な消費パターンが固定化される前に、同地域における持

続可能な消費と生産への道筋を描くこと、そして従来通りの行動を続けた場合に招くであ

ろう結果を回避するために政府が実施すべき政策を十分に理解することは、喫緊の課題で

ある。政府が購入する全てのものをグリーン調達とすることで主導的な役割を果たす、持

続可能な消費への代替案（カーシェアリングやコンピューター通信による在宅勤務等）を促

進するための補助金やインセンティブを提供する、商品の消費よりもサービスの消費（図

書館等）の方が望ましいことを啓蒙活動を通して提示する、さらに本白書の各章で検討さ

れている数多くの政策等が具体的な取り組みとして考えられる。

　IGES 白書 III の作成に当たり、IGES 研究員と客員研究員、翻訳と制作作業を支援してく

れた事務局、そして貴重な意見及び提案をいただいた外部レビューアーと理事諸氏に対し、

浜中 IGES 理事長とともに敬意を表したい。また、ロバート・キップ氏とピーター・キン

グ氏による卓越した草案作成及び出版プロセスの管理、そして森島昭夫 IGES 特別研究顧

問からの非常に貴重なアドバイスにも心より感謝する。2010 年 7 月に開催される第 2 回持

続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラム（ISAP2010）において、IGES 白書が出版さ

れることを心待ちにしている。そして、アジア太平洋地域の政策に対する IGES の貢献を

継続的に支えてくれる本白書の読者からのフィードバックを歓迎したい。

地球環境戦略研究機関（IGES）  所長

森　秀行
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略語

本報告書全体を通して、特に記載のない限り「$」は米ドルを意味する。

10YFP Ten-Year Framework of Programmes  
 （持続可能な消費・生産形態に関する）10 年計画枠組

3R Reduce, Reuse, and Recycle 
 廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用（3R）
ACCA Association of Chartered Certified Accountants 
 勅許公認会計士協会

ADB Asian Development Bank 
 アジア開発銀行

ADRA  Adventist Development and Relief Agency, China 
 （米国に本部を置く国際 NGO）（中国）

AIO 2000 Asian Input-Output Table 2000 
 アジア産業連関表 2000
AOX Absorbable Organic Halides 
 吸着性有機ハロゲン化合物

APFED Asia-Pacific Forum for Environment and Development 
 アジア太平洋環境開発フォーラム

APRSCP Asia Pacific Roundtable for Sustainable Consumption and Production 
 アジア太平洋持続可能な消費と生産円卓会議

AR4  Fourth Assessment Report （IPCC） 
 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第三作業部会の第四次評価報告書

ASEAN  Association of Southeast Asian Nations  
 東南アジア諸国連合

AsRIA Associate for Sustainable and Responsible Investment in Asia  
 アジア地域における持続可能な社会責任投資活動の振興を目的とする協会

BARI Bangladesh Agricultural Research Institute 
 バングラデシュ農業研究所

BAU  Business-As-Usual 
 現状維持型

BOD Biochemical Oxygen Demand 
 生物学的酸素要求量

BRIK Forestry Industry Revitalization Agency, Indonesia  
 木材産業活性化機関（インドネシア）

BRT Bus Rapid Transit 
 バス高速輸送網

CBRC China Banking Regulatory Commission  
 中国銀行業監督管理委員会
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CCP Cities for Climate Protection 
 気候変動防止都市

CDM Clean Development Mechanism 
 クリーン開発メカニズム

CEID Corporate Environmental Information Disclosure 
 企業の環境情報開示

CER Corporate Environmental Reporting 
 企業の環境報告書

CERs Certified Emission Reductions 
 認証排出削減量

CFL Compact Fluorescent Lamp 
 電球型蛍光灯

CGE  Computable General Equilibrium 
 多地域応用一般均衡

CITES Convention on International Trade in Endangered Species of Wild Fauna and Flora 
 絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約

CO2 Carbon Dioxide 
 二酸化炭素

CO2e Carbon Dioxide Equivalent 
 二酸化炭素換算

CoC Chain of Custody 
 加工・流通過程の管理

COD Chemical Oxygen Demand 
 化学的酸素要求量

Codex Codex Alimentarius 
 国際食品規格

CSCP Centre on Sustainable Consumption and Production 
 持続可能な消費・生産センター

CSD Commission on Sustainable Development 
 国連持続可能な開発委員会

CSE Centre for Science and Environment  
 科学環境センター

CSR Corporate Social Responsibility 
 企業の社会的責任

CSWMB Bago City Solid Waste Management Board 
 バゴ市固形廃棄物処理委員会

DAP Deutsches Akkreditierungssystem Prüfwesen 
 ドイツ試験認証システム

DEFRA  Department for Environment, Food and Rural Affairs, UK 
 英国環境・食料・地域省

DESD  UN Decade of Education for Sustainable Development （2005-2014） 
 国連持続可能な開発のための教育の 10 年（2005 年～ 2014 年）

DFID Department for International Development, UK 
 国際開発省（英国）

DIY Do It Yourself 
 DIY（ドゥー・イット・ユアセルフ）
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EAS  East Asia Summit 
 東アジアサミット

EC European Commission 
 欧州委員会

EE Environmental Education 
 環境教育

EFA Education for All 
 万人のための教育

EIA-US Energy Information Administration, US 
 エネルギー情報局（米国）

EIA Environmental Impact Assessment  
 環境影響評価（環境アセスメント）

EMAS Eco-Management and Audit Scheme   
 環境管理・環境監査スキーム

EPA Environmental Protection Agency 
 環境保護庁

EPFI Equator Principles Financial Institutions  
 赤道原則採択金融機関

EPR Extended Producer Responsibility 
 拡大生産者責任

EREC European Renewable Energy Council 
 欧州再生可能エネルギー評議会

ESC Education for Sustainable Consumption 
 持続可能な消費のための教育

ESCAP Economic and Social Commission for Asia and the Pacific 
 国連アジア太平洋経済社会委員会

ESD Education for Sustainable Development 
 持続可能な開発のための教育

EU European Union 
 欧州連合

EuroSIF Euro Social Investment Forum 
 欧州社会的責任投資フォーラム

FAO Food and Agriculture Organisation of the United Nations 
 国連食糧農業機関

FLEGT Forest Law Enforcement, Governance and Trade 
 森林法施行、ガバナンス、貿易

FoSIM Food Safety Information System of Malaysia 
 マレーシア食品安全情報システム

FSC  Forest Stewardship Council 
 森林管理協議会

G8 Group of Eight （developed countries） 
 主要 8 カ国首脳会議

GAP Good Agricultural Practice 
 適正農業規範

GDP Gross Domestic Product 
 国内総生産
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GEF Global Environment Facility 
 地球環境ファシリティー

GHG  Greenhouse Gas  
 温室効果ガス

GMS  Greater Mekong Subregion 
 拡大メコン川流域圏

GRI Global Reporting Initiatives  
 オランダに本部を置く国際 NGO
GRP Green Rating Project 
 グリーン評価プロジェクト

GTZ German Agency for Technical Cooperation 
 ドイツ技術協力公社

GW Gigawatt 
 ギガワット

GWh GigaWatt per Hour 
 ギガワット時

HACCP Hazard Analysis and Critical Control Point System 
 危害要因分析必須管理点

IAASTD  International Assessment of Agricultural Knowledge, Science and Technology for 
Development 
開発のための農業科学技術の国際的評価

ICLEI ICLEI-Local Governments for Sustainability 
 イクレイ－持続可能性をめざす自治体協議会

IEA  International Energy Agency  
 国際エネルギー機関

IFOAM International Federation of Organic Agricultural Movements 
 国際有機農業運動連盟

IGES Institute for Global Environmental Strategies 
 地球環境戦略研究機関

IMF International Monetary Fund 
 国際通貨基金

IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change 
 気候変動に関する政府間パネル

IPM Integrated Pest Management 
 総合的害虫管理

IPP Integrated Product Policy 
 統合的製品政策

ITF International Task Force on Harmonization and Equivalence in Organic Agriculture 
 有機農業の調和と同等性のための国際タスクフォース

ITP Institute for Transportation and Development Policy 
 交通開発政策研究所

ITTO International Tropical Timber Organisation 
 国際熱帯木材機関

JAS Japanese Agricultural Standard 
 日本農林規格
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JFWIA Japan Federation of Wood Industry Associations 
 全国木材組合連合会

JNNURM  Jawaharlal Nehru National Urban Renewal Mission 
 ジャワハルラール・ネール全国都市再生ミッション

KRC/IGES Kansai Research Centre/Institute for Global Environmental Strategies 
 地球環境戦略研究機関関西研究センター

LA21 Local Agenda 21 
 ローカルアジェンダ 21
LCA Life-Cycle Assessment 
 ライフサイクル評価

LCCM Life Cycle Carbon Minus 
 ライフサイクルカーボンマイナス

LCS  Low carbon society  
 低炭素社会

LLEE Live and Learn Environmental Education, Fiji 
 （フィジーの NGO）

LPG Liquefied Petroleum Gas 
 液化石油ガス

M&E Monitoring and Evaluation 
 モニタリングと評価

MARDO Marsyangdi Rural Development Organisation, Nepal 
 ネパールの NGO
MDG Millennium Development Goals 
 ミレニアム開発目標

MEP Ministry of Environmental Protection, China 
 環境保護省

MJ Megajoule  
 メガジュール

MoFor Ministry of Forestry, Indonesia 
 林業省（インドネシア）

MRF Materials Recovery Facilities 
 資源再生施設

MRIO  Multi-Region Input-Output  
 多地域間産業連関

MSW Municipal Solid Waste 
 都市固形廃棄物

MWth MegaWatt Thermal 
 メガワットサーマル

NAMA Nationally Appropriate Mitigation Action 
 国家緩和行動計画

NATO North Atlantic Treaty Organization 
 北大西洋条約機構

NEA Northeast Asia 
 北東アジア



x

NetRes  Pacific Network of Policy Research Institutes for Environmental Management and 
Sustainable Development

 アジア太平洋環境開発研究機関ネットワーク

NGO Non-Government Organization 
 非政府組織

NOP National Organic Program 
 全米有機プログラム

OCIA Organic Crop Improvement Association 
 有機農産物改良協会

OECD Organisation for Economic Cooperation and Development 
 経済協力開発機構

OLIA Organic and Low Input Agriculture 
 有機・低投入型農業

OPEC Organization of the Petroleum Exporting Countries 
 石油輸出国機構

PA  Principal-Agent 
 プリンシパル・エージェント問題（依頼人－代理人関係に生じる問題＝PA問題）

PBC The People’s Bank of China 
 中国人民銀行

PCB Polychlorinated Biphenyl 
 ポリ塩化ビフェニル

PCD Pollution Control Department 
 汚染管理局

PEFC Programme for the Endorsement of Forest Certification 
 PEFC 森林認証プログラム

PER  Process Energy Requirements 
 加工時エネルギー所要量

PLN Indonesian National Electricity Company 
 インドネシア国営電力会社

PPP Purchasing Power Parity 
 購買力平価

PROPER Program for Pollution Control, Evaluation and Rating 
 汚染防止、評価、格付けプログラム

PRP  Packaging Review Panel 
 容器包装調査委員会

PRTR Pollutant Release and Transfer Register 
 環境汚染物質排出移動登録

PV Photovoltaic  
 光起電性

R&M  Renovation and Modernisation 
 修復および近代化

REN21 Renewable Energy Policy Network for the 21st Century 
 21 世紀のための再生可能エネルギー政策ネットワーク

REPA  Regional Environmental Policy Assessment 
 地域環境政策評価
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RIL Reduced Impact Logging 
 低インパクト伐採

RISPO Research on Innovative and Strategic Policy Options  
 革新的戦略オプション研究

RPS Renewable Portfolio Standards 
 再生可能エネルギー・ポートフォリオ基準

SAARC South Asian Association for Regional Cooperation 
 南アジア地域協力連合

SBCI Sustainable Building and Construction Initiative 
 持続可能な建物および建設イニシアティブ

SC Sustainable Consumption 
 持続可能な消費

SCONTE Society for the Conservation of National Treasure and Environment, Thailand 
 国家遺産・環境保全協会（タイ）

SCP Sustainable Consumption and Production 
 持続可能な消費と生産

SEPA State Environmental Protection Administration, China 
 国家環境保護総局（中国）

SFA State Forestry Administration of China  
 国家林業局（中国）

SFM  Sustainable Forest Management 
 持続可能な森林管理

SGEC Sustainable Green Ecosystem Council 
 『緑の循環』認証会議

SKSHH  Certificate of Legal Forest Products, Indonesia 
 合法林産物証明書（インドネシア）

SME Small- and Medium-Size Enterprise 
 中小企業

SNI Standard National Indonesia 
 インドネシア国家規格

SRI Socially Responsible Investors 
 社会的責任のある投資家

TEI Thailand Environment Institute 
 タイ環境研究所

TGO Thailand Greenhouse Gas Management Organization  
 タイ温室効果ガス管理機構

TRI Toxic Release Inventory  
 有害化学物質排出目録

TSS Total Suspended Solids  
 年間平均浮遊物質

TWh Terrawatt Hour 
 テラワット時

UN United Nations 
 国際連合

UNCED United Nations Conference on Environment and Development 
 国際連合環境開発会議
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UNCSD United Nations Commission on Sustainable Development 
 国際連合持続可能な開発委員会

UNCTAD United Nations Conference on Trade and Development 
 国際連合貿易開発会議

UN-DESA United Nations – Department of Economic and Social Affairs 
 国際連合経済社会局

UNDP United Nations Development Programme 
 国際連合開発計画

UNEP United Nations Environment Programme 
 国際連合環境計画

UNESCAP United Nations Economic and Social Commission for Asia and the Pacific 
 国際連合アジア太平洋経済社会委員会

UNESCO United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization 
 国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）

UNFCCC  United Nations Framework Convention on Climate Change 
 気候変動に関する国際連合枠組条約

UNLD United Nations Literacy Decade 
 国連識字の 10 年

US United States of America 
 アメリカ合衆国

USDA United States Agriculture Department 
 米国農務省

VAT Value Added Tax 
 高付加価値税

VPA Voluntary Partnership Agreement 
 自主的二国間協定

WB World Bank Group 
 世界銀行グループ

WBCSD World Business Council for Sustainable Development 
 持続可能な開発のための世界経済人会議

WCED World Commission on Environment and Development 
 環境と開発に関する世界委員会

WCS Wildlife Conservation Society, Cambodia 
 野生動物保護協会（カンボジア）

WEO World Energy Outlook 
 世界エネルギー展望

WHO World Health Organization 
 世界保健機関

WSSD World Summit on Sustainable Development 
 持続可能な開発に関する世界首脳会議

WTO  World Trade Organization 
 世界貿易機関

YCELP Yale Center for Environmental Law and Policy 
 イェール環境法・政策センター
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要約

1.  はじめに

　本白書はアジア太平洋地域の持続可能な消費と生産（SCP）に関し、それらの問題点を明

らかにするとともに、ステークホルダーの役割、天然資源の使用、気候変動政策や地域に

おける協力の問題について SCP の観点から独自に考察する。消費と生産は互いに密接な関

係を有するが、本白書はアジア太平洋地域の持続可能性の観点から、持続可能な消費に力

点を置いて論ずる。持続可能な生産については過去数十年の間にかなりの研究が行われた

が、持続可能な消費に関する研究はほとんど行われていないためである。本白書は、様々

なステークホルダーの主要な役割に焦点

を当てて効果的な政策を提言し、アジア

太平洋地域における SCP を促す条件を

明確にして、SCP に関する様々な視点を

集大成することを目指している。本白書

の目的は、その考察と提言を通して、政

策決定やプロジェクトの実施、さらには

今後の研究や対話を活発にし、政策決定

者や研究者、実務担当者を支援すること

である。

　本白書では、持続可能な消費は持続可

能な生産を推し進めてアジア経済の構造

変化をもたらす可能性があり、それが好

循環を生み出すことで、持続可能な消費

をいっそう進めることになる、という包

括的な仮説を提起する。本白書の最重要

テーマは、消費と生産－そのプロセスと

関連する政策の複雑さ－を理解し、その

上で効果的なポリシーミックスの策定を

行うということである。

　本白書のセクション II では SCP に向けた適切なインセンティブを創出するために主なス

テークホルダー（消費者、地域社会、地方自治体、企業）が果たす役割、ならびに政府の政

策の役割を検討する。セクション III では主要 4 セクター（農業、林業、水資源、エネルギー）

における SCP について検討する。セクション IV では気候変動と地域統合という分野横断

的なテーマに沿って、SCP を検討する。最終章では、アジアにおいて SCP の実現に向けた

緊急の行動を促すために、各章で議論した様々な要素や政策オプションの総括を試みる。

　持続可能な消費とは、国連環境計画に
よって、「将来の世代のニーズを損なわな
いために、ライフサイクル全体を通じて天
然資源の利用と有害物質や廃棄物・汚染物
質の排出を最小限に抑えながら、基本的な
ニーズを満たし、生活の質を向上させるよ
うな製品やサービスを使用すること」と定
義されている。

　持続可能な生産とは、持続可能な生産の
ためのローウェル・センターによって、「汚
染物質を排出せず、エネルギーと天然資源
を浪費せず、経済効率がよく、労働者やコ
ミュニティや消費者にとって安全かつ健康
的で、全労働者にとって社会的にも創造的
にも実りのある行程とシステムを利用し
て、商品及びサービスを創造すること」と
定義されている。
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2.  社会の大きな流れとその推進力

2.1  グローバル化

　消費と生産のシステムは今や世界中に網の目のように広がり、資源供給、世界貿易、観光、

情報技術によって結ばれている。アジアが着々と世界の工場への道を歩み続けていること

から、21 世紀はアジアの世紀と言われている。中国は今年（2010 年）、日本を追い抜いて

世界第 2 位の経済大国となると予測されており、その開発ペースの異常な速さは世界の天

然資源、環境、化石燃料（気候変動の原因となる GHG の排出を伴う）に巨大な圧力をかけ

続けている。インドは急速な勢いで中国に追っており、人口は両国だけで地球人口の 3 分

の 1 以上を占める。

2.2  都市化

　世界の都市人口は 2005 年に 31 億 7,000 万人に達し、1950 年には総人口の 29％であった

割合が 49％に上昇した。都市化は事実上すべての途上国で進展しているが、現在ではアジ

アがその中心と考えられている。アジアの都市人口は 1950 年から 2005 年の間にほぼ 7 倍

となり、総人口の約 40% に達した。2030 年にはアジア地域の人口の約 55% が都市で暮ら

すようになると考えられている。この驚くべき都市化の速さは、エネルギーやその他の資

源の消費に大きく影響する。例えばアジアのエネルギー消費は過去 30 年間で急速に増加

している。その結果、世界の一次エネルギー総供給量（TPES）に占めるアジア地域の比率は、

1971 年の 18% から 2007 年には 34% まで増加した。中国・インド 2 カ国の 2006 年のエネ

ルギー消費だけで世界の総消費量の約 19% を占めており、アジアのエネルギー需要はこれ

ら新興国経済に刺激される形で 2006 年から 2030 年までの間に 45% 増加すると予想されて

いる。

2.3  ライフスタイルへのあこがれ

　アジア太平洋地域には既に 6 億 8,000 万人の中・高所得消費者（1 人当たり所得が 7,000
ドル以上）が存在する。アジアの新興中産階級が平均的米国人のように消費しようとすれ

ば、地球があと 4 ～ 5 個必要になる計算である。アジア人は伝統的に浪費家ではなく節約

家であるが、そうした伝統が変化してきているように見受けられる。ケンタッキーフライ

ドチキン（KFC）は 2008 年末までに中国で 2,500 を越える店舗を構えたが、これは毎年約

250 の新規出店を行った計算になる。マクドナルドは中国に 1,000 を越える店舗を構えてい

る。これも年に約 150 ずつ出店をした計算になる。中国の消費者は 2008 年に約 950 万台の

自動車を購入し、ロールスロイスの中国での販売台数は 100 台を超えた。これは世界売上

げの 10% に相当する。15 年前には中国のワイン消費量はほぼゼロであったが、現在は輸

入が毎年 30% 超ずつ増えている。中国の 2007 年のフランス製シャンパンの売上げは 66 万

本に達し、2002 年の水準の 9 倍に増加した。中国における広告収入は 2008 年には 9% 超

増加し、278 億ドルに達した。もちろんそれは明らかに効果をあげている。

2.4  資源の制約

　人類は既に地球上の陸地面積の 83% を居住地として、あるいは農業、鉱業、漁業のため

に利用している。米、小麦、トウモロコシの耕作に適する土地の 98% は既に利用されており、

その多くは乱開発で土壌劣化が進んでいる。人類は地球の純一次生産力の 40%、浅海生産力

の 35%、淡水流出の 60% を独占している。世界の川の 4 分の 1 が海に注ぐ前に枯れている。

事実上すべての漁獲資源が乱獲され、海洋には広大な酸欠海域が複数存在し、過去 2,000 万

年のどの時期に比べても 100 倍以上の速度で酸性化が進んでいる。人類の活動は、自然の窒

素循環のバランスを崩している。ミレニアム・エコシステム・アセスメントによれば、地球
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の生態系サービス（気候調整、淡水供給、廃棄物処理、水産業等）の 60% は質が低下してい

るか、持続不可能な方法で利用されている。9 つある地球の主な生物物理的限界のうち生物

多様性の喪失、気候変動、窒素サイクルの 3 つは既に元に戻すことが不可能なレベルの変化

が生じている可能性がある。人類が地球を占有しすぎたために化石エネルギーの消費や家畜

生産、米作、森林被覆の喪失によって潜在的に不可逆的な大気及び環境の変化が起こりつつ

あるということがわかってきているが、そのことと上記の厳しい統計データを組み合わせて

考えれば、人類の消費と生産のパターンを変える必要があることは明らかである。

3.  現状の対応策

3.1  ステークホルダーの関与

　SCP に関する有効な政策の組み合わせは、関与する各ステークホルダーによって製品の

ライフサイクル上の主要当事者になる可能性、行動能力や意図した成果に対して及ぼす影

響力が違っている可能性があることを考慮したものでなければならない。時々の状況やラ

イフサイクル内のどの部分に位置するかによって、各ステークホルダーの影響力や影響を

受ける可能性が違ってくることがある。

　アジアで問題が深刻化している容器包装を例にとると、最終消費者は変化に最大の影響

力を及ぼすステークホルダーではない。消費者は明らかに購入の意志決定を行う位置にい

るにもかかわらず、ステークホルダーとして最有力とはいえない。選択肢や代用品は範囲

が限られているか、あるいはないことが多く、また、消費者が消費するのは結局のところ

容器包装ではなく製品である。自治体が商品包装の決定に及ぼす影響力も限られている。

影響力が大きいのはブランドオーナーと小売業者で、状況から考えてブランドオーナーが

最有力の当事者である。持続可能な消費を推進するには、身代わりとして最終消費者に罪

を負わせるという罠に陥ることなく、ライフサイクル全体を慎重に評価し、各ステークホ

ルダー集団にはどういった行動の可能性があるかを考慮に入れ、状況にふさわしい動的な

ポリシーミックスを策定しなければならない。これはステークホルダーを扱ったセクショ

ン II のみならず、本白書全体を貫く主張である。

　持続可能な消費を系統的なものにまとめ推進するためには、政策設計の際に当事者間の

適正な態度、推進システム、適切な社会的・制度的インフラという 3 つの前提条件を考慮

しなければならない。そうした目的を達成するための自発的・規制的な政策オプションに

は、選択肢を作り直して提示すること、拡大生産者責任、パッケージの規格化等がある。

いずれも製品を目に見える形で差別化するための個別表示に使える選択肢を残したままで

行わなければならない。容器包装の持続可能性については、独自の分析枠組みが開発され

ている。第 2 章で論じた「トリプル I」という枠組みは、容器包装の使用を推し進める力と

は何か、バリューチェーン上の意志決定に影響するものは何か、様々な当事者によって影

響力がどのように行使されるか、個人や制度を全体的により持続可能な容器包装に向かわ

せる機会とは何かを明らかにしている。

　容器包装のような特殊な状況においては、自治体は容器包装を削減するという成果を達

成するための役割をそれほど強力には担っていないかもしれない。しかし地元のコミュニ

ティに目を向け、他のステークホルダーを支援し、動機づけ、活用することで、地域イニ

シアティブを推進する上で独自の役割を持つことは可能である。自治体は地元のコミュニ

ティに目を配るだけでなく、独自に、あるいは NGO と協力して人的・資金的能力を評価し、

地域的対話・国際的対話につなげる役割も果たさなければならない。こうした地域イニシ

アティブをとりまとめ、調整し、伝達するという役割には、プロジェクトの影響力を高め、

革新的プロジェクトにつきもののリスクからコミュニティを守るというメリットがある。
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　企業を責任のあるステークホルダーとみなす観点から見ると、環境に関する規制的手段

と市場ベースの手段は、それ自体としてはアジアで一定の成功を収めたものの、持続可能

な生産を合理化し推進するという点で十分な効果を発揮したとは言えない。その一因は 2
つの手段が幅広い当事者を対象としていないことにある。そこからわかるのは、IGES の分

析で明らかになったことでもあるが、企業への好感度を高めるインセンティブとしての企

業環境情報開示（CEID）が有効なポリシーミックスを策定する上で著しく貢献するのではな

いか、ということである。本白書で取り上げているアジアの CEID イニシアティブの事例

では、企業の環境管理のパフォーマンスを改善しながら汚染物質の排出を削減するために

CEID が有効に働くことを示す明確な兆候が見られ、この考えが裏付けられた。CEID のア

プローチには、それが強制的であるか自発的であるかを問わず、企業とその関連ステーク

ホルダーとの間のコミュニケーションの土台として機能する、という好ましい特徴がある。

そのため投資家や消費者等といったステークホルダーは十分な情報に基づいて投資や消費

を決定することが可能になる。

　この戦略がアジア途上国でより効果的に機能するためには、ステークホルダーへの正確

な情報提供、十分な圧力やインセンティブを生み出すためのステークホルダーの能力強化、

CEID を通常の強制的手段や場合によっては他のインセンティブと組み合わせて使うこと

等、特定の問題に対処できるように、さまざまな取り組みを一点に集めなければならない。

　政策オプションとしての情報提供とは、あるステークホルダー集団がラベリングや情報

開示によって他の集団にデータを提供するということばかりではない。あらゆる消費領域

における消費者の教育は、消費者が持続可能な消費に積極的に参加できるように、能力開

発や社会的・制度的インフラという土台の上に立って行われなければならない。

3.2  天然資源セクター

　法律や規制、教育、広報キャンペーン等の措置を通じて起きる消費行動の変化は、限り

ある資源に対する圧力を低下させるために中心的な役割を果たす。こうした政策手段の中

でも経済的手段は、特に持続可能な水利用に関して極めて効果的なものとなる可能性があ

る。そうであるならば、水道料金は利用者に水の経済的価値を認識させ、持続可能な方法

で水を利用するための動機づけを与えることができる。経済的手段は給水サービスの原価

回収のための有用な手段であるとも考えられており、それを用いることがやがては給水の

持続可能性を高めることにつながる。東南アジアでの事例研究から、こうした政策手段は

規制よりはるかに効率的で、利用者が柔軟に適応できることが明らかになった。しかし経

済的手段の実施にあたっては、利用者が料金の支払いを喜ばないこと、水利用者の権利が

不明確であること等、様々な障害がある。さらに、経済的手段の導入で水のコストが上昇し、

貧困層の水資源の利用に障害が生じる懸念がある。カンボジア、タイ、シンガポールの水

利用の事例に対照的な特徴が見られたことでわかる通り、使われる資源の性質や、水資源

の豊富さ、経済発展の度合いといった状況によって、政策の種類や、経済的手段を適用す

る際にとられる手法が決まってくる。

　林産物セクターは数十年にわたって持続可能性の問題に取り組んでおり、最近では消費

国と生産国の措置を組み合わせることで SCP の橋渡しを目指す取り組みを行っている。ラ

ベリングその他の情報提供によって持続可能な林産物に対する需要を増やすだけでは、供

給者がそうした製品を提供できることにはならない。このことは、森林管理の実態が持続

可能性の基準をはるかに下回っていることが多い熱帯諸国では、とりわけ克服が困難な課

題である。

　木製のテーブルであれ、木造家屋、梱包の紙、パーム油製の石鹸であれ、それらの生産

のための活動がいかに森林生態系に破壊的な影響を及ぼすものであったとしても、消費者



要約

xvii

による製品の選択が、持続可能性に関する懸念が伝えられることなく行われる場合、そう

した環境破壊的生産を継続してもよいというメッセージが森林管理者、取引業者、製造業

者、建築者、小売業者、その他の木材取扱者に伝わることになる。

　熱帯途上国の森林管理のあり方を改善するための活動は、熱帯の林産物を輸入・消費す

る国々による支援を得て行うべきだという認識が高まりつつある。必要な政策のタイプに

ついて早急に結論を出すことは魅力的であるが、実施はそれほど簡単ではなく、場合によっ

ては意図したことと反対の結果を生む可能性さえある。例えば「リデュース、リユース、リ

サイクル（3R ＝廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用・資源化）」の概念を木材消費に当て

はめることは十分意味があるようにも思えるが、場合によってはエコロジカル・フットプ

リントの大きい木材代用品の消費が増えることになる可能性もある。

　最終的には幅広い革新的アプローチと一連の協調活動－自発的な持続可能性認証スキー

ム、調達方針、能力開発とガバナンスの改善、消費者の意識向上活動、違法伐採木材の輸

入を禁止し、または輸入業者に違法性確認を要求する法律の制定－が必要になる。持続可

能な消費を実現するためには、生産システムは持続可能な木材生産という考え方ばかりに

目を向けるものであってはならず、上で述べたような持続可能な生産の達成のための幅広

い原則を反映したものでなければならない。こうしたイニシアティブのいくつかは非常に

新しく、それらが森林管理と木材製品の生産にどのような影響を与えるかは現在のところ

不明である。一方で長期間のうちに有効性が明らかになったものもある。だがいずれにせ

よ、違法木材の輸入を制限する措置が数カ国に限定されていることや、自発的手段として

の森林認証には限界があるため、持続可能でない木材の消費が、特定の個人、企業、国か

ら別の個人、企業、国に移動するだけに終わるリスクはなくなっていない。

　森林セクターの製品と同様に、農業と食料に関する持続可能な消費と生産は、フィード

バック効果を伴う相互関係の仕組みで結ばれている。小麦、トウモロコシ、米、ジャガイ

モ等の主食穀類の生産量は飛躍的に増加し、世界中の多くの人々の主要食料源となった。

しかしここ数十年間に食料増産のためにとられた方法が原因で、食糧安全保障上の前進は

同時に深刻な負の影響を伴うことになった。化学肥料・農薬の過用で農業生産の強化を図っ

た結果、農業の生産性向上が停滞し、地域によっては低下したところも出てきた。その上、

土壌の劣化、資源の枯渇、生物多様性の喪失等といった深刻な環境被害も発生している。

農業の集約化によって、農薬による水や食品の汚染、遺伝子組換え生物、食品への毒性物

質の残留、家畜に対する抗生物質の過用による抗生物質への抵抗性等、食の安全に関する

重大な懸念も生じた。さらに食品のサプライチェーン管理が十分でなかったため、食品の

汚染や腐敗によって食の安全に関する問題がより深刻化した。

　こうした課題に対する対応策には二面的なアプローチが考えられる。一つは有機農業を

奨励するための基準を統一すること、もう一つは食品のバリューチェーンに関与する複数

のステークホルダーに狙いを定めた様々な政策を組み合わせて導入することである。様々

な政策の中には、生産者と政府機関の協調を伴う食の安全に向けたライフサイクルアプ

ローチも含まれる。さらに途上国の食品業界が成熟してくれば、規制的手段と非規制的手

段を併用した一体型の食品安全制度が導入され、規制の抜け穴をくぐって安全をおびやか

すような行為が行われる危険性を狭めてくれるかもしれない。食品の安全に向けた対策を

強化するために食品生産者に与えられる経済的なインセンティブとディスインセンティブ

には、農家への直接的な助成金支給、環境に悪い影響を与える要因の排除、様々な食品生

産者の取り組みを監視・評価するシステムの導入による安全な食品に対する価格面のイン

センティブ、環境影響の大きい食品への高付加価値税（VAT）の課税等がある。もし販売者

と購入者の交流の中心にあるのが購入という行為ならば、追加的な政策は両方に向けて行

うことが可能である。一つは生産者の能力開発を行って革新的な製品の開発を支援するこ

と、もう一つは消費者の意識を向上させ、買い物をするたびに「自らの箸で一票を投じる」
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ことが可能という意識を植えつけることである。能力開発は日本で官民協力を通じて成功

しているが、支援のための実施可能な追加オプションとしては少額貸し付けやローンプロ

グラムも考えられる。

　天然資源の使用量に注意が払われることになった背景には、気候変動に対する懸念、さ

らにはエネルギーの生産と消費が気候変動に与える影響への懸念がある。つまり人類はエ

ネルギー利用が持続できないことが明らかな地点に到達したことになり、よりクリーンな

代替エネルギーを探すにあたっては、低炭素エネルギー源への移行を行いながらも、エネ

ルギー消費の削減や効率的利用を模索しなければならない。エネルギー問題に関する提言

の多くがトップダウン型なのは、化石燃料への依存から再生可能エネルギー利用への移行

は政策上の問題と捉えられることが多いためである。しかし解決策は個人の理解と協力を

必要とする。エネルギー使用量、特に都市圏のエネルギー使用量の増大は、個人のエネル

ギー需要の増加に原因がある。既存の議論や解決策の大半は国レベルでの対処を模索する

もので、エネルギーを必要とし利用するのは国自体ではなく、その国の国民であるという

ことを忘れている。

　再生可能エネルギーへの移行は、炭素に価格を設定することで推進するのが妥当であろ

う。それには炭素税とキャップ・アンド・トレード制度という実施可能な 2 つのオプショ

ンがある。炭素に価格を設定し、助成金の対象を化石燃料源から再生可能エネルギー源に

切り替え、再生可能エネルギーの相乗便益を認識することで、農村地域及び都市圏の電力

源としての再生可能エネルギーを開発し、さらにはクリーンで効率的な輸送方式に移行す

る期間の短縮が可能になるであろう。投資やプロジェクトを維持するためには、能力開発

と訓練、研究開発（R&D）、ガバナンスの改善に関する補完的な措置や政策を導入しなけれ

ばならない。他のセクターに関する提言でも述べた通り、国際的な合意やプロセス、さら

には個人や組織間のネットワークや関係を利用するためには、多面的なアプローチが必要

である。電力源や輸送用途に化石燃料以外のエネルギー源を使うことを志向するコミュニ

ティや個人を支援するようなボトムアップ型アプローチをとれば、政府によるトップダウ

ン政策の実効性が確かなものになるに違いない。

3.3  分野横断的テーマ

　原油高とエネルギー安全保障、そして気候変動に対する危機感を持つアジアの政府は、

建築物の設計及び電化製品の改良のための様々な措置を実施している。自発的プログラム、

建築物と電化製品に関する基準の設定とその表示、教育プログラム、最優良事例の選定と

ベンチマークの策定プログラム、国家主導型の市場転換プログラム、資金援助、公共調達

等が、そうした措置の一例である。強制的又は自発的な基準の設定とその表示は、電化製

品については先進国・途上国あわせて 60 カ国で既に制度化されている。中国政府は既に「都

市建築物の省エネルギーに関する規制」を施行し、建築物のエネルギー性能の評価に関す

る法的枠組みを設けている。

　輸送セクターでのエネルギー消費削減のための政策は、（i）土地利用計画、渋滞税、動力

を用いない交通手段（徒歩や自転車）への切り換えによる不要な交通量の低減、（ii）大量輸送

機関の使用率の増加または維持、（iii）燃料切り替えまたは燃料費基準によるエネルギー集

約度の改善、に分類できる。アジアの多くの都市は人口密度が高く、一つの施設を多目的

に利用できることから、移動距離とエネルギー利用が少なくて済むという利点がある。ア

ジアの都市の人口密度は現在 1 ヘクタール当たり平均 150 人であるが、北米の都市は多く

の場合 1 ヘクタール当たりほぼ 15 ～ 26 人である。またアジアの多くの都市では、動力を

用いない交通手段が多く利用されている。したがって、アジアの都市化の進展をにらんで

公共交通機関を自家用車より優先し、都市をスプロール化させるのではなくより高い人口

密度を維持する選択をしなければならない。そのモデルとなるのがシンガポールの事例で
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ある。同市では家庭の 50% 以上、職場の 40% 以上が公共交通機関と近接しており、自動

車保有は人口千人当たり 100 台と比較的低水準に留まっている。

　IGES がモデル化を行った研究によって、日本その他の国で提案された低炭素社会実現

のための措置は国の CO2 排出量の劇的な削減を実現し、同時に経済発展にも貢献する可能

性が示された。ただしそうした措置は他の国の環境や経済に悪影響を及ぼす可能性がある。

ところがアジア地域内でキャップ・アンド・トレードを行い、影響を受ける国に対して日

本が財政支援を行うという形での地域協力を行うことで、GDP への悪影響を比較的小さく

抑えたまま、ASEAN+3 諸国全体としては大幅な炭素排出量削減（2020 年に BAU 排出量か

ら 17.6%）が達成できる。本白書の第 12 章では、SCP を推進するために一国だけよりも地

域的な観点から対策を講ずる方がより好ましいという主張を展開する。また IGES が実施

した定量的事例研究に基づき、SCP の実現には地域協力や国際協力の下での協調した取り

組みが必要で、それによって外部からの不確実でマイナスの影響に対処すること、さらに

国内の対策の効果的な実施を促すことの少なくとも一方が可能になるということを明らか

にする。

4.  今後の選択肢

4.1  ステークホルダー、政策オプション、状況

　本白書全体を通じて、複数のステークホルダーの関与、消費と生産の複雑さに対処する

ための政策オプションの組み合わせ、状況への配慮という 3 つのテーマが継続的に扱われ

ている。これらは特に他地域の政策をアジアにあてはめる際に考慮することが多い。次表

は各章の主な論点を要約したものである。

　本白書の分析の中心となるのは、様々なステークホルダーの役割と、そうしたステーク

ホルダーがどのような状況でそれぞれの役割を果たすか、という点である。各ステークホ

ルダーの集団には、SCP の実現に向けて果たすべき役割と責任がある。担うべき役割と取

るべき行動が多数あることから、複数のステークホルダーの間の協調やコミュニケーショ

ンが必要であるという本白書の主張が浮かび上がってくる。本白書は一つのステークホル

ダー集団、特に最終消費者が単独で生産と消費の複雑なシステムの変革に挑むことがどれ

ほど困難であるかを詳細に論じ、各ステークホルダーの状況を踏まえながら、それぞれに

対する提言や、それぞれが果たすべき役割を述べる。加えて、他のステークホルダー集団

を度外視して一つのステークホルダー集団だけに注力しても、SCP が根を下ろし、発展す

るために不可欠な幅広い社会体制の変化は生まれないであろう、という議論も展開する。

以下のリストは本白書で取り上げたステークホルダー集団の主な役割と責任、及びそれら

の集団がどのような文脈で議論されているかを詳細に記したものである。
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ステークホルダーの役割と複数ステークホルダーの関与

ステークホルダー 主な役割と責任 章とトピック
地方自治体 地元のコミュニティで SCP を実践する状況

を作り、他のステークホルダー集団を関与さ
せ、協調体制をとらせる。 必要があれば自
ら措置を実施するか、他のステークホルダー
の実施を支援する。

第 2 章 – 容器包装：廃棄物処理
第 3 章 –  教育：非正式教育と私的教育
第 5 章 –  地域イニシアティブ：首長や

他の自治体機関による支援
第 6 章 – コミュニティの関与

政府 消費の方向性を持続可能な商品やサービスに
向けるための国の法律策定や規制の実施。 
グリーン調達及び選択肢を作り直して提示。

第 2 章 – 容器包装
第 3 章 – 教育
第 4 章 – 企業と環境
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 6 章 – コミュニティの関与
第 7 章 – 水の消費
第 8 章 – 森林
第 9 章 – 再生可能エネルギー
第 10 章 – 農業
第 11 章 – 気候上の緊急課題
第 12 章 – 多国間問題

国際機関 世界的合意のための交渉。技術移転と基準の
統一。

第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 11 章 – 気候上の緊急課題

非政府組織 地域ネットワークや国際的なノウハウと人的
資源へのアクセスを活用し、政府に関与する
意志や能力がないような領域で活動。

第 3 章 – 教育
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 6 章 – コミュニティの関与

企業と小売業者 環境情報開示。 消費者に製品を持続可能な
方法で消費し使用するように働きかけ、バ
リューチェーン全体で環境に配慮した行動を
とり、持続不可能な製品や行動を排除する。

第 2 章 –  容器包装：エコラベル、体
化炭素量

第 4 章 –  企業と環境：グローバルサ
プライチェーンによる影響

最終消費者 情報を入手し、環境によくない生産者の製品
を選択しない等、十分な情報に基づいて環境
に優しい購入の決定を行う。使用後に適正な
廃棄を心掛ける。

第 2 章 – 容器包装
第 3 章 – 教育
第 4 章 – 企業と環境
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 7 章 – 淡水
第 9 章 – 持続可能なエネルギー
第 10 章 – 食の安全
第 11 章 – 気候上の緊急課題

ブランドオーナー 環境や健康に関する情報のラベル表示。 第 2 章 –  容器包装：リサイクルに適
した標準容器

投資家 持続不可能な生産への投資を避けることで投
資の社会的責任を果たす。

第 4 章 – 企業と環境

動的ポリシーミックス

　本白書では、SCP の事例が多数あるにもかかわらず、各々のセクターや状況で採用され

る政府の政策やイニシアティブは生産と消費のどちらかを強調したものになる可能性があ

る、という点を示唆している。さらに本白書で詳細に述べた広範な状況全体にわたる分析

によって、SCPには一回で完結できる特効薬のような政策が存在しないことが明らかになっ

た。各章で取り上げた事例研究では、それぞれの状況に応じて異なる政策のタイプや提言、

実現を可能にする要因の概略が示されている。次表はそうした政策のタイプをまとめ、実

現可能性のあるオプションをいくつか例示したものである。これらの政策は要約するため

に各章の本文から取り出したものであり、詳細については各章を参照されたい。
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政策タイプ 例 扱われている章
規制 食品安全性基準

選択肢を作り直して提示
拡大生産者責任
建築規制
規範と基準
林産物の取引規制
強制的な企業環境情報開示

第 10 章 – 農業
第 2 章 – 容器包装
第 2 章 – 容器包装
第 11 章 – 気候上の緊急課題
第 9 章 – 持続可能なエネルギー
第 8 章 – 森林
第 4 章 – 企業

市場ベース 汚染課徴金
水道料金設定
経済的インセンティブ / ディスインセンティブ

第 7 章 – 水
第 7 章 – 水
第 11 章 – 気候上の緊急課題

自発的 自発的な企業環境情報開示
自発的な森林認証

第 4 章 – 企業
第 8 章 – 森林

情報ベース エコラベル
炭素含量表示
栄養表示
社会全体の利益を意識したマーケティング
正式 / 非正式 / 私的教育
消費者教育
広報活動と情報公開
能力開発
アウトリーチ（ワークショップ、映画、ポスター）

第 1 章 – 序論
第 3 章 – 持続可能な消費のための教育
第 4 章 – 企業
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 6 章 – コミュニティの関与
第 8 章 – 森林
第 10 章 – 農業

状況と実現を可能にする要因

　アジア以外の地域、例えば欧州では、SCP に関する論文は極めて多く、政策も豊富で、

主流をなす考え方になっている。しかしアジア太平洋地域では、SCP は依然として発展途

上の概念である。アジア太平洋地域の SCP に関する知識は持続可能な消費と生産に関する

アジア太平洋円卓会議等の地域協力スキームを通じて急速に蓄積されつつあるが、それが

主流になり、既存の持続不可能な政策に代わるためには、多くの課題が残されている。ア

ジアは長年にわたって生産工程を重視してきたが、今では私たちが何をどのように消費す

るかという問題を重視すべきという考え方が増えてきた。上記で挙げた政策の組み合わせ

やステークホルダーの役割は、各章で行ったアジア太平洋地域の現状に基づく議論や、政

策を策定・実施に導く適切な環境を論拠としている。政策を成功させる適切な環境が存在

しない場合、またはそうした環境を創出することが不可能な場合、ステークホルダーと政

策を正しく組み合わせただけでは SCP は達成できない場合があることがわかる。
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章 状況 実現を可能にする要因
第 2 章
容器包装

グローバルバリューチェー
ンにおける持続不可能な容
器包装の最少化。

政策は容器包装の選択に対する影響が最も大きい主導
当事者（ブランドオーナー及び小売チェーン）を対象と
し、一方でマルチ・ステークホルダー・プロセスを通
して他のステークホルダーの能力強化を行わなければ
ならない。

第 3 章
持続可能な 
消費のための 
教育

消費者教育と情報提供。 消費者自らが SCP の実現に果たす中心的な役割を知り、
そうした役割を反映した自己変革を通して責任のある
持続可能なライフスタイルを選択する能力を身につけ
ること。

第 4 章
企業

企業環境情報開示。 ステークホルダーへの正確な情報の提供。ステークホ
ルダーに十分な圧力 / インセンティブを生み出す能力を
与え、規制及び市場ベースの政策と情報開示を組み合
わせること。

第 5 章
地域イニシア
ティブ

持続可能な消費のための地
域イニシアティブの推進。

とりまとめ役・推進役が積極的に行動して地域ステー
クホルダーと協議し、その関与を促すこと。地域の問
題や懸念に対応すること。自治体首長の支援。外部支
援の獲得。

第 6 章
コミュニティの
関与

持続可能な消費行動を始め
るためのコミュニティの能
力強化。

コミュニティの長所を分析し、それを足場とすること。
外部の影響力を受けやすいコミュニティを選ぶこと。
住民に動機づけを与え、住民を結集すること。マルチ・
ステークホルダーのパートナーシップを利用してプロ
ジェクトの影響力を拡大し、コミュニティをリスクか
ら保護すること。

第 7 章
水

経済的手段による持続可能
な水消費の実現。

統合的水資源管理を通じ清浄な水を利用する権利を確
立すること。水使用量の正確な測定等、良好で信頼で
きるサービスを提供することで、利用者に料金を支払
う価値があると思わせること。

第 8 章
森林

消費国経済の自発的及び規
制的措置により、熱帯林産
物取引を SCP に向けて再編。

熱帯林管理やサプライチェーンの改善といった消費国
からの支援を協調して行うことで、法的に証明された
持続可能な認証木材の供給を増やす。

第 9 章
持続可能な
エネルギー

電気、暖房、輸送用途の持
続可能なエネルギー利用の
推進。

炭素に価格を設定し、再生可能エネルギーのシェア目
標を調整し、助成対象を化石燃料源から再生可能エネ
ルギーに切り替え、再生可能エネルギーの相乗便益を
認識させること。能力開発と研修、技術移転、研究開発、
ガバナンスの改善。電気、暖房、輸送用途に化石燃料
以外のエネルギー源が好ましいとする個人、業界、コ
ミュニティに選択の権限を与えること。

第 10 章
農業

食糧安全保障と食の安全の
推進。

食品安全性基準の統一、ライフスタイル評価アプロー
チによる政策のとりまとめ、生産者及び消費者の能力
開発と情報提供、備蓄インフラの改善。

第 11 章
気候

建築物セクター・輸送セク
ターでのエネルギーサービ
ス消費量の最少化。

建築物セクターのエネルギー効率の高い技術の開発と
行動の促進。スケールメリットの拡大を推進する助成
金及び情報キャンペーン。BRT、鉄道、地域冷暖房へ
の投資。炭素集約度の高い技術がもたらす持続不可能
な開発の回避。

第 12 章
多国間問題

アジア太平洋地域の SCP に
おける地域協力の推進。

近隣諸国に悪影響を及ぼす政策の回避。地域協力のた
めの既存の基盤の利用。二国間協力、地域協力、国際
協力によるグローバル・バリューチェーン内の環境
「ホットスポット」への対処。

4.2  追加的研究の必要性

　本白書のセクション II は、ステークホルダーに焦点を当てることで、参加を促すための

効果的なインセンティブとは何か、消費者と生産者の手引きとなる基準やラベルに表示す

べき情報とは何か、どのような規制的・経済的枠組みが消費者の選択を可能にし、あるい

は制限するのか、持続可能な消費のための適切なインフラとは何か、といった点に関する
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さらなる研究の必要性を強調している。例えば、企業や政府、コミュニティ、市場を結び

付けるマルチ・ステークホルダー・アプローチとして、企業に一層効果的な環境情報開示

を行わせることも、追加的な事例研究を行って検討する必要がある。さらに、地方自治体

やコミュニティに基盤をおくイニシアティブの事例も、どうすれば成功したパイロットプ

ロジェクトをスケールアップして別の場所で再現できるかという観点から追加研究を行う

必要がある。

　持続可能な消費のための教育の全体的な目標とは、消費のあり方を変えることである。

したがって、特定の政策措置を実施した後にその措置が長期的にみてどれほど効力を発揮

したかという実質的な結論を得るためには、消費のあり方、例えば消費者の態度と行動が

どう変化したのかという点に関する追加研究が必要である。さらに、社会的・文化的行動

パターンに影響を与え、アジア太平洋地域で持続可能なライフスタイルと行動へのパラダ

イム変換をもたらす方法・手段についても研究が必要であろう。

　森林セクターで持続可能な消費を達成するためには、森林管理計画は長期的な観点から

持続可能な生産を達成するために必要な、幅広い原則を反映したものでなければならない。

その原則とは、例えば安全で公平な保有制度、森林の住民や森林周辺のコミュニティの権

利と要求の尊重等である。木材の合法性や持続可能な伐採の問題だけでなく、先進国の持

続可能な消費に向けた政策が森林管理のこうした幅広い面にどう影響するのかに関して

も、追加研究が必要になってくる。

　水道セクターでは、市場ベースの手段が貧困層をより不利な立場に追いやることのない

ように、水道の民営化を取り巻く問題や水取引等の経済的手段に関する追加的研究を行う

必要がある。水道料金を効果的に設定することが水の持続可能な消費を促すことに疑問の

余地はないが、それによって生じる不公正に対してバランスをとるためには、低所得世帯

や人間の基本的ニーズとしての最低限の権利を保障されていない人々に助成金を支給する

必要があるかもしれない。水道料金のあり方が例えば水生生物にどのような影響を及ぼす

かという点に関しても、追加的研究が必要であろう。農業セクターでは、有機農業を採用

することで増加しつつある世界人口にどの程度まで食料供給が可能か、さらに化学肥料や

農薬を投入する農法は人類の健康や生態系にどのような影響を与えるかといった問題につ

いても継続的な研究が必要である。

　エネルギーセクターでは、消費者の選択が包括的な情報に基づき状況や手段に応じて行

われるようにするために、ライフサイクル評価に基づく研究を行う必要がある。ここでい

う包括的情報とは、例えばどのような条件なら鉄道輸送は自動車輸送より持続可能な選択

肢となるのか、あるいは家庭向けの再生可能エネルギー源を選択する際に各家庭にとって

最も持続可能なものはどのエネルギー源かといった情報である。そうした大型投資は正確

で信頼できる情報が不足していることによって延期されたり中止されたりすることが多い。

　分野横断的な問題と多国間問題を扱うセクション IV では、貿易に伴う製品に体化され

た炭素排出量や仮想水等の問題に関して、今後の研究が必要であることを明らかにしてい

る。炭素集約度の高い「ホットスポット」がどこなのかを特定してから対策や技術進歩に投

資することで、温室効果ガス（GHG）を効果的に削減し、製品の全体的な環境パフォーマン

スを改善することができる。エネルギーを化石燃料に依存する消費主導の世界経済では、

個々の消費に関する決定が GHG の排出総量に影響を与える。しかしそれ以外の排出物に

関しても、さらなる研究の必要がある。選択する製品を変えても排出物が GHG から有害

化学物質に変わるだけなら、持続可能な消費の進展にはほとんど役に立たないであろう。

同様に、国内の環境保護は進んでも、汚染が生産国に移動してしまうような政策や製品選

択について理解を深める必要がある。それによって政府が地域的・世界的な協調行動をと

ることが可能になる。
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5.  結論

　「グリーン・コンシューマー」という言葉からは、店で製品のラベルを慎重に見比べて検

討する、環境に対する関心の高い消費者が想像される。こうした消費者は「エコバッグ」が

持続可能に生活するための唯一の方法ではないことを知っている。しかし、「持続可能な買

い物」と持続可能な消費の間には大きな違いがあり、後者の方がはるかに大きく複雑で、多

面的な意味をもつ。本白書では持続可能な消費をこのような角度から扱う。その際、私た

ちがどこで生活しているのか、食料やエネルギーのニーズをどのようにして満たしている

のか、バリューチェーンと製品ライフサイクルにおけるステークホルダー間の関係はどう

か、地方レベルで実施可能であるが広域的な影響を及ぼす可能性のあるプロジェクトのタ

イプはどのようなものか、といった点を検討する。そして、消費と生産の関係が非常に複

雑であり、消費には複数の推進力（価格、社会的な圧力、買うことで得られる単純な満足

等の経済的、社会的、心理的要因）が存在するという前提に立って分析と提言を行う。

　本白書では「欧米風の消費パターン」という表現が使われているが、これは欧米から学ぶ

ことは何もないという意味ではない。欧米の教訓をもとに、むしろ先進国が辿った段階的

な発展を一気に飛び越えて、輸送や有機農業等の分野で最先端の社会的・技術的トレンド

を活用すべきという考えは、本白書の中心的な主張である。大半の欧米諸国が「十分」をは

るかに上回る水準で資源を消費しており、この水準では恐らく地球上の全人口を養うこと

はできない。アジアでは、経済の発展につれて消費と生産に選択の余地が生まれ、従来の

ライフスタイルを選択し続ける必要がなくなってきているが、欧米風の消費パターンを避

け、他の先進国や途上国の人々がモデルとして見習うような持続可能な開発への道筋をア

ジア太平洋地域に対して推奨しなければならない。

　中産階級が過剰消費に走りがちという点に注目することは、貧困軽減の重要性を軽視す

ることにはつながらない。それは貧困の軽減と関係のない問題ではなく、貧困層の生活が

どうすれば改善できるのか、さらに貧困層が豊かになった場合にどのような消費行動をと

るのかといった点に関わる問題だからである。我々は SCP について過去数十年間に多くの

ことを学んできた。その教訓が生かされている地域もある一方、行うべきことはまだ多く

残されている。現在の消費動向に注目しながら、終わりなき願望と持続不可能な消費の関

連を認識し、アジアが進むべき道筋を決定することが求められている。

　年間数十億ドルに上る世界の広告費を利用して持続可能な製品やライフスタイルに関する

情報を提供し、また、エネルギー、水、食料、交通、教育といった社会的サービスやシステ

ムを環境に優しいものへと改善することで、持続可能な消費をもたらすことができる。意識

の高い消費者は既に先見性のある企業の生産行動を変えつつあり、今後もそれが続くと予想

される。持続可能な製品やライフスタイルに関する情報提供は、単にエコラベルや意識向上

等、個々のデータの伝達のみならず、消費者にライフスタイルを選択させ、持続可能な消費

を育てるようなシステムを創出するように影響力を及ぼすという広い意味合いを持つ。

　持続可能な消費を育てるシステムは、以下を満たすものでなければならない。

i. エネルギー需要と環境負荷の高い製品に対する需要を削減すること。

ii.  あらゆる消費・生産行動で炭素集約度の高い化石燃料の使用とそれに伴う GHG 排出

を回避すること。

iii.  社会のすべての集団、特に貧困層や社会的弱者の開発ニーズを継続的に満たしなが

ら、そうした集団のニーズを欧米風の消費パターンで満たさないこと。

iv.  地元で利用可能な資源を集中的に用いることによって、エネルギーと食糧の安全保

障を確保すること。

v.  低炭素社会へと導く適切な技術と政策を導入・採用すること。
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　本白書でも述べた通り、急速な経済成長が地球の持続可能性を脅かしていることは誰の

目にも明らかである。しかし、政府、NGO、産業界、その他のステークホルダーが既に真

剣な取り組みを始めていることも強調しておく必要がある。そうした活動は有望ではある

が、これから行うべきことはこれまでに行ったことよりはるかに多い。アジア太平洋地域

で上記のような持続可能なシステムを作り上げることができるか否かが、気候が変動し、

資源制約の下にある世界において人類の将来を決めることになるであろう。
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　第 1 章では、本白書全体に関わる包括的な仮説を提示する。その仮説とは、

持続可能な消費は持続可能な生産を促すことでアジア経済の構造変化をもたら

す可能性があり、そうした構造変化がやがては好循環を生み出し、持続可能な

消費が一層進展することになる、というものである。また、アジア太平洋地域

の経済と社会を動かしている主な推進力は何かという点、さらに世界的な環境

の質の低下と持続不可能な消費の蔓延を引き起こしているアジアの大規模な社

会動向とは何かという点を論じる。「推進力」には様々なものが考えられるが、

ここでは特に、中産階級の消費動向と世界経済におけるアジアの台頭、「生活の

質」と「消費量の多さ」を同一視することの問題点、気候変動に直面する中で世界

的な競争の激化が環境に与える影響等を取り上げる。

　ここでの重要なメッセージは、国家の発展につれて消費と生産の方法には選

択の余地が生まれ、いつまでもその国の過去のライフスタイルに縛られる必要

はなくなってくる、という点である。言い換えるならば、アジアは時代遅れの

発展の道筋を一気に跳び越え、世界に先駆けて、新しく、かつ持続可能な低炭

素成長へと向かう道を切り開くことができるのだろうか、という問題提起であ

る。

　以上の論点に対して①成長の継続と天然資源の持続不可能な消費の問題、②

欧米型の成長と消費のパターンをあこがれとしたライフスタイルが形成されて

いく中で、脱炭素化、非物質化、エネルギー使用と消費のデカップリングといっ

た持続可能な消費が実現できる見込み、③圧倒的に高い貧困率の中、持続不可

能な生産・消費・成長を伴わない経済的繁栄のモデルを探すという観点からア

ジア各国の政府に期待できること、という本白書全体を通して検討する一連の

重要課題を設定している。

　また、現状とられている対応策に加え、アジアにおける持続可能な消費と生

産（SCP: Sustainable Consumption and Production）が進むべき方向性―例えば SCP
を実現するための条件や政策転換の必要性―を議論し、政策決定者、企業経営者、

教育者、消費者という主なステークホルダー集団ごとに検討すべき問題を提示

するほか、後続の章の概要を簡単に紹介している。

セクション I  
序論
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Section
 I

第 1 章
人間は消費の産物：資源に限りのある世界での 
持続可能な消費

ピーター・キング、ロバート・キップ、森  秀行

1.  はじめに

　包括的仮説：消費と生産は複雑な形で

密接に関係している。持続可能な消費に

関心のある者は持続不可能な方法で生産

された製品を消費しようとは思わないは

ずなので、その考えに従えば、持続可能

な消費は本質的に持続可能な生産につな

がるはずである。持続可能な消費とは、

「将来世代のニーズを損なわないために、

ライフサイクル全体を通じて天然資源の

利用と有害物質や廃棄物・汚染物質の排

出を最小限に抑えながら、基本的なニー

ズを満たし、生活の質を向上させるよ

うな製品やサービスを使用すること」と

定義されている（UNEP 2009a）。ここで、

本白書全体で何度も出てくる重要なテー

マであるサービス、生活の質、ライフサ

イクル、将来の世代という要素が含まれ

ていることに注意していただきたい。経

済は製品とサービスの両方で成り立って

おり、サービス（音楽のリサイタル、教育、

公共図書館等）を大量に消費しても地球

上の資源は枯渇しないことを念頭に置い

ておかなければならない。しかも様々な

消費財が環境に対して持つ意味はすべて

等しいわけではなく、消費者が情報に基

づいて選択することによって、生産に関

する意志決定が違ってくることがある。

　理論から考えると、さらに持続可能な

生産（よりクリーンな生産）は、最終的には経済構造の変化につながっていくことになる。

そうした構造変化は、今や気候的制約のある世界の中で、低炭素社会（MOEJ 2007）または

グローバル・グリーン・ニューディール（UNEP 2008）という性格付けをされている。持続

可能な生産とは、「汚染物質を排出せず、エネルギーと天然資源を浪費せず、経済効率がよ

く、労働者やコミュニティや消費者にとって安全かつ健康的で、全労働者にとって社会的

にも創造的にも実りのある行程とシステムを利用して、商品及びサービスを創造すること」

と定義されている（Lowell Center for Sustainable Production 2009）。

本章の概要

　本章では、白書の全体的なコンセプトを概
観し、アジア太平洋地域における持続可能な
消費と生産（SCP）の重要課題を検討する。主
要なステークホルダーに共通の問題を提起
した後、各章でのテーマについて紹介する。

•   本白書では、持続可能な消費は持続可能
な生産を推し進めてアジア経済の構造変
化をもたらす可能性があり、それが好循
環を生み出すことで、持続可能な消費の
増加がいっそう進むことになる、という
包括的な仮説を提起する。

•   先進国の一人当たりの消費と生産の水準
で生活することを期待しながら、人口の
無制限な増加を続けるのは不可能である。

•   国の発展につれて、消費と生産には選択
の余地が生まれ、いつまでもその国の従
来のライフスタイルを選択し続ける必要
はなくなってくる。

•   中産階級消費者が過剰消費に走りがちだ
という点に注目したからといって、貧困
軽減の重要性を軽視することにはならな
い。それは貧困層と関係のない問題では
なく、貧困層が豊かになった場合にどの
ような消費行動をとるかに関わる問題で
ある。

•   アジア太平洋地域の全政府の政策上の課
題は、いかにして持続可能な消費と生産
を可能にする条件を創り出すかである。
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図 1.1  一般消費者が環境に優しい商品を購入する機会
 

出典 : Harada（2006）

　この好循環は、「グリーンな」商品やサービスが広く入手できるようになり、価格競争力

も高まることで、やがては持続可能な消費の増加に勢いをつけることになるであろう。持

続可能な消費と生産（SCP）を組み合わせることで、環境影響を最小化し、生産と消費のシ

ステムに関する社会の利益を最大化するための全体論的アプローチがもたらされる（Harada 
2006）。

　本白書では、持続可能な消費は持続可能な生産を推し進めてアジア経済の構造変化をも

たらす可能性があり、それが好循環を生み出すことで、持続可能な消費の増加が一層進む

ことになる、という包括的な仮説を提起する。本白書のパート II では、この方向への変化

に対して適切なインセンティブを創出するために、主なステークホルダー（消費者、コミュ

ニティ、地方自治体、企業）が果たす役割、ならびに政府の政策の役割を検討する。パー

ト III では、主要 4 セクター（農業、林業、水資源、エネルギー）の SCP について検討する。

パート IV では、気候変動と地域統合という横断的テーマの流れに沿って、SCP を検討する。

最終章ではアジアの SCP に向けた喫緊の動きを促進する、様々な要素や首尾一貫した政策

オプションの総括を試みる。

　本白書の目的は、次のような難問に答えを出すことである。（i）アジアは既に持続不可能

な状況にあるエネルギーと原料の消費をこれ以上増やすことなく、年 6 ～ 10% の成長を継

続できるか、（ii）アジアはあこがれの欧米風ライフスタイルの普及を目前にして脱炭素化、

非物質化、エネルギー使用と消費のデカップリング、持続可能な消費を実現できるか、（iii）
圧倒的な貧困率の高さを克服するために切実な努力がなされている中で、アジア各国の政

府に持続不可能な成長を伴わない経済的繁栄のモデルを探そうという努力を期待すること

は可能か。

　序章では、まずアジア太平洋地域の経済と社会を動かしている主な推進力は何かという

点を論じ、アジアの経済成長とその成長を支える消費パターンが地球の未来のためにいか

に重要であるかを示す。地球環境の質が継続的に低下してきている背景には、主として （i）
アジアの都市化と巨大都市の成長、（ii）グローバルな生産システムと「汚染物質を垂れ流す」

工場、（iii）アジアの中産階級の台頭（この地域には大規模で容赦ない貧困問題があるにもか

かわらず）とそれに伴うぜいたくな「欧米風」ライフスタイルへのあこがれ、（iv）急成長を遂

げるアジア諸国に新しい消費者市場を開こうとする世界的ブランドの圧力、（v）地球規模の
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気候変動の顕在化とそれが社会、環境、世界経済に与える影響等といった大きな流れがあ

る。こうした大きな流れは地球を脅かし、事態が好転しなければ悲劇的な結末を引き起こ

しかねない。本章は続いてアジア各国の現状の対応策、ならびにアジアの条件に適合し得

る他国の対応策を検討し、SCP への移行を進めるためには各国の状況に合わせたさらなる

政策転換が必要であるという結論を述べる。最後に時間的制約のある読者向けの手引きと

なるよう、他章で取り上げる話題を短くまとめて、本章の結びとする。

2.  アジアの持続不可能な消費を推進する力とは

　地球という星は、既に持続不可能な速さで消費されつつある。先進国の消費と生産の水

準で生活し、なおかつ人口の無制限な増加を続けることが不可能であることは自明の理で

あるが、度々繰り返して述べる必要がある。人類は既に地球上の陸地面積の 83% をそこ

で暮らすため、あるいはそこで農業、鉱業、漁業に従事するために利用している（Wildlife 
Conservation Society）。米、小麦、トウモロコシの耕作に適する土地の 98% は既に利用され

ており、その多くは乱開発で土壌劣化が進んでいる。人類は地球の純一次生産力の 40%、

浅海生産力の 35%、淡水流出の 60% を独占している（Sanderson et al. 2002）。計算では世界

の川の 4 分の 1 が海に注ぐ前に枯れていることになる。事実上すべての漁獲資源が乱獲さ

れ、海洋には広大な酸欠海域が複数存在し、過去 2,000 万年の 100 倍以上の速度で酸性化

が進んでいる。人類の活動によって窒素から転換される反応性の高い窒素は、自然の過程

で転換される量を上回っている。ミレニアム生態系アセスメントによれば、地球の生態系

サービス（気候調整、淡水供給、廃棄物処理、水産業等）の 60% は質が低下しているか、持

続不可能な方法で利用されている（WorldWatch Institute 2009）。

　9 つある地球の主な生物物理的限界のうち、生物多様性の喪失、気候変動、窒素サイク

ルの 3 つはおそらく既に越えており、元に戻すことは不可能である（Rockström et al. 2009）。
人類が地球を占有しすぎたために化石エネルギーの消費や家畜生産、米作、森林の喪失

によって潜在的に不可逆的な大気の変化が起こりつつあるということがわかってきている

が、こうした厳しい統計を組み合わせて考えれば、人類の消費と生産のパターンを変える

必要があることは明らかである。

Box 1.1  低下を続ける世界の環境の質

　世界経済成長のアジアへの移行：英国の持続可能な開発委員会は、成長を伴わない繁栄

は可能であると述べている（Jackson 2009）。また、フランス大統領の諮問機関「経済的成果

と社会発展の計測に関する委員会」が持続可能な開発は GDP に反映されていないと指摘し

　「政府や財界は地球環境の現状に対してより真剣な取り組みを始めたが、悪化は続い

ている。海は 1 日に 3,000 万トンの CO2 を吸収し、酸性化が進んでいる。酸欠海域（酸

素量が少なすぎて生命体が生きられない海域）は、1960 年代から 10 年ごとに倍増して

いる。海水温の上昇は IPCC の 2007 年の報告を約 50% 上回っている。2008 年夏にグリー

ンランドから流出した氷の量は前年の流出量の約 3 倍に上った。北極では 2030 年まで

に夏季の氷が消失する可能性があり、ヒマラヤ、欧州、アンデス山脈の大氷河の多くも

その可能性がある。毎年 3,600 万ヘクタール以上の原生林が失われている。人類の消費

量は自然の再生能力より 30% 多く、資源需要は過去 45 年間に 2 倍超となっている。こ

の成長が続くことは、例えば 2009 年の中国の自動車生産量が米国と日本を上回ると予

測されていることからも明らかである。」

Glenn, J.C., T.J. Gordon, and E. Florescu（2009）2009 State of the Future 
（http://www.millennium-project.org/millennium/SOF2009-English.pdf）
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たことが、新たな注目を集めている（Stiglitz et al. 2009）。ゼロ成長または低成長思考が提唱

される一方で、社会福祉を向上させ、環境を保護し、自然、社会、金融資本に対する負荷

を最小化する政策が、積極的に模索されるようになってきている。

　しかしそうした深淵な考え方は、基本的にアジアの大国では失われている。再生可能エ

ネルギー等主要分野では若干の進展があったが、中国は最近、ドイツ 1 と入れ替わって世

界第 3 位の経済国となり、その開発ペースの異常な速さは世界の天然資源、環境の受け皿、

化石燃料（気候変動の原因となる GHG の排出を伴う）に巨大な圧力をかけ続けている。イ

ンドは急速な勢いで中国に追っており、人口は中印 2 か国だけで地球人口の 3 分の 1 以上

を占める。こうした急成長の維持は、貧困克服の優先度を高めるためとして正当化されて

いる。ただし経済成長を基本にしたトリクルダウン政策によって貧困に対処するという方

策には、疑問を呈する向きが多い（Todaro 1997, ADB 2009）。成長は必要ではあるが貧困の

克服には不十分で、社会のあらゆる階層を幅広く対象とするにはむしろ「成長の共有」が必

要、というのが現在の経済学説の主流である（ADB 2009）。

　アジア太平洋地域には既に 6 億 8 千万人の中・高

所得消費者（1 人当たり所得が 7,000 ドル以上）が存在

する。その割合はアジアの人口の 26% でしかないが、

年 5% 超という現在の急速な経済成長が続けば、中

産階級消費者の数は等比級数的に増加するであろう。

21 世紀はアジアの世紀 2 と言われているが、本質的

な問題は、この世紀を代表する消費と生産のパターンはどのような類のものか、というこ

とである。20 世紀の「今は成長しておいて環境問題の対処は後で」式のモデルを生み出した、

すなわち気候や資源の現状につながった、18 世紀～ 19 世紀の産業革命スタイルのモデル

であろうか？ それともアジアは時代遅れの開発へと続く道を一気に跳び越え、世界に先駆

けて新しく、かつ持続可能な低炭素成長の道を行くことができるのであろうか？

　都市化は決定的な推進力：世界の人口は 2000 年から 2050 年までの間に 28 億 5 千万人

増えて約 60 億人となり、うち 15 億人強がアジアで生まれると予想されている（UNDESA 
2004）。この人口増加の波は急速な都市化の流れを伴い、その結果、アジアの人口の半数

以上が都市圏に集中することになる。現代の都市化社会においては、残念ながら消費パター

ンや嗜好によって商品やサービスの生産方法がどう変わるかは意識されないのが一般的で

ある。都市に集まってきた消費者たちは自らの出自を忘れ、祖先が持っていた自然との結

びつきを失っていて、基本的ニーズと無縁で、多くの場合自然界には存在しない化学物質

でできた製品を大量に消費する。アジアでは既にかなり都市化が進展しているため、後続

世代は従来持っていた土地や自然との結びつきを次第に失い、高度な加工が施された便利

な食品、高度な「省力」エネルギーの消費、水の大量消費に走ることになる。農村から都市

への移行に順応するための新しい住宅は新しい家電製品を必要とし、拡大した都市は住民

を学校や店舗、職場に運ぶための原動機付きの輸送手段を必要とするであろう。

　こうした消費パターンの変化は欧米をモデルとしたもので、アジアの途上国に甚大な影

響を及ぼすことになる。世界が持続可能な開発への移行を達成できるか否かは、アジアが

都市化その他を通して生活水準を改善する能力を持つか否かという点にだけかかっている

わけではない。それは先進国が農業社会から現代の工業化社会に移行する際に招いたよう

な環境破壊を伴わずに生活水準を改善する能力が、アジアにあるか否かにもかかっている。

　消費が「生活の質」と同義に：人類が村や町を作って定住生活を営むようになるまで、所

有物といえば自らの背に負って移動生活を送ることができるものに限られていた。定住型

のライフスタイルが定着し、富が増えたことによって、所有物の量や価格が次第に人間の

価値やステータスの尺度となっていった。特に封建時代の階級制度が崩壊し、平等の追求

　アジアは時代遅れの開発へと
続く道を一気に跳び越え、世界
に先駆けて新しく、かつ持続可
能な低炭素成長の道を行くこと
ができるのであろうか？
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が自由と同一視されるようになったことで、その傾向が強まった。産業界は次第に広告の

力を借りて本質的に「多量に消費すればするほど魅力的になれ、また幸福になれる」と謳っ

たメッセージを日頃から発信するようになり、豪華さは自由と同義語になった。 広告は

「もっと買いなさい」と呼び掛けるばかりで、どこにも限界をほのめかすものはない。一人

当たりの平均消費量は過去 50 年間でほぼ 3 倍に膨れ上がっている。2008 年には全世界の

消費者が 6,800 万台の自動車、8,500 万台の冷蔵庫、2 億 9,700 万台のコンピュータ、12 億

台の携帯電話を購入した（WorldWatch Institute 2009）。

　消費者は基本的ニーズのレベルを越えて、快適さの追求、ステータスの獲得や維持、魅

力的になるため、心配事から気をそらすため、単なる暇つぶし等、様々な理由で買い物を

する。度を越した大量消費が生活の質の向上や幸福、満足につながらないことは、あまり

気づかれていない。事実、消費はステータス追及が絡んでいることが多く、近所の人や同

僚が新製品を買ったことで不愉快な思いをする者まで出てくる。しかしそれは逆説的に言

えば、不幸、退屈、落ち込み等が原因で必要でないものを購入している人が多いというこ

とでもある。「最新流行を追いかける」試みは、概して消費を増やすために労働を増やすと

いう循環を生み出すことになる。労働時間が増えることで消費の踏み輪が回り、消費者は

際限なく「モノ」の消費と獲得を求めるようになる。幸福や生活の質はほとんど変わらない

か、あるいは健康問題によって低下し、社会的活動に費やせる時間が減り、通勤や残業等、

労働に関連した活動の時間が増えていく。

　もちろん、すべての文化や社会に当てはめることができる「生活の質」の普遍的な基準は

ない。共通項目としては、人間の基本的欲求（ミレニアム開発目標によれば食料、住居、衣服、

清浄な水等）に加えて、人づきあい、地域生活、文化活動や宗教活動への参加、健康、休

息とリラックス、レクリエーション、自己啓発、ストレスの軽減、仕事上の達成感等がある。

例えば、美しくなること等その他の項目が含まれるという議論もあろうが、それは社会に

よって異なる。しかし、モノやサービスの消費だけでは人間の幸福を実現するのに十分で

はないということは、普遍的な真実である。それどころか、過剰消費（例えば食品、アルコー

ル、ドラッグ等）は肥満や糖尿病等の原因となり、また資源利用の増加による環境への悪

影響、過剰消費に起因する気候変動を引き起こす等、健康や社会に大きな悪影響を及ぼす

ことがある（Edwards and Roberts 2009）。

　1900 年代半ば以後、欧米では所得がかなり増加した。しかしそれが幸福度にもたらした

変化を計測したところ、所得の変化と同じほどの相対的変化は認められなかった（Easterlin 
1974; Layard 2005）。その結果から導き出されたのが、イースタリン・パラドックスとして

知られるようになった理論である。これは一定の集団内では高所得者の方が低所得者より

幸福であるのが一般的であるが、国家レベルでは必ずしも富裕国が貧困国より幸福とは限

らず、時間軸で見ても所得レベルが上昇したからといって幸福も一緒に増大するとは限ら

ない、という理論である（Easterlin 1974）。Layard（2005）の研究によって、1950 年代以後、

米国、英国、日本及び欧州の大半の国は所得が大幅に増えたにもかかわらず幸福度があま

り変わっておらず、不幸度もあまり低下していないということが明らかになった。確かに

所得が増えれば最貧層の生活は改善されるが、生活が一定のレベルに達した後で増えた所

得は、達する前に増えた所得ほど生活の質や幸福感の改善をもたらさないことが多い。こ

れは収穫逓減の法則の要因ではあるが単純な一例ではなく、消費が生みだす価値を過大に

期待した例、さらにモノの獲得は急速に飽きがくるという例である。

　人々は所得と消費が増加すればどの程度の幸福が得られるかと考える時、その量を過大

評価する傾向がある。期待したほどの満足が得られないので、モノに関する目標をさらに

引き上げるというサイクルが永遠に続いていく。他人と所得や消費の量を比較することが、

果てしなく、いつまでも満足しないままモノを追求する姿勢につながっていく。その結果

がゼロサム・ゲームである。全員の所得が増え、それによって全員の消費と短期的な幸福
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が向上すると、その新しい消費水準に順応し、さらに上を望んで、持続不可能な消費への

道を邁進するのが人間の本性である。個人の願望は他人との比較によってさらに膨らみ、

その結果、すべての人を競争者とみなし、他人による所有を自分の幸福の障害とみなす社

会が生まれる。生産と消費がどれほどの量に達しようとも、こうした状況がすべての人に

幸福と満足をもたらすことなど考えられない。

　しかし所得が一定水準を越えると所得と幸福の強

い相関関係が失われる、という理論に異を唱える人

がいないわけではない。例えば Stevenson and Wolfers
（2008）や Hagerty and Veenhoven（2003）といった研究

者は、国民所得が増加すると、所得の変化に比べれ

ばはるかに小規模ではあるが、一国の幸福が増大す

ると論じている。したがって、政策に対する提言は、

富の追求と消費の増加を止めてしまうことではなく、

開発政策の方向を慎重に検討し、増加した富をどう

使うか、例えば郊外と都市を結ぶ高速道路建設と新

しい乗用車に使うのか、あるいは教育や公園への公的支出に使うのか、それとも芸術や

サービスへの個人支出に使うのか、ということをより深く検討することである（Hagerty and 
Veenhoven 2003; Diener and Oishi 2000）。後者の目に見えにくい形の消費には時間がかかり、

蓄積されることはない。問題は、目に見えにくい形の消費を追求することが、浪費するよ

り大きい幸福や満足につながり得ることを人々に確信させるにはどうすればよいか、さら

にそれをより魅力的なもの、利用しやすいもの、安価なものにするにはどうすればよいか、

という点である。

　地球環境には絶対的な限界があること、また気候上の制約があることから、消費パター

ンの転換、場合によっては消費の削減に取り組まずに済ますことはありえない。所得が増

えた結果、新たな所有物を得たことで達成感を体験した個人は、簡単に以前の消費レベル

に戻ることはできない。一度手に入れたものを失った時の喪失覚は、今まで持っていなかっ

たものを得た時の達成感よりはるかに大きいのが実情である。しかし、芸術や市民社会へ

の参加で得られた教訓や人生経験は、そう簡単には消えてなくならない。

　消費パターンの変化は操作が難しいことで知られている。願望を増大させるのは、外的

影響や周囲の他人と自身を比較してしまうことばかりではない。「ディドロ効果」は「欲望の

漸増状態」を引き起こし、人をより多くの消費財の獲得に向かわせる（Schor 1998）。ある消

費財、例えば新しい家具を購入すると、古い家具は新しく購入したものと比べて見劣りが

する。個人の所有物のこうした相対比較は、しばしばさらなる購入の動機となる。さらに

モノへの欲望をかきたてる大きな力として、マスメディアやインターネットを通して世界

中から広告が配信され、個人が情報を得られるようになったことがあげられる。消費者は

今や現地のコミュニティ・レベルや国レベルの比較ではなく、海外の広告やインターネッ

トの広範な閲覧によって、世界レベルの比較を行っている（Maniates 2002）。こうした世界

レベルの願望は、アジアの新興中産階級の消費パターンに危機的な影響を及ぼしている。

その結果、各地域の文化が変質し、浪費がはびこっている。広告が生活を模倣するのでは

なく、生活が広告を模倣しているからだ。

　上記の事態はもちろん新しい懸念ではない。だがソースティン・ヴェブレンが 1902 年

に「有閑階級の理論」を発表して消費には実用とステータスの両方の目的があることを指摘

して以来、欧米諸国の社会評論家の多くがこの事態を真剣に憂慮している。ヴァンス・パッ

カードの大きな反響を生んだ著書、1957 年発表の「かくれた説得者」（テーマは広告）、1959
年発表の「地位を求める人々」、1960 年発表の「浪費を作り出す人々」（テーマは意図的旧式

化）、1983 年発表の「Our Endangered Children」（テーマは将来の世代）には、今日の懸念の多

　問題は、目に見えにくい形の
消費を追求することが、浪費す
るより大きい幸福や満足につな
がり得ることを人々に確信させ
るにはどうすればよいか、さら
にそれをより魅力的なもの、利
用しやすいもの、安価なものに
するにはどうすればよいか、と
いう点である。



第 1 章  人間は消費の産物：資源に限りのある世界での持続可能な消費

7

くが反映されている。1992 年のリオデジャネイロでの地球サミット、及びその後の 2002
年のヨハネスブルグでの持続可能な開発に関する世界サミットでは、「持続可能な開発を世

界的に実現するには社会が生産と消費を行う方法の根本的な変化が欠かせない」という共

通認識が得られた。しかし、社会のどの面をとっても、根本的な改革を行うことは言葉で

言うほど簡単なことではない。しかもアジアの途上国が今度は自国が過去数十年間の経済

成長の成果を、前世紀に欧米の消費者が味わったのとほぼ同じ形、同じ内容で味わう番で

あると考えている場合には、問題はより根深いものとなる。

 
　アジアの中産階級の消費者が世界の命運を決する：持続不可能な消費に対する懸念は、

基本的ニーズがもはや第一の懸念ではないような裕福な先進国にしか当てはまらない、と

いう考え方も可能である。しかし、2004 年に推定 2 億 2,600 万人（日本を除く）であったア

ジアの新興中産階級は、既に 2 倍以上に膨れ上がっている。アジア途上国のこの中産階級

の急増は、やがて 300% という驚くべき伸び率に達すると予想されている。地球という星

の運命は、最終的には約 20 億人に達するアジアの中産階級がどのような消費の決定をす

るか、米国人のように消費するのか、あるいは持続可能に消費するのか、にかかっている

といっても過言ではない。

図 1.2  中間所得層消費者の急増

出典：Goldman Sachs 2008

　だからといって、政府の介入によってこの新興中産階級の消費パターンの変化や所得増

を制限すれば、幸福の増大や生活の質の向上につながるという考えを全面的に受け入れる

ことは危険である。アジアで上記の考えに沿った政策提案を行っても、理想的ではあるが

実際の政策には「基本的に妥当性を欠く」、ましてや持続可能性など望みようもないとして

傍流に押しやられ、絵に描いた餅で終わることになるであろう（Maniates 2002）。

　ところが、主として個人所得や国民所得を先進国と同じレベルに引き上げようとする政

策は、一方では GDP と所得にばかり目配りしすぎていて不完全であり、もう一方では継続

的な経済成長を狙うことだけで達成できる幸福のレベルについて、おそらく行き過ぎた期

待を抱いている。重要な点は、経済成長と幸福の均衡をどこに見いだすか、という点である。

経済成長を重要であると考えることと、それが同時に人類の発展のための不十分な基礎に

過ぎないと考えることとの間には、基本的な矛盾はない（Anand and Sen 2000）。「富の最大化」

には、生活の質の向上に対する本質的な価値はない。それはむしろ所得が社会と環境の領

域で、また貧困の克服に対して担うことができる構造的な役割であり、その役割こそが重

要である（Anand and Sen 2000）。
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　消費者に十分な情報を与えることは、必要ではあるが十分ではない：アジアの消費者は

自身の消費が環境に与える影響や、自身がより賢明な消費の選択（消費の削減も含む）をす

ることで生産決定にどれだけの力を及ぼすことがで

きるかについて、どの程度情報を与えられているだ

ろうか。与えられていない場合は、企業が巨大市場

への進出機会をうかがって打つ広告や、ライフスタ

イルに対する目標の入念な操作の餌食となるのであ

ろうか。中国の広告収入は 2008 年には 9% 超増加し、

278 億ドルに達した。もちろんそれは明らかに効果

をあげている。所得と消費が増えると個人の願望も

変化し、「終わりなき欲望の悲劇」（Kahneman 2008）が
生まれる。特定の製品が環境や社会に与える影響に

関する情報を提供するだけでは、ブランド信仰に移行するだけで終わってしまう（Lee et al. 
2009）。テスコやウォルマート等手際のよい小売業者たちは、質の高い環境情報を最大限

に提供しながらも、店内で過ごす時間や消費を増やすように消費者の気を引こうと試みて

いる（Goleman 2009）。こうした世界的スーパーマーケットチェーンにとって究極的な意味

を持つのは、消費者がどの商品を購入するかではなく、市場占有率を増やし、絶え間なく

消費を増やすことである。一方で、持続可能な消費という目標を具体化するために究極的

な意味を持つのは、消費者が情報を生かして正しい選択と行動をとることを可能にする政

策やインフラを持つこと、ならびに持続可能な商品やサービスの幅広い選択肢を持つこと

である。

　世界的企業はアジアで新しい消費者層を開拓中：ケンタッキーフライドチキン（KFC）は
2008 年末までに中国に 2,500 店舗以上の新規出店を行った。毎年約 250 店ずつ出店した計

算になる。マクドナルドは中国に 1,000 を越える店舗を構えている。これも年に約 150 店

ずつ出店をした計算になる。中国の消費者は 2008 年に約 950 万台の自動車を購入し、ロー

ルスロイスの販売台数は 100 台を超えた。これは全世界の売上げの 10% に相当する。15
年前には中国のワイン消費量はほぼゼロであったが、現在は輸入が毎年 30% 超ずつ増えて

いる。中国の一人当たりワイン消費量は世界平均の 6% にすぎないが、大規模供給業者（年

間のワイン売上げが 30 億ドルのコンステレーション・ブランズ等）は、中国市場を次なる

大ブームの舞台と捉えている。中国の 2007 年のフランス製シャンパンの売上げは 66 万本

に達した。これは 2002 年の水準の 9 倍に相当する。しかも、インドが中国と同じ道を進む

ことは間違いない。インドのタタ・インダストリーズが開発した新しいナノ・カーは、発

売当初の年間売上げ計画が 25 万台に達する。一方、ニューデリーの自動車の平均速度は、

交通渋滞の影響で時速 7 キロまで低下している。これは歩く速さとあまり違わない。イン

ド自動車製造業協会の報告によれば、2009 年 6 月に販売した乗用車は前年を 8% 超上回っ

たが、商用車の売上げは下落傾向にある。

　気候変動により緊急度を増す SCPへの取り組み：持続不可能な消費と地球環境の問題の

関係は、新しく顕在化した問題というわけではない。それはローマクラブの「成長の限界」、

アジェンダ 21、持続可能な開発に関する世界サミットでも既に問題として取り上げられてい

る。しかし、気候変動が緊急の度を増したことで、SCP に向けた現実的な道のりとは何かを

模索することの必要性が新しく脚光を浴びることになった。この動きは現在、一部には低炭

素経済または低炭素社会（LCS）という名称で広まっている。気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の第四次評価報告書のシナリオによれば、消費と生産に対して特別の取り組みを行わ

ない成り行き型のアプローチ（趨勢型アプローチ）をとることで今世紀末までに平均気温が 4
～ 5℃上昇し、海面上昇、異常気象、サンゴ礁の消失、海洋の酸性化等想像を絶する結末を

引き起こす。趨勢型アプローチをとることは見通しの立たない不安定な気候変動につながり、

地球が人類の生存に適した場所でなくなってしまう可能性さえ生み出す。こうした結末を阻

止するため、LCS の概念的枠組みの下で、経済構造の徹底的な変革が幅広く提案されている。

　持続可能な消費という目標を
具体化するために究極的な意味
を持つのは、消費者が情報を生
かして正しい選択と行動をとる
ことを可能にする政策やインフ
ラを持つこと、ならびに持続可
能な商品やサービスの幅広い選
択肢を持つことである。
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図 1.3  エコロジカル・フットプリント

出典 : www.ecologicalfootprint.org

　欧米のライフスタイルの採用は持続不可能：アジアの新興中産階級が平均的米国人のよ

うに消費しようとすれば、地球があと 4 ～ 5 個必要になる（図 1.3）。エネルギー効率が高い

平均的日本人のレベルで消費しても、持続可能ではない。中国だけが成長し、他のすべて

のアジア途上国が貧困のままであったとしても、現在の消費パターンは持続不可能である。

　欧米の消費生活習慣の一例として、自動車保有を考えてみよう。急増中の GHG 排出源

の一つである自動車を保有することは、成功と増収の証しでもある。特に中国、インド、

韓国の 3 か国は、1990 ～ 2003 年の GDP 成長率が 2 ～ 9% であったのに対し（World Bank 
2008）、自家用車保有の増加は年率 12 ～ 20% に上る。これは主に中産階級の一人当たり所

得が増加したことによる（Meyers and Kent 2004）。世界の他の途上地域と比較すると、国民

総所得（GNI）の一要因としての自家用車保有はアジアの増加率が最も大きい。いくつかの

国では、GNI が倍増したことで自家用車保有は倍以上に増えた。走行による排出や自動車

自体の生産、自動車を利用するためのインフラによる環境コストが何とかなったとしても、

その他に自動車の大規模所有に適した都市計画がない都市での事故、渋滞、汚染等、主に

他者に転嫁される社会要因も存在する（Willoughby 2000）。
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Box 1.2  中国が米国と同じように消費すると何が起こるか

3.  持続可能な消費を促進するための現状の対応策

　世界の対応策：持続可能な消費に関する今後 10 年間の行動枠組みを決定するための国際

専門家会議（モロッコ、マラケシュ、2003 年 6 月 16 ～ 19 日）では、現在世界が直面してい

る本当の課題は、取り組みをいかにして「全般的なものから特定のものへと移行し、実施

に重点をおくか」であるとする指摘があった。マラケシュ・プロセスは SCP に関する今後

10 年間の行動計画の枠組み（10YFP）を策定するための足がかりとなる世界的プロセスで、

WSSD ヨハネスブルグ行動計画で世界的な協調行動の基礎とするために導入が要請された

ものである。持続可能な開発のための国連委員会は、時間をかけて練り上げられつつある

10YFPを 2012年から実施に移すため、2010～ 2011年に承認を行うと期待されている。また、

SCP に向けた地域戦略を策定するため、2003 年にはインドネシアと韓国で、また 2008 年

にはフィリピンで地域内の協議が行われた。

　中国経済は 1978 年に広範な改革開放政策を開始して以来、年率 9.5% の速さで急速な

成長を遂げた。中国経済がこれから年率 8% で成長する、つまり実質的に 9 年で 2 倍に

成長すると仮定し、2031 年の推定人口 14 億 5 千万人から計算すると、1 人当たり所得

は現在の 5,300 ドルから 38,000 ドルに増加することになる。これは現在の米国の 1 人当

たり所得に等しく、中国を世界最大の経済に押し上げることになる。結果として資源需

要は以下の状況となろう 3。

•   食糧：中国人が 2031 年に現在の米国人と同程度の資源を消費すると仮定すると、1
人当たり穀物消費量は現在の 291kg から 935kg に増加することになる。肉、牛乳、

卵が豊富な米国流の食事を続けるために必要な量である。中国は 2031 年に 13 億

5,200 万トンの穀物を消費することになる。これは昨年世界で収穫された全穀物の

3 分の 2 に等しい。また、1 人当たり食肉摂取量が米国の 2004 年の数字である 276
ポンド、約 125kg に並ぶとすると、中国の総肉類消費量は現在の 6,400 万トンから、

2031 年には 1 億 8,100 万トンに増加することになる。これは現在の世界の肉類生産

量のほぼ 5 分の 4 に相当する。

•   エネルギー：中国が現在の米国と同じ1人当たり2トンの石炭を消費すると仮定すると、

中国全体では年間 28 億トンが消費されることになる。これは現在の世界生産量 25 億

トンを上回る。また、中国人が現在の米国人と同程度の石油を消費すると、2031 年に

は中国の 1 日当たり原油使用量は 9,900 万バレルに達する。現状では世界の 1 日当た

り生産量は 7,900 万バレルであり、ピークオイルが迫っているか、既に過ぎてしまっ

ていることを考えると、これよりはるかに多い量を生産するのは無理かもしれない。

•   輸送：中国での自動車保有が米国の 4 人に 3 台という水準に達すると、2031 年には

中国の自動車保有は 11 億台となる。ちなみに現在の世界の自動車台数は 7 億 9,500
万台である。道路、高速道路、駐車場のための舗装面積は、現在の中国の米作面積に

近づくであろう。自動車保有者と農家が耕作可能地の利用をめぐって争うことになる。

•   輸入：中国の需要の大波は、アルゼンチンのような離れた国の景気を煽った。アル

ゼンチンは 2001 年の危機から回復し、年間経済成長率は 8% に上る。その多くが

中国からの大豆需要によるもので、アルゼンチンの生産量はそれによって他の南米

諸国が国際ビジネスで苦境に立たされていた時期に年 20% の割合で増加した。ア

ルゼンチンは今や中国の大豆の 3 分の 1 を供給している。中国は 1998 年に原生林

の伐採禁止を打ち出したが、中国の木材需要が衰えなかったため、他のアジア途上

国では大規模な森林破壊が生じた。

出典：http://www.earth-policy.org
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　グローバル・グリーン・ニューディール：2008 ～ 2009 年の経済危機に対処するために

大規模な景気刺激策が提案された際、国連環境計画（UNEP）は （i）建築物のエネルギー効率、

（ii）再生可能エネルギー、（iii）持続可能な輸送、（iv）世界的な生態学的インフラの保護、（v）
持続可能な農業、に投資するために総額 3 兆 1 千億ドルの大規模な予算割り当てを要求し

た。現実には経済を長期成長軌道に戻すため、打撃を受けた銀行、自動車メーカー、消費

支出（自動車や家庭用電化製品の買い換えに対する助成金支給等）の救済に巨額が費やされ

た（UNEP 2009）。中国と韓国では刺激策の中に占めるグリーン事業と持続可能性を実現す

るためのインフラ整備の割合が比較的大きかったが、この機会を生かして根本的な改革に

取り組んだ国はなかった（HSBC 2009, Jackson 2009）。中国の研究者による試算では、「グリー

ン成長」への投資 1 千億ドルごとに家計消費が 600 億ドル増えるという。世界金融危機に

対する現状の対応策を一覧したところ、アジア各国の首脳は世界的な金融危機が発生する

一因となった現在の輸出主導型成長戦略を内需拡大で置き換えるべきとする提言を行って

おり、持続可能な低炭素経済の模索を支援しようという意図を持たないことがうかがえる。

金融危機の余波がこうした形で表れたことは、アジアにおけるグリーン成長とは、グリー

ンでなくてもとにかく成長さえあればよいという捉え方がされていることを証明するもの

である。グリーン成長を実現すれば趨勢型アプローチと比較して地球環境に対する影響が

小さくて済むことは、あまり考慮されていない。

　アジアの現在の対応策：アジア太平洋地域では 1997 年以後、様々な国で開催される 7
つの円卓会議からなる持続可能な消費と生産に関するアジア太平洋円卓会議（APRSCP）が、

この問題に関する主な議論の場となった 3。2006 年 5 月には UNEP と国連アジア太平洋経

済社会委員会（UNESCAP）が共同でアジア太平洋地域の SCP に関する地域ヘルプデスクを

開設し（www.scphelp.org）、政策に対するアドバイスを行っている 4。

　APRSCP が始まってしばらくの間、会議の重点はよりクリーンな生産方法（APRSCP は当

初、「よりクリーンな生産のためのアジア太平洋円卓会議」という名称であった）におかれて

いた。当初は環境汚染、特にアジア途上国の中小企業による環境汚染が懸念されていたた

めである。よりクリーンな生産のための一連のパイロットプロジェクトが、主に米国国際

開発庁（USAID）の支援で開始された。しかし、間もなく持続可能な消費を伴わない持続可

能な生産はあり得ないことが理解され、円卓会議の対象が広げられ、新たな当事者が加え

られた。

　2005 年から 2007 年にかけて、EU はアジアの消費者保護に関する国連ガイドラインを施

行するための能力開発プロジェクトを支援した。これによって、アジアの持続可能な消費

を推進するための指導マニュアルが作成された（UNEP 2007）。

　さらに最近の動きとしては、UNESCAP が SCP の考え方をグリーン成長（www.
greengrowth.org）という名目で捉え直した 5。2008 年にセブ島で開催された第 8 回 APRSCP
では、環境税と財政改革、持続可能なインフラ、持続可能な消費、グリーン事業、環境効

率指標という 5 つの方法を用いたグリーン成長アプローチを強化することで、アジア太平

洋地域での SCP に関する行動計画の地域的枠組みとすることが可能であるとする提言が行

われた。今日に至るまでアジア太平洋地域の SCP は依然その形態や方向に関する確たる合

意のない流動的な概念であり、持続不可能な消費パターンや持続不可能な希望に対処する

ための社会改革や政治改革より技術的解決策を見出すことにはるかに多くの注意が払われ

ている。

　アジアでは、いくつかの国が SCP のより広範な検討課題の考え方と目標を共にしながら、

現地で戦略を策定して SCP を追求するという責務に取り組み始めた。低炭素経済と低炭素

社会（LCS）に関する話題の中で最近関係者の関心を引いているのは、おそらく最も新しい

（願わくば最後の）用語の意味の違いの問題であろう。LCS の実現に向けた日英共同研究プ
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ロジェクト（Skea and Nishioka 2008）は、LCS の定義は以下のようなものであるべきと述べ

ている。

（i）  持続可能な開発の原則に沿った行動をとり、社会の全集団の開発ニーズを一致させ

ること。

（ii）  世界的な排出を大幅に削減し、危険な気候変動を回避できるレベルで大気中の CO2

及び他の GHG 濃度を安定化させるための世界的な努力に公正に寄与すること。

（iii） 高水準のエネルギー効率で、低炭素エネルギー源と生産技術を利用すること。

（iv） 低水準の GHG 排出量に見合うような消費と行動のパターンを採用すること。

　日本の環境省は、LCS を定義する 3 つの基本理念を、（i）社会のあらゆるセクターでの

GHG 排出の最小化、（ii）豊かさを実感できる簡素な暮らしへの志向、（iii）自然との共生、と

位置づけた（MOEJ 2007）。このため、LCSは気候変動とエネルギーの食い違いはあるものの、

SCP の基本的な考え方と事実上同義であると考えることが可能である。

　アジア太平洋地域の SCP に対する多様なアプローチの中には、以下のような共通の要素

がいくつかある。定義に関するコンセンサスを形成する際には、これらの要素を最適な形

で組み合わせ、それに盛り込む必要がある。

（i） エネルギー需要と環境負荷の高い製品に対する需要を削減すること。

（ii）  あらゆる消費行動と生産行動において炭素集約度の高い化石燃料の使用とそれに伴

う GHG 排出を回避すること。

（iii）  社会のすべての集団、特に貧困層や社会的弱者の開発ニーズを継続的に満たしなが

ら、そうした集団のニーズを欧米風の消費パターンと同一視しないこと。

（iv）  地元で利用可能な資源を集中的に用いることによって、エネルギーと食糧の安全保

障を確保すること。

（v） LCS への道を進み続けるための適切な技術と政策を採用すること。

　エネルギーに重点を置くと、LCS とより一般的な SCP への道筋との間にある部分的な違

いが明らかになる。一般的な SCP への道筋は、（i）再生可能資源の利用率が再生率を下回る、

（ii）再生不可能な資源の利用率が持続可能かつ再生可能な代用品が開発される率を下回る、

（iii）汚染排出率が自然の同化能力を下回る、という 3 条件に適合する必要がある（Meadows 
et al. 2004）。しかし、LCS と SCP の旧来の考え方には十分な共通点があり、その違いを探

すことはあまり意味がない。

4.  今後の方向性

　実現を可能にする仕組みづくり：「自然資本主義」の概念では、（i）資源生産性を改善する

こと（最低 10 倍に）、 （ii）資源フローの円環を閉じることで経済を設計し直し、廃棄物とい

う概念を完全に排除すること、（iii）資源を加工して「モノ」を製造することから、サービス

の創出と生活水準の質的改善に移行すること、（iv）物理的世界と無縁の金融資本ではなく、

自然資本に投資することによって地球を再建すること、という SCP 実現のための 4 つの広

範な理念が提唱されている（Hawken et al. 1999）。

　世界各地でとられている対応を、以下 4 つの観点から検討する必要がある。

（1）目標と対象の設定、（2）目標に到達するための複数シナリオの検討、（3）そうした方

法が実現可能かどうかを試すためのモデルの利用、（4）提案された様々なオプションに

対する社会的・政治的対応。
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　目標設定：目標設定の一例として、福田康夫元首相が 2008 年 6 月に発表した「福田ビジョ

ン」をとりあげる。この声明は以下のような内容から成る。（i）化石燃料に依存した工業化

社会からの脱却を目指す、（ii）LCS は新たなビジネスチャンスをもたらすものであり、自

然との共生を理念に据える日本の伝統的な考え方と合致しており、自信を持って踏み出す、

（iii）2050 年までに CO2 排出量を 60 ～ 80% 削減という長期目標を設定する、（iv）排出量を

今後 10 年から 20 年の間にピークアウトさせる、（v）革新技術を開発し既存技術を普及させ

る、（vi）排出量取引や税制改革等、国全体を低炭素化へ動かすしくみをつくる、（vii）地産地

消等、地方自治体を対象とする施策を実施する、（viii）あらゆるレベルでの行動の変革が必

要である。福田首相の自民党は 2009 年半ばの選挙で政権の座から降りたが、鳩山由紀夫

新首相の方針は先任者と同一線上にあり、排出削減に関する科学的コンセンサスに従うと

いう、さらなる努力を約束した（Ministry of Foreign Affairs 2009）。さらに、鳩山首相の政治

理念は世界経済の基本構造を再考し、グローバル化した資本主義を修正すること、さらに

地方経済により注意を払い、地域統合を拡大するという考え方に基づいている。

　複数シナリオの検討：人類全体の未来にはどの程度まで共通のビジョンが描けるのか、

またそうした合意に達するためには何をすればよいのか。未来の姿を想像するには、シナ

リオを立てて語るのが最も適切である。そうすることで、政策決定者は政策選択の結果を

理解することができる。例えば地球環境概況（GEO-4）の場合、市場優先、政策優先、安全

保障優先、持続可能性優先の 4 つのシナリオが作成された。特定の指標を用いることで、

各シナリオによって結果に違いが出てくる可能性が示されている。例えば、2050 年の大

気中 CO2 濃度の範囲は、市場優先シナリオでは 560ppm 超、持続可能性優先シナリオでは

475ppm であるが、（現水準の 387ppm から）350ppm に戻すべきと主張する向きも多い。も

ちろん国は現状に見合った代替案を探しだすであろうが、成長を伴わない、あるいは生態

系破壊を伴わない繁栄は、本当に可能なのであろうか（Jackson 2009）。

　モデル化：モデル化アプローチの一例として、LCS の実現に向けた日英共同研究プロ 
ジェクトを取り上げる。このプロジェクトは 2050 年に向けた英国、日本、米国、カナダ、

タイ、インドの様々なモデル（マクロ経済、技術ベース及びハイブリッドモデル）やシナリ

オを比較するため、国際的なモデル化の試みを行っている。主力モデルとなったのは、基

本ケース、炭素価格ケース（取引される CO2 が 2050 年には 1 トン＝ 100 ドルの価値を持つ

と想定）、2050 年に地球の CO2 排出が 50% 削減されると想定したカーボンプラスケースで

あった。参加 9 ヵ国のチームは、LCS のシナリオは技術的には実現可能であるが、特に途

上国にとって社会的、経済的、政治的課題が極めて大きいという点で意見の一致を見た。

　社会的・政治的対応：京都議定書に代わる、またはこれを拡大するための 2013 年以降

の気候変動合意を議論した 190 ヵ国超の交渉においては、共通の問題に対していくつかの

解決策をあてる際の社会的、政治的な懸案事項には、立場によって様々な違いのあること

が浮き彫りになった。支払う補償金の額を最小限に抑えようとする先進国の姿勢、拘束力

のある排出目標に縛られたくない大規模途上国の姿勢、より積極的な目標の設定を望む発

展途上の小さな島国や後発途上国の姿勢は、各々が交渉の場に持ち寄った政治的、社会的

懸案事項がそれぞれ異なるものであることを示している。

　SCPへの移行を実現するために必要な政策転換：このように各国の立場に共通点と違い

があることから、必要な変化を遂げるために最適な政策の組み合わせは国ごとに違ったも

のとなるが、以下のものとなるであろう。

（i）  市場ベース： 課税、キャップ・アンド・トレード、助成金、インセンティブ、固定

価格買取制度

（ii）  規制ベース：基準、命令、規制、建築規則
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（iii）  情報ベース： 認証、エコラベル、製品情報、第三者機関によるテスト、教育、社会マー

ケティング

（iv）  自発性ベース： ライフスタイル変化、オフセット、消費者のボイコット、アドボカ

シー・キャンペーン、社会的責任のある投資

以下で、有望なオプションのいくつかを検討する。

　6つの「re」の考え方：SCP の未来を方向づける有効な政策アプローチに不可欠の要素に

は、（i）製品とその機能の再考（re-thinking）（商品ではなくサービスを利用する）、（ii）修理
（repair）が簡単な製品を製造し、熟練した店員に修理の訓練を徹底、（iii）製品中の有害物質

の安全な代用品での置き換え（replace） （iv）部品を簡単に再利用（reuse）またはリサイクルで

きるような、分解可能な製品の設計、 （v）製品のライフサイクル全体でのエネルギー、資源

消費、環境影響の低減（reducing） （vi）リサイクル（recycling）等がある。製品の再設計には、（i） 
非物質化や小型化等、新しい考え方の発展、（ii）環境に優しいリサイクル材料またはリサイ

クル可能な材料の選択、（iii）資源消費と輸送距離の低減、（iv）簡易包装等、効率的な配送シ

ステム、（v）消費者の製品使用による環境影響の低減、（vi）意図的旧式化を伴わない製品寿

命の最適化、（vii）リサイクル、再利用、廃棄物焼却の際の汚染削減のための耐用年数の最

適化等が含まれる。

　グリーン調達方針：先進国で行われた調査では、消費者の少なくとも半数が既に環境配

慮型商品を購入しており、他の商品も知っていたら購入する気があると答えている。しか

し世界的な景気後退を背景に、価格は安いほうがよい、あるいは浪費もやむを得ないとい

う考え方に逆戻りしつつあり、古い習慣を断つことが困難なことを示す形となっている。

こうした状況では、政府が率先して「グリーン」製品を優先的に購入する必要がある。国と

その他公的機関を対象とする日本の「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」

（グリーン購入法）は 2001 年に発効した。この法律は国家によるグリーン調達がグリーン

製品の製造業者向けのインセンティブを生み、消費者がこうした商品を購入する機会を増

やすという考えに立っており、数百品目（紙、文具、オフィス家具、OA、家庭用電化製品、

エアコン、温水器、照明、自動車等合計 17 のカテゴリー）が政府調達への適合の認証を受

けている。こうしたグリーン調達は（例えばハイブリッド車、太陽光発電、高周波インバー

ター照明等）、GHG 排出も大きく削減した。

　サプライチェーンのグリーン化：典型的なサプラ

イチェーンには、原材料の抽出、加工工場への輸送、

製造、包装、小売店への輸送、小売業者、消費者の購入、

家庭への輸送、家庭での使用、廃棄等の行程が含ま

れている。各段階でエネルギーが使用され、GHG そ

の他の様々な汚染物質が排出される。サプライチェー

ンのグリーン化を進めるには各段階で環境影響を低

減する必要があり、これは企業責任を工場内の問題

として捉える通常の考え方と著しい対比をなす。し

かしサプライチェーンをグリーン化するためには企

業による自発的アプローチを待つだけでは十分でなく、特にアジアの多くの中小企業の行

動に影響を与える際には、政府の介入が必要であると思われる。インド、フィリピン、タイ、

その他の国では、中小企業の関連環境法遵守を支援するため、遵守支援センターの設置が

始まっている（www.aecen.org）6。

　気候変動に対処するための徹底的な変革：気候の制約を受ける中で SCP を世界的に実現

するために必要な政治的・社会的変革には、以下のようなものが考えられる。（i）協調的な

税制改革と GHG 排出上限のキャップ・アンド・トレードの両方またはいずれか、（ii）途上

国への技術移転と技術普及、（iii）低炭素技術に対する特許及び知的財産権の緩和、（iv）技術

　ポリシーミックスを目指す :

　サプライチェーンのグリーン
化のための企業の自発的アプ
ローチは、十分でないことがあ
り、特に、アジアの多くの中小
企業の行動に影響を与える際
に、政府が介入する必要がある
かもしれない。
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移転及び技術支援を推進する制度、（v）新興国の消費主義の方向転換と先進国経済の消費削

減、（vi）個人の価値観、あこがれ、志向するライフスタイルにおける物質消費からサービ

スへの転換、（vii）製造工程の非物質化（ナノテクノロジー等）に関する研究開発への資金援

助、（viii）都市計画・輸送計画、建築設計、材料置換、リサイクルを行う際の低炭素オプショ

ンの提供、（ix）貧困の克服と低炭素型発展に向かう道筋の関連づけ。これらは大規模な変

革であり、何十年という時間がかかり、実現を可能とする政策への転換コストが莫大にか

かる。持続可能な消費は必要な変革の組み合わせを選ぶことで実現に近づくかもしれない

が、社会構造・経済構造の徹底的な変革を実現するための唯一の力として頼ることは明ら

かに不可能である。

　情報に基礎をおく政策：持続可能な消費を実現するため従来議論されてきた政策オプ

ションと、アジアに重大な変化をもたらす政策を広く採用する際に直面する課題を検討し

てみてわかるのは、最も重要な政策は、消費者が賢明な消費選択をするのに十分な情報の

提供を義務化する政策である。現代的な情報技術と徹底した透明性の実現によって消費者

と生産者の関係が変化し、十分な情報を与えられた消費者が環境に適合した製品を要求し、

そうした製品を供給しない企業の製品購入をボイコットするという見方もある（Goleman 
2009）。ソーシャルネットワークサイト、SMS、ツイッター、ユーチューブ等によって、特

に若者の間に情報を急速に広めることが可能になる。一方で、現代のスーパーマーケット

が扱う品目数は 15,000 を超えることから、有用な情報を作成して配信することは、非常に

大変な作業である。グッドガイド等の団体が健康、環境、社会的根拠に基づいて 7 万余り

の製品を 1 から 10 までのスコアをつけて評価しているが、こうした評価の有効性は依然

として不明である 5。林産物と水産物向けのエコ認証スキームは、両セクターの生産者に

多少認知されつつあるが、いずれのセクターでもエコ認証の有効性に疑問を投げ掛けざる

を得ないような違法活動がなくなったとはいえない。

　持続可能な消費を「おしゃれ」なものに：ハイブリッド車が急速に普及した要因の一つは、

ハイブリッド車のイメージが発売直後に購入した数人の著名人と結びついたことである。

ところが「グリーン」消費者の大多数は、多かれ少なかれ環境問題に献身的な人 （々おそら

く全消費者のわずか 10 ～ 15%）である。関心のない大多数の人々にこの波を及ばせるには、

持続可能な消費がもっと「おしゃれ」なものにならなければならない。現状では、低炭素代

用品を勧めるならば、費用を節減し、リバウンド効果（節約したお金が海外旅行等、高炭

素の娯楽に使われる）を防止し、罪悪感や感情に訴える言葉（例えば「環境にやさしい」等）

を避け、選択を楽しく望ましいものにし、炭素排出が多く無駄の多い消費行動を皮肉るこ

とに重点をおいた方がよい（Pratt and Retallack 2009）。ごく普通の中高生がガソリンを垂れ

流すクルマを運転している人を笑うようになれば、メッセージが対象に届いたとみなすこ

とができる。こうした動きの萌芽は若者たちの間では消費者ボイコット、特定ブランドの

不買運動、「ノー買い物」デー、グローバル化反対運動等、様々なサブカルチャーの形でみ

られるが、いまだ少数派の行動に過ぎない（Lee et al. 2009）。

5.  対処すべき問題

　持続可能な消費の考え方は、先行者利益を追求する、または企業の社会的責任（CSR）の
強いモチベーションのある若干の生産者（とサプライチェーン）に影響を及ぼし始めてい

る。しかし、アジアにおける持続可能な消費は、地域の一部の政策決定者や実践者の大き

な努力にもかかわらず、消費の影響と持続可能な選択肢に関する情報の決定的な欠如、「欧

米風」のライフスタイルに対する果てしないあこがれ、「今は成長しておいて環境問題の対

処は後で」式の態度によって、大きな制約を受けている。SCP の考え方がアジアの社会構造・

経済構造の転換につながる優先度の高い公共政策オプションとなりそうな兆しはほとんど

見られない。SCP の実現に向けた肯定的な動きがいくつかあったにもかかわらず、アジア
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の急速な経済成長の維持という支配的なパラダイムは、エネルギーと消費のデカップリン

グ、化石燃料からの脱却、気候変動の緩和とは決して相容れないものである。

　持続可能な消費の推進は、年間数十億ドルに上る世界の広告予算と競合してそれを打ち

破り、エネルギーや水等、現在稼働中の供給システムを改善できるような製品やライフスタ

イルに関する情報を提供するという方法で行われなければならない。意識の高い消費者は既

に先見性のある企業の生産行動を変えつつあり、今後もそれが続くと予想される。しかし大

きな問題は、中小企業の行動にいかにして影響を与えるかということである。それは大規模

チェーンストアの持続可能なサプライチェーン拡大や、大規模購入者（政府を含む）の持続可

能な調達方針が実現しなければ達成不可能であろう。アジア太平洋地域のすべての政府の政

策課題は、SCP をさらに推し進めることを可能にするような条件（例えばグリーン調達、高

炭素製品への課税、グリーン革新の支援、無意味な助成金の廃止等）を生み出し、生産がそ

れに応じてどう変化するかを監視し、その結果から教訓を引き出すことである。個々の消費
者の消費に対する嗜好の変化だけでは、社会経済の構造変化は推進できない。持続不可能な
生産に対する処罰を導入し、消費者の選択の幅を広げ、政府が率先して行動する必要がある。

　政策決定者に対するいくつかの質問：現在の助成金やその他の不当なインセンティブは

どの程度 SCP を妨げているのか。国内政策の変革が国境を越え、結果として近隣諸国の消

費と生産を持続不可能なものにすることがあり得るのか。政府が現状とっている調達方法

は SCP を推進しているのか。政府は消費行動を変革するための追加的なインセンティブを

いかに提供できるのか。政策によって意識の高い消費者のための適切な選択肢（商品の購

入を控え、サービスを利用する等）を確保できるのか。

　財界トップに対するいくつかの質問：アジアの新興中産階級消費者が環境に関するより

質の高い情報を要求することによって、どの程度アジアの生産システムの変革が推進され

るのか。アジアが「世界の工場」であることを踏まえると、先進国市場の消費者の態度の変

化は、アジアの生産者の行動にとってどの程度重要なのか。アジアの生産者は消費者から

の不利な反応やイメージダウンのリスクが及ぼす悪影響を予測して、強制される前に生産

方式を変えているのか。アジアの生産者はどの程度 CSR や「グリーンウォッシング」のレベ

ルを通り越し、実際に革新的なグリーン製品を設計・生産しているのか。環境情報の開示

義務化は不可欠か、それとも自発的なアプローチで十分と考えられるのか。ビジネスの観

点から見て、政府の最適な政策スタンスはどのようなものか。株主、投資家、従業員は、

会社の環境活動を変革する上でどの程度重要なのか。

　教育者に対するいくつかの質問：アジアには持続可能な消費に関する正式な教育のため

の適切なカリキュラムがあるのか。様々な年齢層に属する意識の高い消費者の情報ニーズ

に合わせるためには、どのような種類の環境情報を作成すべきか。消費者の行動を変える

際には、過去に成功した教育キャンペーンから何が学べるのか。持続可能な消費教育を推

進するために政府が果たす役割とは何か。包括的環境情報を持続可能な消費の教育に利用

することは、どのような重要性を持つのか。そうした情報の適切かつ信頼できる提供者と

はどのような人物なのか。

　消費者に対するいくつかの質問：消費は増やすのが当たり前で、かつ自然なことだとい

う現在支配的な考え方は持続不可能である。それがアジアの支配的な文化的パラダイムに

なると、世界の生態系は崩壊しておそらく元に戻すことはできず、地球にどの程度の人間

が住めるかということさえ定かではなくなる。もちろんどのような人間でも生き永らえよ

うとすれば消費を続けなければならず、また、消費の増加によって基本的な快適さと幸福

を実現するという世界中の貧困層の権利は誰も否定しないであろう。途上国及び先進国の

消費者は、単に人々のニーズに見合う消費だけでなく、同時に持続可能でもある消費の水

準と形態を見出すことができるのか。
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6.  第 2章以後の概要

　第 2 章では、私たちの生活にますます浸透しつつある容器包装の問題を扱い、消費行動

の変化を期待するならば、消費者にきちんとした選択肢を与えなければならないという議

論を展開する。現代の都市化社会の中では容器包装には大きな利点があるが、それは同時

に未包装の（または持続可能な方法で包装された）製品を購入する能力を妨害または排除す

ることがある。容器包装に関する意志決定はほぼブランドオーナーと生産者が下している

が、小売店、地方自治体（全廃棄物の処理責任がある）、消費者等ほかのステークホルダー

も、持続不可能で不必要な容器包装を最少化するためのマルチステークホルダー合意を形

成する対話に参加することが可能である。持続可能な消費を実現するための教育がテーマ

の第 3 章では、消費者に直接的に自発的な消費の方向転換を迫るための情報提供の重要性

について考察する。企業の環境情報開示がテーマの第 4 章では、企業の環境情報開示を義

務化または奨励するための効果的な情報政策アプローチとは何かということを論じる。生

産行動と消費行動を変革するための効果的なコミュニケーションの必要性が、いずれの章

でも指摘されている。

　続く第 5 章では、様々な事例研究を通して地方自治体の役割の検証を行い、SCP に一定

の貢献をすることに成功した地方自治体が既にあり、他の自治体がそうした自治体から学

ぶことが優良事例を他の場所での実践に生かす有効な方法であることを示す。第 6 章では、

先駆的なコミュニティとはどのような性格を持つのか、それは持続可能な消費の実現にど

のような寄与を成し得るのかを論じることで、地域レベルの行動が実を結ぶには何が必要

かというテーマを追求する。

　第 7 章では、資源セクターに話題を転じ、水資源の消費行動を変えるための経済的政策

手段の強力な使用方法を検証する。成功事例研究を通して水道料金、汚染に対する課金、

助成金の廃止、水取引等の政策手段を解説する。第 8 章では森林セクターを取り上げ、広

範囲の市場に欠陥が存在することやガバナンスの欠如が、林産物の SCP の実現を困難にし

てきたという経緯を示す。森林認証、公的調達方針、輸出認可、消費国での法律制定、森

林減少・劣化による排出削減（REDD）をめぐる証拠を材料にして、より効果をあげる可能

性のあるインセンティブや規制手段を提言する。第 9 章では再生可能エネルギーをテーマ

に取り上げ、消費者の選択肢を拡大することがアジア太平洋地域での再生可能エネルギー

の利用推進に役立つという指摘を行う。パート III の最終章である第 10 章では、アジアで

食の安全が十分に確保されていないのは主に政策の不備によるもので、有機農業に適用さ

れる厳格な基準と認証が食の安全の向上を目指す上で効果的な方法となり得るという見解

を示す。

　第 11 章及び第 12 章では分野横断的なテーマを扱う。第 11 章では、持続可能な消費と気

候変動をテーマに据え、持続可能なライフスタイルと消費パターンが、エネルギー利用と

GHG 排出の削減に資する可能性について指摘を行う。第 12 章では、ある国の SCP 施策を

評価するには、その施策が近隣諸国や貿易相手国の持続可能な開発にどのような影響を与

えるかという点に照らして判断をする必要がある、という正鵠を得た主張を行う。例えば、

ある国で林産品に対する基本的需要への対処をしないまま持続不可能な伐採を禁じたとし

ても、需要を満たすために違法で持続不可能な伐採が他国に移行するだけかもしれない。

　最終章である第 13 章では、それまでの章で論じたアジア主要国における利用可能な政

策オプションと政策手段の総括を行い、持続可能な消費に向けた有効な政策手段の包括的

な組み合わせを提言するにはさらなる研究成果を待つ必要があるという結論を述べる。
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注 
1.  中国の再生可能エネルギー、特に太陽光エネルギーの生産はドイツを抜いて第 1 位をうかがう勢いで

ある。中国が 2008 ～ 2009 年に行った奨励策には、太陽光発電設備向けの多額の助成金が含まれてい
る。ただし中国の太陽光エネルギー発電容量の 99% は輸出に回されている。

2.  Kishore Mahbubani（2008）The New Asian Hemisphere: The Irresistible Shift of Global Power to the East（Public 
Affairs）

3.  APRSCP において、UNEP（2004）は、「Sustainable Consumption and Production in Asia and the Pacific: A 
Review of Status and Trends」と題する検証調査を行った。

4.   http://www.scphelp.org
5.  http://www.greengrowth.org
6.  http://www.aecen.org
7.  http://www.goodguide.com/about/ratings
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　本セクションでは持続可能な容器包装、教育と情報提供、企業、地方自治、

プロジェクトの実施等、主要ステークホルダーが様々な状況で果たす役割を考

察する。

　持続可能な容器包装を扱う第 2 章では、対象となるステークホルダーが複数

にのぼる際に政策の組み合わせを有効なものとするには、製品のバリューチェー

ン上にいる各当事者の力関係や影響力の違いをどのように考慮に入れ、その違

いに従って責任の配分を行えばよいのかという点を検討する。分析を行った結

果、容器包装のバリューチェーン内においては、消費者は影響力こそ保持して

いるものの、最有力のステークホルダーではないことが示される。さらに、自

治体は廃棄物処理費用を負担するのが一般的であるが、企業が使用する容器包

装の種類に対する影響力は限られている、ということが明らかにされる。容器

包装のあり方を持続可能な方向に向かわせるために中心的な役割を果たし得る

のは、基本的にはブランドオーナーと小売業者である。したがって、選択肢の

再編集と拡大生産者責任の組み合わせに基づいた政策をとれば、容器包装の選

択肢の中から持続可能性の劣るものが順に除外されていき、容器包装廃棄物の

管理責任も当事者間に配分されていくことになるであろう。持続可能な消費を

制度のレベルで一貫したものとするためには、以下 3 つの前提条件―当事者に

適正な態度で取り組ませること、推進システムを構築すること、適切なインフ

ラを整備すること―を満たすような政策設計を行う必要がある。

　当事者の適正な態度は、教育と情報提供によって生み出される。ただしここ

で論じる教育とは、単にある人から別の人に情報を伝達するということを指す

のではない。第 3 章で論じている通り、教育とは消費者に SCP の実現に向けて

自らが果たす中心的な役割を認識させ、それを反映した自己変革を通じて、自

らが責務を負う持続可能なライフスタイルを選択する能力を身につけさせるこ

とである。同章では、中国、韓国、日本の事例研究を通して、持続可能な消費

のための教育（ESC: Education for Sustainable Consumption）がこの考え方をどう追

求できるかを論じている。事例研究の際の分析枠組みは、社会的・文化的パター

ン、政治制度、個人の行動を変えるための戦略等、消費者の行動に影響を与え

得る様々な要因を利用したものである。計画から実施に至る ESC の「5 点戦略」

を用いて、効果的な ESC とは一般的にどのような構造・内容からなるのかとい

う点に関する政策的含意に焦点を当てている。

　情報提供も企業の環境情報開示（CEID: Corporate Environmental Information 
Disclosure）を通して、SCP の一翼を担っている。CEID とは、ある企業の事業活

動と環境行動（製品、生産工程、管理手順）に関する情報を消費者や投資家、政

府機関、コミュニティ、社会全般に提供することを指す。企業と環境の問題を

扱う第 4 章では、ステークホルダーに与えられる情報量が増え、環境に対する

関心が高まると、それによって下される消費の決定がどれほど環境パフォーマ

ンスの優れた企業に対してインセンティブとなり、逆に劣った企業に対しては

セクション II  
ステークホルダー
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生産工程改善のための圧力となり得るかという点を検討する。このためには本

質的にはステークホルダーに力を与えて十分な圧力やインセンティブを生み出

さなければならず、また直接規制による情報開示と市場ベースの政策を組み合

わせて用いなければならない。しかし、検証を重ねるにつれ、それがいかに困

難であるかということが明らかになってくる。企業が提供しようと考える情報

と、ステークホルダーが本当に知る必要のあること、さらにはステークホルダー

が消費の選択を行う際の価値観の間に相違があるためである。

　地域イニシアティブを扱う第 5 章は、ステークホルダーの関与を促し、地方

自治体内外の人的資源を動員したいと考えている政策決定者や指導者たちの関

心を大いに引くことになるであろう。同章は持続可能エネルギー、輸送、食料、

廃棄物管理等、広範囲にわたるアジア太平洋地域の 14 事例を取り上げ、それら

の成功要因や課題を分析している。分析に際しては、地域の問題と懸念に対し

て適切な対応をとるために現地のステークホルダーに働きかけ、関与を促す調

整役やとりまとめ役の行動にまで目を向けている。プロジェクトの実施面に焦

点を当てることで、自治体の首長の支援を得ること、外部機関からの支援を得

ること、プロジェクトの影響を受ける者のニーズを満たすことという 3 つの要

件の相互作用を明らかにする。

　コミュニティのニーズについて、コミュニティの関与と SCP の関係を扱う第

6 章でさらなる検討を加えている。同章では様々なタイプのコミュニティが分

析の対象となり、プロジェクトの実施を成功に導いた要因を詳細に論じている。

その際に重点が置かれたのが、本白書全体を貫く大きな主張の一つ、複数のス

テークホルダーによる連携である。同章ではそれがプロジェクトの影響を拡大

し、革新的なプロジェクトにつきもののリスクからコミュニティを守るための

手段となることを示している。
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Section
 II

第 2 章
容器包装のバリューチェーンを事例とする 
持続可能な消費と生産のステークホルダー分析

ルイス・アケンジ、マグナス・ベンクソン

1.  はじめに

　持続可能な消費と生産（SCP）に向けた

政策的アプローチがこれまで依拠してき

た原則とは、自らの消費行動の環境影響

を理解している消費者が増えれば、彼ら

の市場における選択を通じて、小売業者

及び製造業者を持続可能性への取り組み

に目を向けさせる大きな力になるであろ

う、というものである。本章では容器包

装の例を用いて、消費者は店頭で製品や

サービスを探しているのであって、必ず

しも容器包装を探しているのではないこ

とを示す。容器包装は付随的なものにす

ぎず、製品を消費者に提供するための手

段であり、また製品間の差別化を図るた

めの手段である。しかしほとんどの容器

包装は消費者の手を経て、埋立地や焼却

炉に廃棄物として送られるのであり、消

費者の行動を変えることに重点を置くこ

とによって、市場における生産の在り方

を持続可能な方向に変化させる推進力と

なると安易に考えられがちである。消費

者の行動パターンを変えることが最重要

であるとの考えは、持続可能な消費への

アプローチの前提条件となっている場合

がほとんどである。しかし、バリュー

チェーン（製品が消費者に届くまでの製

造、出荷物流、販売といった一連の付加

価値を生み出すプロセス）内の当事者同

士の相対的な影響力と、消費者に通常提

供される容器包装の選択肢が限られたも

のであることを考慮に入れると、消費者

は容器包装の廃棄までの通り道に過ぎな

い場合がほとんどであり、最も影響力の

大きいステークホルダーではありえない

ことがわかるであろう。従って、消費者

のバリューチェーン内の主要当事者に対

本章の概要

•   複数のステークホルダーに向けた効果的
な政策の組み合わせとは、当事者間の力
関係を考慮に入れ、それに応じて責任を
割り当てたものでなければならない。

•   消費者は容器包装のバリューチェーンに
影響力を及ぼしはするが、ステークホル
ダーとして最有力であるわけではない。
また自治体は廃棄物処理の費用を負担す
るのが通例で、業者がどのような容器包
装を使用するか決定する際の影響力は限
られている。影響力の中心を成すのはブ
ランドオーナーと小売業者であり、中で
もブランドオーナーの影響力が最も強い。

•   選択肢の再編集と拡大生産者責任を組み
合わせた政策を採用することで、最も持
続可能性の低い容器包装オプションが取
り除かれ、容器包装廃棄物処理の責任を
各ステークホルダーに割り当てることが
可能になる。

•   国レベルの容器包装の現状を調査し、政
策オプションを採択または策定し、政府
による実施を補助し、持続可能な取り組
みの手本となるようステークホルダーに
助言する容器包装調査委員会を設置しよ
うという提案を行った。

•   不必要な容器包装と廃棄物のさらなる削
減のため、a）ブランド間の容器包装仕様、
b）アジア諸国間の容器包装政策の 2 つを
調和させようという提言が行われている。

•   持続可能な消費を体系づけて完全なもの
とするには、政策の立案に際して 3 つの
前提条件、すなわち当事者の適切な態度、
奨励システム、適切なインフラの整備を
満たしておく必要がある。



22

IGES 白書 第 2 章  容器包装のバリューチェーンを事例とする持続可能な消費と生産のステークホルダー分析

する影響力は限定的なものであり、そうした消費者に持続可能な容器包装という複雑な問

題の主要な担い手の役割を期待することは、消費者に対する責任転嫁ととられても仕方が

ない。すなわち、これまでの持続可能な消費の議論は、最も目立つステークホルダーを標

的としているにすぎず、最重要なステークホルダーに関する議論が欠け落ちていると言っ

ても過言ではない。

　本研究では、アジアの発展途上国での容器包装使用に影響を与えるマクロレベルの要因

を検討する。また、バリューチェーン内の主要当事者を、「利害（Interest）、影響（Influence）、
手段（Instrument）」、すなわち「ステークホルダー分析の 3I」という枠組みから記述し、分析

する。その際、主導する当事者、すなわちバリューチェーン内における影響力が最大の当

事者にスポットをあてる。容器包装のバリューチェーンのような複数のステークホルダー

が存在する業界で効力を発揮するための政策の正しい組み合わせとは、ステークホルダー

同士の関係性に力点を置き、もっとも影響力の大きい当事者を標的とし、従ってチェーン

全体にその当事者の影響が及ぶことで、持続可能な容器包装に向けた波及効果を引き起こ

すものであると同時に、バリューチェーン内のすべてのステークホルダーの果たすべき役

割にも配慮したものでなければならない。

　本章の研究の大部分は食品分野の容器包装に関するものであるが、分析と提言は食品分

野の容器包装にとどまるものではない。なお、本章で取り扱っている容器包装関連の問題

は、プラスチック容器包装の事例に依拠している。プラスチックが最も持続可能性の低い

包装資材だからという理由では必ずしもなく、プラスチック容器包装を消費者向け容器包

装の全体的なトレンドとパターンを示す典型例として用いている。プラスチックは増加の

程度が最も著しい消費財向けの容器包装材料である。 家庭から排出される廃棄物のかなり

の量を占め、その取り扱いが自治体にとって重荷であることがわかってきた。したがって、

消費財向けの容器包装に関係する持続可能性の問題の多くは、プラスチックの事例を活用

することで実証できる。

　容器包装の問題の中で最も目につくのは、他にも様々な課題はあるものの、廃棄物の発

生である。廃棄物、特にプラスチック廃棄物は、我々が生活している現代社会の景観を語る

際に欠かすことのできない特徴となってきた。海に目をやればプラスチックが寄り添うよう

島々のごとく延々と浮かび（Ryan et al. 2000）、地上に目を転じれば屋外のゴミ捨て場で山の

ように堆積し、あるいは空を見上げればそびえ立つ焼却炉の煙突から煙となって噴き出して

いる（Economist 2009）。容器包装廃棄物が陸、海、空中等あらゆる場所に見いだせることは、

現代消費文化の無駄の多さを象徴している。廃棄物は景観の問題であり、これほど目につか

なければ、注意を払う必要のない問題であるという議論もあるが、その影響は単に見た目の

問題ではなくなってきている。現代の容器包装を多用するライフスタイルの影響に関する科

学的な検証が進む中で、社会や人の健康に与える影響（Talsness et al. 2009）や海洋生物に対す

る危険、資源の枯渇等、様々な課題があることが次々に明らかになってきた。しかし容器包

装には後述する通り、製品保護機能の向上や廃棄される食品の削減等、多くの長所もある。

　社会による容器包装の自主的管理は、より大きな消費の自主的管理という課題の一部で

ある。容器包装をめぐる問題は氷山の一角に過ぎない。しかし、大量消費の象徴である容

器包装をどのように扱うか、そしてそこから発生する廃棄物をどう扱うのかという課題を

論ずることで、持続不可能な生産と消費の他の課題に対してどのように取り組めばよいの

かを考察する上でも示唆に富むものとなろう。

1.1  リサイクルの役割は重要だが限界も

　使い捨て容器包装のリサイクルは近年増加してきており、リサイクルが持続可能な容器

包装システム実現の鍵であるかのように言われることが多い。より持続可能な容器包装を
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実現するための戦略にリサイクルが重要な役割を果たすことは認めるが、持続可能性の向

上のためには容器包装の使用回避、削減、デザインの変更の方がより喫緊の課題であると

いうのが本章の主張である。この優先順位はあらゆる事例に適用できるわけではないが、

「廃棄物管理ヒエラルキー」（OECD 2005）が大体の目安になると評価する研究は多い。以下

に述べる理由から、リサイクルを第一の、または唯一の解決策とみなすことは適当でない。

•   収集・リサイクルが可能なのは、事実上、容器包装全体のごく一部にすぎない。特に

市場価値が低い素材を効率よく収集することは困難なため、投棄、埋め立て、野外ま

たは焼却炉での焼却が行われることになる。

•   収集、輸送、素材加工等のリサイクル工程全体でエネルギー（化石燃料が多い）が消費

され、汚染が発生する。

•   使用後の容器包装は汚れていることが多く、リサイクルの過程で洗浄の必要が生じる。

洗浄には熱湯が使われることが多いため、水質汚染や水を加熱するためのエネルギー

の使用が主な要因で、リサイクルによる環境負荷が著しく増大する。

•   特定の種類の容器包装、特に複合容器包装に対するリサイクルは、技術的に困難である。

•   プラスチック容器包装のリサイクルには、さまざまな種類のプラスチックの分別が必

要である。数種類の容器包装が使われていて、家庭で分別の知識が乏しく、意欲が低

いと、分別が困難となる可能性がある。

•   リサイクル素材の品質は、素材自体の物理的または化学的劣化の結果、あるいは汚染

の結果、多くの場合、新しい素材の品質より低い。これは技術的、衛生的、審美的要

求が低い一部の用途にしかリサイクル素材が使えないことを意味する。また品質要求

の厳しい用途には、新たな資源を一定量投入する必要があることも意味する。

　本章ではリサイクルの限界とその他の弱点を出発点の一つとして位置付け、容器包装の

問題に取り組む代替戦略を模索し、アジアの発展途上国での活動にこれらを組み込む方法

を示したいと考える。

2.  分析の枠組みの開発

　容器包装とは、担い手と当事者が複数かかわってくる複雑な問題である。それらの当事

者が互いに競争相手の場合もある。さらに容器包装による影響が科学的にも現実的にも不

透明な場合もある。本章では、そうした研究に向けた概念的な枠組みを開発し、容器包装

のバリューチェーン上に位置するステークホルダー間の相互作用、特に当事者同士が及ぼ

しあう影響力の全体的な変動に力点を置いた記述・分析を試みた。枠組みの開発に際し、

消費の推進力と消費行動、サプライチェーン管理、ステークホルダーの関与、変革を促す

概念的枠組みを解析するためのモデル等、様々な分野を代表するアプローチの研究調査を

行った。以下に主なモデルを数種示す。

a）  ニーズ（Needs）- 機会（Opportunities）- 能力（Abilities）（NOA）：NOA モデルは消費意欲

と消費パターンの記述・理解のために Gatersleben and Vlek（1998）が開発したもので、

マクロレベル（社会）とミクロレベル（家庭）での消費行動の診断を行う。ミクロレベル

の「ニーズ」とは、生活の質の獲得、維持、または改善に向けた個人の欲求を指す。「機

会」とは、消費を促進する外的要因（製品の入手可能性、アクセスのしやすさ等）である。

「能力」（財政的能力、技術的能力等）とは、欲しい製品を購入する個人の内的能力であ

る。NOA モデルではそれ以外に、マクロレベルの推進要因に対する消費行動が記述

される。消費とはより大きな社会状況の中で起こるものであり、技術、経済、人口統

計、制度、文化の影響を受ける。
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b）  ステークホルダー論：この理論は、企業には多彩なステークホルダー（企業の経営に

影響を与えうる、または影響される団体または個人と定義できる）のニーズや期待に

応える義務があるとする主張に基づく（Freeman 1984）。またこれをより洗練させたモ

デルが、Mitchell et al.（1997）により提案されている。後者のモデルでは、企業はステー

クホルダーのニーズと期待の優先順位を、ステークホルダーの影響力、正統性、緊急

性に基づいて決定するべきという指摘が行われている。最有力なステークホルダーと

は、影響力、正統性、緊急性のすべてを備えた者である。

c）  グローバル・バリューチェーン（GVC）1：GVC の枠組みとは、世界経済の一連の活動

（相互関係のある取引拡大、海外直接投資、多国籍企業等）を研究し、こうした活動が

各国レベルへ伝わる理由とその方法を理解しようとするものである。急速な発展を遂

げつつあるアジアの主要発展途上国では先進工業国の世界的企業によって国の経済の

生産や消費のパターンが形成されているが、そうした国の状況が、特にこのモデルに

当てはまる。GVC の枠組みは研究のステップとして、以下のような論理の流れを採

用している。

i.  製品の構想から消費までのバリューチェーンの段階と当事者をそれぞれ特定す

る。バリューチェーン内の各当事者の相対的な規模、重要性、役割をさらに特定

する。

ii.  原料、新規市場、安価な労働力を入手可能とするための主要企業の生産施設の配

置変更がどの程度容易に行えるかを考慮に入れ、バリューチェーンの地理的な広

がりを決定する。

iii.  バリューチェーン内の当事者間の結びつきを分析し、バリューチェーンの運用方

法や権力を行使する手段を決定するガバナンス構造の検討を行う。

iv.  さらにバリューチェーンの活動に影響を及ぼす組織を検討する。組織とは、政府、

労働組合、取引団体、NGO、多国籍機関、規制当局等である。

d）  問題認識 - エージェンシー - 協力：Ballard（2005）は現地調査をもとに「持続可能な変

革の担い手は誰か」と題する文献をまとめ、個人や組織が持続可能な開発の課題に取

り組む際に解決すべき 3 つの主要課題を提示した。以下に記す通り、その 3 つとは問

題認識、エージェンシー、協力である。

i.  問題とその規模、緊急性、関連性の認識、その複雑さと人的作用の限界の認識。

ii.  エージェンシーとは何らかの意味ある行為を行うための役割と技術のことであ

り、当事者が変化に向けてどのような影響を受けうるのかに関連した概念である。

Ballard の主張によると、エージェンシーが大きく変化するのは、より幅広い問題

に対処する際、例えば法律の変更によって設計段階にも持続可能性に関する検討

を確実に取り入れる場合に多くみられる。

iii.  意義ある変革に向けて志を同じくする当事者との協力。同様な立場の当事者が共

通の目的に向かってグループを結成することができるような場合に力を発揮する。

2.1  3Iの枠組み

　以上に記したいくつかのアプローチをもとに、分析方法を開発するため、共通項を整理

し、各モデルの特徴的要素を取り出し、研究目的に対し各共通項と要素を当てはめた。そ

の結果開発したものが、ステークホルダー分析における 3I の枠組みと称する簡略型モデル

である。容器包装使用の推進力とは何か、バリューチェーンの決定に影響するものは何か、

様々な当事者が権限を行使する方法はどんなものか、より持続可能な容器包装への全面移

行を促すような個人的・制度的機会は何かという点を記述・理解するため、このモデルを

用いる。
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図 2.1  3Iモデル
  

出典 : 著者

i.  利害とは、容器包装の問題、ニーズ、推進要因における様々な利害関係を指す。容器

包装使用と使用増加の理由を理解する上で役立つもので、次のような問いに応えるこ

とで明らかになる。

•   容器包装のデザイン、製造、使用、回収のいずれかまたは全てに関与する重要な

当事者とは？

•   そうした当事者の容器包装に対するニーズや期待とは？ 
（機能性、費用、環境性能等）

•   容器包装使用の推進力、パターン、トレンドは？

ii.  影響とは、それぞれの当事者の役割、他者に対する影響、バリューチェーン内の位置

と相対的な重要性を指す。最も影響が大きく、バリューチェーンに変化を起こすこと

が可能な当事者を特定する。

•   バリューチェーン内のそれぞれの当事者の役割は？

•   こうした当事者は、それぞれ、容器包装のデザイン、製造、使用、回収のいずれ

かまたは全てから、どの程度の影響を受けるか？

•   それぞれの当事者がバリューチェーン内に及ぼす影響力の大きさは？

iii.  手段とは、それぞれの当事者の事業のメカニズム、すなわち影響力を発揮するために

当事者が利用するもの、当事者が事業を行う際の制度上の枠組み、持続可能な変化の

ための機会を指す。

•   バリューチェーン内の他の当事者に影響を与えるためにそれぞれの当事者が利用

する手段とは？（政府の方針、調達指針、規格等）

•   その他の制度の面で、容器包装のデザイン、製造、使用、回収のいずれかまたは

全てに影響すると思われるものは何か？（業界団体、業界賞、専門能力開発等）

　容器包装の製造と消費がより広い社会の文脈の中で行われていることを踏まえると、3I
分析の結果は、技術、経済、人口統計、文化等、容器包装に影響するマクロ要因の中に位

置づけられる必要がある。

　本研究では、まずアジアの発展途上国における容器包装使用に影響するマクロレベルの

要因を検討する。その後、3I モデルを用いたバリューチェーン内の主要当事者の説明・分

析を行う。紙面の制約から、最大の影響力を持つ 4 つのステークホルダーに焦点を当て、

バリューチェーン内の物理的流れとは逆の順序、すなわち自治体 > 消費者 > 小売業者 > ブ

ランドオーナーの順に分析を行う。容器包装の生産者については、主要な影響を有する独

立のステークホルダーとしての分析はここでは行わない。以下に示すように、容器包装に

利害
影響
手段

当事者
環境的
社会的
経済的

経済、地勢、人口
統計、技術など

マクロ要因

3 I 影響
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関する決定の大部分、とりわけ食品加工業界においては、a）容器包装生産は外注するが、

容器包装の仕様を完全にコントロールし、契約メーカーに指定したものを作らせる社内部

門（通常はマーケティング部門に付属）を持つ企業、あるいは b）自社製品向けの容器包装を

デザインし生産する社内部門を持つ企業による影響を受ける。

　この分析で、影響の関係性と主要当事者、すなわち影響力が最大の当事者を明らかにす

る。政策の組み合わせは、こうしたステークホルダーの影響力を利用することを中心に据

えた上で、バリューチェーンを持続可能な方向に導くものである必要がある。

2.2  マクロ要因、推進力、トレンド

　アジアのいくつかの国は急速な経済成長を続けており、その結果、容器包装、特にプラ

スチック容器包装の使用が増加している。経済成長に伴い、中流階級が増加しており、可

処分所得の増加により先進国の中流層に見られるような消費購買欲を持つようになってい

る。その結果生まれた消費者層の多くは（Gardner et al. 2009）都市部に集中しており、さら

に地方から都市へとよりよい機会を求める人々が流入している。そのため消費文化とは都

市特有なものであると言え、都市の習慣とライフスタイルは加工・容器包装された食品を

より多く求めるものとなっている。ベトナムはこうした傾向の好例であり、都市部の GDP
成長率は 2000年から 2008年で 43％の成長を記録している（Nielson 2008）。こうした傾向は、

新しい市場への参入を急ぐ産業界の支持を受けて、政府が新古典派の経済成長策に基づい

た政策を推進することで育まれてきたものである。プラスチック業界は、アジアの発展途

上国を最も成長可能性の高い地域であるとみなしている（Plastics Europe 2009）。2004 年に

市場規模が約 1,210 億ドルであったアジアの容器包装市場は、2011 年には 1,740 億ドルに

達すると予測されている（PIRA 2006）。アジアの容器包装業界はここ 10 年でますます発展

の度を増し、アジアの大半の国では、容器包装分野の成長率が GDP の伸びを凌いでいる。

2000年代初頭の中国のプラスチック容器包装市場の年間成長率は、GDPの成長を 3%上回っ

ている（Hoggard 2004）。またインドでのプラスチック容器包装の使用量は、今後数年間で

年率 20% の増加が見込まれている（PIRA 2007）。

3.  容器包装バリューチェーンの 3I分析

主要当事者

3.1  自治体と地方行政当局

　自治体は形式的には主要なステークホルダーであるが、実際には業界におけるバリュー

チェーンの一部に組み込まれておらず、生産から消費までの一連のプロセスを経た後でし

か当事者の仲間入りをしない。埋立地が満杯になりつつあり、道路沿いに廃棄物が投棄さ

れ、廃棄物処分場から住宅地や商業地に悪臭と煙が出て、容器包装廃棄物の問題がますま

す明らかになっているため、地方当局に対処を求める声は一層高まっている。

　しかし、多くのアジア諸国で廃棄物処理に責任を持つ地方当局は、人材と財源がいずれ

も不足しており、十分な廃棄物管理システムを立ち上げて管理するための技術的ノウハウ

やインフラを持たない。アジアの自治体では、歳入の 50% 以上が廃棄物管理に費やされる

事例もあり（Boyd 2002）、廃棄物の約 3 分の 1 が容器包装廃棄物である場合さえある。自

治体の収集・リサイクルプログラムは財源を他のサービスと争わなければならず（CWMI 
1999）、当局は状況が許せば他のサービスに利用されたはずの財源を廃棄物処理に再配分

せざるを得なくなっている。
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　地方当局に与えられた典型的な権限とは、国家レベルで定められた法規を施行すること

である。地方当局が地方レベルで自らの容器包装規制を制定する能力には限界がある。ア

ジアのより発展した国の中には、一部の自治体で、収集する容器包装材と収集方法（街頭収

集サービス等）を自主的に決定した例もある。こうした例では、自治体は廃棄物の処理に

対する消費者の選択に影響を与えている。さらに適正な廃棄物処理に関する公的な教育プ

ログラムも行っている。しかし最貧国では廃棄物が堆積し、処理を行えるだけの金銭的余

裕がほとんどないため、無力感が漂うことさえしばしばである。財源がある場合でも、目

の前の廃棄物を片づけるための最終処理に財源が振り向けられる。

　自治体は、都市計画に関する法律等の地方の土地利用パターン以外の面では、地方で展

開する小売業者やブランドオーナーへの直接的な影響力はほとんど有していない。別の国

に本社があり、地方当局より財源がはるかに豊かな多国籍企業では、特にそれがあてはま

る。地方の小売店やスーパーマーケットで販売されているほとんどの包装済み商品は、そ

の場所で生産されたものではない。ある自治体、国、または大陸で生産されたものが、別

の自治体、国、大陸で消費される。このため、経済的に比較的脆弱な発展途上国の政府は、

容器包装業界への影響力をほとんど有しておらず、自治体の影響力はさらに小さい。地方

当局は、国家レベルで策定された廃棄物処理政策の下流部分の運用を委ねられることにな

る。

3.2  消費者

　アジア発展途上国での食料消費は、いわゆる「二極化」の進行によって特徴づけることが

できる。増加しつつある自己主張の強い新興消費者階級の興隆と、貧困層の孤立化の進展

への二分化が進んでいるということである。一方の集団は消費中心主義を体現し、もう一

方の集団は消費中心主義の結果生ずる廃棄物を生計のためにあさらなくてはならないとい

う社会経済的状況の中で、消費が行われている。アジアの新興中産階級の消費は、先進国

のパターンを模倣する傾向があった。社会的地位を象徴する具体的なものとして、消費の

在り方とライフスタイルが利用されるのである。消費者階級のほとんどは都市部に集中し

ており、それが廃棄物を量産する大量消費の元凶となっている。ベトナムの GDP が 2000
年から 2008 年までに、可処分所得の増えた新興中流階級の増加に伴って都市圏で 43% 増

加したことは（Nielson 2008）、この急速な変容の一例である。

　消費者のニーズは、より良い生活の獲得、維持または改善のために追求される一連の欲

求を反映したものである（OECD 2002）。消費者はこうしたニーズ、もしくはニーズと思い

込んでいるものを満たすために購入する。便利さを求めるために、また多忙なライフスタ

イルに合うようにデザインされた食物は、ますます多くの容器包装を必要とする。軽くて

柔軟性があり、耐久性があって液体を通さないプラスチックは、この目的に非常に合致し

ている。食品の保護や輸送という目的、さらに材料や使用上の注意、賞味期限等の情報を

得るという目的のために、消費者は容器包装に依存しているといってよい。容器包装は特

定の文化的意味合いも有している。例えば、贈り物は過剰包装される傾向にある。これは、

容器包装が印象的であればあるほど、贈り物も印象的になるという文化に由来している。

消費者の中には、大規模小売業者が、そうした人目を引くように包装された贈り物を販売

することが当然であると考えるものもいる。

　しかし一般的には、派手な消費をするしないにかかわらず、消費者は店頭で製品または

サービスを求めるのであって、必ずしも包装を求めるわけではない。容器包装は付随的なも

のにすぎず、製品を実現化する手段でしかなく、選択すべき商品群を差別するものに過ぎな

い（Brody 2006）。消費者の選択は好みの表現（選好）であるが、消費者には店頭に陳列されて

いる範囲でしか選択肢がないため、入手できるもの（必ずしも希望のものや自分の価値観に

合うものではない）だけでは好みを表現しきれないことがある。多くの理由から、この場合



28

IGES 白書 第 2 章  容器包装のバリューチェーンを事例とする持続可能な消費と生産のステークホルダー分析

の選択は、その店またはその競合店が陳列している在庫とシステム（製品の多様性等）という

制約範囲内で、ニーズや好み、あるいは性能を表現したものとなる。購入しないこともこう

した表現の一つである。レジ袋を「不要」と伝える、他店の品揃えを理由にある店の商品を買

わない、製品を包装しない、容器包装を家に持ち帰らないでスーパーマーケットに置いてく

る等が、いくつかの国で見られる消費者の表現の例である。しかしアジアでは、持続可能性

に対する懸念を動機とするこうした行動の事例は、現状ではほとんど見られない。

　Lee et al.（2009）は、特定のブランドの非買行動が増加しており、消費者の潜在的影響力

を裏付けるものであると論じている。持続不可能な包装がしてある商品は買わないという

消費者の態度は、ボイコットの効果と同様に、ブランドオーナーの利益、さらに結果的に

はその経営に影響してくる可能性がある（Cotte and Trudel 2009）。しかしこの方法は持続不

可能なブランドと持続可能なブランドを選択する権利が消費者にある場合にしか効力がな

い。店内のほぼすべての食品に（持続不可能な）包装が施されている状況で購入を拒否する

のは、非現実的な選択である。しかしより持続可能な選択肢がある一方で、アジアの発展

途上国の消費者にとって、本格的な消費者団体を組織し、自らが意欲を持って参加し、十

分に関わりを持って、より持続可能な容器包装の必要性を意識した消費選択を表明するこ

とには依然困難がつきまとう。この背景には、消費者の組織化という視点が欠けているよ

うに見受けられる。というのも、筆者は、バリューチェーン上の変革につながった効果的

な事例を探したものの、今回探し出すことができなかった。近いものとしては、シンガポー

ル環境協議会が主催している週 1 回の「買い物袋持参運動（Bring-Your-Own-Bag）」や、マレー

シア消費者団体組合（FOMCA）による全国消費者キャンペーン 2008 – 2010 での同様の取り

組み等、買い物客にレジ袋を断るよう呼び掛ける NGO のキャンペーンがあげられる。し

かしこうしたキャンペーンはそれ自体の政治的注目度が十分でなく、意図しない結果が出

る恐れさえある。持続可能包装連合（Sustainable Packaging Alliance）のライフサイクル分析

によると、再利用可能な袋は 104 回使用するか週 1 回 2 年間使用しないと、使い捨て袋よ

り環境負荷が低くならない。再利用可能なポリプロピレン製袋を 52 回しか使用しない場

合の環境影響は、標準的なレジ袋より悪い（Lewis et al, in press）。

　消費者団体は消費者の声を集約するものとして誕生したものである。その活動内容から

a）従来型の消費者保護あるいは、安全性、情報、選択、意見表明についての権利といった

消費者の権利に取り組む団体、b）環境上の消費者保護（従来型の消費者保護に加えて、基本

的ニーズ、救済策、教育、健全な環境等の要素のいくつかを含むことも含まないこともある）

に取り組む団体に分類できる（Akenji 2003）。1999 年に拡大版が出された国連消費者保護ガ

イドラインの改訂版（UN 2003）では、こうした消費者団体に使命が与えられた。消費者の

基本的権利の問題が未だ閉ざされたままの発展途上国では、多くの消費者団体が依然とし

て従来型の消費者保護から環境上の消費者保護への本格的移行を実現していない。

　環境の持続可能性の観点からみた場合、消費者の潜在能力に悪影響を及ぼすもう一つの

課題は、価格の変動である。価格は環境持続可能性以上に優先されるのが常である。最近

の研究によれば、消費者は「品質、性能、価格が同等な」場合でなければ、持続可能な製品

を購入しないという（Cotte and Trudel 2009）。例えばベトナムで 2008年に行われた調査では、

消費者の 77% が買い物をする小売店を価格によって変えたと回答している（Nielson 2008）。
価格が安いことは全体的にみて持続可能性が大きいことを意味しないため、消費者が低価

格を選択することによって、ブランドオーナーがさらに安価な別の容器包装を探すように

影響を与えていることになる。また環境資源やこれら素材の最終処分費用は価格に適正に

反映されないため、環境は市場における価格決定の仕組みの中で考慮されないこととなる。

　市民及び有権者としての消費者を利用（Berglund and Matti 2006）することで、選挙を通じて

政府機関に影響を及ぼす機会が生じてくる。こうした場合には消費者教育の持つ意義が益々

高まる。というのも、持続性問題に対する環境的・社会的意識の高まりを通じて、こうした
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問題に積極的な有権者、あるいは消費者団体の組織活動に参画する消費者が変革のための目

に見える力となる。そのことで政策決定者や選挙で選ばれた代表は間違いなく持続可能性を

優先度の高い事項に位置づけるようになる。消費者市民という考え方を模索した市民権に対

する草分け的な活動としては、消費者市民ネットワーク（Consumer Citizenship Network）が好

事例である。これついては、持続可能な消費の教育を取り上げた第 3 章で述べることにする。

3.3  小売業者

　本分析では、小売業者とは主に大規模直販店（郊外型大規模小売店、大型スーパーマー

ケット等）や小売りチェーン（ファミリーマートやセブンイレブン等）を指す。簡単な分析の

結果、以下の 4 点の結論を得た。（1）小規模の独立小売業者は数としては多いが、容器包装

関連の売上高で見ると大規模小売業者より少ない。（2）小規模小売業者は大規模小売業者の

トレンドや行動に大きく影響される。（3）容器包装関連のほとんどが消費されている都市圏

では、大規模小売業者は流行の仕掛け人となるだけでなく、大量消費も推進している。さ

らにこうした消費者階級や、消費者階級への参加を熱望して富裕層の消費スタイルをまね

ようとする階層に対して影響力を行使している。（4）強力な利益団体に組織化されている大

規模小売業者と異なり、小規模小売業者はあまり組織化されていない。

　1990 年代にアジアをスーパーマーケットの成長の波が襲った。Reardon and Gulati（2008）
によると、1989 年時点、中国にはほとんどスーパーマーケットがなかったが、現在では、6
主要都市の大規模小売業者の市場占有率は食品以外で 94%、包装及び加工済み食品で 79%、

加熱加工食品で 55%、肉類で 46%、果実で 37%、鶏肉で 35%、魚で 33%、野菜で 22% に上る。

大規模食品小売業者は加工食品及び半加工食品を扱っているのが普通であることを考える

と、容器包装による影響は大きい。2007 年のベトナムの消費者向け包装済み品目販売店は

50 万店で、前年から数にして 13%、小売価格にして 18% 増加している（Nielson 2008）。

　小売業者は消費者とブランドオーナーの仲立ちとして、消費者の需要を満たしつつ生産

者が売りたいものを勧めるという舵取り役を担うと同時に、自社ブランドへの注目を集め

ようとする。大規模小売業者は品揃えを豊富にすることで多くの消費者を引きつけ、また

商品の回転を速くしてブランドオーナーの顧客としての優位性を高める。大規模直販店の

価格は、大量仕入と大量販売によるスケールメリット効果で、他の店舗より安くなる傾向

がある（Fuchs 2006; Reardon and Gulati 2008）。小売業者は、店内を空調し、外見をきれいに

し、多くの消費者にアピールするように製品を陳列する。こうした一般に認識されている

優位性によって、小売業者は地元や街角の商店等の旧来の市場からますます多くの消費者

顧客を奪っている。

　小売業者は長い年月をかけてますます強力になってきており、一方では自らの条件（大

量購入による価格引き下げ、指定単位での容器包装等）で製品を供給するよう生産者に圧

力をかけ、もう一方では収益の拡大が見込める消費の増進を消費者に働きかける。スーパー

マーケットが販売向けの容器包装を受け入れるか否かが、製造業者による容器包装の決定

に大きな役割を担っていること、またそれが消費者の需要より優先されがちであるという

研究がある（CWMI 1999）。カルフール等の巨大小売業者は、特定の価格及び容器包装仕様

に合わない一部製品の販売を日頃から拒否している（Gereffi and Christian 2009）。仕様を詳

細に指定できることは、市場に影響を与える上で強力な手段となっている。

　自社ブランド製品のための陳列スペースを拡大する大規模小売業者がますます増えてい

ることから、大規模小売業者がブランドオーナーの製品や容器包装に与える影響力も増大

している。こうした大規模小売業者はブランドオーナーと小売業者という二重の役回りを

演じており、自社のブランドと競合するブランドの価格に影響を与えている。 また直販店

で陳列するブランド、陳列しないブランドを決定することで自社に対する競合相手を選択
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している。さらに棚の位置やディスプレイのサイズ、POP、広告や店内の広告スペース、

ブランドオーナーによる売り場でのマーケティング活動（製品サンプリング等）を決定す

る。これらはいずれも製品の回転に影響を与える要因と言われる。しかし小売業者が販売

製品すべてを自ら製造することは不可能なので、在庫のほとんどをブランドオーナーに依

存している状態に変わりはない。

　大規模小売業者は事業展開する地域に雇用機会を提供しており、地域経済に果たす役割

と資金力を組み合わせることで、地域当局を含む他のステークホルダーにかなりの影響力

を持つ。本研究で検討を加えたすべての国で、小売業者は一団となって自らの利益を代弁

する国家レベルの団体を形成していた。こうした団体は、容器包装または容器包装廃棄物

の管理に関する地域及び国レベルの決定に影響力を及ぼすことに成功している。

3.4  ブランドオーナー

　アジアの発展途上国は未だ多くの面で未成熟な市場であり、ブランドオーナーには新た

な消費を開始させ、彼らの欲求を具体化する機会が与えられている。経済成長、急速な都

市化、消費者階級の増加に伴い、こうした国々には食品の多国籍企業、次いでそれらに製

品を供給する中小企業（SMEs）が参入し、新しいライフスタイルが生み出す需要に合わせた

地域事業が急速に成長しつつある。アジア諸国は人口が多く、投資が実る可能性のある肥

沃な大地である。 例えばベトナムは若年層が厚く、2000年には人口の 3分の 1が 19歳未満、

半分超が 30 歳未満であった。ホーチミンとハノイの二大主要都市では、人口の 3 分の 1 に

あたる人々がインターネットに接続することができる（Nielson 2008）。そのため製造業者は

主要都市の新興中流階級に自社製品に対する忠誠心を植え付け、それを維持する機会を持

つ。新興中流階級は年齢が若く、新しいブランドや製品に飢えている。若年層のライフス

タイルに適合したインターネットや携帯電話に類するメディアを使って、こうした層を狙

うマーケティング手法さえ存在するのが実情である。

　ブランドオーナーは陳列スペースや製品に対する認知を他ブランドと競合しつつ、安価

で高品質の製品に対する消費者の需要を満たす方法を探し、熾烈な競争の続く市場環境で

事業を展開している。従って、消費者が通常最初に目にするデザインと容器包装は、その

製品を市場で最大限にアピールするため、極力目立ち、魅力的でなければならない（CWMI 
1999）。容器包装が目立つことで、ブランドオーナーは最強のマーケティングツールを一

つ手に入れたことになる。マーケティング成功のための容器包装デザインは、それ自体が

一つの好況に沸く業界となり、ブランドオーナーのマーケティング部門と容器包装デザイ

ナーの相互間で、「容器包装を正当なものにする」ことに資金が費やされる。そのため製品

と容器包装にかける費用の割合が偏る、つまり容器包装が製品自体より高価となる場合さ

えある。40 ある食品業界の部門のうち 10 部門で、容器包装コストが消費者の口に入る食

材のコストより高い（Hicks 2002）。

　バリューチェーンの効率、すなわち製品が製造業者から消費者まで移動する際の効率は、

ブランドオーナーがまず何をおいても検討すべき事項である。容器包装には費用効率の高さ

だけでなく、製品の輸送・保存中に内容物を保護・保存する機能が求められる。容器包装が

様々な味の乳飲料やカット野菜、電子レンジ用ポップコーン、生パスタ、電子レンジで加熱

するメインディッシュやスープ、細切りチーズ、容器入り飲料水等といった食品の長期保存

の成否の鍵を握ることは、広く認知されている（Brody 2006）。容器包装はさらに内容表示、

使用上の注意、賞味期限等、製品情報を消費者に知らせるためにも利用されている。

　ブランドオーナーは、容器包装の「仕様決定者」として、容器包装のニーズを生産者に直

接伝える。容器包装デザインの仕様は、「パッケージ開発の際に遵守しなければならない変

更不可能な制約条件」（Oostenforp et al. 2006, Pg 209）と言い表わされるように、大きさや素
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材、容器包装の持続可能性の基準等を含めて詳細に決められることもある。容器包装生産

者は、パッケージ開発プロセスのコンサルタント役にまわることもある。しかし究極的に

は、ブランドイメージの管理・維持、最終的な意思決定を行いたいというのが、ブランド

オーナーの狙いである。製品の性質とブランドオーナーによる販売用容器包装デザインが、

供給業者、卸売業者、小売業者の輸送用梱包に影響を与える。

　主要な食品ブランドオーナーは容器包装デザインやブランドイメージを管理・維持する

という目的に沿って、社内に自社容器包装部門を持つことが多い（Brody 2006）。容器包装

技術や容器包装設備の保持には多額の費用が必要なため、設備を所有してしまうと、仕様

変更が生じた際、障害要因となる場合がある。製造業者は一旦このような高価な技術に投

資してしまうと、想定期間内に投資に対する見返りを得ようと経営計画を立てる。その結

果、設備の減価償却が終わらないうちに自社の容器包装に対する考え方が環境上好ましく

ないことが明らかになっても、設備が多少とはいえ利益に貢献してくれる段階であれば、

仕様をあえて変更するほどの動機はまず出てこない。切り替えにかかる相対コストが高額

な場合はなおさらである。

　ブランドオーナーは小売業者を通じて自社製品を消費者に届けることが一般的である

が、マーケティングや広告を通じて直接消費者に働きかけるという積極的な役割も果たし

ている。Brody（2006, 111）も述べているように、「企業は競争の激化する市場で容器包装を

重要な武器の一つとして利用するため、容器包装部門副社長の肩書きを持つ人材や、説得

力のあるマーケティング、ブランド、製品といったものの管理を任せられる人材の雇用を

拡大している。」インターネットや携帯電話は若年消費者層になじみのある新技術の例であ

るが、両者のおかげでブランドオーナーは小売業者を飛び越え、消費者に直接ブランドイ

メージを提供する手段を手に入れた。現代的な文化や多忙な生活、若年者の認識が要求す

るところに応えようとして製品を提示する際、容器包装は単なる器を超えて、それ自体が

製品となり、消費者の感情的・心理学的欲求を満たそうとする。消費者の欲求は大部分が

広告の影響で形成されたものである。この種の容器包装は、先進国の消費者主義を模倣す

べきライフスタイルであると考えている新興消費者層の目には、とりわけ魅力的に映る。

　多国籍企業の大多数は先進国を発祥の地としており、欧米的な生活様式の魅力を具現化

した存在であるといえよう。多国籍企業のこうした特徴は、アジアの発展途上国における

食品の生産・包装方式に強い影響を与えている。競争を生き残った地元製品は、今では多

国籍企業が設定した基準を採用している。Gereffi and Christian（2009）によるグローバルバ

リューチェーン分析によると、多国籍企業は「世界のファストフード技術、加工食品、発

展途上国で一般的となった欧米的な文化基準の普及役である。多国籍企業の活動は、世界

と各地域の経済取引の引き金となっており、世界各地の食品生産者や製造業者、小売業者

が多国籍企業発の戦略を採用し、国内のニーズに適合させようという動きが加速している」

と論じている（同上、Pg 10）。

　麺類や米等の伝統食品は、現在では都会の生活様式に合うように加工して売られている。

例えば味の素、日清食品等といったブランドオーナーは、紙やプラスチック、あるいは発

泡スチロールカップを容器包装として使用し、忙しい日々を送る都市住民に「お湯を注ぐ

だけで」すぐ食べられるインスタントの麺類や米飯を提供している。

　企業は、研究・開発を通じて、既存製品の品質改善、新たな製品及び技術、または市場

への浸透を図る新しい手法を生み出すための多くの知識を蓄積してきた。ブランドオー

ナーは、消費の裏側にある心理、消費の傾向と動向、さらに消費者を引き込むためにそれ

らを利用する手法について理解するために、継続的に消費行動の統計をとっている。その

中でも、容器包装開発の分野では、消費促進の観点から消費者心理の研究が継続的かつ集

中的に行われている。
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　ブランドオーナーには株主の影響力も及ぶ。消費者基盤や業績上の利益が問題となるよ

うな場合はなおさらである。株主からの影響を受ける度合いは食品会社が最大である。企

業というものの性質を踏まえると、株主が投資に見返りを求めるのは当然である。市場構

造は競合的であり、企業は、株主の利益を重視するため、持続可能な消費と生産に必要と

されるような長期計画を立案する余地はほとんどない。 経営陣（経営陣は、通常はオーナー

または株主ではない傾向がある）の決定が環境にとってよりよい効果をもたらすような善

意から出たものであっても、従来のビジネス言語を通して株主にうまく伝わらない場合に

は、経営陣が大きな犠牲を払うことになりがちである。ただし倫理上の成果を求める投資

家の急増という肯定的な変化もある。例えば大規模年金基金は投資した企業に持続可能性

の改善を求める。企業は、政府による規制や消費者の圧力がなければ、環境上の配慮につ

いて表面的な体裁を整えるだけで最終損益には反映させず、法律上の定義に従うという形

で決着しようとするかもしれない。そのため、環境上の検討課題より財務上の利益が優先

される場合が多いのである。

4.  ステークホルダーの特徴

　図 2.2 は、上記の分析に基づいて、容器包装バリューチェーン内のステークホルダー間

の影響関係をまとめたものである。矢印の大きさと方向は、当事者間の影響の程度を示し

ている。当事者 A から当事者 B に対して太い片方向の矢印が伸びている場合には、当事者

A の方が当事者 B より容器包装決定に及ぼす影響力が大きいことを示す。主な結論は以下

の通りである。

図 2.2   製品容器包装チェーン内の容器包装の持続可能性に対する関係と 
ステークホルダー同士の影響（方向と相対的大きさ）

 

出典 : 著者

　上述の分析でも示したが、個人消費者が市場のあり方そのものを変化させる影響力は、

現状では比較的小さい。小売業者は製品の種類や量、容器包装を予め決定できるし、消費

者の決定に影響力を及ぼす洗練された手法を持つ。その一方で、製品を購入するのは消費

者であるので、消費者と小売業者は、互いにバランスのとれた強い影響関係を持つ傾向が
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ある。同様に、消費者とブランドオーナーの間にもバランスのとれた強い影響関係がある。

しかし消費者に対しては、小売業者とブランドオーナー双方からの影響力が及ぶため、消

費者が両者に及ぼす影響力は分散し小さくなる。従って消費者は、少なくとも容器包装の

領域では、バリューチェーンのどこにおいても持続可能な容器包装へ向けた変化の主要な

推進役を担うことはほとんどない。このことはいくつかの研究を通して既に推測されてい

る（例えば Fuchs and Lorek 2005; Sustainable Consumption Roundtable 2005 を参照）。言うまで

もないことであるが、市場において持続可能な容器包装へ向けた変化をもたらすためには、

消費者の意識啓発プログラムのみでは不十分であり、そうしたプログラムを持続可能な消

費を達成するための最重点施策とすべきではない。

　一方で、影響関係の中心に存在するのは、小売業者とブランドオーナーである。これら

の当事者の影響力が組み合わさることで、バリューチェーンの決定が左右される。消費者

が持続可能な容器包装を求めても、それが導入されるか否かは、この支配的かつ大きな影

響力によって決定される。こうした強い影響関係を無視した場合、政府の方針は効果的な

ものとはならない。とはいえ、両当事者にとって特に重要なのは大株主であり、その多く

は持続可能性の問題にますます関心を持つようになってきている。

　自治体は廃棄物管理費用を負担しているが、生産過程に対する直接の影響力はほとんど

持たない。そのかわり消費者が利用している廃棄物管理システムと処理方法に対する影響

力を持つ。そのため自治体は日常的に、環境に影響を与える消費者の行動や適正な廃棄物

処理に関する議論に関わることが多い。自治体が、強力な影響力を持つ小売業者やブラン

ドオーナーと連携して、バリューチェーンの上流段階を変えようと試みることは少ない。

従って、環境意識の高い消費者や地方自治体だけでは、バリューチェーン上流を変化させ

るほどの影響力を持たないであろう。政府はこうした下流に位置する当事者に対して、持

続可能な容器包装の実現に向けて行動するための能力開発を行う必要があり、また持続不

可能な容器包装に対処する一連の方針を定める際には、主にブランドオーナーと小売業者

をマルチステークホルダーアプローチの一環として関与させる必要がある。

4.1  主導する当事者

　3I モデルによって、影響力の根源がどこか、すなわちバリューチェーン内で最大の影響

力を持つ当事者が誰なのかを特定できる。ここでは、Gereffi and Christian（2009）のグロー

バルバリューチェーンモデルで用いられた「主導する企業」という概念を参考に、こうした

当事者を“主導する当事者”と呼ぶ。主導する当事者の特徴は以下の通りである。

1.  最終製品またはブランドに対する所有権または法的権利（特許、著作権、裁判所登録等）

のほとんどを持つ。

2.  マーケティング上、技術上、または財政上の優位性を利用し、バリューチェーン内の

他の当事者に自らが定めた基準または規格を守らせることができる。

3.  製造方法、外見（容器包装等）、配送方法等、どの製品をどういうルートで市場に流通

させるのかを指定できる。

4.  働きかける力、すなわち状況に応じた対応策を見出す能力や、自身の行動を変えるこ

とで他者をけん引する能力を持つ。

　3I ステークホルダー分析から、容器包装バリューチェーン内で最大の影響力を有するの

は、大規模小売業者とブランドオーナーであることが明らかになった。容器包装に関する

仕様の決定は、ほとんどこの 2 つの当事者が行っている。これら 2 つの当事者は、生産と

流通にかかわり、 供給業者及び小売直販店の店舗設定に影響力を有するために、消費者に

対して強い影響力を持ち、大規模な資金調達が可能で、積極的に利益を追求する利益集団

として自らを組織化している。
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　容器包装が最も過剰であると考えられる加工食品のバリューチェーン内に大きな影響力

を持っているのは、スーパーマーケット等の大規模小売業者であり、その影響力は益々増

大している。その一方で、小売業者は供給全体でブランドオーナーに依存しているため、

結局はブランドオーナーにも大きな影響力が存在している。また既に紹介した通り、大規

模小売業者は、自社ブランドの開発を始めているため、ブランドオーナーでもある。その

ため、バリューチェーン内における容器包装に関する行動を変えるためには、ブランドオー

ナーを標的にすれば大規模小売業者もその対象となることが考えられる。ブランドオーナー

を対象とした政策を打ち出すことで、影響が及ぶ全ての当事者が関わってくると考えられ

る。バリューチェーン内の容器包装行動の変化要因としてのブランドオーナーの潜在能力

を理解するためには、ブランドオーナーを上記のような主導する当事者と考えるのがよい。

　例えば主導する当事者としてのネスレは、世界最大の食品会社であり、技術資産や情報

資産に対して大きな支配力を有している。そうした支配力を持つことで、同社は加工食品

及び半加工食品業界の他の主要当事者が従わなければならないパラメータを設定すること

ができる。ネスレは、ネスカフェ、ペリエ、マギー等の人気ブランドのサプライチェーン

と製品、製造基準の主要段階を直接管理しており、ネスプレッソコーヒーメーカーやカプ

セル等、市場の様相を全面的に塗り替えるような新製品を考案し実現する等、革新的な技

術力を持つ。こうした企業は、貧困層の購買力には限界があることを認め、貧困層向け市

場の開拓のために、インスタントコーヒーのような製品に小分けの容器包装を施して販売

している。

　Gerefii and Christian（2009, 5）は、主導する当事者について、「業界内の行動に及ぼす影響

力は、政府の法律や規制より大きい。政府の法律や規制は施行面の難しさが妨げとなるこ

とが多いが、一方で、もし供給業者が主導する企業の基準に従わなければ、厳しい罰則を

科せられるか、バリューチェーンから外される可能性がある」と指摘している。容器包装の

ような複雑かつ多数のステークホルダーが関わってくる問題に対処する場合、アジアの発

展途上国政府は政策の網を広範囲に広げるより、ブランドオーナーを標的としてその行動

を持続可能な方向に導き、ブランドオーナーが直接的あるいは間接的に大きな影響力を及

ぼす当事者に対しても同様の行動を要求するという方策を取るべきであろう。年金基金等、

利益より理念を求めるステークホルダーや倫理を重視するその他の投資家が、重要なテコ

の役割を担ってくれるかもしれない。さらに発展途上国の中小企業（SMEs）は、企業行動を

環境上持続可能な方向へと急激な舵を切るには概して力不足である。SMEs は大企業に製

品を供給していることが多いが、政府は、大企業がこうした SMEs に対して持続可能性の

面での指導力を発揮するよう働きかけるべきである。

5.  持続不可能な容器包装を回避するためのアプローチ

　本章では、持続可能な容器包装に向けて、政策決定者に推奨したい 2 つのアプローチを

紹介する。選択肢の再編集と拡大生産者責任（EPR）である。選択肢の再編集には 2 つの利

点がある。これは持続不可能な容器包装資材とデザインを回避するだけでなく、不要な容

器包装を防止するアプローチでもある。持続不可能な選択肢を除外することで、消費者が

店頭にある持続不可能な（しかしおそらく安価な）選択肢を選択することを阻止できる。し

かし廃棄物を完全になくすことはできないため、選択肢の再編集では阻止できない類の廃

棄物について、EPR を利用して責任を割り当てる必要がある。使用済みの容器包装の処理

責任をステークホルダー間で分配し、一義的な責任の所在を生産者と排出源に移行するこ

とで、EPR は財源が不足した自治体の負担を取り除き、そもそも廃棄物となる製品を製造

した最大の責任を負う当事者に、この負担を負わせることになる。この 2 つのアプローチ

を推奨する裏付けとなるのは、3I バリューチェーン分析の結果である。また、両者は同時

に実施されるべきである。
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5.1  選択肢の再編集

　選択肢の再編集という用語は、消費者政策、小売、持続可能性に大きな役割を果たして

きた専門家集団、持続可能な消費のための円卓会議（Sustainable Consumption Roundtable）
が作り出したものである。同会議は消費の選択肢は環境基準の範囲内で創出すべきとす

る提言を行っている。同会議の報告書の一つ、「人が取り組めば私も取り組む（I Will If You 
Will）」（Sustainable Consumption Roundtable 2006）は、持続可能な消費を主流化するための方

法を検討し、持続可能性問題の範囲と緊急性を踏まえ、消費者の決定の持つ多種多様な影

響力を考慮に入れた上で、消費者に持続可能な消費に関する責任を負わせるのは現実的で

ないと結論付けている。同報告書は「環境上責任ある行動を先頭切って全うすべきは、サ

プライチェーンの上流に位置する者である」と述べている。選択肢の再編集は、こうした

分析を踏まえて、この会議が行った提言の一つである。

　選択肢の再編集には、特定の基準を設けて、消費者が利用可能な製品やサービスの範囲

から持続不可能な選択肢を取り除くという手法が含まれる。この手法は、製造業者やサー

ビス提供者が、提供すべき製品やサービス、さらに製品規格の決定に対して、持続不可能

な選択肢を取り除くという形で実施され、そうした決定は、利益や、利用可能な技術、あ

るいは社会のニーズに基づいて行われる。また既に広く行われていることであるが、小売

業者は陳列する製品を選ぶ段階で選択肢の再編集を行う。従って、容器包装はこうした製

品の選択に影響を及ぼす要因となる可能性がある。

　政府も選択肢の再編集を利用することで、持続不可能な製品やサービスを除外すること

ができる。あるいは政府の奨励がなければ不可能であった類の持続可能な製品やサービス

の開発を促すことができる。それによって政府は、資源の活用方法や、生産と消費に影響

を及ぼすことができる。消費者の選択と行動は、消費者にどのような選択肢が提供されて

いるのかという事実を反映しているに過ぎない。言い換えるならば、消費者の選択は、政

策に対して反応し、製造業者とサービス提供者を選択し、小売業者が陳列を決めた製品（ま

たは陳列しないことを決めた製品）を反映したものである。消費者は結局のところ、すべ

てを決定できる王ではない。

　オーストラリアや EU では国内の白熱電球の使用が段階的に削減されており、中国等、

アジア各国でも現在使用削減が検討されている。これは持続可能性に対する懸念から政府

が実施する選択肢の再編集の事例の一つである。同様に、数カ国で見られるスーパーマー

ケットでのレジ袋の使用禁止は、容器包装の選択肢の再編集に向けた第一段階と見ること

ができる。政府による選択肢の再編集は長年にわたって、またすべての国で行われ、消費

者保護や大衆の安全のために広く利用されている。 例えばほとんどの国では、消費者はた

だ歩いて店に行ってもピストルを買うことはできない。こうした危険な選択肢は市場から

排除されている。また玩具に鉛を使用した毒性塗料を使うことは、多くの国で禁じられて

いる。 従って選択肢の再編集は特に目新しいものではなく、既に公共政策の強力な根拠と

なっている。

　生産や消費に関する公共政策で利用される選択肢再編集の大部分は、経済成長、健康、

安全性を基準に置いたものである。従来、環境上の利益とはほとんどの場合付随的なもの

であった。こうした傾向に変化が見られるようになったのは 1990 年代からであり、世界

の指導者はアジェンダ 21 を通じて「地球環境が継続的に悪化している主な要因は、持続不

可能な消費と生産のパターンである」と認めている（UN 1992a, 第 4 章 3 節）。アジェンダ 21
の批准国は、「持続不可能な消費と生産パターンの低減と除外」に本腰を入れて取り組むと

宣言した（UN, 1992b; Principle 8）。従って、こうした点から、政府には、製品と生産に対す

る選択肢の再編集を行う上で、持続可能性を基準として取り入れ、社会的・環境的な負荷

の排除へ向けた高度ではあるが現実的な基準を設定する義務があるといえるであろう。
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Box 2.1  選択肢の再編集を適用するためのロジカル・フローの一例

5.2  拡大生産者責任

　Davis et al.（1997）は、先進諸国の 30 年前の状況を以下のように記述している。これは、

アジアの発展途上国において依然当てはまる現実である。

　「規制は、プロダクトチェーンの各段階との結びつきに関係なく、個々の企業から

の汚染の排出をコントロールすることに重点を置いてきた。環境責任に対するこの限

定的な見方では、例えば固形廃棄物管理は、個々の家庭またはそれらの代わりに活動

する地域行政の責任範囲であった。リサイクルが不可能な多層包装された使い捨て製

品の生産者はこれまで、製品または容器包装が廃棄物となった時点でそれらに対する

何らかの責任を持つとは見なされてこなかった。固形廃棄物の負荷が増加し、処分規

制の厳格化により固形廃棄物管理費用が増大したため、地方行政の予算が火の車とな

り、地方税が増税された。同時に固形廃棄物管理施設の設置場所の選定は、大きな政

治的な紛争の場となった。地方行政は、自身が引き起こしていないのに独力ではほと

んど阻止できない問題に対する責任を負わされている。」

　さらに製品バリューチェーンの上流段階に対する自治体の影響力が限定的であるため、

生産と消費のシステムと一体となっている難問を、短期的な視野で最終廃棄の局面で解決

していかなければならなくなっている。容器包装廃棄物の問題に発生源ではなく最終廃棄

物の方向から対処することで、容器包装廃棄物の発生とそれに関連する環境影響の急増を

抑制できるとは思えない。このことは原則としては広く認識されているが、設備不足の自

治体が受ける圧力を取り除き、廃棄物の発生に大きく関与している現場、しかも自らの命

運を左右するような決定がなされている現場である発生源自体に影響力を及ぼすことは、

依然困難である。

　いくつかの先進国では過去 30 年にわたって、上記の容器包装問題に対処するアプロー

チとして EPR（拡大生産者責任）が適用されてきた。EPR とは環境政策のアプローチの一つ

で、生産者は製品に対する責任や、その製品がライフサイクル全体を通して及ぼす環境へ

の影響の責任を負うというものである。製品がライフサイクル全体を通して及ぼす環境影

響には、原料の選択によって生じる上流段階での影響から、製造段階を経て消費や消費後

の段階で生じる下流段階での影響が含まれる（Davis et al. 1997; OECD 2001）。EPRは理論上、

i.  ニーズ : 問題となっている容器包装の機能とは？ 容器包装を必要とするステークホ

ルダーは？ バリューチェーンのどの段階で必要か？ 容器包装の使われ方は？ また

使用の推進力とパターンは？

ii.  持続可能性 : 容器包装の生産、使用、廃棄は持続可能か？ ライフサイクルアプロー

チは、製品の持続可能性、つまりある製品のライフサイクル全体で見た持続可能性

を理解するためのツールの一例となりうる。

iii.  代替案 : 同様の機能を発揮し、同様の利便性を持つとみられる、容器包装または容

器包装資材の（より持続可能な）代替品はあるのか？ 
iv.  費用 : 新たな容器包装代替品を開発した際、あるいは既存品の主流へ組み込む際と

を比較した環境的、財政的、社会的費用は？

v.  再編集 : 政府は、上記段階に基づいて、既存の選択を除外すべきかどうか、また、

どのように除外すべきかを決定できる。選択肢の再編集には、持続可能な消費のた

めの円卓会議（Sustainable Consumption Roundtable 2006, Pg 22）が「迅速な製品変更へ

の明快な指針」と呼んでいるものが必要である。この指針は、政府と主要ステークホ

ルダーの十分な関与によって促進される。

出典 : 著者
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（i）使用済み製品の処理の責任を（物理的責任、経済的責任の両方またはいずれかを、完全

にまたは部分的に）自治体から取り除き、上流側にいるブランドオーナーに移行する、（ii）
ブランドオーナーに環境影響を考慮して容器包装設計を行うような動機付けを与える、と

いう 2 つの手法によって、汚染者負担の原則と環境配慮設計を組み合わせ、容器包装廃棄

物の発生抑制アプローチとして機能するはずである。原則の上では廃棄物の発生抑制が最

重要とされているものの、実践の上では EPR の実施は、ほとんどの場合消費後の廃棄物管

理、特にリサイクルと焼却に向けられている。リサイクル率を上げて埋め立て処分を減ら

すためには有益であるが、これでは資源の消費や汚染の低減といった、発生源で廃棄物の

発生を阻止するメリットを享受できない。

　EPR の原則に基づいて、すべての責任を生産者に負わせることは現実的ではない。EPR
が適正に機能するためには、バリューチェーンの他の当事者に適切な責任を割り当てる必

要がある。政府が適切に導入すれば、EPR は複数のステークホルダーが持続可能な容器包

装へ向けた取り組みに関与する機会と、当事者グループ全てに影響する政策の組み合わせ

を利用する機会を与えてくれる。当事者グループとは容器包装の場合で言うと生産者、小

売業者、消費者、地方自治体である。

　EPR に関しては既に豊富な文献が存在するので（例えば Davis et al. 1997; Lindhquist 2000; 
Lewis 2003）、ここではこれ以上言及しない。OECD（2001）発行の「拡大生産者責任：政府

向け指針マニュアル」は、最初に読むには最適の出版物である。より最近の発行物では、

IGES 発行の「東アジアにおける拡大生産者責任 : 国際的資源循環の検討（Hotta et al. 2009）」
が、アジア地域における EPR の実用的解釈の調査研究を行っている。

　EPR は既存の政策の組み合わせではなく、政策決定の指針となる原則である。この政

策アプローチをここで推奨するのは、それが単独で機能するからではなく、例えば選択肢

の再編集といった廃棄物発生抑制のための予防的なアプローチを補完するものだからであ

る。アジアの発展途上国の実施能力には限界があることから、EPR 政策のアジアでの実施

には多くの課題も存在している（Bengtsson et al. 2009）。従って、廃棄物発生量の大幅削減

には発生防止アプローチを採用し、選択肢の再編集のフィルターを最終的に通過してきた

廃棄物について、当事者にその処理責任を割り当てる際に EPR 原則を採用すれば、発生防

止アプローチを補完することが可能になる。アジアの発展途上国での EPR の採用をさらに

現実的なものとするため、国レベルの容器包装調査委員会を設置しようという提言を以下

で行う。

6.  提言

　具体的提言は以下のようなものである。

•   容器包装のステークホルダーで構成された国レベルの容器包装調査委員会を設置して、

容器包装の置かれた状況を継続的に見直し、最新動向に先手を打つことで政策の選択

肢を評価する。より持続可能な容器包装を推進するという観点に立って、ステークホ

ルダーに対する助言を行う。

•   各商品の性状にあわせた新しい使い捨てパッケージを定期生産する必要性を減らすた

め、類似製品を持つブランド間で容器包装を調和させ、再充填可能なものにする。

•   さらにアジア各国間の容器包装基準と国レベルの政策を調和させ、国ごとに異なるタ

イプの容器包装を開発しなければならないというブランドオーナーにとっての煩わし

さを軽減し、広い市場圏全体での大幅な廃棄物削減を達成しやすくする。
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6.1  国が設置する容器包装調査委員会

　国によって様々な要因が、容器包装の形状や活用方法に影響を与える。 各国は包括的な

提言に従うより、容器包装デザイン、容器包装の仕方、容器包装廃棄物の問題をシステム

レベルで統合するため、複数のステークホルダーで構成される国レベルの容器包装調査委

員会（PRP）を設置すべきである。PRP の設置により、より持続可能な容器包装への移行を

実現するために、国の置かれた状況を精査し、複数の実行可能な手段や制度の中からいず

れかを選んで採用する機会を生み出す。

　国レベルの容器包装組合（マレーシア容器包装協議会、Packaging Council of Malaysia 等）や

消費者団体の連盟（インド消費者教育研究学会、Indian Consumer Education & Research Society
等）といったステークホルダーの団体は、既に多くの国に存在している。こうした利益団体は、

PRP への参加資格を持つステークホルダーの代表的なものであるかもしれない。しかし PRP
は単なる利益団体より一歩踏み込んだ性格を持つ必要があり、しかも環境的・社会的課題に

対してより統合的に対処できるような、より広範かつ迅速な権限を持つ必要がある。この委

員会は政府の主導によって、容器包装に影響するまたは影響される当事者を幅広く代弁し、

解決策の構築に加わり、実施の責任を負わなければならない。 3I 分析で示したように、各ス

テークホルダーの役割と、それらがバリューチェーンに与える影響を考慮することが重要で

ある。ここで述べる容器包装バリューチェーン内の主要なステークホルダーとは、政策決定

者、ブランドオーナーと小売業者、研究者、環境団体、消費者団体、地方自治体、独立した

有識者（例えば容器包装デザイン、マーケティング、コミュニケーションの専門家等）である。 

　PRP はより持続可能な容器包装を推進するため、各国の現状に合わせた方法で、継続的

に容器包装の置かれた状況を見直し、最新動向に先手を打つことで政策の選択肢を評価し、

関係諸団体に助言を与えることになるであろう。また、政策立案のための情報を提供し、

政策に関する提言を行うことができる。バリューチェーン内のブランドオーナーと小売業

者は、この委員会の運営費の支出を課されるかもしれない。専任の PRP 事務局は、強力な

権限を持ち、独立した有識者を擁することで、将来的な国費の大幅節減を成し遂げ、自国

の生産と消費のパターンを持続可能な方向に持っていくことに大きく貢献できるであろう。

　政府や PRP が検討する可能性のある政策とは、例えば以下のようなものである。 

容器包装の選択肢の再編集に向けた政策

　政府は PRP の議論に基づき、すべての消費者向けの容器包装の持続可能性に関する最低

基準や、市場から排斥されるべき選択肢を設定できる。排斥される選択肢とは、例えばラ

ミネート素材や複合材料を組み合わせたものである。そういった複合材料は管理が大変と

いう理由や、差引すると環境上のメリットがなくなってしまうためにリサイクルが困難と

いう理由で廃棄される。基準は各国の技術的・制度的能力を反映したものでなければなら

ず、全体的に環境上の制約内で運用されなければならない。また可能な範囲で、例えば大

きさ、容量、厚さ等、容器包装の削減を要請するものでなければならない。中国の「過剰包

装防止法」（Excessive Packaging Law）では、広範な製品に対して製品コストと包装コストの

比率、内容物で満たされていない空間の比率、包装の層数の上限が設定されている。 また

韓国の「包装方法及び包装資材の基準に関する政令」（Ordinance on the Standards of Packaging 
Methods and Materials）では、ほとんどの製品包装について「内容物で満たされていない空間

の比率」に関する目標値が設定されており、特に飲食店、公衆浴場、百貨店での使い捨て

のコップ・皿、ビニール袋、紙袋の使用が法律的に規制されている。

　選択肢再編集の導入に伴う課題は、全体として好ましくない結果を生むことなく、実施

可能かつ問題の解決に有効な方法で、適正な最低基準を見出すことである。何らかの行為
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の禁止、課税、助成金の支給、段階的廃止は、選択肢再編集のための既存手段の例の一部

にすぎない。創造的な政策とは、様々なステークホルダーに対して一層融通のきくもので

もある。ある種の容器包装には、既により持続可能な代用品がある場合もあり、また、代

用がきかない容器包装しか存在しない場合もある。市場経済における政府の重要な役割と

して、市場が実現可能な代用品を採用または開発する方向に進むように、また、消費者が

新しい形態の容器包装を受け入れるように「促す」ということがある。

　政府は、持続不可能な選択肢を排斥しつつも、同時により持続可能な選択肢を導入する

ための動機付けを与えるべきである。生分解性プラスチックが石油由来のプラスチックの

本格的な代用品となる可能性については議論の余地があるものの（Song et al. 2009）、こうし

た素材を限定的に、しかし適切に応用することで、複数のメリットがもたらされるかもし

れない。例えばイベントで使う使い捨ての皿や食器の代わりに生分解性プラスチックを使

うことで、廃棄物を原料別に分別する必要がなくなる。残飯と生分解性プラスチックを同

じ有機性廃棄物用のごみ箱に入れ、後で堆肥化することが可能になるためである。国は生

物由来の生分解性プラスチックや他の新素材の性能、さらにそれらを現在使われている持

続不可能な容器包装資材の代用品として応用できる可能性を評価するためのパイロットプ

ロジェクトを開始することができる。もちろん既存の容器包装資材も再評価するべきであ

る。例えばインドの道端の屋台では、植物の葉から作られた皿や椀が未だに使われている。

置いておけば野生の牛が跡形もなく食べてくれる。

　容器包装を禁止または削減するなら、その容器包装が必要とされなくなる食品システム

への移行を奨励する政策による後押しが必要である。例えば地方の特産品を売るための戦

略的スペース（都心の土地や屋台等）を街中に置くことで、地方の産品の消費が奨励でき、

しかも容器包装は最低限で済む。これは、スーパーマーケットでの買い物に対する実現可

能な代替案である。これによって干す、塩漬けにする等といった（伝統的な）食品加工法

（Hicks 2002）や、容器包装の必要性が少ない都市内や都市外縁での農業（Anh et al. 2004）を
奨励することも可能になるかもしれない。

容器包装の調和

　類似製品の容器包装が多彩な場合、それはブランドや想定消費者層に対する製品の差別化

を目的としている。しかしそれは様々な形態の容器包装を揃えずに、単純なラベルを貼付け

るだけでも実現できる。従って、似たような製品群を持つブランドオーナーに、共通の容器

包装基準を開発して容器包装の調和を実現するように、さらにライフサイクルの観点から総

合的に見てメリットがある場合は、パッケージを再充填可能なものにするよう求めることも

できる。容器包装を調和することで、同じブランドであれば何度も使えるため、一度しか使

えない新しい容器包装を定期生産する必要が減る。その典型例がベトナムにある。ベトナム

ではビール瓶と配送梱包用の箱の大きさと形が決まっており、醸造元は他の醸造元のものを

使うことができる。ブランドの違いは紙に印刷して瓶に貼ったラベルでわかる。さらに瓶と

箱は再使用が可能で、返却するとその分の料金が戻ってくるため、消費者は空の瓶と箱を必

ず返却する。ジャムやフルーツジュースの容器包装にもこうしたシステムを採用することが

可能であろう。政府は国レベルの容器包装団体と共同で、ライフサイクルの観点からこうし

たシステムを評価し、さらに持続可能な解決策を促進または義務化するべきである。

　アジア諸国は、持続可能な容器包装へ向けた取り組みの効率性を高め、そこから大規模な

成果を得るために、互いに協力して行動を起こすべきである。容器包装基準を標準化し、国

ごとの政策に調和をもたらすことで、アジア諸国の政府は、ブランドオーナーや特に大規模

多国籍企業に対して、容器包装に対する拡大生産者責任の枠組みを順守させるだけの力を集

結することが可能になる。さらに各国が容器包装に関する共通基準を導入すれば、一連の容

器包装政策に企業が対応し、容器包装を簡素化することも容易になる。さらに容器包装の世
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界に大規模かつポジティブな変革が起きれば、持続可能性の面でメリットも大きくなるであ

ろう。容器包装の調和を共同で推進するのにふさわしい団体としては、例えばアジア包装連

盟（Asian Packaging Federation; APF）等がある。APF は国レベルの容器包装団体を傘下におく

業界組織で、その活動目的は、法律や規制にとどまらず、教育や容器包装開発、環境面の活

動等といった容器包装関連団体による各国間の協力を促進することにある。

拡大生産者責任に向けた政策

　EPR 原則は、アジア諸国における容器包装の廃棄物最小化戦略を改善するための指針と

なり得る。これに関連して、日本、台湾、韓国は、規制的アプローチをとっている。例え

ば 1995 年に発効した日本の容器包装リサイクル法は、容器包装の中身の生産者に消費者

向けの容器包装リサイクル義務を課し、政府がリサイクルの能力に応じて目標値を設定し

ている。一方オーストラリアやシンガポール等の国々は、EPR に対して自主規制的なアプ

ローチをとる。2007年に発効したシンガポール包装協定（Singapore Packaging Agreement）は、

食品及び飲料業界を対象として業種ごとに行動計画を作成し、様々な容器包装資材から生

じる容器包装廃棄物を削減するための明確な目標を設定している。

　容器包装に関する拡大生産者責任に採用できる政策的手段はいくつかある（OECD 
2001）。「回収の義務化」は、生産者に使用済み製品の容器包装を回収する責任を課すもので

ある。また「達成基準」は生産者にどの程度まで使用済み製品のリサイクルを課すかを定め

るもので、リサイクル手法を規制することも可能である。これらの基準には、生産者に動

機付けを与えることで、容器包装を回避するか、あるいは再利用やリサイクルが容易な容

器包装を選択させ、それによって環境への影響を最小化しようという狙いがある。EPR の

採用にあたっては、遵守に対する動機付けや違反した際の罰則を定めるとともに、明確な

目的と対象を設定し、各当事者の役割を明確化しておく必要がある。

　EPR のシステムを効果的なものとするには、包装された製品の生産者とは誰なのかを

明確に規定しておく必要がある。本研究ではバリューチェーンの主導当事者たるブランド

オーナーである。さらにブランドオーナーとともに市場に大きな影響力を持つ小売業者も、

容器包装廃棄物の収集、輸送、貯蔵、処理の費用の大部分または全額の負担をはじめとす

る責任の大半を、ブランドオーナーと分け合う。しかし、これらの当事者は上記の活動を

すべて物理的に行う必要はない。例えば日本では、企業が日本容器リサイクル協会に容器

包装廃棄物の処理費用を支払っている。このように、影響を受ける当事者は物理的インフ

ラを提供し、容器包装廃棄物管理の物理的活動を取り扱う第三者団体を設立することがで

きる。EPR の採用によって、容器包装の回避または削減から生じる可能性のある 3 つのメ

リット、すなわち容器包装コストの削減、容器包装廃棄物処理コストの削減、環境に対す

る悪影響の軽減に取り組むための動機がブランドオーナーに与えられる。

　廃棄物の発生防止を優先するため、ブランドオーナーには製品の容器包装を定期的に見直

し、前期に改善を行った特定製品の容器包装、新たに導入した容器包装、次期の容器包装計

画や改善計画等を盛り込んだ報告書を提出することが義務付けられる。例えばオーストラリ

アの包装協定（National Packaging Covenant）は加盟団体に対し、この協定の義務を遂行するため

の 3 ～ 5 カ年計画の提出、年次進捗報告書の作成、リサイクル資金に充てる年会費の支払い

を要求している。またシンガポールの協定では、部門ごとの年次報告書の提出が義務付けら

れている。しかし戦略的な事業の見直し周期に合致するという理由から、当研究では見直し

期間を 3 年とすることを推奨する。ブランドオーナーには計画を作成する時間や、市場に投

入する容器包装を変えることでどのような影響があるかを研究するための時間が必要である。

　市民の参加に動機付けを与え、回収制度を機能的なものとするためには、廃棄物に経済

的価値を与え、資源として取り扱う必要がある。「預託金制度」は、製品購入時に消費者が
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預託金を支払い、使用済み製品、容器または包装を返す際にデポジットの払い戻しを受け

るものである。その目的は、製品回収を奨励することである。

　台湾の台北市では、いわゆる「投棄量に応じた支払い（Pay As You Throw）」制度に基づき、

2000 年からごみ 1 袋について一定額の収集手数料が課されることになった（Chen and Huong 
2004）。これは家庭から出るごみ 1 袋ごとに課金する韓国の制度、投棄量に基づくごみ収

集手数料（Volume Based Garbage Collection Fee）と同じシステムである。公認ごみ袋は食料

品店やデパート等で購入できる。公認されていない袋の使用や廃棄物の違法投棄には罰金

が科される。しかし韓国と台湾は、比較的強力な政府機関と組織化された廃棄物収集管理

システムの恩恵を受けている。他の国では、人々が支払回避のため不法投棄に走る危険性

がある。政府と PRP は自国の施行能力を事前に評価し、自国戦略の一部として、持続可能

な消費のための教育に関する魅力的なプログラムを開発すべきである（持続可能な消費の

ための教育については第 3 章を参照）。

7.  結論

　現代の経済システムにおける持続可能な消費と生産のパラドックスは、消費者は消費プ

ロセスの中心にいるが、バリューチェーンの重要な決定の大部分において最も影響力のあ

る当事者は消費者ではない、ということである。バリューチェーンにおける影響力が少な

いことに加え、資源採取による生産活動、エネルギー使用、汚染は、消費以上に高度な環

境影響を及ぼす傾向がある。これは決して消費者の貢献の可能性や、消費者の影響力強化

の重要性を軽視してよいということではない。しかし持続可能な消費と生産によって環境

面のメリットを得るためには、生産者が主な責任を負わなければならない。3I 分析で見た

通り、ブランドオーナーにはバリューチェーンに影響を与えて変革をもたらす力がある。

また政府にはこの変革を確実に起こさせる役割がある。

　消費者にとって持続可能な消費は、個人の行動に体裁上の変化をもたらすものであると

いうよりは、自らの行動を促進し強制する仕組み、さらに使用するインフラに変更をもた

らすものということになるであろう。第 3 章では持続可能な消費のための教育を中心的な

話題にとりあげているが、上記の変化には、単なる消費者教育または単純な情報提供の域

を越えた施策が必要である。環境に関する知識のある消費者が多く存在していたとしても、

持続可能な生活様式を可能にするインフラが必要であり、持続可能な製品が店頭に並んで

いなければ、持続可能な消費は実現できない。持続可能な消費をシステムレベルで可能に

するには、以下の 3 つの要素が必要であり、それらは互いに協調して機能していなければ

ならない。（i）消費者の適切な態度。ここでは持続可能な消費についての教育が中心となる。

（ii）意識と行動のギャップへの留意（Osterhus 1997）。消費者の意識を行動へと変換するのに

は、それを奨励するシステムが必要である。これは参加に対する動機付け、消費者と生産

者の指針となる基準、消費者の選択を可能もしくは強制する規制、経済の枠組み等である。

（iii）適切なインフラの整備。これには物理的インフラ、技術、製品、サービス等があてはまる。

インフラには「制約的」な特徴、つまり使用のあらゆる段階にわたって消費者の行動を制約

する傾向があるため、さらに設計段階で持続可能性を考慮に入れておくことが重要である。

持続可能な消費に向けた政策を立案する際、政府と政策決定者は上記 3 つの前提条件のバ

ランスを取ることに心を砕くべきであろう。

 

注 
1.  この分析は、デューク大学が主催する世界的バリューチェーン・イニシアチブによる研究（http://www.

globalvaluechains.org/）と Gereffi and Chrisitian（2009）の論文、特に後者に基づく。
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第 3 章
持続可能な消費を促すための道：政府が持続可能な 
消費の実現に向けて効果的な教育を始める方法とは

崔  美英、ロバート J. ディッドハム

1.  はじめに

　本章の主な目的は、消費者の持続可

能な消費に向けた取り組みへの積極的参

加を促す持続可能な消費のための教育

（ESC: Education for Sustainable Consumption）
プログラムの効果的な実施に向けた指針

を政府に示すことである。

　本章では、政府が ESC を通じて消費

者の意思決定に影響を及ぼすための効果

的な方法は何か、という点に対する答え

を模索しながら議論を展開する。本章で

の分析により、ESC に関する知識や政

策、そしてアジア太平洋地域で ESC の

導入を進めるための総合的かつ戦略的ア

プローチが明らかになるであろう。

　ESC 戦略の開発は、国連環境計画

（UNEP）と国連経済社会局（UN-DESA）の

主導で進められている「持続可能な消費

と生産（SCP）に関する国連マラケシュ・

プロセス」と密接な関わりを持つ。持続

可能な開発委員会（CSD）が示した重点領

域における 4 つの主要政策のテーマの一

つに、消費者教育や情報提供等の政策

手段を介して「消費者行動の変革」を行う

というものがある。CSD18 及び CSD19
は 2010 年から 2011 年にかけてマラケ

シュ・プロセスの調査結果の見直しを行

い、SCP に関する「今後 10 年間の行動計画の枠組み（10YFP）」を策定することになっている。

SCP に関する 10YFP の現段階の草稿では、最優先プログラムの一つとして、SCP と持続可

能なライフスタイルに向けた教育が挙げられている（UNDESA/UNEP 2009）。

　IGES が 2009 年 7 月に北京で主催した ESC に関する地域ワークショップにおいて、日本、

中国及び韓国の政府担当者は、ESC 政策の効果的な構成や費用対効果の高い ESC 戦略につ

いて十分な確証が得られていないため、北東アジアの各政府の現状能力は、ESC を実施す

る上で不十分であるという認識で一致した。またこのワークショップでは、ESC に率先し

本章の概要

　本章では持続可能な消費のための教育
（ESC）を戦略的に行っていくための政府の仕
組みを追究する。ESC は、個々人の持続可
能な消費に向けた取り組みを促す手段とし
て、また持続可能な開発の理念を毎日の生活
に応用する手段として、必要不可欠なもので
ある。具体的には以下の諸分野について論じ
る。

•   持続可能な消費のための消費者教育を成功
させるには、どうすれば個々の消費者の意
思決定に影響を与えることができるか、さ
らに持続可能な消費を促すような社会イン
フラをどう整備すべきかという問題に対処
しなければならない。

•   本章では持続可能な消費を促す 5 つの主要
なメカニズムを特定することで、ESC がど
のように理解され、研究されているかを大
枠で捉える。

•   効果的な ESC 政策の一般的な構造や具体
的な内容とはどの様なものかという点で、
政策がもたらす影響に注目する。

•   ESC の計画策定のための 5 点戦略を採用
することで、持続可能な消費のための消費
者教育に向けた効果的なキャンペーンを計
画・実施する段階的プロセスが明らかにな
る。



46

IGES 白書 第 3 章  持続可能な消費を促すための道：政府が持続可能な消費の実現に向けて効果的な教育を始める方法とは

て取り組む姿勢と ESC を実施するための能力を強化することが、持続可能な消費を実現し

て低炭素社会に移行する上での最優先課題であるという考え方が確認された（IGES 2009）。

　日本、中国及び韓国の各政府は既に該当政府機関に対し、低炭素社会に向けた責任ある

消費者行動のプロモーションに着手しており、持続可能な消費に向けた教育キャンペーン

を開始するための権限を与えている。例えば日本の内閣府は、持続可能な消費の促進に向

けて消費者庁を支援する目的で、経済社会総合研究所内に「持続可能な消費に向けた消費

者シティズンシップ」実現のためのチームを設置した 1。中国では 2008 年の第 11 期全国人

民代表大会で、「循環型経済促進法」（2009 年 1 月 1 日発効）と連動して「環境に配慮した消

費を促進」するための新法令が承認された。中国環境保護部はこれに基づき、管轄下の環

境教育コミュニケーションセンターに対し、環境に配慮した消費を促進するための ESC に

着手するよう指示を与えた 2。韓国では大統領直属のグリーン成長委員会が「持続可能な開

発に向けたグリーンライフスタイルチーム」を設置し、消費慣行を含む「グリーン成長のた

めの教育」に関する国家的な取り組みを主導している 3。ただし上記 3 カ国には ESC プログ

ラムの実施に向けた政治的権限や動きはあるものの、政府に ESC を実施するための能力や

リーダーシップが欠けているため、その活動はまだ系統だったものとなっていない。

1.1  調査の主要コンセプト

教育

　教育とは学校や大学での正規教育という狭い意味で捉えられることが多い。だが広い意

味で捉えると、教育には正規教育、非正規教育、さらに私的教育も含まれている。正規教

育は通常「教育制度」として認識され、多くの場合カリキュラムに従った階層的な構造をと

る。非正規教育とは一般に、正規教育の範囲外で行われる構造化された教育活動を指す。

例えば職業訓練や所属集団での教育、消費者教育キャンペーン等の活動である。短期間で

行われ、実習に重きがおかれ、学習者の意志が尊重されるだけでなく、学習目標が定めら

れているケースが多い。私的教育とは、日々の生活や経験を通して身に付ける、一生を通

じた学習プロセスを指す。適切な知識や情報は効果的な学習ツールによって提供されると、

さらに強力なものとなる（Infed 2009）。もちろんすべての形式の教育が必要であるが、本章

では持続可能な消費に向けた消費者行動を促進するという観点から、非正規教育の重要性

に重点を置く。

　本章及び ESC 一般において検討されている教育の考え方は、従来と異なる理解の仕方で

捉えられている。教育や学習の対象やプロセスをつくるための新しい教育理論を全体的に

進歩させようとする考え方である。そこでは個人の成長や社会化を進めるような知識や技

能、モラル、行動パターンを教えることと学ぶことをいずれも含むような、教育の幅広い

捉え方がされている。ユネスコ 21 世紀教育国際委員会は報告書「学習：秘められた宝」の

中で、「知ることを学ぶ」、「為すことを学ぶ」、「共に生きることを学ぶ」、「人間として生き

ることを学ぶ」という学習の 4 本柱を定義している。

　「知ることを学ぶ」とは、学習ツールの使用法を習得して、生涯学び続ける能力を身に付

けるためのプロセスである。「為すことを学ぶ」では、職業訓練を受けること、社会や組織

の重要な一員となるよう説くこと、さらには近代的市場で求められる労働の適応性につ

いて理解することに重点が置かれている。「共に生きることを学ぶ」とは、市民権や社会生

活に関する教育であり、人々が社会で互いに協力する能力を育むことを目的としている。

最後の「人間として生きることを学ぶ」は、人々の成熟と自己表現を支援するものである

（Delors et al. 1996）。
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持続可能な開発のための教育

　持続可能な開発のための教育（ESD）は持続可能な開発の主要理念に沿った文化を育むた

めのプロセスであると捉えられていることから、ESC は個別の独立したプロセスではなく、

ESD を構成する重要要素であると考えられることが多い。ユネスコは「持続可能な開発の

ための教育」を 3 つに分けて定義している。

•   ESD とは人々が地球上の生命を脅かしている問題を予測し、それに立ち向かい、解決

できるようにするための教育を指す。

•   それは持続可能な開発の礎となっている価値観や理念（世代間の公平性、性差別の撤廃、

貧困の解消、環境の保護と再生、天然資源の保全、公正で平和な社会の実現等）を広め

るための教育も指す。

•   最後に、環境、社会（広義には文化をも意味する）、経済の 3 領域に存在する複雑性や

相互依存関係を明らかにするための教育を指す（UNESCO 2005, 5）。

　ESD のためには、前節で述べた「学習：秘められた宝」（Delors et al. 1996）の中で同定され

た学習の柱に加えて、5 本目の柱も追加されている。5 本目の柱とは「社会と世界を変える

ために学ぶ」というもので、その目的とは、人々が社会的平等、差別のない世界、社会的連帯、

低炭素社会への移行、持続可能な生活等といった社会的目標を実現するための技術と知識

を得られるようにすることである（Shaeffer 2006）。

　ユネスコが立ち上げた「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」（2005 ～ 2014）（DESD）

で取り上げられたように、ESD は重要な社会的プロセスとして推進されている。DESD の

最優先課題は、アジェンダ21（1992）の第36章に詳述されている教育関連の目標に由来する。

また DESD の取り組みは「ミレニアム開発目標」（MDG）、「万人のための教育」（EFA）、「国連

識字の 10 年」（UNLD）（2003 ～ 2012）等他の取り組みとリンクさせる必要がある。ユネスコ

は DESD の包括的目標を以下のように定めている。

•   教育の促進と質の向上：生活の質を向上させるために市民が必要とする知識、技術、

価値観を身に付けるための生涯教育に力を入れ直すことを目的とする。

•   カリキュラムの再構築：幼稚園から大学までの教育課程を再考・再構築し、持続可能

な世界を構築するために必要な知識、思考パターン、価値観を育むための手段とする。

•   持続可能な開発の概念に対する社会的認知度を高める：これにより、正しい知識を持っ

た積極的かつ責任感のある市民を地域・国内外で養成することが可能になる。

•   労働者の訓練：特に貿易や工業に携わる経営者や労働者に対して技術的・職業的育成

を継続的に行うことで、生産と消費の持続可能なモデルが採用される事例を増やす（ユ

ネスコ 2009a：7）。

　ESD の大きな問題の一つに、そのテーマが極めて多岐にわたり、複雑であるという事実

があげられる。とりあげられる話題には実用に即したものもあれば、日常生活とかけ離れ

た理論に過ぎないものもある。たとえば、「地球憲章」（2000）に記されている 16 の原則を

ESD の中心と捉えると、これを実現するには民主主義への参画と環境の再生、貧困の解消

や全世界的な医療といった極めて幅広い分野をカバーする基準の作成が必要となる。持続

可能な社会に移行するためにはこれらの課題にすべて取り組む必要があるのはもちろんで

あるが、そうすると持続可能性に関する学習と訓練を始めるまでの道筋を明確に示すこと

が困難となる。この問題を踏まえて持続可能な消費という観点を持ちこむことで、対象は

実用的な話題だけに絞り込まれ、持続可能な開発をめぐる多くのテーマ別課題をより深く

掘り下げることが可能になる。
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持続可能な消費のための教育

　持続可能な消費とは、大半の人が日常生活の中で直接理解できる話題である。従ってそ

れは持続可能な開発の一部として、人々がそれを通じて持続可能な開発の要素を実行でき

る実践的活動である。ESC には 2 つの目標がある。まず人々に持続可能な消費に向けた行

動に積極的に参加するよう促すことである。次に、持続可能な開発における幅広い「理念」

を知るきっかけを目に見える形で与えることである。ESC は特定の話題に焦点を絞ってい

るが、特定の消費活動が持続可能かどうかを本当の意味で理解するための社会的、環境的、

経済的側面における広範な調査を可能にし、またその必要を生じさせる。

　以上のような理由から、ESC は ESD の一部分と考えられている。さらに ESD の基本理

念の実効性のある活用方法を示すための格好の土台であると捉えられている。DESD の中

間報告書では、この発想のさらなる展開が図られている。

　「持続可能な開発の主要テーマである持続可能な消費のための教育（ESC）は、責任の

ある市民と消費者を生み出すために必要不可欠である。個々の人間は自らが持つ基本

的権利と自由を理解し、国民的議論に積極的に参加するための情報を適切に入手し、

良識を持って市場に参加することを志向しなければならない。そのため ESC は ESD
や世界的な市民意識の主要要素となってきており、ESD の中心的課題の相互関係に対

する認識を生み出す源となっている。」（UNESCO 2009b, 50）

　持続可能な消費は、持続可能な開発に関するより幅広い理論のための教育的な話題を提

供してくれる。人々は持続可能な消費を選択することで、日常生活の中で直接実践できる

ようになり、またそうすることで持続可能な社会への移行という大きな目標をより深く理

解し、それに貢献できるようになる。「持続可能な消費のための教育が抱える主な課題とは、

人々に社会の形成において自らが担っている中心的な役割を認識させ、責任感を持って持

続可能なライフスタイルを選ぶように促すための取り組みをどのように支援していくかと

いうことである。」（Thoresen 2008, 9）

　本章では、ESC を個々の消費者に持続可能な消費に向けた取り組みに積極的に参加する

よう促すための主要な手段と捉えている。ただし、教育が持続可能な消費を促進するため

の唯一の手段であると考えられているわけではなく、規制や金銭的な手段を用いた方が、

より効果的とはいえないまでも、より迅速に成果をあげられる場合が多い。だが情報提供

を伴う教育的な手段は、消費者を持続可能な消費に貢献するかどうかを選ぶ権利を有する、

自由意思を持った個人として扱う。規制や金銭的な手段は命令や規制、奨励や罰則等を介

して消費者に直接的または間接的に働きかけるが、教育は人々の消費行動における自己改

革を促す。同様に、消費のプロセスに影響を及ぼすステークホルダーは多数存在するが、

消費者は持続可能な製品の選択肢さえ与えられれば、最終的な選択を行う場である消費の

連鎖の中の主要なステークホルダーであり続ける。

1.2  持続可能な消費のための教育に関する国際合意

　特に 2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）以降、SCP の構造を元にし

て ESC を強力に展開しようという強い機運が生まれた。これを受けて実情を調査するため

の国際的な取り組みであるマラケシュ・プロセスが 2003 年 4 月に開始され、2010 年から

2011 年にかけて SCP に関する「今後 10 年間の行動計画の枠組み（10YFP）」を作成すること

を主な目標として掲げた。この 2 年は、マラケシュ・プロセスの成果に基づいて SCP に関

する 10YFP を実施に移すための基礎として、ESC の研究を土台にした戦略上の根拠を作成

する上で、引き続き重要な期間である。ユネスコと UNEP は ESC の将来的な発展に向けた

以下のような指針を発表した。
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•  持続可能な消費の問題を学校のカリキュラム、教材、教師用指導書に組み込む。

•   持続可能な開発と持続可能な消費に固有の知識、さらにメディアリテラシーをカリキュ

ラムや教材に組み込む。

•   教育の専門家と政府に対してメディア教育と環境教育を融合したカリキュラムの開発

を促す。

•   若い世代や高齢者に対して持続可能な消費について学習する機会をさらに与えられな

いか検討する。

•   若い世代を該当機関の諮問委員に任命する等、若い世代が意思決定に関与できる方法

について探る。

•   広告業界と共同で、持続可能な消費と購買行動についての啓発キャンペーンを開発・

導入する。

   （UNESCO/UNEP 2001, 195-6）

　国際政策によって国内及び地域レベルでの ESC に対する取り組みを効果的に促進するた

めの方法については、依然検討の余地が大いにある（SCP と ESC に関する主要な国際合意

の要約については Box 3.1 を参照）。

Box 3.1  国際政策にあらわれた ESCに対する機運の推移

1992年 6月：リオ地球サミット：SCP の大枠がアジェンダ 21 の「第 4 章：消費パター

ンを変える」に記載される。

2002年 9月：持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）：「持続可能な開発に関す
る世界首脳会議の導入計画」において、SCP が持続可能な開発の実現における 3 つの

包括的優先事項の一つに取り上げられる。

2002年 9月：WSSD はさらに SCP に関する 10 年枠組みプログラムの策定も呼びかけ、

教育上の取り組みを同政策に盛り込む必要性を強調。

2003年 4～ 5月：持続可能な開発のための国連委員会（CSD 11）において、10YFP を策

定するためのマラケシュ・プロセスが始動。以下の目標を掲げた。

より環境に優しい経済に向けた取り込みを実施している国々を支援すること。

企業がより環境に配慮したビジネスモデルを開発できるよう支援すること。

消費者がより持続可能なライフスタイルを採用するよう促進すること。

2003年 6月：持続可能な消費と生産に関する国際専門家会議の第 1 回会議で、政策イ

ニシアティブや研究活動、パイロットプロジェクトを介してマラケシュ・プロセスを

推進するための 7 つの特別委員会が立ち上がる。

ESC に関連した取り組み：「持続可能な消費のための教育」（イタリア主導）、「持続可

能なライフスタイル」（スウェーデン主導）。

2008 年：ESC 特 別 委 員 会 が 一 連 の 指 針「Here and Now, Education for Sustainable 
Consumption」（Thoresen 著）を作成。

アジア太平洋地域の機運の高まり
1997年：アジア太平洋持続可能な消費と生産に関する年次円卓会議が初めて開催される。

2005年～：UNESCAP が第 5 回アジア太平洋環境と開発に関する閣僚会議の結果を受け、

グリーン成長政策イニシアティブを発動。

2006年：UNEP/UNESCAP が SCP の地域ヘルプデスクを設置。

出典：著者
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2.  分析的アプローチ

　本章では、ESC を通じて消費者の選択に強い影響を及ぼすことができる主要なステーク

ホルダーは政府であるという考えを述べる。その際用いられる政策的手段は以下の通りで

ある。

•   環境上の責務についての理解を求める。

•   個々人に環境を保護する当事者になるよう促す。

•   この責務の範囲内で、持続可能な消費の重要性について説く。

•   持続可能な消費行動を支援するための社会インフラを整備する。

　本章の目的は、好ましい事例とは何かを特定し、ESC イニシアティブを効果的に実施す

るための戦略の大枠を示すことにある。目的をこのように設定したのは ESC に向けた政府

のイニシアティブを支援することを意図したものであるが、持続可能な消費を実現するた

めの鍵を握っているのが消費者であることも理解した上での設定である。消費者の意思決

定に影響を与えるメカニズムを見出すには、個人による個々の選択と、社会的インフラ・

政治的インフラの両方に関する問題を研究する必要がある。

　本章は 3 部構成をとっている。第 1 部では持続可能な消費を促進するための主要メカニ

ズムを検証するほか、評価の枠組みについても述べる。第 2 部では日本、韓国、中国での

ESC の実例を述べ、各事例を評価する。この事例研究では特定の ESC プログラムの実施方

法を評価することで、好ましい事例とは何かを特定し、持続可能な消費と消費者の積極的

な貢献を促進するための重要なメカニズムについて理解を深める。第 3 部では事例研究の

分析を元に、政策が及ぼす影響について述べ、消費者向けの ESC イニシアティブを実施す

るための戦略を提示する。

　本章における分析の枠組みは、IGES が作成した政策報告書「北東アジアにおける持続可

能な消費のための教育」（Choi and Didham 2010）に記載された持続可能な消費のための教育

に関する学際的研究に基づいている。このアプローチには社会的・文化的パターンや政治

的手段、個人の行動を変えるための戦略等、消費者の行動に影響を及ぼす多種多様な要素

が総合的な観点で取り入られている。また、事例研究の評価には実証分析手法が用いられ

ている。この手法はこれらの離散変数を説明、比較、対比するために、ポスト実証主義的

視点に基づいて開発されたものである（Connell 1997, 122）。研究のプロセスには「ある人物

が次の人物を紹介するプロセス」を指すスノーボールプロセス（Denscombe 2003, 16）の裏付

けもあり、そこでは分析の枠組み、評価要因の特定、元の研究計画に含まれている事例の

選択等について専門家が一連の検証を行っている。

3.  持続可能な消費を促進するメカニズムの特定

　上記の IGES の政策報告書では消費活動や消費者行動に影響を及ぼすメカニズムが学際

的に研究され（Choi and Didham 2010）、そこから本章で使用する枠組みが得られた。消費活

動に影響を与える様々な要素を把握するには、個人による個々の行動を社会システムや政

治システムと併せて総合的に分析する必要がある。

　本研究で考察する広義の教育とは、体験教育の観点から正規教育、非正規教育、及び私

的教育をすべて考慮に入れたものである。そのため人々に提供される直接的な情報や知識

だけでなく、持続可能な消費を促進するための社会システム・政治システムの変革も対象

となっている。持続可能な消費をよりよくかつ容易に実現するための社会インフラを整備

することで、行動学習の重要な成果を生み出すことができる。
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　本研究で検討を加えている持続可能な消費のための消費者教育とは、消費に関する意思

決定のレベルで個々の消費者に影響を与える方法や、持続可能な消費を促すだけでなく、

最終的にはそれを規範とするような社会インフラの基盤を整備する方法を提示することを

狙ったものである。

　ESC は個々の消費者の行動という観点から、責任ある行動を促し、環境に関する市民意

識を生みだす必要がある。社会システム・政治システムに関しては、ESC は社会の消費パ

ターンに影響を与えるための取り組みとリンクし、SCP のインフラ基盤の構築に向けて進

まなければならない。最後に、これらのメカニズムをシステムと結び付けて持続可能な消

費に向けた行動を促進するための、総合的な戦略上の手順を検討する必要がある。

　本章では持続可能な消費を促すための 5 つの主要メカニズムを示す（図 3.1）。
 
図 3.1  持続可能な消費に向けた主要メカニズム

出典：著者

3.1  評価の枠組み

　本章において ESC を理解・調査する方法についてのアウトラインは、持続可能な消費を

促進するための 5 つの主要メカニズムを特定することで示されている。ESC イニシアティ

ブの構成要素を評価するため、ESC に関する文献や他の評価ツールに関する重要な論評に

基づいて、それぞれの主要メカニズムの鍵となる要素を加えている（詳細は表 3.1 参照）。

　5 つあるメカニズムの中でも中心的な存在である「持続可能な消費に向けた行動の促進」

は、他の 4 つのメカニズムの統合を視野に入れた総合的計画を策定するための戦略上の手
順の導入を狙いとしている。「持続可能な消費に向けた行動の促進」を行うには、持続可能

な消費を促進するための包括的かつ系統的なアプローチが必要となる。英国政府の持続可

能な開発のための戦略の概略を記した「Securing the Future」（2005）には、これと類似した、

持続可能な消費に向けた消費者行動に影響を及ぼすための政府のアプローチが示されてい
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る。英国政府のアプローチは 5点の戦略に基づいており、ここではそれを第 1のメカニズム、

「戦略上の手順」として採用する。表 3.1 参照（HM Government 2005, 24-41）。

　責任ある行動と環境に関する市民意識の生成を促すための第 2 及び第 3 のメカニズムは、

個人による個々の行動を対象としている。第 2 のメカニズムは、ESC が直接消費者の意思

決定及び行動に働きかける方法を検討する狙いがある。行動の変化を研究し、その推進力

を特定するのは困難であるが、意思決定者に起きる行動の変化が踏む段階を理解するには

社会マーケティング理論を援用するという方法がある。表 3.1 の第 2 のメカニズムにある

段階は Andreasen （2002）からの引用である。 

表 3.1  ESCメカニズムの評価枠組み
 

注　1.   出典：HM Government. 2005. Securing the Future: Delivering UK sustainable development strategy.  DEFRA.
2.   出典：Andreasen. 2002.  “Marketing Social Marketing in Social Change Marketplace”. Journal of Public 

Policy and Marketing; vol. 21 （1）.
3.   環境に関する責任ある行動と市民意識の理論では価値観が主要コンセプトとして掲げられている。
4.   出典：Tyson, ed. 2006. Policy Instruments for Resource Efficiency: Towards Sustainable Consumption and 

Production.  Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit （GTZ）.
5.   出典：UN-DESA. 2009. “Sustainable Lifestyles and Education for Sustainable Consumption” 

出典：著者
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　個人と行動のレベルにおける第 3 のメカニズムには、「環境に関する市民意識の生成」と

いう理想主義的な目標がある。環境に関する市民意識とは、知識の伝達によって人々を教

育するだけでなく、持続可能な開発に向けた人々の価値観や行動を形成するという狙いを

持つ。環境に関する市民意識が人々を責任ある行動へと導くためには、人々が意思決定プ

ロセスに参加するための情報、権利、能力を持っていることが重要である。環境に関する

責任ある行動と市民意識に関する文献をひもとくことで、環境に関する市民意識という理

念の根幹にある 5 つの価値観を示すことができる。

　第 4 及び第 5 のメカニズムでは、社会システム・政治システムを対象とすることで、政

府は持続可能な消費を促すことができる。第 4 のメカニズムでは、SCP に向けて消費パター

ンに影響を与える 5 つの政策手段が記されている（Tyson, ed. 2006）。

　最後のメカニズムである「持続可能な消費と生産に向けたインフラの整備」は、同じく社

会システム・政治システムを対象とすることで、持続可能な消費に向けた行動を標準化し、

その実行を円滑化することを狙ったものである。UN-DESA（2009）の報告書には、消費の 6
つの主要な原動力（または前提条件）と、持続可能な消費を実現するためにそれを再構成す

るための方法が記されている。

　これら 5 つのメカニズムと総合基準（表 3.1 参照）は、効果的な ESC キャンペーンを定義

する際の基礎となる。ただし、これは単なる情報提供という従来の消費者教育の枠組みを

大きく越えるものであることを理解しておかなければならない。この枠組みは ESC イニシ

アティブの有効性を評価するための手段として、また消費者向け ESC の新たなキャンペー

ンを開発する際の大まかな検討事項として提示されている。

4.  政策の評価と実施：北東アジアの事例研究

　事例研究で選んだ 3 カ国は、アジア太平洋地域で最も消費の多い国々である。GDP（名目

ベース）で見ると日本が世界第 2 位、中国が第 3 位、韓国が第 15 位である。これら 3 カ国の

GDP の合計は、世界全体の GDP の 16.9% を占めている（IMF 2009）。これら 3 カ国は持続可

能な消費に向け、アジア太平洋地域でリーダーシップを発揮できる機会が十分にある。同地

域の他の国々は域内最大の消費国であるこれら 3 カ国がつくりだすトレンドに従うため、3
カ国が持続可能な消費を実現するための措置を取れば、同じ行動パターンがアジア全体に広

まると見てよい。さらに、これら 3 カ国は付加価値製品の主要生産国として、他のアジア諸

国にも好ましい行動を促すことができる。他のアジア諸国では、3 カ国にある親会社から課

せられた企業の社会的責任というプロセスを通して、主要原材料が生産されている。

　日本、中国及び韓国は、持続可能な消費の促進、さらに持続可能な消費と開発の責務に関す

る消費者教育に力を入れている。ただしこれらの取り組みは上記のいずれの国においても比較

的新しいものであり、関連政策や行動がもたらす影響については十分に分析されていない。グ

リーン調達は持続可能な消費に向けた上記 3 カ国の政府による取り組み中でも先端的な活動で

あり、これらの国々のエコ市場が成長する要因となっている。また、持続可能な消費に向けた

活動が活発化しており、消費者を対象としたキャンペーンも数多く行われている。ただし、こ

れらの国々では ESC の能力とリーダーシップが欠けているため、その実現は未だ困難である。

4.1  北東アジアの ESCに関する事例研究の概要

　IGES は合計 11 事例について調査を行った。このうち 5 事例は中国、3 事例は日本、同

じく 3 事例は韓国のものである。詳細は Choi and Didham（2010）を参照されたい。事例の選

定にあたり、以下の 5 つの基準を設けた。
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1.  資料：独自に行われ、実証が可能な ESC 活動（英語だけでなく、中国語、日本語、韓

国語で記された報告書も入手可能）が対象。

2. 地理的範囲：北東アジア地域の 3 カ国（日本、中国、韓国）。

3. 目的：政府の協力と関与によって持続可能な消費を促進すること。

4. 対象グループ：購買力を持つ消費者（18 歳以上）。

5. 実施期間：2009 年時点で継続中のもの。

　これらのうち 3 つの基準は上記 3 カ国の ESD 分野の専門家によって検証済みである。調査

対象に加えることが可能な事例として専門家が提示した計 23 件の中から選定基準を満たさな

いもの（選定基準を満たしているという一次的証拠が存在しない事例を含む）を除外した。

　これらの事例研究は、北東アジアにおける消費者向け ESC の取り組みについて、初めて

文書化されたものの一つである。事例の検討は、前出の 5 つのメカニズムと、評価のため

の総合基準を用いて行われる。本調査によって ESC 活動におけるこれらのメカニズムの重

要性を明らかにし、好ましい事例をいくつか取り上げることが可能になる。ただし、本調

査には 2 つの制約があることに注意しておく必要がある。まず調査できる事例数が限られ

ているため、統計的有効性を実証することができない。そのため、各国に関する一般的な

コメントを述べることは難しい。次に消費者行動の変化の調査には長い期間が必要とされ

るため、ESC 政策や活動の調査にこのような取り組みがもたらす長期的な効果を詳細に評

価することが困難である。これは本章の範囲を越えたものであるが、将来的な研究の一環

として追及する価値は間違いなくある。

表 3.2  選定した ESC実施事例の概要

事例 タイトル 目的 対象グループ 範囲 実施期間
C1 グリーンキャンパス

プロジェクト
環境管理を通してエネル
ギーと資源を節約する

専門学校生及
び大学生 
（18 ～ 25 歳）

国内全域 2003 年から
現在まで

C2 クールチャイナ 国を挙げてエネルギーと
資源の節約に取り組むよ
う促す

家庭、政府、
民間セクター 

国内全域 2006 年から
現在まで

C3 プラスチック廃棄物
による汚染への対策

資源を守るためレジ袋の
使用を削減する 

消費者 国内全域 2008 年から
現在まで

C4 省エネプロジェクト 省エネ製品の購入を促進
する

消費者 国内全域 2009 年 6 月
から現在まで

C5 源からの削減 持続可能な消費に向けて
食品廃棄物を削減する

一般市民 上海限定 2009 年 9 月
から現在まで

J1 エコポイント制度 家庭からの温室効果ガス
の排出を削減する

消費者 国内全域 2008 年から
現在まで

J2 チームマイナス 6% チームまたは個人が温室
効果ガスの排出を 6% 削
減するよう促す

チームリーダー
及び個人

国内全域（国際
ネットワーク
ともリンク）

2005 年から
現在まで

J3 グリーン購入 
ネットワーク

消費者の購入決定に影響
を及ぼす情報を提供する

消費者 国内全域 1996 年から
現在まで

K1 廃棄物半減・ 
リサイクル倍増

効率的な資源管理を通し
て廃棄物を削減する

消費者 国内全域 2005 年から
現在まで

K2 持続可能な消費 
キャンペーン

消費者による選択と消費
者の安全を強化する

若年層（13 ～ 19
歳）及び消費者

国内全域 1997 年から
現在まで

K3 グリーンショップ 
運動

リサイクルキャンペーン
を支援する

消費者 国内全域 1992 年から
現在まで

注：C1：中国の事例 1、 J1：日本の事例 1、 K1：韓国の事例 1
         「クールチャイナ」は、2006 年以降国内全土で導入された「温度設定運動」に基づき、2009 年から再開された。

出典：著者
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4.2  各事例から得られた主な調査結果：ESCメカニズムの評価

　本章の枠組みにおける 5 つの主要 ESC メカニズム（3.1 節参照）は、効率的な ESC 戦略・

政策とはどのようなものかを知るための主な情報となる。選ばれた ESC 実施事例は、主要

メカニズムの各基準に相当するレベルにおいて評価された（表 3.1）。その結果、戦略的 ESC
イニシアティブの 5 つの主要メカニズムが検証され、手順における必須要素が特定された。

持続可能な消費に向けた活動の促進

　持続可能な消費に向けた系統的発展の 5 つの段階（準備、報奨、関与、例示、促進）につ

いて評価を行った。11 ある ESC 事例のうち 10 の事例において、「促進」を除くすべての段

階が見られた。最初の 4 つの段階（準備、報奨、関与、例示）は、この 4 段階を実際の活動

に大々的に取り入れることができた C3（プラスチック廃棄物による汚染への対策）と、2 つ

の手順しか盛り込めなかった C1（グリーンキャンパスプロジェクト）を除き、すべての事

例で全体的に大きな偏りなく見いだせた。中国の事例である C5（源からの削減）は、社会・

文化的習慣の変化を実現するため、「促進」の段階まで進んでいる。

責任ある行動の促進

　意思決定者の行動の変化には 5 つの段階（認知前、認知、決定と判断、行動、維持）が考

えられる。このメカニズムの評価によって、3 つの重要な傾向が見つかった。

•   全事例が第 3 段階の「決定と判断」に到達し、個人による意識的な選択を促した。

•    8 事例が第 4 段階（行動）を組み込み、個人の積極的参加を促した。

•   最終段階（維持）まで進展できたのは 5 事例のみである。全体的に見て、第 4 段階で生

まれた新たな信念を確実に維持するための方法を特定することは困難であった。具体

的には、日本では 3 事例すべてで第 5 段階の「維持」まで進展できたが、中国の事例で

はいずれもこの傾向が示されなかった。K3 の事例（グリーンショップ運動）は、意思決

定者が周囲のコミュニティにおいて新しい信念を新しい行動として示すことで、最終

段階の「維持」まで進展した過程が明らかになった。

環境に関する市民意識の生成

　ESC 関連の文献によると、消費者教育のイニシアティブを効果的に行う上で、5 つの価

値観（環境志向の価値観、個人の役割の重視、責任、身近な行動、将来像）が重要な役割を担っ

ている。これらの価値観を広めるという観点から 11 事例について評価を行ったところ、次

の結果が得られた。

•   環境志向の価値観：持続可能な消費に向けて一人ひとりが力を発揮するための基礎的

な価値観であり、11 事例すべてでこの価値観が見られた。

•   個人の役割の重視：信念に基づいた多様な行動によって持続可能な消費に貢献するた

めの手段として、11 事例すべてで見られた。

•   責任：持続可能な社会の実現に向けて、市民が共に貢献する傾向は、11 事例のうち 5 つの

事例で特に顕著に見られた。特に中国の事例（C2）と韓国の事例（K3）でその重要性が強調さ

れており、3 つある日本の事例のすべてでこの価値観が取り入られていた。

•   身近な行動：11 事例のうち 5 事例で見られた。特に中国の事例では、「身近な行動」の

価値観を大きく取り入れることで、C2（冷暖房の温度を控えめにする）、C3（レジ袋の

使用を削減）、C5（レストランでの食べ残しを持ち帰る）で見られるように、人々が毎

日の生活において実際に行動を起こすようになった。この価値観は日本の事例では全

く見られなかった。
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•   将来像：顕著に見られたのは 4 事例のみであった。日本の全事例と K3 で、持続可能

な社会のビジョンが展開・促進されていた。その一方で、中国の事例ではいずれも将

来像が示されなかったため、取り組みに参加している人々を持続可能な社会へと導き、

省エネや資源管理の実現を包括的なビジョンに含める機会を得ることができなかった。

消費パターンへの影響力の行使

　政策に関する文献を基に、政府が消費パターンに影響を与えるための方法として、5 種

類の手段（規制、経済、教育、協調、情報）が特定された。5 つの手段をすべて用いたのは

K1（廃棄物を半減・リサイクルを倍増）のみで、他の 4 事例では 4 種類の手段が用いられて

いた。6 事例は 1 種類の手段に大きく依存しており、3 事例は 2 種類の手段を積極的に採

用していた。

　全体的に見て、最も活用されていたのは情報的手段であった（10 事例で採用され、うち

3 事例では主要な手段として用いられていた）。規制的手段は 2 番目に多く用いられていた。

規制的手段が最も多く用いられた事例では、教育的手段がまったく用いられていなかった

点が興味深い。教育的手段が用いられていたのは 6 事例だけであるが、そこではほぼ主要

手段として用いられていた（合計で 4 回）。

SCP インフラの整備

　消費活動に関する 6 つの前提要因として、経済発展、技術発展、政治環境と政策措置、

文化的・歴史的背景、心理的動機が挙げられる。

　11 事例のうち 4 事例（C3、C4、J3、K1）で、すべての社会インフラ要因にわたって移行

が促進されていることが確認された。ただしこれら 4 事例でも、6 つの要因すべてが取り

入れられる機会はなかった。これら 4 事例は経済、社会、心理的要因を大々的に取り入れ

ている。全体的に見て、最も頻繁かつ深く関与しているのは社会的要因である。11 事例の

うち、平均で 3.5 個の要因が取り入れられているが、上位の 4 事例を除いた 7 事例の平均

値は 2.7 となる。

4.3  ESC実施事例の分析結果 

　前節で実施した実証的分析によって、主要メカニズムの二次カテゴリーに対して人々が

どの程度貢献しているかについて、実施事例の数量的評価を行うことができるようになっ

た。表 3.3 は戦略的 ESC の 5 つのメカニズムに関する各実施事例のパフォーマンスを大ま

かにランクづけしたものである。トップ 5 を見ると C3（プラスチック廃棄物による汚染へ

の対策）が首位、続いて K1（廃棄物を半減・リサイクルを倍増）と K3（グリーンショップ運動）

がタイで並び、J3（グリーン購入ネットワーク）、C2（クールチャイナ）と続く。上位 3 事例

はいずれも 2 つのメカニズムで最高得点を出した。
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表 3.3  実施事例における ESCメカニズムの評価

メカニズム 状態 / 要素 中国の事例 日本の事例 韓国の事例

構成要素 C1 C2 C3 C4 C5 J1 J2 J3 K1 K2 K3

持続可能な消費
に向けた活動の

促進

準備 + + ++ + + ++ + + + + +

報奨 - ++ ++ ++ + + + + + + +

関与 - + ++ ++ + + + + + + ++

例示 + + ++ + + + + + ++ + ++

促進 - NC - - ++ NC NC NC - - -

責任ある行動の
促進

認知前 + + + + + + + + + + +

認知 + + + + + + + + + + +

決定と判断 + + + + + + + + + + +

行動 NC + + + + + + + NC NC ++

維持 - - - NC NC ++ + + + NC ++

環境に関する 
市民意識の生成

環境志向の価値観 + + + + + + + + + + +

個人の役割の重視 + + + + + + + + + + +

責任 - + - - - + + + - - ++

身近な行動 - ++ ++ - ++ NC NC NC ++ NC +

将来像 NC - - - - + + + NC NC +

消費パターンへの
影響力の行使

規制的手段 - ++ ++ - - - NA ++ ++ - -

経済的手段 - - + + ++ - NA ++ + - +

教育的手段 + + - - - + ++ - + + ++

協調的手段 + + + - ++ - + + - + +

情報的手段 - ++ ++ + + + ++ + ++ ++ +

SCP インフラの
整備

経済発展 - - + ++ + + - ++ + - +

技術発展 NA - + ++ NA + NA + + NA -

政策環境 NA ++ - + - +* NA ++ ++ ++ -

文化的背景 + - + - ++ - - - + - ++

社会的要因 + + ++ + + ++ + NC ++ + +

心理的動機 - - ++ ++ + + ++ NA + ++ ++

注： ++ = 証拠によって達成したことを確認。 + = 報告書によってのみ達成したことを確認。 - = 未確認。 
NA = 該当せず。 NC = 不明。

出典：著者

　最初のメカニズムである「持続可能な消費に向けた活動の促進」は、概して 3 カ国すべて

で ESC の導入に十分に取り入れられている。ただし社会・文化的習慣のより大規模な移行

を推進する要因についてはよく理解されていないため、「促進」の構成要素のさらなる研究

や好ましい事例のモデル化が必要なことが強調して示されている。中国の事例では「身近

な行動」の促進が有効なことが示されているが、「責任」や「将来像」を取り入れることができ

ていない。そのため中国の事例では、第 2 のメカニズムにおける「維持」の構成要素を取り

入れることができない可能性があることがわかる。これと対照的に、日本の事例は「責任」

と「将来像」の双方を実際の活動に積極的に取り入れており、同時に責任ある行動の「維持」

の条件も持たせている。

　この実証的分析には限界があることから、5 つのメカニズムにおける各種構成要素の相

関関係を示すことは困難である。将来的な研究では特に 4 番目のメカニズム「消費パター
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ンの変革」の各種ツールや手段、そしてこれらと他のメカニズムにおける構成要素との相

関関係に焦点を当てることが考えられる。例えば「規制的手段」が主なツールとして使用さ

れている場合、「責任」という価値観を育むことは困難である。これは、おそらく中国の事

例の多くで見られる状況である。より詳細な研究を行うこと、さらに「教育的手段」の改善

と「心理的動機」に影響を及ぼす要素との関係をより完全に調べることで、実用的かつ興味

深い結果が得られるであろう。

　4 番目のメカニズム「情報的手段」の構成要素を詳しく見ると、すべてが全事例で大々的に

取り入れられていることがわかる。ただし文化・社会的要因が持続可能な消費の導入の支

えになっていない場合には、単なる「情報的手段」より「教育的手段」の方が、社会・文化的

な幅広い移行を実現・促進する上で重要な役割を担っている。ESC について理解を深める

ことを、システムに関する思考、批判的分析、一般参加型市民社会等といった高度な技術

の習得としてとらえた場合、双方の手段の役割を明確に分けておくことが極めて重要であ

る。「情報的手段」は持続可能な消費の選択肢を明確に特定することで、消費段階に直接影響

を及ぼす。ただし「環境に関する市民意識の生成」で促進されている価値観について考えた

場合、「情報的手段」によって消費段階に生み出される価値観に基づいた行動を促進するため

の教育的な枠組みは、好ましい事例のモデルを示すことから始めることが重要である。

　最後に、1 ～ 3 番目のメカニズムにおける最終的な構成要素、すなわち「促進」、「維持」、

「将来像」がほとんどの事例で取り入れられていないことに再度注目する必要がある。これ

は「促進」、「維持」、「将来像」の間には根本的な相互関係があることを示している可能性が

ある。「消費者」と「持続可能な消費に向けた活動」の長期的な関係を確立するには、これら

3 つの要素を満たす必要がある。この分野はさらなる調査に値する。その過程でこれらの

構成要素を「教育的手段」と「心理的動機」に関する上記の調査と結び付ける方法を吟味する

ことに意義があるであろう。

5.  ESCに向けた提言と戦略

5.1  政策構造と持続可能な消費のための教育がもたらす影響

政策に関する主な所見

　11 事例すべてに見られた大きな特徴は、持続可能な消費を促進するための 5 つの主要メ

カニズムに関連したものである。事例研究全体を通して 5 つのメカニズムの妥当性と重要

性に関する確証が得られ、そこから ESC 政策の一般的構造がもたらす具体的な影響が明ら

かになった。

1）  ESC の 5 つの主要メカニズム：環境に関する市民意識の生成、責任ある行動の促進、

持続可能な消費に向けた行動の促進、消費パターンの変革、ESC インフラの整備は、

効果的な ESC 政策を案出する際の重要な構成要素となる。

2）  個人による活動の動機的要因：国内レベルの政策の枠組みを策定する際に軽視され

ることが多いが、個人の自発的参加と関与を促す上では必要不可欠である。これは

個人の消費活動を変える要因となるのは有意義で実際的な体験であると思われるた

めである。

3）  基盤となる社会システム・政治システム：これは持続可能な消費が好んで選ばれ、

また選ばれることが普通であるような選択肢になっていくための実用的な促進剤の

役割を果たす。ただし SCP のインフラ基盤を構築するには、現状の消費行動の推進

力となっている前提要因を直接検討する必要がある。政府が持続可能な消費を促す

ための有効なツールや手段は何かという点を分析した結果、社会システム・政治シ
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ステムはデータや範囲の限られた本調査では十分に捉えきれないほど複雑なもので

あることがわかった。

4）  個々の ESC 政策のバランスをとること：ESC のメカニズムであることが示された「個

人による活動」、「社会システム・政治システム」、「戦略上の手順」のバランスをとる

ことで、ESC 政策を効果的に実施するための相乗効果が生まれる。人々が日常生活

に持続可能な方法を取り入れ、環境活動に積極的に参加することを可能にするため

の重要なツールとしてインフラ基盤を構築する際には、特にそれが当てはまるよう

である。

5）  ESC 政策の社会的・文化的内容：これには消費パターンに関する地域的事情が反映

される。ESC が特定の国家や地域にもたらす影響、特に短期間で変化をもたらす影

響を考える際には、そうした事情の違いは大きい。食料の確保や財産保有に対する

一般的な価値観について言うと、伝統的な消費習慣は社会・文化的背景と密接なつ

ながりがあり、変化への抵抗はいまだ根強い。幸福や生活の質に対する各個人の理

解に変化をもたらし、物的財産に対する新しい価値観を生み出すには、社会的・文

化的または心理的動機を伝統的習慣と結び付けるような ESC 政策が必要不可欠であ

る。それがやがて持続可能な消費の標準化されたビジョンに向けた社会的・文化的

移行をもたらす刺激剤となるであろう。

特定の政策内容が持つ二次的な重要性

　評価の枠組みの中の特定の総合基準に関する事例研究から、いくつかの所見が得られた。

すべての事例に見られたわけではないが、これらの所見は少なくとも二次的な重要性を持

つ。そのためこれらの所見を効果的な政策の好ましい事例として取り上げることができる。

ただし以下に掲げる政策措置のレベルでの重要性を確証するには、さらなる調査が必要で

ある。

1）  経済的インセンティブ：持続可能な消費に対して金銭的優遇やメリットを与えるこ

とが、消費者を巻き込み、その行動を促すための簡単な方法であることは周知の事

実である。経済的インセンティブは節約額と消費の頻度に基づいて、2 つに分類する

ことができる。頻度の高い消費行動での少額の節約の方が、頻度の低い消費行動で

の多額の節約より社会的・文化的要因に対する影響が大きいと言われている。

2）  情報提供を伴った規制：環境に悪影響を及ぼす行動を抑制するために規制を導入す

る場合、人々の規制の目的に対する理解や適切な行動を促す政策措置を有効なもの

とするには、情報的手段の採用が重要な要素となる。つまり持続可能な消費に向け

た長期的な活動に対する人々の積極的参加を呼び込むには、いくつかの事例で見ら

れたような情報提供によって人々の理解を深める必要がある。

3）  「維持」と「将来像」の相関関係：2 番目のメカニズムである「維持」の基準を満たした 5
事例のうち 4 事例は同時に「将来像」の基準も満たしていることがわかった。そうし

た背景から、「将来像」は誰もが明るい未来や持続可能な社会に向けた変革に影響力を

及ぼせるという点で、人々に力を与えているようである。将来的な調査の際もこの

相関関係の重要性に注意する必要がある。「将来像」を広く知らせることと、消費者が

持続可能な消費をより長く続けようとする態度には因果関係がある可能性があるた

めである。

4）  持続可能な消費への参加を呼び込むための「責任」の論拠の可視化：人々のより直接的

な参加を促すためには、自らの消費における選択とより広範な環境や社会への影響に

は明らかな因果関係があるということを知らせることが必要不可欠である。特に責任

感覚と共同体感覚を結び付けることが、ESC プロジェクトの長期的な成功をより確か

なものにしてくれる。韓国の「グリーンショップ運動」の事例がそうであった。

5）  「身近な行動」と「将来像」の関連の喪失：これらの基準はいずれも環境に関する市民

意識の生成の重要な要素であるが、この 2 つの価値観を両立することは難しい。身



60

IGES 白書 第 3 章  持続可能な消費を促すための道：政府が持続可能な消費の実現に向けて効果的な教育を始める方法とは

近な行動を推奨すると将来像を植え付けるのが難しいように見える。また、逆も同

様である。にもかかわらず、中国の一部の事例に見られるように、「身近な行動」とい

う ESC 戦略は極めて有効である。明確な指針を示すことが人々の理解を深めて行動

を起こさせるきっかけとなるからである。そのため現在の政策の欠陥を解消する最

良の方法を見出すには、将来的な調査が必要である。

5.2  ESCの計画のための 5点戦略

　持続可能な消費に向けた消費者教育戦略を強力に推し進めるには、総体的な観点に立っ

て、一般的な教育活動の範囲外にある機会を活用する必要がある。本章の主なねらいの一

つは、持続可能な消費に向けた有効な消費者教育を準備・実施するために必要な戦略的措

置の明確なアウトラインを描くことである。この戦略には、一定の効果を得るための厳し

さだけでなく、多様な状況に対処できる柔軟性を発揮することも求められる。本戦略の目

的は、持続可能な消費のトピックに関する消費者教育のためのキャペーンのコンセプトを

作成し、計画を行う段階的なプロセスを提供することである。

　この計画のプロセスは、1） ビジョンの確立、2） 現状の確認、3） 行動計画の策定、4） 実
施、5） 考察という 5 つの段階から成る。それぞれの段階に複数の要素が取り入れられ、表

3.1 の 5 つの評価基準を用いて調査・詳細化プロセスが明確に示される（図 3.2 参照）。最初

の段階はプロジェクトの初期の可視化段階である。2 番目と 3 番目の段階は、行動計画の

策定で最も多くの労力と時間がつぎ込まれる段階である。4 番目と 5 番目の段階は導入段

階である。いずれの段階にも、追加的な構成要素と下位段階がある。

図 3.2  持続可能な消費のための教育を計画する際に用いる 5点戦略

出典：著者

　この 5 点戦略の目的は、持続可能な消費への個人の積極的参加を推し進めるような消費

者教育キャンペーンの展開につながる全体的プロセスの概要を示すことにある。この戦略

は省エネや廃棄物の削減等様々なテーマの課題に適用することができる。また、規模の面

でも様々なプロジェクトに適用できる。だが当然ながら大規模なプロジェクトでは計画も

より大きくなるため、各々の見直しや反省のプロセスを徹底的に行う必要がある。
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　第 1 段階「ビジョンの確立」：同プロセスの最初の段階で、これから行う ESC キャンペー

ンをしっかりしたコンセプトに基づいたものとするための活動である。この段階には 4 つ

の作業要素がある。最初の作業「目標の可視化」には、プロジェクトで対処すべき最大の課

題とは何かを示した詳細な概念図が必要になる。ESC キャンペーンが他の活動と無関係の

独立したものである場合は、その作業は開始地点と重点分野を明確に定める上で必要不可

欠となる。一方、ESC キャンペーンが複数のセクターにまたがる大規模プログラムと結び

付く場合、プログラム全体の中で ESC の要素が消費者の啓発と行動変化をどのように支援

するかを示すことが主な目的となる。2 番目の作業「重点対象の明確な特定」は、一般的な

トピックを選定して、望ましい消費者行動の変化のタイプを明確に記した後に実行する。3
番目の作業「対象者の特定」は、プロジェクトにおいて誰に影響力があるかを調べることを

目的としている。従来の方法であるステークホルダー分析も、この作業の足がかりとなる。

4 番目の作業「明確な目標の設定」は、ビジョンを確立する最終段階である。ここでは介入

や改善が求められている分野を特定し、キャンペーンの結果や成果を詳細に示す必要があ

る。

　第 2 段階「現状の確認」：現在の状況とキャンペーンがもたらす要素について調査・評価

する段階である。2 つの作業要素があり、最初の作業「既存の社会インフラの検討」は、現

在の消費パターンの前提要素を特定することを目的とする。表 3.1 のメカニズム 5 で概要

を示した消費の主な推進力をマッピングすることが、この作業の役に立つであろう。2 番

目の作業「個人的価値観の体系と一般的価値観の体系の検討」は、消費行動の要因となる個

人的な価値観を直接把握することを目的としている。表 3.1 のメカニズム 3 で取り上げた

環境に関する市民意識の価値観が一般の人々にどの程度浸透しているかを調べることが、

この作業の役に立つであろう。この段階における 2 つの作業によって、現状はどうか、ま

た変化を推進する機会がどこに存在するかがはっきり把握できる。この段階はプロジェク

トサイクル全体に費やされる時間の 10 ～ 20% を占めることになるかもしれない。

　第 3 段階「行動計画の策定」：消費者教育キャンペーンに取り入れる活動を詳細に定める

主要段階である。この段階の最初の作業では、既存のシステムのどの分野に変化が必要か

を特定する。この段階には 3 つの作業要素がある。最初の作業「行動を変えるための計画」

では、表 3.1 のメカニズム 2 に記した「意思決定者の変化を表す段階」を調査ツールとして

用いている。手順 2 で詳細に記した現状を反映させ、消費者行動を変える機会がどこにあ

るか考察することが重要である。2 番目の作業「適切なツールや手段の特定」では、表 3.1 の

メカニズム 4 に記されている有効なツールや手段を、要検討項目を列挙するためのフォー

ムとして使用できる。この作業の目的は、変化を推進する機会はどこにあるか、またこれ

らの機会を活用するにはどのような手段が適切かを特定することである。3 番目の作業「明
確な行動計画の策定」は、最初の 2 つの作業の要点を踏まえ、全体的かつ系統的な計画に

ついて最終決定を試みる段階である。この作業に役立てるために表 3.1 のメカニズム 1 で

概要を示したステップを踏めば、手順の枠組みを構造化することができる。

　第 4 段階「実施」：キャンペーンを正しく機能させるために必要な最後の取り組みを含む

段階である。作業計画がプロジェクトの活動を完遂する方法という点で適切な内容を持つ

かどうかを検証するプロセスでもある。この段階には3つの作業要素がある。最初の作業「行
動日程の作成」では、各種プロジェクト活動の開始日と終了日を実際に決める。2 番目の作

業「各行動段階の詳細管理」では、個々の作業について誰が責任を負うか、それによって何

を成し遂げるか、どのように管理するかを特定する。3 番目の作業「適切なリソースの割り
当て」では、どのようなタイプのリソース（資金、人員、メディアソース）が必要かを検討し、

それをプロジェクトサイクル全体を通して適切に確保するように努める必要がある。これ

ら 3 つの作業によって、各活動の実施方法を詳細かつ明確に記した行動計画が作成できる。

この時点で消費者向け ESC キャンペーンの実施に向けた準備が整ったことになる。



62

IGES 白書 第 3 章  持続可能な消費を促すための道：政府が持続可能な消費の実現に向けて効果的な教育を始める方法とは

　第 5 段階「考察」：段階としては最後で、キャンペーンの実施後に行うものであるが、前

段階で実施しても有効なことが多く、各作業計画にモニタリングや評価のシステムを直接

組み込んでおくのも有益であろう。「反省」段階には 3 つの基本作業が含まれる。最初の作

業「モニタリング・評価（M&E）システムの構築」は必要不可欠であるが、複雑な作業でも

ある。M&E システムの構築の足掛かりとなる項目は 3 つある。ESC メカニズムに対する

評価の枠組みにおける基準、第 1 段階でキャンペーンのために設定した最初の目標、及び

消費パターンまたは消費者行動の望ましい変化（環境に関する市民意識の 5 つの価値観が

含まれる場合もある）である。M&E の実施後に行う 2 番目の作業「所見の報告」では、M&E
から得られた所見とその意味合いを簡潔かつ明確に報告するということが重要になってく

る。最後の 3 番目の作業「学習成果の将来のプロジェクトへの応用」は、M&E の過程で学

んだ教訓を ESC の活動や将来的なキャンペーンの改善に生かすためのものである。

5.3  将来的な研究のための検討事項

　一連の事例分析によって ESC イニシアティブを理解・評価するための枠組みについて有

効性を確認することができた。ただし、ESC の全体的な目標は消費者の行動に変化をもた

らすことであり、この枠組みにおける個々の総合基準に対して、特定の活動が長期的にど

のような影響をもたらすかについて実際に結論を出すには、消費者行動に関する長期的な

調査が必要と思われる。

　研究者に向けて：将来的な研究では、所与の事例の実施前、実施中、実施後の消費者行

動の調査・研究を組み込んだ、ESC の実施に関する一連の事例研究が有効であろう。ESC
が消費者行動に及ぼす長期的な影響を調べる研究、特に社会的・文化的習慣において「維持」

や「促進」をもたらす実用的な手段を特定することを目的とした研究が有用と思われる。最

後にこのような調査の際には、持続可能な活動を目指して行動の社会的・文化的パターン

に影響を与えること、そしてパラダイム変化に向けてインパクトを生み出すことの重要性

について、特に注意を払う必要がある。

　政策決定者に向けて：本研究で示した限られた範囲の事例研究でも ESC を評価するため

の枠組みを拡張する手がかりが得られることから、総合基準を適用した詳細な調査を実施

することで、ESC 計画戦略のさらなる展開が期待される。また、第 5 のメカニズムにおけ

る様々なツールや手段、またこれらと他のメカニズムの構成要素との相関関係についての

調査は、将来的な研究に役立つであろう。中国の事例の多くで関係が見られたように、「規

制的手段」が主なツールとして使用されている場合には「責任」という価値観を育むことが

困難であるという考え方には根拠が少ない。「教育的手段」の改善と「心理的動機」への影響

力との関係を徹底的に調査することも有用かもしれない。

注 
1.  内閣府の政府担当者との会見で判明。
2. 中国環境保護部の政府担当者との会見で判明。
3. 大統領直属グリーン成長委員会の政府担当者との会見で判明。
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第 4 章
企業の環境情報開示：持続可能な生産を推進するための
革新的政策

アブドサラーム・ラビ、志々目  友博、藤塚  哲朗、飯野  博夫、劉  憲兵

1.  はじめに

　アジア途上国では多くの企業や事業

ネットワークが持続可能な生産活動に携

わっている。そうした企業やネットワー

クは持続可能な生産が競争上の優位をも

たらすと考えているか、自身のビジネス

モデルの核心を担うと見ている。しかし

こうした企業群のほとんどは、関係する

ステークホルダー、特に投資家と政府か

らの圧力やインセンティブの増大に対応

する形で、こうした行動を取っていると

思われる。アジア地域における圧力やイ

ンセンティブは、これまで主に政府機関

が生み出してきた。政府機関はコマンド

アンドコントロール（CC：法律に基づく

規制）や市場ベースの手法といった伝統

的な政策を通じて、長年にわたって企業

の持続可能な生産の推進に努めてきた。

　本章では、アジア途上国の持続可能な

生産を推進するための政策オプションと

して、企業の環境情報開示（CEID）の利

用について論じる。

　CEID のアプローチとは、消費者、投資

家、官僚、コミュニティ、社会全般に対

して、企業の事業活動及び環境行動（製品、

生産工程、管理手順）についての情報を開

示することを指す。情報を与えられたス

テークホルダーはその内容を見て自らが

とるべき行動を判断するため、ステーク

ホルダーの反応は、環境パフォーマンス

の優れた企業に対してはインセンティブ

に、劣る企業に対しては圧力になる。

本章の概要

　本章では、アジア途上国における持続可能な
消費と生産を推進するための政策オプションと
して、企業の環境情報開示（CEID）について論
じる。アジアで採用されている CEID イニシア
ティブ、企業の環境報告書及び環境パフォーマ
ンス評価プログラムを検証・考察する。

•   アジア途上国において CEID スキームは環
境パフォーマンスの促進に有効であるが、
改善が必要な部分もある。企業の環境報告
書が的確であることは少なく、環境パフォー
マンス評価プログラムは環境パフォーマン
スの良くない企業に対しては環境改善に向
けより大きなインセンティブとなる。

•   持続可能な生産を大規模に推進するには、
CEID 政策を一組の政策の一部として捉え、
他の CC や市場ベースの手段と組み合わせ
て使うべきである。CEID 政策は独立した
政策ではなく、他の政策を補完する政策と
考えなければならない。

•   CEID は企業に遵守義務を与えるだけでな
く、他企業との遵守のレベルの違いを認識
させるためにも役立つ。そのため、規制当
局はより多くの情報に基づいて手段を選択
できるようになる。

•   強制的手段は、遵守が不十分な企業に対し
て適している。一方、市場ベースのメカニ
ズムは、遵守の度合いの高い企業に対して
改善をさらに進めるためのインセンティブ
として適している。

　この戦略をアジア途上国でより効果的に機能
させるには、ステークホルダーに正確な情報を提
供すること、ステークホルダーに十分な圧力やイ
ンセンティブを生み出すための権限を与えるこ
と、企業のこのプロセスへの参加、特に中小企業

（SME）の参加を奨励すること等、いくつかの面で
の努力が必要である。国レベル、各国間レベルで
複数のステークホルダーが協調する必要がある。
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　そのため CEID のメリットとしては、企業の環境マネジメントに影響を与えることがで

き、環境に対する懸念を持つ当事者が関係者や政府当局も巻き込んで、企業が生産活動を

調整するための圧力やインセンティブを生み出すという点があげられる。さらに CEID に

よって企業は自身のパフォーマンスを知ることにつながり、企業が環境面の改善を認識す

る際の手がかりとなる。また、コミュニティや民間セクターに規制プロセスへの積極的参

加を促す一つの手段として CEID を研究することは、企業がその地域で持続可能な生産を

さらに大規模に推進できるかどうかを判断する際の政策オプションとなる。

　CC 的アプローチは、大規模かつ明らかな汚染源の規制には一定の成功を収めた（Anderson 
2002）。しかし時が経つにつれて、何人かの学者によりこうした規制的アプローチは費用

がかかりすぎると指摘されるようになった（Dasgupta, Laplante and Maminigi 2001; Tietenberg 
1985）。一方で市場ベースの手段の導入によって排出規制政策が柔軟性と費用対効果の両

方を持つようになり、環境に対する取り組み改善にも寄与した（Vincent 1993; Arbelaez et al. 
1998）。しかし、導入事例の成功度合は様々である（Hahn 1989; Tietenberg 1990）。

　アジア途上国では世界の他地域と同様、CEID が企業レベルでも政府レベルでも徐々に

受け入れられつつある。事実、多くの大手企業が環境・安全報告書、持続可能性報告書、

企業の社会的責任（CSR）報告書等といった年次報告書で自社の事業活動と環境行動に関す

る情報を社会全般に対して自発的に開示している。インドネシアの公害防止、評価、格付

けプログラム（Program for Pollution Control, Evaluation and Rating; PROPER）、フィリピンの

エコ・ウォッチ（Eco Watch）、中国のグリーン・ウォッチ（Green Watch）、インドの環境評

価プロジェクト（Environmental Rating Project）等、企業の環境パフォーマンスの格付けを公

開するプログラムを推進または支援することで指導力を発揮している政府もある。

　アジア途上国の持続可能な生産を推進するための政策として CEID を利用するという選

択肢を論じるため、本章では政府の支援で行われているものの他、自主的なものも含めた

数例の CEID イニシアティブを取り上げ、この政策手段をより効果的に利用する上で制約

となっているものは何かを分析する。

　本章は以下のような構成となっている。セクション 2 では企業の持続可能な生産の決定

要素を検証する。それによって企業の環境マネジメントを推進するための政策の一つに

CEID を加える必要性を示すことができる。セクション 3 では CEID のタイプにスポットを

当て、CEID をどのような方向に利用すれば機能するかを論じる。セクション 4 では CEID
イニシアティブの中から政府の支援によるものと自主的なものをいくつか取り上げ、アジ

ア途上国の CEID の現状にスポットを当てる。セクション 5 では企業の持続可能な生産を

推進するための戦略としての CEID の利用に関する制約について分析する。最終セクショ

ンでは結論を述べ、政策に関するいくつかの提言を行う。

2.  企業の持続可能な生産の決定要素

　アジア途上国では世界の他地域と同様、企業はますます持続可能な生産活動に携わ

り、環境と社会に有益な行動を取るようになってきている。しかしそうした企業の多く

はステークホルダーからの圧力やインセンティブの増大に対応する形で行動している。

Gunningham, Kagan, and Thornton（2003）は、企業に対する圧力には（i）経済上または競争上

の圧力、（ii）規制圧力、（iii）社会またはコミュニティの圧力、の 3 種類があると論じている。 

　こうした外的要因が組み合わさって、企業の汚染の程度や、汚染が規制の範囲を超える

頻度が決まってくる。Howard-Grenville, Nash, and Coglianese（2008）は上記の 3 要因に加え、

内部要因または内部圧力という第 4 の要因があると指摘した。両者とも経営者の認識と態
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度、組織のアイデンティティと文化、組織構造等、組織内の態度や特徴によって当該組織

が環境問題をどう認識し、どう扱うかが説明できると論じている。 

　Blanco et al.（2005）が行った持続可能な生産における自主的イニシアティブの役割に関す

る研究によって、企業の自主的イニシアティブの推進要因は、アジア太平洋地域の各地で

多岐にわたることが明らかになった。先進工業国では国民の環境意識、消費者の意識、非

政府組織（NGO）の強さ等がいずれも明らかな推進要因となっている。しかし途上国では輸

出市場が決定する要件が強力な推進要因となっている。 

　Liu Xianbing and V. Anbumozhi（2009）が実施した中国の事例研究の計量経済学的分析に

よって、業界全般の環境マネジメントレベルが個々の企業の環境マネジメントレベルに対

して大幅なプラスの影響を与えることがわかった。企業にはセクター内の大手企業の実践

方法を見習う傾向がある。同研究によると、中国で企業の自主的な環境マネジメント参加

を促す上で、一般市民や業界団体は中心的な役割は果たしていない。また、タイでの企業

の環境マネジメントに関して IGES 関西研究センターが 2008 年に実施した別の研究によっ

て、タイの企業が積極的な環境マネジメント活動に携わろうとするのは、国内外市場の需

要喚起や優良企業のイメージ形成が主な動機であることが判明している。 

　こうした背景から、政府機関はもちろんのこと、他のステークホルダーも企業に積極的

な行動を促し、持続可能な生産に携わるよう促していく上で重要な役割を担う力があるこ

とは明らかである。しかし CC や市場ベースのアプローチ等といった従来型の環境マネジ

メント政策においては、他のステークホルダーの参加やその役割は無視されてきた。そう

した従来型の政策では、大きな圧力とインセンティブの両方またはいずれかを与えられる

唯一の存在として、規制当局に注目が当てられてきた。従って、CEID のように企業、政府、

コミュニティ、市場等複数のステークホルダーを巻き込んだ新しいアプローチが大規模に

広がることで、どれくらい持続可能な生産を進めることができるかを調べることが必要で

ある（Box 4.1）。

　CEID は企業と他とをつなぐコミュニケーションツールとして利用されている。この使

用方法は世評面でのインセンティブとして、従来のアプローチとは違うパターンの反応を

生み出す可能性がある。CC 的アプローチでは、同じ規制区分の汚染者には費用に関係なく、

すべて同じ基準に合わせることが求められる。その結果、汚染量は基準値に収束していく

が、処理の限界費用は各企業で大きく異なってくるのが一般的である。市場ベースの手法

では、汚染者は限界費用と同等の環境負荷の削減努力を行うが、今度は内容の方が大きく

異なってくる。純粋な世評面でのインセンティブがある状況では、汚染者は汚染の削減に

係る限界費用が世評上の価値の期待限界効用に等しくなる点まで、削減努力を行う。世評

に価値がなければ、汚染者はまったく削減努力をしないこともあり得る。しかし汚染者が

世評の価値の非常に大きいセクター、コミュニティ、市場に属している場合、世評面のイ

ンセンティブを与えてやることで、CC 的政策または市場ベースの政策をとった場合より

削減努力が増える可能性がある（Afsah et al. 1995）。
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Box 4.1  環境賞受賞者がアジア諸国は汚染者を公表して不名誉にさせるべきと主張

3.  企業に持続可能な生産を促す戦略としての CEID

3.1  CEIDの定義とタイプ

　CEID とは、企業の事業活動や環境態度に関する情報（製品、生産工程、管理手順）を、

関係するステークホルダーや社会全般に発表することを指す。情報伝達の方法によって、

CEID は 3 つのタイプに分類できる。

•   タイプ 1：第三者機関による製品、工程または管理手順の認証。例えば、製品向けの

エコラベル認証、環境安全ラベル認証、さらに環境マネジメントシステム向けの国際

標準化機構（ISO14001）認証や EMAS（環境管理・環境監査スキーム）等がある。  
•   タイプ 2：一定の基準または独立した外部審査のない自己認証。例えば、企業の多く

はいくつかの基準や独自の内部目標に従って環境に対する取り組みを評価しており、

その結果を企業の社会的責任（CSR）報告書等の年次環境報告書で公表している。 
•   タイプ 3：解釈または判断を含まない生データの提供。ライフサイクル分析の形をと

ることもある。米国で実施されている有害化学物質排出目録（TRI）プログラムや、日

本で実施されている環境汚染物質排出移動登録（PRTR）制度等。 

　インドネシアの PROPER、中国のグリーン・ウォッチ、インドの環境評価プロジェクト

等の環境パフォーマンス評価プログラムは、タイプ 1 とタイプ 3 両方の特性をもつもので

ある。情報は格付けの形で提供され、製品ではなく企業または工場に関する評価を表す。

この格付けは政府または NGO が実施する（Lopez et al. 2004）。タイプに関係なく、すべて

の CEID プログラムが同じ作用メカニズムで企業の環境行動に影響を与える。

　2007 年の地球チャンピオン賞（Champions of the Earth Award）を受賞したフィリピン

の 7 つの非政府組織（NGO）のリーダー、エリゼア・ギレラ・ゴズン氏が、ロイター

とのインタビューで次のように述べた。

　「アジアの環境に優しくない企業の名前を公表し、不名誉にさせることで自分たち

の行為を改めさせるべきです。環境問題を前進させるためにはその方が政府の規制よ

り効果が大きいからです…私たちは規制がもたらす恐怖以上のことを行っています…

官僚政治は環境基準を守らせる手段を講じるだけで、多くの企業は閉鎖の脅しを深刻

に受け取りません…政府の規制は本物の脅威ではないので、それは企業が恐れている

ものではないのです。」

　同氏はマニラの織物会社の例を挙げた。この会社は 1990 年代にマラボン・ナボタ

ス川に未処理排水を流し、政府にこの川の「汚染原因 12 社」の 1 社と名指しされたこ

とで、これを不名誉に感じて排水を浄化するようになったという。

　「織物会社一族の子供たちはこれを恥じて学校に行かないと言い出しました…『みん

ながお前たちはお金持ちで儲けてるけど川を汚してるだろうって言うから恥ずかし

い』と言うのです…これでその一族は目が覚めたのです。その工場はそれから行動を

改め、今ではコミュニティのリーダーとなっています。」

出典： 当記事は http://www.javno.com/en-economy/green-prize-winner-urges-asia-to-shame-polluters_36261 で
閲覧可能（最終閲覧日：2009 年 12 月 17 日）。
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3.2  CEIDの機能・メカニズム

　Tietenberg（1995）は CEID が企業の環境に対する取り組みの改善を促すための 7 つの方向

性を示した。本章では議論を単純化するため、このチャネルを 5 つのカテゴリーにグルー

プ分けする。

•   個人や団体の購入者から受ける圧力等、産出市場の圧力。

•   投資家による圧力等、投入市場の圧力。

•  政府機関の規制による公的規制圧力。

•   コミュニティ、企業団体、NGO、裁判所、メディアその他による非公的規制圧力。

•  経営陣、従業員その他による企業内圧力。

産出市場

　企業の環境への貢献度、またはその製品の環境影響と品質、さらにその使用方法や廃棄

方法に関する情報を明確でわかりやすい形で提供することは、消費者が製品やサービスの

購入に際して情報に基づいて選択する際の手がかりとなる。例えば、エコラベルはその製

品の環境性能に関する情報を開示する手法のひとつで、製品やパッケージ等に情報が添付

されているという利点がある。本白書の第 8 章で論じる森林認証は、エコラベルの一例で

もあり、持続可能な管理がなされている森林から生産された材料を用いた製品ということ

を示している。また炭素表示は、ある製品が温室効果ガスの削減にどの程度貢献するか

を消費者に知らせるための新しいイニシアティブの一例である（Box 4.2）。グッドガイド

（GoodGuide）等いくつかの組織も、よりよい決定を行うために必要な、製品や企業の健康、

環境、社会的影響に関する情報の提供に関わっている 1。グッドガイドでは、例えばラベ

ルが意味する製品の環境性能が理解できるように、70,000 以上の食品、玩具、日用品、家

事用品について情報提供を行っている。

　一部の消費者の環境意識は既にかなりのレベルにまで達している。そのような消費者の

購買行動は購入対象となる製品やサービスの環境性能に極めて敏感になる。従って CEID
はそうした消費者の製品に対する要求を減らすことも増やすこともある。それは企業が持

続可能な行動をとっているか否かにもよる。環境に対する消費者の好み次第では、世評の

悪化を受けて市場での需要が減ることがある。環境に有害な製品や環境パフォーマンスの

低い企業の製品のボイコットは、こうした企業の生産行動を変える圧力となる。政府機関

（第 8 章で論じる公的な木材購入方針等）や大規模チェーン店等、大規模購入者が財やサー

ビスの購入を決定する際に環境への配慮がその判断基準として反映されれば、この供給サ

イドへの圧力はいっそう大きくなる。
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Box 4.2  消費者に二酸化炭素排出の相殺に役立つ商品の購入を促すタイの「炭素削減ラベル」

投入市場

　資本市場においては、CEID スキームは企業の環境への取り組みに関する情報を投資家

や金融機関に提供する重要な方向性を持っている。強い環境意識を持つ社会的責任のある

投資家（SRI）や金融機関は、預かった資産を責任をもって投資できるかどうかという点に

関心を持つ。こうした SRI の位置づけは先進国でも途上国でも上昇してきており、多くの

機関がその行動を支持している。米国の社会的投資フォーラム（Social Investment Forum）2、

EU の EuroSIF （European Sustainable Investment Forum）3、AsRIA（Associate for Sustainable and 
Responsible Investment in Asia）4 は、SRI の発展に関する見識のある最新でアクセス可能な

タイの「炭素削減ラベル」

　タイの公的機関である温室効果ガス管理機構（Greenhouse Gas Management Organization; 
TGO）は、タイ環境研究所（TEI）と共同で、「炭素削減ラベル」構想を打ち出した。同機構

は製品がそのライフサイクル全体で温室効果ガス（GHG）の削減にどの程度寄与してい

るかを表す「二酸化炭素相当量」という尺度を作成した。同類の表示はフランス、英国、

スウェーデン、米国、日本等多くの国で採用されている。

　同機構は炭素削減ラベルが生産者に消費者の選択に見合う効率的な工程を使用させる

ことで、GHG 排出を削減する方向に向かわせるきっかけを作ることができると考えて

いる。この新しいシステムでは、消費者が GHG 排出を最低限に抑えて生産された製品

を特定することが可能になるように計画が進められている。

　同機構所長のシリタン・パイロジュボリブーン氏は、このシステムでタイの消費者が

環境管理に直接参加し、生産行動に影響することが可能になると考えている。同氏は「環

境保護のイメージを推進しているという評価を得るため、このラベルの申請を行う消費

財の生産者が増えることになる。EU では輸入製品にカーボンラベルの貼り付けを求め

る新しい環境規制の施行準備が整ったので、カーボンラベルのある製品の輸出が増える

であろう」との期待を表明している。

　炭素削減ラベルはタイの産業セクターの加盟団体の関心を集め、 2009 年 3 月 27 日時

点で 34 の生産者が製品の登録を申請した。現在は 9 つの製品カテゴリーで 25 社の生産

者が登録されている。対象製品は乾燥食品、セメント、人工木材、米袋、コンドーム、

床タイル、陶磁器タイル、食用油、牛乳パック等である。

出典： http://www.bangkokpost.com/life/family/14194/carbon-reduction-labels-arrive  
（最終閲覧日：2009 年 12 月 4 日） 

http://www.bangkokpost.com/190808_News/19Aug2008_news12.php\  
（最終閲覧日：2009 年 12 月 2 日）
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情報を提供する機関の例であり、コミュニティの様々なセクターが SRI に関する情報や見

通しを交換し、好ましい行動を起こす方向に進むための討論の場となっている。この点に

関しては国連環境計画（UNEP）も、投資家が環境、社会、ガバナンス（ESG）要因を投資プロ

セスに組み込む上で役立つ枠組みを提供するための責任投資原則を策定している 5。さらに

EPFI（Equator Principles Financial Institutions）は、プロジェクトに資金提供を行う際の社会的

リスク及び環境的リスクの判定、評価、管理のための金融業界の基準として、「エクエーター

原則」6 を採択した。SRI は投資戦略の展開の際、環境パフォーマンス指標に照らして優れ

た企業を選んでいる（Afsah et al. 2000）。企業の環境パフォーマンスに関する情報は、SRI の
興味を引くこともあれば、削ぐこともある。環境パフォーマンスの劣る企業は環境パフォー

マンスを改善しない限りこうした SRI の興味を引くことができないか、資金を調達するこ

とができない、またはその両方が困難になる場合もある（Box 4.3）。

Box 4.3  グリーン・クレジット推進のための投入市場のステークホルダーの関与

法律に基づく規制

　規制当局は、規制を設定し市場ベースの手段を講じるため、環境情報を必要としている。

そのため環境影響評価（環境アセスメント： EIA）プログラム、環境監視計画、リアルタイ

ム監視システム、遠隔測定等の手段を用いて情報収集を試みている。当局は情報を集める

ことで優先順位を決定し、最終的にはより多くの情報に基づいて政策手段を選択する。こ

の意味において、CEID を規制の前提条件とみなすことができる。ある種の情報を開示し

ないのは環境パフォーマンスが劣る証拠とみなされ、それが情報開示の明確なインセン

ティブとなるためである。必要な情報がない、または不足している場合、規制当局は環境

パフォーマンスのレベルに関係なくすべての企業に厳格な基準を適用するか、または費用

と時間のかかる市場ベースの手法を利用することになる。また、その両方を行うこともあ

る。しかしいくつかの事例を見ると、CEID は環境パフォーマンスの優れた企業が名乗り

を上げるための競争上のインセンティブを与え、規制当局が環境パフォーマンスの劣る企

業を特定することに役立っている。この事例では環境に対する影響への調査や対策の予算

が少ない企業は環境パフォーマンスの劣る企業であるとみなされ、そのため基準に従わな

いと調査や対策の費用でさらに費用が嵩むと予測される。

　インドの金融機関と保険会社は、環境リスクを制限するための包括的環境監査の必要

性を主張し始めている。多数の金融機関や国有銀行が、自身の貸付方針が環境に与える

影響を調べる専門部署を設置している。

　中国では 2007 年 7 月 12 日に国家環境保護総局（SEPA）7、中国人民銀行（PBC）、中国

銀行業監督管理委員会（CBRC）の 3 者が共同で「環境保護政策及び規制施行による貸付リ

スク低減に関する見解」という方針を発表し、国内の全企業を対象とする「グリーン・ク

レジット」政策を発表した。その直後、CBRC から高度汚染及びエネルギー消費企業に

よる貸付リスクの防止と管理に関する見解が発表された。さらに商業銀行数行もグリー

ン・クレジットの導入要件を発表した。例えば中国工商銀行（ICBC）は一票否決制の確

立を提案した。簡単に言えば、環境政策を遵守しない企業には貸付を行わないというこ

とである。企業の環境基準遵守は貸付を受けるための前提条件とみなされている。環境

保護に力を入れている企業には、銀行業界から優先的に資金調達上の支援を受けられる

可能性があるということになる。

出典 : IGES 2008



72

IGES 白書 第 4 章  企業の環境情報開示：持続可能な生産を推進するための革新的政策

CC に基づかない規制

　コミュニティ、NGO、定評のある市民団体は環境のリスクを十分認識していることが多い

が、正確な汚染源、汚染物質、健康に対する影響、曝露レベルを特定するための十分な情報

を持っていないことがある。そうした状況では、CEID はこのギャップを埋め、そうした集団

の行動を容易にすることができる。一般市民、コミュニティ、NGO は十分な情報が手元にあ

りさえすれば、消費者、投資家、労働者としての経済的役割を持つ人々を動員して、環境パ

フォーマンスの劣る企業に対して個人や集団として行動を起こし、企業に費用を負担させる

ことができる。企業の環境パフォーマンスに影響力を及ぼす手段として、ボイコットを要求・

実行したり、環境上の集団訴訟を利用したりすることもできる。さらに環境当局に対する政

治的支援を行って、勢力のある企業に環境基準を遵守させたり、環境被害を引き起こす企業

に対して行動を開始するように促すこともできる（Box 4.4）。政府が企業を査察する能力が限

られている現在、コミュニティからの要求は環境調査を優先的に行わせるための力となる。

企業内の取り組み

　CEID は企業にとっても有益である。経営陣にとっては自社の環境パフォーマンスは新

しい情報であり、それにより環境パフォーマンスを改善することにもなる。CEID は企業

内部で定めた指標を通じても機能する。定期的なデータ収集と標準化されたフォーマット

での報告が必要となるためである。様々な団体が環境に関する統計について詳細に目を通

すため、情報開示を行うことで組織内の環境データ収集システムの秩序が保たれるだけで

なく、企業の文化的な強化にもつながる。その結果、企業は過去からどの程度環境を改善

したかを知ることになり、継続的改善のための適切な手立てをとることが可能になる。企

業の環境パフォーマンスに関する情報が開示されれば、比較分析や環境指標の設定が行え

る。企業には対外的なイメージや世間の評判を気にする傾向があるため、CEID は環境改

善に対して大きなインセンティブを生み出すことになる。Blackman et al.（2004）はインドネ

シアの環境評価プログラムに参加している企業の経営者の調査を行い、環境負荷の削減を

促す決定的要素は経営上の情報公開を高めることであったとしている。

Box 4.4  権限のある非公式監督機関の汚染企業に対する措置

　コミュニティが関心を持つことにより、動きの鈍い業界をスタートラインに立たせる

ことができた。環境セクターと開発セクターに 10,000 以上の特定利益団体があるイン

ドでは、ますます高まる環境保護運動の声が、いくつかの施設の移転や閉鎖の引き金と

なった。デュポンとゴアの現地企業の合弁会社で売上高 1 億 7,600 万ドルを誇ったナイ

ロン製造会社の移転、売上高 7 億 1,400 万ドルの一貫生産型鉄鋼プロジェクトの中止、

南インドのコカコーラ充填工場の閉鎖等がその例である。

　NGO も環境被害を引き起こす組織や個人に対する行動を開始する際に、密告者や監

視役として活動し、また政策決定や一般大衆の意見の創出にも加わっている。

　意識を高めたことで、市民は環境論争の調停のため法廷に立つ機会が多くなった。イ

ンドの裁判所はこうした事例を以前より共感を持って見るようになっており、環境被害

を小さくする命令や判決を幾度となく下してきた。ある例では、インド最高裁判所が首

都デリーの 9,000 以上の汚染施設に閉鎖命令を出し、移転を命じている。別の判決では

必要な排水処理施設を設置しなかったという理由から、南部タミル・ナードゥ州にある

59 施設が即時閉鎖命令を受けた。西部グジャラート州の高等裁判所は、付近の川に有

毒排水を排出した 250 以上の化学工場に警告を与え、約 233 施設を監視リストに載せた。

出典 : IGES 2008
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4.  アジア途上国の CEIDイニシアティブ

　アジア途上国での CEID スキームは、企業レベル及び政府レベルで徐々に受け入れられ

るようになってきている。多くの企業は企業環境報告書を利用して、関係するステークホ

ルダーに環境パフォーマンスを公開している。一方、政府は環境パフォーマンス評価プロ

グラムを支援している。どちらのスキームも企業の環境パフォーマンスに関する（製品に

関するものではない）情報を提供している。

4.1  企業の環境報告書

　企業の環境報告書（CER）は、企業が自身の環境活動に関して自主的に公表するものであ

り、一般の人々も入手可能な報告書である（Brophy & Starkey 1996）。こうした報告書の公

表を企業に促す要因は、企業や国によって異なる。香港の企業は社会的責任のある投資家

（SRI）の関心を呼ぶことを企業の環境報告の主要因と考えているが、マレーシアの企業は、

透明性と説明責任に対する要求に適合させることを主要因の一つとしている（Environmental 
and Social Development Department East Asia and Pacific Region, World Bank 2006）。中国では

社会的要因が主要因と認識されており、市場要因、政治的要因、規制要因がこれに次ぐ（Liu 
2009）。

　肯定的な面では、CER が排出削減、企業の環境効率向上、または競争力強化に役立って

いることを示す証拠もある（Toshi et al. 2007）。また、企業が費用のかかる規制を回避する

ためにも役立ち、政府が規制にかける費用を節減することにも一役買っている（Schmidheiny 
et al. 1997）。しかし、実践面ではいくつかの欠点があり、そうした点がアジア途上国で大

規模な環境パフォーマンス改善を推し進める際の障害となっている。 

　例えば、CER だけに基づいて企業同士の環境パフォーマンスを比較することや一企業の

環境パフォーマンスの時間的推移を追うことは困難である。こうした報告書の仕様が標準

化されておらず、報告するデータの種類も様々なためである。重要なデータや解釈がない、

または講じている対策を明記していない報告書や、環境への企業の取り組みと改善目標の

みを記載しただけの報告書もある。膨大なデータが記載されているものもあるが、そうし

たデータはその企業の全体像がわかる環境パフォーマンスの値ではなく、政府に提出が義

務づけられている報告書から抜き出した、製品の安全性、有害廃棄物、またはその他の遵

守情報が中心であることが多い（Utting 2002）。図 4.1 に様々なセクターから選択したイン

ドの企業 30 社（化学工業 20 社、自動車工業 6 社、食品・飲料会社 4 社）が CER で報告した

環境情報項目の例を示す。これを見ると、企業が自社の方針、研究・開発費、取得済み認証、

CSR 活動等の主観的な環境情報を開示することについては積極的であるが、汚染物質排出、

再生可能なエネルギーの利用、地球の持続可能性の原則等、実際の環境パフォーマンスの

開示については消極的であることがわかる。 
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図 4.1   2007年の環境報告書に見る一部のインド企業が報告した情報の例
 

出典：（IGES 2008）から引用したデータに改変を加えたもの。

　さらに、CER はその企業の環境に関する履歴を必ずしも保証しているわけではない。例

えば、ユニリーバは報告書でインドにおける水銀汚染事故に触れていなかったにもかかわ

らず、環境報告活動が評価され、その年の勅許公認会計士協会（ACCA）賞を受賞した（Doane 
2005）。

　GRI（Global Reporting Initiative）、G3（第 3 版 GRI）の報告ガイドライン、カーボン・ディ

スクロージャー・プロジェクト等の NGO 志向のイニシアティブが出現したことで、企業

は自身の社会的、経済的、環境的影響の大きさに関して検証可能かつ正確な定量的データ

を示す必要に迫られている。こうしたガイドラインには比較が可能な報告を行うための主

な内容の概略が記載されており、規模、分野または場所に関係なくすべての組織に適用可

能である。それによって企業間の環境パフォーマンスの比較と環境パフォーマンスの時間

的推移の追跡が可能となる。しかしアジア途上国でこうしたイニシアティブに参加してい

る企業の数は、まだ極めて限られている。こうした企業は、主に大企業または多国籍企業

の子会社である。表 4.1 に一部のアジア主要国と他国の GRI 参加企業の数を示す。GRI に
参加しているアジアの企業の数は徐々に増加しているが、その数は未だ少なく、世界中の

参加企業全体のわずか 15.4% である。 

表 4.1  一部のアジア主要国と他国の GRI参加企業の動向
GRI イニシアティブ参加企業の国籍

中国 インド 日本 韓国 アジア 参加企業総数

1999 0 0 1 0 1 10
2000 0 0 7 0 7 45
2001 1 1 23 0 26 123
2002 4 4 17 0 27 140
2003 1 1 14 2 20 175
2004 3 5 20 4 33 290
2005 4 3 20 7 38 379
2006 5 6 18 14 51 519
2007 8 8 23 29 84 699
2008 15 20 51 40 163 1059

出典 : GRI ウェブサイトから引用したデータに改変を加えたもの。
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4.2  環境パフォーマンス評価プログラムと開示プログラム

　1992 年のリオデジャネイロ会議の後、アジア途上国数か国で環境パフォーマンス評

価及び開示スキームが確立された。インドネシアの汚染防止、評価、格付けプログラム

（PROPER）、フィリピンのエコ・ウォッチ、中国のグリーン・ウォッチ、インドの環境評

価プログラム等である。これらは環境規制の遵守度を確認して政府が企業の環境パフォー

マンスを分類するための環境評価システムを策定できるようにするための、政府が推進ま

たは支援するプログラムで、いずれも類似のものである。まず選択した企業を規制基準の

遵守度に応じて異なる色で最も良いものから最も悪いものまで格付けし、公表する。その

根底には、「不名誉によって企業が環境パフォーマンスを改善することを強く迫られるであ

ろう」という考え方がある。

　アジア途上国での環境パフォーマンス評価の有効性と機能を明らかにするため、インド

ネシア、中国、インドで実施されている評価プログラムを以下に記す。

インドネシアの PROPER

　1995 年 6 月、インドネシア環境管理庁 8 は PROPER という汚染防止、評価、格付けプロ

グラムを立ち上げた。このプログラムでは排水基準の遵守度に関する各企業のパフォーマ

ンス評価に格付けを与えることで、情報を収集している。一般市民が理解しやすいように、

企業格付けは色分けによって分類されている（基準以上の遵守企業が金と緑、遵守企業が

青、排水基準を満たしていない企業が黒と赤）。

　この格付け情報は公表され、環境パフォーマンスの優れた企業は称賛され、環境パフォー

マンスが劣る企業は公表前に汚染除去の時間が与えられた。インドネシア環境管理庁はさ

らに環境パフォーマンスの 1 ページを割いて、各参加企業の報告を掲載している。この報

告書は企業の経営陣及び環境技術者向けの情報源となる。

　PROPER は企業にとって費用効率の高いプログラム例として広く知られている。1995 年

12 月から 1997 年 7 月までに 187 社で試行され、汚染が 40% 以上削減され、総合的な環境

パフォーマンスが約 34% 上昇したと言われている（World Bank 2006）。基準を満たしていな

い 44 社（このプログラムで評価された非遵守企業の 40%）の汚染濃度低下の合計は、生物

化学的酸素要求量（BOD）及び化学的酸素要求量（COD）で推定約 32% に達した（Lopez et al. 
2004）。しかしインドネシアの金融危機のため、PROPER は 1998 年に「冬眠状態」に陥った。

2002 年には再開され、参加企業は 2002 ～ 2003 年の 85 社から 2008 ～ 2009 年には 627 社

に増加し（図 4.2）、対象範囲は排水基準の遵守だけでなく、大気汚染物質排出や有害廃棄物

管理基準の遵守度にまで広がっている。新しい色分け形式には 2 つの新しいカテゴリーが

追加され、企業は最も良いものから最も悪いものまで、金、緑、青、青マイナス、赤、赤

マイナス、黒で格付けされている。
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図 4.2  2002～ 2009年の PROPER参加企業数の増加
 

出典：PROPER 2008 ～ 2009 年報告書

　参加企業が次第に増えてきていることは、企業が PROPER の格付けを真剣に捉え始めた

証拠である。PROPER が環境パフォーマンスの良くない工場に対しては汚染物質の排出を

大幅に削減する動機を与えているが、環境パフォーマンスの優れた工場に対してはそれほ

どでもないように見えることは興味深い。図 4.3 に示す通り、1995 ～ 1998 年のプログラム

の事例（Blackman et al. 2004）にその傾向が見られるが、それは 2002 年以後にもあてはまる。

青（青、青マイナス）に格付けされた企業数は 2002 ～ 2003 年の 51 から 2008 ～ 2009 年に

は 399 に増加した。2008 年に金に格付けされた企業は 1 社のみであった。

図 4.3  2002～ 2009年に PROPERに参加した企業の数と格付けの変化 

出典 : PROPER 2008 ～ 2009 年報告書

　さらにすべてのタイプの企業の遵守レベルが着実に上昇したが、上昇の傾向は企業の形

態（国内、多国籍、国有）やセクター（製糖、製紙、合板、織物、ゴム等）によって顕著な違

いが見られた。所有形態に関しては、多国籍企業の環境パフォーマンスが優れていること

が明らかになったが（図 4.4）、これはおそらく多国籍企業の方が世評上のリスクが大きい

ためである。
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図 4.4  企業の所有形態ごとの PROPERによる格付け（2009年）
 

出典：PROPER 2008 ～ 2009 年報告書

　情報開示関連の問題を扱った過去の研究は、環境パフォーマンスを改善させる企業外部

の圧力に重点をおくものが多かった。しかし PROPER の 1995 ～ 1998 年の効果に関する

Blackman et al.（2004）の研究によって、PROPER による排出削減促進策の中で最も効果的な

手段は企業のオーナーや経営者に自社の排出状況や環境負荷削減に関する情報を知らせる

機会を持つこと、すなわち「環境監査」による効果であることが明らかになった。　

　この調査の回答者の大部分の者（60%）によると、PROPER の格付けが環境パフォーマン

スの改善を促すことに成功した要因は、インドネシア環境管理庁が発行した環境パフォー

マンス報告書の 1 ページに各工場の排出状況と環境負荷削減に関する情報が掲載され、そ

の工場の管理者や所有者がそれを見たことであった。

　これは、回答者が外部要因が重要でないと理解していた、ということではない。

PROPER の格付けが低いことで工場周辺のコミュニティからの圧力が増えたとみている回

答者は 36% 近くに上り、PROPER の格付けでメディアからの圧力が大きくなったとみてい

る回答者はおよそ 4 分の 1 に上る。

中国のグリーン・ウォッチ

　中国はインドネシアでの環境パフォーマンス評価プログラムの実施を受けて、「グリー

ン・ウォッチ」という同様のプログラムを実施した。これは企業の環境パフォーマンスを

最も良いものから最も悪いものまで 5 色（緑、青、黄、赤、黒）で格付けし、メディアを通

じて大衆に知らせるものである。世界銀行の情報開発プログラム 9 の支援を受けた中国国

家環境保護局（SEPA）が、1998 年に鎮江で、2000 年には呼和浩特でパイロットプログラム

を開始した。それらが成功を収めたため、SEPA は国全体で格付けを進めることを決定した。
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　PROPER と同様、グリーン・ウォッチも、環境パフォーマンスが劣る工場にとって、排

出を大幅に削減する動機付けとなっている。図 4.5 はこのプログラムに参加した企業の数

と格付けの時間的推移を示したものである。このプログラムに参加した江蘇省の企業の総

数は、2001 年の 1,069 から 2008 年には 16,464 まで増加した。同期間に環境パフォーマン

スが良くなく赤または黒と格付けされた企業の比率が 17.18% から 4.33% に低下したこと

がわかった（Liu 2009）。しかしパフォーマンスが非常に良く、緑と格付けされた企業の割

合は、7.72% から 9.01% までしか増えなかった。ここから、中国の企業が本当に気にして

いるのは環境パフォーマンスが劣るという評価であって、汚染管理の基準を満たしていれ

ばよいという考えがあることがわかる。

　この公開プログラムの果たした役割については、（Liu et al. 2009）の研究で定性的評価が

行われている。この研究では常熟市の約 32 の企業（染色及び織物工業 25 社、化学工業 7 社）

にヒアリング調査が行われ、参加企業の自己評価では、環境パフォーマンスがこの研究の

期間（2005 ～ 2007 年）で全体として改善したと結論づけている。

図 4.5  2001～ 2008年にグリーン・ウォッチに参加した企業の数と格付けの推移 

出典：JSEPB 2009 ウェブサイトから引用したデータに改変を加えたもの

　平均的に見ると、この開示プログラムは多くの面で環境パフォーマンスの改善に大きく

貢献した。濃度基準及び許容総排出量に適合するための汚染物質の排出量が削減されたこ

とは、改善のもっとも顕著な証拠である。参加企業はこの開示プログラムによって、排水

口の規則の遵守や環境管理制度の強化といった日常的な環境維持活動の強化が図られたこ

とを認めている。

　企業の環境パフォーマンスに影響を与える要因に関しては、環境面の規制が依然決定的

要因であることが、同研究により明らかにされた。中国企業は、主として強制的な環境要

件に対応しようとしている。
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インドの環境評価プロジェクト

　1990 年代末期、インドの NGO である科学環境センター（CSE）が、「グリーン評価プロジェ

クト」（GRP）という環境パフォーマンス評価プログラムを開始した。特定セクターの事業所

を環境配慮の度合に基づいて格付けしようという試みで、企業によりよい環境マネジメン

ト方針の策定を促すねらいがある。GRP は色分けではなく、木の葉の数で格付けを行う。

GRP が対象とする様々なセクターの環境パフォーマンスに基づいて業界ごとの格付け基準

が達成されたと認められると、CSE から賞を授与される。賞のランクは葉 5 枚が最高、1
枚が最低である。

 
　GRP は、特に格付けが「葉 1 枚」とされた設備を有する会社に対して、環境パフォーマ

ンスの大幅な改善を行うための動機付けとなった。Nicholas et al.（2008）がインドパルプ工

場と製紙工場上位 22 社の非常に詳細な調査データを 8 年分調べたところ、図 4.6 と図 4.7
に示す通り、GRP に参加した計 22 社の年間平均浮遊物質（TSS）排出量と年間平均 COD 排

出量がいずれも大幅に減少したことがわかった。そのうち格付けが葉 1 枚の工場での削減

幅が、2 枚または 3 枚の工場より大きかった。同研究から、GRP への開示を行った企業の

COD 排出量は 1996 年から 2003 年までの間に 63% 削減されたが、GRP 未参加企業の削減

幅は 54% であることが判明した。開示プログラムの影響力は、TSS に関してはさらに大き

い。工場からの排出量は、開示プログラム参加企業では 65% 削減されたが、未参加企業で

はわずか 46% であった。

図 4.6   インドの GRPに参加中の選定パルプ工場・製紙工場からの 
年間平均 TSS排出量の推移

 

出典：Nicholas et al. 2008
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図 4.7   インドの GRPに参加中の選定パルプ工場・製紙工場からの 
年間平均 COD排出量の推移

  

出典 : Nicholas et al. 2008

　GRP は対象企業がパルプ・製紙、化学、自動車等どのセクターに属するかに関係なく、い

ずれに対しても環境パフォーマンスの改善の動機付けとなった。成果の概要を表 4.2 に示す。

表 4.2  評価プロセスが 3業界に与えた主な影響
産業分野 GRP 参加前 GRP 参加後

パルプ・ 
製紙

塩素からその代替品である二酸化塩素への
切り換えを進めた企業は 10% 未満。

約 90% の企業が塩素の代替品として二酸化塩
素を使用。

塩素消費量は紙 1 トンあたり約 75kg。 塩素消費量は紙 1 トンあたり約 48kg。
インド初の塩素無使用工場。

吸着性有機ハロゲン化物（AOX：強力な発
癌性物質群）の使用基準がなく、塩素元素
の消費に依存。

製紙業界に AOX の使用基準を導入し、監視中。
漂白用塩素からの切り替えにつながり、AOX
使用量が減少。

製紙施設からの処理済み排水の色に関する
基準はない。

アンドラプラデシュ及びタミルナド州汚染管
理委員会（PCB）が製紙施設からの処理済み排水
の色に関する基準を設定。

セクター内に水の使用量に関するガイドラ
インがない。

製紙業界の水の使用量に関するガイドライン
を導入。

化学工業 水銀の末端排出量の監視が現実的でなく、
セクター内で消費される水銀の 50% 以上
が行方不明。解決策は水銀投入量の規制。

インド政府が水銀投入量規制のためのガイド
ラインを導入。 

水銀電池技術の利用：水銀排出量が多い。 a）膜技術の輸入に対する助成金、b）苛性ソーダ
業界で利用される膜電池技術の部品の関税引
き下げにより、膜技術への切り替えを促進。

自動車 
業界

サプライチェーン環境マネジメント：企業
は汚染防止のためのリソースも意志も持た
ない中小企業から原料や部品を調達。

フォード、メルセデス、ゼネラルモーターズ、
ヒーロー、ホンダ等の企業が供給元の環境パ
フォーマンスを念頭に置いて明確な外注方針
を策定。フォードとゼネラルモーターズは供
給元に ISO 14001 取得を要求。

企業がインドの子会社に移転するものは古
い技術。

現代自動車が欧米に供給しているものと同様
の技術をインドに供給していると公式に表明。

雨水利用：雨水利用の努力はほとんどまた
は全くされていない。

ヒーローモーターズ、ゼネラルモーターズ、
エイシャーモーターズが外部への水依存を減
らすため、工場内で雨水利用を開始。

出典 : IGES 2008
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5.   CEIDをアジア途上国企業の持続可能な生産を促す戦略として利用する
際の制約の分析

　事例が少ないものの、前セクションで記述した通り、CEID イニシアティブの事例は、

企業の環境情報を他のステークホルダーに伝えることがアジア途上国の政府のみならず企

業にも受け入れられている戦略であることを示している。こうしたイニシアティブは多く

の面で排出削減や環境パフォーマンス向上に有効であるが、全体としてはまだ改善の余地

がある。

　企業の環境報告書（CER）はその数が増え、さらに幅広いステークホルダーに届き、ステー

クホルダーのニーズに応えることができれば、より効果的に機能する可能性がある。CER
は依然として供給サイドが主導権を握っており、しかも数が少ない。また CER を印刷物の

形でしか公開していない企業も多い。印刷物の作成には費用がかかり、限られたステーク

ホルダーにしか届かない可能性がある。CER をウェブサイトで公表している企業もあるが、

特に開発途上国では必ずしもすべての企業がウェブサイトを持っているわけではなく、す

べてのステークホルダーが CER を確認するためにインターネットにアクセスできるわけで

もない。また CER の需要もあまり大きくない。さらに情報のニーズや用途は各ステークホ

ルダーによって異なっている。例えば消費者は企業の現在の活動が自身の健康にどう影響

するかという情報を必要としているが、投資家は企業の総合的な方針についての情報を必

要とし、規制当局は特定の基準の遵守レベルについての情報を必要とし、労働者は事業リ

スクに関する情報を必要としている。このため、一つの CER でこれらのすべてに同時に応

えることは難しい。さらに企業に自分たちのニーズに応えさせたり、提供された情報の正

確性をチェックさせたりするほどの圧力を創り出すことができない力の弱いステークホル

ダーもいる。CER の効果を高めるには、供給サイドと需要サイドの両方で課題に取り組む

必要がある。この課題への取り組みは政府当局だけの役割ではない。特にガイドラインの

内容の決定の際にはすべてのステークホルダーが協調して事を進める必要がある。 

　環境パフォーマンス評価プログラムは環境パ

フォーマンスの優れた企業がそれを大幅に高める動

機付けにはならなかったが、環境パフォーマンスの

低い企業を基準に適合させるための動機付けにはな

る。企業が基準を遵守し、環境パフォーマンスが一

層向上するように、基準を時間とともに改善してい

くことが実施されれば、こうしたイニシアティブは

全体的な環境パフォーマンスのさらなる向上につな

がるかもしれない。

　さらに、こうした評価プログラムは様々な国の様々な方面で機能しているため、規制当

局は、より広範囲の人々が格付けに関する情報を共有できるよう民主的な媒介方法にした

り、規制当局に対して環境情報の普及を拒否したり不正確な情報を報告したりする勢力の

ある企業に対してコミュニティや NGO が直接行動を取ることができるようにする等、弱

い方面を強化するための新たな政策を施行、または既存政策を変更するべきである。多国

籍企業や大手企業は環境パフォーマンスが最も優れているため、政府はこれらの企業と共

同で、資金的にも技術的にも能力が限られている中小企業を補助することが可能である。

最後に、これらのプログラムは他の CC 的メカニズムや市場ベースのメカニズムと結び付

けて行われなければならない。

　CC メカニズムは、基準遵守度が低い企業をも対象にしなければならない。こうした企

業の特定が容易になったため、現在ではこのメカニズムを使用する際の費用効率が以前よ

り向上している。市場ベースのメカニズムはさらなる改善を促すためのインセンティブと

　CER の効果を高めるには、供
給サイドと需要サイドの両方で
課題に取り組む必要がある。こ
の課題への取り組みは政府当局
だけの役割ではない。特にガイ
ドラインの内容の決定の際には
すべてのステークホルダーが協
調して事を進める必要がある。
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して、環境パフォーマンスの優れた企業を対象に用いなければならない。従って CEID は

従来の政策手段を補完する政策であるといえる。

5.1  企業の持続可能な生産を促すための CEIDの手順

　企業の持続可能な生産の推進戦略として CEID を利用するための手順を理解しておくこ

とは、アジアで現在行われているイニシアティブの成果の分析や、それをより効果的に使

う上での問題点を特定するための一助となるであろう。図 4.8 はその手順をまとめたもの

である。ここで想定されているのは、企業の環境パフォーマンスについて情報を開示する

ことによってステークホルダーがより適切な決断ができるようになり、ステークホルダー

の反応が特定の企業の生産行動を変えるためのインセンティブや圧力になるということで

ある。このプロセスは大きく 4 段階に分けられる。

図 4.8  企業の持続可能な生産を推進するための CEID利用の手順

出典 : 著者

　第 1 段階では、各企業は自社の製品や活動が環境と社会に与える影響に関する情報をそ

の能力（技術、財務等）に応じて収集、評価、蓄積する。政府機関、研究機関、NGO 等他の

当事者も、独自にまたは共同で企業の環境情報を収集・蓄積する。

　第 2 段階では、企業は収集した情報のすべて、あるいはその一部を関係するステークホ

ルダーに自主的に公開する。要求または義務がなければ公開しない企業もある。

　第 3 段階では、公開された情報の入手が可能なステークホルダーが行動をとらなければ

ならない。行動は得た情報の性質と、行動を起こすための動機によって変わってくる。

　最終段階では、ある種の責任を持つ企業がステークホルダーの認識を考慮しながら、生

産行動を自主的に変更することになる。また、他の企業は市場ベースの手段や強制的手段

を通じて、政府から提供されるより多くの情報に基づき選択できるようになり、そうした

変更が可能になる。 

企業の環境情報の収集と評価 
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5.2  アジアの CEIDの現状と、より効果的な使用に対する課題の分析

　上記のプロセスが効果的に機能するためには、4 段階のそれぞれでいくつかの前提条件

が満たされなければならない。こうした前提条件はアジア途上国では部分的にしか満たさ

れていないか、あるいは全く満たされていないように見受けられ、アジアでこれまでに採

用された CEID イニシアティブの効果が不十分だった理由が明らかにされる。

企業の環境情報の収集と評価

　アジアの途上国においては、収集対象となる環境情報の質と実用度を改善する必要があ

る。必要な時に信頼に足る適切な環境情報を未だに得ることができていない。それゆえ懐

疑的な態度が生まれたり、ステークホルダーが行動を躊躇することなる。そのため、例え

ば、現状の環境基準に基づいたデータ作成から、政策決定者や一般市民にとって役に立つ

具体的な情報を作成する方策へと移行する必要がある。また、環境情報の質を向上させる

ためには、環境情報の収集と報告についての明確な政府基準と形式を策定する必要がある。

環境報告の正確さを証明するためには、こうした報告書は同業者が査読するか、あるいは

GRI 報告ガイドライン等、信頼できる第三者団体のガイドラインに従って作成する必要が

ある。色分けスキームに基づく環境パフォーマンス評価プログラム策定を成功させるには、

手法を開発するチームは各方面の総力を結集してその設計にあたらなければならない。例

えば PROPER の場合、環境管理庁はオーストラリア、カナダ、世界銀行の協力を得て、格

付けを現行の色分けスキームに変えるための厳格なプロトコルを作成した。

　アジア途上国における企業の大多数は中小企業（SME）である。大企業や多国籍企業とは

異なり、SME は事業活動や環境行動の環境影響についての適切な情報を所定の形式で収集・

蓄積する際に資金及び能力の面で特に制約がある。この点で SME にとっては、財政支援

や情報の収集と管理に関する研修プログラムを通じた技術的な支援が早急に必要である。

収集・蓄積された情報の公開とその入手

　収集・評価された環境情報は、すべてのステークホルダーに理解・利用可能な形で届け

られなければならない。消費者、投資家、コミュニティ、規制当局が必要とする情報の種

類は異なり、その情報の解釈も異なると考えられることから、各ステークホルダーのニー

ズを考慮に入れる必要がある。アジアでは環境パフォーマンス評価プログラムの方が企業

の環境報告より効果があると考えられる。環境パフォーマンス評価プログラムではステー

クホルダーにとって解釈が難しい膨大なデータに、一般市民が理解しやすい色分けシステ

ムで企業が格付けされているためである。さらに環境パフォーマンス評価プログラムは信

頼性の高い機関が評価を行っており、企業の内部監査や内部の管理手続きに基づくもので

はないため、信頼性が高い。環境パフォーマンスが低い企業に対するメディアの適正な報

道が行われなければ、環境パフォーマンス評価プログラムは効果的に機能しない可能性が

ある。例えば PROPER では、環境パフォーマンスが最も低い企業のうち 5% しかその名前

が新聞に掲載されない。

　アジアの途上国では環境情報に関して供給サイドと需要サイドにギャップがある。資金

上、制度上、政治上のいくつかの理由が情報公開の制約となっている。情報が公開されて

いる場合でも、「グリーン・ウォッシング（見せかけのエコ）」に訴え、ダメージを与える可

能性のある情報を洗い落として、環境に優しいイメージを与える情報だけを選択する企業

もあるであろう。各々の CEID スキームが、それぞれ公開すべき情報と共有すべきステー

クホルダーを検討する必要がある。また、企業や政府、コミュニティ、利益団体、メディ

ア等といった興味をもつ人々すべてが自由に情報交換を行うことができなければ情報を完

全に開示したとは言えない。この目的に関しては、インターネットが強力な武器となる。
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地域に対して情報を公開するには、地域団体を通じて行うという方法がある。あるいは地

域の自治会を通じて施設見学や家庭訪問を計画し、直接危険にさらされる人々だけを対象

に公開するという特別な方法もある。情報の公開がさらに制限されて規制当局だけに公開

される可能性や、情報が社内に留まったまま全く開示されない可能性もある。収集した情

報のタイプにふさわしい情報公開のレベルはどの程度かという質問に答えるには、開示の

リスクとメリットのバランスを取る必要がある。

公開された情報に基づく行動

　ステークホルダーが情報の入手手段は持つが、社会的・政治的状況からそれに基づく行

動を起こすだけの力や動機を持たないというケースがあり得る。アジア途上国に見られる

多数の特徴が要因となって、公開情報に対するステークホルダーの反応や、それを使用す

る能力が弱められる傾向がある。そうした特徴の例として、言論の自由が欠けていること、

他地域より NGO や地域団体、裁判所の力が弱いこと等が挙げられる。意見を表明するた

めの十分な権利が市民に与えられていないケースもあり、また、政策決定プロセスへの影

響という点での市民の地位も確かなものではない。さらに情報の質や伝達メカニズムに対

する懐疑主義的な態度が見られ、行動に対する動機付けが欠けている。ステークホルダー

が公開情報に対してより効果的に行動するように促すためには、意識を高めるプログラム

の策定や、その他のインセンティブによる動機付けが必要である。

持続可能な生産に向けた企業行動の変化

　前述した CEID の事例によって、ステークホルダーの反応が企業の環境パフォーマンス

に影響するという考え方に関する信頼性が高まった。しかし、環境パフォーマンスの改

善の度合いには各企業間で著しい差がある。従ってより良い成果を得ようと考えるなら

ば、CEID スキームを他の手段やインセンティブと組み合わせて使用する方法が効果的と

考えられる。例えば PROPER プログラムが環境パフォーマンスの優れた企業を公の場で表

彰するという形をとったように、何らかのインセンティブを与えれば、格付けの公開や年

次報告書に環境情報を記載することと比較してより大きな効果が得られる可能性がある。

PROPER は上記の方法に加え、環境管理庁が公表した報告書の 1 ページごとに参加企業の

環境パフォーマンスに関する情報を掲載している。この報告書は企業の経営陣や環境技術

者にとって、環境報告での自己評価より信頼性の高い情報源となる。

　環境パフォーマンスの向上を大規模に推進するには、企業やセクターがみな同じ環境に

置かれているわけではないことを認識しておく必要がある。例えば多国籍企業の環境パ

フォーマンスが優れている理由は、よりクリーンな技術を志向する傾向が強いことによる

という点が明確になっている。従って、必要な技術や技術支援を国内企業、特に SME に

提供することがとりわけ重要になる。

　環境パフォーマンスの劣る企業の中には自分たちの行動を改めようとしないケースも出

てくる可能性があり、こうした企業の環境パフォーマンスの改善を促すために、より厳格

な査察や強制的手段の導入が必要となることも考えられる。また、環境パフォーマンスが

優れ、さらなる改善の動機付けに欠ける企業に対しては、適切な市場ベースの手段で改善

を促すべきであろう。従って、CEID は CC や市場ベースの政策を補完する手段であると考

えられる。
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6.  結論と提言

　アジア途上国の政府は、主に規制サイド（政府）と被規制サイド（企業）の関係だけを見る

従来型のアプローチによって、企業の持続可能な生産の推進に取り組んできた。こうした

アプローチをとった場合の成功の度合いが様々であることは、理論的研究と経験的研究の

両面から明らかになっている。CEID は企業、政府、コミュニティ、市場という複数のステー

クホルダーを結び付ける手法として、検討すべき選択肢である。既存の論文も、CEID が

企業の活動に影響力を持つことができ、環境規制の第三の波として位置付けることができ

るという考え方を支持している（Tietenberg 1998）。事例は少ないが、本章に記載した CEID
イニシアティブの事例もこの考えの信頼性を高めている。 

　全体的に見れば、アジアで採用されている企業の環境報告や環境パフォーマンス評価プ

ログラムが有効なものであることは、汚染物質排出量の削減や基準遵守度の改善から明ら

かである。しかし、こうした世評面でのインセンティブに対する反応は、企業ごとに著し

く異なる。例えば、企業が正確な環境報告書を作成すること自体が未だに少なく、多くは

大手企業か多国籍企業が作成したものである。その内容と質は様々で、大量のデータを記

載していても、必ずしもステークホルダーの要求に応える情報となっていない場合もある。

一方、環境パフォーマンス評価プログラムは、環境パフォーマンスの劣る工場に大幅な排

出削減を促す動機となっていると考えられる。このことはアジア途上国の持続可能な生産

を推進する政策としての CEID の有効性に、なお改善の余地があることを示している。

　この戦略を効果的に機能させるためには、次のような方向から課題に取り組まなければ

ならない。まず、ステークホルダーに正確な情報を提供すること、次にステークホルダー

に十分な圧力やインセンティブを創り出せるだけの権限を与えること、三番目に CEID を

強制的手段や他のインセンティブツールと併用することである。 

正確な情報提供におけるステークホルダーの役割

　信頼性が高く、タイミングがよく、良質で、十分な量の環境情報が理解可能かつ使用可

能な形式で適切なステークホルダーに届けられなければならない。企業がすぐ提供できる

情報とステークホルダーが要求する情報にはギャップがあることから、対応には時間・労

力がかかる。政府だけがこのギャップを埋める力を持っている。これに関しては、以下の

ような対策が必要である。

•   環境情報の収集のための明確な政府基準と報告手順を確立すること。

•   環境情報が適切に収集・管理されているかどうかを追跡するため、国の環境関係機関

のデータベース部門に、環境情報センターを立ち上げること。

•   開示された環境情報の品質管理及び品質保証のシステムを確立すること。一例として

は同種業者によるデータと報告の査読や公開検証プログラム等が考えられる。

•   未公開のままとすべき情報、公表できる情報、そして閲覧を許可するステークホルダー

をさらに明確にするために、新しい政策を実施するか、既存の政策を変更すること。

•    企業の環境報告書の正確性を確認するために、同業者による査読を行うこと。報告書

の数を増やすためには、企業に欧州連合の EMAS や GRI 等のように、地域的・世界的

ガイドラインに従って環境報告書を自主的に作成するよう求めてもよい。こうしたガ

イドラインは、企業の公的説明責任を果たすため、環境情報の報告を行うことが共通

の枠組みとして受け取られている。

•   幅広いステークホルダーに受け入れられるパフォーマンス評価・開示プログラムの作

成にあたっては、具体的手法を開発する技術チームの総力を結集するかあるいは外部

機関の技術協力を得ること。
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ステークホルダーへの十分な圧力やインセンティブを創り出す権限の付与

　ステークホルダーへの権限付与と能力開発は、企業の生産行動をより持続可能な方向に

向ける上での前提条件である。アジアには言論の自由が制約される場合も時としてあり、

他地域に比べて市民社会や、規制自体の権限が弱い場合もあるため、ステークホルダーの

力が弱い傾向にある。意見を表明する権利が市民に十分に与えられていないこともある。

ステークホルダーへの権限付与には、第 3 章で論じたような、環境情報へのアクセスを可

能にすることや、持続可能な消費についての教育による能力開発等が含まれる。さらに教

育を受け、情報を与えられたステークホルダーは、自らを組織してそうした目標の達成に

向けた集団行動をとるためのメカニズムや協力体制を確立しない限り、生産行動に影響力

を及ぼすことができない場合もある。企業主導の取り組みや政府の支援を受けた取り組み

（本章で扱っている）を別にすれば、イニシアティブの多くは地方自治体（第 5 章）やコミュ

ニティ（第 6 章）が握っている。各ステークホルダーが持続可能な消費と生産の問題を認識

してはいても、ステークホルダー間での協力が出来ていなければ影響を与えることができ

ない。また、CEID プログラムの成功は国によって異なるため、能力開発や当事者の利益

の確保、そしてガイドラインと基準の一致に向けた国境を越えた協力も必要である。

その他の強制的手段やインセンティブツールと CEID の併用

　CEID は、企業に環境パフォーマンス基準を遵守させるために効果的なツールである。

そうした観点から見ると、規制当局が基準を時間の経過とともに更新していけば、企業は

基準を守り続けることで、環境パフォーマンスを継続的に改善していくことになる。CEID
は他企業の遵守レベルを知る上でも有用であり、規制当局はより多くの情報に基づいて制

度を選択できるようになる。そうした観点から見ると、遵守度の低い企業に対しては CC
メカニズムを使用し、環境基準を満たしている企業にはさらなる改善を促すためのインセ

ンティブとして、市場ベースのメカニズムを使用するという使い分けが必要である。

　インセンティブツールや強制的手段を使用して CEID の推進に成功した他国の経験から学

ぶこともアジア途上国にとって必要なことである。インセンティブとしては、日本の環境報

告書大賞、英国の ACCA 賞、南アフリカの WWF 年次環境賞等といった環境報告書賞の設置、

さらには PROPER プログラムの事例のような環境パフォーマンスが優れた企業の公的表彰

等が、企業の環境問題の積極的な開示・報告の推進・奨励のために適した戦略である 10。米国、

デンマーク、オランダの事例のように、環境報告書の作成を義務付けるのもよいであろう。

　アジア途上国の大半の SME は、技術の面でも資金の面でも、自社の活動が環境に与え

る影響に関する情報を収集・評価するための能力に欠けている。また、ステークホルダー

との対話に向けた努力が自社の評判の総合的な価値にどの程度貢献しているか、という点

に関するデータも持っていない。環境情報をステークホルダーと共有するコストとメリッ

トの定量化を促すため、外部からの技術的・資金的援助を拡大すべきである。したがって、

国レベルや各国間の協調が必要である。 

　大半の SME は社名の面でも製品の面でも知名度が低い。世評面のインセンティブだけ

では生産行動を変えるほどの力が生み出せない可能性もあるため、他の強制的手段やイン

センティブツールと併用すべきである。 

　最後に、本章で取り上げた CEID イニシアティブからの評価では、アジア途上国に CEID
スキームを導入すれば企業の環境パフォーマンスの改善を促すことができることは明らか

である。持続可能な生産をより大規模に推進するには、CEIDを他のCCや市場ベースのツー

ルと組み合わせるべきである。従って、CEID は独立した政策ではなく、他の政策を補完

するものであると考えるべきであろう。
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注 
1.  詳細は http://www.goodguide.com/ を参照（最終閲覧日 : 2010 年 1 月 27 日）
2.  詳細は http://www.socialinvest.org/ を参照。（最終閲覧日：2010 年 1 月 27 日）
3.  詳細は http://eurosif.org/ を参照。（最終閲覧日：2010 年 1 月 27 日）
4.  詳細は http://www.asria.org/ を参照。（最終閲覧日：2010 年 1 月 27 日）
5.  詳細は http://www.unpri.org/ を参照。（最終閲覧日：2010 年 1 月 27 日）
6.  詳細は http://www.equator-principles.com/ を参照。（最終閲覧日：2010 年 1 月 27 日）
7.  現在は環境保護部に移行。
8.  2002 年以降環境省に統合された。
9.  http://www.infodev.org/en/index.html
10.  この表彰スキームと世界の他の表彰スキームに関する詳細は http://www.enviroreporting.com/mjv_

awards.htm を参照。
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第 5 章
アジアで持続可能な消費に向けた地域主導の取り組みを
成功に導く要因：地方政府が果たすべき将来的な役割とは

中村  秀規、マーク・エルダー

1.  はじめに

　本章では持続可能な消費に貢献する地

域主導の取り組みを立案・実施するため

に地方政府が現状で果たしている役割、

さらに将来的に果たすべき役割とは何か

を探っていく 1。途上国と先進国の両方

を対象に、地方政府が一般消費者の日常

生活に近い分野にいる他のステークホル

ダーに参加を促すという役割をどの程度

担えるのかという点に主眼を置く。

　持続可能な消費に関する論文は多数存

在するが、その大半は問題の性質や発生

原因を、経済、倫理、規範といった観

点から論じたものである（Seyfang 2009; 
Jackson 2006; Princen, Maniates, and Conca 
2002）。議論の大部分が極めて論理的か

つ抽象的という点も特徴である。政策措

置全般が論じられている研究や報告もあ

り、例えば国家計画の設計方法に関す

る一般的指針等が取り上げられている

（UNEP 2005; UNEP 2008 等）。こうした

研究は国レベルでの政策、または消費者

個々のレベルでの政策に重点をおく傾向

がある。これに対し、本章では地方政府

の役割に焦点を絞ることで、両者の中間

のレベルで議論を行うこととし、地域レ

ベルで実際に行われた個々の事例を研究

していくことにする。

　本章では、アジアにおいてこうしたタイプの取り組みが国も状況も異なる様々な分野で

既に多数行われていることを示す。また地方政府が主導して持続可能性を高めるための取

り組みを立案・実施する際に、どのような要因があれば円滑に行えるかを概説する。さら

に地方政府が直面する可能性のある問題を明らかにするため、非政府組織（NGO）とコミュ

ニティが先導する地域主導の取り組みの事例についても検討する。

本章の概要

　本章では持続可能な消費に向けた地域主
導の取り組みを立案・実施する上で地方政
府が果たし得る役割に着目する。事例研究
を通じて、地域主導の取り組みを促進する
要因に着目した分析を行う。

•   持続可能な消費に向けた地域主導の取り
組みは、アジアの様々な国、様々な分野
で行われている。それらに共通する成功
の要因として、地方政府その他がステー
クホルダーを巻き込むために積極的に動
いていること、地域固有の問題や懸念に
対応していること、地域のリーダー、特
に代表者の支援があること、政府、国際
組織またはNGOによる外部からのサポー
トがあること等があげられる。

•   地方政府の代表者はステークホルダーの
円滑な参加を促すよう主導権を握り、地
方政府内外の人的資源を総動員すべきで
ある。実務レベルの職員や他のステーク
ホルダーに力を貸すだけでも効果がある
かもしれない。

•   地域的な問題と関連づけられるか否かが、
プロジェクトの成功の鍵を握っている。
地方政府もそのことに今以上の注意を払
う必要があるかもしれない。ステークホ
ルダー同士が協議することは、地域の重
要性に対する理解を深める上で肝要な点
である。また協議をより効果的なものと
するには、支援体制が重要である。
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　アジアにおける持続不可能な消費の問題は、主に都市圏に集中している。しかも都市化

とその関連の問題は今後も着実に増えると予想されている。2030 年までにアジアの都市

圏の人口は 27 億人に達するという試算がある（United Nations 2004）。また都市圏の人口は

今後 25 年の間に毎年 4,400 万人ずつ増加すると予想されている（Asian Development Bank 
2008）。都市化の進展により経済的利得を得る機会こそ増えたものの、無計画な都市開発

や不十分な計画による都市開発によって環境破壊が進行し、廃棄物の山、未処理廃水、水

不足といった問題が生じている。急速な経済成長が続いているため、資源需要の削減を可

能にする大きな効率変化がなければ、都市住民のエネルギー、水、資源の消費拡大が、す

でに深刻な環境圧力をさらに強める結果となる。アジアの現在の消費パターンは明らかに

持続不可能であり、資源はますます希少化してきている（第 1、4、5、7、8 章参照）。

　一方で、都市化は環境問題を引き起こした原因であるだけでなく、将来的な解決策を与

えてくれる可能性も持っている。さらに、政府は地方政府や都市の中にいるその他のステー

クホルダーの協力なしには、こうした問題を解決することができない。国の政策が実施さ

れるのはあくまで地方レベルであり、地域が持続可能性の問題に取り組むことは、先進国

でも途上国でも必要である。先進国の都市では消費パターンの需要と効率を管理する必要

があり、途上国の都市では消費パターンを変えるような代替的な開発戦略をとる必要があ

る。本章ではこうした代替戦略に対する展望は論じないが、他の都市が教訓を得られるよ

うな措置を既に講じている先駆的な都市について示し、それを可能にした要因を探る。

1.1  アジア太平洋の地方政府の役割の検討

　地方政府は持続可能性に向けた地域の取り組みを推進する上で重要な役割を担うことが

できるが、地球規模の議論の中ではあまり注意を払われることがなかった。本研究で扱う

地方政府とは、日常的に廃棄物収集や給水等の都市サービスを行っている市町村のことを

指し、都道府県等、中間的な地方政府は含めない。個人と組織が行う全ての消費活動は特

定の地域で行われるため、地域における取り組みは重要である。国または国際的な方針は

どのようなものであれ、各地域で実施することによって効力を発揮する。持続可能な消費

に向けた新しい取り組みは、各地域の当事者の認識と行動が具体的に変化しなければ実施

できない。また、各地域の当事者が自身の影響力の持つ価値を十分に理解・認識していな

ければ、こうした変化は難しい。地方政府は多様な人的資源や技術をもつ様々なステーク

ホルダーをまとめ、国の行政機能を補完することができる。地方政府は地元のステークホ

ルダーにより近い位置にいるため、様々な地域問題への対応が可能である。

　持続可能性に向けた地域主導の取り組みの立案と実施を扱った研究の大半は、主にアジ

ア以外（特に欧州）の事例に重点をおいてきた（例えば Garcia-Sanchez and Prado-Lorenzo 2008 
and 2009 の文献調査を参照）。またクリーン開発メカニズム（CDM）のような特殊領域のみ

を対象とする研究が多く（例えば Nussbaumer 2009）、少数の例外を除けば各事例で得られ

た教訓の比較研究を行っていない（ICLEI 2002c）。さらに多くの研究、特にローカルアジェ

ンダ 21（LA21）関連の研究は、実際のプロジェクトより計画と計画策定過程を主な対象と

している。LA21 は、地方政府が複数のステークホルダーを参加させて地域の持続可能性

に関する問題を扱うための戦略計画を策定する際に役立てようという狙いで、「持続可能性

をめざす自治体協議会」（ICLEI）が作成したプログラムである（Tuts 2002; ICLEI 2002a; ICLEI 
2002b; Garcia-Sanchez and Prado-Lorenzo 2008 and 2009; Pattenden nd）2。事例研究ではなく、

定量的手法を用いた研究もある（Garcia-Sanchez and Prado-Lorenzo 2008 and 2009 等）。これ

らの多くは、必ずしも消費サイドの持続可能性に重点をおいているわけではない。

　一方で、アジアで地方政府が持続可能性に向けて取り組んだ事例を扱った研究やデー

タベースも少数ながら存在する。その一つが、IGES の「革新的戦略オプション研究第 1
フェーズ」（RISPO-I）である。この研究では環境分野の革新的アプローチを中心とする優良
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事例一覧が作成された（Asia-Pacific Environmental Innovation Strategy Project 2005）3。さらに

革新的アプローチの包括的研究が行われ、意識啓発、能力開発、計画、管理、組織化、パ

―トナーシップ、経済的手段、自己統制、研究・開発、技術までが研究対象となった。ま

たアジア太平洋環境開発フォーラム（APFED）の優良事例データベースは、アジア太平洋地

域の様々な環境問題に関する事例を集め、上記と類似した評価手段による分析と照合でき

るようにした、もう一つの関連データベースである 4。RISPO-I の優良事例一覧はその後、

APFED の優良事例データベースに統合された。RISPO-I では各事例に共通する成功要因も

幅広く包括的に論じられている（King and Mori 2007a, 2007b）。本研究は反対に焦点を絞り

込み、地方政府が果たすべき将来的な役割や地方政府が成功を収めるための要因に重点を

おくが、持続可能な消費と密接に関連した事例の紹介にも力を入れる。もう一つの類似研

究である「クリーンな環境のための北九州イニシアティブ」推進調査でも、アジアでの成功

事例のデータベースが作成された。このデータベースには、大気管理、給水及び廃水管理、

固形廃棄物処理の事例が掲載されている（Kitakyushu Initiative for a Clean Environment 2008）。
北九州イニシアティブ研究の分析手法は RISPO-I と似ているが、本研究とは異なっており、

固形廃棄物処理に関する廃棄物収集、リサイクル手段、埋立地、財政支援、管理等、分野

特有の問題と技術的問題に重点がおかれている。中国と日本では気候変動に関する地方政

府の政策と手段に関する研究が行われた（Qi, Ma, Zhang, and Li 2008; Sugiyama and Takeuchi 
2008）が、特定地域の政策と取り組みに関する少数の事例しか取り上げられなかった。以

上の研究は大半が地方政府の政策・施策の内容、さらにそれらと国の政策の関わりを主な

内容とするものであり、他のアジア主要国に関する研究や、他の持続可能性に関する政策

分野の研究は行われていない。

　本章では、アジアには既に様々な成功事例があることを示し、地域ステークホルダーの

支援等、地方政府の既存の役割や将来的な役割に焦点を当てながら、取り組みの立案と実

施を成功に導く要因について探る。そのためアジアでエネルギー、食料消費、交通、廃棄

物処理の分野で行われたいくつかの地域主導の取り組みの事例を取り上げる。そうした事

例では、一般市民の役割、選択、行動が極めて重要な役割を果たしている。

　本章は次のような構成をとる。まず、次のセクションでは地方政府の役割等、成功の鍵

を握る要因について論じる。その後、いくつかの事例を紹介し、成功要因を探りながら各

事例の背景を述べる。最後のセクションでは成果と意義について論じる。

2.   アジアで持続可能な消費に向けた地域活動の立案と実施を成功に導く 
要因とは、また地方政府の役割とは

　本章では、持続可能な消費に向けた地域主導の取り組みの立案と実施を成功に導く要因

とは何かを探る。

　主眼を置くのは以下の 4 つの要因である。第一に、まとめ役と推進役が積極的に動き、

地元のステークホルダーと協議し、積極的な関わりを呼び掛けること。単なる参加以上の

関わりが必要であり、これは新しい取り組みや政策が始まり、これから続いていくという

感覚を持たせる上で極めて重要な要因である。地方政府または NGO（あるいは両方）がま

とめ役となることができる。第二に、地域固有の問題と懸念に対処すること。これにより、

新しい取り組みや事業に対する地域当事者の支持が得やすくなる。気候変動や生物多様性

等、長期的な持続可能性の問題を扱う国の取り組みでは、地域開発の問題の優先順位が低

いか、こうした問題が十分に取り上げられないことが多い。特にトップダウン式で導入さ

れる場合にその傾向が強い。地方政府はこの点にも注意を払う必要がある。第三に、地方

政府の代表者が支援を行うこと。予算の獲得、制度の設立、ステークホルダーの説得、外

部リソースの活用のための政治的支援等が代表者の重要な役割である。第四に、知識また
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は財政支援の提供が可能な政府、国際組織、NGO、その他の専門家からの外部的な支援を

得ること。北九州イニシアティブや国際環境自治体協議会（ICLEI）等といった国際的な都

市間環境ネットワークは、特定の事業や技術を他の都市や国に展開する際に手助けをして

くれる。これらの要因それぞれに対応する地方政府の役割、各々の推進役、設計者、リー

ダー、外部ネットワーカーを以下で考える。

　上記の要因は、環境に関する国際都市間ネットワークプログラムに参加したアジアの地

方政府の環境政策過程に影響する要因に関する過去の研究でも、その重要性が認められて

いる（藤倉他 2009）。考えられる要因の多くが、その地域内外の地方政府が政策を採用・施

行する際に影響してくる可能性があるが（伊藤 2002）、本章では持続可能な消費に向けた新

しい事業及び政策を設計、実施、または支援する際に、地方政府が管理・利用できる要因

を中心に論じる。

　IGES が過去に行った研究（藤倉他 2009）では、住民や NGO からの圧力や、NGO や業界

団体のネットワーク活動といった地方政府以外の要因の重要性が示された。しかし地方政

府は住民や NGO からの圧力がなくても、独力でプロジェクトや政策の立案を行う能力を

持つため、そうした他の要因はここで取り上げない。本白書の第 6 章ではコミュニティの

取り組みを扱っているため、本章では、代わりに地方政府が様々なステークホルダーの意

見の調整に力を注ぐべきであるという主張を展開する。つまり、地方政府関連の要因と、

地方政府と他のステークホルダーとの関係に関連する要因を中心に論じる。

　本章で扱う要因は、アジア以外（特に欧州）の事例（例えば Garcia-Sanchez and Prado-
Lorenzo 2008 and 2009）、CDM 等の特殊領域（例えば Nussbaumer 2009）を中心とした研

究、及び LA21、計画、計画過程に関する研究（Tuts 2002; ICLEI 2002a; ICLEI 2002b; Garcia-
Sanchez and Prado-Lorenzo 2008 and 2009; Pattenden nd）等、地域主導の取り組みの成功要因

に関する以前の研究の結果とほぼ一致している。これらの研究の内容は本章で論じる要因

と通じる部分が多いが、より技術的なものや、個別のプロジェクトに特有なものもある。

特に EU と比較するといくつかの要因が異なる。例えば、LA21 計画の策定に関して、市

政の安定性等の政治的要因がそれほど重要ではないことが、ある研究で明らかにされた

（Garcia-Sanchez and Prado-Lorenzo 2008）。最後に、本章で検討する要因は PISPO-I（King and 
Mori, 2007b, 137-9）で示された当事者同士、過程同士の影響関係とほぼ一致する。しかし本

章では地方政府が担う推進役としての役割等、地域レベルの話題に焦点を絞る。

　こうした要因が重要なことは自明の理であるかもしれない。しかし LA21 の着実な進行

という例もあるように、本章その他に見られる積極的な努力があるにもかかわらず、多く

の地方政府は地域の持続可能な消費の取り組みを立案・推進しておらず、それらとの協力

も行っていない。従って改善の余地はかなり大きい。特に途上国の地域リーダーは未だに

持続可能な消費は自分たちの地域が抱える問題とは関係ないと考え、NGO や他団体との協

調に懐疑的で、国際組織や自国政府との協調の可能性を想像していないことが多い。した

がって本章の分析が優柔不断で懐疑的な地域リーダーの考え方を変化させ、また地域リー

ダーが本章の事例研究から何らかの感化を受けてくれることを望んでやまない。

3.  アジアにおける持続可能な消費に向けた地域主導の取り組みの事例

　本セクションでは、地域の活動事例を市民のさらなる参加が可能な持続可能な消費の 4
つの分野、すなわちエネルギー、食料、交通、廃棄物処理に分けて多数紹介する。この 4
分野を選んだ理由は、地方政府が施行または推進している具体的な事業において、家庭、

市民、コミュニティが参加しているためである。この 4 分野は、エネルギー等の投入物から、

家庭での食物消費、交通、さらに消費の最終段階としての廃棄物処理まで続く生産チェー
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ン全体に関わるものでもある。この 4 分野は国連機関が開催した地域会議（UNEP 2001 等）

その他でも取り上げられている。廃棄物処理は地域住民が関わる共通の問題の一つで、し

かも地域当局が扱うため、消費の削減が主要目標でない場合でもこの分野の事例が検討対

象となる。さらに廃棄物の取り扱いは一般消費者の行動の変化から影響を受ける可能性が

ある。

　個々の事例の検討にあたっては、新事業の採択過程を開始した当事者の役割、この過程

に関わったステークホルダー、新しい取り組みや政策の採択・施行の過程、地域当事者が

直面する障害とその克服方法（克服しない場合も考えられる）、地方政府が担う役割等を中

心に論じ、成功要因を特定する。

　様々な国や分野における取り組みを紹介するため、途上国と先進国の両方から、プロ

ジェクト実施時点で地域住民とステークホルダーが大きく関わっていた事例を選択した。

成功事例が主であるが、最終的に問題が解決されなかった事例もあり、事の困難さを示し

ている。ここでは意図した活動が終了したことをもって成功とみなしている。これらの事

例は代表的なものでも包括的なものでもないが、様々な国や分野に成功事例があるという

ことを示すために選んだものである。主な選択基準は、成功要因を評価できるだけの十分

な情報が存在するか否かである。なお、1 事例のみが既存の事例データベースから得たも

のである（Asia-Pacific Environmental Innovation Strategy Project 2005; Kitakyushu Initiative for a 
Clean Environment 2008）。

3.1  エネルギー

事例 1： 太陽エネルギー推進のための産業開発、規制、教育の一貫導入（中国 / 日照市）

　事例 1 は、地方政府が旗振り役となり、地方政府の代表者が支援を行った地域主導の取

り組みの例であり（C40 Cities, no date）、地域ステークホルダーに明確な利益をもたらした。

　日照市は中国山東省の沿岸都市であり、1 人あたりの所得は同省の他の大半の都市より

低い。急速な経済成長でエネルギーと環境上の制約が生まれることを予想した市長は、地

元のソーラー・パネル業界による研究・開発に財政支援を行う等、太陽エネルギーを重点

とする再生可能エネルギー推進のための強力な政策を行うことを決定した。山東省政府も

太陽熱温水器業界に研究・開発補助金を支給した。

　規制と公教育政策で、太陽熱温水器の採用が広まり、日照市役所は、新築の建物すべて

にソーラー ･ パネルの設置を要求し、建築活動を監視して設置を確認した。また公開セミ

ナーやテレビ広告で市民の意識を高めた。最初のソーラー ･ パネルは市庁舎と市幹部の住

居に設置された。いくつかの政府機関や企業では、従業員のためにソーラー ･ パネルの無

料設置を行った（修理・交換を除く）。

　一連の取り組みにより、市長と市幹部は環境の質の改善と同市の長期的な経済社会的発

展が正の相関関係を持つことに気付くことができた。推定では、太陽熱温水器の導入によ

り、年間最低 52,860 トンの二酸化炭素（CO2）排出が削減できる。国家環境保護局（現環境保

護省）は日照市を環境保護モデル都市に指定した（C40 Cities, no date）。

　日照市の例は、産業の発展と持続可能なエネルギー消費を両立させるための方法を示し

ている。この取り組みは、規制政策、資金的誘因、公教育を組み合わせて、地方政府の代

表者が主導し、地方政府が調整を行ったものである。地方政府は業界と家庭の意見の擦り

合わせを積極的に行った。同取り組みは省政府の政策支援も受けている。
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事例 2： 環境保全地区の保護のための住民の高エネルギー効率住宅への移転 
（フィリピン / プエルトプリンセサ市）

　事例 2 は市が市長と外部組織の支援を受けて推進した取り組みで、地域の生活上の懸念

に対処するためのものである（Aquitania 2008）。

　プエルトプリンセサ市の沿岸地域の環境を守るため、人口増加によって海岸保護区の環

境を脅かしている約 800 世帯を移転させるための大規模住宅供給プロジェクトが展開され

た。市長は市技術局に対し、環境効率のよい移転家族向け住宅の設計を命じた。設計案は

数回にわたって変更された。また地方政府の気候保護活動を推進していた ICLEI 東南アジ

ア事務局は、気候保護政策と移転プロジェクトを結び付けて市を支援しようと試みた。こ

の試みでは白熱球の代わりに電球型蛍光灯（CFL）が用いられ、家庭のエネルギーに対する

支出を約 60% 削減することに成功した。さらに各家庭による自然照明や換気、屋根材の冷

却効果、植樹等のエコデザインにより、エネルギー需要が 30 ～ 40% 削減できたと考えら

れている。このプロジェクトによる年間の推定エネルギー削減量は約 120,000kWh で、金

額にすると年間約 35,000 ドルの節約に相当する。リサイクル不可能な廃棄物や非生分解性

廃棄物の処理システム構築、さらに廃棄物削減のための裏庭での堆肥化計画も行われた。

　漁業に従事する家庭は海まで移動する費用が高くなるため、当初は移転に反対した。し

かし、一連の協議と対話によって住民は環境保全の重要性を理解し、生計手段の再考を促

されて、移転に同意した。こうした対話に市長自身が参加したことが、この過程を円滑に

進める上で力になった（Aquitania 2008）。

　この事例は、生態系保護のために移転を受け入れた住民が、エネルギー関連の費用の減

少によって相応の経済的メリットを享受することができたという例である。市が幅広いス

テークホルダーと協議を行ったこと、特に市長自らが参加したことが、住民の最終的な理

解と協力を得る上で重要であった。また ICLEI の外部からの援助が、気候変動の緩和とい

う相乗便益をこのプロジェクトに取り入れるための力となった。

事例 3：公益事業用車両でのバイオ燃料の使用（タイ / チェンマイ市）

　事例 3 は地方政府が外部組織の支援を得ながら推進役を担った取り組みで、廃棄物から

バイオ燃料を生産して公共交通機関による地元の大気汚染に対する懸念に対処した例であ

る（Siam CIE International Co., Ltd. 2008）。このプロジェクトでは廃棄物からのバイオ燃料の

生産に成功したが、利用されたのは当初予定された車両ではなかった。したがって、この

プロジェクトでは当初の目的が完全に達成されたわけではないものの、持続可能性の面で

の利益は生じた。

　チェンマイ市はタイ北部最大の都市で、チェンマイ州の州都である。谷底にあるために

大気汚染物質が集まりやすく、チェンマイ市では大気環境改善のためのマスタープラン

（2000 ～ 2010）の一環として、ソンテウ（主要な公共交通機関）の代替燃料として廃食用油

からバイオディーゼル燃料を生産し、使用することを決定した。このバイオディーゼル・

プロジェクトの一環として、2004 年にソンテウ 1,000 台での実証プロジェクトが予算総額

980 万バーツ（約 30 万ドル）で開始され、汚染管理局（PCD）が費用対効果と環境影響評価の

研究を行った。この実証プロジェクトの目的は、廃食用油を使用してバイオディーゼル燃

料を生産し、コミュニティレベルの小規模バイオ燃料工場を建設し、バイオ燃料の使用を

推進して、大気汚染物質排出による環境及び健康への影響を低減することであった。チェ

ンマイ大学等のいくつかの地元機関がバイオディーゼル装置の設計、作成、試験に携わり、

さらにコミュニティでの訓練も行われた。
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　プロジェクトの当初の目的は、ソンテウでバイオディーゼル燃料を使用することであっ

た。しかしバイオディーゼル燃料は私企業で生産され、町村部でソンテウの代わりに軽ト

ラックや農業機械の燃料として使用されている。ソンテウの運転手は廃食用油から作った

バイオディーゼル燃料を信用しておらず、5% バイオディーゼル混合燃料（B5）をガソリン

スタンドで購入している。当初の目的通りの消費者によってではなくても、廃食用油から

バイオ燃料が生産・使用されているため持続可能性の面で一定のメリットはあった。現在、

チェンマイ市では休閑地で栽培された油ヤシ等のエネルギー作物から市の公用車向け第一

世代バイオディーゼル燃料生産を計画している（Siam CIE International Co., Ltd. 2008）。

　この事例では、バイオディーゼル・プロジェクトは地元の大気汚染問題に対処しながら、

同時に高価なガソリンに対する経済的インセンティブをもたらした。市は導入のために大

きな努力を払った。バイオディーゼル燃料を当初の目的通りに利用できなかったことは、

ステークホルダーとの調整が不十分であった証拠であるが、最終的には他の用途で利用さ

れたため持続可能性を強化するという目的は達成された。タイ政府の再生可能エネルギー・

プログラムも、このプロジェクトの成功に貢献した。

事例 4：家庭ごみ中の有機廃棄物による発電と肥料生産（タイ / ラヨーン市）

　事例 4 は市が地域のステークホルダーのまとめ役となり、喫緊の問題解決に成功した取

り組みの例であり（UNESCAP 2003; Siam CIE International Co., Ltd. 2008）、市長の参加や外

部からの支援も行われた。

　ラヨーン州の州都ラヨーン市はバンコクの約 180km 東にあり、人口は 59,000 人である。

同市は急速な経済発展と人口増加による都市固形廃棄物（MSW）の増加に苦慮しており、以

前からの埋立地は満杯となり、代替地への移転は困難となっていた。そこで同市は現市長

と前市長の強力な支援を得て、ICLEI の CCP（気候変動防止都市）プログラムにも加わり、

家庭からの CO2 排出を 15% 削減するという必達目標を掲げた。

　こうした理由から、市はリサイクル、有機肥料の生産、発電のためのバイオガスの生産

等といったコミュニティベースの廃棄物処理スキームの統合計画を採択した。廃棄物を肥

料とエネルギーに変えるこのプロジェクトは、1 日あたり 60 ～ 70 トンの MSW 処理を目

標とし、熱電供給能力は 625kW で設計し、年間 5,100MWh を発電すると予測された。有

機肥料生産工場の経済的耐用年数は 20 年の予想であった。2003 年にラヨーン市が排出し

た MSW は年間約 27,000 トンで、推定ではこの約半分が有機性であった。前市長が着手し

たバイオガスプロジェクトを受けて、排出源での廃棄物の分別とリサイクルを奨励する集

中キャンペーンが行われ、市では有機性廃棄物の分別のため、家庭に 12 リットル、参加

事業所に 100 リットルのプラスチック製ごみ箱を配布し、このごみ箱の中身がバイオガス

工場に送られた。

　市長は費用削減のためにコミュニティが参加することの重要性を説き、前市長も支援

を行った。市は住民と定期的に協議を行い、絶えず情報を提供し、特別チームを編成し

て環境保全のためのコミュニティのネットワークを築き、さらなる強化に努めた。特別

チームはリサイクルした廃棄物で卵が買える廃棄物銀行の設立、液体肥料やトイレ、排水

溝、ごみ捨て場の脱臭剤として使える無臭廃棄物を生産する水棲微生物の発酵活性を利用

したプロジェクト等、廃棄物の分別と収集を行うよう住民を説得する活動を多数開始した

（UNESCAP 2003）。

　このプロジェクトは天然資源と環境の問題をコミュニティベースで管理するという国家

戦略の流れの中で始まった。この戦略は第 9 次国家経済社会開発計画（National Economic 
and Social Development Plan）の策定後に打ち出されたものである（NESDP 2002-2006）。
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　国内外の専門家がプロジェクトの展開と実施の面でラヨーン市を補佐し、エネルギー効

率局（Department of Energy Efficiency）の専門家がこのプロジェクトの技術設計を支援した。

EC-ASEAN 熱電併給プログラムの専門家も、資金援助のみならず、本格的な規模の熱電供

給プロジェクトとして技術上の専門知識を提供した（Siam CIE International Co., Ltd. 2008）。

　ラヨーンの事例では、埋立場所の不足が重要な地域問題であった。一方で、現市長及び

前市長の支援がこのプロジェクトの開始に重要な役割を果たした。また、市職員は地元の

ステークホルダーをうまく関与させ、地域ベースの廃棄物分別と発電を推進した。国内外

の組織からの財政支援や技術支援も重要な役割を果たした。

事例 5：処理済み廃水から得られるバイオガスの利用（インドネシア / デンパサール市）

　事例 5 は地域の環境問題に対処するための取り組みの例であり（PUSTRAL 2008; ICLEI 
SEA 2004）、国内外の NGO がまとめ役となった。

　デンパサール市の処理済み廃水から得られるバイオガスを利用するこのプロジェクト

は、中小の大豆加工企業が出す廃水に関する付近住民の苦情に対応する形で行われた。

2003 年にプロジェクトが始まり、廃水を出していた企業はドイツや地元 NGO の技術支援

を受けた。住民の参加も仰いで小規模のバイオガス処理施設が設置され、家庭廃水だけで

なく事業廃水の処理も始めた。2004 年にはデンパサール市環境部との合意に基づいて家庭

廃水を処理するため、地域衛生団体設立に向けた支援が行われた。バイオガス処理施設 1
基の廃水処理量は 1 日あたり 6 ～ 8 トンで、生じたガスは調理や照明に使用されている。

ICLEI の報告書によれば、2 つの処理施設で年間推定 149 トンの温室効果ガス（GHG）排出

が削減できる。さらに廃水浄化により灯油及び液化石油ガス（LPG）を使用した場合より年

間 2,300 万ルピア（約 2,300 ドル）の費用が節約でき、そのうえ生物化学的酸素要求量（BOD）

が 90% 削減できるという試算もある。2007 年までに建設されたバイオガス処理施設は 16
基に上る。これら施設の建設費用の 5% は汚染企業が負担し、ドイツの NGO が残りの費

用を補填した。しかし、プロジェクトをさらに拡大するための資金確保は困難であった

（PUSTRAL 2008; ICLEI SEA 2004）。

　インドネシアのこの事例は、多数のステークホルダーを協力させ、まとめあげ、利益に

あずからせることによって、地元の懸念と不満に直接対処したものである。NGO は地域団

体を組織するまとめ役となり、市は衛生プログラムを拡大して、地域活動支援のための公

式プログラムを開始した。この役割分担は、事例 12 で紹介するインドネシアのスラバヤ

市と同様の分担方法である。スラバヤ市の事例では、海外の NGO がかなりの資金援助と

技術支援を行っている。

3.2  交通

事例 6： NGO の主導で行われた歩行者専用道路化のための協調 
（インドネシア / ジョクジャカルタ市）

　事例 6 では NGO がステークホルダー間のまとめ役となって地域問題の解決に努めたが、

困難に直面した（ITDP 2008）。

　インドネシアのジョクジャカルタ市は、交通渋滞を嫌う買い物客や観光客を呼び戻す

ため、旧市街の中心で歩行者専用ゾーンの設置を開始した。重要性が最も高い商店街や

観光地の中から 1 箇所を選んで車両通行路をつけかえ、2005 年には交通量を 30% 削減す

ることに成功した。さらに横断歩道を数箇所設置した。交通開発政策研究所（Institute for 
Transportation and Development Policy: ITDP）は都市計画の専門家を派遣して地域当局と協議



第 5 章  アジアで持続可能な消費に向けた地域主導の取り組みを成功に導く要因：地方政府が果たすべき将来的な役割とは

99

を行い、中心街で大規模な歩行者専用道路化が問題なく実施されているデンマーク・コペ

ンハーゲン市の事例を導入した。

　さらなる歩行者専用化を進めようとしたところ、道路沿いのパブリック・スペースを利

用して収益をあげている少なくとも 13 団体の反対にあった。6 地域をそれぞれ管理してい

る 6 つの商業団体、7 つのベチャ（輪タク）組合、商店の手伝いをしてわずかな収入を得て

いるストリート・チルドレンの組織団体、合法の商工会議所等である。残りの団体は実質

的には的屋と暴力団で、主に駐車場所を押さえて対価を得ており、官僚と強いつながりを

もっていた（ITDP 2008）。地元 NGO の Instran が道路沿いのステークホルダーとの対話の機

会を作り、反対者らの懸念を反映した計画の策定を試みた。

　この事例は必ずしも成功事例とはいえないが、いくつかの教訓を与えてくれた。地域と

海外の NGO が調整の労をとることの困難と重要性もさることながら、歩行者の利便性改

善プロジェクトに関係する様々なステークホルダーの積極的参加を促すことがいかに困難

で、かつ重要であるかが示された。歩行者専用道路化は人に優しくすることを目指してい

るが、この場合の「人」という概念はすべてのステークホルダーを含む幅広いものでなけれ

ばならない（Nitisudarmo, 2009）。地方政府はこのことを考慮に入れ、地域主導の取り組み

推進の際には適正な協調体制と推進体制をとるべきである。

事例 7：中心街での原付三輪車の利用制限（フィリピン / ブトゥアン市）

　事例 7 は地方政府が地域問題と関係をもつ外部組織の支援で音頭をとった取り組みの例

である（Aquitania 2008）。

　ブトゥアン市はフィリピンのカラガ地方の北西部にあり、人口は約 27 万人である。自動

車の排気ガスに起因する大規模な環境問題に対処するため、1997 年には自動車による大気

汚染の予防、防止、軽減のためのガイドラインを規定する条例を制定した。さらに市内の

原付三輪車の実働数を 3,000 から 2,000 に減らすことを狙ったもう一つの条例も制定した。

　ブトゥアン市は CCP（気候変動防止都市） キャンペーンに基づく ICLEI の支援を受け、

地域の環境問題を世界的な気候変動の問題と結びつけて考えようという市の取り組みの一

環として、独自の GHG 排出者一覧を作成した。これにより同市最大の GHG 排出源は交通

分野であり、次が住民、さらに工業分野と続くことが明らかになった。このため同市は削

減のための努力を交通部門に集中的に振り向けた。それが大気汚染問題への対処という相

乗便益をもたらした。

　ブトゥアン市の事例では、地元の大気汚染への懸念に対処しなければならないことが地

方政府に気候変動要因の緩和政策を導入させるための重要な動機づけとなった。それがな

ければ気候変動要因の緩和は優先事項にはならなかったであろう。ICLEI は地方政府に気

候対策で地元の懸念に効果的に対処できると確信させる上で重要な役割を担った。さらに

気候問題のとりまとめ役と気候対策チームを任命することで、プロジェクトの支援を行っ

た。市は 2 つの条例の制定と施行の際の調整役を担った。 

3.3  食料の地産地消

事例 8：有機米の現地生産と地域再活性化（日本 / 池田町）

　事例 8 では地方政府の代表者の支援のもとで地方政府がとりまとめ役となり、持続可能

性の問題に対処しつつ地域再活性化の懸念に対処した事例を紹介する（環境首都コンテス

ト全国ネットワークとハイライフ研究所  2009）。 
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　福井県池田町は本州中央にあり、人口は約 3,500 人、町の面積の 90% 以上が山林と水田

である。町の人口は2005年までの10年で18.7%減少し（環境首都コンテスト全国ネットワー

クとハイライフ研究所 2009）、農家数の減少を憂慮した町長は、東京や大阪といった大き

な市場ではなく、池田町に近い福井市に狙いを定め、福井市のショッピングセンターに、

池田町の農家が生産した有機米や農産物を販売し、池田町の住民が店の管理を行う「こっ

ぽい屋」（方言で「ありがたい」の意味）を開店するという構想を立てた。福井市は福井県の

県庁所在地で人口は 27 万人にのぼる。池田町には有機食品、特に農家が自家消費する農

産物に対する独自の認証制度があり、現在約 160 戸の農家が参加している。2007 年のこの

店の年間売上は、池田町の農産物の総売上の 20% を越えた。

　池田町では他にも持続可能な農業生産の手法が導入されている。町では家畜の糞と籾殻

を混ぜることで市街地住民の有機性廃棄物から肥料を生産する施設を建設した。家庭の有

機性廃棄物の収集は地元の非営利組織のボランティアが行っている。その活動員の約 3 分

の 1 が町の職員である。この施設で生産した肥料が池田町の農業を支えている。

　成功要因の 1 つは、町長が町職員と地域住民の間に信頼関係を築き、それをより深める

ように努力したことであった。町長の考えでは、農業は「生活の一部、人と人をつなぐもの、

生きるための技、地域の暮らしの要」である。町長は就任前には農業コンサルタントとし

て働きながら友人と一緒に耕作を始め、さらに人々を招いて農家の暮らしを体験してもら

う環境グリーン・ツーリズムのパック旅行も行っていた。契約ベースの農業企業や、都市

住民が宿泊して農業を体験することができる施設を町内に作るプロジェクト等も、町長の

アイデアと経験に基づくものである。プロジェクトの中で最も成功したのが、上記の地元

の認証を受けた野菜を販売する店である。 

　この事例では町の再活性化と住民の生活の質の改善が主な目的で、化学物質の使用を減

らし、有機性廃棄物の利用を増やしたことで、同時に持続可能性の問題への対処までが可

能になった。町と外部ステークホルダーの調整役を積極的に担った町長の真摯な取り組み

と支援が成功の裏にあることは明らかであり、町職員の取り組みに対する姿勢も町民の参

加を促した。 

事例 9：地方政府が営む都市内の市民農園（フィリピン / カガヤン・デ・オロ市） 

　事例 9 は地方政府がとりまとめ役となり、外部組織の支援を受けて地域の問題に対処し

た取り組みの例である（ICLEI 2008; Holmer and Drescher 2005）。

　フィリピン南部のカガヤン・デ・オロ市は欧州援助・協力事務局のアジア都市プログラ

ム（AsiaUrbs Programme）から資金援助を受け、都市貧困層の福祉と食料安全保障の強化を

目的として、市民農園 4 カ所を設けるプロジェクトを実施した。

　市民農園は 200 ～ 400 平米の小さい区画で、個人、家庭または団体に割り当てられ、 食
料確保、都市住民の生活改善、持続可能性の推進を目的とする。市民農園は、野菜、果実、

切り花を栽培するという限定条件を受け入れた団体だけが合法的に利用できるようにし

た。

　市は市民農園を推進するための条例を制定し、土地を提供した地主に税制面の優遇措置

を与え、住宅街の中に市民農園用の土地を確保するという方法で、このプロジェクトを全

面的に支援した。

　市では以前行われた廃棄物分別プロジェクトの経験に基づいて、4 つのバランガイ（フィ

リピンの最小地方自治単位） をパイロット地域に選んだ。市民農園を試験的に使用した人
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は、（i）既に都市農業を行っているが土地の広さが十分でない人、（ii）副業収入が必要だが土

地が利用できない人、の 2 種類に大別できる。

　調査から、収穫物の 4 分の 1 が耕作者自身によって消費され、7% が親族や友人に与え

られ、約 70% が近所の人に販売されていることが分かった。

　実施は必ずしも容易ではなかった。利用者はどの技術を使えばよいか、プロジェクトの

資金管理をどうするか、自身の役割と責任をどう考えるかなど、様々な難問を解決する必

要があった（ICLEI 2008; Holmer and Drescher 2005）。

　このフィリピンの事例における取り組みは、都市農業に関心はあっても土地の利用がで

きない市民にとって妥当なものであった。同市は地方条例の制定によってこの新事例の普

及を推進し、この条例制定が取り組みの成功に対して一定以上の効果をあげた。

3.4  廃棄物処理

事例 10：NGO の主導による地域内廃棄物処理と堆肥化（バングラデシュ / ダッカ市）

　事例 10 は NGO が調整役を担った地元の問題に対処するための取り組みで、外部組織に

よる支援が行われた（C40 Cities, no date; Enayetullah 2008）。地方政府はこの取り組みを通し

て、調整の役回りの実際を NGO から学んだ。また、地元のステークホルダーと市民の参

加もあった。 

　1990 年代初頭のバングラデシュの首都ダッカ市には埋立地や焼却炉がなく、1 日あたり

1,200 トンにのぼる廃棄物の半分は未処理のままであった。こうした悪条件が原因で廃水問

題が起こり、病気が蔓延した。この問題に対処するため、地域住民 2 人が 1995 年に Waste 
Concern という NGO を創設し、地元クラブから寄贈された土地でコミュニティに基盤を置

く堆肥化工場を試験的に始動させた。プロジェクトチームは市内の数箇所で堆肥化を行う

ために数社の小規模事業体を結成した。これらの事業体は、廃棄物の戸別収集、廃棄物分別、

有機性廃棄物の堆肥化、堆肥とリサイクル可能材料の販売の責任をもつことになった。環

境森林省はプロジェクトの成功を受けて、国連開発計画（UNDP）の支援を仰ぎ、さらに 5 ヵ

所で同様のプロジェクトを実施した。Waste Concern は堆肥化施設で使用する土地、水、電

気に関して、政府当局の支援を要請した。 

　最大の問題の 1 つに土地の問題があった。ダッカでは地価が急上昇中で、しかも市が市

有地の提供を拒否したためである。市が堆肥化施設向けの土地提供に同意したのは、この

プロジェクトの有効性が認められ、市と良好な関係ができた後のことであった。

　この地域廃棄物処理プロジェクトは堆肥機械の操作やスラム街での廃棄物の戸別収集のた

めに約 400 種の雇用を創出し、それがコミュニティのステークホルダーを積極的に関わらせ

るための動機づけとなった。また CO2 換算で推定 18,000 トンの排出量削減にも貢献し、生

産された有機肥料は農家に販売されている。ダッカ市は炭素クレジットと肥料を販売するこ

とで、市内で収集した廃棄物から収益をあげている（C40 Cities, no date; Enayetullah 2008）。

　NGO は地方政府とコミュニティの協調を引き出す上で重要な役割を果たした。市は当初

こそあまり熱心ではなかったが、最終的には土地を提供して取り組みを支援した。この取

り組みは廃棄物処理が行われていなかった地域に処理サービスを提供し、雇用を創出した

ことで、地元の懸念に対して極めて適切な対処をしたと言えるであろう。同 NGO は戸別

廃棄物収集システムとコミュニティに基盤を置く堆肥化工場も設立した。また同じ事業を

他所でも展開するために、政府や海外組織からの外部支援を得た。
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事例 11：地域内廃棄物の堆肥化と再生可能資源の分離（フィリピン / ナガ市）

　事例 11 は地方政府の代表者による支援を受けて地方政府が旗を振った、地域固有の問題

に対処するための取り組みの例である（Aquitania 2008）。成功の鍵となった規制は地方政府

が策定したものである。

　ナガ市はフィリピン・ビコル地方の中心都市で、人口 137,810 人。国内では都市ガバナ

ンス改善の実験を行ったことでも知られている。同市は 1 日に 62 トンのごみを排出してお

り、有機物と非有機物の割合は半々である。市ではこの地域内廃棄物処理の問題を地球規

模の気候変動の緩和に向けた取り組みと一体化するという目標を掲げ、1998 年に ICLEI の
東南アジア CCP キャンペーンに参加した。同市はこのキャンペーンの 5 つの目標を実行す

ると公約し、具体的行動として廃棄物リサイクルプロジェクトを実施した。

　このプロジェクトの目的は、生分解性廃棄物の堆肥化と再生可能資源の分別により、廃

棄物の 3R（発生抑制、再使用、再生利用・資源化）達成に向けた資源再生施設（MRF）を設

置することであり、ナガ市の 27 地区（バランガイ）のうち 9 ヵ所で MRF の導入実験が行わ

れた。このうち現在も稼働しているのはわずか 2 ヵ所で、残り 7 ヵ所は地区長の交代や地

区アジェンダの変更があったために稼働を停止した。2 ヵ所の成功事例では、地区長の支

援があったこと、バランガイ役所の管理が徹底していたこと、地元 NGO による監視面で

の支援があったことが、重要な役割を果たした。

　もう一つの鍵となった条件は、国が定めた地方政府の行動規範が、自前の固形廃棄物処

理システムや全般的な公衆衛生に関連した機関を設ける権限を地方政府に与えていたこと

である。同市は 1995 年に条例を制定し、ナガ市環境保全型固形廃棄物処理プログラムを開

始しているが、これはフィリピンの環境保全型固形廃棄物処理法が通過する前のことであ

る。1996年にはナガ市の環境保護センターが、生分解性廃棄物から有機肥料の生産を行った。

　この事例は生活改善と同時に健康上の有害物の削減にも成功した。地域内廃棄物処理は

市が業者を指定し、予算に組み込んだため、廃棄物収集業者の収入も増加させた。

　もう一つの鍵となった要因は、特定分野の担当にふさわしい人材がいたことである。ナ

ガ市では市の環境委員会の委員長がこのプロジェクトに深く関わり、指導や政策上の提言

の面で多大な貢献を行った。CCP プログラムが実施の面で成功したのはこうした要因によ

るものである（Aquitania 2008）。

　この事例は地元の懸念にしっかりと対処し、地方政治家の支援を受け、関係者をとりま

とめる努力をすることがいかに重要かを示す格好の例である。地方政府は立案と制度化の

段階で有効な役割を果たした。この取り組みの維持が困難になったことから、社会的利益

に関心を集め続けるためには活動単位ごとにまとめ役と推進役が存在することが重要であ

ることがわかる。

事例 12：堆肥化による廃棄物削減（インドネシア / スラバヤ市）

　事例 12 は地方政府が推進役、地元 NGO が調整役となって、外部組織の支援を利用しな

がら地域の懸念に対処した例である（Maeda 2009）。

　人口 300 万人を擁するインドネシアのスラバヤ市は、1 日あたりの廃棄物量を 2005 年以

前の 1,500 トンから 2008 年には 1,150 トンへと大きく削減することに成功した。同市は堆

肥化施設を再編し、住民に多数の堆肥籠を配布することで、堆肥化事業を強力に推進した。

さらに地元 NGO や私企業、メディアも巻き込んで地域内浄化運動を展開した。
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　堆肥化は主に 3 段階を経て導入され、広められた。まず日本の北九州市に拠点を置く北九

州国際技術協力協会（KITA）と地元 NGO の Pusdakota の間で 2004 年から行われていた都市間

技術協力協定に基づき、ある地域で固形廃棄物処理モデルを確立した。その後、地元の条件

にふさわしい効率的な堆肥化法を開発し、家庭用に調整した方法も広く利用された。さらに

事業を拡大するため、新しい堆肥化施設を設置し、住民に多数の堆肥籠を無料配布した。市

では草の根ネットワークを利用するため、この配布を女性団体や他の NGO に依頼した。こ

れらの NGO は環境面の地域リーダーが参加するネットワークを組織し、堆肥化の方法を市

民に教え、環境と健康の関係を説いた。 現在では同市内に約 28,000 人の地域リーダーがいる。

　スラバヤ市は NGO、私企業、メディアと共同で、2005 年から地域内浄化運動「グリーン・

アンド・クリーン・キャンペーン」も展開している。2008 年までに、同市の約 20% の地区

が参加した。市のイベントだけでなく、地方紙やテレビ番組で幅広く報道されたことも、

注目を集める上で力になった。

　堆肥籠の配布と堆肥化施設の稼働という方法が資金的に見て無理のないものであったこ

と、そして住民が家庭での堆肥化で収入を得ることができたことから、堆肥化事業はステー

クホルダーの積極的な参加と協力を得て、一地域から同市の他地域に広まっていった。様々

なステークホルダーの調整という重要な役割を担ったのは、市当局と他の団体、特に女性

の団体である。インドネシア内外の多くの都市でもさまざまな取り組みやプログラムを通

じて同様の事業が採用され、廃棄物削減に成功している（Maeda 2009）。

　この成功事例では地方政府と地元 NGO の両方が様々なステークホルダーをとりまとめ、

参加を促す上で重要な役割を果たした。ただし最初のアイデアは地元 NGO と国際技術協力

団体の協力によって生まれたものである。市では資金的、制度的、物理的支援を行い、草の

根ネットワークで住民を動員できる地元 NGO の活動を促すため、それらの NGO に権限を与

えた。市と NGO の協調と責任分担が、とりまとめの成功要因である。この新事業は環境改

善というコミュニティのニーズを効果的に満たし、市民が追加収入を得る上でも役に立った。

事例 13：公設市場から出る有機性廃棄物を利用した肥料及び洗剤の生産（タイ / ツンソン市）

　事例 13 は地方政府がまとめ役となり、代表者が支援を行って地域の問題に対処した取

り組みの例である（Siam CIE International Co., Ltd. 2008）。

　ツンソン市はタイ南部のナコンシータマラート県にある。同市の廃水処理施設では 2001
年以後、家庭下水と厩肥と有機肥料から有機肥料（12,000kg）を、また市場廃棄物から液体

洗剤（36,000 リットル）を生産している。ツンソン市は有機肥料生産で 1 年あたり推定 1,200
ドルの収入を得ている。

　同市は ICLEI CCP 参加活動の一環として、液体洗剤を生産する固形廃棄物処理プログラ

ムの範囲を市全体に拡大した。同市の衛生管理局は地域のリーダーを集めた組織を作り、

有機廃棄物を主原料とする商品の製造・販売を行っている。また廃棄物リサイクル銀行も

運営している。

　この事例で際立つのは、市職員のまとめ役としての能力である。ツンソン公立図書館の館長

が CCP をはじめとする地域での環境への取り組みのとりまとめ役となった。この図書館はす

べての情報、教育、広報キャンペーン、さらに学校や生徒とのネットワーク構築も担った。一

方、プログラムの実施の責任を負ったのは衛生管理局である。衛生管理局長は地域リーダーの

非公式の会を組織し維持する役割を担った。こうした地域リーダーの大半は女性で、有機性廃

棄物から液体洗剤を製造・販売している。市長はこのプログラムをはじめとする環境保護プロ

ジェクト全般に支援を行った。そのためこのプログラムの担当職員の人数も十分であった。
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　また、ツンソン市は気候行動計画の立案に際してタイ環境研究所（TEI）の支援を受けた。

ただし、地域の環境への取り組みを実施するにあたって資金的問題があったわけではない

（Siam CIE International Co., Ltd. 2008）。

　この事例では市長の強力な支援、市職員による効果的なとりまとめ、参加したコミュニティ

の反応のよさが目についた。固形廃棄物処理で収入が得られることはコミュニティの関心を

引き、地方政府が学校や地域リーダーのネットワーク、女性団体の力を結集し、協調体制を

作る上で大きな力となった。地方政府がプロジェクトの推進役を果たせたのはそのためであ

る。最後に外部の専門家による支援は、気候に対する行動計画の策定に対しては大きな力を

発揮したが、現実の固形廃棄物処理及び廃棄物回収に対してはそれほど力にならなかった。

事例 14：資源管理に向けたゼロ・ウェイスト政策（日本 / 上勝町）

　事例 14 では、町がごみの埋め立て処分や焼却を将来的にゼロにするという目標を掲げ

ている（笠松・佐藤 2008）。町が推進役、町長が支援役、地元 NGO が調整役となり、地域

問題に効果的に対処した例である。

　四国にある上勝町は、山間にある人口約 2,000 人の小さな町である。住民の半数以上が

65 歳を越えているが、21 世紀末までに持続可能なコミュニティを実現するという壮大な目

標を持っている。同町では焼却炉や安全なごみ投棄場の確保が財政的に困難となったため、

廃棄物に対する考え方を変えた。町では現在、家庭ごみを廃棄する際に各自が約 34 種類（日

本一多い）に分別している。有機性廃棄物は 100% 他のものに作り変えられ、その他の廃棄

物の 70% が再利用またはリサイクルされている。上勝町は 2003 年に埋め立てまたは焼却

する廃棄物の量を 2020 年までにゼロにするという「ごみゼロ（ゼロ・ウェイスト）」方針を

宣言しており、このような宣言を行った日本初の自治体である。

　上勝町にはごみ収集車がない。小型焼却炉は 3 年稼働した後閉鎖された。ごみ集積場や

最終処分場はなく、廃棄物処理担当職員もいない。廃棄物処理に関する唯一の施設は、住

民が廃棄物を持ち寄って分別する「ごみステーション」である。

　焼却炉や最終処分場建設の財源が不足していたため、1993 年まで、上勝町は他の多くの

町と同じように、廃棄物を未処理のまま空き地で焼却していた。国の法律では地方政府に

焼却炉の使用を求めているが、上勝町は焼却炉や処分場に投資しようという意思を持たな

かったため、リサイクルの実現可能性に関する予備調査を行った。

　予備調査後、町はほぼ 90% の家庭の堆肥化設備購入に助成金を支給し、有機性廃棄物

堆肥化プログラムを開始した。また商用堆肥化設備を導入する高齢者介護施設、給食セン

ター、飲食店、ホテルにも助成を行った。現在は 98% の家庭で堆肥化が行われており、残

りの家庭は有機性廃棄物を畑や庭で直接利用している。

　廃棄物の分別カテゴリーの数は 1997 年には 19 であったが、町と住民が徹底的に協議し

た後の 1998 年には 25 に、さらに 2 基の小型焼却炉のうち 1 基が国の環境基準に適合しな

くなったため 2 基とも閉鎖された後の 2001 年には 35 と、着実に増加した。このため焼却

廃棄物量は年間 140 トンから 48 トンに減少した。ごみ分別のカテゴリー数は、法律で義

務づけられている数よりはるかに多い。

　町は 1998 年にごみ収集センターを開設した。住民は町にごみを収集させるのではなく、

ここに廃棄物を持ち寄って分別を行う。センターに廃棄物を運ぶのに手助けが必要な住民

に対しては、ボランティアが補助活動を行う。
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　現在、上勝町民 1 人あたりの 1 日のごみの量は 436g で、これは国の平均のおよそ 40%
に過ぎない（笠松・佐藤 2008）。住民 1 人あたりの町の廃棄物処理費用は、国の平均額のお

よそ 60% である。

　「ゼロ・ウェイスト・アカデミー」という地元 NGO がごみ収集センターを運営し、ごみ

ゼロ（ゼロ・ウェイスト）活動への住民の参加を促すだけでなく、ボランティアの仕事の調

整も行っている（笠松・佐藤 2008）。

　この事例の取り組みは、野外投棄対策、焼却炉や埋め立て施設の財源不足対策として始

まった。廃棄物処理問題は町の最大の関心事であった。町長の強力なリーダーシップ、町

職員が果たした調整役としての役割、さらに NGO による町民を説得する能力と動員力が

成功要因として際立っている。日本のこの事例は、地方政府と地元 NGO がうまく協調体

制をつくり、地方政府が音頭をとって事を進めた実例である。この事例は先進国の事例、

インドネシア・スラバヤ市での廃棄物堆肥化の事例は途上国での事例という違いはあるが、

これら 2 つの事例にはいくつかの類似点がある。

4.  結論：地方政府の影響力

　本セクションでは本章の結論を述べ、持続可能性の問題に取り組む地方政府の影響力を

論じる。 表 5.1 は、14 事例のそれぞれで成功の鍵となった要因である。

表 5.1  地域主導の取り組みの成功要因

事例

成功の鍵となった要因

とりまとめ役 地域問題への 
対処

地方政府 
代表者の支援

外部支援
地方政府 NGO

事例 1: エネルギー
（中国）

x x x x

事例 2: エネルギー
（フィリピン）

x x x x

事例 3: エネルギー
（タイ）

（x） x x

事例 4: エネルギー
（タイ）

x x x x

事例 5: エネルギー
（インドネシア）

x x x

事例 6: 交通
（インドネシア）

（x） x x

事例 7: 交通
（フィリピン）

x x x

事例 8: 食糧
（日本）

x x x

事例 9: 食糧
（フィリピン）

x x x

事例 10: 廃棄物
（バングラデシュ）

x x x

事例 11: 廃棄物
（フィリピン）

x x x

事例 12: 廃棄物
（インドネシア）

x x x x

事例 13: 廃棄物
（タイ）

x x x

事例 14: 廃棄物
（日本）

x x x x

注 : 事例 3 と 6 のとりまとめ役の（x）は、調整が不十分であったことが取り組みの進捗を妨げたことを示す。

出典 : 著者
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　新しい地域主導の取り組みの立案・施行にあたっては、地域ステークホルダー同士の協

力と連携が重要であることが、全事例で明らかになった。これは途上国だけでなく先進国

にも当てはまる。例えばタイにおける廃棄物処理と廃棄物のエネルギー転換の事例にも、

上勝町の廃棄物処理とリサイクルの事例にも当てはまる。また地方政府の役割が重要であ

ることが、インドネシア、タイ、日本での廃棄物処理、日本とフィリピンでの地域食料生産、

フィリピンでの交通、中国とタイでの再生可能なエネルギーの利用、フィリピンでのエネ

ルギー効率の事例で明らかになった。さらに NGO による調整と推進の役割が重要である

ことが、バングラデシュとインドネシアでの廃棄物処理、日本での食料生産、インドネシ

アでの交通の事例で明らかになった。

　フィリピンでの廃棄物処理、インドネシアでの歩行者専用道路化、タイでの公共交通機

関向けのバイオ燃料利用の事例では、ステークホルダー間の調整やコミュニケーションが

不十分であると新しい取り組みの遅れや失敗につながる可能性のあることが明らかになっ

た。さらにバングラデシュでの廃棄物処理の事例では地方政府が資源リサイクル施設の建

設用地をなかなか提供しなかったことから、地方政府が地域主導の取り組みの支援役では

なく障害ともなり得る可能性が示された。

　事例研究で判明した重要な点は、地方政府は NGO 等他の適切なステークホルダーが実

際に行動に移せるように段取りを立てる役割を担うことが望ましいということである。特

に途上国ではそれが言える。もう一つ重要な点は、地方政府職員の意識改革の重要性であ

る。地方政府自らが新しい取り組みを始めたり促したりできない場合でも、それによって

少なくとも地域のステークホルダーが音頭を取って適切な取り組みを行うのを妨害しない

ようにしなければならない。

　新しい取り組みが地域問題に対処することの重要性は、全ての事例で明らかになった。

ここからわかるのは、地方政府や NGO が持続可能な消費の問題を解決するための取り組

みを始める際には、その取り組みが持続可能性の問題だけでなく地域の経済問題や環境問

題も解決できるように、あるいはその取り組みが参加したステークホルダーに具体的な経

済的利益をもたらすように、地域問題の核心を突かなければ意味がないということである。

それは単に持続可能性の実現のためにプロジェクトを実施するということとは全く逆のこ

とである。例えばバングラデシュでの廃棄物分別と堆肥化は、スラム地区で清掃サービス

を提供するだけでなく、新たな雇用と収入の機会を創出した。日本における食料の地産地

消の事例は、地域の物質循環を促してフード・マイレージを減らしただけでなく、小さな

町の再活性化にも役立った。もちろん地域の問題にしっかりと対処することは、言葉で言

うほど簡単なことではない。ステークホルダーと事前に十分相談しておくことが、これか

ら行うプロジェクトを地域の問題や懸念と効果的に結びつけるための力となるかもしれな

い。

　地方政府の代表者の支援は、途上国も先進国も含めた半数の事例でその重要性が明らか

になった。特にタイと日本での廃棄物処理、日本での食料の地産地消、タイでのバイオマ

ス利用等のいくつかの事例で、プロジェクトの先陣を切り、実施を後ろ盾にする代表者の

姿勢と行動の重要性が示された。地方政府の代表者の支援無しで成功した事例があること

から、持続可能な消費のための地域主導の取り組みの成功にはこうした代表者の支援が不

可欠であるという結論を出すことはできない。それでも地方政府の首長がプロジェクトを

支援した事例では、この支援のおかげでプロジェクトの実施、特に人的資源の動員が容易

になったということが、事例研究から明らかになった。タイのトゥンソン市、フィリピン

のプエルトプリンセサ市の事例がその好例である。

　最後に、これらの事例のおよそ 3 分の 2 から、途上国の置かれた状況の中では政府や国

際機関・国際組織が外部から地域主導の取り組みを支援することが重要ということが明ら



第 5 章  アジアで持続可能な消費に向けた地域主導の取り組みを成功に導く要因：地方政府が果たすべき将来的な役割とは

107

かになった。国際機関・国際組織とは、途上国を拠点とする国際的な NGO、国際開発組

織、国際都市間ネットワークプログラムの事務局等である。こうした機関や組織は、計画、

GHG インベントリ作成、特定技術の提供等、実践面での支援、あるいは施設建設や設備購

入を行うための資金援助を行っている。発電等、経済的な見返りのあるプロジェクトに対

して資金援助を行う場合、プロジェクトを拡大するために追加的な資金調達の必要性が生

じる可能性がある。しかしインドネシアでの廃棄物処理の事例を紹介した際に論じた通り、

外部組織の協力に依存するプロジェクトは、拡大したり他の場所で同様の事業を行ったり

することが困難である。

　事例研究によって、地方政府代表者や外部組織による支援は持続可能性を目指す地域主

導の取り組みを立案・実施する上で力にはなるが、必ずしも必要不可欠な条件ではない、

ということが明らかになった。途上国の 12 事例のうち、中国とタイの 2 事例は国際支援に

頼っていない。このことは地方政府代表者や外部組織の支援がなくても取り組みは可能で

あるという自信を、持続可能性の問題と取り組む地域の当事者に与えてくれるはずである。

外部支援に過度に依存すると取り組みの持続が不可能になるおそれがあるため、プロジェ

クトの推進者と実行者はどうすればプロジェクトが長く続けられるかを検討すべきであろ

う。

　もう一つの発見は、地域主導の取り組みの立案と実施がどのような過程で行われたかと

いう観点から眺めると、経済発展の度合いや社会状況、あるいは中央政府と地方政府の関

係性に関わりなく、成功要因はどの事例も似通ったものであった、という点である。地域

ステークホルダー間のコミュニケーション、リーダーシップ、協調といった要因の重要性

が明らかになったこと自体は、それほど驚くことではないかもしれない。だがその一方

で、国の環境や状況が大きく異なるアジアの国々の間に、また様々な分野の間に、成功要

因の面でいくつかの幅広い共通点が見られたという点では、この発見は重要である。さら

に場合によっては、それでもアジアの途上国には「優良事例」がほとんどない、という捉え

方ができるかもしれないし、この研究の成果は極めて多数の事例を掲載した他の最新研究

（RISPO-I、北九州イニシアティブ、APFED 等）の成果と一致しているという捉え方もでき

るかもしれない。したがって本研究の成果を他の研究の成果と合わせて見ると、おそらく

慎重ながらも楽観的な見方をとることが妥当である。アジアの途上国は条件の面でも分野

の面でも多種多様であるが、その様な中でも持続可能性を目指した地域主導の取り組みの

立案・実施が行えるということが、今回の研究で証明できたからである。

　こうした有望な事例があるにもかかわらず、地方政府の代表者の多くは持続可能な消費

に向けた取り組みを始めておらず、支援も行っていない。その理由として一つ考えられる

のは、とりわけ途上国では地域の代表者が持続可能な消費こそ地域の中心的な問題である

という確信を持ち合わせていないということである。もっとも本研究では、地域の代表者

のモチベーションに影響を与える要因の検討をしていない、という点は強調しておかなけ

ればならない。それにもかかわらず、本章の事例は持続可能な消費に向けた取り組みを効

果的に立案することで地域の問題にも対処できるという自信を、地域の代表者に与えてく

れるに違いない。こうした事例では、地方政府のリーダーの支援を得ようとコミュニティ

に対してプロジェクトの利益を説明する際に、NGO やその他の団体がそのような役割を果

たせるかという点も明らかになった。プロジェクト発案者の意図がどれほどすばらしいも

のであっても、地域の代表者や他のステークホルダーが地域の利益を理解できない可能性

があること、またプロジェクト発案者がプロジェクトの影響力の見込みを見誤る可能性が

あることを理解しておく必要がある。プロジェクトの利益に対するステークホルダーの理

解に役立つだけでなく、プロジェクト発案者が原案の限界を理解し、地域の状況に合わせ

て修正する上で役立つためにも、複数のステークホルダー間の協議と対話が重要であるこ

とが、いくつかの事例で明らかになった。したがってこうした事例を検討すれば、地方政

府の代表者は持続可能な消費に向けたプロジェクトに対して肯定的な立場を取るよう促さ
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れるに違いない。また、プロジェクト発案者（場合によっては地方政府を含むことがある）

は地域の問題との結びつきを改善する方法を考えるきっかけを得られるに違いない。

　結論として、持続可能な消費の問題において地域レベルでの取り組みを行っている地方

政府にとって、本研究が意味するところは以下の通りである。

•   地方政府、特に途上国の地方政府は、NGO 等、自分以外の地域当事者が地域ステーク

ホルダーの草の根ネットワークや人材動員能力を最大限活用してプロジェクトを実行

できるように、今以上に推進役を担った方がよい。地方政府は情報や資金を提供し、

地域リーダーの能力開発を行うことで、こうしたコミュニティの組織をさらに支援す

べきである。 また地方政府は自身のファシリテーション能力の強化を、長期的な能力

改善目標の一つと考えるべきである。

•   地方政府は、新しい取り組みの設計・立案を行う段階から、地域の社会的、環境的、

経済的な関心と懸念を持続可能性に向けたプロジェクトやプログラムに組み込んでお

くべきである。特に、地域の状況と必ずしも直接の関係を持たない特定の持続可能性

に向けた取り組みを行っている国際組織の支援を受けて、国のプログラムまたはプロ

ジェクトの一環として新しい取り組みを開始する場合には、それが当てはまる。

•   首長や地方政府の代表者は、地方政府内外の人的資源のとりまとめと動員、地域ステー

クホルダーの説得を率先して行うべきである。実務レベルの職員、またはその他のス

テークホルダーを激励するだけでも力になることがある。

•   地方政府の担当職員は、地域の政治リーダーが地域の持続可能性のための取り組みの

立案と施行の支援を約束した場合、その好機を積極的に活用すべきである。

•   取り組みの財源を確保するためには、政府のプログラムや国際的当事者の援助を仰ぐ

ことができる。しかし地方政府がこうした財源と機会を利用するならば、地域の問題

に対処するために自身で立てた政策やプログラムの実施に充当した方がよい。また外

部支援者の指導だけに頼るべきではない。地方政府は取り組みを地方で所有し続ける

ため、様々な方法から取捨選択をすべきである。

•   新しい取り組みがそれ自体で継続的に成り立って行けるような計画を策定することが

重要である。外部支援を受ける場合は、特にそれが言える。

•   ステークホルダー同士がコミュニケーションを行うための適切な過程を設計・実施す

ることは、最優先の課題である。地方政府や NGO は、新しい取り組みに関わる様々

な地域当事者間の交流を促す必要がある。日頃からコミュニケーションと対話の機会

を作っておくことが、ステークホルダー間の認識の違いを見つけ出し、実現に向けた

機運を作りあげ、それを維持する力になる。コミュニケーションは地域の懸念や関心

を特定し、持続可能性の問題に対する全般的な理解を養い、両者の結びつきに対する

理解を深める上でも重要である。地元で活発に活動している既存の社会ネットワーク

を利用するというのが、地域の参加を促すために従来から行われてきた方法である。

注 
1.  本章の一部は環境省の環境研究・技術開発推進費（S-1）及び地球環境研究総合推進費（H-096）の助成を

受けた。事例研究は Mr. V. E. Aquitania、Siam CIE International Co., Ltd.、PUSTRAL、及び Dr. F. Ling
の支援を受けた。
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2.  Garcia-Sanchez and Prado Lorenzo（2009, 1041）は、「地域行動計画の実施レベルの分析だけを扱った研究
論文の数は極めて少ない」と述べている。

3.  RISPO-I はアジア太平洋環境イノベーション戦略（APEIS）プロジェクト（http://enviroscope.iges.or.jp/
contents/APEIS/RISPO/ ）の一環。

4.  http://www.apfed.net/ki/database/gp.php
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第 6 章
持続可能な消費と生産に向けた地域社会の取り組み： 
事例から得られた教訓と現場の視点

小林  正典 1

1.  はじめに 

　持続可能な消費と生産（SCP）の推進に

おいて地域社会が果たす役割の大きさを

踏まえ、本章では地域社会を中心とする

資源管理の動態に着目し、そこから持続

可能性に向けた政策や行動をより効果的

に実施できるようにするためには、地域

社会の能力をいかに増進しうるのかとの

点についての教訓の提示を目指す。本章

は、アジア太平洋環境開発フォーラム

（APFED）の主導で実施されている実証

的研究をベースとしている 2。同研究は

地域社会の仕組みに関する次の 3 つの設

問に答えることを意図している。具体的

には、（i）地域社会に持続可能な消費を促

すための協調体制を作らせる要因とは何

か（あるいはそれを妨げる要因は何か）。

（ii）地域社会の活動が最も効果的になる

のはどのような条件か。（iii）地域社会の

行動は、持続可能な消費の促進を目的と

するマクロ政策や制度改革にどのような

影響を及ぼすことが出来るのか。続いて、

これらの設問に答えるため、以下の 3 つ

の手順を踏む。（i）考察対象の事例に対す

る分析的枠組みを定める。（ii）選択した

事例を分析する。（iii）SCP 推進の観点か

ら、地域社会のタイプと政策要因の貢献

度の関係を調査する。この分析に基づき、

地域社会を参加させ、政策の結集を促進

し、SCP に向けた活動を行うための一連

の提言を行う。

　地域社会という言葉は多種多様な人々

の集まりを指すために用いられるが、解

釈の仕方は様々である（Warburton and 
Yoshimura 2005）。例えば Flecknoe and McLellan（1994）は、「人々や集団、伝統、その他の行

動パターンがそれぞれの地域の状況下で形作るネットワークのこと」であると定義してい

本章の概要

　本章では、持続可能な消費と生産（SCP）
に向けたアジア太平洋地域における地域社
会の取り組み事例をもとに SCP における地
域社会の役割を考察し、政策志向型の教訓
として以下の主要な論点を提示する。

•   地域社会が SCP の実現に向けて一定の役
割を果たすと予想されるプロジェクトを
活動のタイプ別に分類する際には、その
地域社会の特性を分析し、それに基づい
て意思決定を図ることが望ましい。

•   ガバナンスや情報アクセスを施策の中核
に据えることが地域社会の参加を促す決
定要因となるが、マクロ政策と現場レベ
ルでの活動をより強く結びつけるため、
一定の介入が必要である。

•   地域社会が外部の推進役や革新的な技術
に対して受け入れる意思を持つことが、
成功のための重要な要因である。また、
革新的な技術や活動が地域社会に受け入
れられるか否かが不透明な場合にあって
は、開放的地域社会において実施してい
くことが望ましい。

•   人々に参加に関する誘因を与え、結集を
促すことも、成功のための大きな要因で
ある。ソフトウェア（政策）とハードウェ
ア（社会資本）だけでなく、マインドウェ
ア（人々の啓発）も考慮に入れる必要があ
る。

•   複数のステークホルダーとの協働は、プ
ロジェクトの実効性を高め、革新的なプ
ロジェクトに付随し地域社会が直面する
可能性のあるリスクを回避する手段とな
りうる。
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る 3。また Marquis and Battilana （2009）は、地域社会の定義は比較的規模が小さいこと、一

定の地理的範囲内にあること、メンバー間に強い絆があること、という 3 つの要素を組み

合わせたものが大多数で、より大規模で個々の関係をあまり重視しない「社会」と区別すべ

きものであると指摘している。開発に関する議論に使われる場合、地域社会とは特定の地

理的空間の中に住む人々の集合を指している。地理的空間の広さは状況によって異なり、

行政単位と一致する場合もある。地域社会のメンバーは、職業、人種、文化等の点で似た

ような背景を持つこともあれば、持たない場合もある。地域社会の定義方法は様々である

が、社会経済活動において重要な役割を担っているという点では、認識は一致している。

　持続可能な開発の実現に向けて地域社会が果たす役割には 1990 年代から注目が集まって

いる。1992 年に開催された地球サミットで持続可能な開発に向けた国連の行動計画「アジェ

ンダ 21」が策定され、その第 4 章の内容が注目を集めたためである（UN 1992）。従来の研究

には、特に自然資源の管理や保護の観点から参加型アプローチや地方分権型アプローチを

通して、持続可能な開発に向けた取り組みへの地域社会の参加の重要性を説いたものが多

い（Chambers and McBeth 1992; Agrawal and Gibson 2001）。その一方で、持続可能な開発は

SCP とも密接に関係している。そのため国連の消費者保護に関するガイドラインでは、消

費者、公共セクター、企業等といった社会の中で SCP 対策を強化するという観点から、加

盟国に SCP の推進を呼びかけている（UNEP and Consumers International 2004）。 地域社会が

SCP の実現に最も大きな役割を果たす当事者の一つであるという認識はますます高まりつ

つある（Sustainable Development Commission 2003; Herman et al. 1994）。例えば 2002 年のヨ

ハネスブルグ行動計画には、持続可能な開発を促す上で地域社会が果たすべき役割が明記

されている。特に SCP の面では、「持続不可能な消費と生産のパターンを変革する（セクショ

ン III）」、「地方の地域社会が参加して地元のエネルギー源や社会資本を開発・活用する（第

20（g）項）」等といったアプローチの重要性が説かれている。

2.  分析的枠組み

　政策実施過程における地域社会の機能や活動成果については、これまで様々な観点から

分析が行われてきた。分析的枠組みは、地域社会の行動を支配する主要要素、すなわち法律、

基準、文化、社会的特性（Marquis and Battilana 2009）、さらには規制的、社会規範的、文化

認知的特徴（Scot 2001）等に基づいて定められるのが一般的である。その他、地域社会のガ

バナンス構造に力点をおくもの（Taylor 1999）、あるいは代表者や参加システムに力点を置

き、地域社会の特徴と政策パフォーマンスの相関関係を分析しようとするもの（Rako and 
Flint 2001）等がある。4

　自然資源管理については、土地の所有形態に関する分析が行われている（Sikor 2006）。森

林資源の管理に現地レベルで最も影響を与える社会経済学的要因が土地の所有形態と考え

られている。また、資金調達の面では、地域社会は地理的範囲が一般社会より狭いため、

メンバーの考え方が均一でまとまりやすい傾向があり、それが財源確保にも有利に働くと

いう主張を Hunter and Staggenborg（1986）が行っている。

　APFED の活動によって収集された事例を扱うための分析的枠組みに使えそうな要素とし

て、多数の要因が検討されてきた。中でもガバナンス構造は間違いなく決定的な要因であ

る。地域社会の多くは村議会や農村団体等といった協議や意思決定を行う機関を設けてお

り、そうした機関の活動範囲は事例によって異なるが、意思決定プロセスは概して一般参

加型と見なされている。所有権等、法的・規範的要素を分析的枠組みの一部に加えること

もできる。しかし本章で紹介する事例は、保有条件の仕組みとして見ると共有財産である

自然資源（水、森林資源、土地等）の管理から私有財産（住宅や廃棄物等）の管理まで多岐に

渡っている。
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　地域社会の行動と地域社会の規模の間には相関関係があると認められる。地理的な観点

で見た場合だけでなく、経済や市場といった観点で見た場合も、また地域社会内や地域社

会間の相互依存性の観点で見た場合も同様である。本章の事例は持続可能性に関する特定

の問題や課題を扱うために提示したもので、各地域社会の行動の違いを一般的な地域社会

が持つ均一性や非均一性という観点から説明することはできない。各地域社会の行動の違

いを説明するなら、様々なプロジェクト活動で扱われている問題に関して、地域社会のメ

ンバー間に利害関係の対立があるかどうかという観点から論ずるのが最適と考えられる。

ガバナンス構造を調べることで必ずしも本章の事例を分析するための決定的な観点が得ら

れるとは限らないが、地域社会における支配的な当事者の存在は地域社会の行動に影響を

及ぼすため、そのような視点は実際に観察された地域社会の行動を説明する上では有効で

ある。

　これを踏まえ、以下のセクションでは 3 つの観点、すなわち（i）地域社会が小規模かつ簡

易経済を営んでいるか、それとも地域社会内外の市場を介して大規模かつ相互依存的な経

済を営んでいるか、（ii）地域社会のステークホルダー間に対立が存在するか、（iii）特定の当

事者が意思決定や政策・プロジェクトの施行過程に支配力を行使しているかどうかに基づ

いて、選択した事例を分析する。

3.  事例分析

　以下の事例分析では、APFED フェーズ II（APFED II）プログラムの事例から、SCP の活

動において地域社会が主導して実施している 13 件のプロジェクトを選択した。2005 年に

立ち上げられた APFED II の活動には、ショーケース・プログラムや橋本龍太郎 APFED 賞

プログラム等がある。ショーケース・プログラムはアジア太平洋地域の持続可能な開発の

実現に向けて、政策、社会運動、技術応用の点で革新的な取り組みを支援するために設け

られたものである。また橋本龍太郎 APFED 賞プログラムは、アジア太平洋地域における

持続可能な開発の推進に関連した優良事例を発掘し、各地域の状況に合わせて修正を施し

た上で、同様の取り組みの別の地域での積極的な展開を意図している。APFED では、これ

まで過去 5 年で 49 件のショーケース・プロジェクトを支援し、27 件の受賞プロジェクト

の事例を分析してきている。本章では、SCP の推進において地域社会の特徴と行動にはっ

きりした相互関係が見られる事例を 13 件選抜した。以下に各プロジェクトの事例を上記

の分析的枠組みに基づいて簡単に説明し、後続の章で SCP 推進時の地域社会の特徴と行動

の相互関係について詳しく議論するための基礎とする。便宜上、13 事例を（i）エネルギー

の消費と生産、（ii）資源の消費と資源効率、（iii）生物資源の消費、（iv）食料の持続可能な消費

と生産の 4 つの類型に分類した。

3.1  エネルギーの消費と生産

プロジェクト 1：バイオエネルギーの生産性強化（スリランカ、2006年ショーケース）

　国際 NGO「Practical Action」は、気候変動緩和策の一環としての非化石燃料エネルギーの

使用を促進するため、スリランカのニカウェラティアに拠点を置く地域開発センター（Rural 
Centre for Development）と共同で、ガルドガの地域社会で実施中のジャトロファ（和名：ナ

ンヨウアブラギリ、学名：Jatropha curcas）の栽培実験に支援を行っている。この植物はバ

イオ燃料の生産にも使用できる低木で、地域社会のメンバーは生垣や家畜の侵入を防ぐた

めの柵として、この木を農場や庭の周囲に植えている。村民たちは油分を含むジャトロファ

の種を収穫し、地元のジャトロファ加工センターに売る。さらに地域社会のメンバーは加

工生成されたジャトロファバイオ燃料を購入し、オートバイやトラクターの燃料として使

用する。地域社会はガソリン代の節約とジャトロファの種の販売による収入の増加という
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恩恵を享受している。農地の境界にジャトロファを植えることには、食料生産のための土

地利用に関する紛争を回避するという効果もある。

経済的規模
•   この地域社会の経済は生業経営農業が基

本である。5 メンバーの大半は小規模農

業に従事しており、製造業で目につくよ

うなものはない。

ステークホルダー間の利害対立
•   この地域社会は国際援助団体による地域

社会開発活動に長期間携わり、風力発電

機を設置して地域社会メンバーの電気代

を削減してきた経緯がある。そうした経

験が、新事業であるジャトロファ栽培を

受け入れるための受け皿となった。

•   ジャトロファから生成されるバイオ燃料

は依然高価である（300 ルピー / リットル）。石油の競争力は失われておらず（110 ルピー 
/ リットル）、石油を扱う小売業者の脅威とはならない。

当事者の支配関係
•   地域社会のメンバーは同じような考え方を持つ者が多く、意思決定やプロジェクト実

施時に支配力を及ぼすようなステークホルダーの団体は存在しない。

プロジェクト 2： 地域社会ベースの教育と連携活動：地域社会の能力構築と気候変動の 
緩和を目指す炭素中立化（カーボンニュートラル）イニシアティブ 
（インドネシア、2007年ショーケース）

　このプロジェクトの目的は、小規模水力発電機の設置によって化石燃料や薪の使用を置

き換え、非化石燃料の使用を促進することにある。インドネシア科学院（LIPI）、ボゴール

農科大学、地域の地域社会がプロジェクトを推進している。小規模水力発電機を導入する

ことで、現地の水田地帯を潤す小川の豊富な水資源を用いた電力供給が可能になる。この

地域社会は降雨量が多く、起伏に富んでいて、小規模水力発電に不可欠な条件を満たして

いるため、この構想は現地の地理的条件や気候条件とよく合致している。加えて家のすぐ

近くで発電を行うことによって、小規模水力発電の共同管理に携わる世帯は電気代を削減

し、余剰分を他の生産活動に回すことができる。そのため所得水準が上がり、子供たちを

学校に通わせるための貯蓄にもつながる。

経済的規模
•   この地域社会は、農業が主な収入源の農村地域にある。地域社会のメンバーは主に小

規模農業を営む。少数ながら子供用の靴職人もいる。平均所得は国が定める貧困基準

値にある。 

ステークホルダー間の利害対立
•   水路から大量の水が水田地帯に引かれており、水量も常に多いため、水資源は豊富で

ある。水の利用に関して利害対立は見られない。地域社会のメンバーは主にイスラム

教徒で、民族や商業的な利害対立も見られない。 
•   小規模水力発電機の設置に際しては費用が高く見積もられ、地域社会のメンバーが政

府や援助団体からの補助金なしに発電機を設置することは実質的に不可能である。小

規模水力発電は国有電力会社 PLN の事業に影響を及ぼすものではない。 

スリランカで栽培されているジャトロファの木

（写真：菊澤育代）
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•   国内全土、特に辺境農村地域にまで電力を供給するという政府の目標達成には高い経

費が見積もられていることから、長期的に見れば小規模水力発電という選択肢は PLN
にとっても好ましいと考えられる。

当事者の支配関係
•   小規模水力発電機は私有地の敷地内に設置されている。私有地に隣接して流れている

水源の使用を制限するような管理手順はない。地域社会で初めて小規模水力発電構想

の試験運用が行われた際、村長はこの革新的な取り組みに協力的であったと言われて

いる。地域社会の個々のメンバーが小規模水力発電機の設置・稼働を決断する意思決

定プロセスにおいて、支配的権力を行使するような特定の当事者はいない。 

プロジェクト 3：地域社会ベースの風力発電システム（フィリピン、2008年ショーケース）

　風力は化石燃料に代わる代替エネルギー源の一つである。風力発電システムの稼働を

目的としたこのプロジェクトは、地域社会が立ち上げた小規模事業体「Sibol ng Agham at 
Teknolohiya Inc.（科学技術源泉社）」が推進したものである。小型の風力タービン（動力機）技

術が、風の強いラマグと呼ばれる地域に導入された。この技術によって、送電網から遠く

離れ、高価な発電機を購入できない地域社会にも、低コストの電気が供給されるようになっ

た。風の強さは季節や時間帯によって異なるため、入念な計画が必要であった。この地域

に軍事基地があったことも、計画のプロセスを複雑にした原因の一つである。電力供給に

よってサトウキビの加工が電動化されて砂糖の生産性が向上し、それによって地域社会の

収益が増え、地域の生活水準が上がることが期待されている。

経済的規模
•   このプロジェクトは人口の少ない農村の地域社会で実施されている。地域の経済規模

は小さく、実質的には生業経営経済である。風力タービンによって生み出されたエネ

ルギーは数軒の農家によって使用されている。プロジェクトを実施している人々とそ

れ以外の人々との間で、電気の取引は行われていない。

ステークホルダー間の利害対立
•   このプロジェクトによって、風力タービンで生産した電力を使用できるようになった

ため、サトウキビ加工機の駆動に灯油を使う必要がなくなった。モーター付きのサト

ウキビ加工機の導入によって、サトウキビの生産は飛躍的に向上した。風力タービン

の導入が地元のステークホルダーや商業従事者に対して特段の不都合を起こしてはい

ない。軍事基地の存在によって軍事行動を妨げないように注意する必要が生じたが、

事前の注意が必要であったのは、風力タービンの高さを軍事行動の妨げとならない程

度に抑えるということだけであった。

当事者の支配関係
•   この風力発電システムは規模が小さく、国営電力会社の収益には特段の影響を及ぼさ

なかった。また軍当局の要求も、地域社会に対して空軍の行動の妨げとならないよう

注意を促すに留まった。以上のような状況から、意思決定や導入プロセスに支配力を

行使するようなステークホルダーのグループは特にない。

プロジェクト 4： 養蚕業の発展を目的としたシルクハウスと太陽光発電による養蚕農家 
支援（ネパール、2006年ショーケース）

　養蚕業はネパールの地域社会にとって重要な生産活動である。この生糸生産推進プロ

ジェクトは現地の NGO「Energy and Environment Nepal」によって進められている。プロジェ

クトの始動以前は繭と生糸を乾燥させる工程で灯油が使用され、それが灯油や薪の煙によ
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る火事や火傷、呼吸器疾患等の原因となっていた。太陽光発電システムの導入によって、

繭や生糸の乾燥工程において化石燃料や薪の代わりに電力を利用することが可能になっ

た。また、地域社会の中に気候変動の緩和に向けた地球規模の取り組みに参加していると

いう意識が生まれた。太陽光発電を用いた乾燥システムの導入により生糸の生産は 20% 増

加し、薪の使用は大幅に減った。プロジェクトには家畜糞を用いたバイオガス工場の設立

や有機肥料を生産するための堆肥化実験等、環境を志向したその他の案件も含まれていた。

経済的規模
•   このプロジェクトはガンダキ県にある地域社会で実施されている。ほぼ全世帯が小規

模農業を営む農村の地域社会である。その経済活動は小規模かつシンプルで、実質的

には生業経営経済である。

ステークホルダー間の利害対立
•   当初、一部の世帯は太陽光発電やバイオガス発電システム等、環境に優しい技術の導

入による費用対効果に懐疑的であったが、多くの世帯で実際に生糸の生産や世帯収入

が増加し、灯油や薪の使用が減ったことで、そのような疑いはなくなった。地域社会

内に実質的な対立は見られなかった。

当事者の支配関係
•   メンバー全員が同じ利害関係に立つ小規模な農村地域社会であったため、意思決定や

プロジェクト導入のプロセスを支配するような当事者は存在しなかった。

プロジェクト 5： 京都議定書のクリーン開発メカニズムを利用した官民協力型民間セクター 
投資促進事業（インドネシア、2008年受賞プログラム）

　クリーン開発メカニズム（CDM）は、環境に優しい技術への投資を促す上で有効な国際

政策の枠組みである。CDM は国連気候変動枠組条約締約国会議で採択された京都議定書

に基づき、温室効果ガス（GHG）排出を削減するメカニズムの一環として策定された。公益

活動を支援する地元企業、GIKOKO 工業が、バイオエネルギー発電に使用できるメタンガ

スを埋立地から収集するプロジェクトを推進した。メタンガスによってもたらされる温室

効果は、CO2 の少なくとも 23 倍にのぼる。このプロジェクトを革新的なものにした要素

は、GIKOKO 工業が地方自治体並びに地域社会と、排出削減クレジット（認証排出削減量、

CER）の販売から得た収益の 7 ～ 10% を、地方自治体の廃棄物収集システムと廃棄物回収

者の生活環境改善のための投資に充当するという契約を交わしたことである。プロジェク

トは CDM として登録された。しかし、CER の販売はいまだ完了しておらず、電気代が補

助金によって低水準に留まっていること、国営電力会社 PLN が所有する配電網の使用料が

高いことが、GIKOKO 工業が収集したメタンガスの販売収益で発電機を設置するためのさ

らなる投資を行うことを困難にしている。

経済的規模
•   このプロジェクトは、地理的空間が比較的広く、メンバーが多様な経済活動を営んで

いる地域社会で実施されている。地域社会のメンバーの社会経済的状況もそれぞれ大

きく異なっている。そのため地域社会の経済規模は大きく、相互依存的であると考え

られる。

ステークホルダー間の利害対立
•   ステークホルダー間の利害関係は一致している。GIKOKO 工業、現地の地域社会、地

方自治体の 3 者が、廃棄物収集システムを改善するための公共投資を行い、社会から

取り残された人々のために公共インフラを設置するという同一の利害を共有している

ためである。しかし、国営電力会社 PLN の配電網の使用料が高いと言われていること
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から、同社が所有する配電網を通した電力供給の体制整備が未だ完了していない。廃

棄物に含まれる有機物質の品質について様々な見解があることから、埋立地で実際に

有機物の回収・使用が企てられたことはない。そのため、プロジェクトの目的は相当

程度達成できたものの、最終的な目標に向けて既存の利害関係の問題を解決するため

の作業が残っている。

当事者の支配関係
•   現状は特定の当事者が支配力を行使していると言うより、プロジェクトの目標をより

効果的に達成する上で好ましい社会政治的条件を確保しようという GIKOKO 工業の取

り組みが、社会的・組織的構造により制約を受けている。革新的な取り組みは可能になっ

たものの、最終的な目標を達成するにはまだ不十分である。電力会社 PLN、地方自治体、

農業団体、廃棄物回収者のそれぞれが独自の利害関係を持ち、影響力を及ぼしている。

しかし影響力の程度は、いずれかの集団が支配的な当事者となるようなレベルではな

い。

プロジェクト 6： 第一次産業セクターの環境効率と持続可能性向上策 
（タイ、2006年ショーケース）

　国家遺産・環境保全協会（SCONTE）はタイ環境研究所（TEI）と共同で、タイの第一次産業

における環境効率の向上に向けた取り組みを行っている。食料生産セクターや製造業セク

ターの環境汚染を低減すると同時に、資源の効果的な利用を促進するための方策である。

プロジェクト活動の中には、企業と市民社会に互恵関係を築こうという意図がある。様々

な企業が参加する環境研修活動は、クリーンな技術の開発、エネルギー効率の向上、汚染

防止活動、企業の社会的責任（CSR）に沿った他の活動の促進を意図したものである。活動

の結果、企業レベル、工場レベルの環境管理実績は改善した。また、資源利用の減少で生

産コストも抑えられ、結果として収益も向上した。ただし、経済的な利益と直結しない場

合や短期的に経済的損失が生じる可能性がある場合には、環境に負担をかける活動の変革

までには至らなかった。企業の敷地内に住んでいる地域社会のメンバーは、環境への悪影

響に中立的な立場を変えず、あるいはそれを知らされていないため、持続可能性を推進す

る上では未だ課題が残っている。プロジェクトの目標をさらに前進させるには、企業経営

者の意思決定だけでは不十分である。政府、地域の地域社会、ビジネスパートナーが利害

関係を共有し、生産パターンの変革に向けたより包括的な政策と市場の枠組みに移行する

ための取り組みを行う必要がある。

経済的規模
•   このプロジェクトの活動は、プロジェクトに関与している様々な企業によって実施さ

れた。生産施設や工場があるのは、規模が比較的大きく、開発が進み、多面的な経済

の一部をなす地域社会である。

ステークホルダー間の利害対立
•   汚染防止・資源効率化対策は自発的な企業活動の一環として推進されているが、これ

は必ずしも政府による法律や規制を遵守するために始まったものではない。収益が向

上した企業は、その一部を地域社会の開発活動に投資することで、利益の還元を行っ

ている。ただし、製品設計や生産の過程で提案された幾つかの改革は、まだ実現され

ていない。そのような改革を支持するための市場・公共監視システムが欠けているこ

とに加え、規制措置の導入も実現されていない。製品設計や生産方法の改革によって

生じると見込まれる短期的な投資経費も、改善を図る上での制約となっている。
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当事者の支配関係
•   異なるセクターに属しているため、程度に差はあるものの、プロジェクトに携わって

いる企業はいずれもプロジェクト活動を自発的に実施している。企業は製品設計や生

産方法で改革に成功した点を公表しているが、環境保全や持続可能性の向上を目的と

したこれらの取り組みにおいて、企業が直面している課題についての情報はあまり共

有されていない。政策に関する情報が不足していることで、市場や公共の監視システ

ムも十分ではない。意思決定や導入の過程で指導的な立場に立つ当事者の存在は認め

られない。環境パフォーマンスや持続可能性の実現に向けた製品設計や生産方法の改

革を目指すプロジェクトの実効性が限定的となっている要因としては、地域社会や団

体の組織化が進んでいないことが考えられる。

3.2  資源の消費と資源効率

プロジェクト 7： 地域社会の廃棄物削減に向けた若者リーダー養成（フィジー、2008年ショーケース）

　Reduce（廃棄物の発生抑制）、Reuse（再使用）、Recycle（再生利用・資源化）の頭文字を取っ

た「3R」の合言葉により、資源効率を改善するための活動の認知度が地域社会のレベルでも高

まり、活動が活性化されつつある。フィジーの NGO「Live and Learn Environmental Education
（LLEE）」では、地域社会に自然資源や製造物原材料の保護・有効利用を促すためのプロジェ

クトを実施している。それに沿って研修会が開かれ、堆肥化やリサイクル等、環境に優しい

資源・廃棄物管理の必要性が議論され、また、有機農業や資源循環農業の導入も行われている。

このプロジェクトの特性は、新しく取得した知識と技術を地域社会内に広めるため、若者リー

ダーを研修対象の中心としていることにある。また、成功例や失敗例を共有し、その上で期

待される成果をあげられるようにするため、プロジェクトの実施過程の一部に監視・評価プ

ロセスを組み込んでいる。プロジェクト活動に携わることによって参加者の消費パターンは

変わってきており、廃棄物の量が減り、資源の再利用が増えている。

経済的規模
•   このプロジェクトは限られた経済活動しか営まれていない地方の農村地域で実施され

た。若年層は農業や漁業に携わっているが、無職の若者も存在する。

ステークホルダー間の利害対立
•   プロジェクト参加者は、買い物の際に使い捨てのレジ袋の代わりに何度も使える「マイ

バッグ」を使い、生分解性廃棄物（生ゴミ）を堆肥化して有機肥料を作ることが多くなっ

ている。このような活動で他のステークホルダーとの対立が生じることはない。活動

は地域社会に広く受け入れられている。

当事者の支配関係
•   LLEE と若年層の団体はコミュニケーションと相互理解に基づいて活動を行っている

ため、意思決定やプロジェクト実施の過程で支配力を及ぼすステークホルダーの集団

は存在しない。

プロジェクト 8： 持続可能な固形廃棄物処理に向けた 3R活動の推進 
（ネパール、2007年ショーケース）

　ネパールの NGO「Marsyangdi Rural Development Organisation（MARDO）」は 3R 活動を促す

ため、ゴカルネスウォー村の村民のために研修を行うというプロジェクトを推進した。ま

ず地域社会のメンバーにゴミの分別や生ゴミの堆肥化を促し、同時に有機農業に対する支

援を行った。さらに各参加世帯に堆肥化用の容器を配布した。受け取った家庭では生ゴミ

の堆肥化によって商品価値のある有機肥料を作り出すことに成功した。有機肥料の販売利
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益は、地域の人々に 3R 活動を続けさせるための有効な誘因を提供した。この地域社会は

資源や廃棄物の健全な処理を目指す独自の計画を作成し、SCP 活動を促した。

経済的規模
•   対象となった地域社会は地方農村で、経済活動は小規模かつ生業経営である。

ステークホルダー間の利害対立
•   プロジェクト活動は地域社会に幅広く受け入れられている。廃棄物の分別と有機物質

の堆肥化が公衆衛生の改善や土壌・水の汚染抑制に役立つためである。プロジェクト

活動のためにリサイクル事業を営む小規模事業体が設立されたが、それによって既存

の社会経済的組織と対立が生じるようなことはなかった。

当事者の支配関係
•   MARDO は地域社会のメンバー、現地のステークホルダー、地方自治体と緊密に協力

しながらプロジェクト活動を推進している。プロジェクト活動は地域社会に広く受け

入れられており、メンバーやステークホルダー・グループに支持されている。プロジェ

クト活動は地域社会のメンバー自身の努力によって維持することができるため、必ず

しも追加的な資金援助や人的資源の投入を必要としていない。堆肥化による有機物質

の販売で得た収益も、同プロジェクトに参加している世帯間で分配されており、そう

した点で特に目立った対立は見られない。

プロジェクト 9： 中国北東部の農村における持続可能な建築に向けた能力開発 
（中国、2008年受賞プログラム）

　中国北東部に位置する黒竜江省では、国

際 NGO、Adventist Development and Relief 
Agency（ADRA）が地域社会と共同で、エネ

ルギー効率の高い住宅の建設を推進してい

る。この地域社会では小麦の生産が行われ

ているため、ADRA はストローベイル（麦わ

らを圧縮して作った建築資材）を家の断熱材

として活用するプロジェクトを実施してい

る。レンガや石を使用した従来の家屋と比

べ、ストローベイルの家は断熱効果に優れ

ているため、暖房による燃料の消費も削減

できる。また世帯レベルで燃料の使用量を

抑えられるほか、レンガの生産や輸送も必

要なくなることから、GHG の排出も削減できる。さらに家の中で石炭を燃やす必要がなく

なったため煙による呼吸器疾患等の健康被害を減らすことができ、また素材の柔軟さゆえ

に家屋の耐震性の向上もある程度確保できている。地方自治体は、農地を守り、気候変動

や大気汚染の問題に取り組むため、土壌の劣化の原因となるレンガ生産を目的とした掘削

や採掘のみならず、レンガの生産そのものを禁止した。プロジェクトはそうした政策目標

への支援も行っている。ストローベイルを用いた家の建設費は従来のレンガ住宅よりはる

かに安い。また、新しいビジネスや雇用の創出は、地域経済にプラスの影響を及ぼしている。

このプロジェクトによって 2009 年までに新築された住宅の数は 600 棟にのぼる。

経済的規模
•   このプロジェクトは地方農村の地域社会で実施された。ただし農業生産の規模は大き

く、経済活動の規模も相当大きいと見られている。市場経済も広く浸透しており、地

域社会のメンバーは食品や日用品を店で購入している。経済的活力の現れとして、ス

ストローベイルを使った家の建設

（写真：ADRA）
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トローベイルの生産や住宅建設を行う会社を起業しようという動きも見られる。この

地域社会は海外の組織に対して開放的であるため、プロジェクト活動を円滑に進める

ための建設的な協力関係も生まれている。このプロジェクトは地方自治体の一般政策

も後押ししているため、地方自治体による支援も受けられている。

ステークホルダー間の利害対立
•   レンガとストローベイルの生産者の間で利害対立が生じる可能性はあったものの、レ

ンガ生産自体が中国全土で禁止されたため、実際に対立は生じなかった。農家はスト

ローベイルを建設資材として販売するという本業以外の収入源も得ている。地域社会

のメンバーは暖房として使用していた石炭の購入費用が減るため、収支に余剰が生ま

れる。この余剰分でビニールハウスの設置や野菜の栽培への投資が行われている。

当事者の支配関係
•   ADRA はストローベイルを用いた断熱方法や関連技術の普及に積極的な役割を果たし

た。このような普及活動は地域社会、農家団体、企業、地方自治体等、複数のステー

クホルダー間の協力の下で行われたため、特定のステークホルダー・グループが他の

グループよりも力を付けるようなことはなかった。

プロジェクト 10： 社会事業としての固形廃棄物管理：3Rに向けた地域社会ベースの 
アプローチ（フィリピン、2007年ショーケース）

　バゴ市の固形廃棄物処理委員会（CSWMB）は、「社会事業としての固形廃棄物処理」と名付

けたプロジェクトを実施した。このプロジェクトは、経済的に自立した地域社会ベースの

固形廃棄物収集システム（堆肥化とリサイクルを含む）を確立し、環境に優しい廃棄物処理・

資源管理を推進し、貧困や栄養失調に苦しむ人々の数を減らし、公衆衛生を改善すること

を目的としている。廃棄物の堆肥化やリサイクルは、ステークホルダーに事業や市場を提

供するという点で、特にメリットがある。プロジェクトの実施を通して、これまで 50% の

廃棄物削減、衛生状態の改善、デング熱発症率の低減、収入の増加、地域社会の意識改善、

地域社会間の協力関係の強化等、複数の目標が達成された。

経済的規模
•   このプロジェクトは、バゴ市の 24 の地域社会で実施されている。同市では既に市場経

済が発達し、大規模な経済取引が行われている。このプロジェクトには地方自治体、

民間企業、NGO、学生団体、廃棄物回収者等、多種多様なステークホルダーが関与し

ている。

ステークホルダー間の利害対立
•   プロジェクト実施の初期段階では、提案中の廃棄物収集・管理システムが実施される

と廃棄物の量が減ることから、収入の減少を懸念した廃棄物回収者とプロジェクト推

進者の間に対立が生じた。しかし、意見交換や啓発活動を通じて、廃棄物収集・処理

システムの改善等、数々の公共政策目標の実現によって生じるメリットに関する一般

の理解が促された。

当事者の支配関係
•   バゴ市当局は地域社会、NGO、企業、学生団体等の他のステークホルダーと協力しな

がら、プロジェクトの実施過程に主導的な役割を果たした。廃棄物収集・処理システ

ムの改善によってもたらされる公共の利益について相互理解が深まるよう、対話と協

議を積極的に行った。そうした過程でステークホルダー集団の中に支配権を行使しよ

うとする者は現れなかった。 
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3.3  生物資源の消費

プロジェクト 11： ベトナムの野生生物保護活動への市民参加の促進 
（ベトナム、2007年受賞プログラム）

　ベトナムでは生物多様性や絶滅危惧種の保護という観点から、野生動物の密猟や違法取

引が大きな社会問題となっている。ベトナムの NGO「Education for Nature Vietnam」は、絶

滅危惧種の保護ならびに野生動物の密猟や不法取引の撲滅について市民が理解を深めるよ

う、環境教育プログラム関連のプロジェクトを実施している。このプロジェクトの核とな

るのが「野生動物ホットライン」である。科学的根拠がないにもかかわらず、トラの骨やク

マの胆嚢には滋養強壮・媚薬としての効果があると信じられているため、密猟や違法取引

が後を絶たない。地域社会のメンバーは、野生動物や野生動物から作られた製品の違法取

引を監視しているほか、メディアや消費者教育プログラムを介してそうした取引の中止に

向けた機運を高めるための活動を行っている。2005 年の始めから 2006 年の終わりまでに

密猟や違法取引が約 400 件報告され、その 80% で容疑者が逮捕された。2008 年までを含

むと 1,400 件以上の事例が報告・記録されている。野生動物の密猟や違法取引を抑止する

ための地方自治体や地域社会の活動は、違法行為に関する情報公開や容疑者の起訴によっ

ても強化されている。

経済的規模
•   このプロジェクトは、比較的大規模な経済を営んでいる地域社会で実施され、幅広い

メンバーが関与している。地域社会内には、様々な経済活動に従事している複数のス

テークホルダーが存在する。

ステークホルダー間の利害対立
•   野生動物の保護活動家は、野生動物や野生生物を使用して作られた製品の違法取引業

者（不正輸出業者や闇市場利用者も含む）と対極にある。違法取引を支援して利益を得

ている仲介人は他にも存在する。

当事者の支配関係
•   保護活動家のグループはプロジェクトの実施過程全体に強く関わっており、その活動

は市民や政府による政策によって支持されている。野生動物の保護は人類の責務であ

ると同時に政策目標でもある。それは「絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引

に関する条約（CITES）」にも明記されている。保護活動家のグループはこうした国内・

海外双方の政策的枠組みに基づいて、プロジェクトを指揮し、支配力を行使すること

ができた。意識向上活動や教育キャンペーンも、これらの活動に対する市民の支持を

拡充する上で有効に機能した。

3.4  食料の持続可能な消費と生産

プロジェクト 12： 地方の生活改善：持続可能かつ安全な野菜生産の推進 
（バングラデシュ、2008年受賞プログラム）

　バングラデシュでは農薬、特に殺虫剤の過剰な使用が、公衆衛生や生態系を維持する上

で深刻な懸念となっていた。訓練も受けず、知識を得る手立てもない農家の人々は、マス

ク等の防護対策を取らずに殺虫剤を散布している。使用されている殺虫剤の中には、国内

での使用が認められていないものばかりか、国際的に禁止されているものまで含まれてい

る。これらは近隣諸国から不法に輸入され、大量に貯蔵されたものである。排水路を通し

て化学物質が地下水や土壌に蓄積し、消費者は結果として長期的に見ると健康に有害な高

濃度の農薬を摂取させられている。バングラデシュ農業研究所（BARI）及びワールドベジタ
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ブルセンターは、共同で「フェロモントラップを用いた害虫駆除」と名付けたプロジェクト

を実施した。このプロジェクトは基本的に、殺虫剤の代わりに性フェロモンを用いて害虫

を捕獲するという、経済・環境の両面で持続可能な総合的害虫管理（IPM）戦略の推進が目

的である。新しい IPM の技術によって、バングラデシュやインドのプロジェクト対象地域

では、殺虫剤使用の 65 ～ 75% 削減、さらに最大 30% の生産コスト削減を達成した。その

結果、参加農家の純利益は IPM の活用によって約 60% 増加した。プロジェクトに組み込

まれた活動にはパイロットプロジェクト、対話集会、研修、メディアによるキャンペーン

等があり、いずれも農家の団体等、複数のステークホルダーと共同で行われた。

経済的規模
•   このプロジェクトは、農家の数が比較的多く、首都ダッカやその近隣都市に農産物を

販売している、地方の農村地域社会で実施中である。

ステークホルダー間の利害対立
•   プロジェクト推進者と、従来型殺虫剤の生産者・小売業者との間で利害の対立が生じ

ている。ただし、フェロモントラップが安価かつ効果的な野菜の害虫駆除方法で、殺

虫剤からフェロモントラップに切り替えれば純利益も上がるという事実に関して、農

家の側の反応は極めて良好である。政府が殺虫剤等の農業投入物への補助金を削減し

たことも、フェロモントラップの利用を後押ししている。そのため、市場環境と政府

による適切な政策が、プロジェクトの成功に向けた大きな力になるということが明ら

かになった。

当事者の支配関係
•   BARI 及びワールドベジタブルセンターは、実験によって効果が確認されているフェ

ロモントラップを選択肢として提供した。現地のビジネスセクターはこれを受け、フェ

ロモントラップの生産と農家への販売を行うベンチャー企業を立ち上げた。政府は堅

実な市場とビジネスセクターの発展を促す政策を進めた。そうした過程では、ステー

クホルダー集団の中に支配権を行使しようとする者は現れなかった。

プロジェクト 13： 野生動物に優しい製品：地域社会の農協による生物多様性保全活動への
参画（カンボジア、2008年受賞プログラム）

　野生動物の絶滅は、その生息環境がますます失われていることに原因がある。渡り鳥が

危機に瀕しているのは密猟のためでもあるが、湿地帯や森林が開墾によって水田に姿を変

えていることも一因である。カンボジア野生動物保護協会（WCS）は、「野生動物に優しい製

品の推奨（トキ稲作プロジェクト）」と名付けたプロジェクトを実施している。このプロジェ

クトでは、湿地帯や森林を水田に転換しないことに同意した農家が生産した米には「野生

動物に優しい」製品としての認証が与えられる。また、このプロジェクトによって森林伐

採が避けられるため、GHG 排出も削減できると考えられている。認証は（i）絶滅危惧種の

生息環境の破壊（ii）森林劣化の加速を伴わない過程で生産された製品に与えられる。認証

された米は、稲作農家と野生動物の生息する森林、特にトキや他の渡り鳥の生息環境を開

墾しないという取り決めを交わしたことから、「トキ米」と呼ばれている。農家が「トキ米」

の認証を受けるには、農業協同組合に加盟し、同組合が定めた規則に従う必要がある。認

証を受けた米は、ホテルや地域のレストラン等の観光セクターから好ましい反応が得られ

ていることから、10 ～ 30% の環境プレミアム価格が付けられている。農家と観光セクター

は共同で野生動物の保護に努めている。農家側は認証米の販売によって、既に収益を増や

している。観光セクターの側では、地域社会に固有の野鳥を観察するために訪れる観光客

が増えることを期待している。
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経済的規模
•   このプロジェクトは、農産物の収穫量が多く、収穫物をシェムリアップやプノンペン

に販売している農村地域社会で実施されている。

ステークホルダー間の利害対立
•   農家の関心は主に収益の増加にある。認証プログラムの導入と、同じ考えを持つ観光

セクターの協力で作物に環境プレミアム価格が付けられたことで、農家は森林や湿地

帯を水田に転換せずに収入を上げることができた。認証プログラムはステークホルダー

による潜在的な利害対立を避ける上でも役立っている。

当事者の支配関係
•   WCS は野生動物の生息環境を水田に転換しないという農家の同意を得るというアイデ

アと、認証ラベルプログラムという手法をもたらした。このアイデアは地元の農家や

農業協同組合、観光セクターに歓迎された。そうした過程では、WCS が主導したとい

う経緯はあるものの、ステークホルダー集団の中で支配力を及ぼそうとする者は現れ

なかった。

4.  地域社会の分析

　（i）経済的規模、（ii）ステークホルダー間の利害対立、（iii）当事者による支配関係に注目し

た前セクションの分析枠組みと、選ばれた 13 事例のプロフィールに基づくと、事例でと

りあげた地域社会は図 6.1 の通りに分析することが可能である。

図 6.1  地域社会分類の基準

注： 経済的規模は、各地域社会で行われている経済活動の全体的規模に基づいて相対的に評価したもの。

出典 : 著者
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表 6.1  地域社会のタイプ

プロジェクト 経済的規模
ステークホルダー

間の対立
当事者の 
支配関係

地域社会の 
タイプ

1.  ジャトロファバイオ燃料プロジェクト
（スリランカ）

小 ━ ━ 生業経営的

2.  小規模水力発電プロジェクト 
（インドネシア）

小 ━ ━ 生業経営的

3.  地域社会ベースの風力エネルギーシステム 
（フィリピン）

小 ━ ━ 生業経営的

4.  持続可能な養蚕業を営む村の支援 
（ネパール）

小 ━ ━ 生業経営的

5.  埋立地からメタンガスを収集 
（インドネシア）

大 あり ━ 先駆的

6.  第一次産業における環境効率の向上 
（タイ）

大 ━ 不明 浮動的

7.  地域社会の廃棄物削減に向けた若年層の
リーダー養成（フィジー）

小 ━ ━ 生業経営的

8.  廃棄物処理に向けた 3R 活動の推進 
（ネパール）

小 ━ ━ 生業経営的

9.  ストローベイルを家屋の断熱材として使用 
（中国）

大 あり ━ 先駆的

10.  社会事業としての固形廃棄物処理 
（フィリピン）

大 あり ━ 先駆的

11.  野生動物保護ホットライン 
（ベトナム）

大 あり あり 庇護的

12.  害虫駆除にフェロモントラップを使用 
（バングラデシュ）

大 あり ━ 先駆的

13.  トキ米プロジェクト 
（カンボジア）

大 ━ ━ 協調的

注：ハイフン（━）は「なし」または「負」を表す。

出典 : 著者

   
　詳細な分析を容易にするため、13 件の事例研究に登場する地域社会を（1）生業経営的 6、

（2）庇護的、（3）先駆的、（4）協調的、（5）浮動的の 5 つの類型に分類した。

　「生業経営的」地域社会とは、小規模経済を営み、職業、所得水準、社会的地位、宗教、

民族性等の点で、社会経済的な均一性が見られる地域社会を指す。地域社会の同意を得る

ことは難しくないが、新しい技術への適応は難しい。

　「庇護的」地域社会とは、メンバーの大多数が多様かつ複雑な社会経済的状況に置かれて

いるにもかかわらず、持続可能性の問題に対して真剣に取り組むという共通の姿勢を持つ

地域社会、さらには保護活動家や環境活動家の集団の支配力の行使によって、ステークホ

ルダー間の利害対立を解決するための社会的勢力を形成できる地域社会を指す。このよう

な地域社会では、すでに社会経済的なシステムが確立されており、持続可能性の実現に向

けた政策措置を受け入れる土台が整っているため、そうした措置の導入に多大な努力を払

う必要がない。

　「先駆的」地域社会では、持続可能性に関する政策の意思決定や実施に対して支配力を十

分に行使できるステークホルダーが存在しない状態でも、メンバーは互いの同意と協力関

係の構築を通して、ステークホルダー間の対立を協調的に解決することができる。
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　「協調的」地域社会では、メンバーは持続可能性に関する政策が持つ価値観を概ね共有し

ているため、必ずしもステークホルダー間の対立が生じるとは限らない。そのような状況

では、市民の参加を目指した協議プロセスを適切に設けることで、持続可能性に関する政

策や活動を導入することが可能である。

　「浮動的」地域社会では、メンバーは持続可能性の問題に関する情報を地域社会レベルで

は完全に理解または共有していない。そのため、持続可能性に関する政策措置や活動は未

だに企業や工場の分野に限定されており、地域社会は持続可能性政策の実施状況の改善に

貢献していない。

　APFED プログラムの評価プロセスでは、持続可能性を促進するための 5 つの主な要因（政

策、市場、技術、情報、ステークホルダーの能力レベル）が示された。以下のセクションでは、

地域社会の 5 タイプごとに上記 5 要因の作用の分析を試み、持続可能性の要因と地域社会

タイプの相関関係や接点について論じる。

5.  考察

　地域社会に共通の利益に向けて一致協力するように促すための要因は、（i）政策、（ii）経済、

（iii）技術、（iv）現地の知識、（v）地域社会の能力増進の 5 つの類型のいずれかに分類できる

であろう。これを踏まえ、以下で地域社会タイプ間の関係や各要因のパフォーマンスにつ

いて検証する。

　その意図とは、特定の事例についてより詳細な分析を行うことで、「浮動的」地域社会か

ら脱却して、「協調的」、「生業経営的」、「庇護的」地域社会のような状態へと移行するため

の条件を見出すことである。また分析には地域社会の結束の強化、地域社会による支援の

活性化、持続可能な消費活動による持続可能な開発の実現に向けた協力関係の構築に力を

与える主要な側面に光を当てるというねらいもある。

5.1  地域社会の仕組みとステークホルダー間の関わり合いを変えるための政策措置

　5 つある地域社会の類型すべてに共通していることは、ステークホルダー間の関係・関

わり合いは、事実上、政策によって大きく修正できるということである。そのため、政策

において一貫した方向性を示さなければ、地域社会が共通の目的に向かって結束した行動

を起こすことは難しい。規制的アプローチは、環境パフォーマンスと地域社会の福利向上

において、人々を動かして大きな改革を促す上で、今も重要な役割を担っている。

　「庇護的」地域社会を除けば、政策措置は地域社会を取り巻く社会経済的状況に組み込ま

れている傾向があるため、持続可能な消費の促進において活動を円滑に導入するための主

な要因とは思えない。これは多くの国々において、すでに政策の枠組みが広く整っており、

政策が不十分なことがプロジェクトの導入を制限しているとは言えないためである。

　プロジェクト 1 では、化石燃料への依存度を減らして再生可能エネルギーを模索すると

いう国内方針に沿って、地域社会に対する指導が行われた。スリランカ政府は気候変動の

緩和と適応という選択肢について幅広く研究しているが、化石燃料の代替となる行動を具

体的に指導しているわけではない。国際 NGO がスリランカ北東部の Gurugoda 地区に風力

タービンを用いた発電設備を設置することで、再生可能エネルギーの試験的利用を推進し

た。これは化石燃料に対する依存を減らし、その代替となる再生可能エネルギーの使用を

促進する必要があるという意識を植え付けるための基礎となった。このようにして、ジャ

トロファによるバイオ燃料プロジェクトが実施段階に進んだ。



128

IGES 白書 第 6 章  持続可能な消費と生産に向けた地域社会の取り組み：事例から得られた教訓と現場の視点

　同様の傾向はプロジェクト 2 にもあてはまる。インドネシア政府は温室効果ガスの削減

に向けて、再生可能エネルギーを促進するための政策を広く策定しているが、具体的な活

動はインドネシア学術院とボゴール農科大学によって推し進められている。化石燃料への

依存度を減らす計画を策定し、小規模水力発電所を設置して地方に代替の再生可能エネル

ギーを供給したのもこれらの機関である。

　プロジェクト 1 と 2 はいずれも、地域社会のメンバーが代替エネルギーを生産し、そこ

から直接利益を得ているため、地域社会は「生業経営的」に分類できる。ステークホルダー

が自身の行動によって直接利益を受けていると感じるようになれば、一般的な幅広い政策

指針を用いて SCP への参加を促すことができる。

　ただし、保護活動において地域社会のメンバーが直接的な受益者となっていないことが

明らかな場合は、このような一般的な政策指針では不十分である。プロジェクト 11 では、

野生動物ホットラインに携わっている地域社会のメンバーが経済的な見返りを直接受けて

いるかどうかは明白ではない。野生動物の保護というメンバーの目標を満たすことはでき

る。しかし、違法取引の告発による野生生物の保護を通じて観光客の増加等が期待できる

といったことが考えられなくはないが、告発行為自体から個人が経済的な見返りを直接受

けることはない。

　政策措置は、持続不可能な消費を抑えて環境に対する社会的認識を高めるため、共同措

置の制度化の促進を目的とした、適切な啓発活動や能力開発を支援するものでなくてはな

らない。こうした考え方は地域イニシアティブを扱った本書の第 5 章で詳しく取り上げる。

5.2  市場の開発と経済の活力

　経済的手段と地域社会タイプの関係が持つ重要性は、状況によって大きく異なる。地域

社会のメンバー間に大きな対立がなければ（協調的地域社会）、その地域社会は自立的かつ

長期的な資金調達メカニズムを作り上げることができる。このような資金調達メカニズム

を生み出せる確率は、内部で競合が発生している地域社会（先駆的地域社会）では低くなる

可能性がある。インドネシアで埋立地からメタンガスを収集するプロジェクト（プロジェ

クト 5）は、地域社会の発展に向けた投資の見返りはまだ得られていないが、CDM の承認

の下で実施されているため、例外とすることができる。「生業経営的」地域社会の場合、資

金調達メカニズムの発展は遅れたままである。「庇護的」地域社会では、政策措置の方が資

金調達メカニズムより効果的にメンバーの行動を変えられるという傾向が見られた。

　適切な政策の実施に加え、市場メカニズムや市場の活力を向上させれば、地域社会に対

して持続可能な生活を追求するよう促すことができる。プロジェクト 12 では興味深い結果

が示されている。農家は当初、殺虫剤の使用を減らすと作物への害虫の被害が増え、利益

が減ってしまうという誤った認識を持っていた。人々の健康や生態系より経済的損失の方

が重要な問題と考えられていたのである。しかし、実際に従来の殺虫剤の代わりにフェロ

モントラップを使ってみたところ、それによって得られる利益は、予測された経済的損失

よりはるかに大きいという事実に気付いた。害虫用のフェロモントラップの導入によって

生産物全体に占める販売可能な果物の割合は増加し、生産コストも大幅に抑えられた。生

産パターンの変革で経済的利益を得られることが実証されたことで、地域社会の農家は害

虫のフェロモントラップを使用するようになった。殺虫剤の散布が抑制・中止されたこと

で、農家の健康リスクが減り、貯蓄や経済的利益が増えただけでなく、生態系への悪影響

や消費者の健康リスクの軽減も実現できた。

　実現政策と市場メカニズムが相乗効果を発揮すれば、より大きな影響を及ぼすことがで

きる。プロジェクト 13 では、農業協同組合の設立を通して、残っている森林を水田に転換
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しないことに同意した農家が生産した米を特別米として認証し、プレミアム価格で売買さ

れるような制度を作った。カンボジアでは、政府によって森林と野生動物の保護が行われ

ているが、土地の所有権の問題、監視体制の不備、人的資源の不足により、この政策の実

施には限界があった。そのため、プロジェクト全体に渡って協同組合の設立を促進するこ

とで、農家が複数の長期的な利益を得られるようになった。農協は認証を受けた「トキ米」

を環境プレミアム価格で購入する意欲のあるホテルやレストランがどこなのかを特定した。

認証書には客へのメッセージとして、この米が保護活動を行っている農家によって生産さ

れ、ホテルがこのような環境に優しい活動を支援していることが記されている。環境に優

しい製品の重要性について認識している事業経営者が存在しなければ、農家の活動は成功

していなかったであろう。農家と事業経営者との間に結ばれた複数のステークホルダーに

よる協力関係、そして野生動物の生息地の保護を視野に入れたマクロ政策、市場開発、ラ

ベル制度等の相乗効果が、このような持続可能な米生産の建設的なサイクルを始める上で、

非常に重要な役割を担った。このプロジェクトは地域社会に極めて大きな環境的・社会経

済的利益をもたらしたため、この地域社会を「協調的」と見なすことができる。

5.3  技術や地元の知識の革新

　各プロジェクトに共通の特徴として、技術が地域社会の参加に重要な役割を果たしてい

ることが挙げられる。研究対象のプロジェクトで用いられている技術は最先端のものでは

ないが、簡易かつ廉価に利用できるため各々の目的にかなっている。技術によって最低費

用で生産を増やすことができれば、地域社会は総じてこれを取り入れる傾向がある。その

好例が、プロジェクト 12（フェロモントラップ）とプロジェクト 9（ストローベイルの家）で

ある。ここでは比較的小さな投資にもかかわらず、相当な経済的利益が生み出されている。

その一方で、再生可能エネルギー、特に太陽光発電（プロジェクト 4）や小規模水力発電（プ

ロジェクト 2）は持続可能性を追求する上で有用であるが、費用が高い上に償還期間も長い

ため、地域社会からの支援がなかなか受けられないという傾向が見られる。

　プロジェクト 12 では、地域社会のメンバーが環境への悪影響についての認識を深めて

いたにもかかわらず、殺虫剤の取引業者は顧客の農家を奪い合い、従来の製品を使い続け

るよう促す目的で短期的な奨励金を支払っていた。環境と健康の改善を視野に入れながら

革新的な変化を追い求めるためには、開放性と開拓者精神を生かす必要がある。

　プロジェクト 9 では、ストローベイルの圧縮技術が海外の技術者によってもたらされた。

この技術は最先端でも複雑でもなかったが、現地の住人には知られていなかった。しかし

その費用の低さと再現性の高さから、このプロジェクトには格好の手法であった。この新

技術を採用した世帯が目に見える形で様々な経済的利益を受けられたことは、プロジェク

トの成功要因として大きな部分を占める。つまり、レンガの代わりに圧縮したストローベ

イルを使用することで、通常約 2 万元はかかる家の総建築費を 4 分の 1 に削減でき、また

暖房のために使用していた石炭の量を 50 ～ 70% 削減したことで、約 2,100 元を節約する

ことができた。この技術を採用するために、最初は公的資金が投入されている。地方自治

体は建設費の 30% を助成したほか、ADRA の場合は支援団体がさらに 30% の資金を援助

した。農家や家の所有者の負担は総費用の 40%、金額にして 8,000 元程度（平均年収 1.6 年

分に相当）にまで抑えられた。そのためこの技術は、資金面でも一般的な農家の手が届く範

囲内で活用できている。また、地方自治体が重視していた「地域の社会経済的状況を持続さ

せる」という公共政策課題の解決が図られ、さらに、相当量の雇用が生まれている。ストロー

ベイルの収集者、圧縮サービス提供者、圧縮ストローベイル（断熱材として利用可能）の販

売者等、新たな収入源を得る機会も生み出された。これらの社会経済的要因により、スト

ローベイルを断熱材として使用する技術が広く支持され、普及するようになった。目的、

運営費、管理容易性の面で適切な技術を適用することで、地域社会のメンバーや地方自治

体から肯定的な反応が得られるようになった。
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　現地の知識もまた、技術の適用と管理において重要な要素である。プロジェクト 12 では、

害虫の種類やその対応策に関する知識が現地の農家の間で広まっていたことが、フェロモ

ントラップの効果的な適用へと結び付いている。プロジェクト 9 については、中国の村民

たちは既にストローベイルを様々な方法に用いていたが、新たに持ち込まれた技術によっ

て別の使用法が確立され、家屋の断熱効率を上げる結果となった。

　上記のプロジェクトと対照的に、プロジェクト 6 では発展途上国において革新的なプロ

ジェクトを用いて生産・消費パターンを変える場合、どのような複雑な課題に直面するか

についての有用な見解が示されている。タイの事業協同組合は一般的に、企業の社会的責

任（CSR）の観点から、環境等の社会的問題への取り組みや地域社会支援活動に対して非常

に積極的である。このプロジェクトにおける中心的な活動は、主に製造業セクターのエネ

ルギー効率と資源利用である。プロジェクトで広く取り入れられている手法の 1 つとして、

製造工場に設置された旧式の配電器の交換を実施している。配電器は電力使用量を平均的

な値に維持し、過剰な変動が生じないよう、工場の稼働中に消費する電力量を監視する役

割を果たしている。高性能の配電器の導入にかかる費用は 1 ～ 2 年で償却でき、相当な経

済的利益を得ることができる。高性能配電器の設置という選択肢は、適切な工場資源管理

を実現する上で理にかなっている。このような高性能配電器は、食品加工会社や地下油タ

ンク製造会社に設置されている。

　しかし、地下油タンク製造会社の経営者との面談によって、いくつか問題があることも

浮かび上がった。第一に、油の漏れや土壌汚染のリスクがあることから、OECD 諸国では

単層の地下油タンクの使用を禁止しているが、この経営者は単層地下油タンクを現地の

人々に供給するために生産を続けている。政府は単層地下油タンクを禁止する法案を既に

提出しているが、過去 10年間何度も政権が変わっているため、現在でも審議中である。また、

国会議員からの支援も十分に得られていない。この問題は環境汚染や健康被害等の市民の

関心と十分に結び付けられていないため、国会も市民の支援を得るための重要課題である

と捉えていない。さらに市民には単層タンクを地下タンクとして使用することを禁止し、

使用を三層タンクに限定するという規制が実施されないと、リスクや経済的不利益が生じ

るという認識がない。事業協同組合には、目に見える利益を独自に追い求める傾向がある。

情報は市民の間で共有されないため、リスクは把握されないままである。また、この問題

が優先課題として見なされていないことから、単層油タンクを使い続けることで生じるリ

スクについての追加的な調査も実施されていない。国会議員たちは、自身の選挙区におい

て有権者の支持が必ず得られるような取り組みしか追求しない。ステークホルダーの関心

が散らばっているような状況では政策の方向性が定まることはなく、複数のステークホル

ダーによる協力関係も実現にはほど遠い。この地域社会の状態は、「浮動的」と見なすこと

ができる。

5.4  情報の普及と社会的能力の開発

　持続可能な開発に向けた政策や活動を促進するためには、知識や情報の共有が必要不可

欠である。これまでの各セクションで述べたいずれの事例においても、持続可能な開発に

向けて社会的能力を育成するための第一歩として、知識や情報を共有・流布することの重

要性が示されている。

　問題は引き続き、どのような情報が重要で、それを地域社会のメンバー間でどのように

共有すべきかという部分にある。たとえ目に見えなくても、環境や生活に脅威が迫ってい

ることの意味について理解する必要がある。プロジェクト 12 では、殺虫剤を大量に散布す

れば害虫の被害を削減できるという一般認識を BARI が刷新したことに大きな意味があっ

た。農家は殺虫剤の散布量を増やしても野菜への害虫被害が減らないのは、その散布方法

に問題があるためと考えていた。BARI は害虫被害率と害虫駆除方法の関係について調査
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を行い、この調査によって殺虫剤に関する通念は覆され、BARI は研究結果を現地の農家

に伝えた。情報は信頼のある調査機関が検証したものであったため、農家は殺虫剤の使用

や散布量を増やしても必ずしも害虫被害の減少にはつながらないという考えを容易に受け

入れることができた。誤解を招きやすい認識は、信頼性の高い調査結果によって修正する

必要がある。また、SCP 活動の推進に向けて認識・行動の変化を促すためには、その結果

を広く知らしめる必要がある。

　これまでに示した大半の事例においては、地域社会のメンバーへの情報提供が、持続可

能性の実現に向けた行動や行動変化の誘因となった。プロジェクト 11（自然教育の推進）で

は、プロジェクトを実施する組織が、野生動物の闇取引に反対する集中的なアウトリーチ

キャンペーンを行うという戦略をとった。プロジェクト 9 では、プロジェクト実行者が、

地域社会のメンバーを対象に、ストローベイルの家に関する一連の研修会を開いた。プロ

ジェクト 13 では、野生動物保護協会が地域の生物多様性を損なわずに生産を十分に行え

る農業形態についての研修プログラムを実施した。これらの研修や情報は一般にオープン

にされていて、関心を持った地域社会メンバーなら誰でも制限なく自由に参加や入手が可

能である。

　図 6.2 に示す通り、情報提供のサイクルは地域社会メンバーの認識の変化を促す。研修

や技術支援を行うことで、地域社会メンバーは持続可能性の実現や環境影響の改善に向け

た活動を実施する能力を強化することができる。一部のメンバーは、自己監視・規制を行い、

その監視や評価の結果を他のメンバーに知らせることにより、他のメンバーが環境管理の

改善を目指して努力するよう働きかけている。

図 6.2  持続可能性に向けた一連の能力増進活動

出典 : 著者

　これと反対に、プロジェクト 6 で実施された研修は本質的に技術的要素が強く、ビジネ

スを志向したものである。そのため対象が技術者と工場経営者に限定され、必ずしもそれ

以外に問題の認識が広まらなかった。このように工場周辺の地域社会との接点がないと、

市民共通の課題としての環境効率問題に対する認知度を高めることは困難である。また、

工場レベルで技術を改善してもマクロ政策の転換にはつながらない。
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5.5  地域社会メンバーの啓発と地域社会外への運動の拡張

　地域社会やステークホルダーの能力増進は、あらゆるプロジェクトや地域社会タイプで

重要な成功要因であったと考えられる。大部分の地域社会が能力開発活動を行い、メンバー

はそれを通して従来の行動を改めることの重要性を十分に知ることができた。このような

地域社会には、公式、非公式両方、またはいずれかの意思決定プロセスが存在しているが、

メンバーが同プロセスに参加しているか、あるいはメンバーの見解が意思決定に盛り込ま

れている状態であれば、意思決定の手順やガバナンス構造は、活動の成功の是非に重要な

影響を及ぼすものではないことが明らかになった。

　プロジェクト 6 は、地域社会の啓発に関しては例外であった。プロジェクトに参加した

事業体や工場のエネルギー効率を改善できたという点で、このプロジェクトそのものは大

きな成功を収めた。しかし、プロジェクト参加工場のうちいくつかは、三層タンク（30 年

保証）より耐用年数が短い単層地下油タンク（10 年保証）を製造し続けている。単層タンク

は油漏れのリスクが高いことから、OECD 諸国はその使用を禁止している。政府はこれに

関する草案をおよそ 10 年前に作ったが、未だに国会で議決されていない。地域社会はこ

うした政策の不備があることも持続不可能な製品が生産されていることも知らされていな

い。情報公開や市民の認識に限界があることで、SCP の促進に向けて業務手法を変えよう

という動きは工場にも地域社会にも見られない。

　APFED 受賞プログラムやショーケース・プログラムの中には、SCP に関するプロジェク

トであっても、本章で取り上げなかったものがいくつかある。それらのプロジェクトは、

廃棄物管理や生分解性廃棄物の堆肥化等の活動が中心で、持続可能な消費や、特定の地域

社会を越えて広まっているステークホルダーそのものを対象としてとらえていないという

理由からである。しかし、そうした事例の多くにも、これまで詳細に見てきたプロジェク

トと共通の特徴が見られる。

　事例分析でも述べたように、プロジェクトの多くが 3R に取り組んでおり、それらのう

ちのいくつかには、生分解性廃棄物の堆肥化に取り組んでいるという共通の特徴がある。

プロジェクト 8 では、MARDO という NGO によって触発された人々が、廃棄物を減らす

ための活動に取り組んだ。このプロジェクトでは、生分解性廃棄物の堆肥化によって有機

肥料が作られ、人々はそれを販売して本業以外の収入を得ることができた。プロジェクト

7 では、生分解性廃棄物の堆肥化だけでなく、レジ袋を使用する代わりにマイバッグを持

参するよう促すキャンペーンも、人々の認識に影響を与えている。生分解性廃棄物の堆肥

化とマイバッグ・キャンペーンは、持続可能な消費の推進という点では必ずしも大きな直

接的影響を及ぼすとは限らないが、人々の意識を変えるという点では間違いなく大きな役

割を果たしている。持続可能な消費の推進をねらった啓発活動や能力開発活動を行う際に

は、生分解性廃棄物の堆肥化とマイバッグ・キャンペーンを組み合わせて行うことを検討

してみる価値があるであろう。

　生分解性廃棄物の堆肥化を促進しているプロジェクトは他にも 2 件ある。プロジェクト

5 とプロジェクト 10 である。これらのプロジェクトでは集中型の堆肥化システムが採用さ

れており、家庭での堆肥化とはかなり様相が異なる。家庭での堆肥化では生成した有機材

料の販売で地域社会のメンバーが直接的な経済的利益を得ているのに対し、集中型の堆肥

化を行っている地域社会のメンバーは直接的な経済的利益を得ているとは限らない。プロ

ジェクト 5 では、プロジェクト推進者である GIKOKO 工業が、国連気候変動枠組条約締約

国会議で採択された京都議定書の CDM に沿った認証排出削減クレジットの販売による「炭

素収益」の獲得を目指しているが、まだクレジット販売は完了していない。同社は炭素収

益の 7% を、地域社会の発展や貧困層の社会保障に還元すると約束している。
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　ネパール（プロジェクト 8）、フィジー（プロジェクト 7）、フィリピン（プロジェクト 10）
の 3 つの事例では、堆肥化を効率的に進めるため、廃棄物を分解可能なものと不可能なも

のに分別することの重要性を提唱する啓発・研修活動が積極的に推し進められている。と

ころがプロジェクト 5 では、そうした啓発・研修活動がプロジェクト活動に組み込まれて

いない。アプローチに違いがあるのは、生分解性廃棄物を大量に確保することでメタンガ

スをより効率的に収集できるか否かについて、指導者や起業家の見解が異なっているため

であると思われる。積極的な意識向上・研修活動によって集中型の堆肥化を行い、そこか

ら得た収益を地域社会の発展に還元すれば、持続可能性の実現に向けて協調的に行動を起

こそうという地域社会メンバーの機運が高まるものと思われる。

6.  提言

　ステークホルダーの関わり合いや地域社会レベルでの施策要因の成果に焦点を当てるこ

とで、本研究は再生可能エネルギー、エネルギー効率、野生動物や生態系に優しい消費を

地域社会レベルで推進するための様々な地域社会活動の分析を行ってきた。地域社会のタ

イプを分析し、持続可能な消費に向けた改革に地域社会を積極的に関わらせるための一連

の提言を引き出すことができた。以下にその提言を示す。

6.1  地域社会の特性の把握

　対象となる地域社会が社会活動を行うための公式・非公式の組織をいずれも持たない段

階にある場合、家庭または地域社会の少数集団に簡易かつ低費用の技術を提供することで、

プロジェクトが効果的に実施できるようになる可能性が高い（プロジェクト 1 ～ 8）。この

ような世帯または小規模な地域社会を対象としたアプローチをとることで、そうした小集

団がプロジェクトへの参加によって直接的利益を得られるという事実がより明白になる。

適正なインセンティブを与えることは、地域社会に共同措置を取るよう促すための鍵であ

ると考えられる。「生業経営的」地域社会では分散型インセンティブを推進力とするシステ

ムが効果的に機能すると言える。

　メンバーの共通の目的を実現するための公式または非公式のシステムが地域社会に存在

する場合、市場ベースのメカニズムを導入することで、技術の採用を促進し、持続可能な

消費に向けた行動の変革を促すことが可能になる。プロジェクト 5 及びプロジェクト 12 が

その例である。利害の対立が見られる地域社会では（先駆的地域社会）、収穫量や貯蓄の増

加等といった形として目に見える利益を示すことで対立を解消できた。利害の対立が見ら

れない地域社会では、メンバーたちは迅速に共通の目的を実現するためのシステムの確立

へと動いた（野生動物に優しい製品にラベルを付ける制度や堆肥化工場の集中的管理）。組

織化の進んだ地域社会では、メンバーは資源効率を高め環境への影響を改善するための協

調行動を始めることになる。

　したがって、持続可能な消費を促進するためのプログラムを地域社会レベルで策定する

際には、様々なステークホルダーの特徴やその関係を把握しておくことが重要である。そ

れを踏まえることで、持続可能な消費に向けた取り組みに地域社会を積極的に関わらせる

ためのアプローチ方法について、より適切な意思決定が可能になる。

6.2  ガバナンスと情報を通じた政策的・経済的インセンティブの強化 

　持続可能な消費という目標を実現するための政策を策定する上で、現場での活動の成功

が直接的にマクロ政策や組織の改革につながったという事例は見られなかった。分析を

行った事例では、各地域社会が独自の意思決定・ガバナンス構造を持っていた。したがって、
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地域社会へ効果的な働き掛けを行うためには、その地域社会の特性を把握しておくことが

重要である。地域社会内に利害対立がある場合には、特に重要な作業である。

　プロジェクト 9 では、村・郡・県レベルで様々なガバナンス構造が存在している。県当

局はレンガの生産を禁止すると同時に、灯油の利用を抑えるため、ストローベイルの使用

を促進した。プロジェクトの成功の要因となったのは、地方自治体と地域社会メンバーと

の絶え間ない交流である。地域社会のメンバーは、レンガへの依存を続けると、土地の劣

化、採掘場や農地等の土地利用をめぐる対立、家屋内の大気汚染、呼吸器疾患等の問題が

さらに悪化するということを理解した。家屋の断熱材としてストローベイルを採用した地

域社会のメンバーは、暖房用の灯油の需要が減ったためにその分を貯蓄にまわすことがで

き、それをビニールハウス栽培に投資することができた。

　同様にプロジェクト 12 でも、殺虫剤の販売業者が害虫駆除にフェロモントラップを使用

する取り組みに反対するかもしれないと考えられていた。しかし、現地の農業団体の農事

顧問と BARI が地域社会のメンバーと交流を行い、農薬の使用を中止してフェロモントラッ

プを害虫駆除に使用することで得られるメリットを推奨することに注力した。害虫の減少

によって実際に収穫量が増えると同時に農薬を購入する必要がなくなったことで、農家は

この戦略がもたらす効果を確信した。 

　プロジェクト 5 では、問題は少々複雑である。この地域社会は、何世代もそこで暮らし

ている農家と少数派の廃棄物回収者の 2 つのグループに分かれていた。廃棄物回収者は国

内の紛争地域からの移住者である。CER（炭素クレジット）による収益を診療所や公共住

宅の建築等の地域社会発展プロジェクトに投資するという契約を交わすことで、このプロ

ジェクトに対する地域社会からの幅広い支持を得ることが可能になった。しかし様々な理

由から、地域社会への投資計画はまだ実行されていない。妨げとなっている要因の一つに、

CER の市場での売買が完了していない、技術を提供した会社がまだ収益を得ていないと

いう事実がある。次に、計画ではメタンの燃焼によって発生した熱を電気に変換しようし

ているにもかかわらず、生活保障政策の一環として電気代が極めて低く抑えられているた

め、メタンの燃焼によって生産した電気の販売により投資費用を回収できる見込みが立っ

ていないという事実がある。また、配電網も含めてインドネシアの国営電気会社 PLN が電

気市場を一括管理しているが、その PLN の配電網の利用料金が割高であることも大きい。

これらの理由により、地域社会内の利害はかなりの部分で一致を見てはいるものの、CDM
で得た利益を用いて地域社会の社会的発展を促すという計画が実現に至る道のりはまだ遠

い。

　プロジェクト活動の分析から、バイオマス断熱材の使用、総合的害虫管理、再生可能エ

ネルギー源の使用等を通して政策を持続可能な方向へと転換させることで、実際にメリッ

トを得られるということが証明できた。ただし、政策と制度の転換を推し進めるには、現

場レベルとマクロ政策レベルの接点の強化を現状よりはるかに積極的に進める必要がある。

6.3  地域社会の開放性と環境に優しい活動や技術を通じた外部の推進要因

　外部の推進団体に対して開かれた地域社会では、環境に優しい活動や技術を採用する際

に好ましい成果が得られやすいことが判明した。例えばプロジェクト 1 が実施された地域

社会は独自の開放性を示し、外部 NGO が提案したジャトロファの栽培を受け入れた。こ

の植物は外来種で、しかも有毒で食用に適さないが、油を生産できるという利点がある。

地域社会はガソリンの代用品としてのバイオ燃料の導入を狙っており、地域社会のレベル

でバイオ燃料の増産に努めている。プロジェクト 9では、地域社会は外部からの指導を受け、

農業の副産物として以前から存在していたストローベイルを断熱材として使用するという

新技術を導入した。
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　地域社会が外部の推進団体の意見を聞き入れる耳を持つか否かは、事例研究に登場する

各種プロジェクトの成功条件の一つである。ただし、地域社会のメンバーは外部の提案を

盲目的に受け入れるわけではない。提案された政策オプションの利点と必要条件の評価は

しっかりと行われた。国内外の推進団体の側でも、事前に思い描いたプロジェクトのコン

セプトを地域社会の現状を把握せずに押しつけるようなことがないように、十分な注意を

払っている。外部の推進団体とうまく協調することが、事例研究で広く見られる成功要因

である。地域社会は外部の推進団体の提案を評価するための能力を身につけ、さらに提案

内容を現地の状況に合わせて柔軟に調整する必要がある。

　環境に適正な活動や技術は、資源の利用効率の改善をねらい、それに成功した事例の多

くに組み込まれていた。バングラデシュにおけるプロジェクト 12 では害虫駆除の対策と

して、イギリスの国際開発省（DFID）が支援するプログラムを介してフェロモントラップが

導入された。インドネシアにおけるプロジェクト 5 では、現地の技術会社がメタンガスの

収集システムを導入したが、管理は専門知識を持ったオーストラリアのボランティアの協

力を得て行われている。プロジェクト 9 の中国のプロジェクトではストローベイルが家屋

の断熱材として使用されたが、圧縮する機械を導入したのはスウェーデン大学と提携関係

にある研究機関であった。

　地域社会のメンバーとステークホルダーは新技術の持つ可能性について、外部の推進団

体や支援団体と情報交換を行った。特定の技術が受け入れられるかどうかは、人々がその

技術によって得られる利益を（社会的適応の可能性等）他の要件と比較してどう評価するか

にかかっている。地域社会と外部の推進団体は、費用が低く、かつ簡易で、その状況に適

した技術を選択した。いずれの地域社会も、自身の管理能力を上回るような高度な技術や、

経費のかかる技術の導入は選ばなかった。

　「先駆的」または「協調的」地域社会において極めて重要と思われるのは、これらの地域社

会には革新的な活動を受け入れる余地があるという点である。そうした地域社会は情報を

受け入れ、自らが直面する問題を扱った協議にも参加する。またこれらの地域社会には、

自身が直面している問題に対する反応のレベルの点でも違いが見られる。全く無反応の地

域社会もあれば、問題解決に向けた変革を導入しようと積極的に動く地域社会もある。こ

れらの違いは、どうやら経済的繁栄の度合いや問題の理解度等、様々な要因に基づいてい

る。「生業経営的」地域社会は地域社会のメンバーを説得して現状の認識を変えるのが比較

的容易であるという推測ができるかもしれない。一方で、従来の価値観や手法に固執する

傾向が強く、新しい技術や手法をもたらそうとする外部の力に対してあまり開放的でない

と言うこともできる。「生業経営的」地域社会に変化を促すためには、交流や協議を絶えず

行って、互いの信頼関係を深めることが必要である。

6.4  マインドウェアを通じた政策と制度的枠組みの強化

　前述の通り、政策と制度的枠組みを強化することは、地域社会を動かして、プログラム

や政策の実施を成功に導く上で必要不可欠である。本章で述べたどの事例にも、その実現

に向けた幅広い政策が組み込まれている。しかし、より詳細なプログラムを策定し、これ

を支持する制度的枠組みを確立するために具体的な行動を取る必要があるのは、地域社会

自身なのである。プロジェクト 1 及び 2 のプロジェクトの実施にあたって、マクロ政策の

影響はほとんど見られなかった。害虫駆除にフェロモントラップを使用しようというプロ

ジェクト（プロジェクト 12）では、殺虫剤の使用に関するはっきりした政策上の指針は存在

しなかった。しかし、提案された規範的行動がもたらすと思われる問題やメリットについ

ての情報をメンバーが共有しあうことで、地域社会は従来の手法を中止、または少なくと

も削減し、新たな技術や手法へと切り替えるという意思決定を行うに至った。勿論、地域

社会が協調して行動できるように、政策が迅速に実施されるのが最も望ましい。しかし当
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研究の事例から、適切な政策がとられない場合でも、地域社会のメンバーに適切なタイミ

ングで適正な情報が与えられ、提案された措置がもたらす利点や問題についての一般的な

評価が行き渡っていれば、地域社会は集団行動を起こすことが可能ということがわかる。

　現場レベルでの教訓をマクロ政策及び制度的枠組みの移行推進に活用することは、政策

決定者、また場合によっては研究機関に課せられた使命である。現場レベルの活動が刺激

となってマクロ政策や制度上の改革が行われたという事例は従来ほとんど見られない。し

かし、だからといって、両者にそのような関連性が全くないということにはならない。プ

ロジェクトを実施している組織は自身の活動を公表しており、地元や国内の新聞ではこれ

らの革新的な地域社会活動を報道している。しかし、現場レベルの活動とマクロ政策の決

定プロセスの間には大きなギャップがある。現場からマクロ政策決定者へのフィードバッ

クは自動的には発生しない。現時点では現場からマクロ政策に向けて効果的なフィード

バックが行えるように、外部からの意図的な介入が必要である。研究機関、NGO、他の関

連ステークホルダー集団はそれぞれの成功事例を文書化し、それを政策とのギャップを埋

めるための提言に盛り込んで、政策の妥当性と効果の改善を目指したマクロ政策や制度の

改革を進めるための情報提供を意思決定者に対して行う必要がある。APFEDには現場活動、

事例研究、政策対話が一括で盛り込まれており、そこから現場活動をマクロ政策や制度の

改革と結び付ける上で有効な国際協調体制についての知見が得られる。

　原科氏（2009）が論じる通り、「ハードウェア」、「ソフトウェア」、「マインドウェア」の間の

バランスをうまく取ることが、概して環境プロジェクトの実施を成功に導く上で最も重要

な要因の一つである（図 6.3）。ハードウェアとは、インフラ等の物質的要素を指す。これを

生み出すためには資本や投資等の財源が必要となる。ソフトウェアとは、当局が定める規

則や規制を指す。最後のマインドウェアとは、地域社会が環境問題を意識しているという

心の状態を指す。成功したプロジェクトは、能力開発や研修、その他の意識向上プログラ

ムを通して、地域社会のマインドウェアを改善したことが成功要因となっている場合が多

い。これらの活動は、市民や企業がプロジェクトの導入に携わるための核心的要素であり、

地域社会の力強い支援によってプロジェクトを長期的に導入する上で必要不可欠な要素で

ある。

図 6.3  環境の計画・管理に関わる 3つの要素

出典：原科（2009）から作成
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（社会制度や
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6.5   プロジェクトの影響力を強め、地域社会をリスクから守るための複数のステークホ
ルダー間の協力推進

　複数のステークホルダー間の協力関係もまた、プロジェクトの効果的な実施を地域社会

に対して促すための重要な要素である。「協調的」地域社会では、複数のステークホルダー

間の協力関係が直ちに築かれた。「先駆的」地域社会では、地域社会間の対立が解消される

までには多少の時間がかかった。ただし、一旦地域社会内に問題や提案中の措置への立場

に関する合意が生まると、複数のステークホルダー間に迅速に協力関係が築かれた。

　ここで強調すべき点は、地域社会は必要があれば新しい代表機関の設立も行えたという

ことである。プロジェクト 13 では保護活動を行う農家の団体が設立され、野生動物に優

しい製品を認証する活動を開始した。プロジェクト 12 では、フェロモンのエッセンスを

生産してこれを容器に収めるため、複数の企業が設立された。プロジェクト 9では、ストロー

ベイルを生産・設置するための専門会社が新たに設立された。つまり、既存のステークホ

ルダー集団や機関に限らず、新しく設立された事業体によっても、複数のステークホルダー

間の協力関係を生み出すことができるということである。

　新しい機関や当事者を生み出すためには、政府の定めた手順が障害となってはならない

ということも明らかになった。新会社の登記のための標準的な手順は存在したが、その多

くは、取り組みを迅速に実行する上での障害とはならなかった。国内の法規の下でも会社

の登記や市場への参入が行えた理由の一つとして、意図した事業を実行するための技術的

背景がしっかりしていたことがあげられる。

　しかし、地域社会が新企業の設立によって市場を独占化する選択をしなかったことは、

特筆すべき点である。プロジェクト 12 では、フェロモンのエッセンスや錠剤を生産する

ために、意図的に多数の会社を設立しようという試みが行われた。同一市場に 3 つの会社

が設立されたことで、独占状態を回避するための取り組みは成功したと見ることができる。

協力関係は新設企業に独占力を与えたわけではない。新設企業と協調して作業を進めるこ

とが求められるステークホルダーは、このような事業体が市場で独占企業と化す可能性が

あることに注意を払う必要がある。また、健全な競争市場を維持するためには、複数の事

業体を設立することが望ましい。

6.6  政策推進活動への地域社会の統合

　前セクションでも述べた通り、地域社会は先陣を切ってマクロ政策や制度上の改革につ

ながる革新的な行動を取れるだけの潜在力を大いに持っている。複雑な利害対立や、提案

された政策の成果の不透明さから、マクロ政策の論議は行き詰りを見せることが多い。と

ころが、地域社会のレベルで具体的な行動を実践することで、そうした取り組みがもたら

す成果や課題を目に見える形で確認することができる。持続可能性に関する政策措置には、

環境の上でも社会経済の上でも多面的な問題が存在するため、抽象的な政策論議の中で結

論を導き出すことは決して容易ではない。大切なのは、地域社会が持つ特性を評価し、現

場とマクロ政策論議の間に存在するギャップを埋めることである。問題は、成功した活動

をどのようにして他の地域や国々にも広め、現地の条件に合わせて調整を施すかというこ

とである。そのためには、何らかの段階で効果的な環境プロジェクトの良い部分だけを取

り出して掛け合わせたようなシステムを開発・導入することによって、既存の成功事例の

グレードアップを行う必要がある。成功事例の良い部分だけを取り出して活用するために

は、アジアや世界の機関が先頭に立って、アジア地域内や国際レベルの協調プログラムを

作成することが不可欠である。アジアや世界で持続可能な社会を実現するために志を同じ

くするステークホルダーやパートナーの具体的な取り組みによって、そうしたメカニズム

が近い将来に確立されることが期待される。
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7.  結論

　APFED の事例分析を通して考えると、地域社会が一致協力して持続可能な消費に向けた

行動に踏み出すよう促すための要因には実に様々なものがある。それらの要因とは、政策、

経済、技術、現地の知識、地域社会の能力増進である。これらの要因を適用する際には、

そのバランスに配慮する必要がある。バランスが取れていないと、地域社会が協力して取

り組むための能力が損なわれる可能性がある。例えば、地域社会の能力増進を行わないと、

政策の効力が失われる可能性がある。地域社会がどの類型に属しているかに関係なく、全

てのプロジェクトは上記 5 要因のバランスがとれていれば成功の度合いがより高くなるこ

とが明らかになってきた。

　地域社会の能力増進や技術導入に向けた活動は、一般的にとりわけ重要な役割を果たし

ていた。もっとも、地域社会のタイプに応じて多少の違いはある。こうした傾向は常に一

貫していたわけではないが、この種の分析方法は各地域社会の特徴を客観的に把握し、そ

れに適したアプローチについて分析する上で有効ということが分かった。したがって、よ

り有意義なデータを得るためには、この種の分析手法をより多くの事例研究に適用し、さ

らなる進展を期す必要がある。

　類型化を通して各プロジェクトを検討してきた結果、SPC を推進するためのマクロ政策

と制度の改革に影響を及ぼす地域社会の活動をより効果的なものとする手段として、7 つ

の提言を引きだすことができた。以下にそれを要約する。

（1） 地域社会の特性の把握

（2） ガバナンスと情報を通じた政策的・経済的誘因（インセンティブ）の強化

（3） 地域社会の開放性と環境に優しい活動や技術を通じた外部の推進要因

（4） マインドウェア（啓発活動）を通じた政策と制度的枠組みの強化

（5） 独占状態を回避し、複数のステークホルダー間の共同の推進

（6） 政策を実際の地域社会における活動に体現する仕組みの確立

　これらの提言は、各地域社会の特性をしっかり理解した上で注意深く実施する必要があ

る。持続可能な開発という問題を解決するための万能薬は存在しないため、適用の形態も

各地域社会の様々な状況に応じて変える必要がある。総合的な成果を上げるには、複数の

ステークホルダー、複数のセクター、複数の専門分野を統合することが極めて重要である。

加えてその成果をより包括的かつ持続可能なものとするため、監視・評価プロセスを継続

的に行う必要がある。

　総括すると、地域社会の特性分析に用いた概念的枠組みと、その枠組みが政策要因のパ

フォーマンスとの間で示した相関関係が、地域社会をアジアと世界両方の SCP の実現に向

かわせるための活動を計画する際に有用な視点を提供できれば幸いである。さらに、SCP
に向けた戦略や地域社会活動・計画の効果的な実施の促進に資するよう実証的調査を拡充

し、そうした成果の応用を図っていくことが肝要である。

注 
1.  釣田いずみ、岡安早菜、菊澤育代、土井恵美子の協力のもと執筆。
2.  アジア太平洋環境開発フォーラム（APFED）は、2001 年にアジア太平洋地域における持続可能性政策

に関する有識者を集めて設立された。第 2 フェーズ（APFED II）では（i）複数のステークホルダー間の
政策対話（政策対話）、（ii）優良事例表彰プログラム及びデータベース作成（知識イニシアティブ）、（iii）
パイロット・プロジェクト及び研究支援（革新的ショーケース）という 3 本柱の取り組みを、アジア太
平洋環境開発研究機関ネットワーク（NetRes）の制度的な支援を得て推進している。IGES は APFED 及
び NetRes の事務局としてこの活動に携わっている。詳細は「www.apfed.net」を参照。
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3.  一方 Cohen（1985）は、「ある人が家族や親戚以外から学んで社会性を身につけられるような社会形態」
というシンプルな地域社会の定義を提案した。

4.  ここでいう ｢ ガバナンス ｣ は、上（政府）からの統治と下（市民社会）の自治を統合し、持続可能な社会
の構築に向け、関係する主体が多様性・多元性を生かしながら積極的に関与し、問題解決を図るプロ
セスとの解釈（松下）に従い議論を進める。

5.  本稿では、英文では「自給自足型」と称した小農民が支える農牧業を中心とした地域社会の小規模経済
を「生業経営」経済と便宜的に称する。

6.  脚注 5 参照
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　本セクションでは持続可能性やライフスタイルの問題に関連した多数のテー

マを、天然資源の利用との絡みで考察する。資源に限りのある世界では天然資

源の採取、加工、輸送方法はどうあるべきか、さらに公平な利用、質の問題、

責任の移行はどうあるべきかといった問題に関して、事例研究や緻密な分析を

通して独自に考察し、アジア太平洋地域の天然資源や SCP に関する政策研究に

対して、新たな分析を極めて独創的な形で加えている。

　第 7 章の目的は、事例研究の成果を用いることによって、経済的手段やその

他の方法をどのように適用すれば淡水資源の持続可能な消費が推進できるかを

示すことである。同章の事例では、水の浪費の最小化、利用効率の最大化、給

水サービスの劣化を抑えることによる水の利用可能性の最大化、水配分の最適

化、持続可能なレベルに保たれる水利用等に向けた独自のアプローチを紹介し

ている。具体的には、シンガポールとカンボジアにおける水道料金、タイにお

ける地下水汲み上げへの課金、オーストラリアと中国における水取引制度、日

本での料金設定に役立つ統合的水資源管理の考え方等を取り上げている。これ

らの事例研究を通じて、経済的手段は持続可能な水消費を推進するための唯一

の選択肢ではないということも明らかになった。補完的な手段も適切な給水と

水の持続可能な消費を促進するために効力を発揮する。例えば、シンガポール

の事例では節水装置の設置を義務化したことが、カンボジアの事例では単に給

水サービスの質を改善したことが、いずれも効力を発揮した。

　熱帯林の保全問題を扱う第 8 章では、まず林産物の持続可能な消費と生産と

は何かということを明確に定義することで、熱帯林の状況に即した SCP につい

て論じる。続いて消費者の選択と生産者が選択できる生産方法は、持続可能性

にどのような複合効果を与え得るのかという点を考察する。木製テーブル、木

造家屋、一梱包の紙、パーム油製の石鹸等、消費者の選択対象が離れた場所で

行われる場合、消費者の決定は森林生態系の健全性に影響を及ぼすようなメッ

セージを森林や土地の管理者に送ることになる。消費者による木材使用製品の

選択が、持続可能性に関する懸念が伝えられることなく行われれば、現状の活

動がいかに環境破壊的なものであったとしてもそれを継続してよいというメッ

セージが森林管理者、取引業者、製造業者、建築者、小売業者、その他の木材

取扱者に伝わることになる。同章では、必要な政策のタイプについて早急に結

論を出したい点は理解できると指摘しながらも、考察を進める中で政策の実施

はそれほど簡単ではないこと、また、場合によっては意図と反対の結果を生む

可能性があることを指摘する。同章では、自発的な持続可能性認証制度、調達

方針、消費者の意識向上運動、違法木材の輸入を禁止する法律制定または輸入

業者による合法性確認の義務化等といった、熱帯林産物の持続可能な取引につ

ながる様々な革新的アプローチについて検証している。

　第 9 章では、再生可能エネルギーを使用しエネルギー効率の改善を推し進め

ることが、エネルギー安全保障や農村地域のエネルギーアクセス、気候変動と

セクション III  
天然資源の利用について
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いった深刻な懸念を払拭する上でどの程度の貢献を成し得るかを考察する。埋

蔵化石燃料を探し出すことで一時的にはいくつかの問題が解決するかもしれな

いが、実質的な問題は化石燃料に代わる燃料の利用を進めなければならないと

いうこと、さらにライフスタイルの変革と技術革新を通してエネルギーの消費

量を削減しなければならないということである。アジアの大半の国々は輸入化

石燃料に依存して生活しているが、ほぼどの国にも開発が可能な再生可能エネ

ルギー源が大規模に存在する。しかし現状では再生可能エネルギーの比率があ

まりにも低く、この状況が変わらなければ、また変えようという取り組みがな

ければ、化石燃料の消費に伴う環境上のリスクや安全保障上のリスクが大幅に

減る見込みはないであろう。

　同章では再生可能エネルギーの比率を急速に増やさなければならないという

主張を展開し、様々な政策提言を行っている。提言は主にトップダウン型であ

るが、再生可能エネルギー技術が成り立つためには、もちろん消費者がその製

品である持続可能な方法で生産された電気を必要としなければならない。また

同様に、より効率的な生産方法や消費方法という点での革新の推進力とならな

ければならない。 章の最後では、すべての消費者に対して、ライフスタイルを

変革してエネルギー消費を削減し、CO2 排出の少ないエネルギー利用を支援し

てほしいという切実な願いが述べられている。

　天然資源の利用を扱う第 10 章では、食の安全の問題に注目する。中でも重点

が置かれているのは、現在起こっている食の安全の問題に、アジア太平洋地域

の政策と慣行の中で対処する方法を特定することである。そうした背景から見

た食の安全とは、食料の生産、配分、需要の在り方、特に化学肥料や殺虫剤等

の投入物が食料の質と量にどう影響するかを指す。有機農業では化学物質の使

用が控えられ、化学物質の残留が抑えられた食料の生産が模索されているが、

現状ではまだニッチ（すき間）市場を対象としているのが実情である。その一因

は規模の拡大や価格の面で、消費者の需要が爆発的に伸びていないことにある。

同章ではすべての人が手頃な価格で安全な食料にアクセスできるように、有機

農業の問題を同時に扱いながら、食の安全を実現するための様々な手段に検討

を加えている。また、アジアにおける食の安全性確保に向けて、有機農業を推

進しながら食料のあらゆる形態にわたって安全の確保に向けた行動を促し続け

るという、二本立ての戦略を提案している。
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Section
 III

第 7 章

水の有効利用の促進：経済的手法の適用

片岡  八束、サンガム・シュレスタ

1.  はじめに

　世界的な水の消費量は人口の増加、都

市化の進展、経済活動の拡大に伴い 20
年ごとに倍増している。この増加によっ

て水資源に対する圧力が高まり、貧しい

人々が安全な飲用水にアクセスできない

というジレンマに世界は直面している。

世界人口の 13% に相当する 8 億 8,400 万

人もの人が安全な飲み水を確保できな

い状態にある（WHO and UNICEF 2010）。
現状の需要動向が続けば水不足はさらに

深刻化し、2030 年には世界人口の約半

数が極度の水不足に苦しむと言われてい

る（UNESCO-WWAP 2009）。これに加え、

気候変動が水への圧力を高める要因とし

て注目を集めるようになってきた。気候

変動がもたらす水資源の物理的条件や水

の消費パターンの変化が、世界の水不足

が増大する原因の約 20% を占めると考

えられている（UNESCO-WWAP 2003）。

　人類はこれまで、貯水施設を設置した

り、供給量を増やすことで水不足に対処

してきた。しかし、新たな水源開発 1 は、

経済的または環境的な観点から不適切な

場合が多い。これに加え、水資源が有限

であることを考えれば、水ストレスへの

対処には水供給を増やすことよりも持続

可能な消費を推進することの方が必要で

ある。本章では、本白書の第 1 章に記載

されている持続可能な消費の定義を受け

て、以下のように持続可能な水消費を定

義する。

•   人々の基本的ニーズを満たしながら、あらゆるセクターで水の浪費を最少化すること。

•   農業及び工業生産での水の生産性を最大化すること。

•   水の利用による直接的な環境負荷を最小化すること。

本章の概要

　水ストレスは世界的な問題であり、特に
安全な水を利用できない人が多く暮らすア
ジアの途上国において重大な問題である。
人口の増加等、長年の社会経済的要因に加
え、気候変動が水ストレスに対する懸念の
高まる一因となっている。本章では持続可
能な水利用の推進に関し、特に政策ツール
として経済的手法の利用について以下に掲
げる点を議論している。

•   水ストレスの増大に対処するには、新た
な水源を開発するよりも、水利用のあら
ゆる局面で持続可能な水消費を推進すべ
きである。

•   アジア各国で経済的手法を適用した事例
から、経済的手法だけでは持続可能な消
費を推進できないことがわかる。

•   経済的手法の導入が貧困層の安全な水へ
のアクセスを必ずしも妨げるわけではな
いが、水道への接続費用の助成等、適切
な資金援助が必要である。

•   経済的手法を有効なものとするには、水
道料金の効果的な設定、清浄な水を利用
する権利の確立、適正な水利用の計測シ
ステム、給水サービスの信頼性の改善（供
給時間の安定化、水質の改善等）等が必要
である。

•   現在の水利用の分野別の管理が、水資源
が持つ真の経済的価値を反映する上での
障害となっている。これに対処するため
統合的水資源管理の考え方を進めなけれ
ばならない。
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•   経済効率のよい水資源の配分を推進すること、すなわち水資源の再配分が引き起こす

経済的・社会的影響を考慮しながら、付加価値の高い用途に優先的に配分を行うこと。

　水に対する消費行動を変えるには、法・規制、教育やメディアを活用したキャンペーン

等、様々な方法がある。中でも水道料金や税金を活用する経済的手法は、水の節約を推進

するための最も効果的なツールの一つであると考えられている。また、経済的手法は給水

サービスにかかる費用を回収するとともに、それをより持続可能なものとするための有用

なツールであるとも捉えられている。さらに、（法規制等の）直接規制よりも実施効率が良

く、水利用者が柔軟に対応することも可能である。他方、利用者が料金の支払いを好まない、

また、水利用に関する権利が不明確であること等、経済的手法の実施には様々な障害があ

る。さらに経済的手法の導入により水を得るための費用が上昇し、その結果、貧困層の安

全な水の利用を妨げる懸念がある。

　本章では、経済的手法の重要性とその導入に対する懸念事項を認識した上で、経済的手

法を適用した実例を検証し、その成功と失敗の要因を探る。また各事例から得られた教訓

を通し、経済的手法の効果的な適用方法と、水資源の持続可能な消費を推進する上でそれ

らが果たす役割について提言を行う。

2.  アジアにおける淡水資源の利用可能性と水需要の動向

2.1  淡水の利用可能性

　アジアでは世界人口の約 60% に相当する人々が、地球上で利用可能な水資源のうち 36%
に依存して生活している（WWAP 2003）。下表が示すように、アジア地域の多くの国は既に

中程度から重度の水ストレス 2 に苦しんでいる（WWF 2008）。人口増加は水ストレスを増大

させる最大の推進力であると考えられている。

表 7.1  水ストレスが中程度から重度のアジア太平洋諸国

中程度の水ストレス 
（20 ～ 40%）

中国（20.07%）、インド（33.39%）、日本（20.61%）、韓国（26.09%）、スリランカ（24.74%）、
タイ（20.65%）、カザフスタン（31.79%）

重度の水ストレス 
（40% 超）

パキスタン（75.5%）、ウズベキスタン（115.44%）、トルクメニスタン（99.46%）

出典 : WWF 2008

　人口増加に加え、気候変動がアジアの水の需給を逼迫させる一要因であると考えられて

いる。気候変動と人口増加、さらには生活水準の向上による需要の増加の複合効果によ

り、アジアの大規模河川流域では今後数十年間に水賦存量の減少が予測されている（IFAD 
2009）。これは本白書の序章で触れられている所感（sentiment）に通底する問題である。すな

わち、貧困の軽減や生活状態の改善に成功した時、改善されたライフスタイルがどのよう

な道筋をたどるのかについても注意を払う必要がある。改善されたライフスタイルは持続

可能な道筋をたどるのであろうか、あるいは人口増加や気候変動等の課題とあいまって、

既に高い水ストレスに苦しむアジア地域の、貧困から抜け出せない人々を含む社会のあら

ゆる階層に対して、より大きな試練を課すことになるのであろうか。本章や他の章で述べ

られているような当事者間の調整が適切に行われ、状況に応じた政策の組み合わせ（ポリ

シーミックス）が採用されれば、持続可能な水消費は実現可能なものとなるであろう。



第 7 章  水の有効利用の促進：経済的手法の適用

143

2.2  水消費の動向

　アジアの水の消費量は世界で最も多い（図 7.1）。2000 年時点では、世界の淡水取水量の

約 57%、淡水消費量の 70% をアジアが占めている（UNEP 2002）。国連アジア太平洋経済社

会委員会（UNESCAP）によれば、アジア地域では非持続的な取水が行われており、ウズベ

キスタン、アゼルバイジャン等の国での年間取水量は既に再生可能水資源の量を超えてい

る。また、インド、パキスタン、スリランカでは取水量が急増している。中国においても、

取水のスピードは 1980 年代末から 1990 年代初頭にかけてのスピードを大幅に上回ってお

り、予想されていたよりも早く取水限界に達するとみられている（2008）。

　他方、図 7.1 に見てとれるように、アジアは取水量と水消費量の差が最も大きい地域で

もある（UNEP 2008）。言い換えれば、アジア地域で持続可能な水消費を推進することによっ

て得られる節水効果は大きい。

図 7.1  世界の取水量と水消費量
 

出典 : UNEP 2008

農業用水需要

　アジア太平洋地域では水は主に農業用に利用されている。2002 年の総取水量の 79.2%
が農業用で占められており、工業用は 13.1%、家庭用はわずか 7.7% であった（UNESCAP 
2008, 197）。しかし、同分野においては、灌漑効率が低く、かなりの水が無駄になってい

るとも言われている（Revenga 2000）。非効率的な灌漑技術に加え、農業用水にかかる費用

が助成金によって安く保たれている事例が多いことも、非効率な水利用の改善や点滴灌漑

等の節水技術の採用が進まない要因と考えられている（同上）。
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工業用水需要

　工業は、アジアでは農業に次いで水の消費量の多い分野である。工業用水の使用量は急

速な経済成長を背景に、アジア太平洋地域の多くの国で増加している。1992 年から 2002
年の間に、中国とベトナムの工業用水使用量は 3 倍以上増えた。2002 年のアジア太平洋地

域の全取水量のうち、工業用が占める比率は平均 13.1% であった（UNESCAP 2008）。わず

かに工業用の取水が低下した北アジアと中央アジアの数カ国を除けば、総取水量に占める

工業用水の比率はアジアのすべての地域で増加している（同上）。

　工業用水においては、取水量と水消費量の差が大きい（図 7.2）。節水技術を導入し、生

産工程を変更することで、工業分野での水の有効利用を推進する価値はある。

図 7.2  1950～ 2000年のアジアにおける工業用取水量と消費量
 

出典：UNESCO-WWAP 2006

生活用水需要

　アジアの生活用水使用量は、人口の増加、都市化の進展、生活水準の向上を背景に急増

している。図 7.3 に示すように、1 人当たりの生活用水需要は 2025 年までに大きく増加す

ると予測されている。

図 7.3  アジアの 1人当たり生活用水需要の増加 3

 

出典：Rosegrant et al. 2002
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　生活用水の需要は場所、気候、社会経済的要因に大きく左右される。この問題を扱った

経済学の論文には、家族の人数、水を使用する電化製品の数、所得、天候等の要因とも

関係があり、水使用量は降雨量と反比例し、温度上昇と比例するとするものが多い（PRI 
Project 2004）。

　水の総消費量に関しては、ペットボトルの水の消費の増加を取り上げておくべきであろ

う。世界のペットボトル水の消費量上位にある 3 か国はいずれもアジア地域の国である。

中国では 2003 年～ 2008 年にかけて年平均 15.6% の割合で消費量が増加し、同期間のペッ

トボトル水の消費量は 52 億ガロンに上った。これは世界の市場規模全体の 9.9% に達する

（Rodwan 2008, 16）。

　資源効率の観点からみると、ペットボトル水はエネルギーの使用量が多いことと、その

結果 CO2 排出量も多いことから、水ストレスに対する持続可能な解決策とは言えない。製

造に際しては、容器内に実際に充填される量より多量の水が使われている。パシフィック・

インスティチュート（Pacific Institute）が米国でのペットボトル水の消費に関して行った研究

によれば、1 リットルのペットボトル飲料水の製造には 3 リットルの水が使われている。

また、エネルギー消費に関して言うと、2006 年に米国で消費された容器入り飲料水のプ

ラスチック容器の製造でのエネルギー消費量は 1,700 万バレル超の石油に相当し、水の充

填（輸送を含まない）によって 250 万トンの CO2 が排出されたという（Pacific Institute 2006）。
一方で、水道水よりはるかに高いペットボトル水の価格は、製造、包装、輸送、小売、広

告及びマーケティングの費用から成り、水自体のコストは含まれていないことが多い。ペッ

トボトル水の消費が環境に与える負荷を考えると、その利用を考え直す必要がある。

3.  持続可能な水消費を推進するツールとしての経済的手法

　経済的手法は持続可能な水需要の管理を推進するツールとして、また水インフラの原価

回収等、様々な目的を達成するための手段として、以前から利用されてきた。

　しかし、様々な要因から水道料金等の経済的手法の実施には困難が伴う。水道料金を課

すことで農業や工業を弱体化させ、結果的に国家全体の経済力が低下するのではないかとの

懸念から水道料金の導入をためらう国もある。また、水の利用は人間の基本的なニーズであ

り、水は費用をほとんどまたは全く支払わずに利用できる自由財と考えている人が多くいる

ことから、水利用への課金に反対する傾向もある。ほとんどの途上国において水に対する課

金を導入・実施するための適切な制度が整っていないことも、経済的手法を導入する際の大

きな課題となっている。具体的な課題としては、水に関する権利が不明確であること、使用

量の計測が不十分であること、信頼性のある集金システムがないこと等があげられる。

　以下のセクションでは、実際に実施されている経済的手法の事例を示しつつ、経済的手

法が、水の浪費の最小化、利用効率の最大化、給水サービスの低下防止を通した水利用の

最大化、環境を含む様々な要因と競合する水利用への水の配分の最適化、持続可能なレベ

ルまでの水利用の抑制等を目的として、どのようにして水の持続可能な消費を推進できる

かについて論じる。

3.1  水道利用に対する課金

水需要管理ツールとしての公共水道料金の値上げ－シンガポール

　水道料金は、水供給の維持及び運営コストの回収手段であるとともに、消費者行動を変

えるためのインセンティブであると考えられている。シンガポールでは水道当局である公
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益事業庁（PUB）が、水の価格設定に重点を置く様々な措置を実施することで、水消費量の

削減に成功した。シンガポールの水道料金体系には水の生産と供給にかかるコストを全額

回収し、水不足に対処するための節水を推進するという価格設定方針が反映されており、

水道利用にかかる費用は、水道料金、節水税（WCT: water conservation tax）、下水施設手数

料（WBF: waterborne fee）から構成されている 4。水道料金は 1997 年～ 2000 年にかけて、特

に一般家庭用について段階的に改定された（表 7.2）。

表 7.2  1997年と 2000年のシンガポールの水道料金体系の比較

料金カテゴリー
消費ブロック
（m3/ 月）

1997 年 7 月以前 2000 年 7 月

水道料金
（S$/m3）

節水税率
WBF

（S$/m3）
水道料金
（S$/m3）

節水税率
WBF

（S$/m3）

家庭用

1 ～ 20 0.56 0 0.1 1.17 30 0.3

20 ～ 40 0.8 15 0.1 1.17 30 0.3

40 超 1.17 15 0.1 1.40 45 0.3

家庭用以外 すべて 1.17 20 0.22 1.17 30 0.6

船舶用 すべて 2.07 20 -- 1.92 30 --

注 1 ： 水道料金及び節水税（WCT）は国税に準ずる。
注 2 ：1 シンガポールドルは約 0.7 米ドル（2010 年 3 月 23 日現在）。

出典：Tortajada 2006

　節水税は使用者の節水の努力を奨励するために導入されており、その収入は基本的に政

府の節水プログラム、例えば革新的で効率のよい水処理及び配水方法を特定するための研

究開発や、今後の水需要を満たすための新たな水供給施設の建設等に使われる（Tan et al. 
2009, 166）。節水税は税の性質上、いったん財務省が管理する国庫に入るが、水道料金は

運用のために PUB に配分される（同上）。

　シンガポール政府は水需要を管理するための課金制度に加え、他の補完的手段も採用し

ている。例えば家庭用以外や全ての民間共同住宅の共用部分では、流量調節装置等の節水

装置の設置が義務化されている。水の用途別に最大流量が設定され、それを超えると罰則

が科せられる。節水装置の使用と測定を適正化するため、PUB の職員が節水装置の抜き打

ち検査を実施している（Kiang 2008）。

　こうした努力の結果、2008 年のシンガポールの 1 人当たりの水使用量は 1 日 156 リッ

トルとなり、1995 年より 16 リットル（9%）減少した（図 7.4）。同国はさらに家庭における

1 人当たりの 1 日の水消費量を 2012 年には 155 リットルに（MEWR 2006, 9）、2020 年には

147 リットルに、2030 年には 140 リットルにする目標を掲げている（IMCSD 2009）。
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図 7.4  シンガポールでの 1人 1日当たり飲用水消費量（1995～ 2008年）
 

注：1885 ～ 1998 年のデータは Tan et al. 2008 による。1999 年のデータは PUB Singapore 2009 による。 
出典：Tan et al. 2008; PUB Singapore 2009

　シンガポール政府は水道料金を値上げし、節水装置設置を義務化する一方、低所得家庭

を対象とした直接的な資金援助制度を導入しているが、これは水に対する直接的な助成金

という形ではなく、公共料金節約奨励金（U-Save）という形で行われている。この奨励金は

料金徴収者であるシンガポール・パワー・サービス株式会社（SP Services）によって家庭の

公共料金口座に振り込まれるもので、各家庭はこれを利用して電気、ガス、水道等の公共

料金を支払うことができる。シンガポール財務省のウェブサイトでは、1 ヶ月以内に使い

切らなかった奨励金を翌月も使用できることから、この制度が水とエネルギーを節約する

インセンティブになると説明されている。奨励金の額は公共住宅のタイプによって異なり、

占有面積が狭い方が支給額が高い。2009 年には U-Save 制度の下、1 億 2,500 万シンガポー

ルドルが支給された（Ministry of Finance Singapore 2009）。

　このシンガポールの事例から、水道料金の値上げと規制措置を組み合わせることで、個々

の利用者の水の消費量を減らすことができることがわかる。水道料金の値上げが水消費量

の削減につながった他事例としては、1970 年代初頭のフィンランドにおける下水処理料

金への課金に伴う水道料金値上げとともに 1 人当たり水使用量が減少した例がある（Rajala 
and Katoko 2004）。また、デンマークでは、給水税（12%）、グリーン税（14%）、変動税（9%）、

下水処理固定料金（2%）、国の排水税（2%）をあわせて水道料金が 150% 上昇した 1989 年

～ 2001 年の間に、家庭の水消費量が 25% 減少した（European Communities 2004, 18）。スペ

インでは、マドリードで水道料金が 15.6% 値上げされたことで水消費量が約 7% 減少する

（Global Water International 2008）等、2005 年の水道料金値上げが 2006 年の家庭における水

消費量の大幅削減につながった。Johnson et al. の報告によれば、インドネシアのボゴール

でも料金値上げの結果、家庭消費量が 30% 減った（2001）。

　しかし、水道料金の値上げが常に使用者の水消費行動に影響するわけではないことを示

す事例もある。例えば東京を含む首都圏では 1990 年代に水消費量が減少したが、その因

果関係を分析したところ、1994 年の水道料金値上げより日本経済の後退の影響の方が大き

かったことが明らかになった。同分析では、日本が大規模な経済発展を成し遂げた 1970 年

代に水道料金が 160% も値上げされたにもかかわらず、水需要の増加傾向は変わらなかっ

たことも明らかになった（Takizawa et al. 2005）。この事例が示すように、水消費量は水道料

金の変化だけでなく、社会経済的背景にも左右される。
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適切な価格設定スキームの導入が給水サービスの改善に寄与－カンボジア

　カンボジアの首都プノンペンの水道システムは老朽化が進み、1990 年代初頭には供給能

力が低下していた。ほとんどの使用者は水道メーターを設置しておらず、水の使用量に応

じた課金が行われていなかった。また違法な接続がはびこり、無収水率は約 72% に上った

（ADB 2007）。こうした壊滅的な状況は、適切な料金体系の導入を含む市の給水スキームの

改革によって改善された。

　変化をもたらしたのは政府の水資源管理政策の転換であった。カンボジア政府は 1990 年

代に策定した国の水資源政策の中で水を経済財と位置づけ、持続可能な水資源管理を実施

するためには財政的に実施可能で、かつ社会の状況にきめ細かく対処できる料金体系が必

要である、という考え方を盛り込んだ。この政策に対応する形で、1994 年、1997 年、2001
年に水道料金体系が改定された。水道料金は、運営及び維持コストや全資産の減価償却費

等、プノンペン給水局（PPWSA）の総費用を考慮して計算されている。当時の首相はこの取

り組みを強力に支持し、1997 年には良好なサービス提供のために各人・各機関が水道料金

を迅速に支払わなければならないという声明を出した。

表 7.3  1996年と 2002年のプノンペン給水局（PPWSA）の水道料金体系

料金種別

1996 年 2002 年

従量単位
（m3/ 月）

水道料金
（リエル /m3）

従量単位
（m3/ 月）

水道料金
（リエル /m3）

家庭用

0 ～ 15 300 <7 550

16 ～ 30 620 8 ～ 15 770

31 ～ 100 940 16 ～ 50 1,010

>100 1,260 >50 1,270

政府用 定額 940 定額 1,030

商業用 / 工業用

<100 940 <100 950

101 ～ 200 1,260 101 ～ 200 1,150

201 ～ 500 1,580 201 ～ 500 1,350

>500 1,900 >500 1,450

注：1 リエル（KHR）は 0.00023 米ドル（2010 年 3 月 23 日現在）

出典：Araral 2008

　この水道料金改訂では、家庭と商業・工業用の水道料金の差を小さくして利用者間の差

異を低減することで、家庭使用者向けの内部補助率が引き下げられた（Araral 2008）。水道

料金体系が変化した結果、PPWSA は十分な収益を得られるようになり、独立採算が可能

となった。

　PPWSA の職員に規律の取れた誠実な行動を促すために、PPWSA の組織風土の改革も行

われた。給与の引き上げ、実績評価に基づいた昇進制度、福利厚生制度（退職制度等）が、

業績向上のためのインセンティブとして導入された（PPWSA 2008）。

　料金体系と PPWSA の組織風土の改革は、供給される水の質の向上を含む給水サービス

の改善と連動する形で実施された。PPWSA は 1996 年にアジア開発銀行（ADB）、世界銀行、

フランス政府、日本政府の支援を得て配水網の改修に着手し、工事は 2002 年に完了した。

一般にも漏水はすべて報告するよう奨励し、報告があれば直ちに修理を行った。
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　また、違法な接続をなくすため、PPWSA の職員で構成される検査チームが結成され、

違法接続の探索と排除が行われた。その結果、1 年間に発見された違法接続の数は、1993
年の 300 件から 2004 年には 5 件までに減少した（Araral 2008）。

　PPWSA はこうした措置により給水サービスの向上に成功し（表 7.4）、無収水率は 1993
年の約 72% から 2008 年にはわずか約 7.2% に減少した。プノンペンの無収水率は 15 年間

で 91% 減少したことになり、異例の成功を収めた。PPWSA は給水率 100% を達成したが、

この給水範囲には約 120 の都市貧困層のコミュニティが含まれている。こうした家庭の水

道接続を推進するため、PPWSA は水道料金及び接続料金の助成を行った。その結果、貧

困層は民間供給業者から水を購入するより安価で水を利用できるようになった。ADB に

よれば、民間供給業者から給水を受けた場合の費用が 1 日 1,000 リエルであるのに対して、

PPWSA から給水を受けた場合は 1 か月約 5,000 リエルで済むという（2007）。

表 7.4  PPWSAのサービス実績の改善

指標 1993 年 2006 年

生産能力（m3/ 日） 65,000 235,000

給水範囲（%） 72 6

給水時間（時間 / 日） 10 24

接続数 26,881 147,000

計量率（%） 13 100

徴収率（%） 48 99.9

無収水（%） 72 6

総収入（十億リエル） 0.7 34

運営費用（十億リエル） 1.4 9.4

注：運営費用のデータは 2004 年（Araral 2008）。
出典：ADB 2007; Araral 2008

3.2  取水に対する課金

過剰取水防止のための地下水消費への課金－タイ

　バンコク周辺地域の地下水採取は、主に水道用の表流水を補うために 1960 年代後半に

開始された。一帯では経済発展の進行につれ、個々の利用者、特に工業用の地下水利用が

増加した結果、地下水が過剰に揚水され、1970 年代後期以後は地盤沈下の問題に直面する

ことになった。

　タイ政府は地下水の過剰揚水に対処するため、1978 年に地下水法を制定し、いくつかの

対策を実施した。地下水揚水に対する最初の課金スキームは、ナコーンパトムとサムット

サーコーンの一部を除くバンコク周辺地域を対象とし、1985 年に導入された。しかし、地

下水料金が、特に表流水を供給源とする水道料金等、他水源を利用する費用より低かった

ことが一因となって、地下水揚水の抑制にはあまり効果を発揮しなかった。公共水道によ

る給水が需要の増加に追いつかなかったことも、地下水料金制度が効力を発揮できなかっ

たもうひとつの要因であった（IGES 2007）。

　政府の政策により、公共水道及び官庁向けの地下水利用は徐々に減少したが、特に工業

用の地下水揚水は続いた。政府は地下水需要をさらに低減するため、地下水料金を 2000 年

の 1m3 当たり 3.5 タイバーツから 2003 年の 1m3 当たり 8.5 タイバーツまで、段階的に引き

上げた。また、地下水の揚水への課金に加え、2004 年には地盤沈下対策の重点地域に指定
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された地域において地下水保全料を課すようになった。保全料は当初 1m3 当たり 3.5 タイ

バーツであったが、2 年で 1m3 当たり 8.5 タイバーツに引き上げられた。保全料の革新的

な点は、それが地下水法の規定に基づき、（地下水利用・保全に関する）研究費及び地下水

保全活動費に充当されることである（IGES 2007）。

　地下水保全料の導入により、地盤沈下対策重点地域の地下水利用者は、水道料金より高

い額を地下水に支払わなければならなくなった。地下水資源局（DGR）は地下水利用の削減

と料金支払いの説得のため、企業の個別訪問を行った。同局は、水道サービスが利用でき

ない地域では、企業に対し、地下水の過剰採取を避けるため、表流水と地下水の併用を進

めるべきであるという助言を行っている。

　図 7.5 から、公共水道の整備と厳格な地下水料金体系の導入を組み合わせた戦略によっ

て地下水採取が急速に減少したことが分かる。これにより、地盤沈下が部分的に緩和され

た。

図 7.5  バンコクの地下水揚水量と地下水料金
 

出典：IGES 2007

3.3  経済的手法による農業用水消費量の制御

浅井戸設置助成金の廃止による水消費量の削減及びそれに伴う水価格の上昇と 
作付パターンの転換－ネパール

　ネパール政府は同国南部の平野において、浅井戸（STW: shallow tube well）開発プログラ

ムに対する多額の助成を長期にわたり実施してきた。この助成制度は小規模農家の通年灌

漑の導入と拡大を推進するために設けられたもので、灌漑面積の拡大に一定の効果をあげ

た。

　STW 向け助成金はネパール農業開発銀行（ADB/N）の貸し付けプログラムによって 1982
～ 1983 年度に開始された。この助成金は STW の設置にのみ支給されるもので、団体用と

個人用で異なる助成率が適用された。グループ用 STW 向け助成比率が最も高かったのは

1994 ～ 1995 年度の 85%、個人用 STW については 1992 ～ 1993 年度の 50% であった。助

成額は 1996 年から段階的に引き下げられ、最終的に個人用は 1999 ～ 2000 年度、団体用

は 2000 ～ 2001 年度に廃止された（Awasthi and Adhikary 2004）。助成金の段階的廃止後、南

部平野地域では STW 設置率の低下と水価格の上昇のため、多くの地区で地下水利用が減
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少した。同様に、多くの農家は水の価格が上昇したことから作付パターンを商品価値の低

い作物から高い作物に転換した。

　2009 年 9 月、IGES は地下水価格と作付パターンへの影響等、STW 設置向けの助成金廃

止の影響を検討する事例研究を行った。対象地域には、地下水が灌漑用水の唯一の供給源

で、助成金廃止の影響がわかりやすいとの理由から、ダヌシャ地区のバテスワール、ブチ

カラプール、シャンティプールの 3 つの村を選定し、灌漑目的の地下水の売買に携わって

いる 95 軒の農家に対し、質問票を用いた聞き取り調査を実施した。

　調査の結果、対象となった村では助成金の廃止後、STW の設置が行われていなかった。

既存の STW も多くが利用できなくなっていた。その結果、地下水揚水が減少し、それに伴っ

て灌漑に利用可能な水量が減少した。これにより、インフォーマルな地下水取引市場にお

ける地下水価格が上昇した。こうした地下水市場では、広い土地を保有する農家が STW
を利用して採取した地下水を、保有地の少ない農家に販売している。図 7.6 に、助成期間

中（1997 年）、助成金の段階的廃止後（2002 年）、最近（2008 年）にそれぞれ販売された水の

量（時間）と地下水価格の変化を示す。地下水価格上昇を伴った STW 設置停止後に、地下

水購入（消費）量が減少したことは明らかである。

図 7.6  平均水購入量と時間当たり平均水価格の動向
 

出典：著者（ IGES が 2009 年 9 月に行った現地調査の結果に基づく）

　農家は灌漑用の地下水価格が上昇したため、作付パターンを転換した。水田面積が全体

的に減少し、換金作物（サトウキビ）、小麦、豆類、野菜用の耕地面積が増加した（図 7.7）。
農家の多くが地下水価格の高騰で水を購入できなくなり、より少ない水で栽培でき、高い

市場価格の見込める代替作物を栽培するようになったことが、作物の転換の要因である。
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図 7.7  異なる 3期間の作付面積の変化
  

出典：著者（IGES が 2009 年 9 月に実施した現地調査結果に基づく）

3.4  水の有効利用を最大化するための水取引（水トレード）スキーム

　水取引は、「水にアクセスする権利、または水にアクセスする権利に応じた水の配分に関

する買い手と売り手の間の取引」と定義されている（ABS 2006）。水取引は米国西部、南米

チリ、南アフリカ、オーストラリア、スペインのカナリア諸島等、世界各地で行われている。

南アジア諸国では、インフォーマルな水取引スキームが存在する国もある。

　基本的に水取引は、水にアクセスする権利を付加価値の高い用途に再配分することを促

し、水利用から得られる便益を最大化することを目的にしている（MDBC 2006）。水取引は

一般に恒久的水取引と一時的水取引の 2 種類に分類できる。恒久的水取引は水アクセス権

の売り手から買い手への移転であり、アクセス権の所有の変更を伴う。一時的水取引では、

売り手と買い手が合意した一定期間だけ、アクセス権の売買が行われる。

オーストラリアにおける水取引の先進的事例

　オーストラリアは水資源の季節的・地理的な偏在性ゆえに水不足に悩んでいる国である。

水不足のために農業用、特に綿作と稲作の灌漑に使用できる水が減り、その結果、国の農

業生産の総額が減少した（NWC 2007）。危機的な水不足に対処するため、連邦政府と州政

府は 1990 年代から水政策の改革を進めている。水取引等、経済的手法の適用は、この改革

の中心に位置づけられている。オーストラリアの水取引制度は極めて洗練されている。こ

こでは、州間の水取引が最初に行われたマレー・ダーリング川流域（MDB）の水取引制度策

定の事例を示し、オーストラリアの水取引制度の発展と実施の要点を紹介する。

　水アクセス権の土地所有権からの分離：水取引は水にアクセスする権利の取引であるた

め、水アクセス権を土地所有権から分離する必要があった。そのため、州政府は水利権の

取引を推進するため、1992 年にオーストラリア政府協議会（COAG）で合意に至った新しい

水資源政策の枠組み 5 に基づいて、水に関する州法を改正した 6。

　州間の調整を行うための組織の設置：水資源の開発や配分といった水管理の責任は原則

として州政府にあるため、州政府間の調整は州間水取引推進の重要な要素である。MDB
のケースでは、1987 年にニュー・サウス・ウェールズ州、ビクトリア州、南オーストラリ
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ア州の各州政府と連邦政府の間でマレー・ダーリング川流域協定が締結された。1992 年に

はクイーンズランド州政府も加わって、新たな協定が結ばれた 7。この協定の目的は「マレー・

ダーリング川流域の水、土地、その他の環境資源の公平で効率的、かつ持続可能な使用を

効果的に計画し、管理するための協調体制をつくること」であった。この協定の下で、流

域レベルの活動の実施機関としてマレー・ダーリング川流域委員会（MDBC）が設置された。

この組織は 2007 年施行の水資源法によって、マレー・ダーリング川流域局（MDBA）に生ま

れかわった。同局は流域全体を見通した観点から水管理を計画・実施するという役割を担っ

ている（MDBA 2009）。同局が作成した流域計画には、この流域の水取引をさらに進展させ

るための水取引のルールが盛り込まれている（同上）。

　水取引に関する環境上の懸念：水取引実施における環境への影響に関する懸念は水取引

制度に反映されている。MDB では河川環境の保護と「生態学的、商業的、社会的ニーズを

満たす持続可能な使用の実現」を目的として、総分水量の上限を 1993 年～ 1994 年のレベ

ルに設定している（Murray-Darling Basin Ministerial Council 2006）。「ザ・キャップ（The Cap）」
と呼ばれるこの規制は 1995 年に導入され、1997 年から恒久的な規制となった。この規制

により新たな水資源開発や分水が制限されることになり、結果、同制度が、この地域にお

ける水取引を推進する要因となったとも考えられる。

　また、水取引制度は環境保全の目的でも利用されている。MDBA はマレー川の環境修復

を目的とするリビング・マレー・プログラムを通じて、南オーストラリア州とビクトリア

州の水アクセス権保持者から水利権を購入するとした（MDBA 2009）。

　オーストラリアの水取引に関する現状と今後の問題：水市場に関する国内水委員会

（NWC）の報告書は、オーストラリアの水市場や水取引をさらに発展させるための改善点を

指摘している（NWC 2009）。その中には次のような点が含まれる。

•   個人の水アクセス権をバルク権と呼ばれる団体の権利（例えば灌漑トラストが保有する

水アクセス権）から分離すること。

•   導水権や水アクセス権等、水の権利の様々な要素を分離すること。これにより、異な

る用途間（例えば灌漑利用者と都市利用者）での水取引が可能になる。

•   水取引の導入が遅れる原因ともなっている州政府の水資源計画の遅れの改善。

•   水取引のコストを削減し有効性を高めるための、時宜にかなった施策の推進。

•   水取引の第三者効果の回避。例えば水取引にかかる水の移動の間の水の損失（蒸発等）

に関する影響を水取引制度に組み込むことによる第三者効果の回避等。

•   コミュニティの衰退等、水取引の間接的影響への対処。

　オーストラリアの水取引は急速に増加しているが、ほとんどは一時的取引で、しかも州

内取引である。しかし上記の課題に対処できれば、州間水取引の拡大が期待できる。

持続可能な水管理のための水取引開発－中国

　浙江省の金華川流域にある東洋市と義烏市の間で行われている水取引は、中国における

水取引の成功事例であると考えられている。金華川流域で義烏市の上流に位置する東洋市

は水資源が豊富で、1 人当たりの水資源が義烏市より 88% 多い（MWR and DEWHA 2006, 
107）。義烏市の危機的な水状況に対処するため、2000 年に中国で最初の水取引契約が両都

市間で交わされた。義烏市は年間約 5,000m3 の水を 1m3 当たり 4 人民元（0.57 ドル）で東洋

市から購入した（Liu 2008）。同市はさらに実際の給水量に基づき、貯水池の管理及び稼働

コストとして 1m3 当たり 0.1 人民元を支払っている。これによって義烏市は独自の貯水源

を有することなく深刻な干魃への対処を行うことができ、東洋市は義烏市に水を販売して

得た資金を既存の貯水池及び水インフラの運営・管理に充てることができた。



154

IGES 白書 第 7 章  水の有効利用の促進：経済的手法の適用

　黒河流域の張掖市の事例は、水取引のもう一つの例である。張掖市は 2002 年に中国水利

部により「節水型社会 8」開発の最初のパイロット都市に指定された。張掖市はこのパイロッ

トプロジェクトで 2000 年に各家庭の実際の灌漑面積に基づいて灌漑単位ごとに水資源を

配分して「水権証明書」を発行し、その証明書に基づいて「水票」を配布した。水票は毎年発

行される。水票制の下では農家が各自の水票を制限なく販売でき、水利用者団体または地

域水道局に水票の売買の斡旋を要求することもできる（MWR and DEWHA 2006）。水票制の

導入によって灌漑水利用効率が向上し、2004 年の灌漑用水の総使用量は 2000 年と比べて

約 10% 減少した（Luo 2009）。

　水取引は北西部、中西部、北京及び河北省等、他地域でも行われている。これらのケー

スは、いずれも東洋市と義烏市のような一時的な水危機に対応するための地域イニシア

ティブ、または張掖市のように中央政府の節水政策に基づくものである（Liu 2008）。

　水取引システムは水資源の合理的な利用を進めるための有望なオプションであり、中国

における深刻な水不足問題の緩和に役立つであろう。中国政府は 2008 年に国全体で高ま

りつつある水不足、水汚染、水需要増加に対処するため、「水量配分のための経過措置」を

導入した。この法律は中央政府の権限の下で、該当地域全体への水利用権の配分のための

枠組みを規定するものである（Liu 2008）。

　ただし施行段階では様々な障害がある。取引される水利用者の権利に対する定義の曖昧

さ、水に関する権利への悪影響に対するリスク管理システムの欠如、運用規則の不在は、

今後の水取引に対する障害の例と考えられている。東洋市と義烏市の水取引の事例では、

水取引は始まったものの、水に関する権利の制度やその他の条件に関する取り決めが行わ

れていない。MWR と DEWHA はこの事例の分析を行い、（水取引が）該当地域での水利権

の進展に寄与したと結論づけるとともに（MWR and DEWHA 2006）、この水取引が成功した

のは社会経済的発展を背景に市場指向型の水権利と配分が社会的に受け入れられるように

なった結果であるとしている。中国の他の地域では市場ベースのアプローチを採用する準

備ができていないことが多いことを踏まえると、義烏市が採用したアプローチが常に他都

市でも応用できるわけではない。

　他方、張掖市の水票制を利用した水権利の一時的移転は中国の他地域にも応用可能であ

り、農業セクターでの節水を推進する可能性もある。この制度をよりよいものとするため

には、水採取免許の所有権、水票制で重要な役割を担う可能性がある灌漑区域管理当局の

責任の明確化、農家の作付転換を可能にする柔軟な水供給協定、農家の利益を水配分に反

映するメカニズム等の改善が必要とされている（MWR and DEWHA 2006）。

3.5  価格設定のための水管理の統合的アプローチの必要性

日本の事例

　日本では人口減少、工業・商業分野での水の再生利用や再利用の増加、景気後退の影響

による産業界での水消費の減少等、様々な要因により、水需要は減少傾向にある。このため、

水道事業者の収入は多くの都市で減少傾向にある。こうした要因以外にも、水利用者によ

る地下水揚水増加が今後数年間に水道事業者の収入に影響を与え得ることが明らかになっ

てきた。

　日本では原則的に地下水は私水と考えられているため、過去に地下水の過剰取水による著し

い地盤沈下の問題を経験した地域や、主水源として地下水を利用している地域を除けば、地下

水採取を規制するための措置が行われていない。地下水を一定量以上採取する場合は自治体に

よって登録が義務づけられていることが多いが、地下水採取に対する厳格な規制はない。
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　近年になって工業及び商業用の地下水採取が増加し、いくつかの都市の水道事業者の収

入が大きく減少したという報告がある。2008 年に実施された 137 都市の水道事業者の調査

によれば、工業・商業セクターにおいて主水源を地下水利用に転換したことで収入が年間

10 億円以上減った都市が 15% に上ることが明らかになっている（JWWA 2009）。地下水の

私的採取が増加している要因の一つは、技術の進歩により地下水処理コストが低下し、地

下水の揚水・処理コストが都市水道より安価になったことである。主水源を地下水に変更

した工業・商業セクターは、逓増型従量料金（IBT）体系で高い料金を支払っている最大の

水消費者である。もしさらに多くの大口水消費者が主水源を地下水に転換すれば水道サー

ビスを維持できなくなることが、水道事業者の懸念となっている。この問題に対処するた

め、料金体系を変更して大口利用者の料金を引き下げた水道事業者もある。

　この事例の教訓は以下のように要約することができる。

•   地下水の直接取水に対しては、その地下水資源の価値を考慮して課金するのが原則で

ある。しかし現在の日本の水管理制度では地下水が土地所有者の私有物とされている

ため、当局は課金が行えない。一方、表流水は河川法のもとで公有財産として規定さ

れている。今後、地下水を公水とし、水資源を構成する不可欠の部分として管理する

必要がある。

•   現在の IBT 制度では、水道事業者の収入は大口水消費者に依存している。現在の料金

体系を再考し、この事例から明らかになったリスクを最小化することが重要である。

小口利用者と大口利用者の料金ギャップの縮小が、利用者間で運営・管理コストを共

有して費用を平等に負担するための一つのオプションである。

4.  事例研究から得られた教訓

　本章に掲載した事例の多くで、経済的手法は水の持続可能な消費の推進に一定の効果を

発揮した。一方、経済的手法だけでは水利用者の行動を変えることはできず、成否は状況

に左右された。

　公共水道セクターの事例では、水道料金の実質的値上げが、先進国でも途上国でも水需

要にある程度の影響を与えている。シンガポールとカンボジアの成功事例では、水道料金

の値上げや水道料金制度の導入が水の消費行動の変化を促す強力な手段となった。いずれ

の国でも政策に水資源の経済的価値と保全の必要性が盛り込まれたことが、経済的手法の

適用を強力に後押しした。水の使用量を計測する適正なシステムを導入したことも、経済

的手法の適用が成功した一因となったが、これは水道メーターの設置によって公共水道利

用者が実際の使用量に関する信頼性のある情報を得られるようになったためである。

　また、両事例から、水価格の引き上げだけで持続可能な水消費が推進される訳ではない

ことがわかる。シンガポールの事例では節水装置の設置義務化も一因となり、カンボジア

の事例では給水サービス全般の改善によって適切な給水を促進することが可能になった。

　タイの地下水料金の事例では、工業分野の地下水利用量が地下水料金の値上げに対応す

る形で減少した。しかし同分野の地下水需要の低減は、代替水資源（タイの事例では公共

水道）なしにはあり得なかった。この事例の成功の鍵となったのは、地下水料金の値上げ

と他水源からの給水を組み合わせる手法をとったことである。同事例で注目に値するのは

地下水保全料の導入であるが、この料金は地下水料金の追加的な課金として地下水揚水量

の削減に寄与するだけでなく、その収入を地下水保全の目的にのみ使用することによって、

地下水保全活動の推進にも寄与している。
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　農業分野の水利用に対して直接的に課金することは、強い政治的反発を招く恐れがある。

多くの国では農業用水には料金が課されていない、または高額の助成金が支給されている。

同分野における持続可能な水消費を推進するには、農業分野への経済的手法の導入を検討

する必要がある。ネパールの事例では浅井戸設置助成金の廃止により、農家は水消費量を

減らし、商品価値の高い作物を生産し、かつ生産時の水の効率を考慮するようになった。

オーストラリアの水取引は水利用の高付加価値作物への再配分に成功した好例であるが、

水取引の導入には、水にアクセスする権利の確立、関連する自治体と水利用者の調整、法

律改正等、制度導入の基礎となる環境の整備にかなりの努力が必要である。中国の水取引

の事例で明らかになったのは、水の実質使用量の特定と水に関する権利（水アクセス権）の

明確化が、今後水取引を導入する際の大きな障害となるかもしれないという点である。

　最後に、日本の事例は表流水と地下水の統合的管理の重要性を示すものである。経済的

手法は単独の水資源（例えば公共水道のための表流水、地下水）を対象として設計されるこ

とが多いが、対象地域で利用可能な水資源全体を見る視点が必要であろう。

4.1  経済的手法を適用する際の貧困層への配慮

　経済的手法を導入または実施する際には、貧困問題が最大の懸念のひとつとなる。ただ

しカンボジアの事例が示すように、水道料金の導入が必ずしも貧困層の水へのアクセスを

妨げるとは限らない。水道料金は公共水道に接続されていない貧困層が民間供給業者から

水を購入する際に支払っている対価より安価である場合も多い。もっとも、こういった事

例は貧困層に対する財政支援の必要性を否定するものではない。地域の経済的・社会的条

件を考慮しながら、水道接続料と水道使用料の一部助成のいずれか、またはその両方を行

う必要がある。

　アジア地域の多くの水道事業では、IBT という形の使用量に応じた内部補助金を支給する

ことで、低所得層の負担が軽減されてきた。この手法は政府の資金援助を伴った、特定層だ

けを対象とする助成制度として導入されることが多い。IBT の料金体系では、ある顧客層に

過剰な料金を課すことによって、その分の収入で助成金のコストが賄われる。水の大口消費

者に過剰な料金を課すことで消費量の少ない利用者を助成する例や、生活用水以外の利用者、

特に工業用水に高い料金を課し、その分を生活用水への助成金に回す等の例がある。例え

ば工業用水の支払額は、生活用の 5 倍近くに上ることもある（Komives et al. 2005）。しかし実

際には水がどれだけ使われたかが正しく計測されていないために、料金を支払っている人々

から助成を受けながらも料金を全く支払わない顧客や必要額より少ない額しか支払わない顧

客が相当数存在する。日本の水道料金体系の事例では、大口利用者の消費パターンが水道事

業で得られる収入に関する懸念として急浮上してきている。これは費用回収の観点から見た

IBT の脆弱性を示すものである。また、Komives et al. は、水を購入する力のない貧困層には

水道料金に助成するよりも水道接続に助成する方がよいと指摘している（2005）。

　シンガポールの U-Save は、政府が実施する公益事業サービス向けの直接的な助成制度

であり、明確に低所得家庭を対象としている。利用者が水を節約すればするほど報奨が増

えることから、この制度には利用者に節水の動機を与えるという効果もある。

5.  持続可能な水消費に向けて

　アジアの水の消費量は世界のどの地域よりも多いが、それでも 1 人当たり水使用量は世界

平均より少ない。水需要は人口増加や経済規模の拡大と並行して増え続け、水ストレスは特

に乾季に著しく増大することになるであろう。水の利用可能量の限界を考えれば、水の管理

における需要サイドの管理（水消費の低減）の重要性はますます高まっていくであろう。
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　経済的手法は、水利用者に水の効率的な消費に対する動機を与え、節水を推進するため

の効果的なツールと認識されている。本章で示したように、アジアには良い事例もあるが、

必ずしも成功しているケースが多いということではない。多くの国では、未だに自由財と

して水が消費され、人々に持続可能な消費を促すインセンティブはほとんど見られない。

水道料金が依然として運営・管理コストを下回っている水道事業も多数見られる。農業用

水は課金対象から外されている場合がほとんどで、他の水利用分野よりも少ない料金しか

支払っていない。水資源開発インフラに対する助成金の廃止は、農業セクターの水の消費

量を減らすためのオプションとなるであろう。水取引も有望なオプションであるが、正式

な水取引スキームを確立するためには大規模な制度改革や能力開発を行う必要がある。持

続可能な水消費の実現に向けて経済的手法を効果的に適用するために、アジア地域の政策

決定者は以下の点を考慮する必要がある。

　経済的手法は、水の使用量や料金体系に関する十分で信頼性の高い情報が与えられれば、

容易に受け入れられるはずである。例えば適切な水使用量の計測システムの導入は、公共

水道の利用者に自らが消費した水の量を示し、支払うべき金額を納得させるための主な手

段の一つである。メーターの設置は不正利用者、例えば水道に接続しているのに料金を支

払わない者を排除するためにも有用である。水の利用者と供給者の間、さらに水利用者同

士の信頼感を醸成するためには、十分な情報を与えることが極めて重要である。

　水道事業で徴収する料金を設定する際には、持続可能な給水を実現するための運営・管

理コストの回収を考えて行う必要がある。適正な料金設定は、家庭及び工業分野での節水

を促すインセンティブとなり得る。

　水資源保全税の徴収は、水利用者に水の重要性を納得させるために有用である。保全税

として徴収された収益は、研究、節水の取り組みに対する資金援助、節水推進のために必

要な他の手段に充てられるべきである。こうした税や料金は利用者の理解を得やすい。

　利用者の行動変革を促すには、水道料金の変更と組み合わせて節水技術の導入に対する

資金援助を行う必要がある。ただし、こうした支援が有効であるためには期限を定めて実

施するか、定期的な見直しを行う必要がある。

　すべての人に安全な水を供給するためには、低所得世帯向けの助成金が必要である。よ

り多くの家庭に水道供給を行う機会を増やすには、水利用に助成を行うより、水道への接

続に対して助成を行う方が有効である。また適正な課金のためには、水道メーターの設置

に対する助成も必要である。

　農業用水に関連する助成金の廃止によって、農家に節水の動機を与える効果、もしくは

商品価値の高い作物の栽培を奨励する効果、または両方を得られる場合がある。

　フォーマル及びインフォーマルな水市場には、水を商品価値の低い作物から高い作物へ、

また生育に大量の水を必要とする作物からそれほど多くの水を必要としない作物に配分

し、水の有効利用を促す力がある。また、水取引を推進するためには、水にアクセスする

権利を、関連する他の権利、特に土地の権利と切り離す必要がある。水取引を導入・実行

するには様々な要件を整備する必要があるため、水取引制度はどんな国や地域でも即座に

適用できるわけではない。

　水資源管理に対する統合的アプローチは、経済的手法の適用をさらに進めるための決定

的な要素である。現状の経済的手法では特定の水資源だけが対象とされていることが多く、

対象地域の水資源の総体的価値が反映されていない。
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注 
1.  大規模ダムの建設や河川の大規模な分水等。
2.  水ストレスには様々な定義があるが、ここではある国で利用できる再生可能な淡水資源の総量のうち、

家庭用、工業用、農業用に消費される水の量の割合で示している。水の消費量にはいわゆる「グリー
ンウォーター」すなわち「土壌中に保持され、耕作地から蒸散する雨水の量」は含まれていない（WWF 
2008, 20）。

3.  ここで示されている趨勢型（BAU）シナリオとは、水と食糧に関する現状の政策、管理、投資の動向や
既存の計画が継続すると想定した場合のシナリオである。例えば河川流域や灌漑の管理効率は高まる
が、そのペースは緩やかであり、複数の公共機関が様々な水利用分野に対する水の割り当てを管理す
ることになるが、ステークホルダーの関与を促し、情報を管理する役割は主に河川流域機関（RBO）が
担うことになると想定されている。水システムの中には技術革新が起こるものもあると想定されてい
る。詳細は Rosegrant et al. 2002, 33-60 を参照されたい。

4.  下水施設手数料は「使用済みの水の処理費用を回収する」ための料金（Tortajada 2006, 233）
5.  水資源政策改革の枠組みは、水の財産権を土地所有権から分離したこと、水の所有権、水量、信頼

性、移転可能性、さらに必要に応じて水質の観点から権利が明確に規定されたことで、協議会に参加
した各州政府が水配分または水権のための包括的システムを導入するための推進力となった（COAG 
1994）。

6.  COAG とはオーストラリアの「連邦と州政府の意見調整に関する最高決定機関」で、連邦首相、各州首
相、準州首相、地方自治体協議会の会長等で構成される（COAG のウェブサイト：http://www.coag.gov.
au/）。

7.  オーストラリア首都特別地域も 1996 年に覚書を交わし、協定に参加した（MDBC のウェブサイト：
http://www2.mdbc.gov.au/about/the_mdbc_agreement.html）。

8.  節水型社会とは、人々が効率的に水を使用することで水消費削減のため努力している社会である。 
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第 8 章
熱帯林の保全：持続可能な消費と生産に向けた 
熱帯林産物取引の改革

ヘンリー・スケーブンス、フェデリコ・ロペス・カセロ、 
エンリケ・イバラ・ジェネ、百村  帝彦

1.  序章

　世界的なレベルでみた場合、森林管理

における根本的な問題は、多くの途上国

で森林の消失や劣化が急速に進んでいる

ことである。それは森林被覆率を維持す

る森林政策を取る国においても同様で

ある。地球上の森林は 2000 年から 2005
年の間に毎年 1,300 万ヘクタール（ha）の
速さで失われたと推計されており（FAO 
2006）、アジア太平洋地域には、森林

消失が最も進行した国々が含まれてい

る。インドネシアのみでもこの期間に毎

年 120 万 ha の森林が失われたとされる

（MoFor 2009）。森林破壊が進む地域から

遠く何千キロも離れた場所で行われる消

費行為が、この問題の一端を担うことが

ある。木製テーブル、木造家屋、紙やパー

ム油製の石鹸等いずれにせよ、離れた場

所の消費者行動は、森林生態系に影響を

及ぼすメッセージを土地・森林の管理者

に対して与えることになる。

　消費者が木材製品の使用を選択する

際、森林の持続可能性に関する情報が伝

えられていなかったり、情報に関与せず

選択が行われる場合、その行為は森林管

理者、取引業者、製造業者、建築者、小

売業者や木材取扱者にとって、現状のま

まの木材製品の取引を継続してもよいと

いうメッセージとなり、その活動がどれ

ほど環境破壊を引き起こすものであろう

と、問題視されなくなってしまう。

　森林破壊は多くの要因が絡み合って引き起こされるものである。早生樹種造林による木

材やパルプといった森林資源、パーム油・大豆・牛肉といった農産物等の市場要求はその

要因の一つである。 

本章の概要

　農産物と林産物の消費は、世界的な森林
減少を引き起こす多くの要因の一つであ
り、現代の主要な環境問題の一つである。
これらの消費パターンは、熱帯の天然林の
消失とも結びついている。本章では、持続
可能な消費と生産（SCP）と熱帯林の保全の
ため、消費、需要、生産と政策オプション
間の関連性について検討を行う。

•   林産物における持続可能な消費と生産に
ついて定義を行う。

•   消費国が自主的または規制的措置をとる
ことで、生産国の持続可能な森林管理に
向けた取り組みを支援することができる。
これらの措置は、さまざまな政策を組み
合わせたものに加えて最終消費者による
購入決定を含んでいる。

•   消費国による取り組みは、熱帯の森林管
理改善と法的に証明され持続可能性の
認証を受けた木材を提供するサプライ
チェーンの安定性向上といった努力と調
和して行われる必要がある。

•   持続可能な木材消費を促す一部の消費国
の取り組みは、取り組みを行っていない
他国への持続不可能な木材供給の流れを
もたらす可能性がある。アジア太平洋地
域の“新たな”木材消費者経済において、
持続可能な消費を促進するためのオプ
ションを明らかにする研究が求められて
いる。
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　市場の環境がこのような流れにある中、伐採企業は持続可能な範囲を超えて業務を行い、

その影響を減らす措置に必要な経費を出費しないことで、短期間でさらに多くの利益を得

ることが可能な状況になっている。熱帯の途上国で頻発する森林の権利配分についての政

治的見通しの不透明さや対立のある状況下では、森林経営に携わるアクターは、できるだ

け多くの木材を短期間に伐出することが経済的にみて合理的ということでもある 1。

　短期的には、木材業者と消費者は低価格で大量かつ多種多様な木材を市場で入手する恩

恵に浴すが、地球規模で考えるとそうした短期的な恩恵は一瞬で尽き、長期的にみると大

きな代償を招くことになる。 

　このことは、持続可能でない木材製品の大量消費を引き起こしているだけではなく、そ

れに伴って生じている森林の消失は、地元レベルからグローバルレベルまで、深刻な環境

的・社会的な影響を及ぼしている。熱帯諸国における森林消失が極めて懸念されるのは、

その豊かな生物多様性が土壌保全、河川形態学や水文学の観点で大きな貢献をもたらして

いるためであり、これらは降雨量の多い熱帯雨林地域における生態系サービスしてとりわ

け重要である。地球上の森林消失は、貧困状態で生計を維持している途上国の 90% 近くの

人々の福利をも脅かしている。これらの人々は食糧、医薬品、建築材料のほか、加工し販

売を行う品物の原材料、また生計が危機にさらされる際のセーフティネットとして、森林

に依存しているためである（Scheer et al. 2003）。さらに森林破壊は、人為的なものとして二

番目に大きな温室効果ガス（GHG）排出源であると考えられており、気候変動を緩和するた

めの世界的な試みにおいて、もはや無視することができない要素となっている 2。熱帯で

の森林破壊が阻止できれば、他の気候変動緩和策が効果を上げるまでの一定期間の策とし

て有効となる可能性もある。 

　熱帯途上国における森林管理の改善は、熱帯の林産物を輸入し消費する国々による支援

を受けて行う必要があるとの認識が高まりつつある。しかしどの活動が最も効果を上げる

ことができるかという認識は、まだ熟していない。必要な政策について早急に結論を出し

たいということは理解できるが、その実施が簡単にいくはずはなく、場合によっては意図

することと反対の結果を生む可能性があることもある。例えば「廃棄物の発生抑制、再使用、

再生利用・資源化（3R）」の概念を木材消費に当てはめることは意義があるようにも思える

が、場合によってはエコロジカル・フットプリントの大きい木材代用品の消費が増えるこ

とになる可能性がある。森林破壊に対する社会意識を高めるキャンペーンの実施も一案の

ように思えるが、第 1 章でも述べた通り、極めて多額の費用がかかる可能性があり、さら

に広告主、活動家等が消費者に向けて多くの別のメッセージを発していることを踏まえる

と、消費者に「浸透させる」ことが難しい可能性もある。販売時に信頼ある環境パフォーマ

ンスの情報を提供することで、消費者が情報に基づいて購入決定する機会を増大させるこ

とは可能かもしれない。しかし、木材製品の原材料となる木材は同じ森林で伐採されたも

のとは限らず、伐採、加工、販売が異なる国で行われる（木材を原産地の森林まで遡るこ

とが難しくなる）可能性もあり、そうした場合は情報提供が困難かもしれない。森林の提

供する生態系サービスの支払い（生態系が提供する様々な機能について、受益者に対して

適正な対価の支払いを求める仕組み）を活用することも選択肢として考えられるが、個人

や政府がこれまで対価を払わずに享受していた生態系の働きに対して、費用の支払いの動

機づけを行うことは困難かもしれない。持続可能でない森林施業から得られた木材の輸入

を禁じることも強力な政策措置として考えられるが、慎重に政策を策定しないと貿易紛争

を招くおそれがあり、また輸入業者が持続可能な資源とそうでない資源とを見分けること

が困難になる可能性もある。 

　林産物セクターは数十年間にわたってこうした問題と取り組んできた。その間、熱帯林

産物の貿易と消費の改革に何らかの貢献が期待できるような、さまざまな方策や戦略が検

討された。大半の戦略は、消費国と生産国の措置を組み合わせることで、持続可能な消費
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と生産（SCP）の橋渡しをしなければならないという基本的な前提に立っている。持続可能

な林産物に対する需要を増やすだけでは、供給者がそうした製品を提供できることにはな

らない。このことは、森林管理が持続可能性の基準をはるかに下回っていることが多い熱

帯諸国では、とりわけ克服が困難な課題である 3。

　本章では、熱帯途上国（生産国）から供給された林産物の先進国（消費国）における消費に

着目する。その目的は、IGES が研究を続けているいくつかの方策やイニシアティブの内容

と影響を把握し、そこから教訓を引き出すことである。現在研究を実施している方策とは、

森林認証、木材公共調達政策、違法木材の輸入を阻止するための規制等である。民間セク

ターの調達方針や消費者へのキャンペーンは IGES の研究対象ではないが、事例を用いて

こうした分野で成果をあげたイニシアティブを紹介し、同時に影響力を及ぼす上で直面す

る課題を論じる。 

　本章では、まず林産物の持続可能な消費と生産とは何を意味するのかという点の概念化

を行い、次に個々の政策手段やイニシアティブを検証し、そこから得られた教訓と今後の

研究領域を提示する。 

2.  林産物の持続可能な消費とは？

　持続可能な消費とは、本書の第 1 章で「将来の世代のニーズを損なわないように、ライ

フサイクル全体を通じて天然資源の利用と有害物質や廃棄物・汚染物質の排出を最小限に

抑えながら、基本的なニーズを満たし、生活の質を向上させるような製品やサービスを使

用すること」と定義されている。林産業界では持続可能な製品という考え方はかなり浸透

しているが、持続可能な消費という考え方はあまり注目されていない。上記の定義を用い

て政策手段とイニシアティブの検証に取り組む前に、「林産物の持続可能な消費をどう定義

するのか？」 「消費者とは誰か？」という疑問に答えなければならない。  

2.1  林産物の持続可能な消費の定義の提案

　林産物の持続可能な消費について、以下のように定義を試みる。

　「環境的、社会的、経済的に望ましい成果をあげるため、持続可能な森林管理の原則

に従って管理され、森林関連法制度に準拠した森林経営によって得られる木材製品の

消費、さらに将来の世代のニーズを損なわないために、林産物とその代用品のライフ

サイクル全体で捉えた環境影響の情報に基づいて行われる消費」

基準 1： 環境的、社会的、経済的に望ましい成果をあげるために持続可能な森林管理の原
則に従って管理されている森林から得られる林産物の消費

 　持続可能な消費の基準としての自然資源利用の最小化は、林産物の消費を減らさなけれ

ばならないという意味にとることができる。事実、環境系の非政府組織（NGO）の中にはそ

うした削減を要求しているものもある。しかし、ライフサイクル分析より、管理の優れた

森林からの産物は、鉄鋼やアルミニウム等の代用品よりエコロジカル・フットプリントが

小さい可能性が示されている（表 8.1）。これは年間成長量が再生可能資源にあたるためであ

るが、さらなる研究が必要な領域である（Puettmann and Wilson 2005）。したがって、林産物

の持続可能な消費を使用量の最小化という観点から見るだけでなく、消費する林産物を管

理の優れた森林から得られる製品にするということにも目標を置くべきである。林産物の

持続可能な消費を微細な差異まで含めて解釈することで、管理の劣った森林の産物の消費

を最小化し、管理の優れた森林の産物の消費を増やすイニシアティブを一歩前進させるこ

とになるであろう。ただし、これは管理の優れた森林が、代用品より環境に優しい林産物
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を供給できるという想定に立った場合のことである。持続可能な消費を実現するためには、

木材製品の再利用と再生利用も推進すべきであるが、この問題は IGES では詳しく研究を

行っていないため、本章では扱わない。

表 8.1  一般的な建築材料の加工に要するエネルギー量

材料 使用エネルギー（MJ/kg）

風乾燥挽き硬材 0.5

キルン乾燥挽き硬材 2.0

キルン乾燥挽き軟材 3.4

パーティクルボード 8.0

合板 10.4

集成木材 11.0

単板積層材 11.0

中密度繊維板 11.3

ガラス 12.7

軟鋼 34.0

亜鉛めっき軟鋼 38.0

亜鉛 51.0

アクリル塗料 61.5

PVC 80.0

プラスチック（全般） 90.0

銅 100.0

アルミニウム 170.0

出典 : Lawson（1996）

　本白書の序論で、持続可能な消費は本質的に持続可能な生産につながるはずであるとい

う議論も展開している。持続可能な消費に関心を持つ者は、持続可能でない方法で生産さ

れた物を消費しないと考えられるためである。では、林産物の持続可能な生産とは何を指

すのであろうか。 

　森林が提供するものには、木材と非木材森林産物がある。そして持続可能な生産の基本

的定義とは、森林再生のために十分な期間が得られる量と時間で伐出を行われなければな

らない、というものである。持続可能な生産のこうした考え方は、林業の理論に深く浸透

し、持続的生産管理という考え方の中に根づいている。持続的生産管理とは持続的に循環

させるための「同齢の樹木群の管理規制（森林再生や、材積及びその成長のモニタリング等）

に基づく材木の科学的生産」（Burton et al. 2003:9）と定義することができる。この概念は欧

州から植民地に「輸出」され、そこで間伐施業に適用されることによって、熱帯天然林向け

に精緻化された。概して言うと、木材伐採量が樹木の平均年間成長量を上回らなければよ

いということになる。天然林管理では、持続可能な木材生産の最大量の推定値を年間伐採

可能量とすることが多い。

　1950 年代以降の多くの研究の結果、熱帯林の伐採施業で使用される機械が次第に強力な

ものとなってきたため、それに比例して土壌や残っている植生への損傷が増大しているこ

とが明らかになった（Dykstra 2002）。生産量を持続するには木材収穫の環境影響を最小化す

る必要があることが明らかになってきたため、国連食糧農業機関 （FAO）は 1996 年に森林

収穫施業のモデル規約（Model Code of Forest Harvesting Practice）を発表した 4。別のツールで

ある森林収穫の計画、実施、モニタリング、評価の系統的なアプローチとして、低インパ
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クト伐採 （RIL）の考え方がここ数十年間に進化し、FAO、国際熱帯木材機関（ITTO）、その

他の機関によって強力に推進されている（同上）。

　持続可能な森林管理（SFM ：Sustainable Forest Management）の概念により、林業へのアプ

ローチは持続生産量と RIL の枠を超え、幅広い社会問題を含めるまでに広がった（図 8.1）。
1970 年～ 1980 年代には、森林に依存するコミュニティの権利擁護を目指す活動家は、熱

帯の途上国の森林施業が、その地域固有の慣習的な仕組みに基づく森林の管理や利用を否

定して、こうした地域社会の生計基盤を脅かしてもいると指摘し、木材会社と先住民の紛

争は世界の注目を浴びた。

　1992 年の国連環境開発会議（UNCED、地球サミット）において、SFM の概念にさらには

ずみがついた。この会議で策定された森林原則（Forest Principles）は、法的拘束力はないも

のの、「先住民とその共同体、その他の共同体及び森林居住者の独自性、文化及び権利を認

識し適切に支援を行う」ための国レベルの森林政策の必要性等、木材生産量や環境影響の

枠を超えた多くの問題を含めることで、持続可能な開発の幅広い目的の中に林業を位置づ

けている（UNCED 1992）5。国際的に合意された SFM の定義は存在しないが、以下に幅広

い SFM の考え方の具体例を記載する。

　「（SFM とは）地方、国、地球レベルで適切な生態的、経済的、社会的機能を現在も

将来的にも発揮するための生産性、再生能力、活力、潜在能力を維持し、その他の生

態系に損傷を与えない方法と速さで森林及び森林地域の管理と利用を行うことであ

る」（Ministerial Conference on the Protection of Forests in Europe 1993）。

図 8.1  持続可能な木材生産量から持続可能な森林管理（SFM）へ
 

出典：著者

　SFM の概念は、森林に依存する共同体（先住民及び移民）が、公式な森林保有権と管理

の枠組みに自分たちの権利とニーズが反映されていると感じなければ、木材伐採者、森林

警察、その他のアクターとの間で紛争が生じ、長期間にわたって森林管理が非常に困難に

なるという経験に基づいて打ち建てられている 6。林産物の消費が持続可能とみなされる

ためには、林産物の収穫速度が再生速度を超えていない森林から供給されたものというだ

けでは十分とはいえない。むしろ、環境的・社会的・経済的に望ましい成果をあげるため

SFM の広範な原則に従って管理されている森林から得られた林産物を消費する方が、持続

可能性がある。この視点は、本白書での持続可能な消費の広い意味での定義と一致する。

本白書の定義によれば、持続可能な消費とはサ―ビスや製品を使用することによって、「生

活の質を向上」させるものでなければならない。SFM の考え方によれば、消費とは消費者

の生活の質を向上させるだけでなく、森林労働者や森林に依存する共同体等といった森林

施業から影響を受ける全ての集団の生活の質を向上させるものでなければならない。 
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基準 2：合法な森林施業で得られる林産物の消費

　林産物セクターの持続可能な消費の概念を解釈するには、合法性の問題を考慮する必要

がある。木材製品の合法性は、本白書の持続可能な消費の定義では触れられていないが、

無視することはできない。違法な森林施業、例えば無許可による伐採は、広大な森林地域

をもつ多くの途上国に広まっていると考えられる。違法に搬出される木材の量が合法な施

業による搬出量を上回ると考えられる国が数カ国に及ぶほどである（World Bank 2006）。違

法伐採は公式記録に記載されないため、消費国に流入する違法木材の量は正確に推定でき

ない。全般的な傾向は、セネカ・クリーク・アソシエーツ（Seneca Creek Associates）とウッ

ド・リソース・インターナショナル（Wood Resources International）の調査によって明らかに

なった。両機関の報告（2004）によると、世界の合板輸出量の約 23%、国際市場の丸太の最

大 17% が、違法な収穫によるものである可能性があるという。 

　違法伐採が懸念される理由は、伐採される木材の量のみならず幅広い弊害がもたらさ

れる点にある。最悪の場合、違法伐採とそれによる違法木材の貿易は、資金洗浄、薬物

輸送、公共セクターの不正行為と関係することがある（FAO 2006）。国際刑事警察機構

（INTERPOL）が違法木材について最近行った「Project Chainsaw」と題される調査の結論は、

次の通りである。

　「これまでプロジェクト・チェーンソー （Project Chainsaw）の下で行った捜査から、

違法伐採と木材輸送は暴力行為、殺人、不正行為、資金洗浄、脱税等、他の犯罪問題

と結びついた重大な世界的犯罪問題であり、今後もそうした状態が続くという一般認

識の正しさがほぼ確認できた。同プロジェクトでは武力紛争の資金援助との関連まで

示された。」（ピーター・ヤンガー、国際刑事警察機構） 7

　こうした見解に基づけば、林産物が違法施業によって生産された場合、その製品の消費

が持続可能と見なせないことは明らかである。しかし林産物が合法であることで、持続可

能性が保証されたことにはならない。例えば行政当局によって他の土地用途への転換が認

められた森林を伐採して得られた林産物は合法であり、森林関連法制度の力が林業を持続

可能なものとするには不十分という事例もある。ただし、法令遵守度を改善することで、

アジア太平洋地域の熱帯諸国での多くの森林施業は、より持続可能な方向に進むであろう。

基準 3： 将来の世代のニーズを損なわないように、ライフサイクル分析の情報に基づいて
行われる林産物の消費

　本白書の持続可能な消費の定義では、製品のライフサイクル全体を考慮することが重要

であるという議論を展開したが、そうした議論は森林を扱った世界的な議論ではこれまで

あまり注目を浴びてこなかった。収穫、輸送、加工、利用、リサイクル、廃棄といったラ

イフサイクル全体にわたって、林産物に関わる各プロセスが環境にどう影響するかを推定

するというさらなる課題に挑戦しなければ、熱帯途上国での森林管理の改善は極めて困難

であることが明らかになっている。しかし、低炭素社会への移行は緊急の課題である。し

たがって、今こそこの分析が必要である。この分析によって、革新的かつ効果的な政策を

特定するための有用な情報を得ることができる。例えば、木材が生分解性であろうという

理由から、従来の政策では木材の廃棄についてほとんど注意が払われてこなかった。しか

し、一国の木材廃棄量はかなりのレベルに達していると見られ、それを利用することで相

当な環境上のメリットが見込める。例えば英国では毎年推定 1,000 万トンの廃木材が生じ、

そのほとんどは埋め立て処分されている。DEFRA（2007）は、この廃木材のうちの 200 万ト

ンから 2,600GWh の発電が可能であり、CO2 換算で 115 万トンの排出を削減できると指摘

している。 
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2.2  消費者とは誰か？ 

　林産物には多くの形態があり、様々な団体が様々な目的に利用しているため、持続可能

な消費を実現するための政策は、目標をよく定める必要がある。林産物が家具、紙等といっ

た形態で最終製品として消費されていることは、誰の目にも明らかである。しかし、木材

は消費材というより投資と見なされる製品の一部にもなり得る。例えば住宅がそうである。

また木材製品は、別の製品を製作する過程において使用される。例えば建築の際にコンク

リートを注ぐための枠として使われ、後で廃棄される木材がこれにあたる。消費者は個人

の場合のほか、団体（市民社会の組織、企業等）の場合もある。木材製品のリサイクルや再

販が行われる場合は、木材製品の「最初の」消費者だけでなく、「第二」、「第三」の消費者も

存在することになる。さらに木材が森林を離れてから木材製品を扱う当事者が多数存在す

ることが、この複雑さに輪を掛けている。消費者はそうした当事者のほんの一部でしかな

いが、持続可能な消費を推進するための政策は、全ての当事者を対象とすることができる。 

　本章のレビューでは、自ら満足のために消費する個人、企業、貿易会社やその他の団体、

公的調達者（省庁、地方自治体、学校等）、中間業者（輸入業者、加工業者、小売業者等）を

区別して考える。

3.  森林認証：持続可能な消費と持続可能な生産の関連づけ

　持続可能な消費が持続可能な生産を促進するという「希望的」な仮説を実現するには、消

費者が持続可能な製品を購入したい、またそうした製品の特定に役立つ情報を得たいと思

わなければならない（もちろん、選択肢の入れ替え等の規制措置によって持続可能でない

製品の市場流入が止められない場合もある）。環境パフォーマンスに関する製品情報を提

供する方法は多数あるが、エコラベルはその一つで、製品に情報が貼り付けられていると

いう利点がある。エコラベルには、その製品が持続可能であることを保証する第一、第二、

第三者団体の見解を記載することができる。林産物セクターで最も信頼できると考えられ

ているのが第三者団体 である。

 
　林産物の持続可能性を求める第三者団体の要求は、森林認証を通して行われる。これは

持続可能な消費と生産を実現するために生産国が行う措置と消費国が行う措置を組み合わ

せた手段の一例である。森林認証は自発的に行われる市場ベースの方策で、ある製品が持

続可能性に関する最低限の基準に従って管理が行われた森林で調達された木材から製作さ

れたものであることを明らかにするものである。

　森林認証は、製品へのラベルリングに加え、2 種の異なる認証プロセスで構成される複

雑な手段である（図 8.2）。この制度では森林管理と CoC（加工・流通過程の管理、書類受け

渡し記録の管理、分析過程の管理）の認証審査が、認可を受けた認証団体が定める基準に

照らして行われる。CoC 認証が必要であるのは、収穫後に管理外の木材の混入がないこと

を確認するためである。森林管理と CoC 監査の両方に問題がなければ、認証団体から認証

書が発行され、この認証書を保持している者は該当するロゴを製品に貼り付けることがで

きる。
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図 8.2  森林認証の構成要素
 

出典：著者

　森林認証はユニークな方策で、長所が多い（表 8.2）。これには環境的、社会的、経済的要

素を含んだ持続可能な森林管理の基準が用いられている。認証団体を認可制とすることで、

認証を担う団体が必要な専門知識を持ち、監査する森林または CoC に既得権益を持たない

ことが保証される。認証プロセスは文書による検証だけではなく、森林管理とプロダクト

チェーン内の重要管理点（例えば管理外の製品の混入が起こり得るか否か）に関する現状視

察も行われる。優れた森林認証スキームは基準の設定に複数のステークホルダー・プロセ

スが絡んでおり、認証決定時に適切な公開協議のプロセスが盛り込まれている。 

表 8.2  森林認証を利用する当事者にとっての潜在的な利点

関係者 利点

森林管理者 企業 森林管理の専門知識を持つことの証明、市場参入

共同体と現地の 
住民団体

土地利用権の確保、地元の雇用機会、環境影響の少ない森林管理

製造業者と供給業者 環境への貢献に対する社会的認知、製品の差別化、製品連鎖管理
の改善

生産国の政府 法令遵守の奨励

消費者 管理の優れた森林からの木材製品であるという保証

出典：著者

　こうした利点があるにもかかわらず、消費サイドから見ると森林認証は民間セクター・

公共セクターの消費者と中間業者のごく一部にしか受け入れられていない。一方の生産サ

イドでは、熱帯途上国での森林認証の実施が困難であることがわかっている。2008 年 5 月

現在、3 億 2,000 万 ha の森林が認証を受けているが、これは森林被覆面積全体の 8%、世

界の丸太生産量の推定 26.2% に相当する。また 2009 年に全世界で発行された CoC 認証数

は 41% の急増を見せ、17,800 件となった（UNECE/FAO 2009）。西欧州では森林面積全体の

53% が、北米では森林面積全体の 38% が認証を受けたが、アフリカ、アジア、中南米では、



第 8 章  熱帯林の保全：持続可能な消費と生産に向けた熱帯林産物取引の改革

169

認証を受けた森林は森林面積全体のわずか約 1% ずつでしかない（同上）（図 8.3）。熱帯の天

然林森林認証の障害となる要因は多くあり、例えば以下のような要因が含まれる。（i）森林

政策の立案能力と森林法の執行力が弱いため、現状の森林施業が認証標準にはるかに及ば

ない水準で行われがちであること、（ii）森林法における慣習上の権利の扱いが不適切である

こと、（iii）森林保有権をめぐる紛争があること。 

　森林認証の概念の基底には、消費者が持続可能と認証された製品に対して価格プレミア

ムを支払う用意があり、それが認証林産物の市場価格の上昇につながり、森林管理者が森

林管理を改善し、森林管理の認証を受けるための動機づけになるという仮定がある。しか

しながら、この前提はほとんど満たされていない。認証製品を購入しやすく改善したり価

格にプレミアムを乗せたり市場にシグナルを送ることは、ほとんどの場合非常に弱すぎる。

市場調査から欧州のいくつかの（特に硬材の）市場では価格プレミアムが実現しているとい

う報告があったが、アジア市場では価格プレミアムはほとんどみられない。ベルギー、デ

ンマーク、フランス、ドイツ、イタリア、オランダ、スペイン、英国で行われた独自に認証・

証明を受けた合法製品に対する需要に関する市場調査では、価格プレミアムがみられたの

は主として硬材セクターの一部と特殊軟材セクターの多少の部分だけであった。プレミア

ムが 20% ～ 50% と最も高かったのは 、アフリカ及びブラジル産の森林管理協議会（FSC）
認証の熱帯挽き硬材であった （UNECE/FAO 2009）。日本の 33 企業及び木材関連 3 団体の

調査では、認証木材の購入自体がほとんどなかった 8。 

図 8.3  地域ごとの認証森林面積
 

出典 : UNECE/FAO 2009

　認証制度は当初ほどの期待に応えていないが、消費サイドには森林認証に新風を吹き込

むかもしれないと思われる前向きの徴候が以下のようにいくつか見られる。

•   多くの国の公共調達方針（後述）で、林産物の合法性と持続可能性の証明手段として森

林認証が用いられている。 
•   供給業者に合法性及び持続可能性の証拠提出を要求する民間企業が増えつつある （ただ

しこうした動きが市場シェアの何割を占めているのかを各国ベースで推計するには、さ

らなる研究が必要となる）。 2009 年 1 月に 100 店舗以上の小売店を有するオーストラリ

ア最大の DIY チェーンであり最大の木材輸入業者でもあるバニングスが、合法が証明

できるデッキ用板材以外の販売を行わないという方針を策定したのがその一例である 9。 
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•   「グリーンビルディング」が企業責任のプログラムに組み込まれつつあり、政府がエネ

ルギー効率目標に見合ったグリーンビルディングを奨励しているため、認証製品に対

する需要がさらに増加する可能性がある（UNECE/FAO 2009）。日本では「ライフサイク

ルカーボンマイナス（LCCM）」住宅を設計し、専門部署を設置して 2011 年に建設と炭

素削減効果の評価を行うことを目指すイニシアティブが進行中である （ITTO 2009a）。
認証木材は建築資材に狙いを定めるのが効果的かもしれない。

•   森林減少・劣化による GHG 排出に対する国際的な懸念、さらには排出削減の見返り

を途上国に与えるための国際的な取り決めがなされる可能性の増大を受けて、天然林

管理の指導と監査の手段としての森林認証の価値に対する認識が、より高まる可能性

がある。

•   レイシー法の改正（後述）によって、森林認証の採用にはずみがつく可能性がある。今

回の改正により、米国内で原産国での違法行為を伴った植物材料の輸入及び取り扱い

を行うことは犯罪行為となる。 

　生産サイドにも、希望が持てそうなイニシアティブと状況の進展がいくつか見られる。

•   アジア太平洋地域で施行中の国内及び国際的認証スキームの数が増加している 10。ま

たそれらのスキームの基準やプロセスが強化された事例もみられる 11。 
•   基準に関する合法性と第三者団体から監査を受けたことを証明するための新しい

スキームが、最近作成されたり作成中である。例えば、SGS（Société Générale de 
Surveillance）は、木材の合法性及びトレーサビリティ証明サービスを行っている。この

サービスは特にオーストラリア市場の購入者の要求によって、最近パプアニューギニ

アに導入された 12。

•   森林管理者が認証を受けやすくするため、段階的なアプローチが開発された。木材生

産者はこれらのもとで一定期間内に特定の目標に取り組み、市場で製品を売りやすく

なるという見返りを得ることになる 13。

•   アジアの認証森林面積は、ゆっくりとではあるが増加しており、認証森林被覆率は

2007 年～ 2009 年に倍加した（UNECE/FAO 2009）。

　消費サイドに話を戻すと、今や森林認証スキームは多数存在し、そのうちのいくつかは

国内を対象とし、2 つは世界的に適用されているという状態である。このことは、これら

のスキームが単一の政府間プロセスの結果ではなく、自発的なイニシアティブであるとい

う事実を反映している。そこから消費者が製品を選択する際に、これらのスキームの様々

なラベルで混乱する可能性があるという懸念が生まれてきた。しかし、こうしたスキーム

は事実上市場で互いに競合しているため、単純な解決策はないように見受けられる。全ス

キームが最低限の基準を満たすように、認証スキームを統一するための手段が提案されて

いるが、全てのスキームがこの考えに同意しているわけではない 14。

4.  合法かつ持続可能な木材製品のための公共木材調達方針

　持続可能な消費を推進するために消費国が講じることができる前向きな手段の一つが、

公共調達方針において、合法かつ持続可能な木材製品の利用を要求することである。公共

機関は紙や家具等、木材を基材とする様々な製品を購入している。木材は公共事業でも使

用される。例えば公共建造物の建築や改築等がそれにあたる。公共調達は、一国の木材製

品消費のかなりの部分を占めることがあるが、正確な推定値を出すことは困難である 15。

　公共木材調達方針は、日本、オランダ、ドイツ、デンマーク、英国、フランス、スペイ

ン、ベルギー、ノルウェー、ニュージーランドの国々で策定されている。こうした方針は、

いずれもより広範な公共調達方針の一環として、環境上好ましい製品にとって有利になる
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ように策定されている。1997 年にオランダで策定された初めての方針を除けば、いずれの

国も過去 10 年以内に導入されたものである。 

　IGES が公共調達方針に関する研究の一環として、オランダ、フランス、英国、日本の

4 ヵ国の方針を評価したところ（Lopez-Casero and Scheyvens 2008）、多数の共通点と相違点

が認められた。これらの方針は、いずれも合法であるという証明付きの木材と持続可能で

あるという認証付きの木材を区別している。さらに全ての方針が、合法性と持続可能性を

保証するために森林認証を利用している。最初から持続可能な木材の調達に照準をあわせ

ていたオランダ以外の 3 つの方針では、合法性の証明を方針の要件に設定しており、持続

可能性は追加目標と見ている。英国は 2007 年 3 月に調達方針を改正し、2009 年以降は合

法性証明と持続可能性認証のある木材の調達が必要とされるようになった。また中央官庁

は 2015 年以降、持続可能性認証のある木材及び木材製品以外の購入ができなくなる。日

本とフランスは、基本的に持続可能性の証拠として全ての森林認証スキームを受け入れて

いるが、オランダと英国では受け入れ前に一連のプロセス及び性能基準に対する森林認証

スキームの評価を行なう必要がある。全ての国の方針には、合法性と持続可能性を証明す

るための認証スキームの代替証明手順が含まれている。その理由は、認証木材の量が少な

い市場セクターがいくつかあるためである。 

　上記の 4 方針はいずれもよく似たものであるが、基本的には 2 つの異なるアプローチが

とれらている（図 8.4）。代替証明手順について、日本とフランスは民間業界あるいは事業

者セクターが採用した手段に依存しているが（行動規範アプローチ）、オランダと英国は証

明の主な責任を政府の調達機関に与えている（政府証明アプローチ）。前者は違法な木材製

品または木材を供給していないという宣言書を作成させ、製品の合法性を証明する文書を

サプライチェーンの次の関係者に回すという形でチェーン内の全ての当事者に依存してい

るため、信頼性が低い。民間セクターの自主規制は政府が介入するより柔軟性が高く、コ

ストが抑えられる可能性はあるが、自己宣言書や木材の移動許可等、法的文書に依存する

という点では明らかにリスクがある。そうした文書には監査証明書も独自の証明書も含ま

れないのが一般的であるからである 16。

　調達方針の一つの限界は、その方針が少数の国にしか導入されないと、違法林産物が別

の場所に流れるだけという結果が起こり得ることである。もう一つのリスクは、途上国の

生産林管理を改善する基本的措置が正しく講じられていないと、森林管理の長い歴史を持

つ先進国からの製品の購入へ、そして木材の代用品へと方針が変更されてしまうことであ

る。消費国の産業及び森林認証スキームに関する影響には注意が払われているが、森林管

理にどう影響するかという点については不明である。
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図 8.4  公共調達方針で合法性を証明するための 2つのアプローチ
 

出典：著者

　限界はあるが、公共木材調達方針は重要である。それは民間セクターによる活動を奨励し、

既存の合法性及び持続可能性の証明スキームに対する需要を喚起し、その改善を促し 17、ま

た一般的には、違法伐採の問題の認知度を高めることができるからである。例えば Fripp
（2005）は、英国政府の木材調達方針は、いくつかの企業に独自の環境行動規範の策定・改定

を促したと指摘している。さらに英国の経験から、公共セクターの主要顧客に認証木材を要

求され、それが十分に入手可能な状態なら、供給業者は 100% 証明済み生産に切り替える方

が容易と考える可能性があることがわかる（Brack 2008：ITTO 2009b）。

5.  輸出認可を通じた合法性の保証：EUの自主的二国間協定

　2003 年 10 月に EU で採択された EU 森林法施行、ガバナンス、貿易（Forest Law 
Enforcement, Governance and Trade: FLEGT）行動計画で、違法伐採とそれによって得られた

違法木材の貿易に対処するためのアプローチが開発された。このアプローチは森林認証と

同様に、持続可能な消費と生産を橋渡ししようとする取り組みである 18。FLEGT行動計画は、

生産国と EU の違法木材製品の貿易を減らしつつ、生産国の違法伐採管理能力を高める一

定範囲の手段を以下の様に設定している。

•  生産国の森林セクターのガバナンス改善と能力強化のサポート 
•  個々の生産国の複数のステークホルダー参加型プロセスによる合法性基準の策定 

収穫者 輸出業者

輸入業者

木材輸入国 

要件: 
1. 森林管理と CoC 認証 
2. 当局発行の文書 
3. 1 及び 2 と同等のその他の文書 

証明のオプション: 

収穫者 
中間業者

中間業者 

国産木材 

公共調達機関

木材輸入国 

認識されているメリット
に基づく受け入れ 

森林認証スキーム 

文書の流れ

政府

事業者団体・業界団体行動規範による
規制 

行動規範のアプローチ 

政府証明のアプローチ 

指導

合法性と持続
可能性の基準

アクセス
の証拠 

収穫者 中間業者 輸出業者

輸入業者

収穫者 中間業者

証明のオプション:
 

公的調達方針

要件: 
1. 政府が受け入れているスキームによる森林

管理と CoC 認証 
2. 政府の合法性基準への適合の証拠 

国産木材 

森林認証スキーム 

政府または第三者団体の評価 

合法性と持続可能性
の証拠 

政府 

専門家集団

注:          木材取引の流れ 
証明手続き 
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•  木材の合法性保証と認可スキームの確立 
•  EU 機関による違法伐採の増加につながる投資の阻止に向けた取り組み

•   違法収穫された木材及び木材製品の取引の撲滅を目的とした民間セクターのイニシア

ティブの支援（European Commission 2004）

　この行動計画を実施するための主な手段は、EU 加盟国と生産国の自主的二国間協定 
（VPA）である。VPA とは相互が認識している国レベルの合法性基準に従って生産されたこ

とが証明されている材木のみを貿易するための、二国間の法的義務である 19。VPA の主な

目的は、生産国の森林部門管理能力の強化と EU への違法木材製品の輸入の抑制である。 

　VPA のアプローチは法令遵守に主眼を置くものであるが、このアプローチによって EU
での林産物の持続可能な消費及び生産国での持続可能な生産への貢献が期待できる。VPA
の交渉及び合意では、生産国での持続可能な開発のあらゆる可能性を低下させる組織的な

ガバナンスの問題（資源割り当て時の不正行為、部門の議決機関の不参加、司法協定の機

能が不十分等）を取り扱っている。

 
　各パートナー国は VPA に基づいて木材合法性保証システムを実施する。このシステムの

内容は、合法木材の定義、EU への木材輸出が認可手続きによって合法に行われたことの

保証等である（European Commission 2005）。FLEGT の認可を受けるには、問題の製品がパー

トナー国の指定された法律を遵守して生産されたという確固たる証明が必要である。木材

認可スキームの確立後、EU 加盟国の税関当局は FLEGT パートナー国からの FLEGT 認可

済み木材製品以外に輸入許可を出さなくなる。木材合法性保証スキームの基本要素は図 8.5
に示してある。

　ここで意図している木材合法性保証スキームには多数の長所がある。このスキームで使

用されている国レベルの合法性の定義を決定するためのマルチ・ステークホルダー・プロ

セスは、このアプローチに対する幅広いステークホルダーの支持を得る可能性がある。一

方、独自の監視、照合システム、CoC によって、木材製品が合法な施業によって生産され

たものであるという主張の信頼性も得られる。合法性基準を定義する過程で、既存の法的

枠組みの欠点 （法律制定におけるギャップや、複雑すぎるまたは不公平な手続き等）が明ら

かになることがある。そうした場合、VPA が供給国の法律改正につながることもあり得る

（EFI 2009）。合法性保証システムは、森林法、独自監査、透明性の改善によって法令遵守

を向上させ、良好な森林ガバナンスに貢献するという目的も持つ 20。

図 8.5  自主的二国間協定 の下での木材合法性保証スキームの要素
 

出典：著者
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　パートナー国からの認可された木材のみの輸入を許可する VPA のアプローチは、生産国

での活動と消費国での活動を効果的に結び付ける方法を開発する必要性について例証する

ものとなっている。しかし本研究で論じる他の政策手段と同様、VPA のアプローチには限

界がある。一つのリスクは「抜け道」である。VPA に調印した生産国で生産された未認可の

製品が、調印していない国を通じて EU に流入する。中国、ベトナム、マレーシアやその

他の国で加工された製品の貿易が増加傾向にある（UNECE/FAO 2009）ことから、これはと

りわけ深刻なリスクとなる。EU では EU 加盟国全ての市場から初めて木材を輸入する企業

全てに対し、製品の合法性を確認する際にデューデリジェンスの遂行を要求する規制を課

すことで、このリスクを最小限に留めようと試みている（以下のセクションに詳細な説明

あり）21。

6.  違法木材の輸入を禁じる消費国の法律制定

　熱帯林産物の貿易改革に重要な貢献をなす可能性があり、多くの NGO が長い間要求し

ていた規制要求サイドのもう一つの手段は、違法林産物の輸入を阻止するための法律を制

定することである。米国がレイシー法の対象に植物及び植物製品を加えるという決定を下

したことは、最近発動された画期的なイニシアティブである。EU においても、その法的

措置の検討が行われている。 

6.1  改正レイシー法

　最近行われたレイシー法の改正によって、米国は原産国の法律に違反して収穫された木

材及び木材製品の輸入、取引、販売を禁じる最初の国となった。1990 年に制定されたレイ

シー法は、米国の法律または外国法に違反して採取された魚及び野生動物の州間または外

国との輸入、輸出、輸送、販売、受領、獲得または購入を違法としている。レイシー法は

2008 年 5 月の農業法案（2008 年食料・保全エネルギー法）で、違法木材の貿易に対処する

ため、多様な植物及び植物製品（木材、家具、紙等）にまで対象範囲を拡大した（図 8.6）。

　この法律では、違法伐採された木材の加工品に対して、違法伐採が行われた国以外で加

工された製品も含めて適用される。法改正によって米国の輸入業者は、植物または植物製

品を輸入する際、貨物ごとに「植物輸入申告書」の提出が必要となった。この申告書には、

合法性を証明する書類は必要ないとはいえ、品目に含まれる全ての植物の生産国・伐採国

及び種名を明記しなければならない。この改正によって、製品や容器の没収、罰金、収監等、

法律に違反した場合の罰則規定も策定された（Gregg and Porges 2008）。 

　個人または企業が米国の州間や海外との貿易で違法調達による木材の取引を行うと、こ

の法律の違反要因となる。疑わしい植物や植物製品は全て取り調べられ、違法に収穫され

た植物や植物製品を輸入したり、それら製品を米国内で輸出、輸送、販売、受領、獲得ま

たは購入した者は起訴されることがある。この法律に違反すると、密輸または資金洗浄の

罪状が問われる可能性もある。個人や企業は木材調達における違法性を知っていたかどう

かに関係なく、起訴される可能性がある。ただし、処罰や量刑は、違法性に関する認識度

や認識可能性の程度に応じたものとなる。 

　司法省では、米国税関に疑わしい荷物に関する情報を提供するために、NGO を含むあ

らゆる者が利用できるホットラインを運用する予定である。米国は既にインドネシアやペ

ルー等、一部生産国との二国間協定に調印している。この協定により、情報の提示を求め

ることや、さらに原産国での疑わしい貨物の捜査に米国当局が参加を要求することまで可

能となる。 
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図 8.6  レイシー法が違法林産物の輸入を阻止する方法

出典：著者

6.2  EUのデューデリジェンス規制法案

　2008 年 10 月、欧州委員会は違法木材の貿易に対抗するため、「木材及び木材製品を市場

に流通させる業者の義務を規定する」（European Commission 2008）方法で、リスクに基づい

た新たなアプローチの整備を行う法案を提出した。欧州議会と欧州理事会が承認すれば、

この法案では木材または木材製品を EU 市場に初めて流通させる業者に対し、「デューデリ

ジェンスを遂行して、EU 市場に流通させる木材及び木材製品が合法に収穫されたもので

あることを証明するために全力を尽くす」ことが要求される（European Commission 2008）。 
欧州委員会はこの規制案が自主的二国間協定 （VPA）を補完するものと見ている。EU と

の VPA が締結された国から輸入される木材や木材製品であっても、合法性の証明として

FLEGT の認可が付いていれば入手が可能になるためである （European Commission 2007）22。

　デューデリジェンス・システムによって業者は、（i）市場に流す木材及び木材製品に関す

る情報の公開、（ii）リスク管理手順の作成、（iii）デューデリジェンス・システムの効果的な

適用を確保するための監査の受け入れが求められることになる。この法案には組織と措置

の監視に関する条項があり、違反罰則は加盟国の決定に委ねられている。2009 年 4 月、欧

州議会は規制案の第一読会において、違法木材の取引の禁止を含むこの案の改正を要求す

る立法決議を圧倒的多数で採択した。この改正によって規制案は大幅に強化されると考え

られるが、欧州理事会がこれを是認するか否かは不透明である。規制案では、欧州理事会

による可決後、加盟国が国レベルの施行規制の策定に十分な時間を割けるように、施行開

始まで 2 年の猶予期間が設けられている。しかし EU の規制案に、さらなる仕様や規制内

容の詳細が含まれていれば、国レベルでの立法はかなり短縮できることになる。それによっ

て、EU 全域のデューデリジェンス・システムの基本水準がよりしっかりとしたものにな

るという上積み効果が得られよう。

1.合法的活動： 植物保護法違反 
-

-

 植物の窃盗 
- 保護地域または「公式に指定された地域」からの植物の採取 
- 必要な承認のない、またはそれに反する植物の採取 
- 収穫、輸送、通商の使用料、税または手数料の不払い 
- 輸入法違反（丸太輸出禁止等） 

収穫国
 

加工国
 

  

 

 

 

 

 

 

2.  米国の州間または海外通商での違法原料の植物及び

植物製品の取引 
 輸入、輸出、販売、受領、獲得または購入 
 植物や植物製品の不正な記録/識別証明の提出 

米国 
担当当事者 

 動植物検疫局（ APHIS） 
（植物材料、確認） 

 魚類野生動物庁 （FWS） 

 税関・国境警備局 （検査、押収） 

 訴追者 （司法省） 
（調査、没収） 

植物、植物製品 

植物製品
 

輸入申告書: 

 植物種の学名 
 収穫国  
 量と大きさ 
 リサイクル原料 (%) 
 価格 

発動 

ホットライン: 

NGO 等によ

る内報や証拠

提供が可能 

レイシー法違反 
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6.3  米国と EUのアプローチの比較

　改正レイシー法の欠点の一つは、輸入申告書が合法性の証拠を必要としないことである。

従って、米国外原産の原料に対する告発は、米国税関や告発者が違法性の証拠に気づいた

場合にしか起こらないことになる。とはいえ NGO は、疑わしい木材に米国当局の目を向

けさせるためにこの法律が与えてくれたチャンスを生かそうとするに違いない。またテス

トケースを通して、改正法の適用方法に見通しがつくと考えられる。 

　これと対照的に、EU の規制案はデューデリジェンス・システムの確立を要求するもの

である。これは EU 内に持ち込まれようとしている木材及び木材製品のうち、「ハイリスク」

な森林から調達されたものであると見なされたものは、合法性を証明できなければ持ち込

みを認めないという制度である。法案は違法木材及び木材製品の取引を禁じていないため、

改正レイシー法と比べて明らかに効力が弱い。また NGO その他の情報提供者が疑わしい

木材貨物を当局に通知するための手続きが規定されていない。さらに、この規制案は EU
加盟国の国レベルの施行規制に依存するため、法案の有効性が加盟国間でかなり異なった

ものになる可能性がある。施行手続きに関しても、両者は異なっている。レイシー法は疑

わしい事例の告発に頼っており、EU は監視に頼っている。しかも監視の頻度を定めるの

は各加盟国の規制制度である。レイシー法の規定する処罰は重く、違反を十分思いとどま

らせるだけの力がある 23。ところが EU の法案では、処罰規定は加盟国に委ねられている。

これでは木材の輸入経路を処罰の最も軽い国に移行することになりかねず、法案が甚だ一

貫性を欠く要因となり得る。 

　いずれの規制イニシアティブにもそれぞれ相対的な長所と短所があるが、最も重要なの

は、両イニシアティブが需要サイドから熱帯途上国の政府、森林管理者、林産物の供給業

者に対して、従来なかったメッセージを送っているという点である。具体的に言うと、い

くつかの主要消費国は、違法木材の輸入を抑制するための強力な措置をいつでもとれる状

況にある。またそうした国では、熱帯の森林管理に対する消費者の問題意識を高め、消費

の選択に影響力を及ぼすための手段を持ち合わせている。2009 年 11 月には、米国・魚類

野生動物庁に所属する調査官が、マダガスカルから違法に収穫した木材を使用していた疑

いで、ロックミュージシャンのシンボルとも言えるギブソン・ギターの工場を捜査した（Lind 
2009）。こうした行動が消費者の意識に与える影響は相当なものであろう。

6.4  他の消費国での法的措置採択の可能性

　こうした形式の法的手段を他の輸入国が導入する可能性について、ここでは詳しく述べ

ない。しかし、違法林産物の輸入を抑制する規制を好まない国があることははっきりして

いる。オーストラリアはそうした法律の制定を行わない公算が高く（Centre for International 
Economics 2009, 73）、日本も規制措置には関心がないように見える。日本の姿勢は国内の

木材生産者を優遇し、輸入業者を不遇とするもので、外国の政策との矛盾を極力避けよう

とする日本のアプローチにそぐわないように見える。ニュージーランドでも規制措置に反

対する決議が行われた。同国の 2006 年の閣議文書は、「ニュージーランドの木材製品市場

は極めて小さく、違法伐採した製品の輸入の影響を比較的受けにくい。したがって、ニュー

ジーランド国内で違法製品の販売に対する措置を行っても、他国の違法伐採に対する直接

的かつ大規模な影響はないと思われる」と結論づけている（New Zealand Government 2008, 6）。

7.  消費者の意識向上活動と民間セクターの調達方針

　本項では、民間セクターの調達方針のほか、林産物の持続可能な消費の必要性に対する

消費者の意識を高めるために講じることができる措置について述べる。事例として、IGES
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が政府や NGO と緊密に連携し、木材の合法性と持続可能性の問題に取り組んでいる日本

から取り上げる。掲載するイニシアティブの影響力に関する分析は行っていないため、こ

こでは主に実例を挙げるに留める。木材製品が、主にパルプ・紙セクター向けの用途と木

造住宅の建築に用いられている日本で持続可能な消費を推進するためには、政策オプショ

ンに関する研究をこれまで以上に行うことが特に重要である。これは日本が、中国、米国

に次いで世界第 3 位の木材輸入国であるためである。 

NGO 主導のイニシアティブ：フェアウッド・パートナーズの事例

　NGO 主導のイニシアティブの一つに、フェアウッド・パートナーズがある。これは FoE 
Japan と地球・人間環境フォーラムが共同で実務を行い、IGES が調査・研究の補助を行っ

ているイニシアティブである。フェアウッド・パートナーズは「フェアウッド」の利用を促

進している。同パートナーズの定義によれば、「フェアウッド」とは、伐採地の森林環境や

地域社会に配慮した木材・木材製品のことであり、修理や修復の施された木材製品、中古

材及び廃材を利用した木材製品、合法性証明付きの木材、地域社会の森林や地域社会のコ

ミュニティが管理する森林の木材、信頼性の高い第三者団体の認証を受けた木材が含まれ

る （フェアウッド・パートナーズ 2009）。

　フェアウッド・パートナーズでは、日本と生産国双方の企業に対して、フェアウッドの

供給と調達に関するコンサルティング・サービスを行っている。住宅メーカーの積水ハウ

ス、東急ホームズ、家具メーカーの岡村製作所では、ワイス・ワイスや G-Project Inc.（地

球の芽）と同様に、このサービスを通じて木材調達方針を策定した。積水ハウスは日本の

年間住宅総売上げで第 2 位、東急ホームズは第 13 位であることから、これは大きな成果

である。同パートナーシップは、最近、森林管理協議会（FSC）の認証木材を生産している

パプアニューギニアのコミュニティで活動しており、現地の代表者と日本の木材ユーザー

との供給能力についての話し合いに側面支援を行っている。

　同パートナーシップは、幅広いメディアやフォーラムも利用して、森林の問題に関する

消費者の意識を高めることに努めている。例えば WWF ジャパン等、他の環境 NGO と協

力して、ハイリスク国からの輸入木材に関するセミナーを定期的に開催したり、熱帯途上

国の認証木材供給業者を招待している。また、国内の環境に関する大規模な公開イベント

で「フェアウッド・カフェ」を運営して森林問題について議論する場を提供し、同時に国内

の木材で製造したカップで有機認証コーヒーを販売した。さらに木材ユーザーや消費者が

持続可能な購入を行う際に参考にするツールとして、ウェブサイトで閲覧可能な木材選択

ガイドを作成した 24。このサイトの検索項目には樹木の種類と用途、生産地域が含まれて

おり、輸送、環境影響、種の絶滅のリスクに関する情報も掲載されている。同パートナーシッ

プは消費者の意識を高めるため、「木の来た道」というドキュメンタリー映画の製作・上映

も後援した。この映画では安価な輸入木材の脅威にさらされて管理が行き届かない国内の

人工林の現状と、それがもたらす環境的、社会的、経済的影響が描かれている。

政府のイニシアティブ

　2008 年、日本の環境省はポスターやパンフレット等、様々な媒体を用いて、市民や木材

のエンドユーザーを対象とした意識向上活動を実施した。都営地下鉄各駅にポスターを掲

示したり、住宅展示場ではポスター展示とパンフレットの配布をおこなった。環境省は企

業、消費者団体、行政、学校の要望に応える形で、違法伐採と木材調達に関する講演会を

50 回以上にわたって開催している。2008 年と 2009 年には 4 本のテレビ番組を通じて、森

林破壊に対する違法伐採の影響に関する一般社会の意識向上に努めた。こうした活動の多

くに環境 NGO が参加した。
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　林野庁は全国木材組合連合会と共同で、合法木材推奨キャンペーンを実施中である。合

法木材とは基本的に、公共調達方針の証明プロセスによって合法であると認められた木材

のことである。合法木材という考え方はウェブサイトやセミナー及びワークショップを通

じて、国内外の一般社会に普及が図られている。ただし住宅展示場でこの考え方を広めよ

うという提案は、エンドユーザーが合法性の謳われていない製品は全て違法と思いかねな

いと考えた業界側の代表者によって、拒否されてしまった 25。 
 
業界と木材事業者団体のイニシアティブ

　日本の林産物商社に対する調査によると、2004 年に認証林産物を販売したと答えた回答

は 132 社のうち 77% にのぼったが、認証製品に価格プレミアムを適用していると答えた回

答はわずか 10% であった（Owari and Sawanobori 2007）。残念ながらこの調査では、商社が

認証製品の扱いを目標としていたのかどうかは明らかにされていないが、業界の中には持

続可能性証明のある製品の購入、使用、取引に移行するためのイニシアティブの事例があ

る。そのうち 2 例を Box 8.1 に示す。 

Box 8.1  日本での業界主導によるイニシアティブ

　木材事業者団体は広範な会員を擁することで、民間セクターに合法性と持続可能性の双

方またはいずれかを備えた木材調達方針の策定を促す影響力を持っているかもしれない。

例えば日本の木材加工及び取引団体の統括組織である全国木材組合連合会の会員は、47 都

道府県の木材組合連合会、木材の業種別の中央団体 17 団体等である。 

　日本の木材事業者団体が講じた措置は、ほとんどが公共調達方針の策定を受け、それに

よって合法性の証明が必要となったことに対応する形で行われた。例えば全国木材組合連

合会は 2006 年 3 月に公共調達方針の要件に合わせた行動規範を策定し、加盟団体のほと

んどがこれを利用して独自の基準を作成した。日本の木材輸入業者の約 40% が加盟してい

る日本木材輸入協会はこれよりいくぶん進歩的で、国が木材調達方針を策定する前に行動

基準を策定している。

積水ハウス
　積水ハウスはフェアウッド・パートナーズの支援を受け、合法性から生物多様性や地

域住民の福利までの幅広い問題を包括した 10 原則からなるガイドラインとして、木材

調達方針を策定した。 同社は木材を S、A、B、C の 4 レベルに分類している。最も持

続可能性の高いものがレベル S の木材で、報告によると 2007 年には総購入量 374,000 
m3 に占める S 及び A レベル木材の比率が 60% 近くまで増えている （フェアウッドパー

トナーズ 2009b）。同社の木材調達方針は、イオン環境財団及び環境省が主催した第 1
回「生物多様性日本アワード」の「優秀賞」8 件のうちの 1 件に選ばれた。   

住友林業
　住友林業は住宅、アパート、建物の建築だけでなく、山林の管理、丸太、加工木製品、

木質チップ、合板、住宅用設備、建築材料、インテリア製品まで扱っている。日本最大

の木造建築資材の取扱業者で、日本最大の注文木造住宅建築会社でもある。同社は環境

方針の一環として、合法かつ持続可能な木材の調達、サプライチェーンのトレーサビリ

ティの確立、製品ライフサイクル全体での環境インパクトの低減、ステークホルダーの

交流等を含む木材調達方針を策定した（住友林業 2009）。また、国内に保有する自社林

とサプライチェーン全体を対象とする認証制度の確立を目指しており、現在では住宅建

築に認証木材を使用している。 

出典：著者
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　日本の政府、進歩的な企業や業界団体、環境 NGO は、合法性と持続可能性の証明のあ

る木材製品の使用を増やすためのさまざまな措置を講じているが、それらの影響と費用

対効果に関する研究はほとんどない。にもかかわらず、政府と NGO の間、さらに企業と

NGO の間に協調関係が成立している事例のあることは、かなり心強い。これら当事者間の

関係は、歴史的経緯に照らすとかなり対立的要素を含んでいたためである。セミナーやワー

クショップは、木材消費の問題に関する社会の意識を高めるために日本で従来からあるア

プローチであるが、ドキュメンタリー映画や人気の高い場所へのポスター掲出を利用した

新しいアプローチも試みられている。新しいアプローチは期待が持てる半面、効果を得る

には十分な資金拠出が必要である 26。

  

8.  考察と結論

　森林破壊は、スケールから見ても、そのもたらす結果の観点からも、地球環境上の大き

な問題である。それが引き起こす生物多様性の喪失や地球温暖化は取り返しがつかず、貧

困を増加させ、数百万人の貧困層の生活を窮地に陥れる等、社会的・経済的にも重大な影

響がある。個人、業界、国による消費活動は、それが森林から遠く離れた場所で行われる

場合であっても、森林破壊に力を貸すことになる可能性がある。日本の環境 NGO の後援

で製作されたドキュメンタリー映画「木の来た道」には、「わたしたちは木と共に歩んできた

道を失ってしまった」という切実なメッセージが込められている。

　本章では、持続可能な熱帯林産物の取引につながる可能性をもつ幅広い革新的アプロー

チである自主的な持続可能性認証スキーム、調達方針、消費者の意識向上活動、違法木材

の輸入を禁止し輸入業者による違法性確認を要求する法律制定について、検証を行った（表

8.3）。これらイニシアティブのいくつかは極めて新しいものであるため、森林管理及び木

材製品の製造に対して与えている影響を完全に把握することは、現状ではできていない。

それでもいくつかの好ましい影響は見ることができる。公共調達方針の策定が生産国の供

給業者のサプライチェーン管理の厳格化につながった事例もみられた。一方、民間・公共

両セクターの木材の合法性証明に関する要求の高まりが、森林管理者の合法性基準に対す

る森林認証の申請を促した事例もあるということである。

表 8.3  検証を行った手法の主な特徴

手法のタイプ 年 導入を担う当事者 対象となる当事者 目的
1. 森林認証 自発的 最初の世界的ス

キームは 1993 年
／その後多くの
スキームが競合

環境・社会 NGO ／
林産業界

消費者、森林所
有者、森林管理
者、生産者、取
引業者

持続可能な 
森林管理

2.  公共調達方針 指揮統制的 最初の方針 は
1997 年 ／ 他 は
その後のもの

中央政府と地方自
治体の両方または
いずれか一方

直接：政府への
供給業者
間接：生産者と
取引業者

合法かつ持続 
可能な木材の
使用

3. VPA 指揮統制的 最 初 の VPA 調
印は 2008 年

EU 及び一部の生
産国／マルチス
テークホルダー・
プロセス

生産者と取引業者 EU における 
合法木材の 
消費／ 森林 
ガバナンス

4. 法的措置 指揮統制的 米国レイシー法
改正は 2008 年
／ EU のデュー
デリジェンス規
制は草案段階

米国と EU の機関 直接：取引業者
間接：生産者

米国における 
違法木材の 
輸入の制限

出典：著者
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　本章では「持続可能な林産物の需要と供給を増やし、持続可能でない製品の供給を阻止

するためには、生産国と消費国が協調して行動を起こす必要がある」というメッセージを

繰り返し述べた。EU 市場に木材製品を流通させる

貿易業者向けのデューデリジェンス規制と、EU の

FLEGT 行動計画の下での生産国の木材合法性認可ス

キームの開発支援との組み合わせは、その好例であ

る。森林認証もこの要求の具体例である。これと持

続可能性を証明するための森林管理計画の査察や認

証林から調達された製品であることを示すラベル表

示スキームを組み合わせることによって、消費者は情報に基づく選択をより多く行えるよ

うになるはずである。 

　EU の行動計画と森林認証は、いずれも林産物の持続可能な消費には持続可能な製品を

提供するための優れた森林ガバナンスが必要という成功のためのキーポイントの具体例で

ある。これは、森林をどう管理すべきか、また利益をどう分配すべきかを決定する機会を

森林に関わるステークホルダー全てが持っていないと、実現は不可能である 27。EU の行動

計画がパートナー国からの輸出木材全てを合法であると認められたものにすることだけで

なく、各生産国のステークホルダーが組織する様々な団体に合法木材の正確な定義に同意

させることにも関心を払うのは、そうした理由があるためである。同様に、森林認証スキー

ムが複数のステークホルダーが関わるプロセスを使用して持続可能な森林管理の定義を決

定し、認証の決定を行う際に一般の意見に耳を傾けるようにしているのも、そうした理由

によるものである 28。

　本章で述べた林産物の持続可能な消費の定義は、以

上の考察結果から生まれたものである。その定義を

受けて、生産システムが持続可能な木材生産量とい

う考え方ばかりに目を向けていたのでは、持続可能

な消費は実現できないという議論を展開した。持続可

能な消費を達成するためには、森林管理計画はむし

ろ長期的な観点から持続可能な生産を達成するため

に必要な、幅広い原則を反映したものでなければな

らない。その原則とは、例えば安全で公平な保有制度、

森林の住民や森林周辺のコミュニティの権利と要求

の尊重等である。こうした原則が森林管理に反映されていないと、長期的な観点から見た森

林への投資は魅力を失うことになる。これはステークホルダー間に紛争が生じるためである。

　本章で検証を行った方策とイニシアティブは、互いに補完的な関係にある。例えば米国

のレイシー法はその捜査が世間の関心を引くことによって、社会に消費が森林破壊の一因

となり得るという意識を植え付ける上で大きな可能性を持つ。最近行われたギブソン・ギ

ターの捜査がその最初の事例である。社会の意識が高まることによって、木材製品につい

ているエコラベルに対する要求が高まり、森林認証がそのための最も信頼できるオプショ

ンとなるであろう。 

　それでもリスクは残されている。一部の国が違法木材の輸入抑制活動を行うだけでは不

十分であり、自主的手段としての森林認証にも固有の限界がある。そのために持続可能で

ない木材の消費が、特定の個人、企業、国から別の個人、企業、国に移動するだけで事が

済んでしまう可能性があるからである。この問題はとりわけ中国、さらにはインド、マレー

シア、インドネシア等、主要木材消費国として頭角を現してきたアジア太平洋地域のいく

つかの国に当てはまる。特に中国は今や世界最大の林産物輸出入国である（ITTO 2008）29。

林産物取引の改革に取り組むイニシアティブはほとんどがアジア太平洋地域以外で生まれ

　持続可能な林産物の需要と供
給を増やし、持続可能でない製品
の供給を阻止するには、生産国と
消費国が協調して行動を起こす
必要がある。

　持続可能な消費を達成するた
めには、森林管理計画はむしろ長
期的な観点から持続可能な生産
を達成するために必要な、幅広い
原則を反映したものでなければ
ならない。その原則とは、例えば
安全で公平な保有制度、森林の住
民や森林周辺のコミュニティの
権利と要求の尊重等である。
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たものである。しかし、アジア太平洋諸国での木材製品消費の増加は、今こそこの地域内

での持続可能な消費の実現に注意を向ける必要があることを意味している。アジア太平洋

地域の「新興」消費国がこれまで注目を集めていたのは、米国、EU、日本といった最終市

場向けの加工と輸出のための木材原料の輸入国としての役割を持つという要因によるもの

であった（UNECE/FAO 2009）。これらの国々の木材製品の国内消費に関する研究はほとん

どないに等しい。

　研究の進んでいないもう一つの領域は、低炭素社会への移行にはどのような政策が有効

なのかを特定する木材製品のライフサイクル分析である。日本では政府と環境 NGO が、

木材のリサイクル、国産木材の使用、間伐材の使用を奨励している。ライフサイクル分析は、

こうした政策が例えば認証熱帯林から調達された輸入木材や木材に代わる素材を使用した

時と比べて、どの程度環境に影響を及ぼし得るのかという点の理解を深めることに寄与し

てくれることとなるであろう。

 
　この政策手段とイニシアティブの検証によって、林産物の持続可能な消費という考え方

が十分に練り上げられておらず、また情報に基づく政策的処方提供のための詳細な研究が

必要な問題が明らかに多数存在するということが判明した。研究が必要な項目は以下の通

りである。

•   違法木材の輸入を制限するための公共調達方針や法律制定がサプライチェーン管理と

森林管理に与える影響

•   世界的な森林破壊に関する意識向上活動が消費者の選択に与える影響、ならびに異な

る意識向上戦略の相対的な効果の違い

•   林産物やその代用品のライフサイクル全体での環境影響

•   該当地域の「新興」消費国、特に中国とインドの消費パターン

　もう一つの重要な問題は、森林減少・劣化からの排出削減（Reducing Emissions from 
Deforestation and forest Degradation: REDD）が林産物の生産と消費に与える影響である。

UNFCCC 締約国が現在 REDD に関する交渉を行っており、その結果が今後の地球環境に関

する枠組みの一部となるものと思われる 30。保護された天然林が生産、取引、消費される新

しいタイプの林産物となることで得られる炭素クレジットの量は、事前に知ることが可能で

ある。このことは従来型森林生産物の主力であった木材製品の供給を大きく減少させる可能

性があり、それによって木材製品の価格がかなり上昇するかもしれない。この価格シグナル

が、無駄の多い使用を抑止して持続可能な消費に貢献するか、それとも持続可能でない違法

資源からの生産を助長するかについては、厳重な監視が必要となるであろう。

注 
1.  例えば、パプアニューギニアでは、1993 ～ 2000 年のコンセッションの平均許可年数はわずか 11 年で、

法的に必要な 40 年の伐採サイクルよりはるかに短い（Forest Trends 2006, 6）。
2.  森林破壊による CO2 排出は全世界における人為的排出のおよそ 17% にのぼる（IPCC 2007）。これは

1990 年代の年間化石燃料排出量の 15 ～ 35% にも相当する（Houghton 2005）。
3.  ある熱帯国の事例は Forest Trends（2006）を参照のこと。
4.  この規約には、伐採計画、林道工事、伐採、搬出、荷役及び輸送業務、伐採影響評価、伐採労働者数

が記載されている。
5.  持続可能な森林管理の考え方は、森林管理に基準ベースのアプローチを取り入れたことで、さらなる

進化を遂げた。この基準は原則、基準、指標をうまく組み合わせて構成されている。持続可能な森林
管理の基準と指標の開発のための政府間のイニシアティブには、ヘルシンキプロセス（欧州 39 か国）、
モントリオールプロセス（温帯及び寒帯の欧州外の 12 か国）、タラポトプロセス（アマゾン協力条約の
8 か国を包括）等がある。その他のイニシアティブとしては、天然林の持続可能な管理のための ITTO
の基準と指標、国際林業研究センター（CIFOR）が開発した持続可能な森林管理のための基準と指標等
がある。
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6.  権利と資源イニシアティブ（Rights and Resources Initiative）のコーディネーター、アンディ・ホワイト
氏は、過去 20 年間に、熱帯地域の 30 か国の森林地域が深刻な紛争の影響を受けていると指摘し、そ
のことが、しばしば人権、市民権、財産権の制限に起因していることを明らかにした（2006 年に横浜
で開催された ITTC 第 41 回セッションの権利と資源イニシアティブのサイドイベントでの講演）。

7.  2009 年 5 月、インドネシア・バリ島で開催されたアジア森林パートナーシップにおける REDD と違
法伐採対策での講演より。

8.  この調査は、ITTO プロジェクト PD 391/06「認証熱帯木材及び証明済み合法熱帯木材の市場需要の促
進と創出 （Promoting and Creating Market Demand for Certified Tropical Wood and Verified Legal Tropical 
Wood）」において、FoE Japan、地球・人間環境フォーラム、IGES が実施した。

9.  ブルース・テルファー氏（アジア太平洋 SGS 森林監視サービス代表）の談話（2009 年 6 月）。2006 年に、
バニングスは木材及び木材製品購入に関する声明を発表した （http://www.bunnings.com.au にて閲覧可
能）。

10.  パプアニューギニア、ベトナム、ニュージーランド、中国、オーストラリア、日本には、国レベルの
FSC 作業部会があり、パプアニューギニアには FSC が推薦する国家規格がある。2 つの国レベルのス
キーム（オーストラリア林産物規格及びマレーシア木材認証スキーム）が、世界的な森林認証プログラ
ム（Programme for Endorsement of Forest Certification; PEFC）の下で相互承認されている。その他の国レ
ベルのスキームには、日本の『緑の循環』認証会議（SGEC）やインドネシアエコラベリング協会（LEI）
がある。東南アジア諸国連合（ASEAN）は、2002 年に汎 ASEAN 木材認証イニシアティブを策定し、
このイニシアティブが開発した森林認証への段階的アプローチに関する ASEAN ガイドラインを利用
して国レベルの森林認証スキームを作成するよう、加盟国に働きかけている。2009 年には中国国家
林業局が、Zhong Lin Tian He 森林認証センター（北京）を設立した。

11.  例えばインドネシアエコラベリング協会は、独立団体から国の構成団体となり、幅広いステークホル
ダーが参加できるようになった。一方、マレーシア木材認証会議は、PEFC 承認達成のため、2009 年
にマレーシア木材認証スキームとして再出発した。

12.  ブルース・テルファー氏の談話（2009 年 6 月）。
13.  世界自然保護基金の Global Forest and Trade Network（GFTN）が一例。このネットワークは FSC 認証に

つながる段階的アプローチの下で購入者団体と生産者団体をとりまとめている。
14.  森林認証保証プログラムとは、その名が示す通り既存の森林認証スキームの相互認識のシステムを提

供するが、FSC は全般的に FSC 以外のスキームとの調整に反対しているようである。
15.  Marron（2003）の推計によると、民間セクターの供給業者から政府が購入する製品及びサービスは、

1990年～ 1997年にOECD諸国では国内総生産（GDP）の 9%であった。またToyne et al.（2002）によると、
中国及び G8 加盟国の木材、木質チップ、パルプ、紙、木材製家具の公共調達が GDP に占める割合
は推定で平均 17.7% であった。さらに Simula（2006）の推計によると、公共セクター市場が国の林産
物消費の 10 ～ 25% に達している可能性があるとしている。ただしこれらの推計値はいずれも、給与・
年金等、被雇用者の補償に関する費用を含めた公共セクターの消費全体を産出対象としている。

16.  例えば日本の調達方針では、インドネシアからの林産物輸出の合法性を証明する森林産業活性化機構 
（BRIK）のシステムを認めている。BRIK 証明システムは、森林生産物輸送許可書（SKSHH）を利用し
ているが、この証明書は偽造や転売が行われやすいものとして知られている（Casson et al. 2006）。

17.  2004 年に実施された英国の公共調達方針との整合性を見る査定の結果を受けて、2 つの認証スキーム
（PEFC と SFI （Sustainable Forest Initiative））は、同方針の要件に合うように変更を行った。

18.  EU 加盟国と欧州委員会は、EU 市場の違法木材を特定し市場から排除するための実際的なメカニズム
がないことに気づき始めた。EU 加盟国のうちの数カ国は木材及び木材製品の世界的な主要輸入国で
ある。

19.  最初の VPA の交渉は、長年にわたる予備協議の後、2006 年末に開始された。ガーナとの交渉は 2008
年 9 月初旬、コンゴ共和国との交渉は 2009 年 5 月に終結し、カメルーンとの交渉はかなり進行した
段階にある。アジア太平洋地域では、インドネシア及びマレーシアとの交渉が進行中であるが、ベト
ナム及び中国との FLEGT の技術交渉は始まったばかりである。ガーナ及びコンゴ共和国との VPA の
終了を受け、欧州委員会の当局者は、これらの国で FLEGT 認可スキームの運用が開始されるには約
2 年の期間が必要とみている。

20.  アジア森林パートナーシップ「REDD と違法伐採の対話」（2009 年 5 月 28 ～ 29 日、バリ島）でのヒュー・
スピーチリー 氏（英国国際開発省）の発言。

21.  VPA アプローチの効力を高めることになるのは中間国である可能性がある。中間国とは VPA 生産国
から認可された製品を輸入し、高次加工を行った後に EU に輸出する国である。EU はこの目的のた
めに最近ベトナムと FLEGT 技術作業部会を設立し、さらに中国と違法伐採に対する二国間調整機構
を立ち上げた。 

22.  欧州の貿易業者、または FLEGT パートナー国の供給業者は、追加の管理要件を免除される予定である。
23.  処罰の幅は、「違法性の認識なく」禁止行為にかかわった場合に課される民事上の罰則から、刑事上の

重罪に相当する最高 50 万ドルの罰金、さらに「違法性の認識をもって」レイシー法に違反した事例で
の最高 5 年の懲役まで幅広い。

24.  http://www.fairwood.jp/woodguide/（森林の見える木材ガイド／フェアウッドパートナーズ）
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25.  http://www.goho-wood.jp（合法木材ナビ／全国木材組合連合会）
26.  環境省作成のポスターを掲出する地下鉄路線を決める際に資金上の制約が考慮の対象となった。
27.  ガバナンスは、「社会または組織が重要な決定を下し、関係機関と関係機関同士の関わり方を決定す

るプロセス」と定義することができる（Institute on Governance undated）。
28.  Cashore et al.（2006）は、森林認証が「業界と政府の間で歴史的に非公開のプロセスであった森林政策の

策定においてマルチ・ステークホルダーの参画を促進・奨励した」と指摘している。  
29.  中国国家林業局は、林産物の年間消費量は 2010 年に丸太換算（RWE）で推定 210 ～ 230 百万 m3、2030

年には同 400 ～ 430 百万 m3 に増加すると推計している（SFA 2005）。
30.  コペンハーゲン合意では、主要締約国が「森林減少・劣化による排出削減の重要な役割、ならびに森

林政策を用いた温室効果ガス排出削減の強化の必要性」を初めて認識し、さらに「先進国からの資金提
供を可能にするために REDD-plus 等のメカニズムを迅速に確立することでそうした活動に対するプ
ラスのインセンティブを提供する必要性に合意した。」同合意は公式には採択されなかったが、2009
年 12 月 18 日に「留意する」旨の決定が行われている。
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第 9 章
再生可能エネルギーへの迅速な移行：
持続可能な低炭素エネルギー利用への道

ジェーン・ロメロ

1.  はじめに

　エネルギー分野での持続可能な消費と

生産（SCP）の大きな課題は、エネルギー

利用と経済発展のデカップリングをどう

進めるか、ということである。持続可能

なエネルギー源を利用すれば、エネル

ギー利用を環境劣化から切り離すことが

可能である。環境コストの増加が経済的

便益の伸びを上回るのであればエネル

ギー利用は持続可能にはならない。従

来、化石燃料の利用による環境への悪影

響はローカルな汚染問題とみなされてお

り、この問題は排出基準を厳格化するこ

とで是正が可能であると考えられてい

た。最近の研究によれば、気候変動が壊

滅的な結果を引き起こしかねない速度で

進むのを避けるためには、化石燃料か

らの二酸化炭素（CO2）排出を、現水準か

ら 2050 年までに大幅に（最低 50 ～ 80%）

削減しなければならないと言われている

（Hansen et al. 2007）。将来的なエネルギー

源を何にするか、またそうしたエネル

ギーをどのように生産し利用するかは、

今後の開発の道筋を決定し、気候を安定

化させる上で極めて重要である。同様な

ことが、水、農業、森林管理を含む経済

全体に当てはまる。

　国際エネルギー機関（IEA）の「世界エ

ネルギー白書 2009」は、現状のエネル

ギー政策を変革しない限り気候変動の甚

大な影響は避けがたい、という厳しい論

調である。世界的なエネルギー需要は、

特に中国やインド等、主要な新興国の需

要拡大とともに、継続的に増加している。

化石燃料は依然主要なエネルギー源であり、趨勢型（BAU）シナリオでは、2004 ～ 2030 年

のエネルギー総需要の増加分の 83% を化石燃料が占めると予想されており、2004 ～ 2030

本章の概要

　現状のエネルギーの利用方法は持続可能
ではない。低炭素エネルギー源の利用への
移行は、消費量の削減だけでなく効率的利
用とも組み合わせて進めなければならな
い。本章ではトップダウン型の政策措置に
焦点を置くが、その成否は消費者の参加と
選択にかかっている。

•   炭素に価格を設定し、合意に基づく再生可
能エネルギーの利用比率目標を掲げ、助成
金の対象を化石燃料資源から再生可能エ
ネルギーに切り替え、再生可能エネルギー
のコベネフィットを認識することで、開発
の早期実現が可能になるであろう。

•   投資やプロジェクトを維持するために、
能力開発と訓練、技術移転、研究・開発

（R&D）、グッド・ガバナンスに関する補
完的な措置や政策を導入しなければなら
ない。

•   政府によるトップダウン政策の実効性を
確かなものとするには、個人、業界、コ
ミュニティが、電力、暖房、輸送用途に
化石燃料以外のエネルギー源を選択でき
るようなボトムアップ型アプローチを奨
励・支援すべきである。

•   再生可能エネルギー技術は、消費者に持
続可能な方法で発電された電力を利用し
てもらい、効率的な生産・消費に向けた
革新を推進してもらわなければ成立しな
い。消費者は、無駄の多いエネルギー消
費から、費用効率が良く社会にも環境に
も優しいクリーンなオプションの普及の
足掛かりとなるライフスタイルに移行す
る必要がある。
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年の炭素排出量増加のほぼ半分を電力セクターが占め、特にそのほとんどが炭素集約度の

高い石炭を使った火力発電に起因するものとなるであろう（WEO 2006）。

　BAU シナリオでは、2002 ～ 2030 年にアジア太平洋地域で建設される発電所の 55% が、

燃料として石炭を使用すると予想されている。これによって、2030 年までのアジア太平洋

地域の CO2 総排出量の 87% を電力セクターが占めることになる。2025 年までには、世界

の石炭消費量の 58% がアジア太平洋地域で燃料として消費されるようになるであろう。こ

れは年間 19 億トンの増加に相当する（WEO 2004）。

　一方で、エネルギーに関しては、世界人口のほぼ半分が電力を利用できないという問題

がある。アジアではおよそ 10 億人が電力を使えないままで生活している。世界全体で見

ると、およそ 12 億人が電力を必要としており、貧困層を半減させるというミレニアム開

発目標（MDG）のターゲット１を達成するには、2015 年までに 19 億人が近代的な燃料を利

用できるようにしなければならない（UNDP-WHO 2009）。

　エネルギーの持続可能な生産と利用を進めることは、エネルギー需要が旺盛な地域と不

足している地域のバランスをとり、また気候変動の影響をさらに悪化させるような従来型

のエネルギー供給から手を引くための最優先事項である。これは、もはや単に埋蔵化石燃

料を探せばすむ問題ではなく、代替燃料の活用を推し進め、消費を削減しなければならな

いということである。中国では急速に増加するエネルギー需要を満たすため、石炭を燃

料とする旧式の発電所が週に 1 基のペースで建設されている（Foroohar 2009）。「The Plot to 
Save the Planet」では、最もクリーンな発電所とは、発電所を建設しないことであると繰り

返し述べられている（Dumanine 2008）。エネルギー効率に優れた技術の普及と利用拡大等と

いった補完的な措置をエネルギーの責任ある消費と組み合わせることで、エネルギー需要

の大幅削減が可能になり、新しい発電所建設の必要性も減ることになる。

　再生可能エネルギーの利用とエネルギー効率の改善を組み合わせれば、エネルギー安全

保障、農村地域のエネルギー利用、気候変動に対する懸念に対処できる可能性がある。ア

ジア諸国のほとんどはエネルギー源を化石燃料の輸入に頼っているが、そうした国のほぼ

すべてに利用可能な再生可能エネルギー源が豊富に存在する。しかし現状の再生可能エネ

ルギーの利用比率は依然極めて低いため、化石燃料の消費に伴う環境上のリスクと安全保

障上のリスクを払拭するには至らないであろう。再生可能エネルギーの比率を増加させる

ことは、将来的なニーズを持続させるための喫緊の課題である。エネルギー政策は常に公

共政策として推進されてきたため、生産者側から見ると、再生可能エネルギーの開発は未

だ初期段階にある。様々な政策や規制メカニズムが存在し、任意措置のものと強制的なも

のの両方が混在している。

　目の前にある多くの課題に取り組むためには、すべての当事者とセクターからのあらゆる

協力が不可欠である。消費者の選択によって再生可能エネルギーの消費を増やすことは可能

であろうか？ 本章では当初、持続可能なエネルギー消費を推進する上で消費者がどのような

役割を果たすか－例えば社会の変化によるライフスタイルの変化－について掘り下げること

を意図していたが、こうした展望は政策的な現実味を欠くきらいがある。従って、本章では

政策主導のアプローチを消費者の選択と組み合わせ、消費者の選択によって政府の既存の再

生可能エネルギー政策を補完できるような統合的戦略がとれないかどうかを探ることにする。

　以下、セクション１では、化石燃料の消費を削減し、再生可能エネルギー等クリーンな

代替エネルギー導入の可能性を探ることがいかに緊急課題であるかをより深く考察する。

セクション 2 では農村と都市両方の現状を踏まえ、再生可能エネルギーの電力、暖房、輸

送用の利用が可能か否かを考察する。電力の届いていない農村地域に住む人々の選択肢の

中には適切な再生可能エネルギーがないかもしれないが、こうした人々にとってはエネル
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ギー源が何であれ、まずは電力が必要なのである。再生可能エネルギーはこうした人々に

政府が提供することのできる現実的で費用効率のよい選択肢である。セクション 2 では、

グリーン電力の利用に対してプレミアム価格を支払う意思のある環境意識の高い市民の増

加がどの程度貢献するかという点も考察する。社会の環境に対する意識の高まりを持続可

能な代替エネルギーを使おうという機運につなげるチャンスにしなければならない。しか

し、持続可能な低炭素エネルギー利用への移行に、トレードオフがないわけではない。セ

クション 3 では、移行に伴い新たに生じる可能性のある課題について論じる。またセクショ

ン 4 では、消費者の団結やトップダウン式の政策オプションに関する提言を詳細に論じ、

最後にセクション 5 で本章全体を総括する。

　戦略を立てる際には、エネルギーそのものだけでなく、輸送、住宅供給、工業、農業等、

エネルギーを利用する「セクター」にも注目しなければならないことも認識しておく必要が

ある。エネルギー消費を減らすために、建造物、輸送、工業の開発において効率向上を組

み込んでおくことは、後で技術を付け加えるよりはるかにコストがかからない。こうした

重要な関連問題については第 11 章で詳細に論じることにする。

1.1  エネルギー・セクターの展望：クリーン・エネルギーへの移行のトレンド

「石器時代が終わったのは石がなくなったからではない。石油時代の終焉も石油が尽き
る前にやってくる」
アハマド・ザキ・ヤマニ前サウジアラビア石油相

　2008 年 7 月に原油価格が 1 バレル約 145 ドルの最高値を記録したことで、世界的な化石

燃料への依存に対する問題点が再び浮き彫りになった。近い将来に石油危機がやってくると

いう終末論的な著書、特に C.J. キャンベルの「The Coming Oil Crisis」、マイケル・クレアの「世

界資源戦争（Resource Wars）」、ジェイムズ・クンスラーの「The Long Emergency」、ケネス・S・
ディフェイスの「石油が消える日（Beyond Oil）」、リチャード・ハインバーグの「Powerdown: 
Options and Actions for a Post-Carbon World」がベストセラーとなった。これらの著書では、「安

価な石油の時代は終わり、石油供給量は次第に減少している。現在のライフスタイルを維持

したいのならば、化石燃料に代わるクリーンなエネルギーをいかにして生産すべきかが大き

な課題である」という点が主要なメッセージになっている。IEA による 2008 年の統計は既存

油田の産油量が急速に減少していることを示しており、趨勢型アプローチではエネルギー危

機がフィクションではなく現実のものとなるかもしれないというジレンマを実証するものと

なっている。ピークオイルとは利用と採掘が可能な石油資源の半分が使用済みになる時期を

指し、IEA はこの時期に近づいているとしているが、既に過ぎたという主張もある。下の図 9.1
から、OPEC 加盟国、非加盟国ともに既存油田の産油量が減少してきていることがわかる。

図 9.1  既存油田の産油量の減少

出典：World Bank 2009



190

IGES 白書 第 9 章  再生可能エネルギーへの迅速な移行：持続可能な低炭素エネルギー利用への道

　ここ数年は代替エネルギー源を求めて、風力、太陽光、地熱、波、バイオマス等ありと

あらゆる再生可能エネルギーの活用が模索され、原子力の比率を増やすことも検討されて

いる。原油価格が 1 バレル 100 ドルを超えた時点で、再生可能エネルギーはもはや高価な

代替エネルギーとは見なせなくなった。しかしながら、世界金融危機の影響で石油消費量

が世界的に減少し、2008 年 12 月までに原油価格が 1 バレル約 35 ドルまで下落したため、

緊急性はほんの短期間のうちに薄れ、2008 年下半期の再生可能エネルギー・セクターへの

投資は前年同期より 23% 減少した（REN21 2009）。2008 年の唐突かつ極端な原油価格の変

動は世界のエネルギー安全保障の脆弱性を露呈し、ほとんどの国の政策課題でこの問題の

優先順位が上がることになった。燃料の最大 70% を石油に頼っている輸送セクターへの影

響が最も大きかった。大半の国はクリーンエネルギー確保のための長期計画で対応したが、

石油の戦略的な備蓄を最優先とした国もある。

　原油価格は現在、再び 1 バレル 70 ドル超まで上昇している。世界経済の持ち直しもそ

の一因であるが、ほとんどのアナリストが指摘しているように、主な要因は備蓄が弾力性

を欠くことである（Lafleur 2009; Godt 2009）。古い油田は産出量が減少しつつあり、新規油

田の探索事業は価格が下落すると中止された。新しい油田からの採掘開始には最短で 1 年

かかる。現在と将来の両方の需要を満たせるだけの供給量を維持するには、エネルギー源

の多様化が戦略的必然である。

　ここのところ気候変動が原因で起こっている大災害も、炭素排出量削減のためにクリー

ンなエネルギー源が必要となる理由の一つである。2009 年 9 月 22 日の国連気候変動サミッ

トにおいてインドネシアのスシロ・ユドヨノ大統領は、「気候に関して交渉することは可能

であるが、気候と交渉することは不可能ということを忘れてはならない。気候に待ったを

かけることはできない」と発言した 1。気候変動の影響はもはや将来の問題ではなく、すぐ

目の前の問題である。研究者たちはハリケーン・カトリーナや最近マニラで起こった大規

模な洪水、あるいはフィージーを襲った熱帯低気圧等が必ずしも直接的な気候変動の影響

であると結論付けてはいないが、地球温暖化により予測不可能な災害の頻度が高まるもの

と考えられている。これらの災害は、熱帯低気圧の発生頻度は変化しないが強度が高まる、

という IPCC の予測とも一致している。

　また図 9.2 に示すように、世界のエネルギー消費の 55% が上位 6 カ国に集中していると

いうエネルギー利用の不均衡もあり（WB 2008）、国際的に見て大きな懸念となっている。

さらに 2008 年の世界開発指標では、高所得経済のエネルギー利用量は低所得経済の 11 倍

であるという指摘がされている。エネルギー関連 CO2 排出量上位 6 カ国がエネルギー消費

上位 6 カ国と同じであることは驚くべきことではないが、中国とインドの一人あたり排出

量は所得の高い国々の排出量をはるかに下回り、それぞれ 4.3 トン、1.3 トンである。供給

の見通しが不透明なことから、現状の傾向は長くは続かない。これらの国々の排出量はエ

ネルギー関連排出であることを強調しておきたい。これに対して、排出量で第 3 位につけ

るインドネシアからの排出は主に森林破壊によるものである。
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図 9.2  エネルギー消費上位 6カ国の一人あたりエネルギー使用量

出典：World Bank 2009

　化石燃料の埋蔵量不足、石油が豊富な国々の地政学的な不安定さ、100 年に一度の暴風

雨、経済成長に伴う人口増加は、まさに現在の「不都合な真実」である。しかし、あらゆる

危機と同じように、状況を反転させる機会は等しく存在する。化石燃料供給量の減少を鑑

みれば、エネルギー源の持続可能な消費と生産は、政策上も経済上も不可欠なものとなっ

た。持続可能なエネルギー利用の実現とは、将来の世代のクリーンなエネルギー源選択の

機会を確保するためのコストも含めた、総エネルギーコストを支払うことを意味する。再

生可能エネルギー投資家であるビノッド・コースラ 2 の積極論から、グリーン経済への移

行の大きな変化は今後 25 年間ありそうにないと考えているシェブロン CEO のデイヴィッ

ド・オライリー 3 の懐疑論まで様々な議論が存在するが、行きつく結論は緊急に取り組み

を開始する必要があるということである。ウォーレン・バフェットは最近、持続可能なエ

ネルギーに多額の投資を行った。気候が理由ではなく、持続可能なエネルギーが今後の自

らの投資事業のポートフォリオの質を高めると考えているためである。開発を推進し、貧

困を低減するには、持続不可能な化石燃料に大きく依存することなく、適切なエネルギー

を確保する必要がある。再生可能エネルギーを持続可能な方法で開発して利用するという

選択は、エネルギー効率の向上やエネルギー消費量の削減とともに、アジア諸国がとるこ

とのできる賢明な選択肢の一つである。

2.  再生可能エネルギーの選択

2.1  アジア地域のエネルギーミックスに占める再生可能エネルギーの比率の展望

　世界でも稀な急成長を遂げつつある国が多数存在するアジア太平洋地域は、世界最大の

エネルギー消費地域となると予想されており、精力的に再生可能エネルギーを追求するた

めの強力なインセンティブが必要である。再生可能エネルギーは、送電網に接続できない

アジア途上国の農村地域への電力供給方法としても、特に重要である。

　アジア主要国のほとんどは再生可能エネルギーの推進に対して支援を行っている。こう

した国々には未開発の膨大な再生可能エネルギー源を開発できる可能性がある。国内外か

らの投資を呼び込むため、様々な政策やインセンティブが既に導入されているか、または

検討段階にある。しかしながら、再生可能エネルギーの利用推進に向けた各国政府のイニ

シアティブやアジア地域のエネルギー担当大臣の共同声明があるにもかかわらず、同地域

でのエネルギーミックスに占める再生可能エネルギーの比率は、今後高くなるという予想

はあるものの、現状では依然として低い。
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　表 9.1 に見る通り、ほとんどの政府がクリーンなエネルギー源利用のために野心的な目

標を掲げていることから、この状況は今後数年で変わる可能性がある。中国は現在、暖房

用の再生可能エネルギー生産で世界一、環境目的の刺激策も総額 1,280 億ドルと世界最大

であり、2008 年には数十社の代替エネルギー会社が新規設立された（Foroohar 2009）。

表 9.1  アジア主要国・地域の再生可能エネルギー目標

国 目標
バングラデシュ 2020 年までに電力の比率を 10% に

中国 2020 年までに一次エネルギーを 15% に（10GW という従来の風力発電能力目標は
達成済み、6 省で 2020 年までに 100GW の新たな風力発電能力を生み出す新しい
大規模「風力発電基地」計画）

台湾 2010 年までに電力の 10%

インド 2012 年までの新しい再生可能エネルギー能力目標を 14GW にアップ

インドネシア 2025 年までに地熱で 9.5GW

日本 2020 年までに太陽光発電で 14GW、2030 年までに 53GW の新目標

フィリピン 2013 年までに総発電能力を 4.7GW（現在の RE 能力の 100% 増）

シンガポール 2012 年までに 50,000m3（約 35MWth）の太陽熱温水

韓国 新一次エネルギーの比率を 2020 年までに 6.1%、2030 年までに 11%

タイ 2011 年までに 8%

出典 : REN21, 2009 Renewables Global Status Report; REN21, 2007 Renewables Status Report

2.2  将来的に再生可能電力が大規模に利用されるようになる可能性

　アジア主要国のほとんどは、再生可能エネルギーに関する政策目標と、大規模利用の可

能性がある豊富な資源を有する。現在、全世界の電力需要の約 5 分の 1 は再生可能エネル

ギーでまかなわれており、その大半は大規模水力発電によるが、他の資源による発電も着

実に増加している。再生可能エネルギーに対しては、従来の化石燃料よりコストが高い、

出力が断続的で一定でない、資源のある場所と電力需要のある場所が遠すぎる等といった

欠点がしばしば指摘されるものの、再生可能エネルギーが大量給電の主流になり得るこ

とは、多数の研究が示すところである。様々な研究機関や有識者が描く世界的なシナリ

オ（WBCSD 2005; EREC 2004; Greenpeace and EREC 2007; Johansson et al. 1993; EC 2006; IEA 
2006）の多くが、2050 年に再生可能エネルギー源が世界の電力にどの程度のシェアを占め

るかをモデル化している。これらのシナリオは、さまざまな条件や変数の相互作用を考慮

しており、具体的には、現在及び将来的な技術オプション、経済成長と人口増加、環境排

出、エネルギー需要、利用可能な資源、様々な形の制約や障害、将来に向けた統合戦略や

政策の提言等が反映されている（Martinot et al. 2007）。このシミュレーションの結果はきわ

めて有望で、2050 年の全世界的な再生可能エネルギーの比率を見ると、IEA エネルギー

技術展望の約 7,000TWh という控えめな推定から持続可能な開発のための世界経済人会議

（WBCSD）の 5 倍超の増加で約 37,000TWh になるという高めの推定まで多岐にわたる。た

だしこれらのシナリオによるモデル化の結果を解釈する際には、これらが不確定要素を度

外視した予想であることに注意しなければならない。今回の世界的な金融危機の経験から

もわかるように、ごく稀にしか起こらない事態により、基礎的な想定が覆えされる可能性

もある。コンピュータのプログラミングの際に使われる「if-then-else」式のシナリオとその

結果から、長期的な再生可能エネルギー政策を策定する際にどのような範囲の可能性があ

るかということをよりよく理解するための洞察が得られるということを踏まえておくこと

が重要である。実現するのが上記の控えめな推定値であるとしても、将来のエネルギーミッ

クスに占める割合は極めて大きい。
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2.3  電力が通っていない農村地域へのオフグリッド・アプローチ 4

　信頼性があり、価格の安定したエネルギーの提供は、MDG の主要目標の一つである。

技術が発達した現在にあって、なお図 9.3 のように途上国人口の半数以上が電力を利用で

きないことは皮肉な事実である。エネルギー不足は貧困を示す指標の多くと密接に関係し

ている。ある人が量的・質的にどの程度のエネルギーを消費できるかということと、その

人の貧困、搾取、社会的な隔絶、知識の取得や達成、健康、生計、安全の程度とは相関関

係にある（ESCAP 2005）。

図 9.3  途上国で電力が利用できない人々の割合（2008年）

 
 
出典 : UNDP 2009

　調理、照明、暖房という基本的なニーズにバイオマスを使用する農村地域の大部分では、

燃料の薪や落ち穂、そして乾燥した牛糞が女性や子どもの手によって集められている。資

源の減少によってこうした活動にかかる時間が長くなり、それ以外の生産的な労働時間が

短くなっている。子どもが家庭の雑用の手伝いのために学校に行かせてもらえないことも

ある（Mencher 1989）。また、肺炎で亡くなった世界の子供の約 40% はバングラデシュ、イ

ンド、インドネシア、ネパールの子供たちであるが、その多くは室内で伝統的な燃料を使

用したための汚染に原因がある（ADB 2002）。農村地域ではエネルギーさえ利用できれば、

それが電力である必要はない。エネルギーさえあれば命が救われ、女性は生産的な収入を

得られる仕事に就くことができ、子どもを学校に行かせることができる。

　現代のエネルギー供給は、貧困層が利用できるようにしただけでは不十分であり、貧困

層にも手が届く価格が実現された後、人間開発や貧困の削減という実質的なメリットをも

たらさなければならない（ADB 2006）。エネルギー不足の地域は資金源も少ないため、オフ

グリッド電化プロジェクトの開始は、政府または NGO の姿勢にかかっている。

2.4  オフグリッド・プロジェクトをスケールアップする方策

　まず初めに、農村の電化自体が目標ではないことを認識し、電力供給を地域社会の発展

と一体となったものとして捉える必要がある。電力供給は人々の生計や教育、健康を改善

し、生活の質を向上させるための手段である。

　分散型送電網を導入するにあたって、地方コミュニティのニーズや自然環境の特徴はコ

ミュニティごとに異なる。また、それに対応した適切な再生可能エネルギー源や技術、さ
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らに実施スキームも異なる。多くの課題は技術の導入方法や天然資源の活用方法ではなく、

それらを持続させる方法にある。プロジェクトのほとんどは、開始することに注力し、コ

ミュニティがそのプロジェクトに順応し、それを持続させるために必要とする補完的能力

の開発をしないまま、個々のパイロットプロジェクトは過熱と低迷の波を繰り返すことな

る。支援は個々のプロジェクトではなく、制度を対象に行うべきであろう。特定のプロジェ

クトを対象に資金援助を行うことでこうした過熱と低迷の波が生じる傾向があり、制度面

での能力開発に至らないのが一般的であるためである（Kammen 1999）。中国はミニグリッ

ドの導入によって 20 ヵ月で 1,000 区域を電化する意欲的な農村電化プログラムを実施した

が、このプログラムには制度の開発や研修が組み込まれており、プロジェクトの資金全体

の 30% が地元担当者の研修に割り当てられた（Ku et al. 2003）。

　最も成功した農村電化プロジェクトには、概してコミュニティが関わっている。バング

ラデシュのグラミン銀行は、電力が利用できない人々を対象に家庭用太陽光発電システム

向けの貸付を行っている。フィリピンとバングラデシュには消費者が所有または管理す

る協同組合のネットワークがあり、環境パフォーマンスの年次目標の達成と組合員やコ

ミュニティへの電力供給の見返りとして、報奨金の支給を受けている（Osafo and Martinot 
2003）。対照的に、インドネシアのエネルギー自給村（ESSV）でバイオ燃料プロジェクトを

実施した際にとられたトップダウン型アプローチでは、再生可能エネルギーの使用を増や

すために政府が提供した設備がうまく活用されなかった村の事例がある。再生可能エネル

ギー設備の運転開始コストの一部を利用してコミュニティの参加を促し、能力開発と研修

による人材開発に投資を行うことで、分散型エネルギープロジェクトをより長続きさせる

ことが可能になる。

Box 9.1  インドネシアのエネルギー自給村（ESSV）でのバイオ燃料プロジェクト

2.5  都市における再生可能電力の利用

　化石燃料への依存から再生可能エネルギー利用への移行を意図通りに実現することは、

社会的・政治的な課題であり、その推進力となり得るのは、エネルギーに対する個人のニー

ズの増大である。大半の議論や施策は、エネルギーを必要としているのは国自体ではなく

　インドネシアはかつて OPEC に加盟していたことがあり、利用されていない再生可能

エネルギー源が豊富であるにもかかわらず、電力が利用できない住民は人口の 3 分の 1
に及び、約 3,700 万人（総人口の 17%）が月収 14 ドル未満という国の貧困基準以下の生

活をしている。政府は農村開発戦略の一環として、遠隔地の 1,000 の村を対象に、地元

にある再生可能エネルギー源を利用してエネルギーを自給自足するエネルギー自給村

（ESSV）プロジェクトを開始した。そのうち 500 の村では、照明や農作業用の基本的な

設備の運転や調理用灯油の使用を代替するため、ジャトロファ、キャッサバ、サトウモ

ロコシから自給用バイオ燃料を生産する。残りの 500 の村では水資源を活用して小水力

発電やマイクロ水力発電設備を開発し、さらに太陽光発電機を設置する。バイオ燃料ベー

スのプロジェクトは、現在約 150 の村で実施されている。政府が必要な処理設備を提供

しているが、残念ながら成功率は予測を下回っており、継続的に稼働するための主原料

の供給が不安定である。村の農家が主に必要としているのは、エネルギー生産に必要な

バイオ燃料の原料となる作物の収量を増やすためのノウハウである。しかし政府の助成

金はほとんどが設備の購入と小規模加工施設の建設に当てられている。主原料の安定供

給のためには、農家が訓練を受けて生産性を改善し、同時に農業収入を拡大するため、

また農家自身のエネルギーに対するニーズを満たすために、農家自身が果たす役割を認

識する必要がある。

出典：Chew 2009; Author unpublished survey notes 2009 
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その国の市民であるということを忘れ、国レベルで問題を考えている。直接・間接を問わず、

エネルギー需要が全体として増加していることが問題なのである。従って、能力に違いは

あっても、消費を減らし、環境に配慮したエネルギー源を選択することで、誰もが解決策

の一部を担い得る。

　生産工程の変革を行うことに加え、消費者の需要を変化させることがエネルギー消費と

炭素排出のあり方を大きく変える上で不可欠の要素となるであろう（UNDESA 2007）。アジ

アの環境に対する意識は急速に他国に追いつきつつある。最近起こった自然災害は、気候

変動の影響拡大が意味するところを想起させる。共感は変化の推進力となり得る。政府の

再生可能エネルギー及びエネルギー保存政策を補完し支援するボトムアップ型の行動を支

援するには、エネルギーの供給と需要に影響する要因に対する意識を高める必要がある。

2.6  個人による設備

　再生可能エネルギー技術のコストが法外に高いと普及はなかなか進まない。再生可能エ

ネルギーは、政府の助成金無しでも市場で競争力を持つようになるまで主流化されること

はない、というのが大方の一致した意見である。しかし、同レベルの助成金が再生可能エ

ネルギーに給付されていれば、再生可能エネルギーは化石燃料ベースの電力を既に追い抜

いていたであろう。米国では現在、風力発電のコストは平均で 1kWh わずか 6 セントであ

る。これは天然ガスより低く、石炭とほぼ同じである。太陽光発電モジュール価格も同様

に 10 分の 1 に下落している。モジュールの公称価格は 1993 年に 1 ワット 5.00 ドルを超え

ていたが、2009 年には 1 ワット 2.50 ドルを下回った（Sawin and Moomaw 2009）。

　再生可能な設備と技術の価格の下落は、輸入に依存するアジア諸国のほとんどにまだそ

れほど大幅な影響を与えていないが、関心は高まってきている。太陽光発電システム（PV）

の価格を低下させるために、まず富裕層の家庭に太陽光発電や太陽熱温水器を設置させる

ように仕向けるという社会規範によるマーケティング手法の利用が考えられる。そうする

ことで長期的に価格が下落し、一般大衆にも手が届く水準になるであろう。たとえ富裕層

にとって経済的なインセンティブが小さいとしても、そのモチベーションは気候変動の悪

影響に対処する際の力となる可能性がある。各人が互いに依存状態にあると認識すること

が、個人が地球環境に有益な行動をとるきっかけとなる可能性がある。

Box 9.2  日本の屋上型太陽光発電装置

2.7  グリーン電力

　再生可能エネルギーの利用を推進するためのもう一つの方法は、従来の電力会社にグ

リーン電力の供給を義務化することである。それは電力会社が発電したものでも電力会社

　日本の太陽光発電装置の 80% 強は一般家庭の屋根に設置されている。環境エネルギー

政策研究所（ISEP）は 2004 年に、政府のサンシャイン計画に参加した家庭の反応、参加

の動機と期待を評価する調査を実施した。興味深いことに、ほとんどの家庭では屋根に

太陽光発電装置を設置しただけでなく、この計画に参加したために省エネ意識が高まっ

たことによってエネルギー使用が減っていた。回答者からは、屋上型太陽光発電装置の

設置によって環境行動の好ましい変化（使っていない照明や器具のスイッチを切る、家

族が一つの部屋で過ごして暖房やエアコンを最大限活用する）等、著しいコベネフィッ

トが得られた、家族間や太陽光発電装置を設置した他の家庭とのコミュニケーションが

増えた等の意見が寄せられた。

出典 :  Iida, T. et al. 2006. Renewable energy and social innovation in Japan.
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以外が発電したものでも構わない。重要なのは複数の電力会社の目的を一致させることで

ある。従来の電力会社が新しい化石燃料ベースの発電所を建設せずに需要を満たせるよう

なインセンティブを与えるべきであろう。代替エネルギーを送電網に取り込むことを奨励

するためにとられてきた従来の方法は、固定価格買取制度か再生可能エネルギー・ポート

フォリオ基準（RPS）である。前者では、電力事業者は再生可能な電力を政府が設定した市

場価格より高い価格で購入するよう義務付けられている。一方、後者は電力会社に対して

一定量の電力を再生可能エネルギー源から発電することを義務付けるのが一般的である。

こうした政府のインセンティブは、再生可能電力市場へ一定の浸透が達成されれば段階的

に廃止されるのが普通である。再生可能エネルギーは一般に助成金のつく化石燃料より高

価なため、消費者にグリーン電力奨励の負担を課さないよう政府目標も低く設定されてい

ることが多い。

　結果から考えると、これは本当に消費者の「負担」なのであろうか。電力料金の請求書に

適正な説明があり、適正に反映されるなら、グリーン電力のためのわずかな金額が上積み

された料金を実際に支払えないものかどうか検討してみる価値はある。環境被害や健康問

題をもたらし、また石油が原因で戦争を引き起こしかねない化石燃料の使用に対する真の

コストを今後も支払い続けるよりはいいのではないか。

　再生可能エネルギーの活用にはコベネフィットがあるというコンセンサスは高まりつつ

あるが、まだ消費者の嗜好を変化させるまでには強くなっていない。グリーン料金制度は

1990 年代初頭に米国で導入され、環境のために喜んで支払いに応じる人々の割合を徐々に

増やしてきた。そうした人々はグリーン料金を個人の選択上の課題、経済効率に資するも

の、消費がもつ社会の病を癒やす力とみなしている（Miller and Serchuk 1996）。

Box 9.3  グリーン電力の基礎

　環境のために進んで支払いに応じる人々は、（もちろん誰もがそうあってほしいが）請求

書の電力料金に含まれる上乗せ価格を支払うことで電力事業者の再生可能電力インフラ整

備を支援することができる。電力事業者がグリーン電力を供給していない場合は、再生可

能エネルギー認証（グリーン ･タグとも呼ばれる）を購入することができる。それを見れば、

その人が電力セクターのグリーン化だけでなく、今後の天然資源の持続不可能で破壊的な

利用を防止するために積極的な行動をとっているということがわかる。

　グリーン電力は再生可能エネルギーの一部であり、環境上のメリットが最大の再生可

能エネルギー源と技術の代表である。米国環境保護庁（EPA）はグリーン電力を太陽光、

風力、地熱、バイオガス、バイオマス、低インパクトの小水力発電で生産した電力と定

義している。消費者は環境影響の回避と GHG 削減というメリットを求めてグリーン電

力を購入することが多い。

　グリーン電力市場の売り手は 3 つのカテゴリーに分けられる。

•   グリーン料金を設定してグリーン電力を会員顧客に供給する電力事業者。

•   自由化された市場で市場原理に基づいてグリーン電力を供給するエネルギーマーケ

ティング企業。通常、グリーン電力マーケティングとは区別される。

•   再生可能エネルギーの特性（クリーンな発電、再生可能エネルギー生産者の支援、

原油価格安定性、排出削減等）を、取引可能な再生可能エネルギー認証、再生可能

エネルギークレジット、またはグリーン・タグとして販売するマーケティング企業。

出典 :  US EPA Green Power Partnership（http://www.epa.gov/grnpower/gpmarket/index.htm）American Wind 
Energy Association 2004, Green Pricing Resource Guide
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2.8  スマートグリッドとスマートメーター

　気候変動問題に対処するためにエネルギーシステム全体を転換するには、低炭素エネル

ギー源だけでなく、効率のよい送電システムが必要である。IEA は 2003 年から 2030 年ま

でに世界中でスマートグリッドを構築するには 16 兆米ドル強の資金が必要になると試算

している。

　スマートグリッドは電力供給を行う際の供給元から消費者に向けた通信機能を最適化す

る。双方向デジタル技術を駆使し、リアルタイム情報を提供することで需給の管理を実現

し、消費者を電力消費だけでなく生産にも積極的に参加させることで需要のピーク時に障

害が起こらないようになる。また、電力の変動への対処能力が高く、局地的な分散型発電

の利用によって送電による損失を低減できるため、再生可能エネルギーの不安定な性質を

補完することができる。スマートメーターはスマートグリッドの一部とも言え、発電所か

らコンセントに至る通信路としての役割を果たす。このメーターを使うと、消費者の選択

に応じて需要のピーク時やオフピーク時に特定機器の制御を行うことができる。スマート

グリッドが実現すると、電力が一番安価な時間帯に、洗濯機や稼働時間を選ばない工業用

加工機械、電力自動車の輸送用電力の充電器等、一部の家庭用電化製品のスイッチを入れ

ることができるようになるかもしれない。ピーク時には温水器やビル全体の冷暖房システ

ム等、優先順位の低い電化製品のスイッチを切り、需要を減らすことも考えられる。最終

的に、風力発電や太陽光発電で再生可能エネルギー生産を始める家庭や企業が増えれば、

スマートグリッドは多数の小規模発電所の電力生産を調整し、余剰エネルギーを送電網に

還流させることが可能である。

Box 9.4  スマートグリッドと次世代の消費者

　スマートグリッドの開発が終わるまでにはまだ数十年かかるが、既存の事例はいくつか

ある。イタリアで 2005 年に終了したテレジェストーレ（Telegestore）プロジェクトは、スマー

トグリッドシステムの最初の運用例の一つである。企業が運営全体を担当し、独自のメー

ターを設計・製造し、システムの統合を行って、独自のシステム・ソフトウェアを開発した。

史上初の商用規模のスマートグリッド技術で、プロジェクト費用は 21 億ユーロ、年間 5 億

ユーロの費用節減に成功した（NETL 2008）。

　スマートグリッドが持つ可能性を消費者に送電網の運用に積極的に参加させるための

動機付けとして利用することで、さらなるライフスタイルの変化を促すことができる。

ピーク時とオフピーク時で異なる電力料金に呼応して、消費者がエネルギーの消費の仕

方を変える可能性があるためである。ある調査から、消費者はより多くの選択肢を必要

としているというマーケティング上の証拠が得られた（IBM 2007）。米国、ドイツ、オラ

ンダ、英国、日本、オーストラリアの電力事業経営者約 100 人、1,900 の家庭や小規模

事業者と面接した結果、以下が明らかになった。

•  電力の供給元を選べない者の 83% が、こうしたオプションを歓迎している。

•   再生可能エネルギーの選択肢がない消費者のおよそ 3 分の 2 が、それを選択をした

いと考えている。

•   ほぼ 3 分の 2 の人々が自家発電に興味を持っている。ただし電力事業者に電力を買

い取ってもらえることが条件。

出典 :  IBM. 2007. IBM Energy and Utilities Global Residential/Small Business Consumer Survey. http://www-
03.ibm.com/industries/utilities/doc/content/landingdtw/3165578119.html?g_type=pspot 
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3.  低炭素戦略の実施

　再生可能エネルギーの大規模な導入には問題がないわけではない。アジアのほとんどの

国では、スマートグリッドはまだ切迫した問題ではない。短期的には経済競争力低下の

可能性に対する懸念と資金や技術の不足が、途上国の重要課題である。こうした要因は、

アジアの貿易自由化の環境影響に関する IGES の革新的・戦略的政策オプション研究第 2
フェーズ（IGES 2008）で詳細に論じられている。以下にいくつかの要点をあげる。

短期的意義

再生可能エネルギー推進を阻む“囚人のジレンマ”

　再生可能エネルギーに固有の初期費用の高さは、いわゆる囚人のジレンマの問題を引き起こ

す可能性がある。初期費用の高さが、国が再生可能エネルギーへの投資を抑えるための動機に

なってしまう可能性があるということである。再生可能エネルギー利用を増加させる国は環境

上のメリットを得るために、必然的に価格プレミアムを支払うことになる。国は再生可能エネ

ルギー利用の増加がエネルギーを利用する業界の経済的競争力低下を意味することに気づく。

残念ながら、ほとんどの途上国では経済発展の利益の方が環境利益より優先される。

　複数の国が合意の上で国際的または地域的なアプローチをとり、自国の再生可能エネル

ギー目標を引き上げれば、上記のジレンマが相対的な経済競争力に影響を及ぼすことを回

避する力となろう。経済競争力の変化を最小限に留めるには、京都議定書にならって各国

間の目標に違いを持たせることも可能である。

グローバル化でコストの重要性が増し、再生可能エネルギーより化石燃料が選好される

　再生可能エネルギー政策は、現状及び将来的な貿易自由化イニシアティブの影響を考慮

したものでなければならない。自由化によって貿易や事業を行う際の生産コストの重要性

がより高まるためである。そうした状況では、従来の（助成金を受けた）電力より高価なこ

とが多い再生可能エネルギーの魅力は小さい。したがって、貿易自由化は発電用燃料を選

ぶ過程でのコストの重要性をより高めることになる。追加の政策措置による支援がなけれ

ば、コストの高い再生可能エネルギーの推進はさらに困難になるであろう。

　政府がエネルギー安全保障の優先順位を高くすれば、この傾向はさらに大きくなる。エ

ネルギー安全保障は環境問題より優先度が高いのが一般的である。したがってコストへの

関心が高まることも一因で、政府の努力は化石燃料供給の安全保障、備蓄、国産の化石燃

料の探査に集中し、再生可能エネルギーの利用を推進するための努力にはあまり注意が払

われなくなる。 

再生可能エネルギーの供給量の不安定性

　再生可能エネルギーは供給が断続的で不安定という問題があるが、この問題は少なくと

も太陽光及び風力技術に関しては、送電網の国際的な相互接続による送電規模の拡大や電

力取引の増加で大幅に低減できると考えられる。再生可能エネルギー利用を拡大するには

安定的なバックアップが必要であることは、EU の事例からも明らかである。EU は、再生

可能エネルギーからのエネルギー消費を 2020 年までに全体の 20％に引き上げるという目

標を達成するために、相互に関係する効率的なエネルギーシステムを開発した（EP 2007）。
アジアでは相互接続には主に地理的制約があることから、物理的な意味で電力取引の範囲

が限られている。対照的に、世界の他の地域の多くでは、国境を越えた送電網の相互接続

によって、電力は今や取引可能な商品となっている。
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技術移転または再生可能エネルギーの開発能力

　再生可能エネルギー政策の施行に向けた能力開発は容易ではない。大規模な財源と技術

資源が必要で、ほとんどの途上国は援助を必要としている。したがって、再生可能エネル

ギーの普及に向けた財源と技術資源を途上国に移転するための何らかのメカニズムが望ま

れる。しかし、再生可能エネルギー資源の組み合わせは各国で異なるため、特定の事例に

合わせた援助が必要であるということを認識しておくことが重要である。

長期的意義

　送電網の向上は、再生可能エネルギーの統合を大規模に進める上で不可欠な前提条件で

ある。海を隔て互いに離れた場所にある大規模な再生エネルギー源同士の統合だけでなく、

局地的で小規模、かつ分散型の再生可能エネルギー源同士の統合も行う必要がある。再生

可能エネルギー源が存在する場所と需要の大部分がある場所が地理的に離れていることを

踏まえれば、再生可能電力を遠隔地から消費の中心へと送り込むために、戦略的な相互接

続を行う必要がある。

　東アジアでは既に 4 件の相互接続が実現し、新規プロジェクトも 11 ～ 14 件が検討され

ている。こうした相互接続によって各国の政治的関係が改善され、地域のエネルギーに関

する緊密な協力関係の発展が促された（APERC 2007）。しかし、これらの相互接続はアジア

の限られた地域しかカバーしていないため、拡大できる範囲は相当広いものの、当面は電

力取引の能力に限界がある。電力取引推進のためだけでなく、再生可能エネルギー推進の

ためにも、相互接続は進めなければならない。それによって全体的なエネルギー効率も高

まるであろう。したがって、電力取引と送電網の接続・拡張を推進して再生可能エネルギー

の利用を促し、全体的なエネルギー効率を高める政策を調整するために、地域協力が必要

なことは明らかである。地域内の経済統合を進めることで、それを促すことができるであ

ろう。

3.1  原発利用の増加について

　原子力発電は 1970 年代に一時衰退した後、復興期を迎えている。再生可能エネルギーの

ポートフォリオ全体を使っても需要すべてを満たすだけの供給量がないことを踏まえ、不

足分を原子力発電を増やすことでまかなう必要があるというコンセンサスが形成されつつ

ある。CO2 を排出せず、拡張性があり、エネルギー効率が比較的よく、既に確立された技

術であることから、原子力発電は化石燃料よりクリーンであると考えられている。その一

方で、実質的かつ感覚的に見てもリスクが高い。使用済み燃料の廃棄は尽きることのない

ジレンマであり、使用済み燃料は将来適切な技術が利用できるようになるまで安全に保管

しておく以外、まだ合意に至った処理方法がない。また、原発に広島や長崎のイメージが

つきまとって離れないように、感覚的な安全上のリスクも存在する。しかし、それは核開

発の野望を抱く危険な国々の不穏な動きが続くことで、現実的なリスクに変わりつつある。

　気候変動を理由に原発利用の増加を正当化することは、極めて危険であると同時に脆弱

さを抱え込む要因にもなる。皮肉なことに、NATO 加盟国は気候変動の緩和策や適応策へ

の投資以上に、大量の化石燃料埋蔵量を持ちながら戦争で荒廃した国々での秩序回復に巨

費を投入している。太陽光、風力、地熱、バイオマス等の新しい再生可能エネルギー源は

全エネルギー供給量の 4% に届かず、再生可能エネルギーの研究開発（R&D）に対する 2008
年の米国政府支援総額は 6 億 5 千万米ドルそこそこで、イラクでの 1 日の戦費とほぼ同額

である（EESI 2007）。気候変動の影響はある程度緩やかにしか被害をもたらさないと考えら

れているが、一方で核兵器のリスクは即時の全滅を意味する。
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　原発の増加によって安全上の脅威が増すと考えられることを別にすれば、原発建設を増

やす上で大きな制約となるのは、その規模の大きさと建設期間の長さである。一基の原子

力発電所の計画、認可、建設には 10 ～ 15 年かかるのが一般的で、期限内に完成しないこ

とも多い。また大資本が必要なことやリードタイムの長さのため、原発建設には他の発電

所にはないリスク・プレミアムの支払いが必要になる。リスクが数年後の経済情勢の悪化

でさらに増大する可能性もある。米国では現在、原発建設のコストは石炭火力発電所建設

コストのおよそ 2 倍、天然ガス発電所のコストのおよそ 5 倍と見積もられている。原子力

による発電コストも安価ではない。学者、エネルギー専門家、業界代表で構成されるキー

ストーン・センターの委員会の研究による推定値では、新しい原発での発電に要する総コ

ストは 1 キロワット時あたり 8 ～ 11 セントと、石炭、天然ガス、バイオマス、風力発電所

より高い（Flavin 2008）。

4.  プログラムと政策オプションの提言

　持続可能な低炭素エネルギーシステムに至る道を、再生可能エネルギーの利用やエネル

ギー効率の改善、エネルギー消費量の低減を推進力にして進んでいくことは、一貫した政

策、強い政治的意志、消費者によるひたむきな支援がなければ実現できない複雑なプロセ

スである。その推進力の中核を担うのは、エネルギー全体にかかるコストを認めること、

したがって炭素に価格を上乗せし、化石燃料への助成金を廃止することである。再生可能

エネルギー源を奨励する体系的な環境税政策を実施しているのは、現状では数カ国に過ぎ

ない。米国、中国、インドを中心とするエネルギー消費量上位国もその他のほとんどの国も、

まだそうした政策を実施していない。そうした事態を打開するには、エネルギー生産者と

消費者の両者を関わらせるような政策オプションを整備する必要がある。持続可能なエネ

ルギーへの道を進む上での障害と意義を認識したいくつかの政策オプションには、次のよ

うなものがある。

4.1  時間をかけて炭素価格を上昇させる

　化石燃料から再生可能エネルギーへの移行は、炭素に価格を設定することで推進するの

が妥当であろう。現状で実現可能なオプションは、炭素税、またはいくつか微妙な違いの

あるキャップ・アンド・トレード制度（米国で検討中の炭素排出量に上限を設けて排出権

をオークションにかけ、その収益を分配する方式を含む）の 2 つである。炭素税は理解さ

れやすく既存の税制を用いて実施することが可能であるが、「税」という言葉は一般大衆の

追加負担を強いるという否定的な認識を生む。理論的に言うと、政府は石炭、石油等あら

ゆる形態の炭素に調達時点で課税を行い、エネルギー業界はコストをそのまま消費者に転

嫁する。代わりに納税者の負担を軽減するため、給与税を減額して燃料費用の増加分を相

殺することが考えられる。ただし、このスキームの成否は、政府がどの程度の透明性をもっ

て炭素税を運用し、また十分に魅力のある払い戻しの制度を確立できるかにかかっている。

　キャップ・アンド・トレード制度では、政府が大気中に放出できる CO2 総排出量の上限

を設定する。上限は毎年下がっていく。これは目に見えない税であり、炭素削減のコスト

設定を市場原理に委ねる制度である。しかし、排出権の過剰発行によって炭素価格が急激

に下落した EU では、この制度は効率的な炭素市場を創出することができなかった。また、

均一で予測可能な炭素コストを設定して、炭素排出削減の増加とより環境に適した選択肢

の利用を推進することもできなかった。炭素取引では取引者が利益を得るだけで、環境上

のメリットが得られないのではないかと懸念する専門家の意見もある。
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4.2  化石燃料助成金の廃止

　化石燃料には多くの国で多額の助成金が支払われている。不適切なエネルギー政策や近

視眼的な助成金には非常に多額のコストがかかる場合があり、世界中で年間 4,000 億米ド

ルがこれに充てられている（UNEP 2008）。業界であれ個人であれ、「安価で環境負荷の高い

エネルギー」の消費者にはエネルギーの節約や消費量削減のインセンティブがない。した

がって高エネルギー効率技術の市場への浸透も困難になっている。化石燃料に対する助成

金を再生可能エネルギーベースの発電に対する助成金に転換することで、市場に生産コス

トと技術コストの削減を促すことが可能と考えられる。

4.3  電力事業者の利益と販売電力量の連動性の解除

　電力事業者の利益と事業者が販売する電力量の連動性をなくすことで、事業者はエネル

ギー効率を改善し、再生可能エネルギーを自身の送電網に取り込むためのインセンティブ

を得ることになる。そのためには規制改革を行って、最少コストで最高のサービスを提供

する電力事業者が報われるようなメカニズムを導入しなければならない。電力会社は利益

が保証され、消費者は電力料金の支払いが減り、環境面では排出が削減できて、三者三様

のメリットが見いだせるオプションである。これによりカリフォルニア州では、消費者一

人あたりの電力使用量が米国の他州の半分未満となった事例もある（Flavin 2008）。
 
4.4  再生可能エネルギー目標の協調的な引き上げ

　各国が協調して再生可能エネルギー目標を引き上げることは、再生可能エネルギー利用

比率の上昇によって囚人のジレンマが生じるのを回避するための力となるかもしれない。

地域一体の取り組みを強化することで、政府がパットナムの「二段階ゲーム」のアプローチ

に従って国内のコンセンサスを形成し、再生可能エネルギーの推進を強化する際の足がか

りになる場合がある（Matláry 1997）。例えば、再生可能エネルギーは依然高価と見なされて

おり、また途上国は依然技術が後れていることから、国内レベルで実施機会を増やすのは

困難な場合がある。そうした場合、政府は地域内で協調的に設定した目標を遵守しながら

先進国からの資金援助を受ける等、国際的な支援枠組みを利用して国内の懐疑論者を説得

することができる。また一方で、地域協力は他国の協力と支援を求めるための国内的な制

約を引き起こす場合もある。

4.5  一般消費者の参加

　工業や物流セクターのエネルギー利用削減による効率の改善は、家庭、サービス、旅行

業界のエネルギー利用が継続的に増加していることで効果が相殺されてしまう危険性があ

る。「娯楽に費やされるエネルギー」を最小限に留めるためには、ライフスタイルの変化が

必要である。例えば「うちエコ診断事業」は、一般家庭のライフスタイルの違いに基づいて

どのようなエネルギー削減努力をすれば CO2 の実質削減が期待できるかをアドバイスする

イニシアティブの一例である。個々の家庭のライフスタイルの違いを理解した上で、各家

庭の条件に合わせた有効な対策を提案している（IGES 2009）。

4.6  農村地域の分散型送電網設置を推進する試みの強化

　農村地域における分散型送電網の設置のニーズは、独立型再生可能エネルギー源の設置

で対処できるニーズより緊急性が高い。設備を設置するだけでなく、同時に能力開発、訓練、

知識普及活動を行なう必要がある。民間セクターに対して電力供給が不十分な孤立地域で

の小規模再生可能エネルギープロジェクトの実施やそれへの投資を促すには、政府の支援

が必要である。
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5.  結論

　現状のエネルギー利用が持続可能でないということは、今や大方の意見が一致するとこ

ろである。低炭素エネルギーへの移行は非常に差し迫った課題であるが、それにはあらゆ

るエネルギー源からよりクリーンな代替エネルギーを探し出すことだけでなく、いかに消

費を削減するかという課題も含まれている。この移行に関する国際的及び国内の合意を期

待しながらも、個人、消費者、コミュニティが形成する社会的ネットワークの中で生まれ

る機会を生かし、持続可能性への転換を図っていく必要がある。

　しかし、この移行にあたっては複雑な問題がないわけではない。計画性のない方法で実

施すれば、追加的、かつ現状と同程度に困難な問題が生じるおそれがある。エネルギー問

題に対する特効薬はないが、現実的で実行可能な解決策は多数存在する。

　炭素税か排出量の上限設定のどちらかを通じて炭素に価格を設定することで、環境コス

トが内部化され、再生可能エネルギーの価格が化石燃料と競合できるようになり、発電に

よる CO2 排出の削減が可能になる。現在の再生可能エネルギー政策に関しては、固定買取

価格制度と再生可能エネルギー・ポートフォリオ基準（RPS）の目標を高く設定し、政府の

支援を強化しなければならない。また、再生可能エネルギーへの助成金は増やさないにし

ても、化石燃料業界に給付していた程度までは支払うべきである。再生可能エネルギーは

長期投資という見方が必要である。それは、エネルギー安全保障とエネルギーポートフォ

リオの多様化だけでなく、その他の環境や福祉の分野のコベネフィットにも関わってくる。

補完的措置としては、次世代の環境エンジニアや技術者の能力開発だけでなく、研究開発

に割り当てる資金の増額も必要である。

　本章の提言は大半がトップダウン型の政策措置であるが、その成否は消費者の参加と選

択に大きく依存している。端的に言えば、再生可能エネルギー技術は、消費者に持続可能

な方法で発電された電力を利用してもらい、効率的な生産・消費方法の革新を推進しても

らわなければ成立しない。無駄の多いエネルギー消費をやめ、費用効率がよく社会にも環

境にも優しいクリーンなオプションの普及の足がかりとなるライフスタイルに移行するこ

とも、消費者が行う選択である。そうした集団の意志決定が、持続可能なエネルギー利用

への次の道を指し示すことになる。このような意志決定は、気候変動の脅威を緩和し、次

世代のために持続可能な未来を確保する上で決定的な役割を果たすであろう。

注 
1.  演説全体は以下で閲覧可能：http://www.un.org/wcm/content/site/climatechange/lang/en/pages/2009summit/

statements 
2.  サンド・ヒル・ロードのクリーン技術中心のベンチャー基金、コースラ・ベンチャーズでは、他の分

野が世界金融危機で動揺している時期に、合計 10 億ドルの基金を集め、すべてクリーン技術の初期
投資支援にあてた。Green Energy Reporter , http://www.greenenergyreporter.com/tag/vinod-khosla/（2009 年
10 月 10 日閲覧）。

3.  Geoff Colvin 2007; Chevron’s CEO: The Price of Oil; Fortune 2007 年 11 月 8 日号
4.  従来の大規模集中型の電力網に接続されておらず、電力を必要とする場所に分散して設置された独立

型のエネルギー供給システム。
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第 10 章
アジア太平洋地域における食の安全： 
その現状と政策の展望、実現方法

プラバカール・シヴァプラム、佐野  大輔、ナリン・スリヴァスタヴァ

1.  はじめに

　食の安全は、何百万人もの人々の食料

安全保障を脅かしている世界的な問題で

ある。この問題は先進国より開発の遅れ

ている国ほど顕著である（McIntyre et al. 
2009）。開発の遅れた国々では安全でな

い食品や水を媒介とする疾病のために

年間 220 万人もの人々が命を落として

おり、そのうち 190 万人が子供である 
（WHO 2008）。急性の下痢等、食の安全

に関わる健康上の問題を抱えている子供

の数は、途上国全体で 180 万人にも及ぶ。

アジア太平洋地域だけでも、毎年約 70
万人もの人々が食料や水の安全性が原因

で死亡している（WHO 2004）。

　こうした食の安全に関わる問題の多く

は、食料生産方法が過去数十年間にどの

ようにして改善されてきたかに関係があ

る。今日までとられてきた主な戦略とは、

農薬、食品添加物、ホルモン、抗生物質

等の化学物質を、しばしば過剰なまでに

使用して食料生産を強化し、食料安全保障を確保しようというものであった 1。この戦略によ

り、「緑の革命」の早期段階にあっては十分な量の食料の供給が可能になったが、結果的に天

然資源の基盤が損われ、食の安全性が危うくなっている。さらに、特に収穫後のサプライチェー

ン管理が十分でない途上国では、食品の汚染や腐敗による食の安全性がさらなる問題となっ

ている。このような事態にもかかわらず、政策措置の多くは、依然として食の安全等の「食の

質の問題」よりも「食の量の問題」の対処に向けられている。したがって、食の安全は、現在進

行中の食料安全保障に関する議論や行動の中で、今以上に大きく取り上げられるべきである。

　食の安全の問題は、主に、様々な資源（投入材）がこれまで食料の生産や流通にどのよう

に使われてきたかに起因（Rattan et al. 2002, Waltner-Toews and Lang 2000）するため、持続可

能な消費と生産（SCP）と深くかかわっている。有機農業（特に認定を受けた有機農業）では、

化学物質の使用が控えられ、化学物質の残留が抑えられた食料の生産がある程度可能であ

るが、規模拡大や価格の面で制限があるため、それらの産物がニッチな市場（富裕層や健

康志向の消費者等）に限られるという弱点がある。そのため、食の安全を実現するためは、

有機農業が抱える問題の解決にも取り組みつつ、他の手段を模索する必要があり、より多

本章の概要

　食の安全の問題は、アジア太平洋地域全
体の食料安全保障を確保する上で、食の量
やアクセスと同様に重要である。

•   食の安全は、農業の分野においては持続
可能な生産と消費を目指す上での課題で
もあり、両者には緊密な関係がある。

•   有機農業は食の安全を高める上で有効で
あるが、唯一の解決策ではない。

•   アジア太平洋地域において食料安全保障
を実現するには、食品安全基準の統一、
ライフサイクルアプローチの考え方に基
づく関連ステークホルダー間の政策調整、
生産者と消費者の能力向上、貯蔵インフ
ラの改善等の政策や施策を組み合わせる
必要がある。

•   アジア太平洋地域における食の安全に関
する研究はまだ初期段階にあり、包括的
な食の安全とその政策に対して一層の貢
献が必要である。
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くの人々が安全な食料を購入可能な価格で入手できるようになることが望ましい。農業分

野において SCP に向けた取り組みや政策を推進することは、食の質と量を両立させ、これ

を実現する一手となり得ると考えられる。

　本章では、上記の背景を踏まえながらアジア太平洋地域における食の安全問題の現状を

見据え、関連する問題の原因の特定を試み、また食の安全に関する現行の政策や活動につ

いても、問題の解決の糸口を探るという観点から検討する。食の安全は、植物及び動物由

来の食料両方にあてはまる問題であるが、植物由来の食料が世界的に、また特に途上国に

おいては、もっとも重要なエネルギー源となっている（FAO 2008）ことに鑑み、本章では植

物由来の食料を扱う。また有機農業は長きにわたって食の安全を高めるための一つの手段

と考えられてきていることから、その可能性の分析や課題の特定、アジア太平洋地域で食

の安全に貢献するための方策の提示を試みる。

2.  食の安全と持続可能な消費と生産

　食品は、それを消費した際に身体的被害を受ける可能性がある場合に安全でないと見な

される（Australia New Zealand Food Authority 2001）。その原因としては、その食品が傷んで

いた、古くなっていた、腐っていた場合、あるいはその食品の中に傷んだ成分や、古くなっ

た成分、腐った成分、非食用成分が含まれていた場合等が考えられる。他にも罹患歴のあ

る動物や屠殺以外の方法で調製された動物の肉を原材料とする食品を食べた、あるいは食

品に生物剤・化学剤その他の異物が含まれていた等の原因が考えられる。食の安全は、生

産と加工、保存、輸送、販売、消費の段階において食品が取り扱われる方法によっても損

なわれる可能性がある（Australia New Zealand Food Authority 2001）。 図 10.1 は食品ライフサ

イクルの様々な段階（生産、加工、消費）で起こり得る安全性の問題を示したものである。

 
図 10.1  食品のライフサイクルとそれらに関連する食の安全に関する問題

出典：著者

　食の安全の確保は、世界規模で食料安全保障を実現する上で必要不可欠な要素であると

同時に、21 世紀において人類が直面している最大の課題の一つでもある。しかし、世界的

なレベルで食料安全保障を実現するためには、食の安全を、SCP というより広い領域の中

に位置付けて、持続可能な開発の核心部分から捉える必要がある 2。

　生産と消費の持続不可能なパターンが、歯止めの利かない地球規模での環境悪化の原因

であることは、既に 1992 年から知られていた（United Nations Department of Economic and 
Social Affairs 1992）。このことは、様々な工業製品の生産と消費と同様、農業や食の安全に

も当てはまる。食の安全は生産と消費の持続可能な方法と本質的なつながりがある。SCP
は食品の生産・消費サイクル全体に関係し、食品や材料の調達、製造、販売の方法の改善

だけでなく、食品の購入や消費、さらにはライフサイクルの最終段階にあたる廃棄の方法

も対象となる（Joel and Deborah 2003）。したがって SCP は、環境上、社会上、経済上の目

標のバランスをとることが主眼である。食の安全は、その中でも、農産物の生産・消費サ

イクルにおける社会的目標を達成する鍵となる一要素である。
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　本章で食の安全を食料安全保障の包括的概念の観点からどのようにとらえ、持続可能な

生産と消費にどのように関連付けているかを図 10.2 に示した。前述の通り、食の安全には、

食品入手可能性を決定する食料の量や、食品の栄養価や安全性といった食料の質等、様々

な要素がある。また食料へのアクセスは、社会経済的要因や政治的要因の影響を受けるこ

とも多い。図 10.2 に示した通り、食料安全保障そして食の安全は、SCP に影響を与える同

じ要素にも影響され、それらの要素はフィードバック効果を伴った複雑な相互関係を呈す

る。つまり、SCPあるいは食料安全保障のどちらか一方を対象とした取り組みを実施すると、

もう一方も何らかの影響を受けることになる。したがって、これら両者は同様な要素を共

有し互いに複雑に関連していることから、食料安全保障及び食の安全は、SCP の中でも重

要な位置づけをされるべきであると考えられる。

 
図 10.2  食料安全保障、食の安全、持続可能な消費と生産（SCP）の関係を示す概念図

出典：著者

3.  アジア太平洋地域における食の安全の現状

3.1  食の安全問題の背景

　1800 年代後半と 1900 年代の大半は、食料を十分に供給できないことが世界的な食料安

全保障における最大の問題であった。そのため 1960 年代以後の「緑の革命」では、食料の

増産により十分な量の食料を供給することに力が注がれた。この時代の大きな特徴として

農業機械化が挙げられ、先進国で始まり後に途上国に広まったが、1960 年代後半から大き

な効果が表れている（Kyuma 2004）。その後さらに、単一作物の栽培や農業機械の近代化、

多収量品種、化学肥料、農薬、潅漑設備利用を伴った大規模農業が普及した（Evenson and 
Gollin 2003）。小麦、トウモロコシ、米、ジャガイモ等主食の生産量は飛躍的に増加し、世

界中の何億もの人々の主要食料源となった。その結果、1960 年から 1990 年までの 30 年

間で穀物生産量は 2 倍になり、その間に 1.6 倍になった世界人口増を凌駕した（FAO 2009, 
FAO 2008）。

　しかし、こうした食料安全保障の向上がコストを伴わなかったわけではない。近代的な

農業投入材を用いた集約的な農業や化学肥料や農薬の過剰な使用により、農業の生産性は

停滞（地域によっては低下）し、土壌の劣化や資源の枯渇、生物多様性の喪失等といった深

刻な環境被害を引き起こした（Pretty et al. 2001）。また、農業の集約化は、農薬による水や

食品の汚染及び食品への毒性物質の残留だけでなく家畜生産における抗生物質の過度の使

用による薬剤耐性等、食の安全への深刻な懸念を生じさせている（Gold 1999, FAO 2004）。

持続可能な消費と生産の要素食料保障の要素
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入手可能性

安全性

栄養価

社会制度・政治制度
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食料の保存、加工、輸送のインフラが不足していることに加え、食の安全に関する制度が

確立していないことも、多くの国々で収穫後の食の安全を危うくしている要因である。

　食品業界での新しい潮流もアジア太平洋地域における食の安全を揺るがすさらなる要因

となっている。それらには、動物由来食品からのカロリー摂取率の増加、伝統的あるいは

旧式の制度では対応できない食料生産とサプライチェーンのグローバル化、遺伝子工学に

よって改変された作物や動物からヒトへ感染する病原体（BSE 等）、果物や野菜生産で汚染

される病原性大腸菌 O157:H7、鳥インフルエンザへの感染、食品照射等がある。食の安全

に関する戦略ではこれらの問題を無視することはできず、包括的に対処する必要がある。

3.2  食料安全保障と食の安全

　世界の食料生産量が、毎年多少の変動があるとはいえ、これまで着実に増加し全人口を

満たすだけの量が生産されるようになった一方で、その流通とアクセスは、必ずしも全世

界であるいは全ての社会階層で一様になったわけではない。その主な理由には、貧困、経

済システム・政治システムの不備、紛争、政府による食料安全保障政策の失敗、投入物価

格の変動、そして消費パターンの変化等といった複数の要因がある（Hans 2008, FAO 2008, 
Benson et al. 2008）。世界の飢餓人口は 10 億 2,000 万人に達し、発展途上地域の一つである

アジア太平洋地域では 5 億 4,200 万人の人々が飢餓に苦しんでいる（FAO 2009, FAO 2008）。
この問題に対応するため、国連ミレニアム開発目標（MDG）では世界の飢餓人口を 2015 年

までに半減するという目標が立てられた。しかし、アジア太平洋地域におけるその達成率

はほんのわずかで、特に南アジアは芳しくなく、東アジアもそれを若干上回る程度でしか

ない（United Nations 2008）。またこれらの国々は、食料へのアクセスや安全性等の食料保障

を揺るがす要因に対して脆弱である（FAO 2009, FAO 2008, United Nations 2008）。そのため、

こうした懸念については、MDG の観点から一層の対応が必要であり、世界的な食料増産

はもちろんのこと、貧困地域においても食料の質、安全性、アクセスが確保されることが

重要である。世界食料安全保障のためのローマ宣言でも、食の安全が世界の食料安全保障

を実現する上で重視すべき課題の一つであることが述べられている（FAO 1996）。食料安全

保障の重要性は、21 世紀における世界平和と安定の構築の上でますます高まっている（FAO 
2008, FAO 2002）。

3.3  食の安全に関するある統計

　アジア太平洋地域では食の安全が深刻な問題である。その現状は同地域における食の安

全をめぐる最新ニュースでも理解できる（表 10.1）。中国をはじめ地域諸国において起きて

いる食の安全は緊急の課題である。表 10.1 にある事例の大半で、社会的・経済的に恵まれ

ない人々に食の安全の被害が集中している。とりわけ幼児（乳児と就学児）や外食依存層、

動物と供住している人々、人口密集地域（スラム）、汚染の激しい地域（工業地域）で影響が

大きい。

表 10.1  アジア太平洋地域で報告された食の安全に関する危機の例
国 食の安全に関する危機 出所

バングラデシュ 食品汚染が 1,657,381 件に達し、2,064 人が死亡（1998 年）（FAO 2004）

中国 調乳の汚染により、30 万人の乳児が病気に（2008 年） （Fred and Buzby 2009）

インド 年間 8,000 ～ 10,000 件の事例が発生し、死亡者は 1,000
人以上／ DDT 等残留農薬による食物汚染

（Battu, Singh and Kang 2004, 
Bhushan 2006）

韓国 7,909 件の食中毒が発生（2003 年） （FAO 2004）

タイ 食中毒が年間 12 万件 （FAO 2004）

出典：著者
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　食の安全に関する問題には、主として食料の生産、加工、保存、販売、消費の方法が関係

している。食の安全を損なう主な要因は、食料の生産・加工の際に農薬、ホルモン、添加物、

防腐剤等の化学物質が不適切に使用された場合、保存・消費が不適切に行われた場合（特に不

衛生な環境で暮らしている貧困層）等である。また、食料価格の上昇やそれに伴う安全な食料

へのアクセスの悪化、適切な規制や実行手段の欠如はこの問題を悪化させる。食料生産シス

テムにおける農薬の不適切な使用（過度あるいは不適切な使用）により食品への農薬残留が増

加していることは、アジア太平洋地域における食の安全の問題をより深刻なものにしている。 
例えば、インドにおける 1 ヘクタールあたりの農薬使用量は、台湾の 17kg、日本の 13.1kg と

比べ、0.31kg と少ないにもかかわらず、飲食物に残薬農薬が検出された件数はインドの方が

多い（Business Line 2009）。このような例から、食の安全上の問題において重要なのは使用す

る農薬の量ではなく、使用方法（そのタイミングや農薬の種類）であることがわかる。ただし、

インドネシア等の国々では、農薬の過度の使用（特に禁止農薬）が問題となっている場合があ

る。（Inside Indonesia 2009, Murphy et al. 1999, Dewi and Pertiwi 2006, Lesmana and Hidayat 2008）。

4.  アジア太平洋地域における政策環境の現状と制約

　開発のための農業科学技術の国際的評価（IAASTD）、UNDP、UNEP、ユネスコ、世界銀行、

WHO、地球環境ファシリティ（GEF）等の機関が共同で発表した最新の報告書によると、開

発がもっとも遅れている地域が抱えている食の安全問題のほとんどは、有効な食品規制や

安全対策が不足していることに起因する（McIntyre et al. 2009）。そのため、本セクションで

はアジア太平洋地域における政策の現状について述べる。

　アジア太平洋地域で食の安全を高めるための政策オプションや措置は、規制的及び非規制

的手段の二つに分類できる。 規制的手段では、食品安全基準や認証制度がもっとも重要な役

割を担っている。食品安全基準の中でも、一般的な食品安全基準は広範な食品一般に適用さ

れ、また有機食品等特定の食品に関する製造基準や認証制度は、一般的な食品安全基準より

厳しい基準を課していることが多く、しばしば食料生産のライフサイクル全体に適用される。

　非規制的手段には、食品安全性試験を行う検査所の設置、冷蔵保存・冷蔵運送設備の整

備、食の安全報告・監視システムの確立、生産者と消費者の食の安全に関する啓発活動等、

制度・技術両面からの能力開発が含まれる。本章では、他のオプションも考慮しつつ、食

の安全の確保により直接的に関わる食品の安全基準や認証システムにやや重点を置くこと

とする。図 10.3 に、食の安全を推進するための様々な政策オプションと措置を、食料の生

産・消費のライフサイクルの異なる段階ごとに示した。

 図 10.3  アジア太平洋地域で食の安全を推進するための様々な政策及び措置

出典：著者
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4.1  規制のメカニズム

食品安全法と規制

　包括的な食品安全システムを実現するためには、各国が法律や規制を適正に制定・施行

する必要がある。食品安全基準は、「食品を生産、製造、取扱い、加工、流通、消費する者

を対象とした、衛生や健康の観点から食の安全を実現するための要件及び活動」と定義す

ることができる。

　アジアのいくつかの国では食の安全に関する法律や規制が施行されているが（表 10.2）、
アジア太平洋地域全体としては、食品に対する国内の食品安全基準の施行・普及は概して

まだ初期の段階である。全ての食品を対象とした包括的な食の安全規制は、まだ多くの国

で実施されていない。その一方で、包括的な規制が存在するにもかかわらず、実施主体が

複数にわたることによる効率の悪さや対立等が原因で、その実施が不十分になっている国

もある。例えば日本や中国等は、食の安全を様々な面から規制する法律や規則が複数存在

することが、その実施を困難にしている（Yang 2007, The Information Service Center for Food 
and Foodways 2005）。

表 10.2  アジア太平洋地域における主な食品安全に関する法律の例

国 食の安全に関する法律やプログラム 実施機関
オーストラリア及び 
ニュージーランド

オーストラリア・ニュージーランド食品基準コード オーストラリア・ニュー
ジーランド食品基準機関

中国 食品安全法（2009） 国家食品薬品監督管理局

インド 食品安全基準法（2006）
食品安全性標準化法案（2006）
食品不純物混入防止法（1954）

インド食品安全標準機関

インドネシア インドネシア食品法第 7 号（1996）、食の安全、品質、
栄養に関するインドネシア政府規制第 28 号（2004）

インドネシア国家医薬品
食品監督庁（BPOM）

日本 食品安全基本法（2003）、食品衛生法（1947）、農薬取
締法（1948）、農林物資の規格化及び品質表示の適正
化に関する法律（JAS 法）（1950）

食品安全委員会

マレーシア 危害要因分析必須管理点（HACCP）認証制度 マレーシア保健省

タイ 食品安全プログラム 公共保健省、国家農産物
食品基準局

出典：該当国各省庁のウェブサイト

　またインドでは農業用の殺虫剤の輸入、製造、販売、輸送、流通、使用を管理する殺虫

剤法（1968）等特定の化学物質に対する管理規制や、粗悪食品防止法（1957）で扱われる一般

的な食の安全規則が複数の省庁によって運用されており非効率となっていた。2006 年から

はコーデックス危害要因分析必須管理点（HACCP）と EU の食品に関する指令に基づいた新

しい食品安全基準法（2006）が施行され、国内における食の安全確保の効率化が図られてい

る（Baruah 2008）。

　食物の生産、加工そして販売システムは、小さなものから大きなものまで様々で、市場

チェーンの複数の段階の取扱業者や仲買人の手を介される（Othman 2007）。そのため、国内

における食の安全に関する法律や基準の施行には多くの困難が伴うと言われており、義務

化か任意措置かという選択がある。国内基準の義務化は、生産から販売までの食品サプラ

イチェーンにはきわめて多数の工程や関係者が関与することから効率的に導入することは

難しい。例えばインドで導入しようとしている国家食品安全基準の場合、露天商や小型店

は除外される等、食品業界全ての関係者が対象となっていない。また、例えばインドネシ
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アの食品安全基準は任意措置なので食の安全実現の効果は限定的である。さらに、食品に

関する法律の制定とそれらを定期的に見直して、食品、輸入、輸出、衛生に関する様々な

法律のギャップを同定することは、有効な食の安全システムを構築・実施する上で必須で

あるが、例えば、インドネシア国家規格（SNI）では農業食品しか対象としていない等、そ

の実施はまだ十分とは言えない（FAO 2002）。

　アジアにおける基準の多くは各国独自のものであるが、オーストラリアとニュージーラ

ンドが実施している「オーストラリア・ニュージーランド食品基準コード」のように、食の

安全に関する基準や規範を共同で包括的に定めている例もある。このような協調的な食品

安全基準は、二国間の貿易における障害を取り除くための取り組みとしてユニークなもの

であり、二国間の食品貿易の推進力ともなっている。食品貿易が急速に成長しているアジ

ア太平洋地域の途上国諸国においても、このような協力が可能であるか検討の余地がある。

有機認証

　食の安全に向けた取り組みは農地での生産段階から始まる。 農産物の食の安全では、生

産時やそれ以降における農業化学品の使用が最も重大な問題である。作付前、生育時そし

て収穫後（貯蔵・輸送）等の各段階で様々な種類の農業化学品が使用される。これらの農業

化学品が環境、ユーザー、消費者にもたらす影響については、代替的な農法の必要性が

叫ばれている中、議論が活発になされている（Jayaratnam 1990, Roitner-Schobesberger et al. 
2008）。重要な代替的農法として提唱されているものには、有機農業や低投入型農業・環

境保全型農業がある。これら農業形態の比較を表 10.3 に示す。

表 10.3  集約農業、有機農業、低投入型農業の比較 *

構成要素 集約農業 ** 有機農業 *** 低投入型農業
投入物 有機及び化学肥料・

農薬の両方
化学農薬や化学肥料は使用せ
ず、有機投入物に厳しく限定

必要に応じて有機及び化学肥
料を組み合わせて使用

意思決定 従来農法に基づく 土壌検査や作物検査等の要因
に大きく依存

土壌検査や作物検査に基づく 

普及状況 広く普及 普及し始めているが小規模 増加中、従来型農業から有機
農業へと転換中の農地等

支援 補助金等の国や地方
自治体の支援

アジア太平洋地域における 
促進に注目

インドネシアでは支援対象。
インド、パキスタン、ネパール、
バングラデシュでは保全耕耘
等とともに支援

環境への影響 概して負の影響 概して正の影響 その中間

*  異なる段階でこれらの形態を組み合わせることで、別の農業形態を複数実現することも可能（有機農
業と低投入型農業の組み合わせ（OLIA）等）。ただしこの表では比較のため明確に区別できる形態のみ
掲載。 

** 状況によっては、無機農業や従来型農業と呼ばれることも多い。
*** エコ農業と呼ばれることも多い。

出典：著者

　世界中の有機農業面積は 2000 年以降二倍以上に増加した（McKeown 2009）。アジア太

平洋地域のいくつかの国々は有機農法を実施しており（Miller, Yussefi-Menzler and Sorensen 
2008）、同地域における有機農業面積の 76% を中国が占めている（図 10.4）。アメリカやヨー

ロッパと比較すると市場規模はまだ小さいが、食の安全に対する懸念を背景に、有機製品

の販売は毎年 15 ～ 20% 増加している（McKeown 2009）。EU では 2009 年 1 月に有機農業に

関する規制が見直され、有機製品の輸入が簡素化したため、EU への有機製品の輸出増加

が見込まれる（IFOAM EU Group 2009）。
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図 10.4   アジア太平洋地域の国々における有機農業面積の比率

出典：Willer, Yussefi-Menzler and Soren 2008

　有機食品の先進国への輸出の可能性に加え、途上国内においても有機食品需要が拡大

している。例えばインドで生産された有機産品の約 30% が国内で消費され（Carroll 2005, 
International Trade Center 2007）、中国の有機食品の国内需要は年間 30% 増加し（Sheng et al. 
2009, Sternfeld 2009, International Trade Center 2007）、同様な国内需要の増加がタイでも見ら

れる（International Trade Center 2007）。その主な要因として、所得水準の増加、急速な都市化、

健康志向の高まりがあげられる（Sternfeld 2009, Carroll 2005, Roitner-Schobesberger et al. 2008, 
International Trade Center 2007）。

　有機農業が大きく注目されている理由に、それが多様な環境的、社会的、経済的利点を

持つことがある（Miller, Yussefi-Menzler and Sorensen 2008, FAO 2007）。 有機農業の利点とし

て、従来型農業と比較して収量が多いこと 3、肥料の使用減少で農地でのエネルギー使用

が抑えられること、土壌の水分保持能力や窒素固定能力が向上すること、農業外からの投

入材への依存度が減り農業活動そのものが高まること、収量の変動に強いこと、土壌流失

が少ないこと、農業的生物多様性が促進されること、気候変動を緩和できること、食料の質、

栄養、健康増進効果があること、水質（特に地下水）が改善すること、地域の生物多様性が

促進されること等があげられる（FAO 2007）。有機農業は、有害な化学品を使用しないこと

から農家に対して、また、化学品残留のない食品を提供することから消費者に対してメリッ

トをもたらす。この点において、有機農業は生産段階で食の安全を向上する手段となる。

 
　有機食品の認証制度は、有機食品を先進国市場に輸出する上で、アジア太平洋地域で重

要な制度である（Sano and Prabhakar 2010）。表 10.4 にアジアの有機農業認証制度の概要を

記した通り、この地域の多くの国々で有機食品を奨励するための機関が設置され、そのほ

とんどで政府による規制や基準が設けられている。また、国際食品規格（コーデックス）や

国際有機農業運動連盟（IFOAM）等、認証プロセスの理念や指針の作成を先導する基準設定

機関も存在する。

日本

フィリピン

韓国
0.3%

0.3%
ネパール

0.2%

0.2% その他
0.1%

中国
76%

スリランカ 
1%

ベトナム
1%

タイ
1%

インド
18%

パキスタン

東ティモール
1%

インドネシア
1%

1%
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表 10.4  アジア太平洋地域諸国における有機認証制度の例

国 政府機関 政府の規制や基準 民間認証代行
機関の数

その他の認証 
制度

オーストラリア オーストラリア検疫検査局 有機・自然農法製品
に関する国家規格

7 JAS、IFOAM、
USDA Organic 等

中国 中緑華夏有機食品認証 
センター

中国有機食品規格
（2005）

33 NOP、OCIA、
JAS、EU 等

インド 農産物加工食品輸出開発局
（有機生産に関する国家プ
ログラム、有機農業に関す
る国家プロジェクト）

インド有機食品規格
（2001 ～ 2005 年）

12 EU、NOP、
Codex、DAP 
Germany 等

インドネシア インドネシア国家標準局、
有機食品監督機関

インドネシア国家規
格第 01-6729-2002 号

2 IFOAM、JAS、
EU 等

日本 日本農林規格 有機農産物に関する
日本農林規格

55 -

韓国 国立農産物品質管理院、 
韓国食品医薬品安全庁 

（加工有機製品の取引認定）

環境保全型農業促進
法に基づく認証

33 -

マレーシア マ レ ー シ ア 有 機 認 証、 
サラワク州農業省

マレーシア有機認証
（国内有機製品基準、

MS 1529:2001）

1 EU、NOP、JAS
等

フィリピン フィリピン有機認定セン
ター、農水産物基準局

フィリピン有機農畜
産物規格

1 -

タイ タイ有機農業認証事務局 有機農産物生産に関
するガイドライン

2 EU、JAS、
Codex、NOP 等

ベトナム 農業・農村開発省 有機農作物規格 2（全世界） -

出典：Sano and Prabhakar 2010 を引用・修正

　アジア太平洋地域における有機農業の普及促進に際しては、主に認証製品の取引コスト

が高いことと有機産品の信頼性が低いことの二つの課題がある（Sano and Prabhakar 2010）。
取引コストが高い原因としては、認証自体にコストがかかること、特に生産量が少ない場

合単位当たりのコストが高くなることがあり、その他の原因としては、有機産品の販路が

限定されていること、同じ地域でも国ごとに有機認証基準が異なること、民間が認証業務

を支配していること、認証制度を運用する能力が欠如していること等が挙げられる。

　有機農業には多くの課題や制約がある。その主なものの一つに、販売価格が割高である

ため食の安全の脆弱層（特に経済的に不遇な社会層）に届かないことがあげられる（Roitner-
Schobesberger et al. 2008, Wei 2009, FAO 2007）。 仮に補助金等により妥当な価格を設定した

としても、伸び続ける食物需要をすべて満たすほど（すなわちすべてを有機農業食品に置き

換えるほど）多量に生産できる可能性は低い 4。さらに、すべての有機産物が同等であるわ

けではなく、それらが資源集約的な生産システムを用いて生産され遠距離から輸入される

ならば、有機産物の正の環境効果の大半が失われてしまうであろう（Foster et al. December 
2006）。以上のように、有機農業だけではアジア太平洋地域における食の安全の問題を解

決できないと考えるのが妥当である。したがって、代替的な生産システムとしての有機農

業を奨励しつつも、より幅広く環境保全型農業等を推進して食の安全を向上させる並行型

のアプローチが必要である。
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食品安全に関する規制制度の調和

　世界の有機食品需要の大半は先進国にあり、途上国からの輸出が増加している。また、

途上国で生産された果物や野菜、砂糖、非アルコール飲料、水産物の 50% 以上が輸出に回っ

ている（Bureau of Agriculture and Fisheries Product Standards and DA-RFU-13 2008）。有機食品

の輸出に際しては輸出先ごとに異なる有機食品基準に従う必要があるため、中国、インド、

タイ、インドネシア等の輸出国は、しばしば複数の認証基準を満たすことを強いられてい

る（表 10.4）。国際的な枠組みとして、EUREP GAP 等の適正農業規範（民間による農産物認

証の任意規範）や ISO 9000 等の適正製造基準、危害要因分析必須管理点（HACCP）等複数の

食品安全基準も開発されている。このように、食品安全に関しては複数の基準や認証制度

が存在し、認証要件や他の政府規制の遅れ等により、結果的に経費がかさみ、処理や輸送

に遅れをきたしている例が多く（Sawyera, Kerrb and Hobbs 2008）、外国市場が課している複

数の認証要件を満たせるだけの能力に欠ける途上国にとって、国際市場への参入が制限さ

れているケースも少なくない。

　このように、複数の基準は貿易の障害となるばかりか、輸入国（一部の途上国も含む）に

あっては、輸入有機食品が自国の基準に合致していなければならないために、自国の有機

食品市場が育たないという状況があり（Sternfeld 2009）、中国市場はその一例である。有機

食品市場を拡大し、有機食品へのアクセスを向上させるためには、アジア諸国がそれぞれ

独自に定めている制度を早急に国際基準と調和させる必要がある。有機市場の非効率とい

う問題に対処するため、国連食糧農業機関（FAO）、IFOAM、国連貿易開発会議（UNCTAD）

という三機関の協働により、有機農業の調和と同等性のための国際タスクフォース（ITF）と
いう国際イニシアティブが 2003 年に立ち上げられ、調和のためのツールが開発されている。

　認証基準の調和はまず貿易を促進する意図がある。しかし貿易の促進により、有機農業

及びそれに伴う食の安全が高まるという面も見過ごせない。しかし、国際基準のほとんど

は先進国の経験や専門性に基づいて設定されているため、途上国の能力を考慮しつつ、こ

れらの国々が調和プロセスに関与できるよう留意すべきである。上記 ITF プロセスは、各

国家や機関が外部の認証を受け入れられるようにするシステム（有機認証団体のための国

際要件）と様々な基準の同等性を評価するためのツール（EquiTool）という 2 つの制度の導入

を提案している。また、さらなる調和を図るため、IFOAM とコーデックス国際食品規格

をベースにすることが適当であるとしている。しかし、法律や行政制度の違い、政治制度、

各国の姿勢、国権に対する考え方の違いから、調和の進展は成功というには程遠い（WHO 
and FAO 2006）。

4.2  非規制的メカニズム

持続可能な生産の推進

　持続可能な農業生産は、自然界の生物的循環や生物的防除を活用し、化学肥料や農薬の

大量投入を控えることによって、農業生産と自然環境の保全を両立することを意図する。

この取り組みはアジア途上国の食の安全を確保する上で重要な役割を担うことが期待され

る。前述した通り、化学肥料や農薬の過度の使用は硝酸塩汚染や食品への毒物残留をはじ

めとする食品安全上の問題を引き起こしてきた。以下に示したような持続可能な農法は、

土壌の肥沃度を改善して化学的投入物の必要性を減らすことができ、アジア太平洋地域に

おける食の安全の問題を解決する有効な対策となり得る（Mihara and Fujimoto 2007）。

•   保全耕耘や無耕農業、すき込み、マルチ耕起等の手法を用いた環境保全農業 
（McIntyre et al. 2009）
•   窒素固定マメ科作物を用いた輪作及び間作
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•   有機肥料の適正な使用

•  土壌の肥沃度回復のための土地の休閑

•   水田の湛水管理、間欠湛水や土用干し等の手法の推進 
（硝酸塩浸出や地下水汚染を抑えることが可能）

•   生物的防除や生物的循環を用いた総合的病害虫管理

•   農林業または多角的農業経営手法の推進（Mihara and Fujimoto 2007）

　こうした持続可能な農業の手法は、土壌の化学的、物理的、生物的特性の改善、栄養バ

ランスの回復、土壌浸食の低減、農家所得の増加によって（McIntyre et al. 2009）、土壌の

質と生産性を大きく向上させることが可能で、食の安全の脅威となっている化学肥料や農

薬の過度の使用を抑制する。しかし、これらの活動は、資金やインセンティブの不足、推

進する技術の不適切さ等が原因で、普及・拡大プログラムはそれほど進展していない（The 
World Bank 2008）。現状では、多収量品種の導入と施肥の改善が広く普及している。その

要因の一つとして、官のみならず民による農業投資が不十分で（Prabhakar and Elder 2009, 
Ministry of Finance 1999）、技術開発や農家への技術移転が遅れていることが考えられる。

 
　上記の持続可能な農業を推進する方法には、助成金や優遇税制等の経済的支援、持続可

能な製品の流通・営業・販売に対する支援、農業普及、消費者の購買を促すためのエコマー

ク制度等がある。

 
食品安全基準を監視・強化するための組織能力

　一貫性と透明性を保ちながら効果的な食品検査を実施するには、訓練を受けて資格を取

得した食品検査員の育成が必要不可欠である。また、 食品安全規制制度を確立するだけで

なく、付随的な支援（食の安全監視制度、試験所、エコマークシステム等）のための組織作

りも必要である。大半のアジア途上国では、安全基準・規制を開発・導入する能力が著し

く欠けており、国際食品規格会議に参加した途上国の割合が全体のわずか 34% であった

ということが、それを物語っている（先進国より 10% 低い参加率）。さらに 2003 年の委員

会に残留農薬データを提出した国の数の割合は、先進国の 90 に対し途上国は 10 であっ

た （FAO 2004）。インドには、国際食品安全基準を満たすためのペンタクロロフェノール

（除草剤や殺虫剤として使用）濃度を測定できる検査所がわずか 1 箇所しかない（European 
Union 2009）。
 
　食品安全規制を実施・監視する能力については、国際イニシアティブによって途上国に

対する技術支援も行われている。 例えば FAO、WHO、国際獣疫事務局（OIE）、世界貿易

機関（WTO）、世界銀行が共同で設立した「規格及び通商開発機構」（STDF）は、途上国が食

の安全に関する様々な国際的な取り決めを導入・実施する際の支援を行っている（Othman 
2007）。しかしながら、前セクションで述べたように、これらの取り組みの成果はまだ出

ていない。

生産者の能力

　生産者に食品を適切に取り扱い、リスクを管理するための能力を身に付けさせることは、

食の安全確保の上で極めて重要である。 途上国においては、先進的な技術や手法に対す

る知識や専門性の不足、衛生習慣や農業あるいは製造業（特に露天商等小規模食品業者）に

おける優良事例への認識不足、HACCP システムに基づいた組織内管理の欠落等の要因が、

食の安全を実現するためのボトルネックとなっている 5。
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消費者の能力

　新しい形態の食品が出現し、昔ながらの形態の食品が消えていく中、消費者にとっては、

新しい変化に遅れることなく関連の食の安全について常に把握しておくことは難しい。し

かし、食の安全は、消費者が食の安全について評価する能力を身に付けることなしには不

可能である。途上国の多くでは、農場から食卓までの過程においてステークホルダー間で

情報・教育・助言が広く共有されているケースは少数であることから、食の安全に関する

啓発活動や、消費者や食品業界向けの教材が必要となっている（Othman 2007）。消費者は、

食品がどのように生産されどのように消費されるべきかについて総合的に理解し、環境へ

の影響を最小限に抑えられるような判断を下すことが求められている（Tukker et al. 2008）。

　消費者の意思決定に関しては食品ラベルが有用であるが、このような制度は多くの途上

国ではまだ始まったばかりである（ラベル関連の政策ツールに関する議論の詳細について

は、容器包装や熱帯林取引の章を参照のこと）。食品ラベルはほとんどの場合、食品認証基

準と併せて導入されている。アジアの小売市場で販売されている食品の大部分は包装も認

証も行われていないため、食品の栄養価や安全性のみを記したラベルシステムを単独に導

入することはしばしば困難である。このことは、適切な認証手順を経ずに国内で生産・販

売されている有機食品にもあてはまる（Carroll 2005）。直売所等で生産者が直接生産・販売

している食品も同様である。農業生産や販売が多様化している中で、食品に同一規格のラ

ベル表示を導入するのは困難である。

インフラと食品保存

　収穫後の活動も、高品質かつ安全な食品を消費者に届ける食料生産システムの中の一部

である（FAO 2009）。 収穫後のインフラは、貯蔵・輸送中の食物の腐敗や汚染を予防する上

で重要な役割を担っている。 したがって、食の安全の観点からは、これらのインフラは、

食品を衛生的に輸送・貯蔵するための設備であるということができる。アジアの多くの国々

では、食の安全を満たすために必要な、食品の貯蔵・輸送インフラ設備が十分整っていな

い（Central Institute of Post Harvest Engineering and Technology 2008, Rabo India Finance 2007）。
食品を冷蔵すれば食品の腐敗や食品を介した疾病の発生を抑えることができるが、先進国

で 50% 以上の食品が冷蔵保存されているのに対し、途上国で冷蔵・冷凍される食品の割合

は非常に少ない（Pineiro, Barros-Velá zquez and Aubourg 2005）。 そのため、インドでは推定

で毎年 120 億米ドル相当の食品が廃棄され （Rabo India Finance 2007）、種類によっては 10
～ 40% もの食品が輸送中に腐敗し（Central Institute of Post Harvest Engineering and Technology 
2008）、生産された果物の 25 ～ 40%、野菜の 20 ～ 25% が収穫後の不適切な取り扱いによっ

て腐敗し、結果として 1 人当たりが入手できる食品の量が大幅に減っている。アジア太平

洋地域への冷蔵プロセスやサプライチェーンシステムの導入は、コストの高さや電力供給

システムの不安定性、食品の適切な取り扱いに対する意識の不足が障害となってあまり進

んでいない。

　アジアにおける主な食の安全問題をまとめると以下のようになる。

1.   アジアにおける食の安全を改善するため、既に様々な取り組みが行われているが、食

の安全に関する基準や法律、規制が多数存在することから難航している。またそうし

た基準を実施する能力も限られていることから、効果はいまひとつ上がっていない。

2.   有機農業は食の安全を高める上で有効であるが、それだけでは問題を完全に解決する

ことはできない。

3.   食品を安全に取り扱う能力に関し、生産者と消費者の間には大きな隔たりがあり、 食
の安全を支援する意思決定システムが存在しないことから、その隔たりがますます広

がっている。
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4.   輸送・貯蔵インフラの不足は食の安全確保の障害となっているだけでなく、食の量の

問題も関係する。

5.   アジアには持続可能な農業等環境に配慮した食料生産を推進するための手法が豊富に

あるが、強力な推進策の不在により普及が進んでいない。 

5.  政策提案と将来

　本章では、アジアにおける食の安全性確保に向けて、有機農業に対する支援とともに食

の安全対策を進めるという相互補完的な二本立ての戦略を提案する。 

5.1  有機農業の推進

　有機農業は安全な食品を入手できるようにするための重要な手段である。有機農業の推

進は、政府による食料安全保障と食品安全政策の一環として行うべきである。有機農業の

推進は、認証にかかるコストを削減することで可能になると考えられる。基準や認証制度

を調和することで、市場参入条件が透明化され、また低コストで法令を遵守でき、代替市

場ができることで脆弱性が低くなる等の効用がある（Maier 2006）。前セクションで述べた

通り、アジア各国で異なった一般食品安全基準や有機認証基準が採用されていることが、

結果として認証のコストを高くしている。食品安全基準を調和するための取り組みもいく

つか行われているが、あまり成果は出ていない。WTO の下での動植物検疫（SPS）合意の一

環として、安全な食品の安全な輸出入を促進するための国際共同基準プログラム（通称コー

デックス国際食品規格）が FAO と WHO によって設立されており、WTO 加盟国は食品等を

輸出入する際には、これらの基準に従う必要がある。しかし、途上国はこれらの基準を完

全には満たしておらず、既存の基準や制度の変更にかかるコストが原因で調和に対して消

極的になっていることが重大な課題の一つとなっている。

　有機認証の重要性に関心が集まる一方で、有機生産者が生産者グル―プを作り、微生物

を使用した堆肥化や効率的な梱包等、有機生産に必要なトレーニングの必要性が高まって

いることも重要である。政府によるトレーニングは民間部門の参加によって活性化する必

要がある。有機農業の課題の一つに最初の数年間に収量が減少することがある。こうした

期間に投入物に対する財政支援等を行うことは、有機農業を普及させる上で重要である。

また貯蔵インフラに対する支援、協同組合を介した国内地方市場や海外市場への参入促進、

国内外の市場情報や価格動向に関する情報の提供、有機農業に関するノウハウの普及プロ

グラムへの追加、有機肥料や有機農薬等の有機農業に必要な投入材の生産と供給を確保す

るための奨励制度等の支援が必要である。

5.2  食品全般の安全性の確保

　食の安全の向上を通じて持続可能な消費と生産の実現を目指す政策には、規制的手段（命

令・統制型）と市場・情報ベースの施策や技術力・人的能力を高めるための施策等の非規

制的手段を組み合わせたものが必要である。非規制的手段においては、ライフサイクルア

プローチの理念に基づく意思決定支援ツールや推進・抑制を図る制度等の政策、生産者と

消費者の能力開発（収穫後インフラへの支援を含む）等が不可欠な要素となる。 

食の安全におけるライフサイクルアプローチ

　ライフサイクルアプローチは、食品が最終的に消費されるまでの様々な生産段階を関連

付けることから、食の安全を高めるための包括的かつ優れた枠組みの構築を可能にする
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（McIntyre et al. 2009）。生産と消費という両領域を政策レベルで関連付けることは意義があ

るが、それぞれに対して多くの機関が関与しているため困難でもある。アジアには省庁間

の連携が弱い国も多い（Othman 2007）。しかし、途上国における食品業界の成熟とともに、

規制的・非規制的手段を組み合わせた包括的な食品安全制度の導入により、リスクを低減

し、食の安全を脅かす規制の抜け穴を閉じることが可能であろう。

　また、比較的開発が進んだ国々では、ライフサイクル評価のデータベースの作成が、食

の安全のみならず、持続可能な食品生産に向けた先進的な政策を立案する上で、将来有用

になると考えられる。さらに、ライフサイクルアプローチは、生産段階まで拡張すること

によって、肥料管理や農薬・肥料の使用に関連した

持続可能な生産を推進することも可能である。ただ

し、資源の効率的な利用だけを推進しても、リバウ

ンド効果により必ずしも効果が得られるとは限らな

いことを念頭に置くべきである（Cohen 2009）。した

がって、製品や生産工程の改善という観点から人類

と社会の幸福へと目線を移し、現代社会における「豊

かさ」と「生活の質」とは何であるかを問い直すことが

不可欠になるであろう。

省庁間、国家間、政策間の協調の促進

　食の安全のための政策は、化学薬品の規制等といった他の関連政策と調整して行わない

と効果が出ない。マレーシアではマレーシア食品安全情報システム（FoSIM）と呼ばれるネッ

トワークを介して厚生省と農業・畜産業省を結ぶ効率的な調整システムが確立されており、

模範的な例と言える。FoSIM のような食品安全情報システムを確立できれば、輸入業者、

行政機関、貿易業者が関連付けられ、食品安全規制を合理化することが可能であろう。こ

のシステムでは、全ての輸入業者に対してシステムデータベースへの登録が義務付けられ

ており、輸入業者が食品の引き渡しについて食品安全機関に事前通知を行い、輸入業者が

食品安全分析の結果を容易に確認できる仕組みになっている。こうしたシステムを導入す

ると透明性が増し、さらに食品輸入の手続きに要する時間が短縮され、食品が腐敗するリ

スクも軽減できる。アジア諸国ではより優れた農業化学品管理システムが必要であり、こ

れにより農業化学品メーカーが適切に化学品の表示をつけることによって、農家での適切

な使用を促し、農業化学品残留を削減することが可能となる（McIntyre et al. 2009）。協調は

監視の面でも必要で、国際的な協調により迅速な監視や対処が可能となる。

インセンティブ等　

　上記のライフサイクルアプローチとあわせ、以下のような、食品生産者に対する食の安

全を促進する経済的インセンティブ（あるいはその逆）の導入が考えられる。

•   農家への直接補助金（負の外部要因の回避）：現行の補助金が、特定の農業化学品の過

度の使用や用途外使用をもたらしていないかを総合的に評価することは、市場の歪み

と有害化学品の使用を減らすために必要である。例えばインドネシアで新しく導入さ

れた政策は、肥料に対する補助金を減らして農業団体に直接的な補償を行う方向へ移

行することを狙いとしている。

•   環境負荷の大きな食品（食肉等）に対する高付加価値税（VAT）（Tukker et al. 2008）：食

肉生産は穀物や水資源等に対する大規模な補助金によって成立している場合が多いこ

とから、「食料変換効率税」という選択肢が考えられる（Myers and Kent 2003, Hines et al. 
2008）。

　途上国における食品業界の成
熟とともに、規制的・非規制的
手段を組み合わせた包括的な食
品安全制度の導入により、リス
クを低減し、食の安全を脅かす
規制の抜け穴を閉じることが可
能であろう。
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•   安全な食品に対する価格面のインセンティブ：このようなシステムが機能するために

は、食の安全へのインセンティブが様々な食品生産者（農家や企業）に対して働くよう

に、食品ラベルシステムにより生産者の貢献度が追跡できるような、監視・評価シス

テムが必要である。

•   その他のインセンティブとしては、土壌保全の度合いに応じた補助金も、天然資源と

食の安全という両面を長期的に改善する上で有効であろう（The World Bank 2008）。

生産者の能力開発

　ライフサイクルアプローチの効果を最大限に発揮するには、生産者（食品業界や貿易業

者を含む）に対する食品安全対策実施のための能力開発が不可欠である。食品業界が十分

に成熟していない途上国では、政府による模範例や優良事例の紹介が重要である。官民提

携の促進は、貯蔵・輸送インフラの整備・改善だけでなく、サプライチェーンの物流合理

化にも有効である。

　小規模農家は、食品業界の中・下流の関係者に比べ、分散していて組織化されていな

いことが多く、能力開発に時間を要することから特別な留意が必要である （Reardon et al. 
2009）。農家は組合を設立することで、卸売業者と連携して自ら選別システムを導入・改

善したり、食の安全と持続可能性を考慮に入れた農業手法（有機 / 低投入物及び総合病虫害

防除）やその他の手法（水田の湛水、保全耕耘、無耕農業、すき込み等）を用いて食の安全

に資する農法を実践することもできる。能力開発は、各国の状況に合わせて行うことが肝

要である（Sano and Prabhakar 2010）。

　研究開発においても、政府主導のイニシアティブや、官民の提携による推進が考えられ

る。信頼性の高い科学的知見は、食の安全を実現するための基本である（Othman 2007）。中

小企業に対する能力開発だけでなく、大手企業による食品安全管理技術の向上も重要で効

果的である。中国で実施した調査では、中国における食の安全と品質を高めることを目的

に、地方の小規模農家がスーパーのサプライチェーンに加わることができるよう、スー

パー、食品メーカー、農家が一体となって取り組む提案もされている（Hu 2006）。またマレー

シアで 1996 年から実施されている食品取扱業者研修プログラムは、基本的な食の安全の

基礎（衛生と適切な取り扱い）を学ぶ 1 日間の研修プログラムであるが （FAO 2004）、アジア

の他の国でも同様の研修プログラムの実施が必要であろう。

消費者の啓発

　消費者による意思決定は、環境への影響を最小限に抑えるためには、食品がどのように

生産・消費されるべきかを総合的に理解した上で行われなければならない。食品ラベルに

は、原材料、成分、調理・保存・消費方法等についての十分な情報が含まれている必要がある。

途上国の食品安全担当省庁では財政的・人的資源が不足しているため、規制の遵守状況の

監視が困難であることが多い。原材料等の追跡が可能な食品ラベルシステムの確立は、食

品安全規制を効果的に導入する上で有効な手段である。

　食品ラベルによる情報提供に加え、食の安全や食品の生産元・成分・保存方法をはじめ

とする食品関連の基本情報を学ぶ公的教育プログラムが多くの途上国で不可欠となってい

る。教育キャンペーンは官民双方の取り組みとして、食品業界と共同で実施することも可

能である。アメリカでは牛肉、豚肉、牛乳、小麦、花等の国内需要を高めるために、政府

の認定と業界の資金提供を受け、企業ブランドの中立的な宣伝が行われているが、これは

食の安全に関するキャンペーンを一般市民にも広める上で有効な手段かもしれない。日本

の食品に貼られているラベルには、所定の情報だけでなく、任意的に生産者の名前や写真

が付されていることがあり、消費者へのアピールを図っている例もある。
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　比較的開発の進んだ国では、食の安全あるいはより広い意味での持続可能な消費に関す

るキャンペーンに工夫が必要である。一般に、食の安全を推進する大きな原動力は健康問

題であるが、アメリカで行われた調査では、収入、家族構成、環境や健康に関連する志向

や行動パターンは、地元で生産された食品への嗜好にあまり関係がないことが示された

（Zepeda and Li 2006）。同様の傾向は、日本で 2007 年に実施された環境に優しい農産物に

対する消費者の意識調査でも見られ、消費者は価格や味・栄養価より、そうした食品が入

手しやすい場所で購入できるかを重要視していることがうかがえた （MAFF 2007）。またノ

ルウェーでは、有機食品は少数の専門店でしか入手できないため、全世帯の 3 分の 2 はま

だ有機食品を購入したことがないという（United Nations 2008）。

6.  結論

　アジア太平洋地域において飢餓や栄養失調に苦しむ何十億人もの人々にとって、食の安

全は食料安全保障上重要な要素である。食料安全保障と同様に、食の安全は一つの対策で

実現できるわけではなく、国内・地域・国際レベルで、複数の取り組みの連携で行うこと

が必要である。本章では食の安全を確保するための手段として、有機農業を推進しつつ、

あらゆる形態の食料に対する一般的な食品安全を推進するという二本立てのアプローチを

提案した。

　有機食品の普及を妨げている要因の一つに、先進国の知識と経験に基づいて策定された

基準や認証制度が複数存在しているという点がある。実施機関や規制制度がこのように断

片化していては、アジアにおいて安全な食料の確保を目指す上で効率的とは言い難く、基

準の調和に向けた取り組みが緊急を要する。本章では食の安全に関わる様々な側面を検証

したが、中でも生産者と消費者の能力開発は取り組むべき喫緊の課題であり、食の安全や

食料安全保障政策だけでなく、輸送・貯蔵施設等収穫後のインフラ整備や食品取扱業者や

消費者のための食の安全に関するトレーニング等とも連携をとった適切な監視体制や規制

制度の導入が必要である。

　本章の冒頭で述べたように食の安全と持続可能な生産は互いに密接なつながりを持つ。

このため、持続不可能な消費と生産の問題に対処するためには、現在も将来も実用的かつ

全体的なアプローチが必要であろう。つまり、SCP の理念を理解し、それを食品の生産か

ら消費への各段階に取り入れることが必要で、その実現のためには、ライフサイクルアプ

ローチが有用である。しかし、食の安全の分野でライフサイクルアプローチを実行するこ

とは、食品の生産、処理、輸送、貯蔵、販売の各段階で様々な省庁が関わっており、単純

なようで実際にはかなり大がかりな作業である。したがって、省庁間の協調が必要不可欠

であり、逆にこれらの省庁が独自の政策を継続する限りあらゆるレベルで政策の調整が必

要となり、食の安全の実現は困難なままに終わるであろう。

　食の安全に関する問題はしばしば消費者の側で表面化する。地域特有の食が急速に消滅

し、新しい形態の食が登場し、しかも組織化されていない食品市場が広く存在している状

況にあっては、消費者が十分な情報を得た上で購買判断を下すことは困難である。この点

について、食品情報やラベルシステムをどうすれば最低限のコストで導入できるかという

研究の実施や経験の共有が一層必要であろう。食の安全は、持続不可能な食品の消費とい

う問題と関連があることから、現代社会における「豊かさ」と「生活の質」とは何であるかを

問い直すことが、食料安全保障を考える上で必須となるであろう。

　アジアの食の安全に関する問題は複雑で、食品の生産と消費に関する様々な動向を把握

するためのさらなる調査が必要である。さらなる研究を要する分野としては以下が考えら

れる。
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•   気候変動は食料生産（農業と畜産業の両方）、つまり食品の生産方法や消費方法に影響

を及ぼすと言われている。その結果、従来と異なるアプローチを要するような食の安

全に関する課題に対処した食の選択を迫られるかもしれない。

•   有機農業は気候変動の影響の軽減と気候変動への適応の両面で環境に貢献することが

できるが、現状の研究では、有機農業で飢えた人々を養うことができるのかは依然と

して明確でなく、さらなる実証研究が必要である。

•   アジアでは社会経済状況が急速に変化しつつあり、それに伴って食料源や食品の消費

パターンも変化している。政策決定者が十分な情報をもとに決断を行うために一層の

研究が必要である。

•   農業補助金が農業生産投入財の生産・消費をどう変化させ、食の安全にどのような影

響を与えているか包括的な調査が必要である。 

注 
1.  これらの活動は通常、「緑の革命」技術と総称されている。
2.  持続可能な開発とは「… 将来の世代の人々が自身のニーズを満たす能力に影響を与えずに、現在の

ニーズを満たすような開発」（World Commission on Environment and Development 1987）と定義されてい
る。

3.  世界全体の有機農業の平均収量は従来型農業の 132% という試算がある。
4.  有機農業によって世界中の人々に食物を提供できるという報告（Vasilikiotis 2000, Badgleya et al. 2007）

がある一方で、有機農業の生産性は、高投入型無機農業と比較した場合や有機農業への移行期間中に
低くなるという可能性を示す報告（FAO 2007）もあり、見方が分かれている。

5.  危険性や管理方法を具体的に示した科学的システムで、食の安全を確保するため世界中の食品業界で
広く採用されている（Othman 2007）。
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　第 11 章では建物と輸送という 2 つの重要なセクターに注目することで、アジ

アにおける気候問題を横断的に取り扱う。アジアの大半の新興国で都市化が急

速に進展し、都会的な消費パターンやライフスタイルが増えてきていることか

ら、両セクターの重要性はますます高まってきている。同章は持続可能な消費

に重点を置くことによって、特に建物セクターと輸送セクターにおける消費と

気候変動の関係を研究する必要があることを明らかにする。同章ではアジアの

両セクターに見られるエネルギー需要と GHG 排出量の動向を各事例に照らし

て分析を進め、気候変動の緩和策の可能性とその障壁の双方について詳細に議

論を展開する。提言では消費者、生産者、政府に対する効果的な解決策を示し、

国際レベルから地域レベルまで複数のステークホルダーが果たす役割を重視し

ている。最も適切なステークホルダーの組み合わせは状況次第で変わってくる

ことから、ステークホルダーの役割も状況次第で変わってくる。同章は他の章

の多くと同様に、SCP の二側面のうち、持続可能な消費の方により重点を置い

ている。

　地域レベルから国際レベルまで複数のステークホルダーが関与し、協調しあ

う必要があるという第 11 章で示したテーマは、本白書全体を通じて繰り返し議

論されるテーマである。地域協力を扱う第 12 章は、アジアで SCP を目指す上

でのこうした問題等に関連して、いくつかの示唆に富む問題に焦点を当ててい

る。SCP と持続可能な開発の基礎的な側面とは、全体的に見ると社会と経済の

発展を物質的な生産高から切り離すことであるが、SCP の実現に向けて取られ

た措置を評価する際には、措置を行った当事国内の成果だけでなく、その措置

が他国や他地域の SCP にどの程度貢献したかという点も考慮しなければならな

い。同章は SCP 問題に関する政策研究に地域的視野に立ったものがないことを

明らかにし、IGES の研究に基づいて 3 件の定量的事例研究を行うことで、この

空白を埋めるとしている。研究対象となったのは、低炭素社会の実現を目指す

日本の SCP 政策がアジア全体に与える地域的影響、貿易に体化した排出量の問

題、持続可能なエネルギー消費を推進するための国境を越えたエネルギーイン

フラ開発の可能性である。同章で強く主張されているのは、ある国で行われた

SCP 推進のための努力が、最悪の場合、より広い観点から見た SCP の目標に逆

効果を及ぼす可能性があるということである。さらに、生産と消費の問題点に

関する解決策を探る際には状況を慎重に考慮しなければならないという主張も

展開されているが、こちらは本白書全体を貫く主張でもある。慎重な分析を元に、

国内だけで SCP 政策を推進すると、状況や条件によっては効率が悪いばかりか

効力を発揮できない場合があると警鐘を鳴らす。同章は 3 件の優れた事例研究

を利用することによって、アジアの SCP に関する独自の、しかも時宜にかなっ

た視点を与えてくれることであろう。

セクション IV  
分野横断的な問題と多国間問題について
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第 11 章
持続可能で低炭素型の建物と輸送：都市化の進む 
アジアにおける気候上の最重要課題

主著者：�マリコア・デレオス・ムゾネス、エリック・ザスマン、 
フランク・ヒロシ・リング、木村  ひとみ、小端  拓郎

共著者：渡部  厚志、大塚  隆志、ジェーン・ロメロ

1.  はじめに

　急速な都市化の進むアジアは、いかに

すれば持続可能で低炭素な開発への道を

進むことが可能か。本章のねらいは、こ

の問いに対していくつかの答えを見出す

ことである。アジアでは持続可能な消費

と気候変動の関係を追求した研究がほと

んど行われていないことを示し、その関

係を理解することが決定的な意味を持つ

ということを論じる。持続不可能なライ

フスタイルや消費行動は、アジア地域の

エネルギー利用と温室効果ガス（GHG）

排出の劇的な増加につながる可能性があ

るためである。

　世界中の GHG 削減を低コストで実現

する選択肢の多くに、アジアで最も著し

い成長を遂げつつあるセクターで持続可

能なライフスタイルと行動を推進する政

策が含まれていることから、持続可能な

消費と気候変動の関係についての理解を

深めることには価値がある。とりわけ成

長の著しいセクターは建物と輸送であ

る。アジアの急速な都市化を踏まえると、

これらのセクターで今すぐではなくても

タイムリーに行動を起こすことは、炭素

集約度の高い技術を使用した持続不可能

な開発が進んで身動きがとれなくなるこ

とだけでなく、持続不可能なライフスタ

イルとサービス提供のシステムに「閉じ込められる」ことを回避するためにも、極めて重要

である。さらに気候上の観点から見ると、両セクターのエネルギー消費を切り換えること

は、地球の気温上昇を工業化前との比較で 2℃以内に抑えるために非常に重要である。本

章ではそうした機会と、それに対する障害を地域、国、国際レベルで克服するための方法

について論じる。

本章の概要

　本章では、急速な都市化の進むアジアが、
特に炭素集約型である建物と輸送セクター
において低炭素型のライフスタイル・行動
を通していかにして持続可能な消費を実現
することができるのか考察を行う。そのた
めに 2 つのセクターの主要なステークホル
ダーは以下の課題を認識し、取り組みを進
める必要がある。

•   建物と輸送セクターのエネルギーサービ
ス消費の管理は、アジアで持続可能な消
費と低炭素型の発展を実現するための重
要課題である。

•   政府が助成金や啓発活動を通して支援を
行うことは、建物セクターにおけるエネ
ルギー効率の高い技術の発展や活動を加
速させ、スケールメリットの創出を後押
しする可能性がある。

•   専用レーンによるバスの高速輸送網
（BRT）や地域冷暖房（DHC）の整備等の公
共事業は政府と自治体でなければ実現が
困難で、かつエネルギー・燃料使用の効
率化に決定的な影響を持つ。

•   UNFCCC に基づく国際的な枠組みや二国
間・多国間交流は、持続可能な開発だけ
でなく気候変動対策上の目標にまで拡大
することができる。
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　本章は 6 つのセクションに分かれている。セクション 2 では持続可能な消費と生産（SCP）
と気候変動を統合的に捉え始めた国際的な政策決定プロセスと研究を検討する。またアジ

ア、とりわけ建物セクターと輸送セクターで両者の関係についての研究を深める必要があ

ることも示す。セクション 3 では両セクターのエネルギー需要の動向と、それに対応する

GHG 排出の動向について述べる。セクション 4 及び 5 では多岐にわたる環境への影響の緩

和方法の概略を持続可能なライフスタイルと行動に関連付けて述べ、さらに建物セクター

と輸送セクターでそうした機会を実現するためにどのような障害があるかを示す。最終セ

クションでは持続可能な消費を国際的な気候交渉やその他の国際的な政策過程に組み込む

ための提言、ならびに気候上の懸念を国レベルの対消費者政策に統合するための提言を行

い、結論とする。本章全体としては主に SCP のうち、持続可能な消費の方に力点をおく。

2.  都市化の進むアジアでの持続可能な消費と気候変動

　SCP の重要性が世界的な注目を集めるようになったのは、国連環境開発会議のアジェン

ダ 21（UNCED 1992）や持続可能な開発に関する世界首脳会議のヨハネスブルグ宣言（WSSD 
2002）がきっかけである。例えば WSSD では消費と生産のパターンの変化は持続可能な開

発を実現する上で不可欠であるという指摘がされており、一方アジェンダ 21 では消費パ

ターンの変革によって主要セクターのエネルギー利用の持続可能性が増す可能性があると

いう指摘がされている。アジェンダ 21 の発表の数年後に持続可能な開発委員会（CSD）がマ

ラケシュ・プロセスのために作成した背景報告書では、気候変動が SCP に関する議論の一

部に組み込まれている（CSD 2006）。より最近では、SCP は先進国の持続不可能なライフス

タイルと消費パターンを常々非難していた途上国の気候変動交渉団の注目を集めている。

（UNFCCC 2009）1。

　SCP と気候変動の結び付きが指摘され始めたのは最近の国際的な政策決定プロセスに

おいてのことであるが、研究者の間では 10 年以上もの間、持続可能なライフスタイル

と行動の変化によってエネルギー利用の削減が可能という指摘が行われていた。例えば

Goldemberg（1996）は、持続可能なエネルギーの未来を推進する戦略の大半が化石燃料から

再生可能エネルギーへの切り替えといった技術的解決策を取り上げているが、エネルギー

と燃料を大量に使用する消費パターンとライフスタイルを変化させるための戦略はあまり

研究されていない、という指摘を行っている。Herring and Sorrell（2009）もエネルギー効率

を向上させるだけでは一般に考えられているほど効果的にはエネルギー需要が減らない可

能性があると指摘し、ライフスタイル中心のアプローチを支持した。これは「リバウンド

効果」によるもので、エネルギー効率が向上すると旅行のようなエネルギーサービスの限

界費用が低下し、そうしたサービスの消費が全体的に増える。De Zoysa（2009）はこの論理

をさらに一歩進めて地域に重点を置き、アジア途上国は持続可能な消費の基準を気候政策

を含めた地域や国の政策に組み込むことが重要であると論じている。

　表 11.1 に示す通り、SCP の問題を扱う政策や措置を成立させるための努力が国レベルで

行われてはいるが、そのほとんどはエネルギー利用の大幅な削減と GHG 排出の一定量の

削減を実現するためのもので、特に建物セクターと輸送セクターではその傾向が強い。
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表 11.1  輸送・建物セクターにおける国レベルの SCPに向けた政策・措置の例

政策・措置 持続可能な消費と生産

輸送
インド 環境と開発に関する国家的保護 

戦略と政策綱領（輸送）
持続可能なライフスタイルと資源の適正な管理と保
存を実現するための政府の目標とプロジェクトの概
略が示されている

中国 消費税 免税によって小型で効率がよく汚染が少ない自動車
の購入を奨励

インドネシア 走行適合性に関する自動車排出 
基準

走行適合性検査合格車両の一酸化炭素及び HC 排出
限度を設定

シンガポール ウイークエンドカー・スキーム 道路利用料金制度の施行に先立って導入され、自動
車の利用頻度を減らすためのさらなるインセンティ
ブの供与を狙う（例えばこのスキームに自動車を登
録した者は道路税が通常の 30% に減額される）

建物
中国 公共建築物に関する国の省エネ 

設計基準（2005）
エネルギー消費を既存の建物より 50% 低下させる目
標を設定。建物のエネルギー利用の改善（22%）と空
調システムの稼働（28%）で目標達成を目指す

グリーン建築評価基準（2006） エネルギー消費データを利用して建物の持続可能性
の定量化基準を策定。認証基準に合格した建物に建
設省が認証を与える

タイ 「指定建築物」と公共建築に関する
エネルギー規定（1995）

大型で指定された公共建築向けの外周材、暖房、照
明基準を設定、既存の建物についてはエネルギー監
査が必要

ASEAN ASEAN の業務用ビルに関する 
域内エネルギーベンチマーク、 
省エネルギービル表彰プログラム

ASEAN の支援によりエネルギー効率の高い建物の
基準を策定し、最良物件を表彰するプログラム

インド 省エネルギー法 エネルギー効率向上のための法的枠組み、制度上の
取り決め、規制メカニズムの策定、公共建築を対象
としたエネルギー効率プログラム、省エネビル条例
の策定、電化製品の基準及び表示プログラム、省エ
ネ推進のための教育及び啓蒙活動等、2001 年施行の
省エネビル条例の根拠を提供

エネルギー監査プログラム（2007） 全建物の規定接続負荷に関する監査プログラムの 
確立

国のグリーン建築評価システム 建築業者及び個人を対象とした自発的システムの 
確立を検討

建物内の再生可能エネルギー利用
に関するパイロットプログラム

建物への再生可能エネルギー活用（太陽光）

インドネシア 省エネのための国のマスタープラン
（2005）

エネルギー集約度を年 1% 低減するための戦略の一
環、エネルギー消費の多い建物はエネルギー監査を
受ける必要

出典：WRI SD-PAMs Database 2009; Huang and Deringer 2007

　いくつかの理由から、急速な都市化が進むアジアでは持続可能な消費と気候変動に今以

上に注目しておく必要がある。ここ数十年、1998 年の金融危機を除けばアジアほど急成長

をとげた地域は他にない。このようなアジアの成長の基底には大規模な都市化があった。

表 11.2 は 1950 年～ 2030 年にかけてのアジアの都市化動向を予測したものである。都市

化に伴う消費者の嗜好の変化が、アジアのエネルギー利用を増加させる推進力の大部分を

担った。技術は建物セクターと輸送セクターで必要な排出削減を進める力の一部にはなり

得るが、両セクターの排出削減に決定的な役割を果たすのは、エンドユーザー・レベルで

のライフスタイルや行動の変化に狙いを定める政策であると考えられる。
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表 11.2  1950～ 2030年のアジアにおける都市化の進展

1 人当たり
GDP

人口 都市人口 都市化率 都市人口の推定増加率

（PPP、ドル）
2003 年

（百万人）
2005 年

（百万人）
2005 年

（％）
1950 年

（％）
2005 年

（％）
2030 年

（百万人）
2005-2030 年

（％）
2005-2030 年

世界 6,453.6 3,172.0 29 49 61 1,772.7 56 

アジア 3,917.5 1,562.1 17 40 55 1,102.2 71 

マレーシア 9,512 25.3 16.5 20 65 78 10.8 66 

タイ 7,595 64.1 20.8 17 33 47 14.6 70 

中国 5,003 1,322.3 536.0 13 41 61 341.6 64 

フィリピン 4,321 82.8 51.8 27 63 76 34.8 67 

スリランカ 3,778 19.4 4.1 14 21 30 2.4 59 

インドネシア 3,361 225.3 107.9 12 48 68 80.0 74 

インド 2,892 1,096.9 315.3 17 29 41 270.8 86 

ベトナム 2,490 83.6 22.3 12 27 43 24.5 110 

パキスタン 2,097 161.2 56.1 18 35 50 79.3 141 

カンボジア 2,078 14.8 2.9 10 20 37 5.8 197 

バングラデシュ 1,770 152.6 38.1 4 25 39 48.4 127 

ラオス 1,759 5.9 1.3 7 22 38 2.3 177

GDP ＝国内総生産、PPP ＝購買力平価ベース

出典 :  United Nations, World Population Prospects: The 2002 Revision; World Urbanization Prospects: The 2003 
Revision; and United Nations Development Programme, Human Development Report 2005

出典：ADB 2006

　都市化は確かに多くの人々を貧困から救い出すことに貢献はしたが、同時に欧米風の消

費パターンに基づく消費者経済をもたらした。第 1 章で論じた通り、これは極めて持続不

可能である。地球上の都市人口は、1950 年～ 2005 年の間に 29% から 49% に増加した。農

村地域より都市の居住者の方が多くなったのは人類史上初めてである。2030 年には都市人

口の比率が 61% に達するであろう。およそ 18 億人の増加のうち、そのほとんどがアジア

の途上国の増加分である。都市化の進展とそれに伴う GHG 排出量の増加の度合いは、科

学が気候変動に適切に対処するために必要としているレベルとは桁が違う。

　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第三作業部会の第四次評価報告書（AR4）による

と、気候への危険な影響を回避するためには、気温上昇を工業化前から 2℃以内に抑えな

ければならないとされている。この 2℃という目標は、その後 2009 年のコペンハーゲン合

意でも採用された。この目標を達成するには、排出量を最大 80% 削減する必要がある。し

たがって気候問題に適切に対処するには、現状のエネルギーや化石燃料を大量に使う消費

中心の経済から早急に脱却する必要がある。

　エネルギー利用の動向は注目に値するが、持続可能な消費と気候変動の間に見られる別

次元の関係も同様に重要である。この問題は、アジアの多くの国々の 1 人当たりエネルギー

消費量とそれに伴う GHG 排出量が、2007 年には依然として世界平均の 1.82 原油換算ト

ン（toe）、4.38 CO2 換算トンをはるかに下回っているという事実を反映したものである。イ

ンドとインドネシアの 1 人当たりエネルギー消費量はそれぞれ 0.5toe と 0.8toe で、世界平

均の数分の 1 でしかないのが実情である。さらに、アジア地域の 1 人当たり発電量は推定

1,800kWh と、世界平均の 2,870kWh を依然 37% 下回っている（ADB and APEC 2009）。憂慮

すべきは世界人口の約 22% に相当する約 15 億人の人々が今なお電力を利用できないとい

う事実であろう（IEA 2008）。その半数あまりはインド、インドネシア、バングラデシュの
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国民で、85% 以上が僻地で暮らす人々である。これらの人々が都市圏に移り住むにつれ、

エネルギー需要は大きく増加することになる。

　アジアの国々にエネルギーを利用できない人々が多数存在するという事実は、主に検討

すべきことは何か、緊張はどこに生まれそうかという方向性を示してくれる。アジアの大

半の国にとって、エネルギー使用量が増えることは基本的な開発ニーズを満たすためには

止むを得ないことである。アジアの急速な経済成長によって 3 億 5,000 万を越える人々が

貧困から脱出したが、体重が標準に満たない幼児の比率を減らし、極端な貧困と飢餓を根

絶し、その他のミレニアム開発目標（MDG）を達成するためには、エネルギー使用量の増加

は必要である。それどころかアジア太平洋地域は世界の人口の半数以上を占めることから

貧困層の人口数も最大であり、十分なエネルギーを供給することは地域的・世界的な貧困

解消の努力に欠かせない要素である（UNDESA 2002）。したがって GHG の緩和政策の導入

によって、同時に緊急の開発を妨げることなくアジア地域の低炭素発展の道が開けるとい

うことは、極めて重要なことである。

　研究者と国際的な政策決定プロセスは開発と気候変動の両方に対処できる持続可能な消

費の推進政策を提唱しているが、現場での検討の進捗度は今一つである。エコラベル等、

SCP 戦略を追跡した数少ない研究によって、SCP 戦略の消費行動の意味のある変化を促す

能力には依然として限界があることが明らかにされた（Cohen 2008）。その一因は、SCP 戦

略がシステム的アプローチをとらなければならないことにある。行動を社会構造の中で検

討し、生産と消費の繋がりを通して消費が行われている社会的・物理的インフラの中で目

標の達成を模索するようなアプローチである（European Environmental Bureau 2009）。一方、

持続可能で低炭素なライフスタイルと行動が必要とするシステムの変化を促すにはどのよ

うな障害があるのかという研究が少ないことも、要因の一つである。以降のセクションで

は、低炭素型の消費と開発の可能性だけでなく、アジアの国々における建物セクターと輸

送セクターでそれを実現するための障害をどうすれば克服できるかということを考察す

る。

3.  急速な都市化が進むアジアの建物セクターと輸送セクターの排出の動向

3.1  建物

　地球全体のエネルギー利用の約 40%、また地球全体の GHG 排出量の約 30% は、建物に

由来する（UNEP 2009）。2004 年の居住用・非居住用建物セクターからの排出量（電力使用

を含む）は、CO2 が 8.6 GtCO2eq、N2O が 0.1 GtCO2eq、CH4 が 0.4 GtCO2eq、炭化水素（CFC
及び HCFC を含む）が 1.5 GtCO2eq であった（Gt ＜ギガトン＞＝ 10 億トン）。図 11.1 に建物

でのエネルギー使用に由来するCO2排出量を示す。電力使用と地域暖房による排出量をユー

ザーレベルで見ると、化石燃料の直接燃焼による CO2 排出量の 3 倍以上に上っていること

がわかる。建物内での電力使用による CO2 排出量が 1971 年～ 2004 年にかけて年率 2% の

増加を見せたことを示すデータがあることも、ユーザーレベルで見ることの重要性を裏付

けている。
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図 11.1  建物からの CO2排出量（2004年）
 

出典 : Levine et al. 2007

　アジアの都市化の進行は、住居及び商用建物でのエネルギー利用が激増する可能性を示

唆するものである。例えば先進国の現在の商用エネルギー消費量は、途上国の 14 倍にのぼ

る。さらに商用建物でのエネルギー消費は、途上国のエネルギーの最終消費セクターの中

で今後最も急成長すると予想されている（EIA; US 2008）。建物セクターには家庭用住宅や

集合住宅等の居住用建物、ショッピングモール、高層オフィス、冷蔵倉庫といった商用建

物等、広範な構造物が含まれ、エネルギーの最終用途は主に暖房、冷房、冷蔵、照明、電

化製品、電子機器に分類できる。こうした最終用途は電力を使用するものがほとんどであ

るが、暖房のニーズも多岐に渡ることから、天然ガスや石油が必要になることもある。

　中国では、建物は国の一次エネルギー総消費量のほぼ 25% を、さらに年間 GHG 排出量

の 4 分の 1 を占める。中国の人口の約 45% が都市圏に居住しており、2030 年には人口の

60% が都市に移動すると予測されることから、建物のエネルギーサービス需要が大幅に増

加する可能性は極めて高い（Li 2008）。

　建物からの GHG 排出量が増えるのは、主に電力消費が増えるためである。中国の一次エ

ネルギー総需要は、2005 年の 4,025.3 Mtoe から、2030 年には 7,215.2 Mtoe に増加すると予想

されている。1 人当たりエネルギー需要にすると 2005 年の水準より 50% 増加することにな

る（ADB 2009）。1 人当たりの電気需要も、2005 年の 1,344 kWh から 2030 年には 2,530 kWh
に増加すると予想されている。これは年 2.6% の成長率に相当する（ADB 2009）。アジアにお

ける途上国の商用建物の電力使用による CO2 排出量は、他のどの地域よりも多い。その一方、

住宅からの排出量はアジアの CO2 排出量増加の最大の部分を占め、その比率は 42% に達す

る可能性がある。

　図 11.2 は Graham（2003）が提示した建物のライフサイクル段階を図示したものである。

ライフサイクル・アプローチを用いると、建物運用時のエネルギー使用量の比率が他の段

階より圧倒的に多い傾向にあることがわかる。この段階のエネルギー消費量は、気候と場

所、需要レベル、エネルギー供給とエネルギー源、設計と建築資材、居住者・利用者の収

入レベルと行動等、相互連関をもつ様々な要因によって変化する（UNEP 2009）。
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図 11.2  建物のライフサイクル段階 

出典 : UNEP 2009

3.2  輸送

　経済発展、人口増加、都市化によって、輸送セクターからの GHG 排出量も急速に増加

した。輸送セクターは世界の化石燃料の燃焼による CO2 排出量の約 4 分の 1、GHG 総排出

量の 13% を占める（IEA 2008）。世界の輸送関連の GHG 排出量は 1970 年～ 2005 年の間に

130% に増加したが、最近の伸びはほとんどがアジアの急速な車社会化によるものである。

例えば、アジアの輸送関連の CO2 排出量は、1980 年～ 2005 年にかけて 0.21 から 0.76 ギガ

トンへと 3 倍以上に増加した（Timilsina and Shrestha 2009）。

　アジアの国々における輸送による排出はここ数年大きく増加したが、今後はさらに加速

する可能性がある。アジアのエネルギー最終需要は、2005 年～ 2030 年にかけて年率 2.2%
の成長が見込まれている。輸送セクターでは 2.9% の成長が見込まれているが、これは最

終需要の数字としては他のどのセクターよりも高い。さらに図 11.3 に示す通り、同セクター

のエネルギー使用量が急増することで、アジア途上国の排出量が世界の輸送関連の CO2 排

出量に占める割合はますます高まるであろう。2000 年にはアジアにおける途上国の排出量

は世界の輸送関連 CO2 総排出量の 14% に相当する 0.75 ギガトンに過ぎなかったが、2050
年には 30% に達すると予想されている。

図 11.3  輸送セクターの CO2総排出量（2005～ 2050年）
 

出典：WBCSD 2004
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　輸送による排出量は、輸送量や輸送手段ごとのエネルギー使用量、そのエネルギー発生

に使用する燃料の種類、公共交通機関と私的交通手段の比率等の変数によって決まる。こ

れら 4 つの変数、特に自動車のタイプ別のエネルギー消費と全体的な自動車の走行量をア

ジアの政策決定者がどう管理するかが、今後の排出量に影響するであろう。例えば持続可

能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）は、1 台当たりのエネルギー消費量を 18% 改

善しただけでは 2050 年までに推定 123% 増加すると予想される軽量自動車の輸送量を相殺

するのに十分ではないと指摘している（WBCSD 2004）。この指摘は特にアジアに当てはま

る。例えば中国では自動車保有台数が 2006 年の 3,700 万台から 2030 年には 2 億 7,000 万

台に増えると予想されているためである（IEA 2007）。これは 123% の増加をはるかに上回

る上昇率である。

　自動車台数の劇的な増加は、アジアの政策決定者が自動車の効率向上を追求するだけで

なく、移動性とアクセスの利便性を犠牲にせずに交通需要を抑制する政策を探し出さなけ

ればならないことを示している。アジアの輸送セクターにはこの均衡化を達成する機会が

多数存在する。次のセクションでは、輸送及び建物セクターに見られるこうした機会の大

半が低炭素だけでなく低コストも実現することを示す。

4.  建物及び輸送セクターにおける削減機会とその障害

　建物セクターが他の主要な排出セクターと比較すると現在利用できる技術を活用して

GHG 排出を最少コストで削減できる可能性が最も高いセクターであることは好材料である

（UNEP 2009）。Levine et al（2007）は、世界の居住用及び商用建物セクターは 2020 年までに

予測ベースライン排出量を約 29%（検討した全分野で最高）削減できる可能性があると結論

づけている。建築物の設計と運用時にシステムアプローチを適用することで、新築建物で

は推定で最低 75% の省エネが実現可能になると予想されている。

　途上国での新築建物の急増と非効率的な建物の建て替え率が低いことは、建物セクター

の排出量が多いことの主要因である。WBCSD は政府、企業、個人が新築及び既存建物で

のエネルギー使用量を積極的に低減し、排出量を 2050 年のベースラインに対して 77%（推

定 48 ギガトン）削減し、大気中の CO2 濃度を IPCC が要求するレベルに保つことを提言し

ている（WBCSD 2009）。

　アジア地域の GHG の状況を一変するための鍵となるのは、無理のない低減方法を探し

出し、最大限に利用することである。そのためには、低炭素政策が同時に低コストでなけ

ればならない。いくつかの研究によって、2030 年までに世界の排出量を 1990 年レベルの

35%、2000 年レベルの 70% 削減することが経済的にも技術的にも可能であることが示され

ている。そこまで大規模に削減を行えば、世界の気温上昇は工業化前から 2℃以内の範囲

に保たれ、気候変動の最も深刻な影響は多少遠のくであろう（McKinsey 2009）。
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図 11.4  セクターと地域ごとに見た推定削減ポテンシャル 

出典：UNEP-SBCI 2009

　限界削減費用曲線を使用して低コストの削減オプションを特定するという方法に注目が

集まっている。どのセクターにどのような介入をすれば削減コストが最低となるかが、こ

の方法でわかるためである。例えば 2030 年の世界的削減コストが 1 トン当たり 90 ドル未

満の主要セクターは、エネルギー供給及び工業セクター（17 GtCO2e）、林業及び土地セク

ター（12 GtCO2e）、廃棄物、輸送、建物セクター（12 ～ 14 GtCO2e）であることが、こうした

研究で示されている。輸送及び建物セクターは特に注目に値する。推定削減ポテンシャル

12 ～ 14 GtCO2e のうち 3.7 ～ 5.1 GtCO2e が、表 11.3 に示したより持続可能な消費の実践に

よって可能になるためである（McKinsey 2009）。実際、Levine et al. は 2007 年に、どの技術

と最終の需要で社会にとっての単位削減コストが最低になるか、さらにどの技術と最終用

途で削減ポテンシャルが最大になるかを理解することが、制度設計の観点から極めて重要

であることを示している。

表 11.3  持続可能な消費によって可能になる低コストの削減

セクター 2030年の年間排出量
GtCO2e

推定削減量

建物 1.5 - 空調の変更で 2%
- 温水暖房、家庭用電化製品、照明で 20%
- 新築建物の床面積の削減で 20%

輸送 0.5 - 消費者用：小型車、効率的な運転、利用削減

- 商用：輸送能力の増加、輸送計画の改善

航空輸送 0.2 - 輸送量の削減で 20%
私的交通手段から公共
交通機関への移行

0.2 ～ 0.4 -  自動車から鉄道、バス、徒歩、自転車への移行で 
 5 ～ 10%

農業 0.6 ～ 1.8 -  先進国の肉類消費量の削減で 20% 
牛肉、山羊肉、羊肉の 0 ～ 50% を他の肉類で置き換え

産業への波及効果 0.8 - セメント建物で 15%
- 鉄鉱石・鉄鋼で 10%
- 鉄骨建物で 5%
- 鉄鋼輸送で 5%

出典：McKinsey 2009
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　こうした機会の多くが行動やライフスタイルの変化を必要とするが、これらのセクター

で行動のコストが低くなる傾向にある理由は二つある。第一に、投資の期間全体にわたっ

てエネルギーが節約できることである。時間をかけて節約されたエネルギーコストがこの

オプションの比較対象となる「より安価な」標準技術より大きくなり、低炭素代用技術の費

用がマイナスとなるケースもある。

　第二の理由は、ロックイン効果を回避できることである。ロックイン効果とは、建物や

高速道路等の寿命の長いインフラは一旦建設すると変更が困難であることを指す。新しい

設備やインフラの建設は、古い設備やインフラを改修・交換するより安価で済む傾向があ

る。したがって、新しい省エネインフラを建設できるセクターでの削減オプションの追求

は比較的安価で済む。

　同様の点が、低コストの削減機会が最も大きくなる地域はどこかということと関係して

くる。前セクションで述べたように、アジアのエネルギー使用量はまだ少ないが、急速に

増加しつつある。さらにアジアのエネルギー関連インフラのほとんどは、今後数十年間で

建設する必要が出てくる。その結果、持続可能なライフスタイルを推進し、それによって

エネルギーと燃料の消費を最小化するインフラへの投資を促すことのできる措置を導入す

る機が熟してきた。

　以上の機会から削減ポテンシャルが生まれることが、図 11.5 からわかる。この図は様々

な国でコストを低く抑えて削減することが可能な GHG の量を示している（Hanaoka et al. 
2008）。次セクションではアジアの建物セクターと輸送セクターで行われたこれらの機会

を利用した取り組みを評価する。

図 11.5  低コストの削減ポテンシャル
 

出典 : Hanaoka et al, 2008 より改変

4.1  建物セクターの削減機会

　建物での電力使用がエネルギー消費削減を最も簡単に実現できる分野であることは、ほ

ぼ間違いない。それによって GHG 排出がかなり削減できるだけでなく、建物内で電化製

品を使用するエンドユーザーにとってもコストが安上がりで済むというメリットが生じ

る。したがって原油高とエネルギー安全保障に対する懸念の拡大に危機感を持つアジアの
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政府は、建物設計及び電化製品の改良のための様々な措置を実施している。自発的プログ

ラム、建物と電化製品に関する基準の設定とその表示、教育プログラム、最優良事例の選

定とベンチマークの策定プログラム、国家市場転換プログラム、資金援助、公共セクター

調達等が、そうした措置の一例である。

　強制的・自発的な基準の設定とその表示は、電化製品については先進国・途上国あわせ

て 60 カ国で既に制度化されている。エネルギー効率の高い電化製品のタイプは幅広いため、

タイプごとに独自の規制がある。エネルギー効率基準をいち早く導入した米国では、40 品

目を越える家庭用電化製品に対し、国の定める強制的基準と自発的基準の両方またはいずれ

かが設定されている。中国もここ数年の間にエアコンと冷蔵庫で最低性能基準を導入した。

　建物性能のレベルでは、国際基準評議会（International Code Council）が策定した国際エネ

ルギー効率規格が建築物のエネルギーに関する規格・基準として有名で、アジアで関心

を集めている。また中国政府は既に「都市建物の省エネルギーに関する規制」（State Council 
2008）を施行し、建物のエネルギー性能の評価に関する法的枠組みを設けている。さらに

グリーンビルディング認証プロセス（国土交通省や、米国グリーンビルディング協議会に

よる LEED 認定等が土地開発プロジェクトに「グリーンビルディング」認証を行っている）

も第三者団体の評価として利用することができ、市場メカニズムを通じたエネルギー効率

認証プロセスの制度化が進んでいる。

　省エネを実現する機会の多くは住宅及び商業用建物セクターにあるが、最終消費製品の商

品化の推進には政府も大きな役割を果たしている。公共セクターによる調達の規模は最終消

費としては最大の部類に入り、新技術採用の初期段階におけるスケールメリットの拡大に力

を及ぼすことがある。国際レベルでは世界貿易機関（WTO）の政府調達に関する協定が、公

共建築で使用する高効率電化製品の購入のモデルとなっている。中国、韓国、日本では政府

や自治体がエネルギー効率の高い製品を購入するための戦略を既に実施している。

　今日行われている効率化政策は、ほとんどが国レベルで始められたものである。しかし

その技術の実際の管理は、都市や地域レベル、さらに各省庁に委ねられることが多い。こ

のことは地域イニシアティブを扱った第 5 章で詳細に記載した通り、政策を有効に実施す

るには政府と地方自治体の間に緊密な協調関係が必要であることを示している。例えば中

国では建設部が財政部の協力を仰ぎ、既に北部の都市で市街地暖房改革を開始している。

2007 年には寒冷地域の 14 省で、モニタリングと熱効率改善機器の設置に助成金を支給す

る 9 億人民元の予算が承認された。この予算は住宅改修に取り組むため、中央政府から各

省に移替された（Ministry of Construction, PRC 2008）。

　上記の政策と対照的に、電気利用率が依然低い他のアジア途上国に加えて、中国及びイ

ンドの多くの地域では、エネルギー基準が統一されていない。大半の途上国の政策は、調

理の主燃料、すなわちバイオマスに重点をおいている。長い目で見ると、これらの地域で

は電化が進む可能性が高い。都市化が進展することによって、これらの地域の住民が現代

のアジアの都市で見られるライフスタイルを模倣することになる場合と、低炭素ライフス

タイルを追求することになる場合の両方が考えられる。したがって、既存のインフラを改

修するチャンスだけでなく、今後建築される建築物のエネルギー及び燃料消費を最少にす

るためのチャンスも大いにある。同じことが輸送セクターのインフラと計画にも当てはま

る。

4.2  輸送セクターの削減機会

　輸送セクターでの排出の削減は以下 3 項目に分類できる。（i）土地利用計画、渋滞税、動

力を用いない輸送手段への切り換えによる不要な輸送量の低減、（ii）大量輸送を行う移動手
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段の使用率の増加または維持、（iii）燃料切り替えまたは燃料効率基準によるエネルギー集

約度の改善。本セクションでは、最初の 2 つのオプション、すなわち輸送量の低減と移動

手段の転換に注目する。それらの方法によって持続可能な消費の中心をなすライフスタイ

ルや行動の変化を後押しすることが可能になるためである。

　先進国と異なり、アジアの国の多くの都市は人口密度が高く、一つの施設を多目的に利

用できることから、移動距離とエネルギー利用が少なくて済むという利点がある。アジア

の都市の人口密度は現在 1 ヘクタール平均 150 人であるが、北米の都市は 1 ヘクタール 15
～ 26 人である。またアジアの多くの都市では、動力を用いない移動手段（徒歩や自転車）

が多く利用されている。例えば、中国の都市では移動手段の 65% が動力を用いないもので

ある（Kenworthy 2006）。

　さらにアジア地域のいくつかの都市は、都市利用計画によって移動エネルギーを少なく

することに成功している。その好例が 1971 年に密集都市向けの計画で取り組みを始めた

シンガポールで、1990 年代に導入した道路利用料金制度によって、エネルギーを大量に使

用する私的移動手段の増加を抑えている。シンガポールでは家庭の 50% 以上、職場の 40%
以上が公共交通機関と近接しており、自動車保有は人口千人当たり 100 台と比較的低水準

に留まっている（Olszewski 2007）。また上海市は革新的なナンバープレート・オークション

制度を導入することで、自動車規制の少ない北京市の 6 分の 1 レベルまで自動車数を減少

させた（Gordon and Sperling 2009）。一方、インドネシアのスラバヤ等、低所得者層の多い

都市では、住宅と輸送手段が融合している状況を改善し、両方を持続可能で低炭素にする

試みが行われている（Kenworthy 2006）。

　興味深い動向として、アジアでバスの高速輸送網（BRT）が増えていることがあげられる。

BRT とは路面電車のような専用レーンを走行し、防護壁付き停留所等の乗客サービス施設

を備えたバスシステムである（Wright and Fulton 2005）。執筆時点では、アジアには 30 以上

の BRT システムが稼働していた。最も重要な点は、こうしたプロジェクトによってライフ

スタイルが改善され、都市のカーボン・フットプリントが低減されたことである。例えば

ジャカルタでは BRT 路線が開設されたことによって移動時間が短縮され、GHG 排出が減

少した（Ernst 2006; Matsumoto 2007; Sutomo, Romero, and Zusman 2008）。またアジア途上国

の人口密度の高い都市での低床式路面電車（LRT）や地下鉄の成功例もある。例えばインド

のデリーメトロは 2006 年の完成以来 1 日当たり 226 万人に利用され、年間推定 38,000 ト

ンの CO2 排出削減に寄与したとされている（Sudo 2009）。

　公共輸送の拡大による改善を目指すプログラムが数件開始されたことも心強い。例え

ばインドのジャワハルラール・ネール全国都市再生ミッション（Jawaharlal Nehru National 
Urban Renewal Mission: JNNURM）は政府が主導するプログラムで、2005 年～ 2012 年の 6
年間に 63 都市の都市開発プロジェクトに約 250 億ドルの予算を割り当てている。予算の

大部分が公共輸送の改善を目的としたものである（Agarwal and Zimmerman 2009）。

5.   エンドユーザーのレベルで見た建物・輸送セクターの削減機会 
に対する障害

　持続可能な低炭素消費戦略の策定には、エネルギーを実際に消費する者だけでなく、多

数のステークホルダーが関わっている。ステークホルダーは政府から投資家、土地開発業

者、公益事業者まで多岐にわたる。必然的に財政的、制度的、社会的、文化的な障害に遭

遇する可能性も高くなる。こうした障害の中でも最も大きい課題となるのは、消費者の選

択肢の不足、消費者コストの高さ、消費者の意識の欠如であろう。アジアの建物・輸送セ

クターに関するこれらの課題を以下で論じる。



第 11 章  持続可能で低炭素型の建物と輸送：都市化の進むアジアにおける気候上の最重要課題

239

5.1  建物

消費者の選択肢

　既に建設されている建物に関しては、消費者には最終用途のエネルギー効率を改善する

ための選択の余地が与えられていない。都市エネルギーの構造上の特質から、消費者には

そうした選択の主体としての立場が与えられないことが多い。国際応用システム分析研究

所（IIASA）の分析によると、都市システムのエネルギーは、重要度の高い方から順に労働

力の空間的分布、都市の形態、最終用途の効率、既存システムの統合の度合い、燃料の代

用の可否によって決まってくる（Grubler 2009）。消費者はエネルギーを最終利用する局面を

除けば、こうした要因のいずれにも影響力を持つことができない。また、消費者は効率の

よい建物及び電化製品を望むことができるが、それを現実のものとするには一連のプリン

シパル・エージェント問題（依頼人－代理人関係に生じる問題＝ PA 問題）を解決する必要

がある。

　アジアの建物セクターの PA 問題は、エネルギー効率改善の大きな障害である（Murtishaw 
and Sathaye 2006; IEA 2007）。すなわち、エネルギー使用を低減すれば GHG 排出を低減で

きることを知らないステークホルダーはいないが、そうした改善のためにコストを支払う

者とその利益を享受する者が違うというところに問題がある。効率改善のコストを負担す

る投資家が、節約されたエネルギーの利益を必ずしも享受しない場合に、PA 問題が発生す

る。地主が改善の費用を支払い、テナントがエネルギー料金を支払っている限り、投資が

行われることはない。

　同様に、エネルギー料金を地主が支払っても逆の PA 問題が起こり、テナントにはエネ

ルギー使用を控えるインセンティブがなくなる。中国を例にとると、現状の料金体系と規

制の枠組みはエンドユーザーに暖房用のエネルギーを節約するインセンティブを与えてい

ない。暖房が都市建物のエネルギー消費に占める割合は 40% を越え、エネルギー及び炭素

排出削減の最大のポテンシャルを有する。国が 1995 年に新築住宅の暖房に関するエネル

ギー効率基準を導入した結果、暖房用のエネルギー消費は大幅に減ったが、中国北部の住

宅の平均的暖房エネルギー消費量は国の規定に従っていても依然スウェーデン、デンマー

ク、オランダ、フィンランド等のバルト海地域の最も効率のよい住宅の約 2 倍に達する。

現状の条件では追加コストがかかることから、住宅建設業者にも土地開発業者にも住宅の

効率を高めるためのインセンティブがない。暖房によるエネルギー料金は実際の消費量で

はなく床面積を基準にして請求されるため、消費者はエネルギーを節約しても料金に反映

されず、開発業者にとってもエネルギー効率の優れた住宅を建てるための経済的インセン

ティブがない。

消費者コスト

　初期費用の高さは、以前からエネルギー効率の優れたインフラ及び建物の投資に対する

大きな障害であるとされている（IPCC 2007）。多くの投資家が、長い目で見れば効率を高め

ることで節約できるコストが増えるということを知っている。いくつかのケースでは、省

エネ電球等、効率改善のための投資が問題なく行えるのに、既存技術への愛着が新技術の

採用を妨げることがあり得る。また別のケースでは、効率改善には巨額の資金が必要にな

るが、投資家が資本の調達手段を持たないために、そうした投資を行うことができない。

低所得者層の団体や小企業の借り主の多くが、建物改善に向けた資金を借りるための信用

力に乏しいと見なされる可能性がある。

　結果としてアジアでは、規模の大小に関わらずエネルギー効率プロジェクトの導入機会

が利用されないままで終わることが多かった。アジアの多くの地域には、効率改善を望む
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投資家に信用を供与するための適切な金融機関がない。同様に、効率に対する投資は比較

的安全で、しかも確実なリターンが望めるが、貸し手の多くは効率関連投資のリスクが低

いことを知らない。したがって政府が間に入ることで、消費者のコストを下げること、あ

るいはコストを下げるように業界に働きかけることが可能になる。

　中国政府は国内の業界に対し、省エネ製品を販売するよう積極的に支援してきた。財

政部は 2009 年 6 月に「助成金支給による省エネ製品の推進に関する管理弁法」を公布した

（Ministry of Finance, PRC 2009）。このプログラムは省エネ製品の製造企業に助成金を支給

するもので、受けとった企業はその分だけ消費者に対する販売価格を引き下げることがで

きるようになった。その目的は消費者にエネルギー効率のよい選択を志向させることだけ

でなく、消費者の製品に対する認知度を高めることでもあった。

　政府は新技術のコストダウンの推進にも大きな役割を担うことができる。公共セクター

の調達が、新技術開発の初期段階におけるスケールメリット拡大を後押しする力となる可

能性がある。

　公共事業プロジェクトも、多くのコミュニティで全体的な効率改善を可能にしてくれる。

例えば中国では、建設部が財政部の協力を仰ぎ、既に北部の都市で市街地暖房改革を開始

している（Ministry of Construction, PRC 2008）。

消費者意識

　建物基準や電化製品のラベリング制度がないことが、一般大衆がエネルギー効率の優れ

た製品を選択する際の障害となっている。建物開発業者や電器メーカーは、自社製品がコ

ストの節減と排出削減にどの程度寄与できるのかを公表しなければならない（Martinot and 
Borg 1998）。 したがって政府は介入によって基準を守るよう指導し、公表のプロセスも支

援しなければならない。政府の支援を受けたラベリング制度が製造業者の省エネ性能に関

する申告に根拠を与えることで、こうした努力の大きな支えとなっている例が多い。一方、

不動産購入者の多くは開発業者が申告する建物のエネルギー性能を信頼していないのが実

情である。したがって消費者の意識を高めるには、基準を策定・管理し、省エネ性能の証

明に力を貸し、一般大衆にメリットを伝えることができるような政府機関の関与が必要で

ある。

　最終需要のレベルでは、どれを選ぶと環境影響が最も大きいか、またどれを選ぶとそれ

が回避できるか、という疑問が生じる。消費量を削減することは最良の解決策であろうか。 
その答えは価値観や個人の好みといった多くの変数次第で変わってくるが、問題は消費者

向けの適切な情報がないことである。

　先進国の特徴である持続不可能な消費パターンを回避するには、ライフサイクル評価

（LCA）が GHG 排出量に与える消費者の決定の寄与度を理解するための強力なツールとな

る。LCAはサプライチェーン全体に多くのメリットをもつ。それは最終消費者が自身のカー

ボン・フットプリントと外的影響力を理解することを可能にするだけでなく、製品の環境

コストを反映する価格決定方式を確立することや、製造業者が自社の製品を差別化して自

身のサプライチェーンの効率を改善することにも役立つであろう。

　さらに、LCA によって得られた情報は低炭素革新への投資に対する信用を生み出すこと

で、炭素取引市場と一つになって効果を発揮するであろう。信頼できる情報と価格決定の

仕組みが互いに連関することで、生産工程と消費、気候影響が経済的な関係を確立し、最

終的には資源効率と炭素効率の向上につながることになる。
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5.2  輸送

　アジア太平洋地域には、これまでに成し遂げた成功と同じくらい多くの課題が残されて

いる。都市化によって、アジアの多くの都市では輸送需要が急激に増加している。例えば

中国及びインドでは輸送需要の伸びが年率 5% を上回っている。さらに、アジアではほと

んどの都市で人口の過密化が進む一方、郊外への拡散とそれに伴う移動距離とエネルギー

消費の増加がますます鮮明になっている。インドネシアのバンドンのような狭い都市では

都市周辺部にコミュニティが生まれ、そこから通勤・通学する者が増えている（Perera and 
Permana 2009）。加えて、密集した都市ではシンガポールの成功に習おうと周到な試みがな

されているが、そうした試みは常に成功するとは限らない。例えばバンコクでは土地利用

計画が一貫性を欠いたため、都市の膨張を抑えようとする試みがあまり効果を上げられな

かった（IGES 2004）。

　さらに、アジアの途上国のあらゆる都市で公共交通機関の利用が減少している。公共交

通機関のサービス内容や質を改善しても、こうした傾向をすぐに反転させるには力不足な

のではないかという懸念が増大している。例えば、インドで専用市バスサービスがあるの

は、人口が100万を超す35都市のうちわずか17都市である（Singh 2005）。もう一つの懸念は、

公共交通機関の価格が低所得層が利用できる程度に抑えられるかという点に関するもので

ある（Tiwari 2007）。

表 11.4  アジアにおける公共交通機関の利用比率

都市 旧
動力付き交通の利用量に占める 
公共交通の利用量の比率（％）

新
動力付き交通手段で見た 

公共交通機関の利用比率（％）

バンコク 1970 年 53 1990 年 39 
クアラルンプール 1985 年 34 1997 年 19 
ソウル 1970 年 67 1992 年 61 
東京 1970 年 65 1990 年 48 
上海 1986 年 24 1995 年 15
広州 1995 年 33 2002 年 20

出典：Hook 2002; Wright and Fulton 2005 より改変 

　さらに革新的な輸送方式を導入したにも関わらず、利用実績が当初予想を下回る例も増

えてきている。例えばジャカルタの BRT プログラムは最初に開通した路線では人気を博し

たが、残り 7 路線の乗車率は最初の路線を下回り、時間もエネルギーも最初の路線ほど節

約できなかった（Sutomo, Romero and Zusman 2008）。デリーの BRT のように、長さ 5 km の

パイロット路線の運用上の問題によって、「カオスの回廊」と呼ばれるほどの渋滞の名所を

作りだしてしまった事例もある。BRT プログラムの意志決定構造はそれぞれ異なるため、

アジアで同じように機能するとは思えない、というより一般化した議論もある（Houssain 
2006）。また公共交通機関の大がかりな見直しには、資金調達に関する懸念もつきまとう。

JNNURM の事例で言えば、発注したバスの納品の遅れがこのプログラムに対する熱意に水

を差した。結論を言えば、ライフスタイルや行動の変化によってエネルギーを削減しよう

とする戦略の多くに、多数の障害があるということになる。以下にマレーシア、インド、

インドネシアの事例を取り上げ、各地でみられる障害を検証していく。

消費者の選択肢

　消費者に選択肢が与えられていないことが、持続可能な輸送方式に移行する上での主な

障害である。その好例がマレーシアで最も急成長を成し遂げたクアラルンプールの事例で

ある。同市では自動車に有利な開発計画によって、輸送に関する選択肢が制限されること
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になった。1980 年代～ 1990 年代にかけての急速な発展によって消費を志向する中産階級

が出現し、郊外型のライフスタイルと郊外型住宅の需要が増加した。そのためゴンバやペ

タリン等の住宅街の開発が促され、さらに隣接するセランゴール州が人口集中地帯に変貌

し、自動車やその他の動力付き移動手段の全体的な増加につながった。クアラルンプール

市はかなりの程度まで「多数の高速道路と郊外型大規模ショッピングセンターを完備した」

北米型の車社会化のパターンをたどった（Bunnell, Barter and Morshidi 2002）。

　1980 年代には政府が 20 本以上の新設道路の建設と、同市周辺のクランバレー地域まで

含む道路改良プロジェクトに多額の投資を行った。道路建設で中心部の渋滞は一時的に減

少したが、それによって市域外の輸送需要が生まれた。そのため1985年に既に34%と低かっ

た同市の公共交通機関の利用率は、1997 年には 19% まで低下し、この傾向を反転させる

ことは困難となった（Wright and Fulton 2005）。

　またこの問題に加えて、政府が行った同国の自動車業界に対する支援が火に油を注いだ。

クアラルンプール市は最近 LRT システムに投資を行っており、フィーダーバスや通勤用鉄

道との乗り継ぎが実施される予定である。しかし、自動車に依存するライフスタイルが一

旦確立してしまった後で、このシステムが通勤パターンにどう影響するのかという点は、

未だ不透明である。

図 11.6  公共交通機関の利用比率

出典：UITP 2001 

　クアラルンプールの事例は、エネルギー集約的な輸送パターンが固定化してしまうこと

を防ぐための長期計画の必要性を示している。したがってアジアで都市化が進展している

地域では、迅速な行動を推奨する。しかし、持続可能な輸送方式の初期費用は極めて多額

となる可能性がある。

消費者コスト

　都市貧困層の急速な増加が進んでいる国では、コスト上の障害が特に問題になることが

わかってきた。コストの高さは、例えばインドのデリーで暮らす 1,000 万人の住民の多く

にとって、最大の障害である。同市では 1990 年に土地の多目的利用を推進するためのマス

タープランが策定されたが、それから 20 年の間に計画地域の外側に定住する都市移住者

が急速に増加した。その結果、通勤その他の不可欠なニーズのための移動が増えただけで

なく、安価な公共輸送の需要も創出された。デリーメトロ等、注目を浴びた一部のプロジェ
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クトによってそうした需要はいくぶん吸収されたが（Sudo 2009）、それらの輸送手段は多く

の消費者にとって日常的に利用するには高価すぎる（Tiwari 2007）。

　デリーメトロの運賃の高さは、より根深い問題の兆候である。公共輸送のための持続可

能な資金調達モデルを設計するには、システムの採算を取りながらも安価な料金を設定す

る必要のあることが多い。料金が低すぎればサービス提供者が運営費用をまかない、「シス

テムの近代化や拡張はもちろん、定期的なメンテナンスや車両交換のための資金的余裕を

もつことさえ」難しくなる（Pucher 2004）。デリー市はこの問題をインドの他の多くの都市

より効率的に処理した。同市は 1990 年代前半に民間業者と公共輸送サービス提供の契約

を行い、官民協力体制を築いた。当初こそ産みの苦しみを味わったが、質のよい輸送の需

要増大に対処するためには民間業者間の競争が効果的であることを明らかにした（Kharola 
2008）。また、インドの JNNURM は 63 都市の市街開発に約 250 億米ドルの投資を計画した

中央政府のプログラムであるが、これもデリーやインドの他の都市の取り組みを支援して

バスシステムの輸送能率を改善する方法として有望である（Agarwal and Zimmerman 2009）。

　次の大きな課題は、消費者に所得が増加しても公共交通機関を利用し続けてもらえるよ

うに、サービスの量と質を高く保つことであろう。インドの大都市の多くでは、自動車が

1995 年から 2000 年のわずか 5 年の間に 30% ～ 40% 増加した（Singh 2005）。これは化石燃

料の価格が低下したことだけでなく、自動車、さらに超小型車の価格がますます手頃にな

り、魅力が増したことの反映でもある。個人輸送にかかるコスト全体を消費者に意識させ

ることは、アジアにおける低炭素輸送へのもうひとつの課題である。

消費者意識

　人々を輸送コストに敏感な状態にしておくのがインドネシアほど難しい国はない。イン

ドネシアでは助成金で燃料価格が低く保たれているため、省エネ意識が低い。助成金は貧

困層がエネルギーを利用できるようにすることを狙ったものであるが、本来の対象を外

れ、しかも一旦支給されると政治的な理由から廃止が困難になることが多い（UNEP 2008）。
2004 年に石油輸入国となって以来、インドネシア政府は化石燃料への助成金支給に年間予

算の最大 3.2% を費やしている。それによってインドネシアの燃料がアジアで最も安価に

なっただけでなく、自動車の台数が 1990 年～ 2007 年の間に 1,000 万台増え、5,000 万台を

越す要因にもなった（Suhadi 2009）。幸いなことに、そうしたコストに対する意識は最近に

なって高まってきた。インドネシア政府は 2008 年 10 月、プレミアガソリン及びディーゼ

ルの助成金を約 30% 減額した。その際、一般にコストが全体でどれほどかかっているかを

説明するために啓蒙キャンペーンも行った。その結果インフレが緩和され、加えて助成金

減額でコストが増加したため運転を控えるようになる者も出てきた。ここで指摘しておき

たいのは、政府は助成金の減額で浮いた財源を他の社会厚生ニーズに割り当て直すように

努めるべきということである。 

　インドネシアの消費者に低炭素輸送の価値を意識づける方法は他にもある。ジャカルタ

の「ノーカーデー」がその好例である。ジャカルタのノーカーデーは、2002 年に非政府組織

（NGO）の支援を受けた年 1 回のイベントとして始まった。その後、政府支援のイニシアティ

ブに成長し、今では 5 つあるジャカルタの行政区の 1 つで毎週日曜日に開催されている。

ノーカーデーには約 5,000 人が集まり、動力を用いない移動手段を使うメリットを国民に

啓蒙する上で役に立っている。ジャカルタの BRT プログラムはあるレーンを走行禁止にし

て専用のバスだけが走る方式であるため、公共交通機関の利用も奨励される。ジャカルタ

の成功にならって、スラバヤ、ボゴール、ジョクジャカルタ等、インドネシアの他の都市

でも独自のノーカーデーの開催が始まった。このプログラムが人気を博したことから、省

エネ意識を高めるためには、動力を用いない輸送手段や公共交通機関の漠然としたメリッ

トを目に見える形で消費者に伝える必要のあることがわかる（Dillon and Damantoro 2008）。
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6.  今後の方向性

　消費主義と気候変動の結びつきは明らかである。毎年大気中に排出される GHG のほと

んどすべてが、元をたどれば個人、家庭、政府セクターが消費する建物及び輸送サービス

に行き着く可能性がある。消費者の主導によってエネルギーを化石燃料に頼る経済が形作

られていることから、どのような決定でも GHG 排出量に影響しないものはない。持続可

能な消費という考え方は何年も前からあったものの、様々な社会的、資金的、制度的障害

に阻まれてきた。しかし、気候問題に対処する必要から政治とビジネスの分野で急速に関

心が高まったことによって、持続可能な消費の実現に向けて経済を改革しようとする動き

に弾みがついた。エネルギー問題、そして気候変動の裏にある GHG 排出には消費行動と

の結びつきがあることを踏まえると、持続可能な消費を実現するための政策や措置が必要

になってくる。本章は急速な都市化の進むアジアが先進工業国の炭素集約的成長パターン

から離れ、建物及び輸送セクターの持続可能な消費に移行する際に直面する主な障害と解

決策を提示した。個人の行動は持続可能な消費に直接的に影響するが、同じく重要なのは

製品を生産する業界と、消費者としての政府の行動である。 以下のサブセクションではイ

ンセンティブ、LCA、国際政策決定プロセス等といった措置に関連して、各ステークホル

ダーが持続可能な消費に移行するために今後取るべき道を明らかにする。さらに自力では

そうした変化を達成できない国が資金調達と人的資源の動員を行うためには、国際的な枠

組みが決定的な役割を果たすことも示す。

6.1  消費者

　消費者の意識の欠如は、持続可能な消費に関する選択を行う際の大きな障害である。一

般人に対して自身の選択のメリットと影響を啓蒙する政策は、効果的なツールである。例

えばエコラベル・プログラムは多くの先進国で効果を上げ、エネルギー効率の優れた製品

に対する消費者の信頼感を高めることに役立ち、そうした製品の販売の原動力となってい

る。ラベルを貼ることで消費者は価値観と好みに合致した選択をできるようになり、そう

した製品の認知度が高まることにもなった。同時に LCA は製品やサービスの性能を系統

的に推定することで、選択の結果を比較するための強力な手法となっている。こうしたツー

ルは購入時点の初期コストだけでなく、エネルギーや燃料使用に対する影響、製品寿命が

尽きるまでの社会的影響も消費者に示してくれる。なお、林業セクターのエコラベルと

LCA に関する議論は第 8 章を参照されたい。

　もう一つの大きな障害は、持続可能な消費の実現に向けた正しい選択を行う際にかかっ

てくる資本コストの大きさである。個々人が自身や社会に対する長期的なメリットを理解

していたとしても、誰もが好ましい選択肢を獲得するための資金を持つとは限らない。政

府が例えば料金の割引等のプログラムを導入することで、消費者がエネルギー効率の優れ

た電化製品や燃料が少なくて済む電気自動車等、持続可能な選択を行うための力になる可

能性がある。もうひとつのツールは炭素価格である。消費者が直接炭素価格の影響を受け

るわけではないが、最終価格は製品の生産時に組み込まれた炭素の量を反映している。こ

のことは、高価であるものの持続可能性が高く従来型の技術と競合できる製品の創出に役

立つ。従来型技術の価格は、GHG 排出に関連する外性的要因を反映していないため、安値

が付けられることが多い。 

6.2  生産者

　製造業者による持続可能な製品の大量生産を支援するためには、一連のインセンティブ

を導入する必要がある。政府が助成金という形で製造業者を支援すれば、製造業者はそれ

によって浮いたコストで最終価格を引き下げることができる。加えて他のプログラムも、

最終製品に持続可能な消費の要素を取り入れるための工場設備の入れ替えを後押しする可
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能性がある。同時に罰金という手法を用いることで、生産者が建物及び輸送セクターに旧

式で持続不可能な技術を使い続けるのをやめさせることができる。

　企業の社会的責任（CSR）を追求する動きが拡大していることも、消費者が環境や社会に

及ぼす影響を高める推進力となる。生産サイドで始まったエコラベル政策は、製造業者に

効率のよい工程への革新を進めさせた。これは消費者に環境のイメージをアピールする

ツールでもある。

6.3  政府

　消費者が選択を行うほかに、公共セクターはインフラや都市計画に責任を持たなければ

ならない。優れた統治手段の欠如が、これまで建物セクターと輸送セクターが炭素集約的

な事業活動や持続不可能な消費パターンから抜け出せなかった要因である。各政府機関が

都市計画やグリーン購入を進める中、政策オプションを評価する際に、コベネフィット（相

乗便益）アプローチを採用することができる。コベネフィットアプローチとは、地域の問題

に対処することで同時に世界的に影響を及ぼすような相乗効果を持つアプローチである。

　これまでの研究から、政府の都市計画や公共事業は都市システムの全体効率の管理に大

きな役割を担っていることが明らかになっている。発展途上地域の多くには、地方自治体

が経済の様々なセクターの空間的配置や産業資源の配分を最適化できるような方法で都市

計画を行う機会が大いにある。公共交通機関のための用地や人的資源の配置、公益事業の

運営等といった公共インフラの提供は、民間セクターだけでは実施できないプロジェクト

の資金を調達し、運用を行うための唯一の方法であることが多い。そうしたインフラには

LRT、BRT、地域冷暖房等が含まれる。

　製品とサービスの大規模な購入者である公共セクターは、「グリーン購入」によってス

ケールメリットの拡大を進めることができる。これは新製品を率先して購入することでス

ケールメリットの拡大に役立つだけでなく、個々の消費者にも信頼感を与える。したがっ

て政府は、グリーン調達方針、グリーンビルディング、エネルギーオプションの多様化等

の方法を採用し、模範例を示さなければならない。

　重要な行動の大半は、地域と国のレベルでとられる。国際政治や地方政治の制度は、建

物及び輸送セクターの持続可能な消費の推進に一定の役割を果たすことができる。同様に、

政府と国内ステークホルダーも、気候変動や持続可能な消費に影響する多極的・双極的プ

ロセスや協定の方向性を形作るために力を貸すことができる。国際的なレベルで見ると、

2013 年以後の気候変動枠組み、特に炭素価格設定、技術移転、資金的メカニズムに関する

交渉が、中央政府が建物セクターと輸送セクターの持続可能な消費に対してインセンティ

ブを提供する政策や措置を始めるための推進力となる可能性がある。そうした背景に照ら

して見ると、地方自治体及び政府は、消費の選択を低炭素で持続可能な資源利用の方向に

向ける上で極めて重要な役割を担うことになる。

注 
1.  ここ数年、いくつかの先進国が京都議定書附属書 I の削減目標達成を目的とした政策に、持続可能な

消費の要素を取り入れ始めた。
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団結こそ成功の鍵：持続可能な消費と生産のより広い 
捉え方から見た地域協力のあり方

小嶋  公史、周  新、アニンディヤ・バタチャリヤ

1.  はじめに

　持続可能な消費と生産（SCP）を推進す

る際に国際協力や地域協力が果たす役割

の重要性は、国際的な政策過程で認めら

れている。2002 年開催の持続可能な開

発に関する世界首脳会議で採択されたヨ

ハネスブルグ実施計画の第 15 条は、「共

通だが差異ある責任」という原則に則っ

た国際協力体制の構築を呼びかけた。こ

の条項を受けて、2003 年には「持続可能

な消費と生産に関する 10 年枠組みプロ

グラム」を詳述するためのグローバルプ

ロセス、いわゆる「マラケシュプロセス」

が開始された（Box12.1 参照）。

　アジア太平洋地域では、アジア太平洋

持続可能な生産と消費に関する円卓会議

（APRSCP）が地域協力を促進させる取り

組みの好例である。同会議は 1997 年の

設立以来、SCP を推進する目的で情報を

共有し、アジア地域内の業界、政府、学

会、非政府組織（NGO）が協力関係を築

くための土台を担ってきた。一般的な観

点から見ると、技術協力や財政支援等と

いった形の地域協力が SCP の推進に効

果的だということは極めて明白である。

本章の概要

　本章では SCP のより広い捉え方に立って、
地域協力がアジア太平洋地域の SCP の推進
に果たすことになる将来的な役割を論じる。
広義の SCP とは、あらゆる人々、特に貧困
層に自らの必要を満たせるだけの消費の機
会を与えることを含むものである。IGES の
定量的研究に基づく 3 事例を紹介し、SCP
の実現には地域協力や国際協調の下での取
り組みが必要で、それによって負の波及効果
に対処し、国内の対策を効果的に普及するこ
とが可能になるという本研究の仮説を検証
する。主な結論は以下の通り。

•   地域協力や国際協力を通して互いに相手を
利するような解決策を見出すことが、広義
の SCP を推進する上では必要不可欠であ
る。

•   経済のグローバル化や国境を越えた環境汚
染が進む中、SCP を国内で推進するだけで
は、国外からの影響によってその効率や効
果が相殺されてしまう可能性がある。

•   生産と消費は一対となった SCP の問題で
あり、それを検討するには系統だった手法
が必要である。

•   SCP の特定の問題に力を合わせて効果的に
対処するためには、どのレベルでの協調が
最も適切なのか（国際レベルなのか地域レ
ベルなのか）を選定することが重要である。

　先進国も途上国も、協力体制を取ることに
今以上に積極的となり、よりよい解決策を探
すために実効性のある努力をしなければな
らない。
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Box 12.1  ヨハネスブルグ実施計画第 III章第 15条

　地域的・国際的な視点は、地域協力という手段として有効であるにとどまらず、SCP の

適正な実施を目指す上でより本質的に重要である。経済のグローバル化に伴い、生産と消

費はバリューチェーン（製品が消費者に届くまでの製造、出荷物流、販売といった一連の付

加価値を生み出すプロセス）を通して世界的規模で結び付いている。ある場所で行われた

消費は別の場所で環境上の影響を及ぼす可能性があるし、ある場所で行われた生産は地域

の住民だけでなく、近隣諸国、さらにはグローバル環境にまで影響を及ぼす可能性がある。

経済のグローバル化が進むと、ある一つの国で SCP の目標を達成したことで、他の国がそ

の分の負担を負わされることになりかねない。さらに、SCP の本当の目的とは、現状の消

費と生産のパターンを変革することで、持続可能な開発を推進することであるという点も

念頭に置いておかなければならない。持続可能な開発とは、誰もが人類の生存という原則

を脅かすことなく、しかも将来の世代に負担を強いることなく、基本的なニーズを満たす

ことができる状態を指すという理解が必要である（Box12.2 参照）。

Box 12.2  持続可能な消費の概念は途上国にとって妥当なのか？

　このような観点から見ると、ある国の SCP 対策が成功したか否かは、その国の経済的・

社会的な発展度と資源スループット（プロセスを通過する物質量）のデカップリングがどの

程度進んでいるかという点だけでなく、それが他国の持続的な開発にどの程度貢献してい

るかという点も考慮に入れて判断されなければならない。上述した富裕国（並びに貧困国

における富裕層）が国際的な資源を搾取しているという現状を踏まえると、あらゆる人の

基本的なニーズを満たすことと現在一部の富裕層だけが享受している物質的な豊かさを維

持することは、グローバル・バリューチェーン内に大きな格差が生まれている状況の中で

は必ずしも両立しないように思われる。マハトマ・ガンジーの名言にもある通り、「地球は

すべての人の必要を充足せしめても彼らの欲を満たしきることはできない。」

　Kuhndt et al.（2008）は、先進工業国は世界のエコリュックサック全体の 20% の対価しか

支払わずに世界の付加価値全体の 80% を収奪していると指摘している 1。文化や世代を超

えて共通性でかつ有限な「ニーズそのもの」と、文化や世代によっても大きく異なり、潜在

的には無限に存在する「ニーズを満たしてくれるもの」を区別することは可能で、後者の中

には単なる「擬似的な満足」や、ニーズを満たすことと相反するものまで含まれているとい

う主張がなされている（Max-Neef 1991; Jackson and Marks 1999; Jackson 2002）。このような

文脈で SCP を理解するならば、先進国と途上国の双方を含む地域的・国際的観点が極めて

重要になる。SCP の実現に向けた主な課題とは、富裕層がニーズを満たすプロセスを見直

　資源の利用と生産過程における効率性と持続可能性を改善し、資源の減少、汚染及び

廃棄物による悪影響を軽減することを通じて環境悪化に対処し、必要に応じて経済成長

と環境悪化を分離することによって、環境容量の範囲内で社会及び経済開発を推進する

ために、持続可能な生産消費形態への転換を加速するための計画に関する 10 年間の枠

組みの策定を奨励し、推進する。途上国のために、全てのドナーからの資金的及び技術

的支援と能力開発を活用することで、先進国の先導の下、開発途上国の開発の必要性と

能力を考慮に入れつつ、すべての国が行動を起こすべきである。（後略）

　持続可能な消費とは何よりもまず先進国の過剰な消費を減らすための手段であると誤

解されることが多い。持続可能な消費の本当の目的は、あらゆる人に自らの必要を満た

せるだけの消費の機会を与えること、しかもその際に先進国で典型的に見られる環境的、

社会的、経済的悪影響を発生させないようにすることである（UNEP 2005）。

出典：UNEP 2005
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すことで資源消費を削減することと、貧困層のニーズを満たすために持続可能な消費の機

会を増大させることをうまく関連づけて実現することである。

　アジア全体を視野に入れて SCP に関する政策の研究を実施しようという動きは、従来に

は見られなかった。SCP とは本来的に複数のセクターにまたがる問題であるため、アジア

全体を視野に入れて SCP の定量的分析を実施するためには、複数のセクターと複数の地域

を対象とした分析が必要となるのが一般的である。これは困難な作業である。だがこの研

究ギャップを埋める作業は政策的な妥当性が高く、SCP を推進する上で早急な対応が必要

である。定量的分析に基づいた政策研究なしには、地域協力の最優先分野を特定すること

が難しくなる可能性があり、ひいては持続可能な消費と生産に関する 10 年枠組みプログ

ラムの提案等の有効な政策や戦略を策定して SCP を推進することが難しくなる可能性があ

る。さらに消費と生産のグローバル化が進んでいることから、このような研究の重要性は

ますます確かなものになってきている。製品やサービスの国際取引の増加に伴って、資源

とエネルギーの流れは著しい増加を見せつつある。システムのグローバル化は急速な経済

成長となって実を結び、中国やインドといった一部の発展途上国で貧困層の減少に寄与し

たようであるが、同時に波及効果や副次的影響によって様々な社会問題や環境問題を発生

させることにもなった。たとえば製品貿易に伴う CO2 排出をどう扱うかについては、特に

気候に関する国際交渉の場において現在も議論が続けられている。CO2 排出量を製品ライ

フサイクル全体で見ると、その大部分は生産過程に関連するものであることが一般的なた

め、輸入品の消費は生産国の環境に対して負の副次的効果をもつことになる。生産システ

ムがグローバル化したことで、国内の気候変動緩和対策が生み出す海外への波及効果の問

題にも多くの関心が寄せられている。これらの問題を考慮に入れなければ、より広い視点

で見た SCP の実現は不可能である。

　本章ではこのような背景を踏まえて 3 件の事例研究を紹介し、IGES の研究活動に基づい

て、地域協力がアジア太平洋地域の SCP の推進に果たす役割を明らかにする。3 件それぞ

れ異なる分野に注目しているため、これらを包括的に見ることで全体像がより明確になる

であろう。まず 1 番目の事例研究では、低炭素社会の実現に向けた日本の SCP 政策が周辺

地域にもたらす影響に注目する。この研究では、ある一つの国が自国の目標を達成するた

めに国内だけで SCP 政策を行うと、他国に負の波及効果を及ぼす可能性があるということ

を示す。また一方で、地域協力を通して低炭素社会を実現すると、アジア全体の持続可能

な開発という流れが生じ、影響を受けたコミュニティすべての幸福の増大に寄与できる可

能性があるということも示す。2 番目の事例研究では、貿易に伴う CO2 排出量の問題を扱

う。ここでは貿易に伴う CO2 排出がグローバル・バリューチェーンを通して製品のサプラ

イチェーンの環境パフォーマンスを改善するための指標として利用可能であること、また

それを実現するためには地域協力や国際協力が重要であることを示す。3 番目の事例研究

では、持続可能なエネルギー消費を推進するための国境を越えたエネルギーインフラ開発

の可能性に焦点を当てる。ここでは地域協力が社会・経済・環境面での目標を効率的に実

現する上で大きな役割を果たすことを示す。最後に結論として、アジア太平洋地域の SCP
推進に関し、これらの事例に基づいて政策提言を行うこととする。

2.  東アジアの低炭素社会の実現に向けた地域協力

2.1  持続可能な消費と生産の重要な構成要素としての低炭素社会

　首相の施政方針演説（特に 2008 年 6 月に発表された福田ビジョンや、最近では 2009 年 9
月に出された鳩山首相の声明）等、日本の環境政策に反映されている低炭素社会（LCS）のコ

ンセプトは、必要なサービス需要を満たしつつ CO2 排出量を大幅に削減することを目標と

している（2050 日本低炭素社会シナリオチーム 2007）。 その実現には、生活の質を落とす
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ことなく、特に化石燃料を中心とする資源スループットの総量を大幅に削減することが必

要となる。先進国経済の現在の隆盛は化石燃料の大量消費に支えられているが、こうした

先例のない規模の化石燃料使用が持続可能でないことは、現在では十分に認識されている。

化石燃料は再生不可能な資源であり、ある時点で枯渇することは間違いない。さらに、人

類が引き起こした温室効果ガス（GHG）排出が地球温暖化の原因であるという証拠が多数積

み上がってきているが、その主な排出源は化石燃料である（IPCC 2007）。こうした物理的

リスクに加え、化石燃料の使用に大きく依存することには政治的なリスクもある。つまり、

化石燃料が豊富な地域の多くは、多くの場合その豊富さゆえに、政治的な影響を受けやす

いのである（Lefevre 2007）。従って LCS は、化石燃料への依存度を低下させる必要性から、

日本においても他の国においても同様に、SCP の非常に重要な構成要素であるとみなされ

ている 2。

　2050 年までに日本が LCS を実現するためのシナリオ（日本 LCS シナリオ）は、環境省が

支援する研究プロジェクトにおいて提案されたものである（脱温暖化 2050 プロジェクト）。

このシナリオでは、2050 年までに日本の CO2 排出量を 1990 年の水準から 60 ～ 80% 削減

できる技術的潜在力が存在することが明らかにされている（2050 日本低炭素社会シナリオ

チーム）。また、このシナリオは、現在その実現の妨げとなっている制約を取り払うための

「低炭素社会に向けた 12 の方策」により裏付けられている。12 の方策の各々には様々な低

炭素対策が組み込まれていて、例えば第 1 の方策である「快適さを逃さない住まいとオフィ

ス」には、低炭素建築物の普及を推進し、住宅やビルの設計段階から積極的に太陽光や風

力の活用を検討させるようにするための認証制度や金融面の優遇措置等、複数の対策が組

み込まれており、それによって世帯あたり、または非住宅用建築物の床面積あたりのエネ

ルギー需要を 2000 年の水準と比べて 40% 削減するという将来像が描かれている（2050 日

本低炭素社会シナリオチーム 2008）。

　本セクションでは、日本 LCS シナリオが周辺地域にもたらす影響に関する IGES の研究

に基づき、SCP に向けた地域協力がもたらす潜在的寄与を示す。本研究ではまず炭素価格

を考慮しない日本 LCS シナリオの基本シナリオを、以下のように設定している。

•   世帯あたりのエネルギー需要が 40% 減少する。その代償として電子機器やその他工業

製品の需要が 20% 増加する必要がある 3。

•   電力セクターを除く農業、製造、サービスセクターの投入エネルギーの生産性が 40%
向上する。これは投入付加価値の生産性を 20% 削減するなどして資本投入や労働力投

入の分散化を進めることで実現可能である。

•   電力セクターの発電量増大技術の生産性が 40% 向上する。これは投入付加価値の生産性

を 40% 削減するなどして資本投入や労働投入の分散化を進めることで実現可能である。

　次に、所与の日本の CO2 排出削減目標（1990 年の水準から 25% 削減）を実現するため、

以下 2 種類の炭素価格を基本シナリオに導入する。（i）日本国内の炭素税（LCS-1 シナリオ）、

（ii）ASEAN+3 諸国における地域キャップ・アンド・トレード（LCS-2 シナリオ）4。LCS-1
シナリオとは、日本国内の狭い意味での SCP 政策、すなわち一国内において生活の質を落

とさずに資源スループット全体を削減することだけを目的とするものである。一方 LCS-2
シナリオは、アジア地域としての広い意味での SCP 政策、つまり国際的な枠組みの中で持

続可能な開発を推進することを目的とする。アジア全体で経済や社会への深刻な負の影響

を伴わずに CO2 排出量を削減するという観点から、地域協力がアジア全体の LCS に対し

て一定の貢献を成し得るということを示すため、LCS-2 シナリオの排出権割当は各加盟国

の発展状況を反映しているとの想定に立つ。LCS-2 シナリオはさらに、日本から他の加盟

国に対して財政支援が行われるという仮定に基づいている（Box 12.3 参照）。



第 12 章  団結こそ成功の鍵：持続可能な消費と生産のより広い捉え方から見た地域協力のあり方

253

Box 12.3  LCS-2シナリオが想定する排出割当と財政支援

2.2  政策影響評価：地域協力の潜在的利点

　2020 年の LCS シナリオが経済及び環境に与える影響は、地域環境政策評価（REPA）モデ

ルを用いた政策シミュレーションで定量的に評価される（Box 12.4 参照）。

Box 12.4  REPAモデル

　まず、アジアにおける地域協力なしに日本の LCS を実施した場合の影響評価の結果を述

べ（LCS-1）、次に、LCS-2 シナリオに盛り込まれた地域協力がその結果をどのように変化

させるかを検討する。

　図 12.1 に、LCS-1 シナリオがアジア各国の実質国内総生産（GDP）にどのような影響を与

えるか示した。本セクションではいずれの場合でも、LCS シナリオがもたらす影響は 2020
年の BAU シナリオとの差異として示されている。LCS-1 シナリオが、高い炭素税率（CO2 1

初期の排出権割当に関する想定

‒   日本：1990 年の水準から 25% の削減（炭素税のケースと同じ目標）

‒   韓国：2001 年の水準から 5% の削減

‒   ASEAN の発展途上国（ベトナムやカンボジア等）：2020 年の BAU（なりゆき）排出量

の 20% 増 5

‒   他の加盟国：2020 年の BAU 排出と比較して 10% 減

日本からの財政支援額の想定

‒   韓国及びシンガポール：支援なし

‒   中国：10 億ドル 
‒   タイ及びマレーシア：3 億ドル 
‒   他の ASEAN+3 諸国：6 億ドル

出典：著者

　REPA モデルは、東アジアにおける環境、経済、貧困の影響を含む統合的な政策影響

評価の実施のため開発された多地域応用一般均衡（CGE）モデルである（Kojima 2008）。
現行の REPA モデルは、GTAP データベースバージョン 6 を 12 地域 33 産業セクターに

集計したものを採用している（Hertel 1997）。このモデルは、GTAP モデルにエネルギー

代替及び CO2 排出量を加味した GTAP-E モデルに、環境モジュールと政策コストモ

ジュールを導入したものである（Burniaux and Truong 2002）。2020 年までの政策影響評価

を行うため、外生的に与えられるマクロ経済的ショックによって 2001 年に対応する基

本データセットを更新していく再帰動学アプローチを採用している。経済のすべての分

野の相互作用を考慮した一般均衡の世界では、低炭素政策等、環境政策の実施によって

生じる実際のコストは、同量の投入に対する社会厚生の損失、または逆に同レベルの社

会厚生の達成のための追加的な投入量によって評価されなければならない。REPA モデ

ルでは、産業界の環境政策コストを、資本及び労働力における投入の一部を生産工程か

ら汚染対策活動に転換することによる生産性低下と定義している。このアプローチをと

ることで、環境政策がどの程度機能しているかを把握することができる。しかしこのア

プローチの可能性を最大限に発揮するためには、信頼性の高い定量的データに基づいて

政策コスト関連のパラメータ推計を改善する必要がある。

出典：著者
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トンあたり 64.0 ドル）にもかかわらず日本の実質 GDP を増加させることは興味深い 6。経

済に対する影響の全体的な方向は、エネルギー効率改善による生産性向上と、汚染対策活

動により生じる生産性低下及び炭素税により生じる価格のゆがみに由来する効率低下との

バランスに左右される。汚染対策活動によって生じる生産性低下がここで想定するより大

きい場合、この結果が逆になる可能性があることに注意する必要がある。したがって実証

データに基づいて詳細なコストパラメータを推定することが重要である。

図 12.1  実質 GDPに対する LCS-1シナリオの影響
 

出典：REPA シミュレーション結果

　この結果は、日本が地域協力なしに LCS に取り組むという手法は、他国の経済発展に悪

影響を及ぼす可能性があることを示している。さらに、図 12.2 では中国を除くすべての地

域で CO2 排出量が増加しており、日本国外の CO2 排出量が増加するという負の波及効果が

懸念される。

図 12.2  CO2排出量に対する LCS-1シナリオの影響
 

出典：REPA シミュレーション結果

　これらの結果は、LCS-1 シナリオは日本の CO2 排出量を劇的に低下させ、日本の経済発

展に貢献するが、他のいくつかの国の環境と経済に悪影響を及ぼす恐れがあることを示し

ている 7。この点で、地域協力なしに日本国内だけで LCS に取り組むという手法では、本

当の意味での SCP が進展しない可能性がある。一方、LCS-2 シナリオの影響評価では結果

は異なる。図 12.3 と図 12.4 を合わせてみると、アジア地域内でキャップ・アンド・トレー

ドを行い、同制度の他の加盟国に対して日本が財政支援を行うという形での地域協力を行

うことで、GDP への悪影響を比較的小さく抑えたまま、ASEAN+3 全体としては大幅な炭

素排出量削減（2020 年に BAU 排出量から 17.6% 削減）が達成できることがわかる。
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図 12.3  実質 GDPに対する LCS-2シナリオの影響
 

出典：REPA シミュレーション結果

図 12.4  CO2排出量に対する LCS-2シナリオの影響
 

出典：REPA シミュレーション結果

　炭素価格がはるかに低くなる（LCS-1 が想定する CO2 1 トンあたり 64.0 ドルでなく CO2 1
トンあたり 4.4 ドル）日本は別として、その他の ASEAN+3 諸国はいずれも、炭素価格が導

入されれば財政支援の如何にかかわらず、実質 GDP が抑制されることになる。それでも日

本からの財政支援額を増やすことで、加盟国はいずれも互いにプラスとなるような解決策

を見出すことが可能と思われる 8。実際に、ASEAN+3 諸国全体でみた場合、実質 GDP は

およそ 0.3% 増加する結果となっている。さらに、このモデルでは他の形態での域内協力、

とりわけ経済的に著しい好影響があると考えられている発展途上国のエネルギー効率向上

のための技術支援を考慮に入れていないことに注意しておく必要がある。

2.3  政策の影響

　本研究の主要メッセージは、狭義の SCP の追求、すなわち一国において生活の質を落と

さずに資源スループットを大幅に減らすことだけを追い求めることは、他国での悪影響を

引き起こす可能性があるということである。地域協力がこの問題を乗り越えて広義の SCP
を実現するため、つまり消費と生産のパターンを変えて全世界で持続可能な開発を推進す

るために重要な役割を果たすであろう。本研究では CGE モデルを用いた定量的な政策影

響評価を行うことで、このメッセージを支持する証拠を提示した。
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　この分析は、地域協力により世界規模で便益が生じる可能性も明らかにしている。表

12.1 は、LCS シナリオが実質 GDP と CO2 排出量に及ぼす影響を BAU シナリオとの差異と

して示したものである。

表 12.1  BAUシナリオとの差異で見た LCSシナリオの影響

実質 GDP CO2 排出量

（100 万米ドル） % （100 万トン） %

LCS-1 シナリオ 19,660 0.04 -742 -1.41

LCS-2 シナリオ 36,612 0.07 -2,525 -4.81

差 16,952 -1,783

出典：REPA シミュレーション結果

　この結果から、LCS-2 シナリオの下で地域協力を行うことによって、日本だけが国内を

対象とする対策で低炭素社会を目指すという LCS-1 シナリオの場合より、世界全体の実質

GDP が約 170 億ドル多くなり、逆に CO2 の排出量は 17 億 8300 万トン減ることがわかる。

　アジア太平洋地域には、東アジアサミット（EAS）、東南アジア諸国連合（ASEAN）、南ア

ジア地域協力連合（SAARC）、大メコン川流域地域（GMS）等、地域協力について話し合う

ための場がいくつもある。 地域協力によって広義の SCP を実現するためには、これらの

土台を活用して先進国が政治的イニシアティブを発揮し（発展途上国への財政支援や技術

移転を率先して行う考えを示した鳩山イニシアティブがその一例）、このような協力によっ

て得られる相互利益を示すことが効果的であると思われる。

3.   グローバル・バリューチェーンの重要性を示す効果的な指標としての 
貿易に伴う排出量

　SCP を実現するには、ある製品がそのライフサイクル全体、つまり「揺りかごから墓場

まで」及ぼすあらゆる影響（環境的、経済的、社会的影響）を考慮に入れる必要がある。あ

る製品は、原材料の採取に始まって、製造、梱包、流通、消費、リサイクル、廃棄物処理

を経てその製品が一生を終えるまで、ライフサイクルの各段階で全く異なる影響を環境に

及ぼす場合がある。メーカーが工場内で製品に環境上の改善を加えたとしても、必ずしも

ライフサイクル全体にわたって良好な環境パフォーマンスが維持されるとは限らない。製

品の設計者、上流側のサプライヤー、小売業者、下流側の消費者、そして廃棄物処理業者

といったすべてのステークホルダーが、製品がもたらす総合的な影響に対して役割を担っ

ている。したがって重要なのは、ライフサイクル管理を通して有効な対策を施すために製

品のサプライチェーンのすべてのステークホルダーが情報をやり取りすることである。

　貿易と経済のグローバル化に伴って製品のバリューチェーンはますまず複雑化してき

ており 9、世界のあらゆる場所がその舞台となっている。先進国が実現した資源利用及び

GHG 排出の経済成長からのデカップリングは、企業のアウトソーシングや海外移転を通し

て、途上国、とりわけアジアの途上国への公害のシフトを引き起こす可能性がある（Kuhndt 
et al. 2008）。グローバルレベルで資源利用と気候変動を管理するには、グローバル・バリュー

チェーンを介した非物質化と炭素除去が重要である。そのためにはサプライチェーン上の

主要ステークホルダーが国境を越えて協力する必要がある。

　本セクションでは、「貿易に伴う排出量」（Box 12.5 参照）がグローバル・バリューチェー

ンのもたらす影響を伝えるための効果的な指標になり得ることを示す。また、このアプロー
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チを二国間、地域全体、そして国際的な協力の中でどのように適用すれば環境上の「ホッ

トスポット」の問題に対処できるかについても提言を行う。

Box 12.5  貿易に伴う排出量
 

3.1  貿易に伴う CO2排出量の算定

　多数の学術論文が、先進国における消費の問題を扱うために貿易に伴う排出量を算出し

ている。1990 年の日本国内の CO2 排出量は、1,115 メガトン（Mt）と推計されている 10。日

本への輸入品に伴う炭素は CO2 換算で 249 メガトン（Mt-CO2）で、日本からの輸出品に伴

う炭素（170 Mt-CO2）をはるかに上回った（Kondo and Moriguchi 1998）。デンマークの CO2 の

貿易バランスについては、1987 年には 0.5 Mt のプラスであったが、1994 年には 7.0 Mt の
マイナスとなった（Munksgaard and Pedersen 2001）。ノルウェーの家庭での消費に起因する

CO2 排出量は、2000 年の間接的 CO2 総排出量の 61% に達した（Peters and Hertwich 2006）。
アメリカについては、アメリカへの輸入品に伴う CO2 の総量は 1997 年には 500 ～ 800 Mt、
2004 年には 800 ～ 1,800 Mt で、その年のアメリカ国内排出量の 9 ～ 14% 及び 13 ～ 30%
をそれぞれ占めている（Webber and Mattews 2007）。 

　地域間レベルで見ると、OECD 加盟国のうち 6 ヶ国（カナダ、フランス、ドイツ、日本、

イギリス、アメリカ）が排出する炭素量全体の 13% は、1980 年代半ばの工業製品輸入に伴

うものであった（Wyckoff and Roop 1994）。より新しい調査（Peters and Hertwich 2008）では、

2000 年に全世界で排出された 42,000 Mt の CO2 のうち、5,000 Mt が貿易（製品やサービス）

に伴うもので、その大半は発展途上国から先進国に向けて輸出されたものであった。 

　これらの調査から、大量の炭素が貿易に伴っており、先進国は多くの場合発展途上国に

「炭素を輸出」している状態にあることがわかる。ここで重要なのは、先進国だけで削減目

標を達成しても、炭素リーケージ（炭素排出削減対策により対策の境界外で炭素排出量が増

加すること）という要素によって地球全体の排出量を効果的に抑えることはできないとい

うことである。したがって炭素リーケージの問題を解決するための打開策を得るには、製

品のグローバル・バリューチェーン全体にわたって総排出量を総合的かつ効果的に抑制し

なければならない。

　IGES はアジア太平洋における貿易に伴う CO2 の排出量に関して調査を実施した（Zhou 
2009）。これは多地域間産業連関（MRIO）モデルを適用し 11、10 ヶ国（OECD の 3 ヶ国＜日本、

韓国、アメリカ＞、ASEAN の 5 ヶ国＜インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポー

ル、タイ＞、そして中国と台湾）の貿易に伴う CO2 排出に関する調査を行ったものである。

産業連関モデルはセクター間の関係や消費がもたらす経済への影響を分析するために広く

用いられている。1980 年代以降は、特にエネルギー消費、CO2 排出、家庭での消費に伴う

エコロジカルフットプリント等、環境分野での分析に広く用いられている。

　貿易に伴う排出量とは、ある製品のサプライチェーンの上流側の各段階（生産）で排出

される CO2 の量を指す。後にこの製品は下流側（消費者）で使用される。貿易に伴う排

出量はライフサイクルの概念やグローバル・バリューチェーンとも密接にかかわってお

り、大気中への CO2 の総排出量と CO2 排出の地理的位置を知る手がかりになる。また「環

境上のホットスポット」、すなわちグローバル・バリューチェーン上で炭素が最も排出

される段階や場所を示すものである。

出典：著者
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　MRIO モデルは輸入（どのような業界や原産国から輸入したか）と輸出（どのような業界、

どのような場所に輸出するのか）の詳細な実態を考慮に入れている。したがって貿易に伴

う影響を分析する上で有効なモデルである。本研究では 10 経済圏の 24 セクターについて、

アジア産業連関表 2000（AIO 2000）（IDE-JETRO 2006）を用いて最終生産物に伴う総排出量

を算出し、製品に関連した総排出量のうち、グローバル・バリューチェーンの各段階がど

の程度の割合を占めるかを追跡した。

　AIO 2000 は各国の産業を 24 セクターに集計している。各セクターは 1 種類の最終製品

を作り出すが、この過程で他セクターからの中間投入物を必要とする。こうして多数の国

の多数のセクター（輸送セクターとサービスセクターを含む）が互いに関与しながら、製品

のグローバル・サプライチェーンを形成する。産業連関モデルはセクターの集計の度合い

によって異なった算出結果が得られる可能性があることに注意しなければならない（Lenzen 
et al. 2004）。

　表 12.2 は各国の最終消費に伴う CO2 排出量を示したものである。例えばインドネシアを

例にとって表を横方向に見ると、同国はマレーシアから 0.8 Mt の、フィリピンからは 0.2 
Mt の CO2 を「輸入」していることがわかる。次に縦に見ると、同国はマレーシアに 0.3 Mt
の、シンガポールに 0.1 Mt の CO2 を「輸出」していることがわかる。貿易に伴う排出量のバ

ランスの観点から見ると、例えばインドネシアのマレーシアからの CO2 の純輸入は、0.5 Mt
（0.8-0.3）となる。最後の行に示した貿易に伴う排出量の差は、各国の行の合計から列の合計

を差し引いた値である。この値が正だとその国が CO2 排出を「純輸入」していることになり、

値が負だと逆に「純輸出」していることになる。貿易に伴う排出量の最大の輸入国は中国（452 
Mt-CO2 の純輸入）である。また、最大の輸出国はアメリカ（464 Mt-CO2 の純輸出）であり、

日本がこれに続く。

表 12.2  2000年の貿易に伴う CO2排出量
（単位：Mt-CO2）

地域 IDN MYS PHL SGP THA CHN TWN KOR JPN USA ROW
IDN 133.2 0.8 0.2 0.6 0.4 0.2 0.6 0.4 2.6 6.4 32.4
MYS 0.3 47.2 0.3 1.8 0.6 0.5 0.9 0.4 3.5 6.7 27.8
PHL 0.0 0.1 36.5 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 1.5 4.1 9.3
SGP 0.1 0.8 0.3 35.7 0.3 0.3 0.4 0.3 1.1 2.9 25.6
THA 0.3 0.5 0.2 0.5 91.8 0.3 0.4 0.2 3.1 5.3 31.3
CHN 1.3 2.0 0.4 1.9 2.0 2,252.2 3.6 4.8 51.6 103.6 369.1
TWN 0.3 0.5 0.3 0.2 0.4 2.1 94.4 0.4 3.1 8.3 50.2
ROK 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 1.4 1.0 267.5 4.0 9.8 77.1
JPN 0.5 1.0 0.4 0.8 0.9 1.7 2.6 1.6 861.9 15.4 55.2
USA 0.4 1.0 0.5 0.9 0.8 2.3 4.1 2.6 11.3 4,318.5 333.8
ROW 25.0 19.0 11.0 38.0 25.0 79.0 46.0 76.0 189.0 659.0
輸出入の差 16.0 17.0 1.0 -13.0 11.0 452.0 6.0 8.0 -191.0 -464.0

注：  IDN：インドネシア、MYS：マレーシア、PHL：フィリピン、SGP：シンガポール、THA：タイ、
CHN：中国、 TWN：台湾、ROK：韓国、JPN：日本、USA：米国、ROW：その他

出典：Zhou（2009） 

　表 12.3 は様々な国で生産される製品のうち、炭素集約度（製品価値 1 単位あたりの CO2

排出量）が高いものを選んで示したものである。例えば 1 段目の 1 行目を見ると、インド

ネシアで生産される水産物の炭素集約度が 1,300 g-CO2/$ であることがわかる。製品のカテ

ゴリー別に炭素集約度が上位 3 位内に入った国の数値にグレーのハイライトをつけて示し

てある。
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　例えばシンガポール、フィリピン、中国が生産した原油と天然ガスは、他の国々、特に

マレーシアと日本が生産した類似製品と比較して、炭素集約度が高いことがわかる。  中
国またはインドネシアが生産した製品の大半は、他の国々が生産した類似製品と比較して

炭素集約度が高いとされている一方、日本で生産された製品の大半は、他の国々よりはる

かに炭素集約度が低い。似たような製品でも炭素集約度には大きな差があるため、製品に

関するこのような情報を提供することで、消費者が商品購入時に環境的な側面を配慮する

際の参考になる。

 
表 12.3  特定製品の炭素集約度

単位：kg-CO2/ ドル（2000 年時点の価値）

製品 IDN MYS PHL SGP THA CHN TWN ROK JPN USA

水産物 1.3 1.2 0.7 1.3 2.0 1.4 0.2 3.7 1.5 1.0

原油及び天然ガス 2.0 0.1 13.9 20.4 0.1 3.5 2.9 0.6 0.1 1.0

化学製品 1.6 1.0 0.7 0.8 1.3 3.9 0.8 0.7 0.2 0.7

石油及び石油製品 3.0 4.5 0.2 0.4 0.2 2.4 0.2 0.2 0.1 1.3

非金属鉱物製品 7.3 1.8 2.1 0.9 2.0 4.7 1.2 1.3 0.6 1.1

金属製品 2.5 1.0 0.8 0.7 1.0 4.7 1.2 0.6 0.4 0.6

貿易及び輸送 11.8 6.6 3.2 22.1 6.6 20.9 3.0 2.2 0.8 7.5

電気、ガス、水道 2.0 1.4 1.6 0.3 1.2 1.9 0.9 1.6 0.4 0.6

注：グレーにハイライトされている部分は、各製品カテゴリーで炭素集約度上位 3 位に入る国のデータ。

出典：著者による推計。

　MRIO 分析はグローバル・バリューチェーン管理の観点から、ある製品の上流側の各段

階で発生する排出量が、その製品の生産と消費によって生じる排出量全体の中でどの程度

の割合を占めるかを追跡する手法として使われる。例えば中国が生産した非金属鉱物製品

（セメント等）の炭素集約度は 4.7 kg-CO2/ 生産コスト（ドル）であるが、そのうち 63%（3.0 
kg-CO2）が生産段階、26%（1.2 kg-CO2）が加工工程、そして 1%（0.5 kg-CO2）がバリューチェー

ンの他の段階（他の国で発生する可能性もある）で生じたものである。 

　このような情報は、バリューチェーンのどの段階で炭素集約度が最も高くなるか、そし

てそれが地球上のどの場所で生じるかを特定する手がかりとなる。環境負荷軽減や技術進

歩への投資を通して、限りある資源をこの炭素集約度の「ホットスポット」に割り当てるこ

とで、効果的な排出量削減と製品の全体的な環境パフォーマンスの改善が可能になる。製

品のバリューチェーンは国境を越えて生産者と消費者を結び付けているため、技術移転と

財政支援、とりわけ先進工業国から発展途上国に向けた技術移転と財政支援という形での

二国間協力や地域協力は極めて重要である。

3.2  貿易に伴う排出量の適用

　アジア太平洋地域 10 カ国に関する事例研究で見てきたように、貿易に伴う排出量はある

製品の上流側（生産）から下流側（消費）までグローバル・バリューチェーン全体で各ステー

クホルダーの関係性を見るための有効な指標として利用できる。二国間協力、地域協力、

国際協力を通して費用対効果の高い方法で SCP を実現するために、貿易に伴う排出量のい

くつかの適用方法を提言する。

　第 1 に、環境問題の多くは、直接的にも間接的にも貿易が要因となって発生している。

これは環境コストが製品に内部化されていないためで、特に環境規制が厳しくない発展途

上国においてその傾向が著しい。貿易に伴う CO2 排出量に世界均一の炭素価格（現在の炭
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素取引市場の参照価格については World Bank（2008）を参照）を設定することで、炭素コス

トを内部化して最終消費者に転嫁するという作業がしやすくなるであろう。それによって

環境パフォーマンスが、技術開発力や人件費・材料費の低さ等、従来的な要素と並ぶ国際

競争力の新たな基準となるであろう。ただし均一かつ公平な炭素価格（等価）を設定するた

めには、二国間協力、地域協力、国際協力が必要である。また貧困層に対する配慮も欠か

せない。貧困層の消費に占める炭素集約度の高い商品の割合が多いために、不利な立場に

立たされていることが多いためである（Casler and Rafifui 1993; Common 1985; Cornwell and 
Creedy 1995 a, b; Hamond et al. 1999; Herendeen and Fazel 1984; Roberts 2008; Smith 1992; Speck 
1999）。

　第 2 に、炭素集約度の「ホットスポット」がどこにあるのかを知ることによって、バリュー

チェーン上の主要ステークホルダーや国々が財政支援や技術協力等を通して互いに協力

し、排出量を削減することが可能になる。グローバル・バリューチェーン上のステークホ

ルダー間の国境を越えた協力体制を確立することは、それらのステークホルダーがグロー

バル・バリューチェーン上で共通の利益を追い求めていることから、国連気候変動枠組条

約（UNFCCC）の下での財政支援や技術協力の場合より容易である。先進工業国が消費者と

して下流側に位置し、途上国が生産者として上流側に位置する場合、先進工業国は途上国

の「ホットスポット」である生産段階に向けて投資や技術移転を行うことができる。

 
　第 3 に、指標としての貿易に伴う CO2 排出量は、既に先進国でも途上国でも実施中の企

業の社会的責任（CSR）システムやエコラベル・スキームで採用されている。ただしその産

出方法や実施方法の標準化には、地域協力や国際協力が必要である。 

　第 4 に、国別インベントリの消費ベースの算出システムは、「炭素リーケージ」等の問題に

対処するため既に一般に広まりつつある（SWITCH-Asia Network Facility 2009）。しかし実施可

能な適用方法については未だに議論が続いており、また算出に必要なデータが必ずしも入手

できるわけではない。気候変動と貿易の関係という問題に対処するには、UNFCCC で厳密な

議論を行うこと、また UNFCCC と世界貿易機関（WTO）が協力することが必要不可欠である。

4.  持続可能なエネルギー利用に向けた国境間エネルギーインフラの開発

4.1  アジアにおける発電効率の改善 

　資源の豊富な国の多くが貧困に苦しみ、最低限のニーズさえ満たすことができていない

一方で、資源がそれほど豊かでなく、しかし経済の発展した国は逆に豊かな生活を送って

いるという事実は、経済成長に関するパラドックスである。この「資源の呪い」は十分に実

証されてきた現象である。Gylfason（2001）や Sala-i-Martin（1997）ら数名の研究者は、天然

資源の豊富さと経済成長が逆相関の関係にあることを突き止めた。また Kronenberg（2003）
はさらに、国内市場で第一次産品の需要が高まっている移行経済圏でも資源の呪いが見ら

れると論じている。例えば世界の資源の大部分がアジア地域で産出されるが、エネルギー

の大半を消費している地域は北米、欧州、そして日本である。膨大なエネルギー源を持つ

にもかかわらず、アジアの発展途上地域の大多数は未だに電力の供給不足に悩まされてい

る。電力は現代社会における第一の必需品であるにもかかわらず、その消費分布は国や地

域によって不均等であり、アジアではこの傾向が特に顕著である。アジアの経済成長は

GDP エネルギー弾性値（1.23%）から見てもエネルギーに大きく依存しており 12、世界平均

の 2 倍近い（Zongxin 2005）。急激な人口増加、特にインドや東南アジア諸国での人口増加は、

高まりつつあるエネルギー需要を満たす上で大きな問題となっている。アジア太平洋地域

がこのような成長阻害要因を克服し継続的な発展を実現するためには、資源を効果的かつ

効率的に利用する以外に道がない。国際エネルギー機関（IEA）によると、アジアは年間エ
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ネルギー需要の増加が現在最も著しい地域であり、現在の経済成長が続くと仮定すると、

一次エネルギー需要の年間増加率は 3% に達する（IEA 2008）。電力セクター自体が 2015 年

までに一次エネルギー総供給量の約 20%、アジア地域では約 30% を消費すると予想されて

いる。これはアジアにおける一次エネルギー需要の 3 分の 1 が発電に使用されることを意

味する。電力セクターは経済における最大のエネルギーセクターとして、数々の課題に対

処しなければならない。エネルギー安全保障を改善するために対 GDP 比エネルギー弾性値

を低下させること、近代的電力供給が受けられない地域に住む 3 億人の人々に電力を供給

することで貧困を減らすこと、地球に優しいクリーンなテクノロジーの採用を通して GHG
や大気汚染を抑え世界の環境を保護すること等がその一例である。

4.2  地域の電気需給マッピング

　アジア地域は 2030 年までに、世界の総電力の 37% 以上（その多くは石炭火力発電によっ

て生産されると考えられる）を消費するようになると見込まれている（IEA 2008）。石炭火力

発電テクノロジーの効率は今後 20 年間で 31% から 37% へと約 6% 向上すると見られてい

るが、OECD 加盟国の平均効率である 41% には届かない。これらの予測は、アジアでは発

電のために大量の資源が消費されることを示す。IEA の世界エネルギー展望（IEA 2008）で
は、同地域の電力の大部分は生産コストの低い従来型の石炭火力発電によってまかなわれ

るであろうと予測している。低コストの背景には、この地域では大量の石炭が比較的低い

コストで採掘できること、低コストが実証済みのテクノロジーであること、京都議定書等

CO2 排出義務の拘束がないこと（日本を除く）といった様々な要因がある。天然ガスや石油

等の資源は地政学的な面や投資の面で見て様々な不透明性があることから、石炭に比べて

十分に活用されないであろう（IEA 2008）。中国とインドは国内需要を満たすためだけでな

く、輸出用にも発電用の安い一般炭を生産することになるであろう。そのためアジアの国々

の多くは国内に天然ガスや石油資源が豊富にあるにもかかわらず、輸入石炭に依存するこ

とになる。このことはアジアの電力市場に対して 2 通りの方法で影響を与える可能性があ

る。まず天然ガス等、比較的クリーンな化石燃料の使用が制限される。次に、国際的な石

炭価格が上昇し、電力会社の利益に一層の影響を及ぼす。したがって、資源利用の地理的

な偏りを修正して地政学的、投資的な不透明さを払拭し、これらの国々が発電と電力供給

の効率と効果を必要なレベルまで高めることは極めて重要である。アジアの電気需要増加

率とエネルギー資源（確定埋蔵量）の分布を表 12.4 に示す。 

表 12.4  アジアにおけるエネルギー資源の確定埋蔵量

地域 石炭
（10 億 t）

石油
（100 万 t）

天然ガス
（10 億 m3）

水力発電
（ギガワット）

電力需要の伸び

南アジア 212 913 2,828 215 5 ～ 6%
東アジア 64 1,628 6,520 409 14 ～ 16%
西アジア・中央アジア 46 22,278 33,367 128 2 ～ 3%

注： 南アジア：アフガニスタン、バングラデシュ、ブータン、インド、ネパール、パキスタン、スリランカ 
東アジア：ASEAN 諸国、中国 
西アジア・中央アジア：カザフスタン、トルクメニスタン、ウズベキスタン、タジキスタン、キルギス、
イラン

出典：Bhattacharya and Kojima（2008）

　電力需要の伸びが最低の西アジア及び中央アジアでは、豊富な天然資源に恵まれている

が、発電はいまだにソビエト時代に建築された旧式のインフラを用いて行われている。し

かし、この地域はソビエトからの分離を実現した今ではエネルギー過多に転じている。現

在の同地域の経済状況と 2030 年までの予測を踏まえると、追加の投資なしに既存の発電所

をフル稼働することで、同地域は年間毎時 11 テラワット（Twh13）の電力をアジアの他の国

に供給できる。同様に、ASEAN 諸国の東部に位置する大メコン川流域圏（GMS）では、未
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開発の天然ガスが存在するとともに、大規模な水力発電が可能と考えられている。これは

同地域の経済成長予測を支える上で十分な量である。

4.3  アジア経済の観点から見た持続可能な電力消費

　地域協力によってエネルギー資源を効果的かつ効率的に利用できるのであれば、現在の

水準のエネルギー資源埋蔵量でもアジアの経済成長を十分に支えられるのではないかとい

う推測が成り立つ。しかし、今後数年間で燃料供給といった様々な影響要因にさらされる

見込みがあることから、アジアが安定的で信頼性の高い電力市場を維持するためには、一

国による独自の取り組みだけでは十分とは言えない。国内の電力開発計画はこれまで将来

的な需要を満たすために、発電所の新規建設を奨励してきた。これらの計画は、比較的先

行き透明な国内燃料供給予測と、燃料供給源を多様化するための先行き不透明な海外調達

計画に基づいて策定されるのが常であった。しかし、世界規模で見たエネルギー供給市場

の先行きは極めて不透明なため、そうした内外の要因が発電所の効率に制約を与えている。

これは多くの場合、一国で制御することができない問題である。国際テロ、海賊によるオ

イルタンカーの掠奪、輸出国の国内政策の変化、自然災害、そして水力発電の場合には季

節ごとの河川の水量の変化までもが、輸入国のエネルギー調達計画に深刻な影響をもたら

す可能性がある。このような先行きの不透明さの影響は、アジア地域全域の輸入国の国

内電力市場で供給予備力 14 が減るという形でより鮮明に表れてくる可能性があり（APERC 
2001）、エネルギー安全保障上の脅威となり得る。そのために各国はよりコストの高い金

融上のリスクヘッジ・メカニズムを採用した、より長期的な（15 ～ 20 年）燃料供給や資源

供給の確保を迫られる。このようなリスク緩和策のコストは生産総コストの 50% を占める

ことさえあり、市場全体の不透明性をより深めている。ところが国境を越えた配電網の設

置によって、各国の必要供給予備力を約 5% 減らすことができるという予測がある（APEC 
2001）。これが実現すれば、資源の消費を大幅に抑えることが可能になる。

　新設電力プロジェクト 15 は未来の電気需要に応えるという名目でアジア全体に急速な広

がりを見せているが、これは工場を稼働させるために新たな土地、水、エネルギー、資金と

いった資源を消費するだけでなく、他の開発ニーズを満たす上で必要な資源の利用を長期に

わたって制限するものである。将来的な電力需要に関する代替的方策を示して新設プロジェ

クトの急増を回避できれば、節約できた資源を農業生産や社会インフラの開発等、緊急を要

する別の案件や開発に活用したり、より環境に優しい発電システムに利用することが可能に

なる。既存の発電所をフル稼働させれば、インフラの完全活用、より高いスケールメリット、

そしてシステム効率の改善が実現できる。こうした効果はいずれも新設電力プロジェクトを

回避し、発電の平均コストの低減やその結果としての料金の引き下げに一役買うことになる。

　上記の流れで見ると、ソビエト時代に建築された旧式の発電インフラの再生、供給不足

に陥っている発電所の活性化、旧式発電所の系統的な修復及び近代化（R&M）の実施による

発熱率 16 の向上という方法は、きわめて効果的な方法である可能性がある。さらに一歩進

んで国境を越えた送電網の接続を行えば、時差による各国の電力需要のピークタイムの違

いを利用した電力取引によって、特定の国への負荷を和らげることができる。例えば、イ

ンドは自国の電力需要のピークである夜間にインドより 1.5 時間進んでいて既に電力需要

ピークが過ぎているタイから電力を輸入することができる。こうした国境を越えた電力負

荷管理は極めて理にかなったもので、資源の活用の面でも効果的である。したがって、持

続可能な方法でアジアの開発に取り組もうという機運を高めるには、従来の資源を固定的

に捉えた政策に替えて、資源利用を柔軟に考える政策をとることが有効である。持続可能

性は、社会と環境を保護し安定した経済成長を続けることを可能にしてくれる。国境を越

えた電力取引は、新設発電所（必要な場合のみ）の設置場所の選定を効果的に行えるように

し、国内だけでなく隣国の需要も考慮に入れて建設当初からフル稼働できるように発電所

の設計を行えるようにし、さらにコスト競争力をつけるために発電方法と燃料源を効果的
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に選択できるようにすることで、上記のアジアにおける 3 つの課題すべての克服を可能に

してくれる。アジア地域内において国境を越えた電力取引でまかなえる総電力量は年間約

200Twh にも達すると予測されている。これを実行しなければ、この分の電力が石炭等、環

境破壊の原因となる化石燃料を消費することで生産されることになる。表 12.5 は、アジア

における国境を越えた電力取引プロジェクトによって生産される電力量と、その詳細な燃

料源と輸送容量を示したものである。この表から、国境を越えた電力取引のためだけに、

約 30 万 MW もの水力発電を推進できることがわかる。このように、ASEAN 相互送電網は

重要な役割を担うことができる。ラオスやブータン等、開発が最も遅れている国の中には

水力発電所の設置場所に恵まれている国も多いことから、これらの国々はアジアの電力増

強シナリオを一変させるだけの可能性を持っているのである。

表 12.5  アジアの国境を越えた電力プロジェクトの発電能力
地域 総発電容量（MW） 最大送電容量（Twh/ 年）

南アジア（SA） 11,934 58.2
- 水力： 8,934（75） - 水力： 36.4 
- 天然ガス： 1,500（12.5） - 天然ガス： 10
- 送電網相互接続： 1,500（12.5） - 送電網相互接続：11.8

東アジア（EA） 20,825 102.0
- 水力： 13,625（65） - 水力： 47
- 送電網相互接続： 7,200（35） - 送電網相互接続：55

西アジア・ 
中央アジア（WCA）

9,700 40.4
- 水力： 7,300（75） - 水力：23.6
- 天然ガス / 火力： 1,000（10） - 火力：6
- 送電網相互接続： 1,400（15） - 送電網相互接続：10.8

合計 42,459 200.6
- 水力： 29,859（70） - 水力：107
- 天然ガス / 火力： 2,500（6） - 天然ガス / 火力：16 
- 送電網相互接続： 10,100（24） - 送電網相互接続：77.6

出典：Bhattacharya and Kojima（2008）。 
括弧内の数字は総容量（太字）に対する割合（%）

4.4  国境を越えた電力プロジェクトが及ぼす影響

　電力セクターを SCP に導くという観点では、国境を越えたエネルギーインフラプロジェ

クトは重要な役割を担っている。持続可能な消費の観点からは、不要な新設電力プロジェ

クトの削減、既存発電所の負荷率の改善、そして電力取引に関する規約の維持に必要とな

る定期的かつ系統的な修復及び近代化による旧式発電所の効率改善によって、発電用天然

資源の有効利用を促すことができる 17。国境を越えた電力プロジェクトに関するこれらの

対策を確実に実施することで、発電目的での資源の消費が抑えられ、そのために確保した

資源を他の用途に転用することが可能になる。持続可能な生産の観点から見ると、このよ

うなプロジェクトを行うことで、本セクションの冒頭で述べた地域内の開発格差という大

きな課題に対処することができる。電力の持続可能な生産には効率改善によって対 GDP エ

ネルギー弾性値を引き下げる効果があり、それがエネルギー安全保障をより高い水準に引

き上げることにつながる。それは政府の財政面での持続可能性だけでなく、企業の財務体

質の強化にもつながる。このような国境を越えた電力プロジェクトが地域にもたらす経済

効果は、乗数効果も考慮すると毎年約 35 億ドルに達すると推定され、中でも東アジアは

最大の恩恵を受けると考えられる（Bhattacharya and Kojima 2008）。
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　さらに、国境を越えたエネルギーインフラプロジェクトは生産メカニズムがより効率的・

効果的になり大気への CO2 排出量が減ることで、環境にもプラスの影響を及ぼす。ただし、

大規模な水力発電プロジェクトは社会や環境に影響を及ぼし、差し引きするとマイナスの

影響をもたらす可能性があることにも注意しておきたい。表 12.6 は、こうした国境を越え

たプロジェクトがアジアの 5 つの主要環境指標にどのような影響を及ぼす可能性があるか

を示したものである。主要な便益は GHG 排出の削減と、燃料の代替（石炭 vs 水力発電）や

配電網の相互接続による地域の社会福祉状態の改善である。したがって、このようなプロ

ジェクトは、気候変動に対する取り組みの観点からは、緩和対策と見なされることもある。

最も大きな恩恵を受けるのは中国を含む東アジアである。

表 12.6  国境を越えたエネルギープロジェクトが及ぼす環境影響

影響 南アジア 東アジア 中央・西アジア

石炭 / 水力
（純益）

送電網接続
（純益）

石炭 / 水力
（純益）

送電網接続
（純益）

石炭 / 水力
（純益）

送電網接続
（純益）

健康への影響 221.31 71.74 285.76 334.40 143.49 65.66

作物の損失 -8.85 -2.87 -11.43 -13.38 -5.74 -2.63

物質的損傷 5.62 1.82 7.26 8.49 3.64 1.67

酸性化 58.24 18.88 75.20 88.00 37.76 17.28

地球温暖化 457.18 148.21 590.32 690.80 296.42 135.65

合計 733.50 237.78 947.11 1108.32 475.57 217.63

出典：Voss（2000）の基本データを元に著者が予測

　中国とタイの国境を越えた電力プロジェクトへの投資がもたらす影響に関する事例研究

でも、この地域の電力セクターに関連した SCP の観点からこのようなプロジェクトの重要

性が裏付けられている。事例研究によると、中国とタイの国境を越えた電力プロジェクト

への投資は、GDP で計測した経済成長に影響を及ぼすことなく、雇用の増加（貧困の低減

にも貢献）と CO2 排出量の削減（環境保護に貢献）を実現することができる。表 12.7 から、

ランカン・メコン流域における最大のエネルギー関連プロジェクトである景洪 - 糯扎渡水

力発電プロジェクトによって、2020 年までにタイと中国の GDP が各々 3.45% と 1.15% 押

し上げられ、タイと中国への電力供給が各々 47% と 12% 増加することがわかる。さらに

両国から排出される CO2 を年間 100 万トン削減できることがわかる。

表 12.7  中国とタイの国境間エネルギープロジェクトがもたらす影響

GDP
（100 万米ドル）

雇用（100 万米ドル） SOx
（1000t）

CO2
（100 万 t）技能あり 技能なし

中国 75.9 3.7 -13.8 0.9 -1.0
タイ 45.7 -1.0 -6.1 -0.2 -0.9

出典：Bhattacharya and Kojima（2008）

　要約すると、国境を越えたエネルギープロジェクト、特に発電・送電プロジェクトは、人々

の経済的、環境的、社会的な厚生の増加につながり、地域の SCP にも総合的な恩恵をもた

らすことができる。こうしたプロジェクトには、限りある天然資源の発電目的での利用を

最適化することで、持続可能な発電を推進するという効果がある。その一方で、資源の持

続的な消費を推進するという効果もある。結果として、こうしたプロジェクトは各国政府

が持続可能な開発を推進することに貢献するのである。
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　一方で、国境を越えたエネルギープロジェクトには、それ自体に内在するリスクが存在

する。すなわち、不確実な外生的影響である。例えば二国間関係の急激な変化（タイとカン

ボジア、インドとバングラデシュ等）や、国境を越えた反政府集団による過激な活動によっ

て、電力供給が遮断される可能性がある。輸入国の国内電力政策の変化でさえ、このよう

なプロジェクトの実行可能性を不確実にする要素となり得る。アジアの地政学はますます

不安定の度を増しており、国境を越えたエネルギープロジェクトを実施するには、物理的

な保護やリスクをカバーするための保険料等、現在分析対象となっていない追加費用が必

要となるかもしれない。そのため、こうしたプロジェクトを計画する際には上記のような

リスクを考慮しておいた方がよいであろう。

5.  結論

　本章では地域全体を見通す視点に立って SCP を推進することの重要性を論じた。また、

IGES が実施した定量的事例研究に基づき、SCP を実現する上で、負の波及効果に対処し、

国内の対策を効果的に推進するために、地域協力や国際協調の下での取り組みが必要であ

ることを論じた。3 事例の研究から導き出した教訓は以下の通りである。

　第 1 の教訓は、本当の意味での SCP を推進するには、地域協力や国際協力を通して互恵

的な解決策を模索することが必要不可欠ということである。つまり、環境容量の範囲内で

誰もがニーズを満たせるような消費機会を生み出す必要がある（UNEP 2005）。ある国が自

国だけで行う SCP に向けた努力は、最悪の場合、本当の意味での SCP の観点から見ると

逆効果となることさえある。最初の事例研究では、日本国内だけを視野に入れた低炭素社

会を実現するための取り組みは、他国の CO2 排出量を増加させるという経済的・環境的に

見て負の影響を及ぼす可能性があるが、地域協力を行えば域内の実質 GDP を大幅に減ら

すことなく、CO2 の総排出量を削減できる可能性が示された。また 3 番目の事例では、地

域のエネルギーインフラ開発の例から、地域協力によって経済発展や貧困の低減、環境の

改善等の恩恵が生まれ、互恵的な解決策がもたらされる可能性のあることが示された。と

りわけ貧困が持続可能な開発を実現するために解決すべき最大の課題である発展途上国に

とって、SCP の持つ貧困削減という観点を必ず考慮に入れるべきである。

　第 2 の教訓は、経済のグローバル化や国境を越えた環境汚染の広まりによって、国内だ

けで SCP を推進しても、その背景や条件に見合うだけの効率や効果が得られない場合があ

るということである。最初の事例研究によって、地域協力を行うことで日本の LCS 対策の

効率と効果が改善する可能性があることが裏付けられた。2 番目の事例では、資源利用と

国内の経済成長による排出のデカップリングを進め、企業のアウトソーシングや海外移転

によって環境に対する「隠された影響」を他国、特に環境基準や技術レベルが低い国々に転

嫁するだけでは、地球規模で見た資源利用削減や炭素排出削減の実現は不可能であること

が証明された。今こそ団結が必要なのである。

　第 3 の教訓は、SCP の分野では生産と消費は二つで一組のものとして系統的にとらえる

ことが必要ということである。2 番目の事例研究によって、グローバル・バリューチェー

ン上の CO2 の総排出量を削減するためには、上流側（生産）と下流側（消費）の両方向から問

題に対処しなくてはならないことが明らかになった。

　第 4 の教訓は、SCP の問題に具体的に対処するには、協力を行う上で適切なレベル（国

際レベル、地域レベル、二国間レベル、または製品レベル等）を選ぶことが重要というこ

とである。例えば炭素のキャップ・アンド・トレード制度はグローバルレベルで導入する

と取引費用の高さのために非効率かもしれないが、地域内または二国間レベルでは有効な

対策となる可能性がある。同様に、南北間のグローバルレベルでの技術移転には困難が多
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いかもしれないが、ある製品のバリューチェーン上で似たような経済的利益や環境コスト

を共有する少数のステークホルダーの間では、投資や技術移転を通して「ホットスポット」

の問題を解決するための協力体制を構築できる可能性がある。

　最後に、先進国と途上国の双方が協力体制をとることに今以上に積極的になり、よりよ

い解決策を探すために実質的な努力をしなければならない。

　今後の研究課題は、現場調査を通じたデータの信頼性の向上や、分析ツールの改善であ

る。定量的な政策影響評価と定性的な政策分析を組み合わせることで、政策の実施可能性

という問題に取り組むことも有意義であろう。こうした形で改良を重ねることによって、

定量的な政策影響評価は潜在的便益を目に見える形で示すことが可能になり、SCP を目指

した地域協力を実現する上で大きく貢献できるようになるであろう。 

注 
1.  エコリュックサックは単位サービスあたりの物質集約度（MIPS）とも呼ばれ、ある製品の全ライフサ

イクル（生産から廃棄まで）において使用された天然資源の総使用量を指す。
2.  エネルギー安全保障の観点から見た LCS の SCP に対する潜在的寄与については、Kojima（2010）参照。
3.  すべての世帯でよりエネルギー効率の高い機器の購入が必要になるとの想定に基づく。
4.  ASEAN+3 は、東南アジア諸国連合（ASEAN）の加盟国（ブルネイ・ダルサラーム国、カンボジア、イ

ンドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）に日本、
中国、韓国が加わった 13 ヶ国で構成される。

5.  BAU とは LCS シナリオに提示された政策措置を全く取らなかった場合の排出量を指す。
6.  本研究では、徴収した炭素税は家計に一括転嫁している。
7.  REPA シミュレーションの結果によると、1990 年水準からの 30% 削減は、2020 年の BAU 排出量から

の約 60% 削減に相当する。
8.  財政支援を増額することで互恵的な解決策を見出すこうした試みは、技術的理由、おそらくは外生的

に与えられる政策ショックが大きすぎるために成功していない。
9.  サプライチェーンとバリューチェーンは、事業プロセスを統合した巨大企業が用いる相補的な概念で

ある。ここでは、製品とサービスがある方向に流れ、価値（需要やキャッシュフロー）がその逆の方向
に流れる状況を表している。両チェーンとも同じプレーヤーネットワークが関与している。サプライ
チェーンとは通常、供給者から消費者への流れを指す。バリューチェーンでは消費者を始点とした、
逆の方向の流れを指す。

10.  1 メガトン（Mt）= 106 トン（t）。オリジナルの記事では炭素換算メガトン（Mt-C）の単位が用いられてい
る。ここでは 1Mt-C = 44/12Mt-CO2 の換算率を用いて、単位を CO2 換算メガトン（Mt-CO2）に換算した。

11.  詳細は Miller and Blair（1985）参照。MRIO の用途については Lenzen et al.（2003）; Peters and Hertwich
（2008）; Turner et al.（2007）参照。

12.  GDP エネルギー弾性値は、各国の GDP の単位ごとに必要なエネルギー量を測定するものであり、弾
性値が高いほど経済活動におけるエネルギー消費が多いことを示す。そのため、経済がエネルギーに
どれだけ依存しているかを示すものでもある。

13.  1 Twh = 109 キロワット時（Kwh）。
14.  通常のピーク時需要レベルを満たすことができる容量以上に利用できる容量を測定したもの。エネル

ギー生産者の場合、システムが通常必要とされるよりも多くのエネルギーを生成できる容量を指す。
配電会社の場合は、需要レベルが予測ピークレベルを超えた際に、配電インフラのエネルギー追加輸
送容量を指す。

15.  ここでいう新設電力プロジェクトとは、未開発地区に予定されている、完全に白紙状態からの電力プ
ロジェクトを指す。

16.  エネルギー業界で発電機が熱エネルギーをどの程度効率的に使用しているかを示すために用いられる
数値。1 キロワット時のエネルギーを発生させるために必要な BTU の値として表す。

17.  電力取引に関する規約には、一定のシステム信頼性を実現するために、電力生産者、送電業者、配電
業者の役割を取り決めるための運用手順や方針が記されている。
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　第 13 章では本白書全体の総括を行い、包括的な問題を提示する。章の冒頭で

は、第 1 章で示した仮説と、消費の推進力や台頭する中産階級消費者、ステー

クホルダーの様々な役割、状況に応じたポリシーミックス、ミレニアム開発目

標をはじめとする貧困の緩和に向けた課題と生活の質や幸福度を向上するため

の取り組みとの相乗作用等といったアジアにおける SCP の基本的な問題を改め

て検討する。

　本白書は極めて広範囲にわたる問題や状況を扱い、独自の考察と対応策を多

数盛り込んでいる。その中で、各ステークホルダー集団が担う役割を理解する

こと、様々な政策や提言の中から状況に応じたものを取り入れること、政策の

実現を可能にする要因を考慮に入れること、の 3 つは非常に重要なテーマとなっ

ている。第 13 章ではこれらを 3 つの表にまとめ、それぞれ該当する章を記して、

読者諸氏の参考とした。

　本章で改めて包括的な問題や政策決定者、企業経営者、教育者、消費者に対

する疑問を検討することによって、本白書全体の考え方と知見を総括している。

さらに、各章を引用しながら政策策定に向けて優先的な研究が必要な分野を特

定し、アジア太平洋地域の SCP に関する結論を述べて、本白書を締めくくる。

セクション V  
結論
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Section
 V

第 13 章

結論

ピーター・キング、ロバート・キップ

仮説の再検討

　本白書の研究と執筆は、消費者に自身の行動や消費パターンを変えるように促し、また

そうした変化を可能にするような政策を行うことで、社会に体系的変化がもたらされ、生

産システムのみならず経済の基本構造まで変化させることが可能になるであろう、という

仮定に基づいて始められた。理論的に考えると、消費者の需要と実際の消費が持続可能な

パターンに移行すれば、その影響は生産者にも及ぶことになる。生産者が適切で持続可能

な生産工程、製品選択肢の増加、消費オプションの拡大（製品の代わりとなるサービスの

消費を含む）を通じて消費者の需要を満たそうとするためである。消費の選択肢の増加は

やがて相対価格の低下につながり、持続可能な商品やサービスはより低価格で利用しやす

いものとなり、持続可能な消費と生産（SCP）の好循環が生まれることになる。つまり、消

費者重視の政策措置によって、以下のような成果が期待できる。（i）化石燃料の消費といっ

た持続不可能な消費形態の一部が減少する。（ii）再生可能エネルギーといった他の消費形態

の需要が増加する。（iii）浪費が減り、代わりに大量消費で得られるものより高い満足感の

得られる環境負荷の少ない消費形態が増える。

　上記のような考え方は厳密な仮説として系統的に検証しようという意図から提起された

のではない。一連の考え方をアジア太平洋地域の多くの状況の中に当てはめて捉え、この

地域の SCP に関する新たな考え方の糸口を見出すためである。結果としてはステークホル

ダー集団やその役割・責任の組み合わせが異なる状況で、SCP に関する独自の知見を得る

ことができた。この最終章ではそうした知見を総括し、冒頭で提示した疑問に立ち戻り、

最後に結論を述べる。これがアジア太平洋地域の SCP に関する今後の研究と行動を促す力

となれば幸いである。

　SCP が 1992 年にアジェンダ 21 の一環として国際的な関心を呼ぶことになって以来、特

に 2 つの側面―① SCP を進めるために生産方法と市場システムを転換すること、②環境へ

の影響を最小化しながら生活の質を維持または改善できるような開発に向けて社会と経済

の制度を再編成すること―で課題に直面している。そうした課題が表面化したのは、先進

国の国民の大多数が持続不可能な過剰消費を行っていること、そして途上国の新興中産階

級に属する消費者が先進国と同じ消費パターンを志向する傾向にある、という 2 つの事実

が明らかになったためである。地球の受容能力ではこれらの消費水準を維持し、付随する

排出物と廃棄物を吸収することはできないであろう。

　SCP の実現に向けてアジアで行われてきた取り組みの大半は、技術革新と生産効率の改

善を通じたものである。消費と生産のうち、消費サイドに影響を与えるような社会的・経

済的変化にはあまり注意が払われてこなかった。生産システムやリサイクルの方法に関す

るものと比べると、持続可能な消費に関する論文や研究、さらに具体的措置は極めて少な

い。これは SCP の起源がよりクリーンな生産を目指すイニシアティブにあるためである。

工場の効率改善や廃棄物削減も困難ではあるが、個人が新車を欲しいと思う気持ちを変え
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ること、ゴミになる部分の少ない容器包装を好むようにすることと比べれば、はるかに単

純に事が運ぶ。結果として、持続可能な消費に関する政策をすべて合わせても、持続可能

な生産を推進できるほど大きな影響力を及ぼすことにはならない、という不均衡が生まれ

てくる。

　持続可能な消費パターンとは何かということを、あらゆる状況を満たすような単純な方

法で明確に定義することは不可能なのかもしれない。そもそも消費とは多様な理由で行わ

れる複雑なものである。バンコクのティーンエージャーが現地のファッションブランドを

購入する際、家庭において便利で手頃な消費を続けようとする際、北京やムンバイといっ

た新興都市の生活者が新車を運転して通勤する際、いずれも様々な消費の理由があり、消

費量や消費方法を変える措置や持続可能な生活を促す適切な政策的アプローチはその時々

で違ってくる。しかも製品やサービスのライフサイクル上には消費者だけでなく、天然資

源の採取業者、加工業者や輸送業者、容器包装業者、リサイクル業者等、多様なステーク

ホルダーが存在し、各々の置かれた状況で SCP に様々な貢献をしている。これまでの章で

は、そうした複数のステークホルダーを対象として、政策の組み合わせを状況に応じて変

えるようなアプローチが全般的にみて最も適切であること、また特定のステークホルダー

の役割は状況によって変わり得ること、あるいは極めて限られてくる可能性のあることを

示してきた。

　もう一つの側面は、貧困の緩和に関する問題である。これにはミレニアム開発目標のよ

うな重要課題をどうすれば進展させられるかという問題だけでなく、その短期的・長期的

成果をいかにして持続可能なものにするかという問題も伴う。持続不可能な消費はもちろ

ん消費者が貧しいか裕福かということとは関係なく、あくまで好ましくないものである。

本白書の第 1 章では「終わりなき欲望の悲劇」という言葉を用いているが、この言葉は生活

の大部分を変えないままで絶えず高所得を求め、大量消費を行おうとする姿勢を指す。貧

困の緩和のための対策を行っても、それが現在と未来の世代の経済的、社会的、環境的持

続可能性の観点に立っていなければ、気候変動と資源制約が一層進むことで、貧困層の立

場にはほとんど変化が生まれない可能性がある。言い換えれば、環境の悪化により生活の

質や幸福度を改善していこうとする努力が蝕まれ、無力感が生じる可能性がある。

　しかし本白書の事例に見られるように、政策や国民の心理には大きな変化が生まれつつ

ある。道のりはまだ遠いが、こうした変化は事態を変えつつある。つまり、最初に掲げた

仮説を裏付ける証拠は限られているが、アジア太平洋地域が直面している開発上の課題か

ら見て、消費者と生産者との間にこうした関係を形作ることは不可欠かつ実現可能である

と思われる。

SCPの実現に中心的な役割を果たすステークホルダー

　これまでの章で述べた通り、一つのステークホルダー集団、特に最終消費者が単独で生

産とサプライチェーンの複雑なシステムの変革に挑むことは極めて困難である。加えて、

他のステークホルダー集団を度外視して一つのステークホルダー集団だけに注力しても、

SCP が根を下ろし、成長するために不可欠な幅広い社会体制の変化は生まれないであろう。

表 13.1 に、本白書で取り上げたステークホルダー集団の主な役割と責任、それらの集団が

どのような文脈で議論されているかを詳細に記した。各ステークホルダーの集団には、も

ちろん SCP の実現に向けて果たすべき役割と責任がある。そこから、複数のステークホル

ダーの一致協力やコミュニケーションが緊急に必要であるという本白書の主張が明らかに

なる。
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表 13.1  ステークホルダーの役割

ステークホルダー 主な役割と責任 章とトピック
地方自治体 地元のコミュニティで SCP を実践する状

況を作り、他のステークホルダー集団を関
与させ、協調体制をとらせる。 必要があ
れば自ら措置を実施するか、他のステーク
ホルダーの実施を支援する。

第 2 章 – 容器包装：廃棄物処理
第 3 章 – 教育：非正式教育と私的教育
第 4 章 –  地域イニシアティブ：首長や

他の自治体機関による支援
第 6 章 – コミュニティの関与

政府 消費の方向性を持続可能な商品やサービス
に向けるための国の法律策定や規制の実
施。グリーン調達及び選択肢の再編集によ
る主導。

第 2 章 – 容器包装
第 3 章 – 教育
第 4 章 – 企業と環境
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 6 章 – コミュニティの関与
第 7 章 – 水の消費
第 8 章 – 森林
第 9 章 – 再生可能エネルギー
第 10 章 – 農業
第 11 章 – 気候上の緊急課題
第 12 章 – 多国間問題

国際機関 世界的合意のための交渉。技術移転と基準
の統一。

第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 11 章 – 気候上の緊急課題

非政府組織 地域ネットワークや国際的なノウハウと資
源へのアクセスを利用することで、政府に
関与する意志や能力がないような領域での
活動。

第 3 章 – 教育
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 6 章 – コミュニティの関与

企業と小売業者 環境情報開示。 消費者に製品を持続可能
な方法で消費し使用するように働きかけ、
バリューチェーン全体で環境に配慮した行
動をとり、持続不可能な製品や行動を排除
する。

第 2 章 –  容器包装：エコラベル、体化
炭素量

第 4 章 –  企業と環境：グローバル・サ
プライチェーンによる影響

最終消費者 情報を入手し、環境に悪影響を及ぼす製品
に差別的な行動をとり、十分な情報に基づ
いて環境に優しい購入の決定を行う。使用
の最終段階では適正な廃棄を心掛ける。

第 2 章 – 容器包装
第 3 章 – 教育
第 4 章 – 企業と環境
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 7 章 – 淡水
第 9 章 – 持続可能なエネルギー
第 10 章 – 食の安全
第 11 章 – 気候上の緊急課題

ブランドオーナー 環境や健康に関する情報のラベル表示。 第 2 章 –  容器包装：リサイクルに適し
た標準容器

投資家 持続不可能な生産への投資を避けることで
投資の社会的責任を果たす。

第 4 章 – 企業と環境

　各ステークホルダー集団には明確な役割がある。一方で、政策の成果を狙い通りに達成

するには、ステークホルダー集団間の一致協力や合意が必要となる。状況に関わらず、単

独のステークホルダー集団が SCP の成否を担うことは不可能であり、そうすべきでもない。

ポリシーミックス

　本白書で見てきた通り、SCP には固有の二面性があるにもかかわらず、あるセクターや

状況における政策は生産と消費のどちらかに重点を置くことによって、より効果的になる

可能性がある。さらに本白書で示した広範な状況全体にわたる分析によって、SCP には一

回で完結できる特効薬のような政策はないことが明らかになっている。各章で取り上げた

事例研究には、それぞれの状況に応じて異なる多数の政策のタイプや提言の概略が示され

ている。表 13.2 にそうした政策のタイプをまとめ、実施可能性のあるオプションを数例示
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す。これらは要約するために各章から取り出したものであり、それぞれのオプションが関

与した状況、あるいは関与できる状況の詳細は、各章を参照してほしい。

表 13.2  持続可能な消費と生産に向けた政策提言

政策タイプ 例 扱われている章
直接規制 食品安全性基準

選択肢の再編集
拡大生産者責任
建築規制
規範と基準
林産物の取引規制
強制的な企業環境情報開示

第 10 章 – 農業
第 2 章 – 容器包装
第 2 章 – 容器包装
第 11 章 – 気候上の緊急課題
第 9 章 – 持続可能なエネルギー
第 8 章 – 森林
第 4 章 – 企業

市場ベース 汚染課徴金
水道料金設定
経済的インセンティブ / ディスインセン
ティブ

第 7 章 – 水
第 7 章 – 水
第 11 章 – 気候上の緊急課題

自発的 自発的な企業環境情報開示
自発的な森林認証

第 4 章 – 企業
第 8 章 – 森林

情報ベース エコラベル
炭素含量表示
栄養表示
社会マーケティング
正式 / 非正式 / 私的教育
消費者教育
広報活動と情報公開
能力開発
アウトリーチ  
（ワークショップ、映画、ポスター）

第 1 章 – 序論
第 3 章 – 持続可能な消費のための教育
第 4 章 – 企業
第 5 章 – 地域イニシアティブ
第 6 章 – コミュニティの関与
第 8 章 – 森林
第 10 章 – 農業

　表 13.2 に示した政策は、政府の関与の程度によって自発的なものにも強制的なものにも

なり得る。例えば企業の環境情報開示は自発的にも行えるし、規制を通して行うことも可

能である。これは森林認証や選択肢の再編集でも同様である。さらにエコラベル、炭素含

量表示、栄養表示等情報ベースの政策は、自発的に行われる場合も義務化される場合もあ

り得る。ステークホルダー集団と状況の重要性に関しては、ある政策のタイプの中でも、

どの集団を対象とするかによって行動が自発的か強制的かという違いが出てくる。例えば

ある種の輸入商品は持続可能な資源で作られたものであることを要求され、「エコラベル」

の貼付を義務付けられる場合があるが、最終消費者がエコラベルの貼られた商品の購入を

要求されるわけではない。しかし最終消費者が政府ならば、調達するすべての商品にエコ

ラベルを要求する調達方針が策定されることも珍しくない。したがって、一口に自発的消

費を認める規制や消費を義務化する規制といっても、その内実は多様なものとなる可能性

がある。自発的措置あるいは義務的措置という言い方をする場合も同様である。

効果的な政策対応を可能にする要因

　本セクションの目的は、各章の政策提言の背後にある理論的根拠と、それらの提言が作

られた状況で政策の実現を可能にする要因を概観することである（表 13.3）。効果的な政策

対応を可能にする要因には、その他の政策、SCP という目標達成に貢献する政策、手段、

政策目的に一致したプログラム、本白書で行った提言と考察等が含まれる。政策を可能に

する適切な環境が存在しない場合、またはそうした環境を創出することが不可能な場合、

ステークホルダーと政策を正しく組み合わせただけでは SCP を達成するには不十分である

ことがわかる。
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表 13.3  SCP政策を実現に導く要因

章 状況 実現を可能にする要因

第 2 章
容器包装

グローバル・バリューチェー
ン上の持続不可能な容器包装
の最少化。

政策は容器包装の選択に対する影響が最も大きい
主導当事者（ブランドオーナー及び小売チェーン）
を対象とし、一方でマルチ・ステークホルダー・
プロセスを通して他のステークホルダーの能力強
化を行わなければならない。

第 3 章
持続可能な
消費のための
教育

消費者教育と情報提供。 自らが SCP の実現に果たす中心的な役割を知り、
そうした役割を反映した自己変革を通して責任の
ある持続可能なライフスタイルを選択する能力を
身につけること。

第 4 章
企業

企業環境情報開示。 ステークホルダーへの正確な情報の提供。ステー
クホルダーに十分な圧力 / インセンティブを生み
出す能力を与え、直接規制及び市場ベースの政策
と情報開示を組み合わせること。

第 5 章
 地域イニシアティブ

持続可能な消費のための地域
イニシアティブの推進。

とりまとめ役・推進役が積極的に行動して地域ス
テークホルダーと協議し、その関与を促すこと。
地域の問題や懸念に対応すること。自治体首長の
支援。外部支援の獲得。

第 6 章
コミュニティの
関与

持続可能な消費行動を始める
ためのコミュニティの能力強
化。

コミュニティの特徴の長所を分析し、それを足場
とすること。外部の影響力を受けやすいコミュニ
ティを選ぶこと。住民に動機づけを与え、住民を
結集すること。マルチ・ステークホルダーの協力
を通してプロジェクトの影響力を拡大し、コミュ
ニティをリスクから保護すること。

第 7 章
水

経済的手段による持続可能な
水消費の実現。

水資源管理の統合によって清浄な水を利用する権
利を確立すること。水使用量の正確な測定等、良
好で信頼できるサービスを提供することで、利用
者に料金を支払う価値があると思わせること。

第 8 章
森林

消費国経済の自発的措置・規
制措置により、熱帯林産物取
引を SCP に向けて再編。

熱帯林管理者の管理業務やサプライチェーンの安
全保障の改善を支援することで、消費国での協調
行動を行い、合法性証明済みで持続可能な認証木
材の供給を増やすこと。

第 9 章
持続可能な
エネルギー

電気、暖房、輸送用途の持続
可能なエネルギー利用の推
進。

炭素に価格を設定し、再生可能エネルギーのシェ
ア目標を調整し、助成対象を化石燃料源から再生
可能エネルギーに切り替え、再生可能エネルギー
の相乗便益を認識させること。能力開発と研修、
技術移転、研究開発、グッド・ガバナンス。電気、
暖房、輸送用途に化石燃料以外のエネルギー源が
好ましいとする個人、業界、コミュニティに選択
の権限を与えること。

第 10 章
農業

食料安全保障と食の安全の推
進。

食品安全性基準の統一、ライフスタイル評価アプ
ローチによる政策のとりまとめ、生産者及び消費
者の能力開発と情報提供、備蓄インフラの改善。

第 11 章
気候

建物セクター・輸送セクター
でのエネルギーサービス消費
量の最少化。

建物セクターのエネルギー効率の高い技術と行動
の開発を促し、スケールメリットの拡大を推進す
る助成金及び情報キャンペーン。BRT、鉄道、地
域冷暖房への投資。炭素集約度の高い技術がもた
らす持続不可能な開発のロックイン効果の回避。

第 12 章
多国間問題

アジア太平洋地域の SCP にお
ける地域協力の推進。

近隣諸国に悪影響を及ぼす政策の回避。地域協力
のための既存基盤の利用。二国間協力、地域協力、
国際協力によるグローバル・バリューチェーン内
の環境「ホットスポット」への対処。

　表 13.3 から、複数のステークホルダーが関与することの重要性、目標と政策を一致させ

ること、正確でタイミングのよい消費者向け情報を提供することの重要性、様々なレベル
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でのリーダーシップの役割の必要性等といった SCP の実現を可能にする共通項が浮かび上

がってくる。

第 1章の質問の再検討

　本セクションの目的は、本白書の各章の主要なメッセージをまとめ、第 1 章で提起した

様々なステークホルダー集団に対する質問の答えを得ることができたか否かを判断するこ

とである。

包括的な問題提起

（i）  アジアは現在既に持続不可能な状況にあるエネルギーと原料の消費をこれ以上増や
すことなく、年 6 ～ 10% の成長を継続できるのか。

（ii）  アジアはあこがれの欧米風ライフスタイルを目の前にして、脱炭素化、非物質化、
エネルギー使用と消費のデカップリング、持続可能な消費を実現できるのか。

（iii）  圧倒的な貧困率の高さを克服するために切実な努力がなされている中で、アジア各
国の政府に持続不可能な成長を伴わない経済的繁栄のモデルを探そうという努力を
期待することは可能か。

　本白書はタイムリーな変化に向けた期待感をいくつか提供しているとはいえ、上記の問

題に対する決定的な答えは出していない。例えばアジアの都市化が進むにつれて、時代遅

れの都市形態、非効率な建築設計、そして個人所有の移動手段に頼る必要はなくなってき

ている。しかもアジアは都市中心の社会に移行する長い道のりを今歩き始めたばかりであ

る。アジアの中には低炭素社会の必要性を認識している国もあり、そうした国々が適切な

政策をとることによって、アジアの未来の都市形態は、米国等自動車志向が都市のスプロー

ル化を生んだ国とは極めて異なったものになるであろう。同様に、アジアでは水の浪費と

気候変動によって将来的に水不足が起こる可能性が指摘されているが、水の直接的な使用

だけでなく、水が支える生態系サービスを認識した適切な水道料金を設定し、統合的水資

源管理を行うことで、それを防ぐことができる。皮肉なことに、気候変動は政策決定者に

生物多様性の保全、炭素隔離、生態系サービスの提供といった熱帯林の様々な機能と価値

を理解させることになった。しかし、消費者の社会と熱帯林管理者の力を結集する全世界

的なシステムを整備することは、依然として煩雑な仕事である。本白書で得られた理解の

中でも特に重要な点は、一国の SCP 政策が他国に負の波及効果を及ぼす可能性があるとい

うこと、全世界が一致協力すれば持続可能な社会への移行がよりスムーズに進むであろう

ということである。

　政策決定者に対するいくつかの質問：現在ある助成金やその他の不当なインセンティブ

はどの程度 SCP を妨げているのか。国内政策の変革が国境を越え、結果として近隣諸国の

消費と生産を持続不可能なものにすることがあり得るのか。政府が現状とっている調達方

法は SCP を推進しているのか。政府は消費行動を変革するための追加的なインセンティブ

をいかにすれば提供できるのか。政策によって意識の高い消費者のための適切な選択肢（商

品の購入を控え、サービスを利用する等）を確保できるのか。

　いくつかの章では、特に水、森林、エネルギーに関する助成金や不適切なインセンティ

ブが SCP の阻害要因になっていると指摘している。第 12 章では、他国への影響を伴う国

内政策が近隣諸国に望ましくない波及効果を及ぼす可能性があること、複数の国家による

協調が世界的なメリットを生むことを明らかにした。グリーン調達と選択肢の再編集は、

政府がエネルギー需要を低減し、再生可能エネルギーを使用する持続可能なインフラに投

資すること、自治体が持続可能な消費に向けたイニシアティブへの支援を行うことと並ん
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で、SCP の推進に主要な役割を果たす要素であると考えられる。前述した政策の中でも、

エコラベルの義務化、企業の環境情報開示、体化炭素量の表示、水道料金の設定等の政策は、

消費行動を変えるための追加インセンティブとして機能する。しかし政府が SCP の優先度

を高めつつあるという証拠、または関心のある消費者に十分な選択肢を確保するための十

分な措置を既に取っているという証拠はほとんど見られない。結果として、持続不可能な

消費と生産を続ける方向を後押しするような政策が、未だに続けられている。

　最近では白熱灯の使用を禁止したり都市内を走行できる自動車の台数を制限したりする

方法で消費の選択肢の再編集が行われているが、消費者が持続可能な製品や消費オプショ

ンを選べるようにその範囲を十分広げておくためには、緊急にこうした措置を含む政策を

増やす必要がある。

　財界トップに対するいくつかの質問：アジアの新興中産階級の消費者が環境に関するよ

り質の高い情報を要求することによって、どの程度アジアの生産システムの変革が推進さ

れるのか。アジアが「世界の工場」であることを踏まえると、先進国市場の消費者の態度の

変化は、アジアの生産者の行動にとってどの程度重要なのか。アジアの生産者は消費者が

不利な反応を見せることやイメージダウンのリスクが及ぼす悪影響を予測して、強制され

る前に生産方式を変えているのか。アジアの生産者は、どの程度企業の社会的責任（CSR）
や「グリーンウォッシング（見せかけの環境配慮）」のレベルを越えて、実際に革新的なグ

リーン製品を設計・生産しているのか。環境情報の開示義務化は不可欠か、それとも自発

的なアプローチで十分と考えられるのか。ビジネスの観点から見て、政府の最適な政策ス

タンスはどのようなものか。株主、投資家、従業員は、会社の環境活動を変革する上でど

の程度重要なのか。

　本白書で示した事例から、信頼のおけるアジア企業が消費者の持続可能な製品に対する

要求に応えようとしている例がいくつかあることがわかるが、この傾向はまだ大きなうね

りにはなっていない。特に中国とインドの企業は電気自動車や電動バイク、風力タービン、

ソーラー・パネル等の分野で世界をリードしつつあるが、まだ大量消費ではなく、ニッチ

市場を対象にしている。自発的な環境情報開示が最も効果的に機能するのは、直接的な規

制や政府によるその他の介入があるのではないかという懸念が動機になる場合である。容

器包装の例で見た通り、変革はバリューチェーン全体で行われなければならないものであ

るが、政府の介入が最も効果的になるのは、その対象を主導的な当事者、すなわちバリュー

チェーンの中で最有力の当事者に絞った場合である。容器包装の例で言えば、それはブラ

ンドオーナーと小売業者（同じ企業である場合が多い）である。両者はどの製品をどのよう

な容器包装で陳列棚に置くかを最終決定する力を持っている。他のケースでは、倫理上の

成果を求める投資家等、社会的責任を持つステークホルダーが、企業に行動の変化を促す

上で非常に大きな影響力を及ぼす場合がある。そのような場合には、消費者のみを対象と

する政策は期待したほどの効果をあげられないであろう。消費者が意志決定に対してあま

り影響力を持っていない場合や、消費者が自身に商品を提供するシステムや機会の制約を

受ける場合があるためである。これは広告の影響力、さらに消費のあり方や収入をどう使

うかという点に関する社会規範の影響力とも絡んでくる問題である。

　教育者に対するいくつかの質問：アジアには持続可能な消費に関する正式な教育のため

の適切なカリキュラムがあるのか。様々な年齢層に属する意識の高い消費者の情報ニーズ

に合わせるためには、どのような種類の環境情報を作成すべきか。消費者の行動を変える

際には、過去に成功した教育キャンペーンから何が学べるのか。持続可能な消費教育を推

進するために政府が果たす役割とは何か。包括的環境情報を持続可能な消費の教育に利用

することは、どのような重要性を持つのか。そうした情報の提供者として適任で信頼に足

るのはどのような人々なのか。
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　消費者教育についての章では、SCP の目的を達成するためには、教育の捉え方を正規

教育に限らず非正規教育、私的教育まで含むより広いものにする必要があるという指摘を

行った。一方北東アジアの事例では、日本、中国、韓国の政府はいずれも自国の政府機関

に対し、低炭素社会の実現に向けた責任のある消費行動を奨励する活動ならびに持続可能

な消費に対する啓蒙活動を開始するよう指令を出している。そうした取り組みのうち 11
件の事例から、持続可能な消費のための教育をアジア全体に拡大するためには何が必要か

という教訓が得られた。とりわけ重要なのは、正確で価値のある情報をタイミングよく提

供することである。さらにそうした情報を消費者に確実に伝達する上で、政府が主要な役

割を担っているという点である。多く見られる「グリーンウォッシング」が消費者が消費パ

ターンを変えないための便利な言い訳となっているという経緯があることから、情報提供

者の信頼性は極めて重要である。持続可能な消費は、単に個々の消費者が消費対象を環境

配慮型製品に切り替えるだけでは決して達成できない。教育と情報は、低炭素社会に移行

するための行動変化と生活の革新を進める上で、主要な役割を担っている。

　消費者に対するいくつかの質問：消費は増やすのが当たり前で、かつ自然なことという

現在主流となっている考え方は持続不可能である。それがアジアの支配的な文化的パラダ

イムになると、世界の生態系は崩壊しておそらく元に戻すことはできず、地球にどの程度

の人間が住めるかということさえ定かではなくなる。もちろんどのような人間でも生き永

らえようとすれば消費を続けなければならず、また消費の増加によって基本的な快適さと

幸福を実現するという世界中の貧困層の権利は誰も否定しないであろう。途上国及び先進

国の消費者は、自身のニーズに見合う消費だけでなく、同時に持続可能性も満たすような

消費の水準と形態を見出すことができるのか。

　アジアの消費者が自動的に欧米の消費者と同じ道をたどるのかどうかに関しては、若干

の論争がある。アジアの消費者には伝統的な消費行動をとる傾向があり、日本の「もった

いない」運動やマハトマ・ガンジーが提唱した手紡ぎの伝統衣装の着用はその好例である、

といういささかロマンチックな認識がある。アジアの大部分の地域で貧困のために他の選

択をする余地がなく、伝統的な消費形態が続いていることは疑いない。しかし一度貧困か

ら這い上がってしまえば、大量消費は世界的現象になるだけの魅力を十分に備えている。

ある資源が不足した場合に単に別の有限な資源に移行するという従来と変わらない対応を

とり、そうしたサイクルを続けていくならば、廃棄物を吸収する能力はそのうち地球一つ

では足らないところまで膨らむことになる、という主張は他の研究者の多くが述べている

ことであるが、本白書でもそれが確認できた。問題は依然として、地球の生態系サービス

の限界を超えることなく、現在と未来の世代のニーズを満たすことができる消費と生産の

形態を見出さなければならない、という点にある。また、そうした活動を各地域の状況に

合わせて別の場所で再現・展開する取り組みを行いながらも、ただ乗りや外国からの負の

波及効果は避けなければならない、という課題もある。いくつかの章で取り上げたように、

低炭素型発展の実現に向けて前進があったことは、消費パターンが変わり始めていること

を見れば明らかであるが、今後なすべきことははるかに多い。

優先的な研究が必要な分野

　本セクションではこれまでの 12 章の一部を引用し、アジア太平洋地域が優先的に研究

すべき分野を概観していく。

　ステークホルダーを扱った章は、いずれも参加を促すための効果的なインセンティブと

は何か、消費者と生産者の手引きとなる基準やラベルに表示すべき情報とは何か、どのよ

うな規制的・経済的枠組みが消費者の選択を可能に、あるいは制限するのか、持続可能な

消費のための適切なインフラとは何か、といった点に関するさらなる研究の必要性を主張
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している。アジア太平洋地域の持続可能な容器包装については、基準の統一や持続可能な

容器包装を推進するための複数のステークホルダーによる審査委員会の設置に関して、さ

らなる事例研究と考察が必要である。例えば、企業や政府、コミュニティ、市場を結び付

けるマルチ・ステークホルダー・アプローチ等、企業に対してより効果的な環境情報開示

を行わせる方法についても、アジアで追加的な事例研究を行って検討する必要がある。さ

らに、地方自治体やコミュニティに基盤をおくイニシアティブの事例についても、どうす

れば成功したパイロットプロジェクトをスケールアップして別の場所で再現できるかとい

う観点から追加研究を行う必要がある。

　持続可能な消費のための教育（ESC）に関する章では、ESC イニシアティブを策定・実施

するための枠組みを提示し、その枠組みの裏付けとなる事例分析を行った。ESC が長期的

にみてどれほど効力を発揮したかという実質的な結論を得るためには、特定の政策措置を

実施した後に消費者の行動がどう変化したかという点に関する追加研究が必要である。こ

れは、ESC の全体的な目標とは消費のあり方を変えることだからである。アジア太平洋地

域に持続可能なライフスタイルと行動への移行を促すために、社会的・文化的行動パター

ンに影響を与え、パラダイムの変革を成し遂げるための方法と手段に関しても、さらなる

研究が必要であろう。ステークホルダー集団に関する今後の研究、特に行動を促進または

制約するような態度やシステムの変化に関する研究と、現代的な消費に商品やサービス、

ライフスタイルを提供するインフラに関する研究の間には、強い相乗効果がある。

　森林セクターで持続可能な消費を達成するためには、森林管理計画が長期的な観点から

持続可能な生産を達成するために必要な、幅広い原則を反映したものでなければならない。

その原則とは、例えば安全で公平な保有制度、森林の住民や森林周辺のコミュニティの権

利と要求の尊重等である。合法性を証明する手段や持続可能な伐採の問題だけでなく、先

進国の持続可能な消費に向けた政策が森林管理のこうした幅広い面にどう影響するのかに

関しても、追加研究が必要になってくる。

　水セクターでは、市場ベースの手段が貧困層をより不利な立場に追いやることのないよ

うに、水道の民営化を取り巻く問題や水取引等の経済的手段に関する追加研究を行う必要

がある。水道料金を効果的に設定することが水の持続可能な消費を促すことに疑問の余地

はないが、それによって生じる不公平のバランスをとるためには、低所得家庭や人間の基

本的ニーズとしての最低限の権利を保障されていない人々に助成金を支給する必要がある

かもしれない。水道料金のあり方が水生生物にどのような影響を及ぼすかという点に関し

ても、追加研究が必要であろう。農業セクターでは、有機農業を採用することで増加しつ

つある世界人口にどの程度まで食料供給が可能か、さらに化学農法は人類の健康や生態系

にどのような影響を与えるかといった問題についても継続的な研究が必要である。

　エネルギーセクターでは、消費者の選択が状況や手段に応じた包括的な情報に基づいて

行われるようにするために、ライフサイクル評価に基づく研究を行う必要がある。ここで

いう包括的情報とは、例えばどのような条件なら鉄道輸送は自動車輸送より持続可能な選

択肢となるのか、複数階の住宅は平屋よりエネルギー効率が優れているのか、家庭では屋

根に太陽光発電パネルを取り付けるべきか、それとも風力タービンを設置すべきか、といっ

た情報である。そうした大型投資は正確で信頼できる情報の不足によって延期されたり中

止されたりすることが多い。

　分野横断的な問題と多国間問題を扱った章では、貿易に伴う炭素排出量や仮想水等の問

題に関して、今後の研究が必要であることを明らかにしている。炭素集約度の高い「ホッ

トスポット」がどこなのかを特定してから汚染対策や技術進歩に投資することで、GHG 排

出を効果的に削減し、製品の全体的な環境性能を改善することができる。エネルギーを化

石燃料に頼る消費者中心の世界経済では、個々の消費に関する決定が GHG の排出総量に
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影響を与える。しかしそれ以外の排出物に関しても、さらなる研究の必要がある。選択す

る製品を変えても排出物が GHG から有害化学物質に変わるだけなら、持続可能な消費と

いう考え方の進展にはほとんど役に立たない。同様に、国内の環境保護は進んでも、汚染

が生産国に移動してしまうような政策や製品選択について理解を深める必要がある。それ

によって政府が地域的・世界的な協調行動をとることが可能になる。

結論

　本白書は、アジアでは SCP の 2 つの側面のうち持続可能な消費に関する研究がほとんど

行われておらず、理解が進んでいないということに焦点を当ててきた。消費者は、自身の

消費選択には経済の基礎構造はもとより、企業の生産行動を変えるほどの力はないと感じ

ているのかもしれない。こうした力は毎日繰り返される無数の消費選択が蓄積されて生ま

れるが、蓄積された影響力を SCP の推進力に振り向ける方策は皆無に等しい。容器包装を

扱った章で述べたように、消費者はある商品の購入を希望することで、付属品あるいは余

剰部品の購入まで強制される。より持続可能な製品を選ぶ余地がないケース、選ぶことが

現実的でないケース、大量消費品目にしては価格が高すぎるケースもある。消費者と政策

決定者に働きかける効果的な方法を発見し、SCP を主流化するには、アジアの世紀として

の 21 世紀の土台となる政治的、経済的、社会的インフラの整備を一層進めなければなら

ない。目指すべき発展と幸福の方向性は、消費の拡大と所有の蓄積に基づくものであって

はならず、生活の質の向上や、さらには環境への取り組みや低炭素成長を誇りに思うアジ

アの消費者に基づくものでなければならない。

　政府は消費者と生産者の力関係の不均衡を正すための重要な役割を担っている。第一に、

政府は自身が規模の大きい消費者であり、グリーン調達によって生産に関する意志決定を

変えられるだけの購買力を有している。第二に、政府は持続不可能な製品の購入を禁止ま

たは抑制し、持続可能な製品が少なくとも持続可能性の劣った製品と競合できるようにな

るまで原資を確保することができる。また、助成金やその他のインセンティブを受けられ

るように、直接規制、市場的手段、情報的手段を通して持続可能な製品と持続不可能な製

品のバランスを変えることができる。第三に、政府は強制的または自発的なエコラベリン

グ、体化炭素量の表示、含有物表示の改善、持続可能な消費に関する情報及び教育キャン

ペーンを通じて、消費者が何を選ぶべきかを決定する手掛かりとなる情報を与えたり、そ

うした情報を得る能力を身につけさせたりすることができる。

　企業はもちろん利益を生むために存在する。幸いなことに、企業の多くが持続可能な製

品の提供によって利益の拡大が図れることに気づき始めている。あるいは大株主、オー

ナー、従業員が企業に持続可能な生産の優先度を上げさせることに一役買っているケース

もある。さらに進歩的な企業が優位性を求めたり、生産方法から持続不可能な部分を排除

して差し迫った規制をしのごうとしたりするケースもある。サプライチェーン全体に影響

力を持つ大企業は製品仕様や品質基準を持続可能性の原則に沿うものにすることで、中小

企業にも影響力を及ぼすことができる。しかし多くの企業、特に天然資源を直接扱う企業

は、未だに持続不可能な生産方法を続けているのが実情である。ここからも政府の行動や

多国間の協調、調整、コミュニケーションの必要性が明らかになる。

　しかしながら、ここで切に訴えたい点は、現在と未来の世代のための持続可能な開発と

いう共通のビジョンに向かってすべてのステークホルダーが一致協力した場合に最良の成

果が得られる、ということである。本白書では、複数のステークホルダーは各々が担うべ

き役割を持っているが、SCP という共通の目標を達成するためには提携や円卓会議、協定、

基準の調和等の形で協調関係を構築することがいかに重要かという点を明らかにした。複

数のステークホルダーの協調は困難な作業ではあるが、地球の未来のためには不可欠であ
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る。地球は現在、人口過剰と過剰消費によって危機に瀕しており、人類史上で初めて、人

類の生活を維持するためのシステムと無数の生物の生息環境としての能力が限界に達しよ

うとしている。
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